
都道府県医師会会長 殿

時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

さて今般、厚生労働省医政局長より「医療計画について」が、また、同局地域医

療計画課長より「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について」が各都道府県

宛に発出されるとともに、本会に対しても了知方依頼がありました。

医政局長通知では、平成30年度からの医療計画策定に当たって、医療計画の見

直し等に関する検討会「意見の取りまとめ」(平成 2 8年12月2 7日付地 1258 に

て貴会宛に送付済み。)等を踏まえ、急性期から回復期、慢性期までを含めた一体的

な医療提供体制の構築等の4つの観点から、「医療提供体制の確保に関する基本方

針」の改正(本日付の日医発第 47 号(地 17)を参照)に基づき、旧同名通知本文及び

別紙の「医療計画作成指針」の見直しを行うものであります。

また、課長通知においては、 5疾病 5事業及び在宅医療に関して、それぞれの特

性及び各地域の実情に応じた方策を講ずる必要があることから、新たな医療計画作

成のための参考として、それぞれの体制構築に係る指針が定められたものでありま

す。各概要は別添をご覧下さい。

つきましては、貴会におかれましても、本件についてご了知いただくとともに、

貴都道府県において医療計画の作成が審議される際には主導的な役割を果していた

だきますよう、よろしくぉ願い申し上げます。

追って、ご参考までに、局長通知並びに課長通知の新旧対照表を同封いたします。
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<局長通知概要>

・検討会における意見の取りまとめ等を踏まえて見直す際の観点

①急性期から回復期、慢性期までを含めた一体的な医療提供体制の構築

②疾病・事業横断的な医療提供体制の構築

③5疾病 5事業及び在宅医療に係る指標の見直し等による政策循環の仕組みの強化

④介護保険事業(支援)計画等の他の計画との整合性の確保

・地域包括ケアシステムの構築が一体的に行われるよう、第7次医療計画の期間が

6年となり、平成 3 0年度以降より「介護保険事業(支援)計画」の作成と見直しの

サイクルが一致することも踏まえ、医療と介護の連携を強化するため、計画の一体

的な作成体制の整備等、整合性に配慮しつつ取組を推進していくことが重要。

・医療従事者の確保については、現在開催中の検討会での取りまとめ等を踏まえて、

必要な見直しを行う。

・今般の局長通知により、旧局長通知及び「地域医療構想策定ガイドライン等につ

いて」等の通知は廃止。(※ただし、地域医療構想に関する部分は局長通知本文に

移行し、また「地域医療構想策定ガイドライン」は、作成指針の別添となっている

ことに留意いただきたい。)

・医療計画の作成に当たっては、指針を参考として、地域の実情に応じて関係者の

意見を十分踏まえた上で行う。

・医療連携体制として定める 5疾病 5事業並びに在宅医療については、「急、性心筋梗

塞」を「心筋梗塞等の心血管疾患」へと改める。

・ロコモティブシンドローム等の疾患については 5疾病に加えないものの、他の関

連施策と調和を図りつつ疾病予防・介護予防等を中心に、医療と介護が連携した総

合的な対策を講じること。

・施策や事業の結果(アウトプット)のみならず、成果(アウトカム)に対してどれ

だけの影響(インパクト)を与えたかという観点から評価と改善を行う仕組みを政



策循環の中に組み込んでいくこと。

・指標については、共通の指標により客観的に比較できるようなものとするため、

指標を見直すこと。

・高度な医療機器について、配置状況に加え稼働状況等も確認し、保守点検を含め

た評価を行うこと。

・診療所についても、 CTやMN 等の医療機器を有する診療所については、保守点検

を含めた医療安全の取組状況を定期的に報告すること。

・1CUや CCU については全て既存の病床数として算定すること。

・「6 医療計画の作成手順等について」の(3)において、医療法第 3 0条の 4 第 14

項の「診療又は調剤に関する学識経験者の団体」については、都道府県医師会及び

歯科医師会や薬剤師会が考えられること、と前回同様に明示されていること。

<課長通知概要>

・策定に当たっての留意点において、「本指針は医療体制の構築のための目安であり、

必ずしもこれに縛られるものではないこと」と引き続き記載されていること。

・また、「医療計画の実効性を高めるよう

させ、政策循環の仕組みを強化するため、

と新たな記載がなされていること。

・災害時における医療体制の構築に係る指針において、 JMAT

医療チーム)の記載が前回から更に追記がなされていること。

(中略)・・・PDCA サイクルを効果的に機能

疾病・事業ごとの指標を活用すること」

(日本医師会災害



公益社団法人日本医師会長殿
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標記にっいて、別添のとおり各都道府県知事あてに通知しましたので、ご了
知方よろしくぉ願いいたします。
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各都道府県知事殿

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関
する法律(平成26年法律第83号)が平成26年6月に成立し、効率的かつ質の高い医療提

供体制を構築するとともに、地域包括ケアシステム(地域における医療及び介護の総合

的な確保の促進に関する法律(平成元年法律第64号)第2・条第1項に規、定する地域包括

ケアシステムをいう。以下同じ。)を構築することを通じ、地域における医療及び介護

の総合的な確保を推進するため、医療法(昭和23年法律第205号。以下 N却という。)

が改正され、地域医療構想(法第30条の4第2項第7号に規定する地域医療構想をいう。

以下同じ。)が導入された。

地域医療構想において、都道府県は、二次医療圏(法第30条の4第2項第12号に規定

する区域をいう。以下同じ。)を基本とした構想区域(同項第7号に規定する構想区域

をいう。以下同じ。)ごとに、 2025年の病床の機能区分(法第30条の13第 1項に規定す0

る病床の機能区分をいう。以下同じ。)ごとの病床数の必要量とその達成に向けた病床

の機能の分化及び連携の推進に関する事項を定めることとされており、平成28年度末ま

でに、全ての都道府県において地域医療構想を策定する見込みとなっていることから、

今後は、地域医療構想の達成に向けた取組を進めていくことが求められている。

今般の医療計画の策定に当たっては、平成28年5月より開催した、医療計画の見直し

等に関する検討会における意見のとりまとめ等を踏まえ、

①急性期から回復期、慢性期までを含めた一体的な医療提供体制の構築

②疾病・事業横断的な医療提供体制の構築

③ 5疾病・5事業及び在宅医療に係る指標の見直し等による政策循環の仕組みの強

化

④介護保険事業(支援)計画等の他の計画との整合性の確保

などの観点から、法第30条の3第1項の規定に基づき、医療提供体制の確保に関する基

本方針(平成19年厚生労働省告示第70号。以下「基本方針j という。)の改正を行うと

ともに、牙1絲氏「医療計画作成指針」(以下「指針」という。)の見直しを行った。

都道府県においては>患者本位の、良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制を構

築し、国民の医療に対する安心、信頼の確保を図るために、基本方針の改正の趣旨を踏

まえた医療計画の見直しを通じて、医療計画をより一層有効に機能させていくこと及び

地域医療構想の達成に向けた取組を進めていくことが求められている。また、そのため

に必、要な人材の育成を継続的に行っていくことも重要である。

また、病床の機能の分化及び連携の推進による効率的で質の高い医療提供体制の構築

及び居宅等における医療(以下「在宅医療」という。)・介護の充実等の地域包括ケア
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システムの構築が一体的に行われるよう、医療計画、介護保険法(平成9年法律第123

号)第Ⅱ8条第1項に規定する都道府県介護保険事業支援計画(以下「都道府県介護保

険事業支援計画」という。)及び同法第H7条第1項に規定する市町村介護保険事業計

画(以下「市町村介護保険事業計画」という。)の整合性を確保することが老、要である。

平成30年度以降、各計画の作成・見直しのサイクルが一致することも踏まえ、医療と介

護の連携を強化するため、計画の一体的な作成体制の整備等、必要な取組を推進してい

くことが重要である。

都道府県においては、前述の趣旨にのっとり、医療計画の見直しの趣旨、内容の周知

徹底を図るとともに、指針に示す具体的手順を参考としながら、都道府県介護保険事業

支援計画及び市町村介護保険事業計画との整合性について十分に配慮した上で、その作

成と推進に遺憾なきを期されたい。

なお、医療計画の作成に当たり、特に留意する事項については、以下に記すが、医療

法の一部を改正する法律(平成27年法律第74号。平成29年4月2日全面施行予定。)に

よる改正後の・医療法に基づき記載している点に留意すること。また、医療従事者の確保、

地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針(平成26年厚生労働

省告示第354号。以下「医療介護総合確保方針」という。)第2の二の 1に規定する協

議の場における協議事項等については、新たな医療の在り方を踏まえた医師・看護師等

の働き方ビジョン検討会、医療従事者の需給に関する検討会、社会保障審議会医療部会

及び介護保険部会等での議論を踏まえ、必要な見直しを行うこととする。

また、「医療計画について」(平成24年3月30日付け医政発0330第28号厚生労働省医

政局長通知)、「地域医療構想策定ガイドライン等について」(平成27年3月31日付け

医政発0331第53号厚生労働省医政局長通知)、「第十一次へき地保健医療計画の策定等

について」(平成22年5月20日付け医政発0520第9,号厚生労働省医政局長通知)及び「周

産期医療の確保について」(平成22年1月26日付け医政発0126第1号厚生労働省医政局

長通知)は廃止する。

1 医療計画の作成について

医療計画の作成に当たっては、指針を参考として、基本方針に即して、かつ、医療

提供体制の現状、今後の医療需要の推移等地域の実情に応じて、関係者の意見を十分

踏まえた上で行うこと。

2 医療連携体制について

(D 医療連携体痢1(医療提供施設相互間の機能の分担及び業務の連携を確保するため

の体制をいう。以下同じ。)に関する事項については、がん、脳卒中、心筋梗塞等

の心血管疾患＼糖尿病及び精神疾患の5疾病(以下「5疾病」という。)、救急医

療、災害時における医療、へき地の医療、周産期医療及び小児医療(小児救急医療

を含む。)の5事業(以下「5事業」という。)並びに在宅医療を医療計画に定め

ることとする。

なお、ロコモティブシンドローム、フレイル、肺炎、大腿骨頚部骨折等について

は、 5疾病に加えることとはしないものの、その対策については、他の関連施策と

調和を図りつつ、疾病予防・介護予防等を中心に、医療・介護が連携した総合的な

対策を講じること。

5疾病・ 5事業及び在宅医療については、施策や事業の結果(アウトプット)の

記
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みならず、住民の健康状態や患者の状態(成果(アウトカム))に対してどれだけ
の影響(インパクト)を与えたかという観点から施策及び事業の評価と改善を行う
仕組みを、政策循環の中に組み込んでいくことと.し、全都道府県共通の指標を用い
ることなどにより、医療提供体制に関する現状を把握し、「疾病・事業及び在宅医
療に係る医療体制にっいて」(平成29年3月31日付け医政地発0331第3号厚生労働
省医政局地域医療計画課長通知)の別紙「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制
の構築に係る指針」(以下「疾病・事業及び在宅医療指針」という。)で述べる5
疾病.5事業及び在宅医療のそれぞれの目指すべき方向の各事項を踏まえて、対策
上の課題を抽出し、課題の解決に向けた施策の明示及び数値目標の設定、それらの
進捗状況の評価等を実施する。

第7次医療計画における指標は、医療計画の実効性をより一層高めるために政策
循環の仕組みを強化するとともに、共通の指標により現状把握を行うことで、都道
府県ごと、二次医療圏ごとの医療提供体制を客観的に比較できるようなものとする
ため、指標を見直すこと。なお、指標にっいては、疾病・事業及び在宅医療指針を
参照すること。

(2)急速な高齢化の進展の中で、疾病構造の変化や地域医療の確保といった課題に対
応するためには、求められる医療機能を明確にした上で、地域の医療関係者等の協
力の下、医療機関及び関係機関が機能を分担及び連携することにより、切れ目なく
医療を提供する体制を構築することが必要である。また、'医療及び介護を取り巻く
地域ごとの多様な状況に対応するため、限りある地域の社会資源を効率的かつ効果
的に活用し、地域包括ケアシステムの構築を進めていく上でも、医療機関と関係機
関との連携は重要である。

3 医療従事者の確保等の記載事項について

(1)法第30条の4第2項第10号の医療従事者の確保にっいては、医師、歯科医師、薬
邦拍市、看護師等の医療従事者について、将来の需給動向を見通しっつ養成を進め、
適正な供給数を確保するとともに、地域的な偏在や診療科間の偏在への対応を進め
る必要があること。

その際、医療提供施設相互間における連携体制を構築する取組自体が偏在解消へ
の対策になることや、都道府県が中心となって地域の医療機関へ医師を派遣する仕
組みを再構築することが求められていること。
これらを踏まえ、都道府県においては、法第30条の23第1項の規定に基づき、地
域医療対策協議会の活用等により医療従事者の確保に関する事項に関し必要な施
策を定めるための協議を行い、そこで定めた施策を医療計画に記載するとともに、
公表し実施していくことが必要であること。

特に.地域の医療機関で医師を確保するためには、地域の医療機関で勤務する医師
のキャリア形成に係る不安の解消に向けて、大学等の関係機関と緊密に連携しっつ、
医師のキャリア形成支援と一体的に地域の医療機関の医師の確保を支援する取組
が必要であり、都道府県においては、地域医療支援センター等を活用して、必要な
施策にっいて地域の医療関係者等と協議の上推進していくことが必要であること。
(2)法第30条の4第2項第H号の医療の安全の確保にっいては、医療機器の安全管理
等に関する事項として、高度な医療機器にっいて、配置状況に加え稼働状況等も確
認し、保守点検を含めた評価を行うこと。
また、 CT、MR1等の医療機器を有する診療所については、当該機器の保守点検を
含めた医療安全の取組状況について、定期的に報告を求めること。
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(3)法第30条の4第3項第1号の地域医療支援病院の整備の目標その他医療提供施
設の機能を考慮した医療提供施設の整備の目標に関する事項として、特定の病院等

が果たすべき機能について医療計画に記載する場合には、事前にその開設者と十分
な意見調整を行うものとすること。

4 基準病床数及び特定の病床等に係る特例等にっいて

(1)法第30条の4第2項第14号に規定する基準病床数の算定は、病院の病床及び診療
所の病床(以下「病院の病床等」という。)に対して行うものであること。
なお、基準病床数並びに二次医療圏及び二次医療圏(同項第玲号に規定する区域
をいう。)の設定については、厚生労働省令で定める標準により実施すること。こ
れは、病院の病床等の適正配置を図るためには、全都道府県において統一的に実施
しなければ実効を期しがたいからであること。

(2)既設の二次医療圈が、入院に係る医療を提供する一体の圏域として成り立ってぃ

ない場合は、その見直しにっいて検討すること。その際には、圏域内の人口規模が
患者の受療動向に大きな影響を与えていることから、人口規模や、当該圏域への患
者の流入及び当該圏域からの患者の流出の実態等を踏まえて見直しを検討するこ
と。

特に、人口規模が20万人未満であり、かつ、二次医療圏内の病院の療養病床及び
一般病床の推計流入入院患者割合(以下「流入患者割合」という。)が20%未満、
推計流出入院患者割合(以下「流出患者割合」という。)が20%以上となってぃる
既設の二次医療圏については、入院に係る医療を提供する一体の区域として成り立

つていないと考えられるため、設定の見直しについて検討することが必要である。
なお、設定の見直しを検討する際は、二次医療圏の面積や基幹となる病院までのア
クセスの時間等も考慮することが必要である。

また、構想区域と二次医療圏が異なっている場合は、一致させることが適当であ

ることから、構想区域に二次医療圏を合わせるよう必要な見直しを行うこと。
(3)法第30条の4第7項及び第8項の規定による特例は、大規模な都市開発等により
急激な人口の増加が見込まれ、現在人口により病床数を算定することが不適当であ
る場合、特殊な疾病にり患する者が異常に多い場合等病床に対する特別の需要があ
ると認められる場合に行うものとすること。

なお、今後高齢者人口の増加が更に進む地域においては、医療需要の増加が大き
く見込まれ、それに応じた医療提供体制の整備が求められることから、既存病床数
が基準病床数を超えている地域で病床数の必要量が将来においても既存病床数を

大きく上回ると見込まれる場合は、高齢者人口の増加等に伴う医療需要の増加を勘
案し、・基準病床数の見直しについて毎年検討するとともに、同条第7項の規定によ
る特例で対応すること。

(4)法第30条の4第9項の規定による特定の病床に係る特例の対象となる病院の病
床等、特に今後各区域において整備する必要があるものに限り、各区域において基
準病床数を超える病床が存在する等の場合でも必要に応じ例外的に整備できるも
のであること。

この場合において、特例の対象とされる数は、当該申請に係る病床と機能及び性
格を同じくする既存の病床数等を勘案し、必要最小限とすること。
なお、これらの特例の対象となった病床については、既存病床数として算定する
ものであること。

(5)法第30条の4第10項の規定による特例は、地域医療連携推進法人(法第70条の5

ノ

^
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第1項に規定する地域医療連携推進法人をいう。以下同じ。)の参加法人(法第70
条第1項に規定する参加法人をいう。以下同じ。)同士又は伺一参加法人内で、地
域医療構想の達成を推進するために必要なものであり、病床数の合計が増加してお
らず、地域医療連携推進法人の地域医療連携推進評議会(法第70条の3第1項第1
号に規定する地域医療連携推進評議会をいう。)の意見を聴き、また、当該意見を
尊重した上で行われる場合に実施できるものであること。
なお、必要な病床数を認めるに当たっては、病院の病床等の増加等の申請に係る
構想区域における地域医療構想調整会議(法第30条の14第1項に規定する協議の場

をいう。)の協議の方向性に沿ったものであることを確認すること。
(6)法第30条の4第7項から第10項までの規定による特例にっいては、都道府県医療
審議会に諮ること。

の場合、特例としての取扱いを必、要とする理由及び特伊ルしての取扱いをしよ、^

うとする病床数の算定根拠を明らかにして当該都道府県医療審議会の意見を聴く
ものとすること。

また、前記の規定(法第30条の4第10項の規定を除く。)に基づき、特例として
の取扱いを受ける数にっいて厚生労働大臣に協議するときは、特伊ルしての取扱い
を必要とする理由及び特例としての取扱いをしようとする病床数の算定根拠等を
記載した申請書偶1絲氏様式1、2)に当該都道府県医療審議会の意見を附すること。

5 既存病床数及び申請病床数について
a)医療法施行規則(昭和23年厚生省令第50号。以下「規則」という。)第30条の33
第1項第1号により国の開設する病院又は診療所であって宮内庁、防衛省等の所管
するもの、特定の事務所若しくは事業所の従業員及びその家族の診療のみを行う病
院又は診療所等の病床にっいて、既存病床数及び当該申請に係る病床数の算定に当
たり当該病床の利用者のうち、職印剃員及びその家族以外の者、従業員及びそ、

の家族以外の者等の部外者が占める率による補正を行うこととしているのは、それ
らの病院又は診療所の病床については部外者が利用している部分を除いては、一般

住民に対する医療を行っているとはいえないからであること。
なお、当該病院又は当該診療所の開設許可の申請があったときは、その開設の目
的にっき十分審査するものとすること。また、開設の目的につき変更の申請があっ
たときも同様とすること。

(2)放射線治療病室の病床にっいては、専ら治療を行うために用いられる病床である
ことから、これを既存病床数及び当該申請に係る病床数として算定しないものとす
ること。

無菌病室、集中治療室(1CU)及び心臓病専用病室(CCのの病床にっいては、専
ら当該病室の病床に収容された者が利用する他の病床が同一病院又は診療所(以下
「病院等」という。)内に別途確保されているものは、既存の病床数として算定し
ないものとしてぃたが、医療法施行規則の一部を改正する省令(平成29年厚生労働

省令第27号。以下「改正省令」という。)による改正により、平成30年4月1日以
降はこれまで既存の病床数として算定していなかったものを含めて、全て既存の病
床数として算定すること。

(3)国立及び国立以外のハンセン病療養所である病院の病床にっいては、既存の病床
数に算定しないこと。

(4)心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律
(平成15年法律第H0号)第16条第1項の規定により厚生労働大臣の指定を受けた
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指定入院医療機関である病院の病床(同法第42条第1項第1号又は第磁条第1項第
1号の決定を受けた者に対する同法による入院による医療に係るものに限る。)に
ついては、既存の病床数に算定しないこと。

(5)診療所の一般病床のうち、良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法
等の一部を改正する法律(平成18年法律第84号)附則第3条第3項に定める「特定
病床」については、別途政令で定める日までの間、既存の病床数に算定しないこと。
(6)平成30年4月1日以降、診療所の療養病床又は一般病床にっいて、改正省令によ

る改正後の規則第1条の14第7項第1号又は第2号に該当する診療所として都道
府県医療審議会の議を経たときは、都道府県知事への許可申請の代わりに届出によ
り病床が設置されることとなるが、既存の病床数の算定に当たっては当該届出病床
も含めて算定を行うこと。

6 医療計画の作成手順等につぃて

a)法第30条の4第12項の「医療と密接な関連を有する施策」とは、基本方針第九に
掲げる方針等が該当すること。

(2)法第30条の4第13項の規定において、都道府県は医療計画を作成するに当たり 、

都道府県の境界周辺の地域における医療の需給の実情に照らし必要があると認め
るときは、関係都道府県と連絡調整を行うこと。

これは、 5疾病・5事業及び在宅医療に係る医療連携体制の構築など、施策の内
容によっては、より広域的な対応が求められることから、都道府県内における自己
完結にこだわることなく、当該都道府県の境界周辺の地域における医療を確保する

ために、必要に応じて隣接県等との連携を図ることが求められているものである。
(3)法第30条の4第H項の「診療又は調剤に関する学識経験者の団体」としては、都
道府県の区域を単位として設立された医師会、歯科医師会及び薬剤師会が考えられ
ること。

(4)法第30条の4第15項の規定により、医療計画の作成等に関して、都道府県ごとに
設けられている保険者協議会(高齢者の医療の確保に関する法律(昭和57年法律第
80号)第157条の2第1項に規定する協議会をいう。)の意見を事前に聴くこと。
(5)法第30条の4第16項の規定における医療計画の変更とは、法第30条の6の規定に
基づく変更をいうものであり、例えぱ、 5疾病・5事業及び在宅医療のそれぞれに

係る医療連携体制において、医療機能を担う医療提供施設を変更する場合などは、
この規定に基づく医療計画の変更には当たらないこと。

(6)医療計画については、法第30条の6の規定に基づき、 6年ごとに調査、分析及び
評価を行い、必要がある場合は変更すること。また、在宅医療その他必要な事項に

ついては、3年ごとに調査、分析及び評価を行い、必要がある場合は変更すること。
(フ)医療計画、都道府県介護保険事業支援計画及び市町村介護保険事業計画を一体的
に作成し、これらの計画の整合性を確保することができるよう、医療介護総合確保
方針第2の二の1に規定する協議の場を設置すること。

また、病床の機能分化・連携に伴い生じる、在宅医療等の新たなサービス必要量
に関する整合性の確保が重要であることから、都道府県介護保険事業支援計画及び
市町村介護保険事業計画において掲げる介護の整備目標と、医療計画において掲げ
る在宅医療の整備目標が整合的なものとなるよう、当該協議の場において、必要な
事項についての協議を行うこと。

7 医療計画の推進について
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(1)法第30条の 7第 1項において、医療提供施設の開設者及び管理者は、医療計画の
達成の推進に資するため、医療連携体制の構築のために必要な協力をするよう努め
るとともに、同条第2項において、必要な協力をするに際しては、他の医療提供加
設との業務の連携を図りっつ、それぞれ定められた役割を果たすよう努めるものと
されてぃること。また、同条第3項において、病院又は診療所の管理者は在宅医療
を提供し、又は福祉サービスとの連携を図りっつ、必要な支援を行うよう努めるも
のとされていること。

(2)法第30条の7第4項の規定に基づく病院の開放化にっいては、単に病床や医療機
器の共同利用にとどまらず、当該病院に勤務しない地域の医師等の参加による症例
の研究会や研修会の開催までを含めた広義のものであること。
また、医療計画の推進を図るに当たっては、大学における医学又は歯学に関する
教育又は研究に支障を来さないよう十分配慮すること。なお、同項の「当該病院の
医療業務」には、大学附属病院における当該大学の教育又は研究が含まれること。
(3)法第30条の9の規定に基づく国庫補助にっいては、医療計画の達成を推進するた
めに、医療計画の内容を考慮しつつ行うこととしていること。
(4)医療計画の推進の見地から、病院の開設等が法第30条のHの規定に基づく勧告の
対象とされた場合においては、独立行政法人福祉医療機構の融資を行わないことと
している.こと。

8 都道府県知事の勧告について
(D 法第30条の11の「医療計画の達成の推進のため特.に必要がある場合」とは、原則
として法第7条の2第1項各号に掲げる者以外の者が、病院の開設又は病院の病床
数の増加若しくは病床の種別の変更の許可の申請をした場合、又は診療所の病床の
設置若しくは診療所の病床数の増加の許可の申請をした場合において、その病床の
種別に応じ、その病院又は診療所の所在地を含む二次医療圈又は都道府県の区域に
おける既存の病床数が、医療計画に定める当該区域の基準病床数に既に達している
場合又はその病院又は診療所の開設等によって当該基準病床数を超えることとな
る場合をいうものであること。

また、「病院の開設若しくは病院の病床数の増加若しくは病床の種別の変更又は
診療所の病床の設置若しくは診療所の病床数の増加に関して勧告する」とは、それ
ぞれの行為の中止又はそれぞれの行為に係る申請病床数の削減を勧告することを
いうものであること。なお、都道府県知事は、勧告を行うに先立ち、病院又は診療
所を開設しようとする者に対し、可能な限り、他の区域における病院又は診療所の
開設等にっいて、助言を行うことが望ましいものであること。
(2)法第30条のHの規定に基づく勧告は、法第7条の許可又は不許可の処分が行われ
るまでの間に行うものであること。

(3)精神病床、結核病床及び感染症病床にっいては、都道府県の区域ビとに基準病床
数を算定することとされているが、これらの病床が都道府県の一部に偏在している
場合であって、開設の申請等があった病院の所在地を含む二次医療圏及びこれと境
界を接する他の二次医療圈(他の都道府県の区域内に設定された二次医療圏を含
む。)の内にその申請に係る種別の病床がないときは、当該都道府県の区域におけ
る病院の病床数が医療計画に定める当該区域の基準病床数に既に達している等の
場合であっても勧告の対象としないことが適当と考えられること。なお、その際に
は都道府県医療審議会の意見を聴くこと。
(4)病院又は診療所の開設者に変更があった場合であっても、その前後で病床の種別
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との病床数が増加されないときは、勧告は行わないこと。こ

(5)病院又は診療所が移転する場合であっても、その前後で、その病院又は診療所が
存在する二次医療圈内の療養病床及び一般病床の数並びに都道府県内の精神病床 、

結核病床又は感染症病床の数が増加されないときは、勧告は行わないこと。
なお、特定病床を有する診療所が移転する場合、その診療所が存在する二次医療
圈内の既存病床数は当該特定病床分増加するこ'ととなるが、移転の前後で病床の種
別ごとの病床数が増加されないときは、勧告は行わないものとする。
(6)病院を開設している者がその病院を廃止し、当該病院を開設してぃた場所におい
て診療所の病床を設置する場合であっても、その診療所が存在する二次医療圈内の
療養病床及び一般病床の数が増加されないときは、勧告は行わないこと。
⑦国(国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、独立行政法人海技教育機構、
独立行政法人労働者健康安全機構、独立行政法人国立病院機構、国立研究開発法人
国立がん研究センター、国立研究開発法人国立循環器病研究センター、国立研究開
発法人国立精神・神経医療研究センター、国立研究開発法人国立国際医療研究セン
ター、国立研究開発法人国立成育医療研究センター、国立研究開発法人国立長寿医
療研究センター及び国立大学法人を含む。以下同じ。)の開設する病院又は診療所
にっいては、法第6条に基づく医療法施行令(昭和23年政令第326号)第3条の規
定により、法第30条のⅡの規定は適用されないこと。

なお、国が病院を開設し、若しくはその開設した病院にっき病床数を増加させ、
若しくは病床の種別を変更し、又は診療所に病床を設け、若しくは診療所の病床数
を増加させ、若しくは病床の種別を変更しようとするときは、「医療法の一部を改
正する法律の施行に伴う国の開設する病院の取扱いにっいて」(昭和39年3月19
日閣議決定)又は法第7条の2第8項の規定に基づき、主務大臣等は、あらかじめ、
その計画に関し、厚生労働大臣に協議等をするものとされてぃること。
の場合において、当職から関係都道府県知事に速やかにその旨及びその概要を
^

、^

通知するとともに、当該計画の審査をするために必要な資料及び医療計画の達成の
推進を図る観点からの意見の提出を求めるものとすること。
また、当該計画に係る病院の開設等の承認の申請があったとき及びこれに承認を
与えたときは、当職から関係都道府県知事に通知するものとすること。
(8)医育機関に附属する病院を開設しようとする者又は医育機関に附属する病院の
開設者若しくは管理者に対して勧告しようとするときは、大学における医学又は歯
学に関する教育研究に係る立場から、意見を述べる機会を与えることが望ましいも
のであること。

(9)平成30年4月1日以降、診療所の療養病床又は一般病床の設置にっいて、改正省
令による改正後の規則第1条の14第7項第1号又は第2号に該当する次の診療所
のいずれかとして都道府県医療審議会の議を経た場合は、都道府県知事への許可申
請の代わりに届出により病床が設置されることとなるため、勧告の対象とならない

なお、次の診療所については、「良質な医療を提供する体制の確立を図るための

医療法等の一部を改正する法律の一部の施行にっいて」(平成18年12月27白付け医
政発第1227017号厚生労働省医政局長通知)における留意事項を参照されたい。
①法第30条の7第2項第2号に掲げる医療の提供の推進のために必要な診療所
その他の地域包括ケアシステムの構築のために必、要な診療所

②へき地の医療、周産期医療、小児医療、救急医療その他の地域において良質か
つ適切な医療が提供されるために必、要な診療所

8

とこ



9 公的性格を有する病院又は診療所の開設等の規制について

法第30条の4第16項の規定により医療計画が公示された日以降における法第7条
の2第1項各号に掲げるものが開設する公的性格を有する病院又は診療所の開設等
の規制は、当該医療計画に定める区域及び基準病床数を基準として行われるものであ
ること。

(呂1絲氏様式 1、 2 )
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偶1絲勵

医療計画作成指針

目次

はじめに

医療計画作成の趣旨弔1

第2 医療計画作成に当たっての一般的留意事項

1 医療計画作成等に係る法定手続

2 記載事項

3 他計画等との関係

4 医療計画の作成体制の整備

5 医療計画の名称等

6 医療計画の期間

第3 医療計画の内容

1 医療計画の基本的な考え方

2 地域の現状

3 5疾病・5事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制
4 疾病の発生状況等に照らして都道府県知事が特に必要と認める医療
5 医療従事者の確保

6 医療の安全の確保

7 基準病床数

8 医療提供施設の整備の目標

9 地域医療構想の取組

10 その他医療を提供する体制の確保に関し必要な事項

Ⅱ施策の評価及び見直し

第4 医療計画作成の手順等

1 医療計画作成手順の概要

2 医療圏の設定方法

3 基準病床数の算定方法

4 病床数の必要量の算定方法

5 5疾病・5事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制構築の手順
第5 医療計画の推進等

1 医療計画の推進体制

2 医療計画の推進状況の把握、評価及び再検討
第6 医療計画に係る報告等

1 医療計画の厚生労働大臣への報告

2 法第27条の2第1項、第30条のH、第30条の12第2項及び第30条の17の規定に基
づく勧告等の実施状況の報告
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はじめに

都道府県は、厚生労働大臣が定める基本方針に即して、かっ、地域の実情に応じて、
当該都道府県における医療計画を定めることとされているが、医療計画の作成の手法
その他重要な技術的事項については、厚生労働大臣が都道府県に対し必要な助言をす
ることができることとされている。本指針は、そのような事項にっいて都道府県の参



考となるものを手引きの形で示したものである。

第1 医療計画作成の趣旨

我が国の医療提供体制については、国民の健康を確保し、国民が安心して生活を送

るための重要な基盤となっている。一方で、高齢化の進行や医療技術の進歩、国民の

意識の変化など、医療を取り巻く環境が大きく変わる中、誰もが安心して医療を受け

ることができる環境の整備が求められている。

特に、人口の急速な高齢化や社会構造の多様化・複雑化が進む中、がん、脳卒中、

心筋梗塞等の心血管疾患＼糖尿病及び精神疾患の5疾病(以下「5疾病」という。)

にっいては、生活の質の向上を実現するため>患者数の増加の状況も踏まえつつ、こ

れらに対応した医療提供体制の構築が求められている。

さらには、地域医療の確保において重要な課題となる救急医療、災害時における医

療、へき地の医療、周産期医療及び小児医療(小児救急を含む。)の5事業(以下「5

事業」という。)及び居宅等における医療(以下「在宅医療」という。)についても、

これらに対応した医療提供体制の構築により>患者や住民が安心して医療を受けられ

るようにすることが求められている。

5疾病・5事業及び在宅医療のそれぞれについて、地域の医療機能の適切な分化・

連携を進め、切れ目ない医療が受けられる効率的で質の高い医療提供体制を地域ごと

に構築するためには、医療計画における政策循環の仕組みを一層強化することが重要

となる 0

具体的には、住民の健康状態や患者の状態(成果(アウトカム))を踏まえた上で、

医療提供体制に関する現状を把握し、現行の医療計画に対する評価を行い、目指すべ

き方向(5疾病・5事業及び在宅医療のそれぞれの目指すべき方向をいう。以下同じ。)

の各事項を踏まえて、課題を抽出し、課題の解決に向けた施策の明示及び数値目標の

設定、それらの進捗状況の評価等を実施する。施策及び事業評価の際には、施策及び

事業の結果(アウトプット)のみならず、地域住民の健康状態や患者の状態(アウト
カム)、地域の医療の質などの成果(プロセス)にどのような影響(インパクト)を

与えたか、また、目指すべき方向の各事項に関連づけられた施策群が全体として効果

を発揮しているかという観点も踏まえ、必要に応じて医療計画の見直しを行う仕組み

を、政策循環の中に組み込んでいくことが必要となる。
都道府県には、 5疾病・5事業及び在宅医療について、それぞれに求められる医療
機能を明確にした上で、地域の医療関係者等の協力の下に、医療連携体制(医療提供
施設相互間の機能の分担及び業務の連携を確保するための体制をいう。以下同じ。)
を構築するとともに、それをわかりやすく示すことにより>患者や住民が地域の医療
機関ごとの機能分担の現状を理解し、病期に適した質の高い医療を受けられる体制を
整備することが求められている。)

なお、医療計画の作成に際して、医療や行政の関係者に加え、患者(家族を含む。
以下同じ。)や住民が医療の現状について共通の認識を持ち、課題の解決に向け、
体となって協議・検討を行うことは今後の医療の進展に大きな意義を有するものであ

る。このため、都道府県は>患者・住民の作業部会等への参加やタウンミーティング
の開催>患者・住民へのヒアリングやアンケート調査、医療計画のパブリックコメン

トなどにより、患者・住民の意見を反映させること。
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第2

1

医療計画作成に当たっての一般的留意事項

医療計画作成等に係る法定手続



医療計画の作成等に関しては、医療法(a召和23年法律第205号。以下「法」とい

う。)に基づく次の手続きが必、要である。

(D 医療計画を作成するに当たり、都道府県の境界周辺の地域における医療の需給

の実情に照らし必要があると認めるときは、関係都道府県と連絡調整を行うもの

とする。

(2)医療計画を作成するため、都道府県の区域を単位として設置された医師会、歯

科医師会、薬剤師会等診療又は調剤に関する学識経験者の団体の意見を聴く 0

(3)医療計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、市町村(救急業

務を処理する地方自治法(昭和22年法律第釘号)第284条第1項に規定する一部

事務組合及び広域連合を含む。以下同じ。)及び保険者協議会(高齢者の医療の

確保に関する法律(昭和57年法律第80号)第157条の2第1項に規定する協議会

をいう。以下同じ。)の意見を聴く 0

(4)医療計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、都道府県医療審

議会の意見を聴く 0

(5)医療計画を定め、変更したときは、遅滞なく厚生労働大臣に提出するとともに

その内谷を公示する。

(6)医療計画を作成し、施策を実施するために必要がある場合は、市町村、官公署、

医療保険者、医療提供施設の開設者又は管理者に対して、医療機能に関する情報

等必要な情報提供を求めることができる。

2 記載事項

次の事項については、医療計画に必ず記載しなければならない。

(1)都道府県において達成すべき、 5疾病・5事業及び在宅医療の目標に関する事
項

(2) 5疾病・5事業及び在宅医療に係る医療連携体制に関する事項

(3)医療連携体制における医療機能に関する情報提供の推進に関する事項

(4)医療従事者の確保に関する事項

(5)医療の安全の確保に関する事項

(6)病床の整備を図るべき区域の設定に関する事項

(フ)基準病床数に関する事項

(8)地域医療支援病院の整備の目標その他医療機能を考慮した医療提供施設の整

備の目標に関する事項

(9)地域医療構想に関する事項

(10)病床の機能に関する情報の提供の推進に関する事項

aD その他医療提供体制の確保に関し必要な事項

3 他計画等との関係

医療計画の作成に当たっては、他の法律の規定による計画であって医療の確保に

関する事項を定めるものとの調和が保たれるようにするとともに、公衆衛生、薬事、

社会福祉その他医療と密接に関連を有する施策との連携を図るよう努める。

また、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律(平成元年

法律第64号。以下「医療介護総合確保法」という。)に定める総合確保方針及び都

道府県計画並びに介護保険法(平成9年法律第123号)に定める基本方針、都道府

県介護保険事業支援計画及び市町村介護保険事業計画との整合性の確保を図らな

ければならない。
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なお、医療の確保に関する内容を含む計画及び医療と密接に関連を有する施策と、

しては、例えば次のようなものが考えられる。

a)過疎地域自立促進特別措置法(平成12年法律第15号)に基づく過疎地域自立促

進計画

(2)離島振興法'(昭和28年法律第72号)に基づく離島振興計画

(3)山村振興法(昭和40年法律第64号)に基づく山村振興計画

(4)医療提供体制の確保に関する基本方針(平成19年厚生労働省告示第70号。以下

「基本方針」という。)第九に掲げる方針等

①健康増進法(平成H年法律第103号)に定める基本方針及び都道府県健康増
進言十画

②高齢者の医療の確保に関する法律(昭和57年法律第80号)に定める医療費適
正化基本方針及び都道府県医療費適正化計画

③がん対策基本法(平成18年法律第98号)に定めるがん対策推進基本計画及び
都道府県がん対策推進計画

④精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律123号)に定める
指針

⑤肝炎対策基本法(平成21年法律第97号)に定める肝炎対策基本指針
⑥難病の患者に対する医療等に関する法律(平成26年法律第50号)に定める基
本方針

⑦アレルギー疾患対策基本法(平成26年法律第98号)に定める基本指針
⑧児童福祉法(昭和22年法律第164号)に定める基本的な方針
⑨自殺対策基本法(平成18年法律第85号)に定める自殺総合対策大綱及び都道
府県自殺対策計画

⑩アルコール健康障害対策基本法(平成25年法律第109号)に定めるアルコー
ル健康障害対策推進基本計画及び都道府県アルコール健康障害対策推進計画

⑪歯科口腔保健の推進に関する法律(平成23年法律第95号)に定める基本的事
項

⑫障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成17年法
律第123号)に定める基本指針及び都道府県障害福祉計画

4 医療計画の作成体制の整備

各種の調査及び医療計画の作成に当たっては、関係行政機関、医療関係団体等と
の協議の場を設けるなど関係者の十分な連携の下に進めることが望ましい。特に、
5疾病・5事業及び在宅医療に係る医療連携体制については、医師、歯科医師、薬
剤師、看護師その他の医療従事者、介護保険法に定める介護サービス事業者>患者・

住民その他の地域の関係者による協議を経て構築されることが重要である。
なお、法第30条の9に基づき厚生労働省が予算の範囲内で補助することとしてい
る医療提供体制推進事業費補助金(医療連携体制推進事業)については、前述のよ

うな体制整備に活用できるものである。

5 医療計画の名称等

都道府県における医療計画の名称は「00県医、療計画」とすることが望ましい
が、法に基づく手続により作成され、法に基づく事項が記載されている計画であれ
ば、例えば・「00県保健医療計画」のような名称のものであっても差し支えなく、
また、福祉等他の関連する分野の内容を含む包括的な計画であっても差し支えない。
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6 医療計画の期間

医療計画については、 6年ごとに調査、分析及び評価を行い、必、要がある場合、

医療計画を変更するものとしている。また、在宅医療その他必要な事項にっいては、

3年ごとに調査、分析及び評価を行い、必要がある場合、医療計画を変更するもの

としている。

第3 医療計画の内容

医療計画の内容は概ね次のようになると考えられるが、その構成を含めた具体的な

内容については、都道府県において、基本方針に即して、かっ、それぞれの地域の実

情に応じて、定めるものとする。

ただし、法第30条の4第2項において医療計画の記載事項とされているものにっい

ては、必ず記載するものとする。

1 医療計画の基本的な考え方

医療計画を作成するに当たって、都道府県における基本的な考え方を記載する。
(D 医療計画作成の趣旨

医療計画に関する根拠法令と作成の趣旨を明示する。
(2)基本理念

基本方針との整合性に留意の上、都道府県における基本的な理念を記載する。
(3)医療計画の位置付け

保健、福祉等他の関連する分野の内容を含む包括的な計画を作成している場合

には、医療計画との関係を明示する。

(4)医療計画の期間

計画の対象期間を記載する。

なお、基準病床数について計画全体と異なる期間を対象とする場合には、その

期間を付記する。

2 地域の現状

医療計画の前提条件となる地域の現状について記載する。その際、医療に関する

事項のほか、公衆衛生、薬事及び社会福祉に関する事項並びに社会経済条件等に関

する事項を記載することが考えられる。

参考として地域の現状に関する指標として考えられるものを次に示す。
①地勢と交通

地域の特殊性、交通機関の状況、地理的状況、生活圈等
(2)人口構造(その推移、将来推計を含む。)

人口、年齢三区分人口、高齢化率、世帯数等

(3)人口動態(その推移、将来推計を含む。)

出生数、死亡数、平均寿命等

(4)住民の健康状況

生活習慣の状況、生活習慣病の有病者・予備群の数等

(5)住民の受療状況

入院・外来患者数、二次医療圈(法第30条の4第2項第12号に規定する区域を

いう。以下同じ。)又は都道府県内における患者の受療状況(流入患者割合(ニ

次医療圏内の病院の療養病床及び一般病床の推計流入入院患者割合をいう。以下
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同じ。)及び流出患者割合(二次医療圏内の病院の療養病床及び一般病床の推計
流出入院患者割合をいう。以下伺じ。)を含む。)、病床利用率、平均在院日数
等

(6)医療提供施設の状況

①病院(施設数、病床種別ごとの病床数)
②診療所(有床及び無床診療所、歯科診療所の施設数、有床診療所の病床数)
③薬局

④その他

3 5疾病・5事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制

5疾病・5事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制については、基本方

針第四で示された方針に即して、かつ>患者や住民にわかりやすいように記載する。
具体的には、 5疾病・5事業及び在宅医療のそれぞれについて、(1)住民の健康
状態や患者の状態(成果(アウトカム))>患者動向や医療資源・連携等の医療提
供体制にっいて把握した現状、(2)成果を達成するために必要となる医療機能、(3)
課題、数値目標、数値目標を達成するために必要な施策、(4)原則として、各医療
機能を担う医療機関等の名称、(5)評価・公表方法等を記載する。
また、記載に当たっては、(6)公的医療機関等及び独法医療機関並びに社会医療
法人の役割、(フ)病病連携及び病診連携にも留意する。

さらに、特に必要な場合には、関係機関の役割として、(8)歯科医療機関(病院
歯科、歯科診療所)の役割、(9)薬局の役割、(1の訪問看護ステーションの役割
についても記載すること。

a)現状の把握

住民の健康状態や患者の状態(成果(アウトカム))、受療動向に関する情報、
医療資源・連携等に関する情報に基づき、地域の医療提供体制等の現状を記載す
る。

また、 5疾病・5事業及び在宅医療については、全都道府県共通のストラクチ
ヤー・プロセス・アウトカムに分類した指標を用いることで、住民の健康状態、
医療提供体制の経年的な比較、あるいは医療圈間の比較や医療提供体制に関する
指標間相互の関連性なども明らかにする。

(2)必要となる医療機能

例えば、脳卒中の病型ごとの年齢調整死亡率や急性期、回復期から維持期に至
るまでの各病期において求められる医療機能を記載するなど、医療連携体制の構

築に必要となる医療機能を、 5.疾病・5事業及び在宅医療のそれぞれについて明
らかにする。

(3)課題、数値目標、'数値目標を達成するために必要な施策
5疾病・5事業及び在宅医療のそれぞれについて、(D で把握した現状を分析

し、地域の医療提供体制の課題を抽出する。第2の3に掲げる各計画等で定めら
れた.目標を勘案し、また、目指すべき方向を踏まえて、それぞれの課題を抽出し、
さらに地域の実情に応じて、評価可能で具体的な数値目標を定めた上で、数値目
標を達成するために必要な施策を記載する。施策の検討に当たっては、課題につ
いて原因分析を行い、検討された施策の結果(アウトプット)が課題に対してど

れだけの影響(インパクト)をもたらしうるかという観点を踏まえる。
(4)医療機関等の具体的名称

各医療機能を担う医療機関等については、原則として名称を記載する。
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なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機
能を担うこともある。

また、医療機関等の名称については、例えば医療連携体制の中で各医療機能を

担う医療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、別途当該医療機
関等の名称を表示したホームページのURLを医療計画上に記載する等の方法をと

ることも差し支えない。

(5)評価・公表方法等

5疾病・5事業及び在宅医療について、評価・公表方法及び見直しの体制を明

らかにする。目標項目の数値の年次推移や施策の進捗状況の把握、評価について、

都道府県医療審議会等により定期的に実施し(1年ごとの実施が望ましい。)、
目標に対する進捗状況が不十分な場合、その原因を分析した上で、施策及び事業

の結果(アウトプット)のみならず、住民の健康状態や患者の状態(成果(アウ
トカム))、地域の医療の質などの成果(プロセス)にどのような影響(インパ

クト)を与えたかといった観点から、必要に応じて施策の見直しを図ることが必

要である。

なお、都道府県医療審議会等において評価等を行うに当たっては、その役割が

発揮できるよう、委員の構成(医師、歯科医師、薬剤師、看護師、医療保険者、
医療を受ける立場にある者(患者等)、学識経験のある者)及び運営 q乍業部会
の積極的な活用や患者を代表する委員への情報の提供等)について、適切に取り
組むこと。

(6)公的医療機関等及び独法医療機関並びに社会医療法人の役割

公的医療機関等(法第7条の2第1項各号に掲げる者が開設する医療機関をい

う。以下同じ。)及び医療法施行令(昭和23年政令第326号。以下「令」という。)

第4条の6に掲げる独立行政法人(国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構

及び独立行政法人海技教育機構を除く。国立大学法人法施行令(平成15年政令第

478号)第23条第2項において令第4条の6で定める独立行政法人とみなして、

法第7条の2第8項の規定を準用する国立大学法人を含む。)が開設する医療機
関(以下「公的医療機関等及び独法医療機関」という。)の役割や公的医療機関
等及び独法医療機関と民間医療機関との役割分担を踏まえ、医療提供施設相互間

の機能分担及び業務連携を記載する。

特に、公立病院等公的医療機関(法第31条に規定する公的医療機関をいう。)
については、その役割として求められる救急医療等確保事業(法第30条の4第
2項第5号イからへまでに掲げる事業をいう。以下同じ。)に係る業務の実施状
況を病院ごとに明らかにする。

なお、総務省が公表した「新公立病院改革ガイドライン」(平成27年3月)を
十分勘案し、公立病院に係る再編・ネットワーク化等との整合性を図るものとす
る。

また、社会医療法人については、救急医療等確保事業において積極的な役割を

図ることとしていることから、認定を受けた事業全てにおいて社会医療法人であ

ることを明確にすることが重要である。

(フ)病病連携及び病診連携

今後、地域における医療提供体制の構築に当たっては、地域医療構想(法第30
条の4第2項第7号に規定する地域医療構想をいう。以下同じ。)における病床

の機能分化・連携を進めていくこととしており、それぞれの医療機関が地域にお

いて果たす役割を踏まえ、地域全体で効率的・効果的な医療提供体制を構築して
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いくことが必要である。医療計画においては、急性期から回復期・慢性期までの
切れ目ない連携体制の構築に取り組むことや、疾病予防・介護予防まで含めた体
制の構築を進めていくことから、病病連携及び病診連携を、より一層進めること
が必、要となる。

なお、病病連携や病診連携など、医療機関及び関係機関との連携に当たって、

効率的に患者の診療情報等を共有するため、情報通信技術(1CT)の活用も含め
た検討を行うこと。

(8)歯科医療機関(病院歯科、歯科診療所)の役割
地域包括ケアシステム(医療介護総合確保法第2条第1項に規定する地域包括
ケアシステムをいう。)の構築を進める上で、歯科医療機関は地域の医療機関等

との連携体制を構築することが重要である。特に、近年は、口腔ケアが誤吹性肺
炎の発症予防にっながるなど、口腔と全身との関係にっいて広く指摘されている
ことから、各医療連携体制の構築に当たって、歯科医療が果たす役割を明示する
とともに、入院患者や在宅等で療養を行う患者に対する医科歯科連携等を更に推
進することが必要となる。

(9)薬局の役割

地域において安全で質の高い医療を提供するためには、薬物療法についても入

院から外来・在宅医療へ移行する中で円滑に提供し続ける体制を構築することが
重要である。このため、地域の薬局では、医薬品等の供給体制の確保に加え、医
療機関等と連携して患者の服薬情報を一元的・継続的な把握とそれに基づく薬学
的管理.指導を行うこと、入退院時における医療機関等との連携、夜間・休日等
の調剤や電話相談への対応等の役割を果たすことが必要となる。
ao)訪問看護ステーションの役割
住み慣れた地域で安心して健やかに暮らすためには、24時間切れ目のない医療
サービスが提供されるとともに、医療機関と居宅等との間で、療養の場が円滑に

移行できることが必要である。そのため、在宅において一患者の医療処置や療養
生活の支援等のサービスを提供する訪問看護ステーションの役割は、重要である。
高齢多死社会を迎え、特に今後は在宅においても、看取りや重症度の高い利用者
へ対応できるよう、訪問看護ステーション間や関係機関との連携強化、訪問看護
ステーションの大規模化等の機能強化による安定的な訪問看護サービスの提供

体制の整備が必要である。また、日常的に医療を必要とする小児患者への対応に
つぃても、医療・福祉サービスを提供する関係機関との連携を強化するなど充実

することが必要である。

4 疾病の発生状況等に照らして都道府県知事が特に必要と認める医療
5疾病.5事業以外で都道府県における疾病の発生の状況等に照らして、都道府
県知事が特に必要と認める医療について明記する。

5 医療従事者の確保

医療従事者の確保に関する事項にっいては、医療連携体制を構築する取組自体が
偏在解消への対策になること及び都道府県が中心となって医師を地域の医療機関
へ派遣する仕組みの再構築が求められていることを踏まえ、法第30条の23第1項の
規定に基づく医療従事者の確保に関する事項に関し、必要な施策を定めるための協
議会(以下「地域医療対策協議会」という。)を開催し、当該協議会において決定
した具体的な施策を記載する。
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【地域医療対策協議会の取ホ田

①地域医療対策協議会の議論の経過等

②地域医療対策協議会の定めた施策

さらに、その施策に沿って、医師(臨床研修医を含む。)の地域への定着が図ら
れるよう、例えば以下のような、医師のキャリア形成支援と一体的に地域の医療機
関の医師確保を支援する事業等(以下「地域医療支援センター事業等」という。)
について記載する。

なお、地域医療対策協議会は、地域医療支援センター事業による取組状況の報告

等を効果制こ活用し、医療従事者の確保に関する施策の推進や見直しに努めること。
【地域医療支援センター事業等の内容】

①各都道府県内の医療機関や地域の医師の充足状況等の調査・分析
②医師に対する専門医資格の取得支援や研修機会の提供等のキャリア形成支
援

医療機関への就業を希望する医師等に関する情報の提供3

医師を募集する医療機関に関する情報の提供4

医師等に関する無料の職業紹介事業又は労働者派遣事業5

医学生等を対象とした地域医療に係る理解を深めるための事業(地域医療体6

験セミナー等)の実施

⑦地域医療支援センター事業等と他の都道府県の同事業との連携等
⑧地域の医師確保で有効と考えられる施策にっいての国への情報提供
また、記載に当たっては、地域医療支援センター事業等が対象とする医療従事者
以外の、例えぱ以下の職種についても、必要に応じて、その資質向上に関する事項
を含め、医療従事者の確保の現状及び目標について、可能な限り具体的に記載する。
【医療従事者の現状及び目標】

①歯科医師

②薬剤師

③看護職員(保健師・助産師・看護師・准看護師)
④その他の保健医療従事者

、

診療放射線技師、臨床検査技師・衛生検査技師、理学療法士・作業療法士、
視能訓練士、言語聴覚士、臨床工学技士、義肢装具士、救急救命士、歯科衛生
士、歯科技工士、管理栄養士等

⑤介護サービス従事者

6 医療の安全の確保

医療提供施設及び医療安全支援センターの現状及び目標にっいて、(D 及び(2)
により記載する。

なお、記載に当たっては、以下の事項に留意する。

地域の患者や住民がわかりやすく理解できるよう医療計画に記載すること。
・その際、都道府県は、保健所を設置する市及び特別区の協力のもと、医療提
供施設における医療安全を確保するための取組状況を把握し、都道府県が講ず
る医療安全に関する情報の提供、研修の実施、意識の啓発等の現状及びその目
標を計画に明示すること。

・また、住民の身近な地域において>患者又はその家族からの医療に関する苦
情、相談に対応し、必要に応じて医療提供施設に対して必要な助言を行う体制
等を構築するため、都道府県における医療安全支援センターの設置状況及びそ
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の目標についても計画に明示すること。

病院における高度な医療機器の配置状況及び稼働状況等を確認し、保守点検

を含めた評価を実施すること。

CT、 MR1等の医療機器を有する診療所に対する当該機器の保守点検を含めた

医療安全の取組状況の定期的な報告を求めること。

(1)医療提供施設における医療の安全を確保するための措置に関する現状及び目

標

①病院、一般診療所、歯科診療所及び助産所ごとの総数に対する医療安全管理
者を配置している医療施設数の割合

②病院の総数に対する専従又は専任の医療安全管理者を配置している病院数
の害1合

③病院、一般診療所、歯科診療所及び助産所ごとの総数に対する医療安全に関
する相談窓口を設置している医療施設数の割合

(2)医療安全支援センターの現状及び目標

記載に当たっては、「医療安全支援センターの実施について」(平成19年3月

30日付け医政発第0330036号厚生労働省医政局長通知)を参考に、次の事項につ

いて記載すること。

①二次医療圏の総数に対する医療安全支援センターを設置している二次医療
圈数の割合

②相談職員(常勤換算)の配置数

③ホームページ、広報等による都道府県、二次医療圏及び保健所設置市又は特
別区における医療安全支援センターの活動状況に関する情報提供の状況

④都道府県、二次医療圏、保健所における医療安全推進協議会の設置状況

7 基準病床数

(1)療養病床及び一般病床

療養病床及び一般病床に係る基準病床数については、二次医療圏ごとに、医療
法施行規則(昭和23年厚生省令第50号。以下「規則」という。)第30条の30第1

号に規定する算定式に基づいて算定する。

なお、全国平均で9割以上の患者が、居住する都道府県内において、入院加療
を受けている現状を鑑み、特に必要とする場合にのみ、都道府県間で調整を行う
ことができることとする。その際、基準病床数の算定にあたっては、医療機関所

在地に基づいた値を用いることとする。

(2)精神病床、結核病床及び感染症病床

精神病床に係る基準病床数、結核病床に係る基準病床数及び感染症病床に係る

基準病床数については、都道府県の区域ビとに、規則第30条の30第2号から第4

号に規定する算定式に基づいて算定する。

なお、法第30条の4第2項第13号の区域(以下「三次医療圏」という。)がー

都道府県において二以上設定された場合においても、基準病床数については当該
都道府県全体について定めることとする。

(3)各区域における入院患者の流出入数の算出
各区域における入院患者の流出入数の算出に当たって病院に対し特に報告の

提出を求める場合には、医療計画作成の趣旨等を調査対象となる病院に十分説明

の上、円滑な事務処理が行われるよう配慮する。

(4)基準病床数の算定の特例
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各区域の急激な人口の増加が見込まれること等、令第5条の2又は第5条の3

で定める事情があるときは、都道府県知事が厚生労働大臣と協議の上算定する数

を基準病床数とすること等ができる。

(5)都道府県知事の勧告

a)から(3)までにより基準病床数が算定された後は、各区域において病院の

開設、病床数の増加若しくは病床の種別の変更、又は診療所の病床の設置若しく

は診療所の病床数の増加の許可の申請(以下「許可申請等」という。)があった

場合において、当該区域の既存病床数が基準病床数を超えている場合又は許可申

請等により病床数が基準病床数を超えることになる場合には、法第30条のⅡの規

定に基づく都道府県知事の勧告(当該病院等が公的医療機関等が開設等する病院

等であれば法第7条の2第1項に基づく不許可処分)の対象となり得る。

8 医療提供施設の整備の目標

・地域医療支援病院の整備の目標

地域医療支援病院は、医療施設機能の体系化の一環として、紹介患者に対する

医療提供、医療機器等の共同利用の実施等を通じてかかりつけ医等を支援する能

力を備える病院である。

かかりつけ医等への支援を通じた地域医療の体系化と地域医療支援病院の整

備目標について、次の機能及び地域の実情を考慮し検討を行う。

かかりつけ医等からの紹介等、病診連携体制

共同利用の状況

救急医療体制

医療従事者に対する生涯教育等、その資質向上を図るための研修体制

その結果を踏まえ、必要に応じて地域医療支援病院の整備目標 q列えば二次医

療圏ごとに整備する等)を設定する。

なお、地域医療支援病院を整備しない二次医療圈にあっては、医療機関相互の

機能分担及び業務連携等の充実を図ることが重要である。

9 地域医療構想の取組

地域医療構想の策定並びに病床の機能の分化及び連携の推進に当たっては、別添

の地域医療構想策定ガイドラインを踏まえること。

10 その他医療を提供する体制の確保に関し必要な事項

5疾病・5事業及び在宅医療以外の疾病等について、その患者動向や医療資源等

について現状を把握した上で、都道府県における疾病等の状況に照らして特に必要

と認める医療等については、次の事項を考慮して、記載する。

また、各疾病等に対する医療を担う医療機関等の名称も記載するよう努めること。
a)障害保健対策

障害者(高次脳機能障害者、発達障害者を含む。)に対する医療の確保等(都

道府県の専門医療機関の確保、関係機関との連携体制の整備等)に関する取組

(2)結核・感染症対策

①結核対策、感染症対策に係る各医療提供施設の役割

②インフルエンザ、エイズ、肝炎などの取組

(3)臓器移植対策

①都道府県の取組
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②相談等の連絡先

(4)難病等対策

①難病、りウマチ、アレルギーなどの都道府県の取組
②相談等の連絡先

(5)アレルギー疾患対策

①都道府県の取組

②相談等の連絡先

(6)今後高齢化に伴い増加する疾患等対策
①ロコモティブシンドローム、フレイノレ等文寸策
アロコモティブシンドローム、フレイル、大腿骨頚部骨折対策の重要性

イロコモティブシンドローム、フレイル、大腿骨頚部骨折対策について、予

防、医療、介護の総合的な取組

②誤嘩性肺炎などの都道府県の取組

(フ)歯科保健医療対策

①都道府県の取組

②相談等の連絡先

(8)血液の確保・適正使用対策

①都道府県の取組

②相談等の連絡先

(9)医薬品等の適正使用対策

①都道府県の取組

②相談等の連絡先

③治験の実施状況や医薬品提供体制
(10)医療に関する情報化

①医療提供施設の情報システム(電子レセプト、カルテ等)の普及状況と取組
②情報通信技術(1CT)を活用した医療機関及び関係機関相互の情報共有への
取組(情報セキュリティ対策を含む。)

(1D 保健・医療・介護(福祉)の総合的な取組
地域の医療提供体制の確保に当たっては、疾病予防から治療、介護までの二ー
ズに応じた多様なサービスが地域において切れ目なく一貫して提供される>患者

本位の医療の確立を基本とすべきである。
このため、疾病予防、介護、公衆衛生、薬事、社会福祉その他医療と密接に関

連を有する施策にっいて、連携方策や地域住民への情報提供体制を記載する。
なお、医療と密接に関連を有する施策としては、第2の3に掲げる計画等が求
められている。

11・施策の評価及び見直し

施策の実施状況にっいては、都道府県は、設定した数値目標等を基に、施策の達

成状況を検証し、次の医療計画の見直しに反映させることが求められる。
法第30条の6に基づいて行う施策の評価及び見直しについては、次に掲げる項目
をあらかじめ医療計画に記載する。

a)施策の目標等

5疾病・5事業及び在宅医療の医療連携体制に係る数値目標等
(2)推進体制と役割

施策の目標を達成するための推進体制及び関係者の責務と役割
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i

目標の達成に要する期間

目標を達成するための方策

評価及び見直し

進捗状況及び評価結果の広報・周知方法

第4 医療計画作成の手順等

都道府県が医療計画を作成する際、技術的見地からみて全国に共通すると考えられ
る手順等を参考までに示す。

1 医療計画作成手順の概要

医療計画の作成等に当たっては、概ね次の手/恒が考えられる。
(1)医療計画(案)を作成するための体制の整備

(2)医療計画の目的、基本理念についての検討及び医療計画の基本骨子にっいての
検討

③現行の医療計画に基づき実施された施策の効果の検証
(4) 5疾病・5事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制の構築に当たって
の課題や数値目標、施策についての検討

(5) 5疾病・5事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制の構築
(6)医療圏及び基準病床数の検討

(フ)地域医療構想の策定並びに病床の機能の分化及び連携の推進に関する施策の
検討

(8)以上の検討を踏まえた医療計画(試案)の作成

(9)診療又は調剤に関する学識経験者の団体(医師会、歯科医師会及び薬剤師会)
から医療計画(試案)についての意見の聴取(必要に応じ試案の手直し)
(10)医療計画(案)の決定

(11)医療計画(案)についての市町村及び保険者協議会の意見聴取(必要に応じ医
療計画(案)の手直し)

a2)医療計画(案)について都道府県医療審議会への諮問、答申
(13)医療計画の決定

(14)医療計画の厚生労働大臣への提出及び公示

2 医療圏の設定方法

a)二次医療圏の設定に当たっては、地理的条件等の自然的条件及び日常生活の需
要の充足状態、交通事情等の社会的条件を考慮して一体の区域として病院におけ

る入院に係る医療(三次医療圈で提供することが適当と考えられるものを除く。)
を提供する体制の確保を図ることが相当であると認められる区域を単位として
認定することとなるが、その際に参考となる事項を次に示す。

①人口構造、患者の受療の状況(流7Y患者割合及び流出患者割合を含む。)、
医療提供施設の分布など、健康に関する需要と保健医療の供給に関する基礎的
事項については、二次医療圏単位又は市町村単位で地図上に表示することなど

を検討する。なお、患者の受療状況の把握については、患者調査の利用の他、
統計学的に有意な方法による諸調査を実施することが望ましい。
人口規模が⑳万人未満の二次医療圏については、入院に係る医療を提供する
一体の区域として成り立っていないと考えられる場合(特に、流入患者割合が
20%未満であり、流出患者割合が20%以上である場合)、その設定の見直しに
ついて検討する。なお、設定の見直しを検討する際は、二次医療圏の面積や基
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幹となる病院までのアクセスの時間等も考慮することが必、要である。

また、設定を変更しない場合には、その考え方を明記するとともに、医療の

需給状況の改善に向けた具体的な検討を行うこと。

②既存の圏域、すなわち、広域市町村圏、保健所・福祉事務所等都道府県の行
政機関の管轄区域、学校区(特に高等学校に係る区域)等に関する資料を参考

とする。

③構想区域(法第30条の4第2項第7号に規定する構想区域をいう。以下同じ。)
に二次医療圏を合わせることが適当であること。

(2) 5疾病・5事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制を構築する際の圏

域にっいては、従来の二次医療圏に拘らず、患者の移動状況や地域の医療資源等
の実情に応じて弾力的に設定する。

(3)三次医療圏については、概ね一都道府県の区域を単位として設定するが、その

区域が特に広大であることその他特別の事情がある都道府県にあっては、一都道
府県内に複数の三次医療圏を設定しても差し支えない。

また、一般的に三次医療圏で提供することが適当と考えられる医療としては、

例えば、特殊な診断又は治療を必要とする次のものが考えられる。

臓器移植等の先進的技術を必要とする医療

高圧酸素療法等特殊な医療機器の使用を必要とする医療

先天性胆道閉鎖症等発生頻度が低い疾病に関する医療

広範囲熱傷、指肢切断、急性中毒等の特に専門性の高い救急医療
(4)都道府県の境界周辺の地域における医療の需給の実情に照らし、隣接する都道
府県の区域を含めた医療圏を設定することが地域の実情に合い、合理的である場

合には、各都道府県の計画にその旨を明記の上、複数の都道府県にまたがった医
療圏を設定しても差し支えない。

)

なお、その際は関係都道府県間での十分な協議や調整を行うとともに必要に応

じ厚生労働省にも連絡されたい。

3 基準病床数の算定方法

(D 基準病床数の算定方法

基準病床数の算定は、規則第30条の30各号に定める標準に準拠し、次に掲げる

方式によること。

①療養病床及び一般病床に係る基準病床数は、アの算定式により算出した数と、
イの算定式により算出した数に、ウにより算定した数を加減した数の合計数を

標準とする。

ア療養病床

((当該区域の性別及び年齢階級別人口) X (全国平均の性別及び年齢階

級別療養病床入院受療率)の総和一(在宅医療等で対応可能な数)十(0

~当該区域への他区域からの流入入院患者数の範囲内で知事が定める数)

(0~当該区域から他区域への流出入院患者数の範囲内で知事が定める数)}

X (1/病床利用率)

イー般病床

((当該区域の性別及び年齢階級別人口) X (当該区域の性別及び年齢階

級別一般病床退院率)の総和 X 平均在院日数十(0~当該区域への他区

域からの流入入院患者数の範囲内で知事が定める数)ー(0~当該区域から

他区域への流出入院患者数の範囲内で知事が定める数)} X (1/病床利用
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率)

ウ基準病床数の都道府県間調整について
_ノゞ

なお、当該都道府県において、都道府県外への流出入院患者数が都道府県

内への流入入院患者数よりも多い場合は、流出先都道府県との調整協議を行

つた上で、都道府県間を超える患者の流出入について、合意を得た数を各二

次医療圏の基準病床数に加減することができる。

ただし、アからウにより二次医療圏ごとに算定した病床数の都道府県にお

ける合計数は、

((当該区域の性別及び年齢階級別人口) X (全国平均の性別及び年齢階

級別療養病床入院受療率)の総和一(在宅医療等で対応可能な数)} X (1

/病床利用率)十(当該区域の性別及び年齢階級別一般病床退院率)の総和

X 平均在院日数 X (1/病床利用率)及びウにより二次医療圏ごとに算

定した病床数の都道府県における合計数を超えることはできない。

(注1)「人口」とは、医療計画作成時における夜間人口をいう。その数値にっ

いては、国勢調査の結果による人口、地方公共団体の人口に関する公式統

計による人口等のうち最近のものによることとする。

(注2)「年齢階級」とは、 5歳ごとの年齢による階級である。

(注3)「全国平均の性別及び年齢階級別療養病床入院受療率」とは、厚生労働

大臣が定める療養病床の性別及び年齢階級別の入院受療率を上限とし、策

定した地域医療構想における慢性期機能の病床数の必要量を勘案して、都

道府県知事が定める値とする。

(注4)「在宅医療等で対応可能な数」'については、追って具体的な内容を示す

こととする。

(注5)「当該区域の性別及び年齢階級別一般病床退院率」とは、地方ブロック

の性別及び年齢階級別の退院率をいう。

柱田「病床利用率」とは、厚生労働大臣が定める療養病床又は一般病床の病

床利用率について、各都道府県における療養病床又は一般病床の直近の病

床利用率を下回る場合は、厚生労働大臣が定める療養病床又は一般病床の

病床利用率以上当該地域の直近の療養病床又は一般病床の病床利用率の

範囲内で、都道府県知事が当該都道府県の状況を勘案して定める値とする。
(注7)「療養病床入院受療率」、「一般病床退院率」、「病床利用率」及び「平

均.在院日数」として使用する(参考とする)数値については、医療法第30
条の4第2項第M号の療養病床及び一般病床に係る基準病床数の算定に

使用する数値等(昭和61年厚生省告示第165号)により定められている。
(注8)各区域における流入入院患者数については、都道府県知事が当該区域に
おける医療の確保のために必要と認める事情があるときは、当該区域ごと

の数を超えて、当該事情を勘案した数を加えることができる。

(注9)各区域における流入流出入院患者数については>患者調査、国民健康保

険等のレセプト調査等により把握する。

(備考)「地方ブロック」とは、以下の 9 ブロックをいう。

ブロック名

北海道

東北

北海道

青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島

都道府県名
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関東

北陸

東海

近畿

茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、新潟、

山梨、長野

中国

富山、石川、福井

②精神病床に係る基準病床数は、都道府県の区域ごとに次の算定式により算出
した数を標準とする。

[((当該都道府県の性別及び年齢階級別の平成32年における推計人口)X(当
該都道府県の性別及び年齢階級別の急性期入院受療率)}の総和十{(当該都道
府県の性別及び年齢階級別の平成32年における推計人口)X(当該都道府県の性
別及び年齢階級別の回復期入院受療率)}の総和十{(当該都道府県の性別及び

年齢階級別の平成32年における推計人口)X(当該都道府県の性別及び年齢階級
別の認知症でない者に係る慢性期入院受療率)}の総和X(精神病床における入

院期間が1年以上である入院患者のうち継続的な入院治療を必要とする者の割
合α)X(地域精神保健医療体制の高度化による影響値β)十{(当該都道府県の

性別及び年齢階級別の平成32年における推計人口)X(当該都道府県の性別及び

年齢階級別の認知症である者に係る慢性期入院受療率)}の総和X(地域精神保
健医療体制の高度化による影響値γ)十(精神病床における他都道府県から当該

都道府県への流入入院患者数)ー(精神病床における当該都道府県から他都道府
県への流出入院患者数)] X (1/精神病床利用率)

四国

岐阜、静岡、愛知、三重

九州

滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山

鳥取、島根、岡山、広島、山口

徳島、香川、愛媛、高知

福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄

(注1)「当該都道府県の性別及び年齢階級別の平成32年における推計人口」

とは、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平

成25年3月中位推計)」によることとする。

(注2)「年齢階級」とは、「90歳以上」の階級を除き、 5歳ビとの年齢に
よる階級とする。

(注3)「当該都道府県の性別及び年齢階級別の急性期入院受療率上とは、
「精神病床における入院期間が3月未満である入院患者(以下この項(②)

において「急性期入院患者」という。)のうち、当該都道府県に住所を'

有する者に係る性別及び年齢階級別の入院受療率」をいい、性別及び年

齢階級別に、平成26年における当該都道府県に住、所を有する急性期入院

患者の数を平成26年における当該都道府県の人口で除して得た数とする。

(注4)「当該都道府県の性別及び年齢階級別の回復期入院受療率」とは、

「精神病床における入院期間が3月以上1年未満である入院患者(以下

この項(②)において「回復期入院患者」という。)のうち、当該都道

府県に住所を有する者に係る性別及び年齢階級別の入院受療率」をいい、

性別及び年齢階級別に、平成26年における当該都道府県に住所を有する

回復期入院患者の数を平成26年における当該都道府県の人口で除して得

た数とする。
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(注5)「当該都道府県の性別及び年齢階級別の認知症以外の慢性期入院受

療率」とは、「精神病床における入院期間が 1年以上である入院患者(以

下この項(②)において舛曼性期入院患者」どいう。)のうち、当該都

道府県に住所を有する者(認知症である者を除く。)に係る性別及び年

齢階級別の入院受療率」をいい、性別及び年齢階級卿Ⅱこ、平成26年にお

ける当該都道府県に住所を有する慢性期入院患者(認知症である者を除

く。)の数を平成26年における当該都道府県の人口で除して得た数とす
る。

(注6)「当該都道府県の性別及び年齢階級別の認知症に係る慢性期入院受

療率」とは、門曼性期入院患者のうち、当該都道府県に住所を有する者

(認知症である者に限る。)の性別及び年齢階級別の入院受療率」をい

い、性別及び年齢階級別に、平成26年における当該都道府県に住所を有

する慢性期入院患者(認知症である者に限る。)の数を平成26年におけ

る当該都道府県の人口で除して得た数とする。

(注7)「精神病床における入院期間が1年以上である入院患者のうち継続

的な入院治療を必、要とする者の割合α」とは、慢性期入院患者の実態を

勘案し、原則として0.8から0.85までの間で都道府県知事が定める値とす

る。 ＼

※「原則として0.8から0.85までの間」とした考え方は、以下のとお

りである。

厚生労働科学研究によると、

①認知症以外の慢性期入院患者の6割以上が、当該研究において

策定した重症度を医学的に評価する基準に該当する(精神障害者

の重症度判定及び重症患者の治療体制等に関する研究(平成25~

27年度))

②統合失調症の慢性期入院患者の1割が、入院治療が適当な程度

の身体合併症を有している(精神医療の質的実態把握と最適化に

関する総合研究(平成19~21年度))

との報告がある。この研究結果を踏まえると、①②に該当しないよう

な患者については、地域の精神保健医療福祉体制の基盤を整備するこ

とによって、入院から地域生活への移行が可能となると考えられ、こ

の結果、認知症以外の慢性期入院患者の入院受療率は現在の6~7割

に低下することが見込まれる。

平成36年度末(2025年)までに7年間かけてその基盤整備を行うこ

ととした場合には、医療計画の中間年である平成32年度末までに、そ

の半分の基盤を計画的に整備することによって、認知症以外の慢性期

入院患者の入院受療率は現在の8~8.5割に低下することが見込まれる。
(注8)「地域精神保健医療体制の高度化による影響値β」とは、治療抵抗

性統合失調症治療薬の普及等による効果を勘案し、 1年当たりの地域精

神保健医療体制の高度化による影響値として、原則として0.95から0.96

までの間で都道府県知事が定める値を3乗し、当初の普及速度を考慮し

て調整係数0.95で除した数とする。

(注9)「地域精神保健医療体制の高度化による影響値γj とは、これまで

の認知症施策の実績を勘案し、 1年当たりの地域精神保健医療体制の高

度化による影響値として、原則として0.97から0.98までの間で都道府県
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知事が定める値を3乗した数とする。

(注10)「当該都道府県の性別及び年齢階級別の急性期入院受療率」、「当
該都道府県の性別及び年齢階級別の回復期入院受療率」、「当該都道府
県の性別及び年齢階級別の認知症でない者に係る慢性期入院受療率」、
「当該都道府県の性別及び年齢階級別の認知症である者に係る慢性期入

院受療率」、「精神病床利用率」として使用する数値については、医療
法第30条の4第2項第H号に規定する精神病床に係る基準病床数の算定
に使用する数値等(平成18年厚生労働省告示第161号)により定められて

いる。

(注ID 各都道府県における流入流出入院患者数については、患者調査、国
民健康保険等のレセプト調査等により把握する。

③結核病床に係る基準病床数は、都道府県の区域ごとに都道府県知事が定める
数とする。

なお、基準病床数の算定に当たっては、「医療計画における結核病床の基準
病床数の算定にっいて」(平成17年7月19日付け健感発第0719001号厚生労働
省健康局結核感染症課長通知)を参照すること。

④感染症病床に係る基準病床数は、都道府県の区域ごとに感染症の予防及び感
染症の患者に対する医療に関する法律(平成10年法律第H4号)第38条第1項
の規定に基づき厚生労働大臣の指定を受けている特定感染症指定医療機関の
感染症病床並びに同条第2項の規定に基づき都道府県知事の指定を受けてい
る第一種感染症指定医療機関及び第二種感染症指定医療機関の感染症病床の
数を合算した数を基準として都道府県知事が定める数とする。

(2)基準病床数の算定の特例

医療計画作成時に次のような事情があるため、都道府県知事が都道府県医療審
議会の意見を聴いた上で厚生労働大臣に協議し、その同意を得た数を加えて得た
数又は厚生労働大臣に協議し、その同意を得た数を基準病床数とすることができ

急激な人口の増加が見込まれ、病床の増加が必要と考えられる場合
特定の疾患にり患する者が異常に多い場合

高度の医療を提供する能力を有する病院が集中している場合
基準病床数に係る特例の対象となる病床以外で、医学・医術の進歩に伴い特

殊病床が必要と考えられる場合
⑤その他当該区域において準ずる事情がある場合
なお、今後高齢者人口の増加が更に進む地域においては、医療需要の増加が大
きく見込まれ、それに応じた医療提供体制の整備が求められることから、既存病
床数が基準病床数を超えている地域で病床数の必要量が将来においても既存病
床数を大きく上回ると見込まれる場合は、次によることとする。
ア高齢者人口の増加等に伴う医療需要の増加を勘案し、基準病床数の見直し
にっいて毎年検討

イ法第30条の4第7項の基準病床数算定時の特例措置で対応
また、前記ア及びイによる病床の整備に際しては、次の点を考慮しつつ、地域
の実情等を十分に踏まえた上で検討すること。

(ア)病床の機能区分(法第30条の13第1項に規定する病床の機能区分をいう。
以下同じ。)ごとの医療需要

(イ)高齢者人口のピークァウト後を含む医療需要の推移
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(ウ)疾病別の医療供給の状況、各医療圏の患者の流出入、交通機関の整備状
況などの地域事情

(エ)都道府県内の各医療圏の医療機関の分布等

4 病床数の必要量の算定方法

(1)病床数の必、要量の算定は、規則第30条の28の3 に定める方法に準拠し、病床の、

機能区分(法第30条の玲第1項に規定する機能区分をいう。以下同じ。)ごとに
次に掲げる方式によること。

((当該構想区域の性別及び年齢階級別の将来推計人口) X (当該構想区域の
性別及び年齢階級別入院受療率)の総和十(当該構想区域における他の構想区
域の推計患者数のうちの医療供給見込み数)ー(当該構想区域の推計患者数のう
ちの他の構想区域における医療供給見込み数)} X (・1/病床稼働率)
ただし、上記算定式により病床の機能区分ごとに算定した数の都道府県におけ
る合計数は、

((当該構想区域の性別及び年齢階級別の将来推計人口) X (当該構想区域の
性別及び年齢階級別入院受療率)の総和十(当該構想区域における他の都道府
県の推計患者数のうちの医療供給見込み数)ー(当該構想区域の推計患者数のう
ちの他の都道府県における医療供給見込み数)} X (1/病床稼働率)
により病床の機能区分ごとに算定した都道府県における合計数を超えることは
できない。

(注1)「当該構想区域の性別及び年齢階級別の将来(平成37年)推計人口」と
は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成25
年3月中位推計)」によることとする。

(注2)「年齢階級」とは、原則、 5歳ごとの年齢による階級とする。
(注3)「当該構想区域における他の構想区域の推、計患者数のうちの医療供給見
込み数」とは、当該構想区域において、他の構想区域の病床の機能区分ご
との平成37年における推計患者数のうち当該病床の機能区分に係る医療
が提供されると見込まれる患者として都道府県知事が定める数とする。

(注4)「当該構想区域の推計患者数のうちの他の構想区域における医療供給見
込み数」とは、当該構想区域の病床の機能区分ごとの平成37年における推
計患者数のうち、他の構想区域において当該病床の機能区分に係る医療が

提供されると見込まれる患者の数として都道府県知事が定める数とする。
(注5)「当該構想区域における他の都道府県の推計患者数のうちの医療供給見
込み数」とは、当該構想区域において、他の都道府県の区域に所在する構
想区域の病床の機能区分ごとの平成37年における推計患者数のうち当該
病床の機能区分に係る医療が提供されると見込まれる患者の数として都
道府県知事が当該他の都道府県の知事に協議して定める数とする。

(注田「当該構想区域の推計患者数のうちの他の都道府県における医療供給見
込み数」と・は、当該構想区域の病床の機能区分ごとの平成37年における推
計患者数のうち、他の都道府県の区域内に所在する構想区域において当該
病床の機能区分に係る医療が提供されると見込まれる患者の数として都
道府県知事が当該他の都道府県の知事に協議して定める数とする。

(注7)「病床稼働率」とは、高度急性期機能にあっては0.75、急性期機能にあ
つては0.78、回復期機能にあっては0.9、慢性期機能にあっては0.92とす
る。
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(2)当該構想区域の性別及び年齢階級別入院受療率は、病床の機能区分ごとに次に
定める数とすること。

①高度急性期機能医療資源投入量が3,000点以上である医療を受ける入院患
者のうち当該構想区域に住所を有する者の性別及び年齢階級別の数を当該構
想区域の性別及び年齢階級別人口で除して得た数。

②急性期機能医療資源投入量が600点以上3,000点未満の医療を受ける入院
患者のうち当該構想区域に住所を有する者の性別及び年齢階級別の数を当該
構想区域の性別及び年齢階級別人口で除して得た数。

③回復期機能医療資源投入量が225点以上600点未満の医療若しくは主とし
てりハビリテーションを受ける入院患者又はこれらに準ずる者として厚生労

働大臣が認める者のうち当該構想区域に住所を有する者の性別及び年齢階級
別の数を当該構想区域の性別及び年齢階級別人口で除して得た数。

④慢性期機能慢性期入院患者のうち当該構想区域に住所を有する者の性別
及び年齢階級別の数に、アに掲げる範囲内で都道府県知事が定める数(慢性期
総入院受療率が全国最小値よりも小さい構想区域にあっては、 1。以下「補正
率」という。)を乗じて得た数に、障害その他の疾患を有する入院患者を加え
て得た数を、当該構想区域の性別及び年齢階級別人口で除して得た数。
ア次の(ア)に掲げる数以上(イ)に掲げる数以下
(ア)慢性期総入院受療率の全国最小値・(県単位)/当該構想区域の慢性期総
入院受療率

(イ)((当該構想区域の慢性期総入院受療率一全国最小値) x d曼性期総
入院受療率の全国中央値(県単位)一全国最小値/慢性期総入院受療率
の全国最大値(県単位)一全国最小値)十全国最小値} X (1/当該構
想区域の慢性期総入院受療率)

ただし、当該構想区域がイに掲げる要件に該当するときは、(イ)に掲げる補
正率により算定した当該構想区域の慢性期機能の平成37年における病床数の必
要量を平成42年までに達成すればよいものとし、都道府県知事は、当該達成の期
間の延長に応じた補正率(平成37年の性別及び年齢階級別入院受療率の目標とし
て、平成42年に達成することとした性別及び年齢階級別入院受療率の目標から比
例的に逆算して得た値)を定めることができる。
イ当該構想区域が次のいずれにも該当するものであること。

(ア)当該構想区域の慢性期病床数(,1曼性期入院患者のうち当該構想区域に住
所を有する者に係る病床数をいう。以下同じ。)からア(イ)に掲げる補
正率により算定した平成37年における慢性期病床数を控除して得た数を
慢性期病床数で除して得た数が全国中央値を上回ること。

(イ)高齢者単身世帯割合が全国平均を上回ること。
地域医療構想を含む医療計画が公示された後に、当該地域医療構想において定
める厚生労働大臣が認める構想区域における慢性期機能の将来の病床数の必要
量の達成が特別な事情により著しく困難となったときは、当該将来の病床数の必
要量にっいて、厚生労働大臣が認める方法により補正率を定めることができる。
(注8)病床の機能区分ごとの性別及び年齢階級別入院受療率の推計にっいては、
当該構想区域に住所を有する患者に係る平成25年度のレセプト情報・特定
健診等情報データベース(NDB)のレセプトデータ、診断群分類ΦPC)デ
ータ等に基づいて行うこととする。
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(注9)「当該構想区域の性別及び年齢階級別人口」とは、総務省「平成25年3
月31日住民基本台帳年齢別人口(市区町村別)(総計)」によることとす
る。

(注10)「医療資源投入量」とは>患者に提供される医療を 1日当たりの診療報
酬(入院基本料相当分及びりハビリテーション料を除く。)の出来高点数
により換算した量とする。

(注Ⅱ)「医療資源投入量が600点以上3,000点未満の医療を受ける入院患者」に
は、医療資源投入量が175点以上600点未満の医療を受ける入院患者であっ

ても、早期りハビリテーシ,ン加算を算定する入院患者であってりハビリ

テーシヨン料を加えた医療資源投入量が600点以上となる医療を受ける者
を含む。

(注12)「医療資源投入量が225点以上600点未満の医療を受ける入院患者」には、
医療資源投入量175点未満の医療を受ける入院患者であっても、りハビリ
テーシヨンを受ける入院患者(回復期りハビリテーション病棟入院料を算

定する入院患者を除く。)であってりハビリテーション料を加えた医療資
源投ノ、量が175点以上となる医療を受ける者を含む。

(注13)「主としてリ<ビリテーションを受ける入院患者」とは、回復期りハビ
リテーション病棟入院料を算定する入院患者とする。

(注14)「これらに準ずる者として厚生労働大臣が認める者」とは、在宅復帰に
向けて調整を要する者(医療資源投入量175点以上225点未満)とする。

(注15)阿曼性期入院患者」とは、長期にわたり療養が必要な入院患者(主とし
てりハビリテーションを受ける入院患者その他の厚生労働大臣が認める

/入院患者を除く。)とする。具体的には、療養病棟入院基本料、療養病棟
特別入院基本料、有床診療所療養病床入院基本料及び有床診療所療養病床

特別入院基本料を算定する入院患者がこれに該当し、「その他の厚生労働
大臣が認める入院患者」として当該入院患者のうち医療区分1である患者
の数の70%に相当する数を除くこととする。

(注16)耶章害その他の疾患を有する入院患者」とは、障害者施設等入院基本料、
特殊疾患病棟入院料及び特殊疾患入院医療管理料を算定する入院患者と
する。

(注17)「慢性期総入院受療率」とは、次の算定式により算出した値とする。
{慢性期入院患者のうち当該区域に住所を有する者の数/(Σ当該区域
の性別及び年齢階級別人口 X 全国の性別及び年齢階級別入院受療率)}
X (全国の慢性期入院患者の数/全国の人口)

(注18)「厚生労働大臣が認める構想区域」とは、都道府県全体の慢性期病床数
からア(イ)に掲げる補正率により算定した平成37年における慢性期病床
数を控除して得た数を慢性期病床数で除して得た数が全国中央値を上回
つている都道府県の構想区域(当該構想区域の慢性期病床数からア(イ)
に掲げる補正率により算定した平成37年における慢性期病床数を控除し
て得た数を慢性期病床数で除して得た数が全国中央値を上回ってぃる構

想区域に限る。)その他これに類する構想区域とする。
(注19)「特別な事情」とは、やむを得ない事情により、在宅医療等の充実・整
備が大幅に遅れることが見込まれる場合や高齢者単身世帯及び高齢者夫
婦のみ世帯が著しく増加するなどの社会的事情の大きな変化が見込まれ

る場合など、その他これと同等と認められる事情であって、都道府県及び
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厚生労働省においてやむを得ないと認める事情とする。
(注2の「厚生労働大臣が認める方法」とは、当該構想区域の慢性期病床数から
ア(イ)に掲げる補正率により算定した平成37年における慢性期病床数を
控除して得た数を慢性期病床数で除して得た数が全国中央値を下回らな
い範囲を目安として、厚生労働省に協議して同意を得た入院受療率の目標
を定めることとする。

5 5疾病.,5事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制構築の手順
、a)現状の把握

都道府県は、医療連携体制を構築するに当たって>患者動向、医療資源及び医
療連携に関する情報等を収集し、地域住民の健康状態を踏まえた現状を把握する
必、要がある。

医療提供体制等に関する情報のうち、地域住民の健康状態やその改善に寄与す
ると考えられるサービスに関する指標(重点指標)、その他国が提供するデータ
や独自調査データ、データの解析等により入手可能な指標(参考指標)にっいて、
指標間相互の関連性も含めて、地域の医療提供体制の現状を客観的に把握する。
なお、重点指標及び参考指標にっいては、「疾病・事業及び在宅医療に係る医
療体制にっいて」(平成29年3月31日付け医政地発第3号厚生労働省医政局地域
医療課長通知)の牙1蜂氏「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制の構築に係る指
針」を参考とすること。

また、既存の統計・調査等のみでは現状把握が不十分な場合、医療施設'関係
団体等に対する調査や患者・住民に対するアンケート調査、ヒアリング等、'積極
的に新たな調査を行うことが重要である。

①人口動態調査
②国民生活基礎調査
患者調査3

国民健康・栄養調査4

衛生行政報告例⑤

介護保険事業状況報告調査⑥

病床機能報告⑦

⑧レセプト情報・特定健診等データベース(NDB)
⑨診断群分類①Pのデータ
⑩医療施設調査
⑪病院報告

⑫医師・歯科医師・薬剤師調査
⑬地域保健・健康増進事業報告
⑭介護サービス施設・事業所調査
⑮介護給付費実態調査
(2)作業部会及び圏域連携会議の設置
都道府県は、 5疾病・5事業及び在宅医療にっいて、それぞれの医療体制を構
築するため、都道府県医療審議会又は地域医療対策協議会の下に、 5疾病'5事
業及び在宅医療のそれぞれにっいて協議する場(以下「作業部会」という。)を
設置する。また、必要に応じて圏域ごとに関係者が具体的な連携等にっいて協議
する場(以下「圏域連携会議」という。)を設置する。
作業部会と圏域連携会議は、有機的に連携しながら協議を進めることが重要で
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あり、原則として、圏域連携会議における協議結果は作業部会へ報告すること。
また、それぞれの協議の内容・結果にっいては、原則として、周知.広報するこ
と。

①作業部会

ア構成

作業部会は、地域の実情に応じた医療体制を構築するため、例えば、次の
(ア)から(ク)に掲げる者を代表する者によ、り構成し、構成する者が(ア)
から(ク)のどの区分に該当するかを明示すること。
(ア)地域医師会等の医療関係団体

(イ)医師、歯科医師、薬剤師、看護師など現に診療に従事する者
(ウ)介護保険法に規定するサービス事業者
(エ)医療保険者

0、

(オ)医療・介護サービスを受ける患者・住民

(カ)保健・医療・福祉サービスを担う都道府県・市町村
(キ)学識経験者

(ク)上記(ア)から(キ)までの他、各疾病及び事業において重要な役判を
担う者

なお、医療サービスを受ける立場の意見にっいても、十分に配慮するこ
とが望ましいことから、(オ)の患者・住民に対しては、十分な情報提供と
解説などの支援を行うことにより、議論に参加しやすぃ環境が整うよう努め
ること。

イ内容

作業部会は、下記の事項にっいて協議する。
(ア)地域の医療資源の把握

医療資源・医療連携に関する情報から、地域において各医療機能の要件
を満たす医療機関を確認する。また>患者動向等も加味して、地域におい
て不足している医療機能あるいは調整・整理が必要な医療機能を明確にす
る。なお、可能な限り二次医療圏を基礎として医療資源を把握する。
(イ)圏域の設定

上記(ア)に基づき、圏域を検討・設定する。との場合、 5疾病.5事
業及び在宅医療のそれぞれにっいて特有の重要事項(5疾病.5事業及び
在宅医療のそれぞれに係る流入患者割合、流出患者割合を含む。)に基づ
き、従来の二次医療圈にこだわらず、地域の医療資源等の実情に応じて弾
力的に設定する。

(ウ)課題の抽出

(ア)により把握した現状を分析し、 5疾病・5事業及び在宅医療のそ
れぞれにっいて、求められる医療機能とその連携体制など、目指すべき方
向を踏まえ、地域の医療提供体制の課題を抽出する。その際、現状分析に
用いたストラクチャー、プロセス、アウトカム指標の関連性も考慮し、病
期'医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圈ごとに課題を抽出す
る。

(エ)数値目標の設定

抽出した課題をもとに、事後に定量的な比較評価が行えるよう、地域の
実情に応じた数値目標、目標達成に要する期間を定める。
数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとと
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もに、基本方針第九に掲げる諸計画等に定められた目標等も勘案するもの
とする。なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圈
の課題が解決されると思われる目標を設定すること。
(オ)施策

課題に対応した数値目標の達成のために行う具体的な施策を盛り込ん
だ計画を策定する。

②圏域連携会議

圈域連携会議は、各医療機能を担う関係者が、、相互の信頼を酸成し、円滑な
連携が推進されるよう実施するものである。
その際、保健所は、地域医師会等と連携して当会議を主催し、医療機関相互
または医療機関と介護サービス事業所との調整を行うなど、積極的な役割を果
たすものとする。

ア構成

各医療機能を担う全ての関係者

イ内容

下記の(ア)から(ウ)にっいて、関係者全てが認識・情報を共有した上
で、各医療機能を担う医療機関を決定する。
(ア)医療連携の必要性について認識の共有
(イ)医療機関等に係る人員、施設設備及び診療機能に関する情報の共有
(ウ)当該疾病及び事業に関する最新の知識・診療技術に関する清報の共有
また、状況に応じて、地域連携クリティカルパス導入に関する検討を行う。

(3)患者・住民の意見の反映

都道府県は>患者・住民の作業部会への参加やタウンミーティングの開催、患
者.住民へのヒアリングやアンケート調査、医療計画のパブリツクコメントなど
により患者・住民の意見を反映させること。、

(4)医療計画への記載

都道府県は、第3の3に示すとおり、医療機能ごとに、目標、医療機関に求め
られる医療体制、課題、数値目標、数値目標の達成のために行う施策等を医療計
画に記載する。

また、原則として各医療機能を担う医療機関等の名称も記載するものとする。
なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとっの医療機関が複数の機
能を担うこともあり得る。

(5)変更が生じた場合の措置
医療計画策定後、医療機能を担う医療機関の変更が生じた場合は、可能な限り
速やかに記載内容を変更する必要がある。
この場合、都道府県医療審議会の議をその都度経なくてもすむように、医療機
関の変更に伴う手続をあらかじめ定めておく必要がある。

第5 医療計画の推進等
1 医療計画の推進体制

医療計画の推進体制にっいては、作業部会、圏域連携会議又は地域医療構想調整
会議(法第30条のM第1項に規定する協議の場をいう。)において、関係者が互い
に情報を共有することにより、信頼関係を醸成し、円滑な連携が推進されるような
体制を構築することが望ましい。
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2 医療計画の推進状況の把握、評価及び再検討

医療計画の実効性を上げるためには、具体的な数値目標の設定と評価を行い、そ
の評価結果に基づき、計画の内容を見直すことが重要である。

そのため、第3のHに示すとおり、施策の目標、推進体制、推進方策、評価.見
直し方法信平価を行う組織(都道府県医療審議会等)を含む。)等を計画において
あらかじめ明らかにした上で、 6年(在宅医療その他必、要な事項にっいては3年)
ごとに、施策全体又は医療計画全体の達成状況にっいて調査分析、評価及び公表
を行い、必要があるときは計画を変更する。

ただし、 5疾病・5事業及び在宅医療にっいては、上記と同様に評価・見直し体
制及び公表方法を明らかにした上で、目標項目の数値の年次推移や施策の進捗状況
の把握、評価にっいて定期的に実施(1年ごとの実施が望ましい。)、評価し、目
標に対する進捗状況が不十分な場合、その原因を分析した上で、必要に応じて施策
の見直しを図ること。

第6 医療計画に係る報告等

都道府県ごとの実情を把握し適正な医療計画の推進に資するため、法第30条の4
第16項の規定に基づく医療計画の厚生労働大臣への報告にっいては、次のとおり取
り扱う。

1 医療計画の厚生労働大臣への報告
a)報告事項

①医療計画及びその概要並びに付属資料
②公示の方法(都道府県の公報の写し等を添付)

③原案作成年月日、市町村及び保険者協議会からの意見聴取年月日、都道府県
医療審議会への諮問年月日及び答申年月日、公示年月日
④必須指標・推奨指標等による現状把握の結果
⑤目標項目の数値の年次推移や施策の進捗状況の評価

(注1)⑤については、医療計画の対象期間の当初から1年ごとに提出すること
(注2)①・④・⑤については、紙媒体及び電子媒体で提出すること
(2)紙媒体の提出部数 5部

(3)報告時期

医療計画及びその概要並びに付属資料は公示前とし、その他の印刷物がある場
合は公示後速やかに報告するものとする。

なお、例えば5疾病・5事業及び在宅医療の医療連携体制において、医療機能
を担う医療機関の記載を変更した場合など、法第30条の6の規定に基づかない計
画変更の場合には、報告の対象としないこととする。

2 法第27条の2第1項、第30条のH、第30条の12第2項及び第30条の17の規定に基
づく勧告等の実施状況の報告

(D 報告事項男1絲氏様式3~6-2

病院又は診療所名、開設者又は管理者氏名、病院又は診療所所在地、開設等申
請年月日、申請病床数、申請病床の種別、要請年月日、勧告年月日命令年月日、
都道府県医療審議会の意見、勧告に対する申請者の対応、その他参考事項等
(2)提出部数 4部

f

(3)報告時期

要請、勧告又は命令をそれぞれ行った日の属する月の翌月の10日までとする。

J
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ただし、「勧告に対する反応」等が相当遅れる場合は、当該部分のみ後日報告す
るものとする。

なお、公的医療機関等に対する法第7条の2第3項又は第30条の15第6項の規
定に基づく命令又は法第30条の16第1項の規定に基づく指示を行った場合にっ
いても号1絲氏様式に準じて報告すること。

偶1絲氏様式3 ~ 6 -2)
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偶11紙様式 1)

厚生労働大臣

医療法第30条の4第7項の規定による病床数の加算について関係書類を添付し、次のと

おり申請いたします。

添付書類

1 都道府県医療審議会の意見を記載した書面

2 関係地域の地図その他参考となる書類

殿

医療法第30条の4第7項の規定に基づく承認について

1 加算すべき病床数

都道府県知事

3

月

加算する地域

4 加算を必要とする

理由

5 加算しようとする

病床数の算定根拠

6 関係医療施設の現

況と計画

2 加算する病

床の種別

7 備

記載上の注意

「4 加算を必要とする理由」の欄には、特定の疾病の多発等のため特定の病院を整

備しようとする場合にはその旨、並びに当該病院の整備計画の概要及び設置場所選定の

理由等を記載すること。

考

号
日

番
年



(別紙様式2)

厚生労働大臣

医療法第30条の4第8項(又は第9項)の規定に基づく承認について

医療法第30条の4第8項(又は第9項)の規定による病床数の特例について関係書類を

添付し、次のとおり申請いたします。

添付書類

1 都道府県医療審議会の意見を記載した書面

2 関係地域の地図その他参考となる書類

殿

1 特例とすべき病床

数

都道府県知事

3

月

特例とする地域

4 特例を必要とする

理由

5 特例,としようとす

る病床数の算定根拠

6 関係医療施設の現

況と計画

2 特例とする

病床の種三11

7 備

記載上の注意

「4 特例を必要とする理由」の欄には、特定の疾病の多発等のため特定の病院を整

備しようとする場合にはその旨、並びに当該病院の整備計画の概要及び設置場所選定の

理由等を記載すること。

考

号
日

番
年



偶嘱氏様式3)

医療法第27条の2の規定に基づく勧告及び命令の実施状況報告

病院又は診療所名

命令に対する反応

設者又

理者氏

病院又は診療所

所在地

その他参考事項

申請病床数

(病床機能別)

勧 年月

都,道府県医療

審議会の意見

日

勧告に対する反応

条件付許可病床数

(病床機能別)

命 年月

都道府県医療

審議会の意見

日

告

令

開
管

は
名



(別紙様式4)

病院又は診療所名

医療法第30条のHの規定に基づく勧告の実施状況報告

.ノ

者設

理者

申請病床の種別

病院又は診療所

所在地

その他参考事項

開設等申請年月日

、1

申請病床数

勧 年月

都道府県医療

審議会の意見

日

勧告に対する

申請者の対応

告

開
管

又
氏
は
名



偶リ紙様式5)

医療法第30条の 12第1項の規定において読み替えて準用する第7条の2第3項の

規定に基づく要請及び同条第2項の規定に基づく勧告の実施状況報告

病院又は診療所名

その他参考事項

者設

理者

病院又は診療所

所在地

勧告対象病床数

(病床の種別)

削減要請年月日

都道府県医療

審議会の意見

要請に対する反応

勧 年月

都道府県医療

審議会の意見

削減要請病床数

(病床の種別)

日

勧告に対する反応

告

開
管

又
氏
は
名



偶1採氏様式6

医療法第30条の 15第7項において読み替えて準用する同条第6項の規定に基づく

要請及び第30条の17の規定に基づく勧告の実施状況報告

1)

病院又は診療所名

その他参考事項

者設

理者

病院又は診療所

所在地

基準日病床機能

要請年月

都道府県医療

審議会の意見

日

要請に対する反応

勧

基準日後病床機能

都道府県医療

審議会の意見

年月 日

勧告に対する反応

告

開
管

又
氏
は
名



偶1採氏様式6

医療法第30条の16第2項において読み替えて準用する伺条第1項の規定に基づく

要請及び第30条の17の規定に基づく勧告の実施状況報告

2)

病院又は診療所名

勧告に対する反応

者又設

理者氏

病院又は診療所

所在地

その他参考事項

転換要請年月日

転換を要請した

病床機能

都道府県医療

審議会の意見

要請に対する反応

勧

都道府県医療

審議会の意見

年月

転換を要請した

病床数

日告

開
管

は
名



(別添)

地域医療構想策定

ガイドライン



はじめに

1)地域医療構想策定ガイドライン等に関する検討会の経緯

0 本検討会は、平成26年(2014年) 6月の「地域における医療及び
介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法
律」(平成26年法律第83号。以下「医療介護総合確保推進法」とい
う。)の成立・公布を受け、同年9月に告示された「地域における医
療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針」(平成26年厚
生労働省告示第354号。以下「医療介護総合確保方針」という。)を
踏まえ、同月18日に設置された。

0 医療介護総合確保推進法は、平成25年(2013年)に成立した「持
続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律」
(平成25年法律第112号)に基づく措置として、効率的かっ質の高
い医療提供体制を構築するとともに、地域包括ケアシステムを構築
することを通じ、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進
するため、医療法(昭和23年法律第205号)を始めとする関係法律
にっいて所要の整備等を行うものとされ、この中で医療計画の一部
として「地域医療構想」が位置付けられるとともに、その実現を目
的に什窃議の場」を構想区域ごとに設置することとなった。

また、一般病床の機能分化を進め、急、性期医療への人的資源の集
中化を図るための具体的方策にっいて検討を行うために平成23年
(2011年)12月から開催された「急、性期医療に関する作業グループ」
の取りまとめにおいて、医療機関が、その有する病床の機能区分の
現状と今後の方向を選択し、病棟単位で、都道府県に報告する、「病
床機能報告制度」を開始することが合意された。さらに、「病床機能
情報の報告・提供の具体的なあり方に関する検討会」において、そ
の報告内容等の検討を重ねた上で、この病床機能報告制度が平成26
年(2014年)10月から始まり、初年度分については、平成27年(2015
年) 3月中に取りまとめられる予定である。当該報告は、今後毎年
行われることとなる。

0 本検討会では、都道府県において平成27年度(2015年度)以降、
地域医療構想を策定する際に、一般病床及び療養病床に係る高度急
性期、急性期、回復期及び慢性期の将来(平成37年、2025年を想定)
における病床の必要量(以下「必要病床数」という。)を推計するだ
けではなく、地域の実情に応じた課題抽出や実現に向けた施策を住
民を含めた幅広い関係者で検討し、合意をしていくための過程を想
定し、さらには各医療機関の自主的な取組や医療機関相互の協議が
促進され、地域医療全体を佑瞰した形で地域医療構想が実現してい
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くことを視野に入れ、 9回の検討を重ね、議論を深め、国民の理解

が得られるよう丁寧な記載をするという考え方で、地域医療構想の

策定プロセスを取りまとめたところである。

0 また、地域医療構想の策定プロセスと併せて、什窃議の場」の設置・

運営に係る方針を含め、策定した地域医療構想の達成の推進や、病

床機能報告制度において報告される情報の公表の在り方についても

検討を行った。地域医療構想は、策定するだけでは十分ではなく、

実現に向けた取組等と併せてこそ意味があることから、これらを密

接不可分なものとして、地域医療構想策定ガイドラインの形で、取

りまとめたところである。

なお、什窃議の場」は、地域医療構想の実現において重要な役割を

担うことから、「地域医療構想調整会議」と呼称することとした。

2)ガイドラインの位置付け

0 厚生労働省においては、本ガイドラインに基づいて関係する省令、

告示、通知等を制定又は改正するとともに、都道府県が法令の範囲

内で本ガイドラインを参考に、地域の実情に応じた地域医療構想の

策定が進むよう、周知を図られたい。また、都道府県における地域

医療構想の策定状況やその後の進捗状況について把握し、適宜、地

域医療構想に関する都道府県職員を含めた関係者への研修の実施や

情報の提供を行うほか、必要に応じて技術的助言を行うとともに、

今後とも更なるデータの収集と活用を通じて、より適切な推計方法

に関する取組を進められたい。

0 一方、都道府県においては、医師会等の医療関係者や、保険者、

市町村だけではなく、住民との十分な連携の下、地域医療構想を策

定するとともに、おおむね10年後である平成37年(2025年)に向

けて、拙速に陥ることなく確実に、将来のあるべき医療提供体制の

実現に向け、各医療機関の自主的な取組等を促すとともに、住民の

医療提供体制に関する理解や、適切な医療機関選択や受療が行われ

るよう、周知を始めとする取組を推進されたい。また、地域医療構

想を策定する際には、地域医療(精神、感染症等に係る入院医療や

外来医療、在宅医療、歯科医療、薬局等を含む。)全体を見据えた上

で、五疾病(がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病及び精神疾患)、

五事業(救急医療、災害時における医療、へき地の医療、周産期医

療及び小児救急医療を含む小児医療)等の医療計画において既に記

載されている内容も踏まえて検討されたい。
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0 高齢化の進展に伴い、医療需要が増大する中で、病床の機能の分

化及び連携を推進するためには、病床の機能区分ごとの整備だけで

なく、医療法での人員配置等についても、病床の機能区分に応じた

ものとしていく必要があるとともに、介護分野での対応を拡充する

必要がある。厚生労働省においては、第7次医療計画及び第7期介

護保険事業(支援)計画の策定に向け、病床機能報告制度の今後の

在り方を検討し、地域医療構想の実現に向けた取組を進めるに際し

て、地域の医療需要に円滑に対応できる人員配置等を調えることの

検討を進めるとともに、今後、入院医療ではなく在宅医療等で対応

することとした者の介護分野等での対応方針を早期に示されたい。

また、第7次医療計画の策定に向け、地域医療構想の策定や実現に

向けた取組を進める過程で生じる新たな課題を把握し、同計画の策

定指針等を検討する際に反映されたい。
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地域医療構想の策定

0 地域医療構想の策定プロセスについて整理すると、以下となる。

【策定プロセス】

1 地域医療構想の策定を行う体制の整備※

2 地域医療構想の策定及び実現に必要なデータの収集・分析・共有

※地域医療構想調整会議は、地域医療構想の策定段階から設置も検討

3 構想区域の設定※

4 構想区域ごとに医療需要の推計※

※二次医療圏を原則としっつ、①人口規模、②患者の受療動向、③疾病構
造の変化、④基幹病院までのアクセス時間等の要素を勘案して柔軟に設定

5 医療需要に対する医療供給(医療提供体制)の検討※

※ 4機能(高度急性期、急性期、回復期、慢性期)ごとの医療需要を推計

※高度急性期 ・・他の構想区域の医療機関で、医療を
提供することも検討(アクセスを確認)

急性期 一部を除き構想区域内で完結
回復期

基本的に構想区域内で完結
慢性期

※現在の医療提供体制を基に、将来のあるべき医療提供体制について、
構想区域間(都道府県間を含む)で調整を行い、医療供給を確定

6 医療需要に対する医療供給を踏まえ必要病床数の推計

7 構想区域の確認

^
実現に向けた取組とPDCA

地域医療介護総合確保基金の活用

必要病床数と平成26年度の病床機能報告制度による集計数の比較

8 平成37(2025)年のあるべき医療提供体制を実現するための施策を検討

(参考)策定後の取組

毎年度の病床機能報告

制度による集計数

6

地域医療構想の

必要病床数

仕ヒ較)

主な疾病

ごとに検討

今
構想区域内の医療機関の自主的な取組

地域医療構想調整会議を活用した

医療機関相互の協議



地域医療構想の策定を行う体制等の整備

0 地域医療構想は医療計画の一部であることから、その策定に当たっては、

医師会等の診療又は調剤に関する学識経験者の団体の意見を聴くととも
に、都道府県医療審議会1、市町村及び保険者協議会2の意見を聴く必要が
ある(医療法第30条の4第13項及び第14項)。なお、都道府県医療審議
会にっいては、地域医療構想が医療計画に含まれることを踏まえた委員の

選出を行うこととする。

0 また、地域医療構想の策定段階から地域の医療関係者、保険者及び患

者・住民の意見を聴く必要があることから、都道府県においては、タウン

ミーティングやヒアリング等、様々な手法により、患者・住民の意見を反

映する手続をとることや、構想区域ごとに既存の圏域連携会i拶等の場を
活用して地域の医療関係者の意見を反映する手続をとることを検討する

必要がある。なお、この段階で策定後を見据えて地域医療構想調整会i謝を
設置し、構想区域全体の意見をまとめることが適当である。

ーニコ

0 現行の医療計画の策定プロセスと同様に、地域医療構想の策定に当たっ

ても、都道府県医療審議会の下に専門部会やワーキンググループ等を設置
して集中的に検討することが考えられるが、そのメンバーについては、代

表性を考慮するとともに、偏りがないようにすることが必要である。

0 タウンミーティング等は、一部の同一人物が出席することにならないよ

う、できるだけ広く意見を集めること、また、ヒアリングにおいても、

般公募を行ったり、発言しやすいような配慮を行うことが必要である。

0 在宅医療の課題や目指すべき姿にっいては、市町村介護保険事業計画5

1都道府県医療審議会(医療法第71条の2)※平成27年4月1日時点の医療法。以下同じ。
都道府県知事の諮問に応じ、当該都道府県における医療を提供する体制の確保に関する重要事項を調査審議
するため都道府県に置かれる。

2保険者協議会(高齢者の医療の確保に関する法律第157条の2第1項(平成27年4月1日時点))
医療保険の加入者の高齢期における健康の保持のために必要な事業の推進並びに高齢者医療制度の円滑な
運営及び当該運営への協力のため、保険者及び後期高齢者医療広域連合が、共同して都道府県ごとに組織する
協議会。

3圏域連携会議(医療計画作成指針(平成24年3月30日))
都道府県が医療計画を策定する際、必要に応じて圏域ごとに関係者が具体的な連携等にっいて協議する場。

4地域医療構想調整会議(医療法第30条の14)
都道府県が、構想区域その他当該都道府県の知事が適当と認める区域ごとに、診療に関する学識経験者の団
体その他の医療関係者、医療保険者その他の関係者との間に設ける「協議の場」の名称。医療計画において定
める将来の病床数の必要量を達成するための方策等について協議する。

5市町村介護保険事業計画(介護保険法第Ⅱ7条)
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との整合性に留意する必要があることから、地域医療構想の策定段階から

市町村の意見を聴取することが必要であり、その際には、既存の圏域連携
会議等を活用することが望ましい。

0 策定された地域医療構想は、遅滞なく厚生労働大臣に提出するとともに、

その内容を公示することとする(医療法第30条の4第 15項)。その際、

住民に知ってもらうことが重要であることから、都道府県報やホームペー

ジによる公表や、プレスリリース等によりマスコミに周知するなど、幅広

い世代に行き渡る手段を用いて公表方法を工夫することが必要である。

2 地域医療構想の策定及び実現に必要なデータの収集、分析及び共有

0 地域医療構想の策定に当たっては、医療提供体制の構築だけではなく 、

地域包括ケアシステム6の構築についても見据える必要があり、そのため

には、医療機関の自主的な取組や医療機関相互・地域の医療関係者間の協
議等による連携が不可欠となる。

0 地域医療構想の実現に向けて、各医療機関の自主的な取組及び医療機関

相互の協議を促進するためには、共通認識の形成に資する情報の整備が必

要となる。また、こうした情報は、患者力江里解することにより、より適切

な医療機関の選択や医療の受け方につながることから、情報に対する丁寧

な説明を行い、患者・住民、医療機関及び行政の情報格差をなくすよう努
めるべきである。

0 これらの基礎となるデータは、厚生労働省において一元的に整備して都

道府県に提供(技術的支援)することとするが、都道府県は、関係者と共

有したり、協議や協力により所要の整備をすることが必要となる。その際、

医療機関の協力を得て、病床機能報告制度7等により、有用なデータが報

・提出されていることから、これらの活用も必要な視点となる。

0 なお、病床機能報告制度については、初年度においては、他の医療機関

市町村が定める、三年を一期とする当該市町村が行う介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計
画。

6地域包括ケアシステム(医療介護総合確保促進法第2条第1項)

旺也域包括ケアシステム」とは、地域の実情に応じて、高齢者が、可能な限り、住み慣れた地域でその有す
る能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防(要介護状態若しくは要支援
状態となることの予防又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。)、住まい及び自
立した日常生活の支援が包括的に確保される体制をいう。

7病床機能報告制度(医療法第30条の 13)

医療機関が、その有する病床(一般病床及び療養病床)の機能区分、構造設備、人員配置等に関する項目
及び具体的な医療の内容に関する項目を都道府県に報告する制度。

8
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の報告状況や地域医療構想及び同構想の病床の必要量(必要病床数)等の

情報を踏まえていないことから、医療機関別、二次医療圏8等の地域別、
病床の機能区分別等の比較をする際には、十分に注意する必要がある。

0 以上のことを踏まえ、地域医療構想の策定及び実現に必要な情報(デー

タ)を別紙、(56-57 頁)に示す。

3 構想区域の設定

0 地域医療構想の検討を行うため、まずは構想区域の設定を行い、構想区

域及び医療需要に対応する医療供給(医療提供体制)を具体化する必要

がある。

0 構想区域の設定に当たっては、現行の二次医療圏を原則としつつ、あら

かじめ、人口規模、患者の受療動向、疾病構造の変化、基幹病院までの

アクセス時間の変化など将来における要素を勘案して検討する必要があ

る。

0 また、地域医療介護総合確保基金9の根拠となる地域における医療及び

介護の総合的な確保の促進に関する法律(平成元年法律第64号。以下「医
療介護総合確保促進法」という。)では、地理的条件、人口、交通事情そ

の他の社会的条件、医療機関の施設及び設備並びに公的介護施設等及び特

定民間施設の整備の状況その他の条件からみて、医療及び介護の総合的な

確保の促進を図るべき区域として医療介護総合確保区域の設定を求めて

おり、さらに、医療介護総合確保方針1゜1こおいては、同区域に関して、都

道府県は、「二次医療圏及び老人福祉圏域11を念頭に置きつつ、地域の実

情を踏まえて設定するものとする」とされており、地域医療構想に関連す

る区域は相互に整合的な設定が求められている。

8二次医療圏(医療法第30条の4第2項第9号)
地理的条件等の自然条件や交通事情等の社会的条件、患者の受療動向等を考慮して、一体の区域として入院
に係る医療を提供する体制の確保を図る地域的な単位。

9地域医療介護総合確保基金(医療介護総合確保促進法第6条)
都道府県が計画した、医療及び介護の総合的な確保に関する目標を達成するために必要な事業(病床の機能
分化.連携、在宅医療・介護の推進等)に要する経費を支弁するため、消費税増収分を活用して、都道府県に
設置する基金。

10医療介護総合確保方針(医療介護総合確保促進法第3条)
地域において効率的かっ質の高い医療提供体制を構築するとともに地域包括ケアシステムを構築すること
を通じ、地域における医療及び介護を総合的に確保司、るための基本的な方針。

Ⅱ老人福祉圏域(介護保険法第Ⅱ8条第2項)

介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込みを定める単位となる圏域。
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0 なお、現行の二次医療圏と異なる構想区域を設定することも可能である

が、その場合には、以降に示す検討過程において将来における要素を必
ず勘案する必要がある。

0 一方で、二次医療圏は、一般病床及び療養病床の入院医療を提供するー

体の区域として設定するものであり、平成24年(2012年) 3月に厚生労

働省が示した医療計画作成指針において、①人口規模が20万人未満、②
流入患者割合が20%未満、③流出患者割合が20%以上の全てに当てはま

る場合は、圏域設定を見直すことを求めたところである。しかしながら、

既設の圏域間では人口規模、面積や基幹病院へのアクセスに大きな差が

あり、大幅な入院患者の流出入がみられる圏域など、一体の区域として

成立していないと考えられるものも依然として存在している。また、 5

疾病・5事業において圏域を定める場合は、各疾病等で構築すべき医療

提供体制に応じて設定することから必ずしも二次医療圏域と一致する必

要はないため、地域の実情に応じて柔軟に設定している都道府県がある。

図1

兵庫県には2次保健医療圏域は10圏域あるが、疾患・事業ごとに地域の実情に応じて圏域を柔軟に
設定している。

・心筋梗塞、脳卒中医療圏域:2次保健医療圏域のうち阪神北と丹波を1つとした9圏域
救急医療圏域:2次保健医療圏域のうち但馬を北但馬、西南但馬の2つに、東播磨を東播磨と明石

の2つに分けた12圏域

・2次小児救急医療圏域:2次保健医療圏域のうち阪神北を2つに分けたれ圏域

・周産期医療圏域.2次保健医療圏域のうち神戸と阪神北の一部を、阪神北の一部と阪神南を、北
播磨と東播磨を中播磨と、西播磨をそれぞれ統合した7圏域

1,¥、」, ン、"tl 'J、
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二次保健医療圏
がん医療圏

脳卒中医療圏

急性心筋梗塞医療圏

糖尿病医療圏

精神疾患医療圏

(精神科救急医療圏)

救急医療圏

2次小児救急医療圏

小児医療連携圏域

周産期医療圏域

」ン 1 、、J'と 0 ]、,

圏西

10

10

神戸

9

9

阪神北

10

10

'゛゛"、'

丹波

5

12

阪神南北播磨東播磨中播磨西播磨

11

※1

8

7

※2

※1

※は同一医療圏

※2

但馬 淡路

10



團.,..、、,ー、,,兵序県2次保健医癒圏域'興,、,赫_煮誕、

西播磨

[亙亙コ

■禽

質盲

1-'1:王^]..,、""
1鵠4 便 f^'.'.
^^

0 以上のことを踏まえ、構想区域の設定に当たっては、病床の機能区分と

の関係にっいて、高度急性期は診療密度が特に高い医療を提供することが
必要となるため、必ずしも当該構想区域で完結することを求めるものでは

ない。なお、高度急性期から連続して急性期の状態となった患者で、同一

機能の病床に引き続いて入院することはやむを得ない。一方、急、性期、回

復期及び慢性期の機能区分については、できるだけ構想区域内で対応する

ことが望ましい。

0 具体的には、緊急、性の高い脳卒中、虚血性心疾患を含む救急医療につい

ては、アクセス時間等を考慮した上で、当該診療を行う医療機関がより近

距離にある場合は構想区域を越えて流出入することもやむを得ない。一方

で、高齢者の肺炎や大腿骨頸部骨折など回復期にっなげることの多い疾患
につぃては、構想区域内で対応する必要がある。

0 地域医療構想は平成37年(2025年)のあるべき医療提供体制を目指す

ものであるが、設定した構想区域が現行の医療計画(多くの都道府県で平

成25年度(2013年度)~平成29年度(2017年度))における二次医療圏

と異なっている場合は、平成 36年(2024年) 3月が終期となる平成 30

北播磨
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腔島■

巨垂口
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陶鼻功C卑

〔玉亙コ

神戸

0

阪神南

第6次兵庫県保健医療計画より
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年度(2018年度)からの次期医療計画の策定において、最終的には二次

医療圏を構想区域と一致させることが適当である。

4 構想区域ごとの医療需要の推計

0 平成37年(2025年)における病床の機能区分ごとの医療需要(推計入

院患者数)は、構想区域ごとの基礎データを厚生労働省が示し、これを基

に都道府県が構想区域ごとに推計することとする。

0 なお、以下の推計方法は、構想区域全体における医療需要の推計のため

の方法である。このため、この推計方法の考え方が、直ちに、個別の医療

機関における病床の機能区分ごとの病床数の推計方法となったり、各病棟

の病床機能を選択する基準になるものではない。

0 このうち、高度急性期機能、急性期機能及び回復期機能の医療需要につ

いては、平成25年度(2013年度)※のN DBのレセプトデータ12及びD P

Cデータ131こ基づき、患者住所地別に配分した上で、当該構想区域ごと、

性・年齢階級別の年間入院患者延べ数(人)を365(日)で除して 1日当

たり入院患者延べ数を求め、これを性・年齢階級別の人口で除して入院受

療率※※とする。この性・年齢階級別入院受療率を病床の機能区分ごとに

算定し、当該構想区域の平成37年(2025年)における性・年齢階級別人

口を乗じたものを総和することによって将来の医療需要を推計すること

とする。その際、 NDBのレセプトデータ及びDPCデータに含まれない

正常分娩、生活保護、労災保険、自動車損害賠償責任保険等のデータの補

正を行うこととする。

※平成25年(2013年)のデータに基づくため、平成26年度(2014

年度)診療報酬改定のより導入された地域包括ケア病棟等については、

本推計には含まれていない。

12NDBのレセプトデータ

NDB (NationalDatab郎0)とは、レセプト情報・特定健診等情報データベースの呼称である。高齢者の医
療の確保に関する法律第16条第2項に基づき、厚生労働大臣が医療保険者等より収集する診療報酬明細書及
び調剤報酬明細書に関する情報並ぴに特定健康診査・特定保健指導に関する情報をNDBに格納し管理してぃ
る。なお、診療報酬明細書及び調剤報酬明細書はレセプトとも呼ばれる。

13DP Cデータ

DPC Φiagnosis pTooodurocombination)とは、診断と処置の組み合わせによる診断群分類のこと。 DPC を利
用した包括支払システムを DPC/PDPS(peT-Diempaymentsystem; 1日当たり包括支払い制度)という。DPC/PDPS
参加病院は、退院した患者の病態や実施した医療行為の内容等についての調査データを全国統一形式の電子デ
ータとして提出している。これを本ガイドラインでは、 DPCデータと呼ぶ。
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※※患者住所地が明らかでない被用者保険利用者の医療需要を患者

住所地構想区域ごとに推計する方法については、まず被用者保険利用

者の医療需要を医療機関所在地構想区域ごとに推計した上で、当該都

道府県の国民健康保険・後期高齢者医療制度のレセプトデータを用い

て各医療機関所在地構想区域における患者住所地構想区域ごとの患

者数の分布割合を算出し、被用者保険利用者の医療需要をこの分布割

合に従って按分する。

なお、平成37年(2025年)の性・年齢階級別人口については、国立社

会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口(平成25年(2013

年) 3月中位推計)』を用いることとする。

2025年の医療需要の推計方法

構想区域の2025年の医療需要

齢階級別の入院受療率 X

計人口]を総和したもの

0 また、慢性期機能の医療需要については、入院受療率の地域差が生じて

いることから、この差を一定の幅の中で縮小させる目標を設定することと

する。

0 このため、前記(2025年の医療需要の推計方法)の他の病床の機能区

分の医療需要の推計方法を基に、目標設定を加味することにより、慢性期

機能の医療需要を推計することとする。

[当該構想区域の2013年度の性・年

当該構想区域の2025年の性・年齢階級別推

(1)高度急性期機能、急性期機能及び回復期機能の需要推計の考え方

0 病床の機能区分ごとの医療需要について、できる限り、患者の状態や診

療の実態を勘案して推計するよう、一般病床の患者(回復期りハビリテー

ション病棟入院料、療養病棟入院基本料、有床診療所療養病床入院基本料、

障害者施設等入院基本料、特殊疾患病棟入院料及び特殊疾患入院医療管理

料を算定した患者を除く。)のNDBのレセプトデータやDPCデータを

分析することとする。

0 具体的には、、患者に対して行われた医療の内容に着目することで、患者

の状態や診療の実態を勘案した推計になると考えられることから、患者に

対して行われた診療行為を診療報酬の出来高点数で換算した値(以下「医

13



療資源投入量」という。)で分析していくこととする。その際、看護体制

等を反映する入院基本料を含めた場合、同じような診療行為を行った場合

でも医療資源投入量に差が出ることから、推計における医療資源投入量に

入院基本料相当分は含まないこととする。したがって、推計における医療

資源投入量とは、患者の1日当たりの診療報酬の出来高点数の合計から入

院基本料相当分,りハビリテーション料の一部を除いたものとする。

0 急、性期機能については、病床機能報告制度において、『急性期の患者に

対し、状態の早期安定化に向けて医療を提供する機能』と定義されている。

0 また、DPCデータの分析による医療資源投入量と入院日数との関係を

見てみると、入院日数の経過につれて、医療資源投入量が逓減していく傾

向があることが分かる。この医療資源投入量の逓減の傾向を踏まえると、

医療資源投入量が一定程度、落ち着いた段階が患者の状態が安定した段階
であると考えられる。

0 これらを踏まえ、入院から医療資源投入量が落ち着く段階までの患者数

を高度急性期機能及び急性期機能で対応する患者数とし、急性期機能と回

復期機能とを区分する境界点(C2)を600点として推計を行うこととす

る6

0 高度急、性期機能については、病床機能報告制度において、『急、性期の患

者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い医療を提供す

る機能』と定義されていることを踏まえ、医療資源投入量が特に高い段階

の患者数を高度急性期機能で対応する患者数とすることとする。

0 具体的には、病床機能報告制度において、高度急性期機能に該当する病

棟の例として、救命救急病棟や ICU、 HCU等が例示されているが、そ

の他の病棟にも高度急性期機能の定義に該当する患者がいることを前提

とした上で、救命救急病棟やICU、HCU等に入院するような患者像も

参考にして、高度急性期機能で対応する患者数とし、高度急性期機能と急

性期機能とを区分する境界点(C I)を3,000点として推計を行うことと

する。

0 回復期機能については、病床機能報告制度において、

『・急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やりハビリテーショ

ンを提供する機能

・特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頸部骨折等の患者に対し、
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ADL (日常生活における基本的な動作を行う能力)の向上や在宅復

帰を目的としたりハビリテーションを集中的に提供する機能(回復期

リハビリテーション機能)』

と定義されている。

なお、在宅復帰する患者は、居宅で訪問診療を受ける者、施設で訪問

診療を受ける者、医療機関に通院する者等を含む。

0 このため、在宅等においても実施できる医療やりハビリテーシヨンに相

当する医療資源投入量として見込まれる 225点を境界点(C3)とした上

で、在宅復帰に向けた調整を要する幅を更に見込み175点で区分して推計

するとともに、回復期りハビリテーション病棟入院料を算定した患者数

(一般病床だけでなく療養病床の患者も含む。)を加えた数を、回復期機

能で対応する患者数とする。なお、175点未満の患者数については、慢性

期機能及び在宅医療等※の患者数として一体的に推計することとする。

※在宅医療等とは、居宅、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費

老人ホーム、有料老人ホーム、介護老人保健施設、その他医療を受ける

者が療養生活を営むことができる場所であって、現在の病院・診療所以

外の場所において提供される医療を指し、現在の療養病床以外でも対応

可能な患者の受け皿となることも想定。

高度急性期機能、急性期機能、回復期機能の医療需要の推計イメージ図3

医 源入

(点)

CI:3000点・

C2:600点一

C3:22 点一
見込まれる幅

※在宅復帰に向けた調整を要する幅を見込み175点で区分して推計する
は、慢性期機能及び在宅医療等の患者数として一体的に推計する

高度急性期機能の患者延べ数

急性期機能の患者延べ数

回復期機能の患者延べ数

入院からの日数

なお、175点未満の患者数について
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図4 病床の機能別分類の境界点の考え方

高度急性期

医療資源投入量

急性期

CI

3,000点

回復期

救命救急病棟やICU、HCUで実施するような重症者に対する診療
密度が特に高い医療(一般病棟等で実施する医療も含む)から、
一般的な標準治療へ移行する段階における医療資源投入量

C2

600点

※

基本的考え方

※在宅復帰に向けた調整を要する幅を見込み175点で区分して推計する。なお、175点未満の患者数については、慢性期機能及び在宅医療等の
患者数として一体的に推計する。

急性期における医療が終了し、医療資源投入量が一定程度落ち
着いた段階における医療資源投入量

C3

225点

(2)地域の実情に応じた慢性期機能と在宅医療等の需要推計の考え方

i 慢性期機能の需要推計の考え方について

0 慢性期機能については、病床機能報告制度において、

『・長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能

・長期にわたり療養が必要な重度の障害者(重度の意識障害者を含む)、

筋ジストロフィー患者又は難病患者等を入院させる機能』

と定義されている。

0 療養病床については、主に慢性期機能を担っているが、現在、報酬が包

括算定であるために、一般病床のように医療行為を出来高換算した値(医

療資源投入量)に基づく分析を行うことは難しい。また、地域によって、

在宅医療の充実状況や介護施設等の整備状況なども異なっている中で、療

養病床数には大きな地域差がある状況である。このため、慢性期機能の推

在宅等においても実施できる医療やりハビリテーションの密度に
おける医療資源投入量

ただし、境界点に達してから在宅復帰に向けた調整を要する幅の医
療需要を見込み175点で推計する。
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計においては、医療資源投入量を用いず、慢性期機能の中に在宅医療等で

対応することが可能と考えられる患者、数を一定数見込むという前提に立

つた上で、療養病床の入院受療率の地域差を縮小するよう地域が一定の幅

の中で目標を設定することで、これに相当する分の患者数を推計すること

とする。

0 具体的には、平成25年度(2013年度)のNDBのレセプトデータによ
る療養病床の入院患者数のうち、医療区分1の患者の 70%を在宅医療等

で対応する患者数として見込むこととする。また、その他の入院患者数に

つぃては、入院受療率の地域差を解消していくこととし、以下の「ii」又

は「i山の入院受療率を平成37年(2025年)における性・年齢階級別人

口に乗じて慢性期機能の医療需要を推計する。

0 一般病床の障害者・難病患者(障害者施設等入院基本料、特殊疾患病棟

入院料及び特殊疾患入院医療管理料を算定している患者)については、慢

性期機能の医療需要とする。

Ⅱ 療養病床の入院受療率における地域差の解消について

0 入院受療率の地域差を解消するための目標については、都道府県は、原

則として構想区域ごとに以下のAからBの範囲内で定めることとする。

A 全ての構想区域の入院受療率を全国最小値(県単位で比較した場合の

値。(以下「県単位」という。))にまで低下させる。ただし、受療率が

全国最小値(県単位)未満の構想区域については、平成25年(2013年)

の受療率を用いて推計することとする。

B 構想区域ごとに入院受療率と全国最小値(県単位)との差を一定割合

解消させることとするが、その割合については全国最大値(県単位)が

全国中央値(県単位)にまで低下する割合を一律に用いる。ただし、受

療率が全国最小値(県単位)未満の構想区域については、平成25年(2013

年)の受療率を用いて推計することとする。
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図5 入院受療率の地域差の解消目標

ノくタ^ンA
全ての構想区域が
全国最小値(県単位)まで入院
受療率を低下する。

※ただし、受療牢が全国最小値{県単位}未満の幡想区域こつい
ては、平成25年(20B年)の受療率を用いて推計することとす

最小 最大
(構想区域) (想区域)

現在

中央値(県)

2025年

Ⅲ入院受療率の目標に関する特例について

0 介護施設や高齢者住宅を含めた在宅医療等での対応が着実に進められ

るよう、以下の要件に該当する構想区域については、「ii」により定めた

入院受療率の目標の達成年次を平成37年(2025年)から平成42年(2030

年)とすることができることとする。その際、平成37年(2025年)にお

いては、平成42年(2030年)から比例的に逆算した入院受療率を目標と

して定めるとともに、平成42年(2030年)の入院受療率の目標及び当該

入院受療率で推計した平成37年(2025年)の病床の必要量も併せて地域

医療構想に定めることとする。

【要件】

① Bにより入院受療率の目標を定めた場合における当該構想区域の
慢性期病床の減少率が全国中央値※よりも大きい

かつ

②当該構想区域の高齢者単身世帯割合が全国平均よりも大きい

※I Bにより入院受療率の目標を定めた場合において、慢性期病床が減少する構想

区域の平成25年(2013年)と平成37年(2025年)を比較した減少率の中央値。

上記要件に該当する構想区域において、目標達成年次を平成42年(2030年)

とした場合の平成37年(2025年)における慢性期病床の減少率について、①の

減少率の全国中央値を下回らないようにする。

※2 都道府県は、上記「ii」、「iii」により入院受療率の目標を設定し、当該入院受

入院受療率 1

最小(県)

ノくターンB

構想区域ごとに入院受療率と全国最小値(県単
位)、との差を一定割合解消させることとするが、
その割合については全国最大値(県単位)が全
国中央値(県単位)にまで低下する割合を一律
に用いる。

※ただし、受療率が全国轟小値(県単位)未満の幡想区域こつい
ては,平成25年(20B年)の受療率を用いて推計することとすろ

最小最小 最大最大
(構想区域)(県) (構想域)()

現在

2025年
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療率で推計した慢性期病床の必要量の達成を目指すこととするが、厚生労働大臣

が認める構想区域において、当該慢性期病床の必要量の達成が特別の事情により

著しく困難となった場合には、都道府県は、厚生労働大臣が認める方法により、

入院受療率の目標を変更することができることとする。

.「厚生労働大臣が認める構想区域上都道府県全体の慢性期病床の減少率が

全国中央値を上回っている都道府県の構想区域(当該構想区域の慢性期病床の

平成25年(2013年)と平成37年(2025年)を比較した減少率が全国中央値

を上回っている構想区域に限る。)その他これに類する構想区域とする。

・「特別の事情上やむを得ない事情により、在宅医療等の充実・整備が大幅

に遅れることが見込まれる場合や高齢者単身世帯及び高齢者夫婦のみ世帯が

著しく増加するなどの社会的事情の大きな変化が見込まれる場合など、その他

これと同等と認められる事情であって、都道府県及び厚生労働省においてやむ

を得ないと認める事情とする。

・「厚生労働大臣が認める方法」とは、当該構想区域の慢性期病床の減少率が

全国中央値を下回らない範囲を目安として、厚生労働省に協議して同意を得た

入院受療率の目標を定めることとする。

iV 在宅医療等での対応の推進について

0 今後、高齢化により増大する医療需要に対応するためには、病床の機能

の分化及び連携により、平成37年(2025年)には、現在の療養病床以外

で対応可能な患者は在宅医療等での対応を促進するとともに、在宅医療等

の充実を支援していくことが必要である。

V 平成25年(2013年)における入院外において継続的な療養を必要とす

る患者数の将来推計について

0 入院外において継続的な療養を必要とする患者の推計については、平成

25年(2013年)に在宅患者訪問診療料を算定している患者の性・年齢階

級別の割合を算出し、これに当該構想区域の平成37年(2025年)1こおける

性・年齢階級別人口を乗ずることによって、在宅医療等の医療需要に含め

て推計する。

0 加えて、介護老人保健施設の施設サービス受給者については継続的な療

養を提供されていることから、平成25年(2013年)の介護老人保健施設
の施設サービス受給者数の性・年齢階級別の割合を算出し、これに当該構

想区域の平成37年(2025年)1こおける性・年齢階級別人口を乗じて総和す

ることによって、在宅医療等の需要に含めて推計する。

19



Vi 慢性期機能及び在宅医療等の推計について

0 将来の慢性期機能及び在宅医療等の医療需要を推計するためには、次の
5つを合計することとする。

①一般病床の障害者数・難病患者数(障害者施設等入院基本料、特殊疾患

病棟入院料及び特殊疾患入院医療管理料を算定している患者数)1こつぃて

は、慢性期機能の医療需要として推計する。

②療養病床の入院患者数のうち、医療区分1の患者数の70%を在宅医療

等で対応する患者数として推計する。また、その他の入院患者数につぃて

は、入院受療率の地域差を解消していくことで、将来時点の慢性期機能及

び在宅医療等の医療需要としてそれぞれを推計する。

③一般病床の入院患者数(回復期りハビリテーション病棟入院料を算定し

た患者数を除く。)のうち医療資源投入量が1乃点未満の患者数につぃて

は、在宅医療等で対応する患者数の医療需要として推計するが、慢性期機

能及び在宅医療等の医療需要については、一体的に推計することとする。

④平成25年(2013年)1こ在宅患者訪問診療料を算定している患者数の性・

年齢階級別の割合を算出し、これに当該構想区域の平成37年(2025年)1こ

おける性・年齢階級別人口を乗じて総和することによって、在宅医療等の

医療需要として推計する。

⑤平成25年(2013年)の介護老人保健施設の施設サービス需給者数の性・

年齢階級別の割合を算出し、これに当該構想区域の平成37年(2025年)1こ

おける性・年齢階級別人口を乗じて総和することによって、在宅医療等の
医療需要として推計する。
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慢性期機能及び在宅医療等の医療需要のイメージ※図6

..'、_'_'②療養病床φ1

、ノ、/1 、1

ノノ、

将

来

0 限られた医療資源の中で住民が安心して地域医療を受けるためには、在
宅医療等の整備が先行した上で、慢性期機能の必要病床数に係る目標に向

けた取組が不可欠である。一方で、医療提供体制や地域包括ケアシステム

の構築のためには、目標の達成が不可欠であることから、住民の理解を深

めるとともに、市町村や地域社会を巻き込んだ、医療だけではない地域全

体としての取組が求められるものである。また、厚生労働省においても、
地域の需要に円滑に対応できる医療法での人員配置等を整えることの検

討を進めることとする。

5.医療需要に対する医療提供体制の検討

※このイメージ図では将来の人口構成の変化を考慮していない.実際には地域における将来の人口構成によって幅の変化が起こる

※※で弓子医療等とは、届宅'」寺夛、'(ホーイ"'ハ..今 j以め場・祈こおイt提供きれる医療を1、し予現才・の療
養病床以外でも対応可能な患者1)受け皿となることも想定.ν

③一般病床
でC3基準未
満の患者数

欧

能及び在宅医療等※※
.

④現時点で訪問診療
を受けている患者数

1 1

1,

1 1

1 1
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0 都道府県は、構想区域ごとの医療需要を基に必要病床数を推計するが、
都道府県間を含む構想区域間の医療提供体制の役割分担を踏まえ、医療需
要に対する供給数(構想区域内の医療機関が入院医療を行う患者数)の増
減を見込む必要がある。

0 その際、構想区域の将来の医療提供体制を踏まえた上で、増減を見込む

構想区域双方の供給数の合計ができる限り一致することを原則に、供給数
の増減を調整する必要がある。このため、大都市圏など特に都道府県間や

構想区域間の医療提供体制の分担が必要となる構想区域の都道府県にお
いては、まず都道府県間の供給数の増減を調整した後で、自都道府県内の

構想区域間の供給数の増減を調整することが適当である。

0 また、地域連携パスの共有など、上記の調整を踏まえて関係する都道府

県や構想区域の医療機関との間で具体的な施策に関する協議が必要な場
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合には、地域医療構想調整会議や医療計画に係る圏域連携会議において合

同会議を開催する等により、関係する構想区域の保健所長、地域医師会等

や医療機関等を交えて協議を行うことが望ましい。

0 なお、構想区域間の供給数の増減の調整については、以下のようなプロ

セスで行う。

都道府県の構想区域ごとに、患者住所地に基づき推計した医療需要

(①)と、現在の医療提供体制が変わらないと仮定した推定供給数(他

の構想区域に所在する医療機関により供給される量を増減したもの)

(②)を比較する。

Ⅱ 都道府県間の①と②の禾離が大きい場合や都道府県間の医療提供

体制の分担が課題になっている場合には、まずは、関係する都道府県

との間で供給数の増減を調整する必要がある。その際、地域医療の連

携の観点からは全ての場合について行うことが望ましい。少なくとも、

平成37年(2025年)の医療需要に対する増減のいずれかがおおむね

20%又は1,000人を超える場合は、調整のための協議を行うこととす

る。

Ⅱ1 都道府県間で供給数の増減を調整する場合には、都道府県の企画部

局(地方自治法(昭和22年法律第67号)の総合計画を所管)や介護

部局(介護保険事業支援計画を所管)、医療関係者の意見を踏まえ、

自都道府県の考え方をまとめることとする。

また、自都道府県内の構想区域間の供給数の増減を調整する場合

も同様に、医療関係者や市町村の意見を踏まえ、自都道府県の考え

方をまとめることとする。

Ⅳ その際、既に医療計画において二次医療圏における医療提供体制が

定められている、がん、脳卒中及び急、性心筋梗塞については、医療計

画を踏まえて構想区域ごとに改めて確認・検討することとし、同様に、

認知症疾患医療センター14や難病医療拠点病院巧(予定)といった関

連する法・制度に基づく医療提供体制についても、構想区域ごとに確

14認知症疾患医療センター

都道府県及び指定都市・が設置する、地域における認知症に対して進行予防から地域生活の維持まで必要な医
療を提供できる機能体制を有する医療機関。

15難病医療拠点病院(難病の患者に対する医療等に関する法律第4条第2項第2号)
難病医療連絡協議会の業務を受託するとともに、連絡窓口を設置し、高度の医療を必要とする患者の受け入
れ等の機能を担う医療機関のこと。
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認・検討することが望ましい。また、これら以外の疾病(例えぱ、発

生頻度の高い肺炎や骨折等)1こついても、適宜、地域の実情に応じて、

構想区域における医療提供体制に関して検討することとする。

V 以上の考え方を踏まえ、都道府県は、関係する都道府県や都道府県

内の医療関係者との間で供給数の増減を調整し、将来のあるべき医療

提供体制を踏まえた推定供給数(③)を確定することとする。なお、

調整に当たっては、丁寧かつ十分な協議を行い、特に都道府県間の調

整においては、通常の議事録の作成に加え、合意を確認できる書面を

作成するなどして、取りまとめておくことが適当である。

6 医療需要に対する医療供給を踏まえた病床の必要量(必要病床数)の

0 将来のあるべき医療提供体制を踏まえ構想区域間の供給数の増減を調

整し推定供給数(③)を病床稼働率で除して得た数を、各構想区域にお

ける平成37年(2025年)の病床の必要量(必要病床数)(④)とする。

0 この場合において、病床稼働率は、高度急性期乃%、急、性期 78%、回復

期 90%、慢性期は92%とする。
図7 各構想区域における病床の機能区分ごとの医療需要に対する医療供給
(医療提供体制Dの状況(脳卒中、心筋梗塞等の主な疾病にっいても同様の表を作成)

厘亟亙^推計年度

2025 における

高度急性期
急性期

回復期

慢性期

医療需要
(当該構想区域に居住する患者
の医療需要X①)、

※高度急性期、急性期、回復期及び慢性期それぞれにおける②に関して、厚生労働省がデータ提供の技術的支援

垂左虫^が変わら
ないと仮定した場合の他の構
想区域に所在する医療機関に

より供給される量を増減したも
'の※

7 構想区域の確認

0 都道府県は、人口規模や基幹病院までのアクセス等を踏まえ、構想区

域の設定の妥当性について確認する。

2025年における医療供給(医療提

授圭^
を踏まえ他の構想区域に所在
する医療機関により供給される
量を増減したもの(③)

体制)

病床の必要量(必要病床数)
(③を基に病床利用率等により
算出される病床数)(④)
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8 将来のあるべき医療提供体制を実現するための施策の検討

(1)施策の基本的考え方

0 医療法上、都道府県が策定する医療計画においては、「地域医療構想の

達成に向けた病床の機能の分化及び連携の推進に関する事項」を定めるこ

ととされている。また、地域医療介護総合確保法に基づく都道府県計画16

においては、「医療介護総合確保区域17ごとの当該区域における医療及び

介護の総合的な確保に関する目標を達成するために必要な事業に関する

事項」を定めることとされている。

0 医療法では、地域医療構想に関し、直接的には一般病床及び療養病床の

機能の分化及び連携の推進が求められている。しかしながら、地域医療の

観点からは、精神病床等の他の入院医療機能や外来医療機能、在宅医療と

の連携により、認知症、精神科救急、、自殺対策を含むうつ病対策、依存症

や高次脳機能障害、身体疾患を合併する精神障害者への医療等の精神科医

療との連携が求められる医療二ーズ、感染症、歯科疾患といったその他の

様々な医療二ーズに対応することが求められる。このため、これらの医療

ニーズや地域包括ケアシステムに対応する職種も多様であり、医師、歯科

医師、薬斉1珀市、看護職員、りハビリテーション関連職種、医療ソーシャル

ワーカーに加え、介護、福祉(児童、障害等)、教育、就労等、関係者は多

岐にわたる。以上のことから、施策の検討に当たっては、都道府県は、幅

広い視点で地域医療を捉えるとともに、関連する法・制度や関係団体の取

組を活用することも含めて検討することが適当である。

0 特に精神疾患については、医療計画に位置付けられており、一般医療と

精神科医療の連携は重要であることから、地域医療構想を策定するに当た

つては、地域における精神科医療も含め検討することが必要である。その

際、精神科医療については、「良質かつ適切な精神障害者に対する医療の

提供を確保するための指針」(平成26年厚生労働省告示第231号)等に基

づき、精神科医療の質を良質かつ適切なものとするために、機能分化を

進め、長期入院精神障害者を始めとする精神障害者の地域移行をより一層

16都道府県計画(医療介護総合確保促進法第4条)

都道府県が地域の実情に応じて作成する、当該都道府県の地域における医療及ぴ介護の総合的な確保のため
の事業の実施に関する計画。そこに掲載された事業に要する経費の全部又は一部を支弁するため、都道府県が
基金を設置する場合には、国は、必要な資金の3分の2を負担する。け也域医療介護総合確保基金)

17医療介護総合確保区域(医療介護総合確保促進法第4条第2項)
地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、医療機関の施設及び設備並びに公的介護施設等及び特定
民間施設の整備の状況その他の条件からみて医療及び介護の総合的な確保の促進を図るべき区域。
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進めることとしており、こうした方向性を踏まえることが重要である。

0 また、認知症対策については、「認知症施策推進総合戦略(新オレンジ

プラン)18」において、医療・介護等が有機的に連携し、認知症の人が住

み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができるように

するため、行動・心理症状(BPSD)や身体合併症等が見られた場合に

も、医療機関・介護施設等での対応が固定化されないように、最もふさわ

しい場所で適切なサービスが提供される循環型の仕組みを構築すること

とされている。その際、入院・外来による認知症の専門医療も循環型の仕

組みの一環であるとの認識の下、その機能分化を図りながら、医療・介護

の役割分担と連携を進めることが重要である。

(2)必要病床数と病床機能報告制度による集計数との比較

0 都道府県は、構想区域ごとに病床の機能区分ごとの必要病床数と平成
26年度(2014年度)(又は、直近の年度)の病床機能報告制度による病床

の機能区分ごとの集計数とを比較し、病床の機能の分化及び連携における

地域の課題を分析する必要がある。

その際、在宅医療・介護の充実、医療従事者の確保、介護施設等の整備

の状況など、可能な限り、多様な観点から分析することが望ましい。

※病床機能報告制度については、初年度においては、他の医療機関の報

告状況や地域医療構想及び同構想の病床の必要量(必要病床数)等の情

報を踏まえていないことから、個別医療機関間、二次医療圏等の地域間、

病床の機能区分ごと等の比較をする際には、十分に注意する必要がある。

0 都道府県は、構想区域ごとに抽出された課題に対する施策を検討し、施

策の基本となる事項を定める必要がある。

当該事項は、毎年度の地域医療介護総合確保基金に係る都道府県計画の

策定の基本方針として活用できるようにする必要がある。

(3)病床の機能の分化及び連携の推進

0 地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化及び連携に当たっては、

都道府県が地域医療構想において定めた構想区域における病床の機能区

18認知症施策推進総合戦略(新オレンジプラン)
認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができ
る社会の実現を目指すことを基本的な考え方として、厚生労働省が関係府省庁と共同して平成27年(2015年)
1月に策定したもの。
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分(高度急性期、急性期、回復期及び慢性期)ごとの必要病床数に基づき、

医療機関の自主的な取組及び医療機関相互の協議により進められること

を前提として、これらを実効性のあるものとするために地域医療介護総合

確保基金の活用等により、必要な施策を進めていく必要がある。

0 また、将来の病床の機能区分ごとの必要病床数の達成に向けて、地域で

不足している病床の機能がある場合には、それを充足することができるよ

う、当該機能を担う病床の増床や機能転換により、収れんを次第に促して

いく必要がある。

0 このため、都道府県においては、医師会等の医療関係者と十分に協議を

行った上で、地域医療介護総合確保基金を有効に活用し、病床の機能の分

化及び連携のための仕組みづくりや施設・設備整備等に対して支援すると

ともに、将来的に病床の機能が過剰になることが見込まれる構想区域にお

いては、設置主体の特性を踏まえ、地域における必要な役割分担の議論が

進むよう、一般会計繰入や補助金の交付状況など税財源の投入状況を含め

た必要なデータの提供や、調整を行う必要がある。

0 これらの検討に当たっては、人口構造や疾病構造の変化、それに伴う患

者の受療行動の変化など、医療を取り巻く環境の変化を踏まえた視点が必

要である。また、不足する機能を担う病床の増床や病床機能の転換に伴う

施設・設備整備の支援のみならず、医療機関が役割分担をして有効に機能

するための連携施策が重要であり、患者の疾病からの回復が遅延したり、

ADL (日常生活における基本的な動作を行う能力)の低下を招くことの

ないよう、医療機関等の連携により切れ目なく円滑に患者の状態に応じた

医療が提供される必要がある。
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0 このため、地域連携パスの整備・活用の推進や、都道府県や市町村が中

心となった連携を推進するための関係者が集まる会議の開催、1CTを活

用した地域医療ネットワークの構築等に複合的に取り組む必要がある。

0 また、各医療機関における地域との前方連携及び後方連携を行う看護職

員や医療ソーシャルワーカーの研修だけではなく、退院支援部門以外の医

師、歯科医師、薬剤師、看護職員等の職員に対して、入院開始時から在宅

復帰を目指した支援を行うための在宅医療や介護の理解を推進する研修、

医療機関の医師、看護職員等と地域の関係者による多職種協働研修等によ

り必要な人材の確保・育成に取り組む必要がある。



0 こうした病床の機能の分化及び連携に係る具体的な取組としては、次

頁のような施策が考えられるので、参考にされたい。
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病床の機能分化・連携に係る具体的な取組例

病床の機能の

分化

0 病床機能の重点化・明確化

》クリティカルパス(クリニカルパス)の活用による病

床機能に応じた入院医療の標準化・効率化のための体
制整備・研修等の支援

》病床機能に応じた臨床指標(Qua1辻y lndicator)を

用いた医療の質評価・向上の支援

》高度急性期から在宅医療まで地域の医療提供体制に

ついて住民(患者)への情報提供・普及啓発

0病床機能の変更

》病床機能の変更のための財政的・技術的支援

病床の機能の

連携

0病床機能の異なる関係機関の連携強化

》地域の創意工夫を活かした地域連携パスの作成・活用

のための体制整備・連携の支援

》救急外来から患者の病状に応じた他の医療機関への

紹介入院等の地域連携の支援

》在宅医療から地域包括ケア病棟を持つ医療機関等へ

の緊急連絡・搬送体制の整備・支援

》認知症、特に行動・心理症状(BPSD)を伴う患者

に対する地域での医療提供体制の整備・支援

0 病床機能の分化・転換に伴う医療関係

者の研修・教育

》キャリアパスとして異なる病床機能

の病棟及び在宅医療で働くことを意

識した研修・教育の支援

連携に係る人材の確保・養成

地域の医療・介護連携において中心的

役割を担うりーダーやコーディネー

ターとなる人材の養成

退院支援、在宅復帰支援のため地域に

おける多職種連携・人事交流の支援

》
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(4)'在宅医療の充実

0 地域包括ケアシステムの構築のためには、可能な限り住み慣れた地域で

生活を継続することができるよう医療と介護の連携を推進し、医療と介護

の提供体制を一体的に整備する必要がある。

0 また、病床の機能の分化及び連携を推進することにより、入院医療機能

の強化を図るとともに、患者の状態に応じて退院後の生活を支える外来医
療、在宅医療の充実は一層重要であり、退院後や入院に至らないまでも状

態の悪化等により在宅医療を必要とする患者は今後増大することが見込
まれる。特に、慢性期医療については、在宅医療の整備と一体的に推進す

る必要があり、地域における推進策を検討するためには、整備状況の把握

だけではなく、具体的な施策につながる調査を行うなど、きめ細かい対応

が必須となる。
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0 さらに、患者・住民の視点に立てぱ、日頃から身近で相談に乗ってもら

える「かかりつけ医」を持つことが重要であり、「かかりつけ医」はその

機能を地域で十分に発揮することが期待される。

0 こうした点を踏まえ、在宅医療の提供体制については、在宅医療を受け

る患者の生活の場である日常生活圏域19で整備する必要があることから、

都道府県は保健所等を活用して市町村を支援していくことが重要である。

また、在宅医療・介護の連携を推進する事業については、市町村力吐也域包

括ケアシステムの観点から円滑に施策に取り組めるよう、都道府県の保
健・医療担当部局及び介護・福祉担当部局による技術的支援等の様々な支

援が必要である。

0 在宅医療の提供体制の充実のためには、病院、診療所、歯科診療所、薬
局、訪問看護事業所、地域医師会等の関係団体等との連携が不可欠であり、

関連する事業の実施や体制整備に加え、人材の確保・育成を推進する観点
から、都道府県が中心となって、医師、歯科医師、薬斉1伯市、看護職員、リ

ハビリテーション関連職種、医療ソーシャルワーカー等に対しての在宅医

療への参入の動機付けとなるような研修や参入後の相談体制の構築等を

玲日常生活圏域(介護保険法第Ⅱ7条第2項第1号)
当該市町村が、その住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的
条件、介護給付等対象サービスを提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して定める区
域



行う必要がある。

0 また、在宅医療は主に「(地域側の)退院支援」「日常の療養生活の支援」

「急変時の対応」「看耳ヌし力という機能が求められており、緊急時や看取

りに対応するための24時間体制の構築に向けた役割分担等の協議や、医

療依存度の高い患者や小児等患者に対応するための研修等により各機能

を充実させることが必要である。加えて、地域の関係者の連携のみならず、

患者の急変時等に対応するため、病院が在宅医療を担う診療所等を後方支

援することが重要である。さらに、在宅医療を受けている患者に対する口

腔機能の管理等の機能を担う歯科診療所及び後方支援を行う病院歯科等

が医科医療機関等と連携体制を構築することが重要である。

0 こうした在宅医療の充実に係る具体的な取組としては、次頁のような

施策が考えられるので、参考にされたい。
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在宅医療の充実に係る具体的な取組例

退院支援(地域側)

実施主体※

医療機関等

日常の療養生活の

支援

行政・医師会

等

必要な事例の退院時カンファレンスへの参加。

退院調整担当者との定例会議の開催。

医療機関との連携のための地域側の一元的な

窓口の設置。

医療機関等

体制構築

退院(退所)元の医療機関・施設・と、在宅医

療・介護を提供する医療機関・事業所が情報交

換できる場の設定。

診療所間の連携や、病院医師による支援によ

り、在宅医の不在時の代診等の支援体制の構

築。

医療依存度の高い患者や小児等患者への対応

力向上のための研修。

在宅医療における衛生材料・医療材料の円滑供

給のため、地域で使用する衛生剤料等の規格・

品目統一等に関する協議を地域の関係者間で

行うとともに、供給拠点を整備。

行政,医師会

等

退院後の療養生活の相談に乗る窓口

に配置する看護職員や医療ソーシャ

ルワーカーを育成するための研修。

1火材確保

地域の在宅医療の課題等の解決を目指した関

係者(多職種)による「在宅医療推進協議会」

の設置・運営。

在宅医療に取り組む医師確保のため

の同行訪問を含んだ導入研修。

訪問看護師の確保のための採用時研

修に対する支援、研修機関の集約化

(拠点となる訪問看護事業所が地域

の教育機能を担う)、看護系大学と連

携した教育体制の構築。

在宅歯科医療を実施する歯科診療所

の後方支援を行う病院歯科等の歯科

医師や歯科衛生士の確保。

これまで訪問薬剤管理指導に取り組

んだ経験のない薬局に対する研修。
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急変時の対応

実施主体※

医療機関等

看取り

診療所等が 24時間体制を確保するための、病

院と診療所(病診)、診療所同士(診診)、診療

所と訪問看護事業所の連携の構築。

後方病床を確保するため、かかりつけ医を通し

て入院を希望する病院など必要な情報をあら

かじめ登録するシステムの構築。

在宅療養患者の安全な救急搬送体制を確保す

るため、行政機関や消防機関、医療機関等がー

堂に介する協議会の実施。

行政・医師会

等

体制構築

医療機関等

※実施主体については、一般的な例を示したものであり、地域の実情に応じて柔軟に役割分担をする必要がある。

関係団体等と協働で、24時間体制構築のための

コーディ才、ートや支援。

行政・医師会

等

患者や家族に対する、在宅で受けられる医療や

介護、看取りに関する適切な情報提供。

地域で使用する医療用麻薬について、地域の関

係者間で品目・規格統一等に関する協議会の開

催や供給拠点の設置。

介護従事者に必要な急変時の知識と

スキルの向上を図るための、介護従事

者を対象にした救命講習。

患者や家族に対する、在宅で受けられる医療や

介護、看取りに関する広報や情報提供。

人材確保

看取りに対応できる医師、看護職員、

介護関係者を養成するための、多職種

の研修や施設との合同開催の研修。
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(5)医療従事者の確保・養成

0 地域における医療提供体制を構築する上で、医療従事者の確保・養成は

不可欠なものであるため、地域医療対策協議会での検討を踏まえ、地域医

療支援センター20等を活用した医師等の偏在の解消や医療勤務環境改善

支援センタ,-21等を活用した医療機関の勤務環境の改善、チーム医療の推

進、看護職員の確保・定着・離職防止、ワーク・ライフ・バランスの確立

に取り組む必要があり、地域医療介護総合確保基金の有効活用も含めた施

策を検討することが重要である。

0 限りある医療資源を有効活用し、質の高い医療を安全に提供するために

は、各医療職種の高い専門性を前提とし、業務を分担するとともに互いに

連携・補完し合うチーム医療を推進していくべきである。チーム医療の推

進に当たっては、専門職人材の確保が重要であり、医師、歯科医師、薬剤

師、看護職員、りハビリテーション関連職種、医療ソーシャルワーカー等

の専門職について人材確保に取り組む必要がある。

0 医療従事者の確保は、入院医療だけではなく、在宅医療の推進において

も求められていることから、地域包括ケアシステムの構築の観点から、市

町村との協議も行うことが望ましい。なお、医師・看護職員等の確保が困

難な市町村に対しては、地域医療支援センター、都道府県ナースセンター

22などによる支援を行うことが望ましい。

0 また、病床の機能の分化及び連携を推進するためには、病床の機能区分

に応じた医療従事者を確保する必要があり、地域における医療従事者の確

保目標等の設定が求められる。

20地域医療支援センター(医療法第30条の25)

都道府県が責任を持って医師の地域偏在の解消に取り組むコントロールタワ一として、都道府県庁や大学病
院等に設置されるもの。平成27年(2015年) 1月末現在、 43都道府県で設置されている。

21医療勤務環境改善支援センター(医療法第30条の21)
各医療機関が勤務環境改善マネジメントシステムに基づき策定する「勤務環境改善計画」の策定、実施、評
価等をワンストップで、かっ、専門家のチームにより、個々の医療機関の二ーズに応じて、総合的にサポート
する施設として都道府県に設置されるもの。

22都道府県ナースセンター(看護師等の人材確保の促進に関する法律第14条の1)
都道府県の看護職員確保対策の拠点として無料職業紹介などの事業を行う機関として都道府県知事が指定
するもの
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Ⅱ 地域医療構想策定後の取組

地域医療構想の策定後の実現に向けた取組

(1)基本的な事項

0 都道府県は、構想区域等ごとに、医療関係者、医療保険者その他の関係

者との地域医療構想調整会議を設け、関係者との連携を図りつつ、将来

の病床の必要量を達成するための方策その他の地域医療構想の達成を推

進するために必要な協議を行うものとされている(医療法第30条の14)。

地域医療構想調整会議の具体的な設置・運営については、「2」にその

取扱いを示す。

0 地域医療構想調整会議のほか、以下のとおり、地域医療構想の各医療機

関の自主的な取組を行うこと、また、都道府県がこれらの医療機関の自

主的な取組を推進するための支援等を行うことも重要である。

(2)各医療機関での取組

0 各医療機関は、自らの行っている医療内容やその体制に基づき、将来目

指していく医療について検討を行うことが必要となる。

0 その上で、自院内の病床の機能分化を進めるに当たり、病床機能報告制

度により、同一構想区域における他の医療機関の各機能の選択状況等を把

握することが可能になる。

0 また、地域医療構想により、構想区域における病床の機能区分ごとの平

成37年(2025年)における必要病床数も把握することが可能になる。

これら2つの情報(データ)を比較したり、別紙(56-57頁)に掲げる

他の情報を参考にするなどして、地域における自院内の病床機能の相対的

位置付けを客観的に把握した上で、以下のような自主的な取組を進めるこ

とが可能になる。

0 まず、様々な病期の患者が入院している個々の病棟について、高度急性

期機能から慢性期機能までの選択を行った上で、病棟単位で当該病床の機

能に応じた患者の収れんのさせ方や、それに応じた必要な体制の構築など

を検討することが望ましい。(収れんのイメージは次頁の図のとおりであ

り、将来も病棟ごとに選択した機能と患者像が完全に一致することを想定
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しているものではない。)

0 併せて、自主的な取組を踏まえ、地域医療構想調整会議を活用した医療

機関相互の協議により、地域における病床の機能の分化と連携に応じた自

院の位置付けを確認することが可能になる。

例えぱ、がん入院医療の役割を医療機関の間で臓器別に分担すること、

回復期のりハビリテーション機能を集約化すること、療養病床について在

宅医療等への転換を進めること等が挙げられる。

図8 患者の収れんのイメージ

高度急性期

!ゞ゛'勺ミ・、.毛、ト

急性期

各病棟が病床機能報告制度で選択した機能

1・四・
回復期

慢性期

以上の取組を受け、次年度の病床機能報告への反映や地域医療介護総合

確保基金の活用を検討し、更なる自院の運営の改善と地域における役割の

明確化を図る。

0 また、これらの取組により、区域全体で見ても、病床機能報告制度にお

ける病棟の報告病床数と、地域医療構想における必要病床数が次第に収れ

んされていき、不足する機能の解消や、患者数との整合が図れることにな

る。

0 なお、医療機関がこのような取組を行う際には、患者・住民の理解が不

可欠であり、自らの状態に応じた医療機能や医療機関を選択することが重

要であるため、医療機関だけではなく、保険者や関係者を巻き込んで、患

口

欝零黙姦識、
劃鶏皿シ

自主的な取組前の病棟

子

1男・
圏 取組後(2025年)の病棟
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者・住民への啓発に取り組むべきである。

(3)都道府県の取組

0 医療機関の自主的な取組及び医療機関相互の協議により、病床の機能

の分化及び連携等による将来のあるべき医療提供体制を実現するために

は、地域の医療提供体制の確保に責任を有する都道府県が、その役割を

適切に発揮する必要がある。

0 このため、医療機関への情報提供を含め、都道府県において、以下の

各段階における取組を行うことを原則とする。

ア病床機能報告による現状と地域医療構想における必要病床数との

比較

都道府県は、病床の機能の分化及び連携について、まずは病床機

能報告制度によって、各医療機関が担っている病床機能の現状を把

握・分析する。

その結果を踏まえ、地域医療構想において定める構想区域におけ

る病床の機能区分ごとの将来の医療需要と必要病床数とを、地域全

体の状況として把握する。

イ病床の機能区分ごとにおける構想区域内の医療機関の状況の把握

都道府県は、各医療機関が地域における自院の位置付けを容易に

把握することができるよう、構想区域における病床の機能区分ごと

の医療機関の状況を整理する必要がある。

病床機能報告制度では、具体的な医療の内容に関し比較の参考と

なる項目が報告されていることから、これらを基に、各医療機関が

地域における将来のあるべき姿に応じて検討できるような資料・デ

ータを都道府県が作成する。

その際、医療機関が病棟ごとに病床機能報告制度において選択し

た病床の機能区分に応じた必要な体制の構築や人員配置を検討する

ことから、当該構想区域で各病床の機能を選択した医療機関の分布

だけではなく、主な疾患における分布や、提供されている医療の内

容に関する情報など、より検討に適した資料・データとなるよう、

地域医療構想調整会議の議長等と事前に協議を行うなど、工夫をす

ることが望ましい。
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ウ地域医療構想調整会議の促進に向けた具体策の検討

都道府県は、地域において各医療機関が担っている医療の現状を

基に、医療機関相互の協議を促進することとされているが、そのた

めには、「(2)」を基に各医療機関の自主的な取組を改めて促進する

必要がある。

これを踏まえ、都道府県は必要に応じて地域医療構想調整会議を

開催して医療機関相互の協議を進め、不足している病床機能への対

応(過剰となると見込まれる病床機能からの転換を含む。)1こついて、

具体的な対応策を検討し、提示する。

その際、地域医療介護総合確保基金の活用も検討することとなる

が、早い段階で平成37年(2025年)までの各構想区域における工程

表を策定することが望ましい。

工 平成37年(2025年)までのP D CA

工程表が策定できていない段階においては、各医療機関が地域に

おける位置付けを検討し、病棟ごとに担う病床の機能に応じた対応

を行うことを促進する必要がある。

また、工程表を策定したとしても、各医療機関における状況の変

化等により計画どおりに進めることが困難又は不適当な場合も考え

られる。

このため、平成37年(2025年)まで毎年、進捗状況の検証を行い、

工程表の変更も含め、地域医療構想の実現を図っていく必要がある。

その際、構想区域全体及び都道府県内全体で、病床機能報告制度

における病棟の報告病床数と、地域医療構想における必要病床数が

次第に収れんされていることを確認する必要があるが、不足する病

床機能の解消のためには、過剰となっている病床機能からの転換を

促すことにより、医療需要に応じた医療の提供が可能となるという

視点の共有を進め、病床機能報告制度における病棟の報告病床数と

患者数との整合性が図ることができるよう、検討を重ねる。

また、毎年、都道府県医療審議会や地域医療対策協議会231こ報告す

ることにより、各構想区域における進捗状況の比較や、より広い立

場からの意見を求めることが可能となるため、適宜、開催すること

が望ましい。

23地域医療対策協議会(医療法第30条の23)

都道府県が、救急医療等確保事業に係る医療従事者の確保その他当該都道府県において必要とされる医療の
確保に関する事項に関し、必要な施策を定めるために設けられる関係者との協議の場。
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0 上記「ア」から「エ」について、 1年における主な作業時期を次頁に示

すが、都道府県において、地域の実情に応じて柔軟に対応することが望ま

しい。

(参考)地域医療構想策定後の年間スケジュールのイメージ

3月病床機能報告制度の集計結果の提示

3月~各医療機関の自主的な取組

地域医療構想調整会議

※可能な限り、次期病床機能報告制度に間に合うように、10月までに上記の

対応を行う。

病床機能報告制度における報告10月

各構想区域における対応を踏まえた基金の都道府県計画(案)の取りまとめ年内

都道府県定例議会への次年度当初予算案に基金の予算を計上2月

2 地域医療構想調整会議の設置・運営

0 都道府県は、構想区域等ごとに、地域医療構想調整会議を設け、関係者

との連携を図りつつ、将来の必要病床数を達成するための方策その他の地

域医療構想の達成を推進するために必要な協議を行うものとされてぃる

(医療法第 30 条の 14)。

0 地域医療構想調整会議は、地域医療構想の実現に向けた取組を協議する

ことが設置目的であることから、地域医療構想に反映させるべく地域医療

構想の策定段階から設置し、構想区域における関係者の意見をまとめるこ

とが適当である。

(1)議事

地域医療構想調整会議の議事の具体的な内容については、都道府県にお

いて地域の実情に応じて定める。特に優先すべき議事については、地域医

療構想において定められた将来のあるべき医療提供体制を念頭に置いた

上で、地域の医療機関の取組の進捗状況を確認し、関係者と事前に協議を

行って決定する。
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ア主な議事

0 各医療機関における病床の機能の分化及び連携は自主的に進められ

ることが前提となっており、地域医療構想調整会議では、その進捗状況

を共有するとともに、構想区域単位での必要な調整を行うことになる。

0 具体的には、病床機能報告制度における各医療機関の病棟の報告内容

と地域医療構想で推計された必要病床数とを比較し、地域において優先

して取り組むべき事項に関して協議することとする。なお、協議に当た

つては、地域医療介護総合確保基金の活用についても検討の対象となる。

0 このほか、在宅医療を含む地域包括ケアシステム、医療従事者の確保、

診療科ごとの連携など、地域医療構想の達成の推進に関して協議すべき

事項があるときは、個別の議事の設定も検討することとする。

以上のことを踏まえると、おおむね次のような議事が想定される。

①地域の病院・有床診療所が担うべき病床機能に関する協議

②病床機能報告制度による情報等の共有

③都道府県計画に盛り込む事業に関する協議

④その他の地域医療構想の達成の推進に関する協議

イ議論の進め方

0 地域医療構想調整会議において病床の機能の分化及び連携に関する

議論の進め方の例を以下に示す。、なお、必ずしもこのとおり行うことを

求めるものではない。

i 地域の医療提供体制の現状と将来目指すべき姿の認識共有

病床機能報告制度による情報や既存の統計調査等で明らかとなる地

域の医療提供体制の現状と、地域医療構想で示される病床の機能区分ご

との将来の医療需要と必要病床数について、地域医療構想調整会議に参

加する関係者で認識を共有。

ii 地域医療構想を実現する上での課題の抽出

地域の医療提供体制の現状を踏まえ、地域医療構想を実現していく上

での課題について議論。

iii 具体的な病床の機能の分化及び連携の在り方について議論
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例えぱ、ある構想区域において、回復期機能の病床が不足している場
^
それをどのように充足するかについて議論。^、

現在、急性期機能や回復期機能を担っている病院関係者等、都道府県

が適当と考えて選定した関係者の間で、回復期機能の充足のため、各病

院等がどのように役割分担を行うか等について議論。
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iV 地域医療介護総合確保基金を活用した具体的な事業の議論

Ⅲで議論して合意した事項を実現するために必要な具体的事業につ

いて議論。地域医療介護総合確保基金を活用する場合には、当該事業を

基金に係る都道府県.計画にどのように盛り込むか議論し、これを基に都

道府県において必要な手続を実施。

ウその他

0 上記(1)及び(2)の通常の開催の場合のほか、医療機関が開設・

増床等の許可申請をした場合又は過剰な病床機能に転換しようとする

場合には、医療法上、都道府県知事は、当該医療機関に対し、地域医療

構想調整会議における協議に参加するよう求めることができることと

されており、その際には、当該許可申請の内容又は転換に関する協議が

行われることになる。

(2)開催時期

病床の機能の分化及び連携等に関する協議が行われる場合には、地域の

実情に応じて、随時開催することが基本となるが、病床機能報告制度によ

る情報等の共有や基金に係る都道府県計画に関する協議が行われる場合

には、通年のスケジュールがある程度定まっていることから、定期的に開

催することが考えられる。

なお、こうした通常の開催のほか、医療機関が開設・増床等の許可申請

をした場合又は過剰な病床機能に転換しようとする場合にも、随時開催す

ることとする。

(3)設置区域等

ア基本的考え方



0 地域医療構想調整会議は、地域医療構想の達成を推進するために必要

な協議が行われる場であることから、構想区域ごとに設置することを原

則とする。

0 一方で、構想区域内の医療機関の規模・数等は多様であり、地域によ

つては構想区域での地域医療構想調整会議の設置・運営が困難な場合も

想定されることから、こうした事情を勘案し、都道府県知事が協議をす

るのに適当と認める区域で設置することも可能とする。

イ柔軟な運用

0 都道府県においては、地域の実情に鑑み、次のような柔軟な運用を可

能とする。

①広域的な病床の機能の分化及び連携が求められる場合における複
数の地域医療構想調整会議の合同開催(複数の都道府県により合同開

催される場合を含む。)

②議事等に応じ、設置される区域から更に地域・参加者を限定した形
での開催

③圏域連携会議など、既存の枠組みを活用した形での開催

(4)参加者の範囲・選定、参加の求めに応じない関係者への対応

ア参加者の範囲・選定

0 地域医療構想調整会議の参加者については、医療法上、「診療に関す

る学識経験者の団体その他の医療関係者、医療保険者その他の関係者」

と規定されているが、地域医療構想は幅広い関係者の理解を得て達成を

推進する必要があるため、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、

病院団体、医療保険者、市町村など幅広いものとすることが望ましい。

なお、医療保険者については、必要に応じ、都道府県ごとに設置された

保険者協議会に照会の上、選定する。

また、地域医療構想調整会議における協議をより効果的・効率的に進

める観点から、都道府県は、議事等に応じて、参加を求める関係者(代

表性を考慮した病院・診療所、地域における主な疾病等の特定の診療科

等に関する学識経験者を含む。)を柔軟に選定することとし、出席要請

に係る所定の手続を行うとともに、これらの関係者の選定に当たっては

公平性・公正性に留意することとする。
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0 さらに、開設・増床等の許可申請の内容や過剰な病床機能への転換に

関する協議等の個別具体的な議論が行われる場合には、その当事者及び

利害関係者等に限って参加することが適当である。

0 なお、議長等については、参加者の中から地域の実情に応じて、都道

府県の関係機関、医師会の代表などから選出されることになる。その際、

議長等は原則として、案件によらず同一者とした上で、議事によっては

利益相反が生じ得ることから、その場合の代理者の規定をあらかじめ定
めておくことが適当である。

0 また、地域医療構想調整会議の参加を求めなかった病院・有床診療所

に対しても、都道府県は、書面・メールでの意見提出などにより、幅広
く意見表明の機会を設けることが望ましい。

イ専門部会やワーキンググループの設置

0 急性期医療に係る病床の機能の分化及び連携や地域包括ケアシステ

ムの推進など、特定の議題に関する協議を継続的に実施する場合には、

地域医療構想調整会議の下に専門部会等を設置し、当該議題の関係者と

の間でより具体的な協議を進めていく方法も考えられる。

0 この場合、特定の議題に応じた関係者の参加を求めることとなるが、

「ア」と同様に、参加を求める関係者は、代表性を考慮した病院・診療

所、地域における主な疾病等の特定の診療科等に関する学識経験者、医

師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、市町村等に加え、例えば、医

療を受ける立場からの参加が求められる場合には住民を加えるなど、柔
軟に選定することが望ましい。

ウ公表

0 地域における医療提供体制の構築に当たっては、地域住民や多くの医

療関係者の協力が不可欠であるため、地域住民等に対する協議の透明性

の観点から、患者情報や医療機関の経営に関する情報を扱う場合等は非

公開とし、その他の場合は公開とする。また、協議の内容・結果につい

ては、原則として、周知・広報する。
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工参加の求めに応じない関係者への対応

0 参加を求めたにもかかわらず、正当な理由なく地域医療構想調整会議

に参加しない関係者への対応として、都道府県知事は、開設・増床等の

許可申請をした医療機関が参加しない場合には当該許可に条件を付す

ること(医療法第7条第5項)、過剰な病床の機能区分に転換しようと

する医療機関が参加しない場合には地域医療構想調整会議の協議が調

わなかった場合と同様の措置(都道府県医療審議会への出席・説明を求

め、都道府県医療審議会の意見を聴いた上での公的医療機関等に対する

転換中止の命令(公的医療機関等以外の医療機関には要請))を講ずる
こと(同法第30条の 15)が考えられる。

(5)合意の方法及び履行担保

ア合意の方法

0 地域医療構想調整会議において合意された事項には医療機関の経営

を左右する事項が含まれている場合が想定されることから、合意に当た

つては、都道府県と関係者との間で丁寧かつ十分な協議が行われること

が求められる。

0 また、特に地域の病院・有床診療所が担うべき病床機能及び病床数等

の合意に当たっては、通常の議事録の作成に加え、関係者の合意を確認

し得る書面を作成しておくことが適当である。

イ履行担保

0 関係者の合意事項の履行を担保するため、都道府県知事は、関係者が

正当な理由なく合意事項を履行しない場合には、地域医療構想調整会議

における協議が調わないときと同様の措置(都道府県医療審議会の意見

を聴いた上での公的医療機関等への不足している病床の機能区分に係

る医療の提供等の指示(公的医療機関等以外の医療機関には要請))を

講ずることが考えられる(医療法第30条の 16)。
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3 都道府県知事による対応

0 今回の医療法改正等により、都道府県知事は地域医療構想の実現に向け

て以下の対応が可能とされたことから、地域医療の実情を把握し、医療審

議会や地域医療構想調整会議を円滑に運営させることにより、適切に対応

することが必要である。

(1)病院・有床診療所の開設・増床等への対応

0 病院・有床診療所の開設・増床等の許可の際に、不足している病床の機

能区分に係る医療の提供という条件を付することができる(指定都市にあ

つては、指定都市の市長に当該条件を付するよう求めることができる)(医

療法第7条第5項)。

(2)既存医療機関が過剰な病床の機能区分に転換しようとする場合の対応

0 過剰な病床の機能区分に転換しようとする理由等を記載した書面の提

出を求めることができる(医療法第30条の 15第1項)。

0 当該書面に記載された理由等が十分でないと認めるときは、地域医療構

想調整会議における協議に参加するよう求めることができる(同条第2

項)。

0 地域医療構想調整会議における協議が調わないとき等は、都道府県医療

審議会に出席し、当該理由等について説明をするよう求めることができる

(同条第4項)。

0 地域医療構想調整会議における協議の内容及び都道府県医療審議会の

説明の内容を踏まえ、当該理由等がやむを得ないものと認められないとき

は、都道府県医療審議会の意見を聴いて、過剰な病床機能に転換しないこ

とを公的医療機関等に命令することができる。なお、公的医療機関等以外

の医療機関にあっては、要請することができる(同条第6項及び第7項)。

(3)地域医療構想調整会議における協議が調わない等、自主的な取組だけ

では不足している機能の充足が進まない場合の対応

0 都道府県医療審議会の意見を聴いて、不足している病床の機能区分に係

る医療を提供すること等を公的医療機関等に指示することができる。なお、
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公的医療機関等以外の医療機関にあっては、要請することができる。

(4)稼働していない病床への対応

0 病床過剰地域において、公的医療機関等が正当な理由がなく病床を稼働

していないときは、都道府県医療審議会の意見を聴いて、当該病床の削減

を命令することができる(医療法第7条の2第3項)。なお、公的医療機

関等以外の医療機関にあっては、病床過剰地域において、かつ医療計画の

達成の推進のため特に必要がある場合において、正当な理由がなく病床を

稼働していないときは、都道府県医療審議会の意見を聴いて、当該病床の

削減を要請することができる(同法第30条の12第リ動。

また、実際には、病床の稼働状況は病床機能報告制度において病棟単位

で把握することが可能であることから、病棟単位で病床が稼働していない
ことにっいて正当な理由がない場合に、当該対応を検討することが適当で

ある。

※要請又は命令・指示に従わない場合の対応について(医療法第27条の

2、第28条、第 29条第3項等)

公的医療機関等が上記の命令・指示に従わない場合には、医療機関名の

公表、地域医療支援病院の不承認又は承認取消し、管理者の変更命令等の

措置を講ずることができる。なお、公的医療機関等以外の医療機関が、正

当な理由がなく、要請に従わない場合には勧告を、許可に付された条件に

係る勧告に従わない場合には命令をそれぞれすることができ、当該勧告等

にも従わない場合には医療機関名の公表、地域医療支援病院の不承認又は

承認取消し、管理者の変更命令等の措置を講ずることができる。

4 地域医療構想の実現に向けたPDCA

0 現行の医療計画については、PDCAサイクルを機能させることを都道

府県に求めているところであり、平成24年(2012年) 3月に医療計画策

定指針において考え方を示すとともに、平成26年(2014年) 3月には、

厚生労働省が設置した具体的な進め方に関する「PDCAサイクルを通じ

た医療計画の実効性の向上のための研究会」1こおいて報告が示されている

ところである。

0 地域医療構想についても同様に、都道府県は、地域医療構想の実現に必

要な事業の進捗評価を定期的に実施し、必要に応じて施策の見直しを図る

など、 PDCAサイクルを効果的に機能させることが必要である。
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0 地域医療構想を実現するための施策において、地域医療介護総合確保

基金を活用した事業については、都道府県計画に位置付けることとなる

が、地域医療構想の目標等と連動しつつ、基金が適切に活用されたこと

が確認できる評価指標を設定する必要がある。その際、将来のあるべき

医療提供体制を目指すものとして、地域医療構想を含む医療計画と都道

府県計画の方向性は一致しており、可能な評価指標は共通化するなど効

率化も考慮する。

0 このようなPDCAサイクルを推進するのは直接的には都道府県職員

であり、データ等を有効に活用し、現状分析や課題把握、進捗管理を適

切に行うためには、都道府県の医療計画策定担当者が研修等を通じて専

門的知識や技術を習得する必要がある。都道府県は、担当者を積極的に

研修等に参加させ、さらには職員間の知識・技術の共有や引継ぎ等が円

滑に実施されるような体制整備を図る必要がある。

0 また、これらの取組には、医師会等の団体や、大学等の学識経験者、

保険者など多くの都道府県内の関係者の参画を得て行うべきものである

ことから、データの利活用も含め、条例等による適切な手続をとること

や研修を行うことにより、体制を構築する必要がある。なお、厚生労働

省においても、都道府県に対して技術的助言を含めた必要な支援を行う

こととする。

(1)指標等の設定

地域医療構想を策定する際に抽出した地域の課題ごとに、指標となるデ

ータ、を設定し、地域の医療提供体制の現状を把握する。その際、都道府県

担当者のみならず、地域の医療事情に精通し、かつ統計学、疫学、公衆衛

生等の知見を有する学識経験者や実際に医療を提供する者や地域住民等

が関与し、検討することが望ましい。

なお、指標となるデータには、以下のものが考えられる。

①病床の機能区分及び在宅医療に関する整備状況

②主要な疾病における構想区域内の完結状況

③人材の充足状況
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(2)指標等を用いた評価

課題ごとの目標や指標を用いて、計画期間内に、達成可能な状況で進捗
しているかを確認する。進捗状況が芳しくない場合には、その原因につい

て考察を行う。目標設定が適切でない場合には、必要に応じ、修正を検討

する。

(3)評価に基づく地域医療構想等への反映

課題ごとの進捗状況を踏まえ、計画期間の中で、どのように目標を達成

していくかを確認する。必要に応じて、地域医療構想の追記や削除、修正

を行い、より実効性のある地域医療構想への発展を目指すことが望ましい。

(4)住民への公表

医療を受ける当事者である患者・住民が、医療提供体制を理解し、適切

な受療行動をとるためには、計画の評価や見直しの客観性及び透明性を高

める必要があることから、都道府県はこれらをホームページ等で住民に分

かりやすく公表することとする。公表に当たっては、ホームページの情報

を見る働きかけを多方面から行うとともに、インターネ、ソトにアクセスで

きない住民向けに紙媒体での配布も準備することが望ましい。

0 医療・医学用語は、専門性が高いため難解であるため、住民に向けた

解りやすぃ解説は必須である。一方で、正確性の観点からは、患者・住

民や医療関係者以外の者と医療関係者との間で誤解が生じない工夫も必

要である。
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Ⅲ病床機能報告制度の公表の仕方

0 病床機能報告制度においては、医療機関が、その有する病床(一般病床

又は療養病床)1こついて、

・担っている病床の機能(現在、将来)

・構造設備、人員配置等に関する項目

・具体的な医療の内容に関する項目

を報告することとしており(医療法第30条の 13)、都道府県は、報告の内

容も勘案し地域医療構想を策定しなければならないこととされている(同

法第30条の4第5項)。

0 また、都道府県は、省令で定めるところにより報告された事項を公表し

なけれぱならないこととされている(同法第30条の 13第4項)。報告さ

れた情報を広く公表することで、関係者が地域の医療体制について共通認

識を形成し、地域医療構想の実現に向けた各医療機関の自主的な取組や相

互の協議が進むよう促すとともに、患者や住民が自身に合った適切な医療

機関を受診し、地域の医師が患者を適切な医療機関へ紹介できるような環

境を整備することが必要である。

1.患者や住民に対する公表

0 病床機能報告制度において報告が必要な項目の中には、レセプト情報を

活用して収集した具体的な医療の内容に関する項目が含まれていること

から、患者・住民に対して広く情報を公表する際には、医療機関を受診し

た患者や、医療機関自体の個人情報保護のための配慮が必要である。

0 このため、医療機関の個人情報に配慮しながらも、患者や住民による情

報の把握に支障がでないような範囲として、都道府県が公表しなけれぱな

らない情報の範囲を別表のとおり設定し、特に具体的な医療の内容に関す

る項目については、 1以上 10未満の値を「*」等の記号で秘匿すること

とする。

0 その上で、公表する情報は、患者・住民にとって分かりゃすく加工して

公表することが求められるため、都道府県で公表時のフォーマットを共通

化することを原則とし、その際、情報の用語解説等の分かりゃすい工夫を

加えることが望ましい。なお、都道府県の自主的な取組を妨げるものでは

ない。
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0 また、報告された情報を分かりやすく詳細に伝えていくためには、その

手段として都道府県のホームページを基本として行うものと考えられる

が、その際は地域医療構想と一体的に公表することが望ましく、例えぱ都
道府県のホームページ上では、医療計画の掲載ページにおいて公表するこ

とが考えられる。

0 その際、一般的に、都道府県のホームページは患者・住民が閲覧する機

会自体が少ないと考えられるため、例えば、より検索される傾向にある項

目をぺージの上位に載せるなど、掲載したホームページの情報が閲覧され

るための取組を併せて実施していくことが重要であり、また、世代により

アクセスしやすぃ手段が異なることを意識しつつ、次のような多様な媒体

を活用した取組が必要である。

①県政だより、市政だより等の行政による機関誌の活用

②医療機関、保険者や患者団体の広報誌等、行政以外の団体の協力によ
る広報の活用

③テレビ、ラジオやソーシャルネットワーキングサービスを活用した広
報

0 なお、情報の公表は、インター才、ツトを利用できない環境にある患者や

住民に対する配慮として、都道府県担当部署等での閲覧を可能とするなど

の対応が必要である。

2.地域医療構想調整会議での情報活用

0 地域医療構想調整会議では、地域医療構想の実現に向けた各医療機関の

自主的な取組等の進捗状況を共有し、また、構想区域単位での必要な調整

を行うことになるが、そのために必要な情報として、病床機能報告制度で

報告された情報を活用することとなる。

0 その際、地域医療構想調整会議は、議事に応じてその参加者を限定する

など、柔軟な運用が可能であることから、議事の進行のため特段の必要性

が認められる場合においては、調整会議の場に限り、10 未満の報告値に

つぃても開示し、活用することが可能である。ただし、この場合において

も、個人情報の保護に十分な配慮が必要である。

0 また、病床機能報告制度で報告された情報を、都道府県が分かりやすく

分析した際には、医療機関へ提供し、病床の機能分化・連携の推進のため

に活用されることが望ましい。
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公表しなけれぱならない項目の整理について

0 都道府県知事は、以下の項目について、医療機関ごとの情報を,公表しなけれぱならないものとする。

0 また、医療機能と病床の状況については、二次医療圏等の地域単位の情報も公表しなけれぱならないものとする。
(注)大項目に記載している項目であっても、レセプトを活用し収集している項目にっいては、算定件数以外の算定日數・算定回数は公表しなければならない項目に含まない。

・医療機能

現在の機能

将来(6年後)の機能の予定

【構造設備・人員配置等に関する項目】
・病床の状況

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

一般
病床

許可病床数

療養
病床

稼働病床数

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

許可病床數

上記のうち医療法上の経過措置に該当する病床数

稼働病床数

・診療科

うち医療療養病床数

うち医療療養病床數

主とする診療科(複数ある場合、上位3つ)

・職員数の状況

看護師数(常勤・非常勤別)

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

准看護師數(常勤・非常勤別)

看護補助者数(常勤・非常勤別)

助産師数(常勤・非常勤別)

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

理学療法士数(常勤・非常勤別)

作業療法士数(常勤・非常勤別)

言語聴覚士数(常勤・非常勤別)

薬剤師数(常勤・非常勤別)

臨床工学技士数(常勤・非常勤別)

・一般病床・療養病床で算定する入院基本料・特定入院料及び届出病床数

【内訳項目】

算定する入院基本料・特定入院料

届出病床数

病

レセプト件数

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

単位の特定入院料

【内訳項目】

届出病床数

・DPC群の種類

レセプト件数

(別表)

DPC群の種類

・在宅療養支援病院、在宅療養支援後方病院の届出状況

謡■

在宅療養支援病院(診療所)の届出の有無

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

在宅療養後方支援病院の届出の有無

・往診、訪問診療の状況

【内訳項目】

【大項目(公表しなければならない項目)】

往診を実施した患者延べ数

訪問診療を実施した患者延べ数

【内訳項目】

・看取りを行った患者数(※在宅療養支援病院、在宅療養支援後方病院の届出を行っている病院と、全ての有床診療所が報告が必要な項目)

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

直近1年間で在宅療養を担当した患者のうち、医療機関以外での看取り數(年問)

自宅での看取り数

直近

自宅以外での看取り数

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

年問で在宅療養を担当Lた息者のうち、医療機関での看取り数(年間)

連携医療機関での看取り数

語悪腰門

・二次救急医療施設、救急告示病院の認定・告示の有無

連携医療機関以外での看取り数

【内訳項目】

二次救急医療施設の認定の有無

救急告示病院の告示の有無

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

【内訳項目】

【内訳項目】

■酬

【内訳項目】

【内訳項目】

哥興厘問

■■

..
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医療機器の台数

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

餌冽以上

16列以上餌冽未満

その

16冽未満

3T以

1.5T以上3T未満

上

1.5T未満

血管連続撮影装置

その他

PETMRI

退院調整部門の設置状況

強度変調放射線治療器

遠隔操作式密封小線源治療装置

退院調整

退院調
整部門
に勤務す
る人数

部門の有無

医師(専従・専任吊リ)

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

看護職員(専従・専任別)

MSW(専従・専任男ID

MSWのうち社会福祉士(専従・専任別)

事務員(専従・専任別)

有床診療所の多様な機能

その他(専従・専任別)

有床診療所の病床の役割

入院患者数の状況

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

【内訳項目】

新規入棟

年
問

入棟(入
院)前の
場所別

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】
入院)患者数

予定入院の患者・院内の他病棟からの転棟患者

救急医療入院の予定外入院の患者

救急医療入院以外の予定外入院の患者

在棟(在

急変による入院患者

退棟(退

入院患者数の状況(入院前の場所・退院先の場所別)

他の急性期医療を担う病院の一般病棟からの受入割合

)患者延べ数(年問)

)患者数(年間)

新規入棟

病院

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

入院)患者数

0

有床診

院内の他病棟からの転棟

棟

0

【内訳項目】

家庭からの入院

0

所

0

他の病院、診療所からの転院

0

病棟

0

介護施設、福祉施設からの入院

0

退棟

0

院内の出生

0

施設

前

(退

0

その他

0

0

0

)患者数

0

0

院内の他病棟へ転棟

0

0

家庭へ退院

0

所

0

他の病院、診療所へ転院

0

別

0

介護老人保健施設に入所

0

【内訳項目】

0

介護老人福祉施設に入所

先

0

退院後に在宅医療を必要とする患者の状況

0

社会福祉施設・有料老人ホーム等に入所

0

0

死亡退院等

0

退

その他

■二

【内訳項目】

した患者数aか月問)

退院後1か月以内に自院が在宅医療を提供する予定の患者数
退院後1か月以内に他施設が在宅医療を提供する予定の患者数

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

退院後1か月以内に在宅医療を必要としない患者数(死亡退院含む)
退院後1か月以内の在宅医療の実施予定が不明の患者数

一悪團到

【内訳項目】 病院

0 0

0

病棟

0

0

【内訳項目】

0

施設

0

0

0

0

、0

0

0

51

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

ー
か
月
間

1
詔
N

■
語
"



【具体的な医療の内容】

・幅広い手術の実施状況

手術総数

皮膚・皮下組織

【大項目(公表Lなけれぱならない項目)】

筋骨格系・四肢・体幹

神経系・頭蓋

眼

耳鼻咽喉

、、

顔面・口腔・頸部

胸部

心・脈管

腹部

全身

尿路系・副腎

麻酔

性器

の手術総数

皮膚・皮下組織

筋骨格系・四肢・体幹

神経系・頭蓋

眼

耳鼻咽喉

顔面・口腔・頸部

胸部

心・脈管

腹部

胸腔鏡下手術

尿路系・副腎

腹腔鏡下手術

性器

内視鏡手術用支援機器加算

・がん、脳卒中、心筋梗塞等への治療状況

悪性腫癌手術

病理組織標本作製

【内訳項自】

術中迅速病理組織標本作製

放射線治療

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

病院 有床診

0

0

病棟

0

0

0

施設

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

放射線治療管理料

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

放射性同位元素内用療
法管理料

【内訳項目】

0

0

0

0

0

0

1門照射、対向2門照射又は外部照射を行った場合

0

0

0

非対向2門照射、3門照射又は腔内照射を行った場合

0

0

0

4門以上の照射、運動照射、原対照射又は組織内照射を行った
場合

0

0

0

0

0

化学療法

強度変調放射線治療(1MRT)による体外照射を行った場合

エックス線表在
治療

0

0

がん患者指導管理料1及び2

体外照
射

甲状腺癌に対するもの

0

0

0

甲状腺機能亢進症に対するもの

高エネルギー
放射線治療

0

0

抗悪性腫癌剤局所持続注入

0

固形癌骨転移による痔痛に対するもの

0

肝動脈塞栓を伴う抗悪性腫痔剤肝動脈内注入

0

B細胞性非ホジキンリンパ腫に対するもの

0

0

1回目

0

2回目

0

1回目

ガンマナイフによる定位

0

0

強度変調放射
線治療(1MRT)

直線加速器による放射
線治療(一連につき)

0

0

病院

0

1門照射又は対向2門照射を行った場合

2回目

全身照射(一連につき)

0

非対向2門照射又は3門照射を行った場合

0

電磁波温熱療法(一連に
つき)

有床診

0

4門以上の照射、運動照射又は原体照射を行った場合

0

0

1門照射又は対向2門照射を行った場合

0

1回目

0

病棟

非対向2門照射又は3門照射を行った場合

2回目

0

0

4門以上の照射、運動照射又は原体照射を行った場合

射線治療

0

施設

0

定位放射線治療の場合

外部照射

密封小
線源治
療(一連
につき)

0

定位放射線治療以外の場合

0

0

0

腔内照射

0

0

深在性悪性腫癌に対するもの

0

0

0

浅在性悪性腫痔に対するもの

組織内照射

0

0

0

0

0

0

高線量率イリジウム照射を行った場合又は新型コバルト小
線源治療装置を用いた場合

0

0

0

0

がん患者指導管理料1

その他の場合

放射線粒子照.

0

がん患者指導管理料2

0

前立腺癌に対する永久挿入療法

0

0

0

高線量率イリジウム照射を行った場合又は新型コバルト小
線源治療装置を用いた場合

0

0

0

0

0

0

その他の場合

0

0

0

(本数に関係なく)

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
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分娩件数(正常分娩、帝王切開を含む、死産を除く)

超急性期脳卒中加算

脳血管内手術

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

経皮的冠動脈形成術

入院精神療法(1)

精神科りエゾンチーム加算

・重症患者への対応状況

ハイリスク分娩管理加算

ハイリスク妊産婦共同管理料(Ⅱ)

脳血管内手術 1箇所

救急搬送診療料

脳血管内手術 2箇所以上

観血的肺動脈圧測定

脳血管内ステントを用いるもの

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

経皮的脳血管形成術

持続緩徐式血液漣過

経皮的選択的脳血栓・塞栓溶解術

大動脈バルーンパンピング法

経皮的脳血栓回収術

経皮的冠動脈形成術(急性心筋梗塞)

経皮的心肺補助法

経皮的冠動脈形成術(不安定狭心症)

【内訳項目】[

経皮的冠動脈形成術(その他)

補助人工心騰・植込型補助人工心臆

経皮的冠動脈形成術(高速回転式経皮経管アテレクトミーカテ^"ル)

経皮的冠動脈形成術(エキシマレーザー血管形成用カテ^'ル)

経皮的冠動脈ステント留置術(急性心筋梗塞)

経皮的冠動脈ステント留置術(不安定狭心症)

経皮的冠動脈ステント留置術(その他)

冠動脈内血栓溶解療法

経皮的冠動脈血栓吸引術

頭蓋内圧持続測定(3時間を超えた場合)

人工心肺

病院

血柴交換療法

吸着式血液浄化法

0

1時問以内又は1時問につき

有床診

血球成分除去療法

0

2時間を超えた場合

一般病棟用の重症度、医療・看護必要度の評価に用いた評価票の種類

0

0

重症度、医療・看護必要度の評価において、A得点2点以上かつB得点3点以上の
患者割合

病棟

0

0

初日

0

0

2日目以降

施設

A得点2点以上の患者割合

0

初日

B得点3点以上の患者割合

0

2日目以降

【内訳項目】

0

0

補助人工心臓

0

0

0

0

0

0

0

0

0

植込型補助人工心臓(拍
動流型)

0

0

0

0

0

植込型補助人工心臓(非
拍動流型)

初日

0

2日目以降30日目まで

0

0

31日目以降

0

0

0

初日

0

0

0

2日目以降30日目まで

0

0

初日

31旧目以降90日目まで

0

2日目以降

91日目以降

0

初日

病院

2日目以降30日目まで

0

0

有床診

31日目以降90日目まで

0

0

91日目以降

0

0

0

病棟

0

0

、

0

施設

0

0

0

0

0

0

0
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0
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・救急医療の実施状況

院内トリアージ実施料

休日夜問救急搬送医学管理料

精神科疾患患者等受入加算

救急医療管理加算1及び2

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

在宅患者緊急入院診療加算

'

救急搬送患者地域連携紹介加算

地域連携診療計画管理料

、

救命のための気管内挿管

体表面ペーシング法又は食道ペーシング法

非開胸的心マッサージ

カウンターショック

心鰈穿刺

食道圧迫止血チューブ挿入法

休日に受診した患者延ぺ数

夜間に受診した患者延べ数

うち診察後直ちに入院となった患者延べ数

救急車の受入件数

・急性期後の支援、在宅復帰の支援の状況

うち診察後直ちに入院となった患者延ぺ数

教急医療管理加算1

退院調整加算1(一般病棟入院基本料等)

教急医療管理加算2

在宅療養支援病院等の場合

連携医療機関である場合(上記を除く)

退院調整加算2(療養病棟入院基本料等)

上記以外の場合

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

【内訳項目】

救急・在宅等支援(療養)病床初期加算及び有床診療所一般病床初期加算

30分までの場合

30分を超えた場合

非医療従事者向け自動除細動器を用いた場合

その他の場合

救急搬送患者地域連携受入加算

地域連携診療計画退院時指導料(D

退院時共同指導料2

介護支援連携指導料

退院時りハビリテーション指導料

退院前訪問指導料

・全身管理の状況

病院

中心静脈注射

14日以内の期問

有床診

呼吸心拍監視

15日以上30日以内の期問

0

0

31日以上の期問

病棟

0

0

30日以内の期問

【大項目(公表しなければならない項目)】

0

0

31日以上90日以内の期問

施設

、

酸素吸入

0

0

91日以上120日以内の期間

観血的動脈圧測定a時問を越えた場合)

0

0

121日以上の期問

ドレーン法、胸腔若しくは腹腔洗浄

0

0

一般病棟入院基本料

0

0

.

地域包括ケア病棟入院料

0

0

特定一般病棟入院料

0

0

0

【内訳項目】

有床診療所入院基本料

人工呼吸(5時問を超えた場合)

0

0

0

療養病棟入院基本料

人工腎臓、腹膜漕流

0

0

0

有床診療所療養病床入院基本料

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

経管栄養カテ^ル交換法

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1時問以内又は1時問につき

0

0

3時間を超えた場合

病院

0

0

0

有床診

0

0

0

0

0

病棟

ドレーン法(ドレナージ)

施設

胸腔穿刺(洗浄、注入及び排液を含む)

0

0

7日以内の場合

【内訳項目】

腹腔穿申K洗浄、注入及び排液を含む)

0

0

0

7日を超え14日以内の場合

0

0

0

14日を超えた場合

0

0

0

0

0

人工腎
臓

0

0

持続的吸引を行うもの

0

0

0

慢性維持透析
を行った場合

その他のもの

0

0

0

0

0

0

腹膜港
流

慢性維持透析滝過(複雑なもの)を行った場合

0

その他の場合

0

4時問未満の場合

4時問以上5時問朱満の場合

5時問以上の場合

連続携行式腹膜港流

0

0

その他の腹膜濯流

0

0

0

0

0

0

0

病院

0

0

0

有床診

0

0

0

0

0

病棟

0

0

0

葹設

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
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.疾患に応じたりハビリテーション・早期からのりハビリテーションの実施状況

疾患別りハピリテーション料

心大血管疾患りハビリテーション料

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

脳血管疾患等りハビリテーシヨン料

運動器りハビリテーション料

呼吸器りハビリテーシヨン料

難病患者りハピリテーシヨン料

障害児(者)りハビリテーション料

早期りハビリテーション加算(りハビリテーシヨン料)

がん患者りハビリテーション料

初期加算(りハビリテーション料)

認知症患者りハビリテーション料

摂食機能療法

リハビリテーション充実加算(回復期りハビリテーシヨン病棟入院料)

心大血管疾患りハビリテーション料(1)

体制強化加算(回復期りハビ1行ーション病棟入院料)

心大血管疾患リJ止'りテーション料(Ⅱ)

休日りハビリテーション提供体制加算(回復期りハビリテーシヨン病棟入院料)

脳血管疾患等リJ化'りテー
ション料( 1)

入院時訪問指導加算(りハビリテーション総合計画評価料)

リハビリテーションを要する状態にある患者の割合

脳血管疾患等りハヒ'りテー
ンヨン料(Ⅱ)

平均りハ単位数0患者1日当たり)

過去1年問の総退棟患者数

脳血管疾患等りハヒ'りテー
ンヨン料(Ⅲ)

運動器りハビリテーション料(1)

うち入院時の日常生活機能評価が10点以上の患者数

【内訳項目】

運動器りハビリテーション料(Ⅱ)

1

うち退棟時の日常生活機能評価が、入院時に比較して4点以上(※)改善して
いた患者数
※回復期りハビリテーション病床入院料2または3の場合は3点以上

廃用症候群以外の場合

運動器りハビリテーション料(Ⅲ)

廃用症候群の場合

・長期療養患者の受入状況

呼吸器りハビリテーション料(1)

廃用症候群以外の場合

呼吸器りハビリテーション料(Ⅱ)

廃用症候群の場合

廃用症候群以外の場合

療養病棟入院基本料1.2(A~D

6歳未満の患者の場合

廃用症候群の場合

栴癒評価実施加算(療養病棟入院基本料、有床診療所療養病床入院基本
料)

6歳以上18歳未満の患者の場合

18歳以上の患者の場合

重度桐癒処置

重症皮膚潰癌管理加算

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

・重度の障害児等の受入状況

難病等特別入院診療加算

特殊疾患入院施設管理加算

超重症児(者)入院診療加算・準超重症児(者)入院診療加算

病院

強度行動障害入院医療管理加算

0

有床診

難病患者りハ、障害児(者)りハ(再掲)

【大項目(公表しなけれぱならない項目)】

0

0

0

病棟

0

0

0

0

施設

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

【内訳項目】

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

【内訳項目】

0

0

..

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
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医療計画について(局長通知)

各都道府県気序殿

医療計画について

針城における医療及て畍護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律

改正

改

(平成26培去律第83号)が平成26年6月に成立し、効率的力yつ質の高、、医療提供体制を構築

正

するとともに、封色域包括ケアシステム(封城における医療及て畍護の総合的な確保αX足進に関す

る法律(平成元培去律第64号)第2条第1項に規定する地域包括ケアシステムをいう。以下同

後

じ。)を構築することを通じ、台城における医療及び介護の総合的な確保を推進するため、医療

法(昭和23培去律第205号。以下Ⅳ却という。)が改正され、地域医療構想(法第30条の4

第2項第7号に規定する針城医療構想をいう。以下同じ。)が導入された。

地域医療構想において、都道府県は、二次医療圏(法第30条の4第2項第12号に規定する区

域をいう。以下同じ。)を基本とした構想区域(同項第7号に規定する構想区域をいう。以下同

じ。)ごとに、2025年の病床の機能区分(法第30条の13第1項に規定する病床の機能区分をい

医政発0331第57号

平成29年3月31日

つ

、ノ

関する事項を定めることとされており、平成28年度末までに、全ての都道府県において台城医

以下同じ。)ごとの病床数の必要量とその達成に向けた病床の機能の分イヒ及び

療機想、を策定する見込みとなっていることから、今後は、賀城医療構想の達成に向けた財且を進

めていくことが求められている。

今般の医療計画の策定に当たっては、平成28年5月より開催した、医療計画の見直し等に関

厚生労働省'医政局長

する検討会における意見のとりまとめ等を踏まえ、

①急性期から回復期、,慢唯瑚までを含めた一→梯りな医療提g淋制の構築

②痴丙・事業^的な医療提供体帛1の構築

③ 5痴丙・5^及て潅宅医療に係る指標の見直し等による政策循環の出且みの強化

各都道府県矢停殿

④介護保険事業伎捌計画等の他の計画との整合性の確保

などの観点から、法第30条の3第1項の規定に基づき、医療提供体制の確保に関する基本方針

(平成19年厚生労假治'告万鞘70号。以下「遍き本方針」という。)の改正を行うとともに、呂1採氏

現

我が国のネ士会保障改革については、「ネ士会保障・税一体改革大綱(平成説年2月17日閣議決

定)」(以下「大綱」という。)に基づき、急村朔をはじめとする医療機能の強化、病院・病月滋

能のイ蛯11分担・i車携の推進、在宅医療の充実等を内容とする医療サービス提供体制」の制度改革に

取り組むこととされた。

行

大綱では、平成24年度における都道府県による新たな医療計画(平成25年度より実陶の策

定に向け、

①医療機能の分化・連携を推進ずるため、医宗計画の実1予性を高めるよう、二次医療圏の設

の推進に

医療計画について

定の考え方を明示するとともに、痴丙・事業ごとのPDCAサイクルを効果的に機能させる

②在宅医療について、達成ずべき目標、医療連携体制、人材確保等を記載ずる

③精神疾患を既存の4痴丙に追力口し、医寮_車携崎ljを構築する

医政発0330第28号

平成24年3月30日

などの観点から、医療計画作成指針を見直すこととされている。

また、医療法(昭和23培去律第205号。以下「法」という。)第30条の3第1項の規定に基

づき、医療提供体制」の確保に関する基本方針(平成19年厚生労働省'告示第70号。以下「基本方

1

乢、

針」という。)が、本年3月22日に改正され、本年4月1日からのヨ盲用とされたところである。

厚生労働省'医政局長

本改正においては、人口の急速な高謝ヒや村会構造の多捌ヒ・複細ヒ等に伴う患者の疾病構造

の変化に対応するため、

J
'

①精神疾患、の医療連携体制に求められる機能の明示

②居宅等における医療(在宅歯矛斗医療を含む。以下「在宅医療」という。)の医療連携体痢」

に求められる機能の明示

③狗丙・事業及て陸宅医療のそれぞれに係るガ城の医療提台垪綿」の現伏のれ嘘、課題の抽出、

などの見直しが行われたところである。

目標設定、施策の明示、逸女伏t兄等の調査・分析・調西

1



1

「医療計画作"艾指針」(以下「指針」という。)の見直しを行った。

都道府県においては、患老本位の、良質力yコ適切な医療を効率的に提供ナる体制」を構築し、国

民の医療に対ずる安心、イ言頼の確保を図るために、基本方針の改正の趣旨を踏まえた医療計画の

見直しを通じて、医療計画をより一層有亥力に機能させていくこと及び凱城医療構想の達成に向け

た嚇且を進めていくことが求められている。また、そのために必要な人材の育成を糾狩,的に行っ

ていくことも重要である。

また、病床の機能の分イヒ及び連携の描隹による効率的で質の高い医療提世蝋本制の構築及び居宅

等における医療(以下「在宅医療」という。)・介誰の充実等の卦包域包括ケアシステムの構築がー

体的に行われるよう、医療計画、介護保険去(平成9年法律第123号)第118条第1項に規定す

る都道府県介護傭貪事業支援計画(以下「都道府県介護保険事業支援計画」という。)及び同法

第117条第1項に規定ずる市町村介護保険事当計画(以下「市陶村介護保険事業計画」という。)

の整合性を確保することが必要である。平成30年度以降、各計画の作成・見直しのサイクルが

一致ナることもまえ、医療と介護の連携を強イヒナるため、計画のーイ軸勺な作成体罰」の整備等

必要な嚇且を推進していくことが重要である。

都道府県においては、前述の趣旨にのっとり、医療計画の見直しの趣旨、内容の周生叫散底を図

るとともに、指針ιこ示す具体的羽順を参考としながら、都道府県介護保険事業支援計画及び市町

村介護例倹事業'計画との整合性について→分に酉誠した上で、その作成と推進に遺憾なきを期さ

れたい。

都道府県においては、患者本位の、良質力y)適切な医療を効率的に提供ずる体制を構築し、国

民の医療に対ずる安心、イ言頼の確保を図るために、大綱及てド今般の基本方針の改正の趣旨を踏ま

なお、医療一計画の作成に当たり、特に留意する事項については、以下に記すが、医療法の一→郭

を改正する法律(平成27培去律第74号。平成29年4月2日全面樹テ予定)による改正後の医

療法に基づき記載している点に留意すること。また、医療従事者の確保、地域における医療及び

えた医宗計画の見直しを通じて、医療計画をより一層有効に機能させていくことが求められてい

る。また、そのために必要な人材の育成をネ佳続的に行っていくことも重要である。

介護を総合的に確保するための基本的な方針(平成26年厚生労働省'告司葎354号。以下「医療

介信萎絡＼合確保方針」という。)第2の二の1に規定する協議の場における協議事項等については、

新たな医療の在り方を踏まえた医師・看誕市等の働き方ビジョン検討会、医療従事者の需給に関

する

うこととする。

云、キ陰 一医療部会及て畍護保険音除等での議論を踏まえ、必要な見直しを行

新たな医療計画の見直しについては、原則として、現行の計画期間に関わらず、平成25年4

月からの適用を目指してぃることから、都道府県においては、前述の趣旨にのっとり、医療計画

の見直しの趣旨、内容の周失断削氏を図るとともに、易1甑「医索計画作成指針」(以下「指針」と

いう。)に示す具体的司司頓を参考としながら、その作成と推進に遺憾なきを期されたい。

厚生労働省'としては、都道府県のPⅨAサイクルを効果的に機能させる取り組みを支援するた

め、狗丙・:事業及て潅宅医療ごとの指標を示すこととしているが、各都道府県の取り組み等を踏

まえ、都道府県が指標を用いて把握した現伏の公表、新たな指標の検討や医療計画の書肖西羽恒の

あり方の検言携も随剛テつていくことを考えている。

また、都道府県においても、妊城の実情に応じて独自に指標を開発していくことが望ましい。

独自に開発した指標が全国で参考になると考えられる場合は、厚生労働省'に報告することをお願

いする。

なお、医療計画の作成に当たり、特に留意ナる事項については、以下に記す。また、「医療計

画にっいて」(平成19年7月20日医政発第0720003号医政局長通知)1才廃[ヒする。

2

r

、



また、「医療計画について」(平成24年3月30日付け医政発0330第28号厚生労働省'医政局長

通知)、「負城医療構想策定ガイドライン等について」(平成27年3月31日付け医政発0331第

53 号厚生労働省'医政局長通知)、「第→一次へき赴挑杲健医療計画の策定等にっいて」(平成22年

5月20日付け医政発0520第9号厚生労働省'医政局長通知)及び「周産期医療の確保にっいて」

(平成22年1月26日付け医政発0126第1号厚生労働省'医政局長通知)ほ廃1ヒする。

1 医療青卜画の作成について

医療'計画の作成に当たっては、指針を参考として、基本方針に即して、かっ、医療提供体制

の現伏、今後の医療需要の推移等地域の実情に応じて、関係者の意見を十分踏まえた上で行な

うこと。

2 医^燃11について

①便ξ号碑"(

いう。以下同じ。)に関する事項については、がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、、糖

尿病及び精神疾患の5疾病(以下「5疾病」という。)、救急医療、災害時における医療、ヘ

き地の医療、周産期医療及び小児医療(小児救急医療を含む。)の5事業(以下「5事業」

という。)並びに在宅医療を医療計画に定めることとする。

なお、ロコモティブシンドローム、フレイノレ、肺炎、プく燈_R骨頚部骨折等については、 5疾

病に加えることとはしないものの、その刻策については、他の関連施策と調禾口を図りっつ、

疾病予防・介護予防等を中心に、医療・介護が連携した総合的な対策を講ずること。

設相互間の機能の分担及ひ業務の連携を確保するための体制を

5痴丙・5^及て陸宅医療については、施策や事業の結果(アウトプット)のみならず、

住民の健康状態や患者の状態缶兌果(アウトカム))に対してどれだけの影響(インパクト)

を与えたかという観点から施策及てド事業の喜舳と改善を行う僻且みを、政策循環の中に組み

込んでいくこととし、全都道府県共通の指標を用いることなどにより、医療提供体佑"に関す

る現状を把握し、「狗丙・事業及てド在宅医療に係る医療体痢」について」(平成29年3月31日

付け医政地発0331第3号厚生労假浩'医政局"城医宗計匝髞長通知)の呂1採氏「痴丙・事業及

て麻生宅医療に係る医療体制の構築に係る指針」(以下「痴丙・事業及て陀三宅医療指針」とい

う。)で述べる5痴丙・5事業及て潅宅医療のそれぞれの目指すべき方向の各事項を踏まえ

て、対策上の課題を抽出し、課題の解決に向けた施策の明示及て徴値目標の設定、それらの

進捗状況の書肖西等を実施ずる。

第7炊医療計画における指標は、医療'計画の実効性をより一層高めるために政策循環の仕

1 医療書卜画の作成について

医療計画の作成に当たっては、指針を参考として、基本方針に即して、かっ、医療枦疋供体制

の現伏、今後の医療需要の推移等台城の実情に応じて、剛系者の意見を→・分踏まえた上で行な

うこと。

2 医^齢1」について

①医索計画の記載事項として、がん、脳卒中、急性心筋梗塞及び糖尿病の4痴丙に、新たに

精楜矣患をi助Uし、救急医療、災害時における医療、へき地の医療、周産期医療及び小児医

療(小児救急医療を含む。)の5事業並びに在宅医療(以下「5痴丙・5^及て雉宅医療」

という。)に係る

下「医療連携体罰」」という。)に関する事項を医療計画に定めることとされたこと。

また、 5狗丙・5事業及てド在宅医療については、全都道府県共通の、病期・医劉幾能及び

ストラクチャー・プロセス・アウトカムに分類した指標を用いることなどにより、賀茸域の医

設相互間の機能の分担及て^の車を確保するための体制(以

療提供体佑"に関する調査を通じて現炭を把握した上で、別に通知する指針で述べる5痴丙・

5事業及てド在宅医療のそれぞれについての目指すべき方向(以下「目指すべき方向」という。)

の各事項を踏まえて、課題を抽出し、課題の解決に向けた数値目標の設定及ひ切諌の明示、

゛

それらの進捗状況の調西等を実旛ずる。その際には、個々の施策が数値目粳の改善にどれだ

けの効果をもたらしているか、また、目指ずべき方向の各事項に関連づけられた施策群が全

体として効果を発揮しているかという観点も踏まえ、個々の施策弌数値目標並びに目指すべ

き方向への達成状t兄の書肖西を行い、その評価結果を踏まえ、必要に応じて医療計画の見直し

を行うf蜂且みを、政策循環の中に組み込んでいくことが必要となること。

3

これは医療計画の実効性をより一層高めるために政策循環の出且みを強イヒするとともに、

゛
遅

記記



組みを強イヒするとともに、共通の指標により現伏罰墾を行うことで、都道府県ごと、二次医

療圏ビとの医療提供体御」を客観的に比較できるようなものとするため、指標を見直すこと。

なお、指梗については、疾病・^及て陸宅医療指針を参照すること。

(2)急速な高鯏ヒの進展の中で、疾病構造の変化昊弓也域医療の確保といった課題に対応するた

めには、求められる医療機能を明確にした上で、ヨ城の医療関俳、者等の協力の下、医療機関

及び関係機関力鴇能を分担及び車することにより、切れ目なく医療を提供ずる体指"を構築

することが必要である。また、医療及てM"護を取り巻く"城ごとの多様な状況に対応するた

め、限りある"城のネ絵資源を効率的かつ玄力果的に活用し、ガ拶或包括ケアシステムの構築を

進めていく上でも、医側幾関と関俳機関との連携は重要である。

共通の指標により現状托握を行うことで都道府県ごと、二次医療圏ごとの医療提供体柳」を客

観的に↓ヒ較できるようにしたことに留意すること。なお、上記の指標については、別途通知

する疾病・^及て潅宅医療の医療提供体告1オ蒜築に係る指針で示すこととしており、全都道

府県で入手可能な指標(以下「必須指標」という。)、独自調査やデータの角鞠博により入手

可能な指標(以下「推奨指標」という。)などに分類される。各都道府県は、少なくとも「必

須指標」及び「推奨指標」によりれ嘘した数値を医療計画に寂戴した上で、負城の医療提供

体市1についての現1財巴握を行うことが必要である。

また、例示した指標のうち「必須指標」及び「推奨指梗」以外の指標も含め、現サ苛巴握の

ために活用する力否かについて、イ乍業部会等で検討を行うとともに、その結果を公表し、厚

生労イ動省'に報告すること。

(参考)

ストラクチャー指標

プロセス指標

医療サービスを提供ずる物質資源、人的資源及て畔且織体制を測る指標

アウトカム指標

実際にサービスを提供tる主体の活動や、乳包機関との連携体制を測る指標

(2)医療三十画に定める疾病に新たにi助nされた精神疾患の医療体罰」の構築にあたっては、以下

医療サービスの結果としてαX主民の健康状態を測る指標

の目的を達成ずるために、医療機ミ三1こ着目した診療実施施設等の役御扮担の明剛ヒなどを通

じて、発症から診断、治療、針城劣舌'・ネ士会復帰までの支援体制」を明示すること。

①住み慣れた身近な"城で基本的な医療支援を受けられる体告11を構築すること。

②精神疾患の患老像に応じた医療機関の機能分担と連携により、適切に保健・樹止・介護・

生活^・就労支援等のサービスと協働しつつ、総合的に必要な医療を受けられる体制」を

構築すること。

③症状が多彩にもかかわらず自覚しにくい、症状が変化しやすい等のため、医療支援が届

きにくぃという特性を踏まえ、アクセスしやすく、必要な医療を受けられる体制を構築す

ること。

④手厚い人員体痢」や週浣支援・ナ也國車携の強化など、必要な時に入院し、できる限り短期

間で退,完できる体柳1を構築すること。

⑤医療機関等が提供できる医療支援の内容や実績等についての情報を積極的に公開する

③また、医療体告1を充実・強イヒずることとなった在宅医療については、以下の目的を達成す

ことで、患者が医療支援を受けやすい環境を構築すること。

るために、在宅医療についての地域の

4

jの確保の状況、その連

、
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3 医療従事者'の確保等の記載事項について

①法第30条の4第2項第10号の医療従事者の確保については、医師、歯科医師、薬都伯市、

看誕市等の医療従事者について、将来の需合動向を見通しつつ養成を進め、適正な懈合数を

確保するとともに、針包國約な偏在昊彬療矛斗間の偏在への対応を進める必要があること。

その際、医療提令妨曾設相互間における連携体制」を構築する嚇且自体が偏在解消への刻策に

なることや、都道府県が中心となって地域の医療機関へ医師を物電きずる出且みを再構築する

ことが求められているとと。

これらを踏まえ、都道府県においては、法第30条の23第1項の規定に基づき、ガ城医療

対策協議会の活用等により医療従事者の確保に関する事項に関し必要な施策を定めるための

協議を行い、そこで定めた施策を医療計画に記載ナるとともに、公表し実施していくことが

必要であるとと。

特に針城の医療機関で医師を確保するためには、台城の医療機関で勤務する医師のキャリ

ア形成に係る不安の解消に向けて、大学等の関俳機関と緊密に連携しつつ、医師のキャリア

形成支援と一体的に地域の医療機関の嘩市の確保を支援する醐且が必要であり、都道府県に

おいては、ガ城医療支援センター等を活用して、必要な施策について針城の医療関俳、者等と

変時等の支援体制、医療従事者の確保を明示ナること。

①患者自身が疾病等により通院困難な状態になっても、最後まで居宅等で必要な医療を受

けられる体制を構築すること。

②そのため、地域にどのような診療所、病院、訪問看護ステーション、調邦」を実施ずる薬

局等が存在し、かつ、どのような連押体佑1を組んでいるのか、また、患者の状態等に応じ

協議の上推進していくことが必要であること。

(2)法第30条の4第2項第11号の医療の安全の確保については、医療機器の安全管理等に関

て適切な他の医療提供者等にどのように紹介するのかなどの出且みがわかりやすく理角¥

できるようにすること。

③適切な療養環境を確保し、虚弱な状態になっても最後まで居宅等で暮らし続けたいと希

する事項として、高度な医療機器について、配置状況に加え稼働状況等も確認、し、保守点検

望する患者昊并主民が安心感を持てるようにすること。

なお、歯甲1口腔ケアの充実が、在宅で療養する患者が質の高い生活を送る上で重要な役

割を果たすことなどから、在宅歯甲1医療の提参埒患者の歯手斗口腔保健を推進する体脚】にっ

いても明示すること。

また、医薬品の提駄壊、点としての調斉4を実施する薬局の機能を活用するために、居宅等

への医薬品等の提供体制についても明示ずること。

3 医療従事者'の確保等の笥識事項について

①法第30条の4第2項第7号の医療従事者の確保については、医師、歯科嘩市、薬斉伯而、

看護師等の医療衣諏者について、将来の需合動向を見通しつく^を進め、適正な憾合数を

確保するとともに、"甘域的な偏在や訟療矛斗間の偏在への対応を進める必要があること。

その際、医療枦疋世妨缶'設相互間における連携体制を構築する嚇且自体が偏で蠏消への対策に

なることや、都道府県が中心となって地域の医療機関へ医師を勿弓貴tるf蜂且みを再構築する

ことが求められていること。

これらを踏まえ、都道府県においては、法第30条の12第1項に基づき、翅戴医療対策協

5

f

議会の活用等により医療従事者の確保に関する事項に関し必要な施策を定めるための協議

を行い、そこで定めた施策を医療計画にZB載手るとともに、公表し実施していくととが必要

であること。

特に餌城の医療機関で医師を確保するためには、封城の医療機関で剃勝する医師のキャリ

ア形成に係る不安の解消に向けて、大学等の関係機関と緊密に連携しつつ、嘩市のキャリア

形成支援と^に地域の医療機関の医師の確保を支援する取り組みが必要であり、都道府

県においては、針城医療支援センター等のネ月織を設置するとともに、必要な施策について地

,

域の医療凱系者等と協議の上推進していくことが必要であること。



を含めた書F価を行うこと。

また、町、Ⅷ1等の医療機器を有する診療所については、当該機器の保守点検を含めた医

療安全の嚇且状況について、定期的に報告を求めること。

③法第30条の4第3〕頁第1号の台城医療支援病院の整備の目標その他医療提色域商設の機能

を考慮した医療提色U西'設の整備の目標に関する事項として、特定の病院等が果たすべき機能

にっいて医療計画に記載ずる場合には、事前にその開設者と,分な意見調整を行うものとす

ること。

4 基準病床数及て幣定の病床等に係る特伊牌について

①法第30条の4第2項第14号に規定ずる基澗丙床数の算定は、病院の病床及ひ杉療所の病

床(以下「病院の病床等」という。)に対して行うものであること。

なお、基準广丙床数並びに二炊医療圏及び三次医療圏(同項第13号に規定する区域をいう。)

の設定にっいては、厚生労働省'令で定める標準により実施ナること。これは、病院の病床等

の適正配置を図るためには、全都道府県において統一的に実施しなければ実効を期しがたい

からであること。

(2)既設の二次医療圏が、入β完に係る医療を提供ずる^の圏域として成り立っていない場合

は、その見直しにっいて検討ナること。その際には、圏域内の人口規模が患者の受療動向に

大きな影響を与えていることから、人口規模や、当該圏域への患者の流入及び当該圏域から

の患者の流出の実見等を踏まえて見直しを検討ずること。

特に、人口規模が20万人未満であり、カ、つ、二次医療圏内の病院の療養病床及ぴ一般病

床の推計流入入院患者害洽(以下「流入患者御拾」という。)が20%未満、推計流出入院患

者害洽(以下「流出患者害恰」という。)が20%以上となっている既設の二次医療圏につい

ては、入,完に係る医療を提供ずる一体の区域として成り立っていないと考えられるため、設

定の見直しにっいて検討することが必要である。なお、設定の見直しを検討ずる際は、二次

医療圏の面積や基幹となる病院までのアクセスの時間等も考慮することが必要である。

また、構想区域と二次医療圏が異なっている場合は、・」致させることが適当であることか

ら、構想、区域に二次医療圏を合わせるよう必要な見直しを行うこと。

(3)法第30条の4第7項及び第8項の規定による特価ιは、大規模な都市開発等により急激な

②法第30条の4第3工頁第1号の地域医療支捌丙院の整備の目標そα池医側幾能を考慮した

医療提世姑価,設の整備の目標に関する事項として、特定の病院等が果たすべき機能について医

療計画に記載ずる場合には、事前にその開設者と1分な意見調整を行うものとすること。

人口の1勸nが見込まれ、現在人口により病床数を算定することが不適当である場合、特殊な

疾病にり患する者が異常に多い場合等病床に対する特別の需要があると認められる場合に

行うものとすること。

なお、今後高齢者人口の増力Πが更に進むガ城においては、医療需要の増力口が大きく見込ま

4 基澗丙床数及て幣定の病床等に係る特伊博について

①,法第30条の4第2項第11号の基増丙床数の算定は、病院の病床及ひ杉療所の病床(以下

「病院の病床等」という。)に対して行うものであること。

なお、基駒丙床数及てN去第30条の4第2項第9号及び10号の区域(以下「二次医療圏」

れ、それに応じた医療提供体帋11の整備が求められることから、既存病床数力§基準病床数を超

及び「三次医療圏」という6)の設定にっいては、厚生労働省'令で定める標準により実施ナ

ること。これは、病院の病床等の適正配置を図るためには、全都道府県において統一的に実

施しなけれぱ実効を期しがたいからであること。

(2)既設の二炊医療圏が、入院に係る医療を提供ずる^の圏域として成り立っていない場合

は、その見直しにっいて検討ナること。その際には、圏域内の人口規模が患者の受療動向に

大きな影響を与えていることから、人口規模や、当該圏域への患者の流入及び当該圏域から

の患者の流出の実見三等を踏まえて見直しを検討すること。

特に、人口規模が20万人未満であり、且つ、二次医療圈内の病院の療養病床及び・→没病

床の推計流入入F完患者害恰(以下「流入患者御恰」という。)が20%未満、推計流出入院患

者省洽(以下「流出患者害洽」という。)が20%以上となっている既設の二次医療圏につい

ては、入院に係る医療を提供ナる一体の区域として成り立っていないと考えられるため、設

定の見直しにっいて検討することが必要である。なお、設定の見直しを検討司、る際は、二次

医療圏の面積や基幹となる病院までのアクセスの断司等も考慮することが必要である。

(3)法第30条の4第6工頁及て際7項における特伊"は、大規模な都市開発等により急激な人口

の増力nが見込まれ、現在人口により病床数を算定することが不適当である場合、特殊な疾病

にり患する者が異常に多い場合等病床に刻する特別の需要があると認められる場合に行う

ものとすること。

、

6

、ノ

、



えている地域で病床数の必要量が将来においても既存病床数を大きく上回ると見込まれる

場合は、高齢者人口の増力噂に伴う医療需要の増加を勘案し、基準病床数の見直しにっいて

毎年検討するとともに、同条第7項の規定による特仰」で対応すること。

④法第30条の4第9項の規定による特定の病床に係る特伊」の対象となる病院の病床等、特

に今後各区域において整備する必要があるものに限り、各区域において基準病床数を超える

病床が存在する等の場合でも必要に応じ例外的に整備できるものであること。

この場合において、特価'の対象とされる数は、当該申請に係る病床と機能及て触格を同じ

くする既存の病床数等を勘案し、彪要最小限とすること。

なお、これらの特g'の対象となった病床については、既存病床数として算定するものであ

ること。

⑤法第30条の4第10項の規定による特価'は、地域医療連携推進法人(法第70条の5第1

項に規定するガ城医療連携推進法人をいう。以下同じ。)の参加法人、(法第70条第1項に規

定ずる参加法人をいう。以下同じ。)伺士又は同一参加法人内で、台城医療構想の達成を推

進するために必要なものであり、病床数の合計が勅Uしておらず、賀城医療連携推進法人の

地域医察_車携描r評議会(法第70条の3第1;項第1号に規定ずる貴城

をいう。)の意見を聴き、また、当該意見を尊重した上で行われる場合に実施できるもので

あること。

なお、必要な病床数を認めるに当たっては、病院の病床等の増加等の申請に係る構想区域

におけるガ城医療構想調整会議(法第30条の14第1項に規定ずる協議の場をいう。)の協

議の方向性に沿ったものであることを確認すること。

(6)法第30条の4第7項から第10項までの規定による特伊ιについては、都道府県医療審議会

に諮ること。

この場合、特価ιとしての取扱いを必要とする理由及てN博伊4としての取扱いをしようとする

病床数の算定根拠を明らかにして当該都道府県医療審議会の意見を聴くものとするとと。

また、前記の規定(法第30条の4第10項の規定を除く。)に基づき、特伊ιとしての取扱

いを受ける数について厚生労働大臣に協議するときは、特伊4としての取扱いを必要とする理

由及て岡粘ιとしての取扱いをしようとする病床数の算定根捜曙を記載した申請書偶1俳剛柴式

1、 2)に当該都道府県医療審議会の意見を併げること。

④法第30条の4第8項の規定による特定の病床に係る特伊4の文橡となる病院の病床等、特

に今後各区域において整備ずる彪要があるものに限り、各区域において基準病床数を超える

病床が存在する等の場合でも必要に応じ例外的に整備できるものであるとと。

この場合において、特伊"の対象とされる数は、当該申請に係る病床と機能及び凶銘を同じ

くする既存の病床数等を勘案し、必要最小限とすること。

なお、これらの特伊"の対象となった病床については、既存病床数として算定するものであ

ること。

5 聞男青床数及ぴ申請病肝激について

①医療法樹テ規貝U(昭和23年厚生省令第50号。以下「規貝山という。)第30条の33第1

項第1号により国の開設ずる病院又は診卿折であって宮内庁、防衛省等の所管するもの、特

(5)法第30条の4第6項、第7項及び第8項による特多'4については、都道府県医療審議会に

諮ること。

この場合、特g4としての取扱いを必要とする理由及て岡知」としての取扱いをしようとする

病床数の算定根拠を明らかにして当該都道府県医療審議会の意見を聴くものとすること。

また、肩嬬己の規定に基づき、特伊4としての取扱いを受ける数について厚生労働大臣に協議

するときは、特gリとしての取扱いを必要とする理由及て凡椿伊ιとしての取扱いをしようとする

病床数の算劇長捜曙を言識した申請書偶1」ネ氏朕式1、 2)に当該都道府県医療審議会の意見

を酢トナること。

,

5 既存病床数及ぴ申請病床数について

(D 規貝U第30条の33第1;11頁第1号により国の開設ずる病院又は診卿斤であって宮内庁、陦衛

省等の沙階するもの、特定の事務目渚しくは事業F祈の従業員及びその家族の診療のみを行う

7

,
」



定の事務戸斤若しくは事拘ワ〒の従業員及ぴその家族の診療のみを行う病院又は診療所等の病

床にっいて、既存病床数及び当該申請に係る病床数の算定に当たり、当該病床の利用者のう

ち、職(隊)員及びその家族男峅の者、松諜員及てドその家族戈1夕1、の者等の部列者が占める率

による補正を行うこととしているのは、それらの病院又1才診療所の病床については部列者が

利用している部分を除いては、「般住民に対する医療を行っているとはいえないからである

こと。

なお、当該郷完又は当該診療所の開設許可の申請があったときは、その開設の目的につき

→弓JY書査するものとすること。また、開設の目的につき変更の申請があったときも同様とす

ること。

(2)放射線治療病室の病床については、専ら治療を行うために用いられる病床であることか

ら、これを既存病床数及び当該申請に係る病床数として算定しないものとすること。

無菌病室、集中治療室(1CU)及び心遍削丙専用病室(ⅨU)の病床については、専ら当該病

室の病床に収容された者が利用する他の病床が同一病院又ほ診療所(以下「郷完等」という。)

内に別途確保されているものは、既存の病床数として算定しないものとしていたが、医療法

樹テ規貝"の^を改正する省令(平成29年厚生労側治'令第27号。以下「改正省令」という。)

による改正により、平成30年4月1日以降はこれまで既存の病床数として算定していなか

つたものを含めて、全て既存の病床数として算定ずること。

(3)国立及び国立以外のハンセン病療養所である病院の病床については、既存の病床数に算定

しないこと。

④,L叫喪失等の状態で重大な他割テ為を行った者の医療及て噸察等に関する法律(平成 15

年法律第110号)第16条第1項の規定により厚生労働大臣の指定を受けた指定入院医療機

関である病院の病床(同法第C条第1工頁第1号又は第61条第1項第1号の決定を受けた者

に対する同法による入院による医療に係るものに限る。)については、既存の病床数に算定

しないこと。

⑤診療所の一般病床のうち、良質な医療を提供ずる体椒」の確立を図るための医療法等の・→郭

を改正する法律(平成18嫡去律第84号)附則第3条第3項に定める「特定病床」について

は、別途政令で定める日までの間、既存の病床数に算定しないこと。

病院又は診療所等の病床について、既存病床数及び当該申請に係る病床数の算定に当たり、

当該病床の利用者のうち、職(隊)員及びその家掬メ外の者、従業員及びその家族上峅の者

等の部外者が占める率による補正を行うこととしているのは、それらの病院又1ネ診療砂rの病

床にっいては部列者が利用している部分を除いては、^住民に刻司、る医療を行っていると

はいえないからであること。

(6)平成30年4月1日以降、診痢折の療養病床又は一般病床について、改正省令による改正

後の規貝リ第1条の 14第7;1頁第1号又1才第2号に該当する診療所として都道府県医療審議会

の議を経たときは、都道府県失喜事への許可申請の代わりに届出により病床が設置されること

となるが、既存の病床数の算定に当たっては当該届出病床も含めて算定を行うこと。

なお、当該病院又は当該診痢折の開設許可の申請があったときは、その開設の目的につき

1弓コ審査するものとすること。また、'開設の目的につき変更の申請があったときも同様とす

ること。

(2)放射線治療病室の病床については、専ら治療を行うために用いられる病床であることか

ら、これを既存病床数及び当該申請に係る病床数として算定しないものとすること。

無菌病室、集中治療室 qcu)及び心臓病専用病室(CCU)の病床については、専ら当該四

病室の病床に収容された者が利用する他の病床が同一病院又1ネ診療F斤(以下「病院等」とい

6 医療計画の作成手順等について

う。)内に別途確保されているものは、病床数として算定しないものとすること。なお、無

菌病室、1CU及び郡Uの病床数のうち、既栩丙床数及び当該申請に係る病床数として算定し

ないものの数を決定ずるに当たっては、当該病院等及び当該病院等と機能及て唯格を同じく

する病院等の病床禾'用の実績等を考慮するものとすること。

③国立及ひ国立以外のハンセン病療養所である病院の病床については、既存の病床数に算定

しないこと。

④心帥喪失等の状態で重大な他割テ為を行った者の医療及て胤察等に関する法律(平成 15

墹去律第110号)第16条第1項の規定により厚生労働大臣の指定を受けた指定入F完医療機

関である病院の病床(同法第42条第1項第1号又1コ第61条第1^1号の決定を受けた者

に対,・る同法による入β完による医療に係るものに限る。)については、既存の病床数に算定

しないこと。

⑤診療F斤の一般病床のうち、良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の^

を改正する法律(平成18甲去律第84号)附則第3条第3項に定める「特定病床」について

は、別途政令で定める日までの間、既存の病床数に算定しないこと。

'「

(6)診療F斤の一般病床にっいて、規貝"第1条の14第7;11E第1号から第3号までに該当する診

療所として都道府県医療審議会の議を経たときは、都道府県知事への許可申請の代わりに届

出により病床が設置されることとなるが、既存病床数の算定に当たっては当該届出病床も含

めて算定を行うこと。

6 医療計画の作成判頂等について

8

、

、
、



'、^

①法第30条の4第12項の「医療と密接な関連を有する施策」とは、基本力針第九に掲げる

方針等が該当すること。

(2)法第30条の4第13項の規定において、都道府県は医療計画を作成するに当たり、都道府

県の境界周辺のガ城における医療の需給の実情に照らし必要があると認めるときは、関俳、都

道府県と連絡引盤を行うこと。

とれは、 5痴丙・5事業及て腔宅医療に係る医療連携体制の構築など、施策の内容によっ

ては、より広域的な対応が求められることから、都道府県内における自己完結にこだわるこ

となく、当該都道府県の境界周辺のガ城における医療を確保するために、必要に応じて隣接

県等との連携を図ることが求められているものである。

③法第30条の4第14項の「診療又1才調却」に関する学識経験者の団体」としては、都道府県

の区域を単位として設立された医師会、歯甲1医師会及て腰駆却」師会が考えられること。

④法第30条の4第15項の規定により、医療計画の作成等に関して、都道府県ごとに設けら

れている保険者協議会(高齢者の医療の確保に関する法律(晴口57軍去律第80号)第157

,

条の2第1項に規定する協議会をいう。)の意見を事前に聴くこと。

(5)法第30条の4第16項の規定における医療計画の変更とは、法第30条の6の規定に基づ

く変更をいうものであり、例えば、 5疾病・5^及て腔宅医療のそ才しぞれに係る医療連携

体制において、医療機彬"を担う医療提g艷'設を変更する場合などは、この規定に基づく医療

計画の変更には当たらないこと。

(6)医療計画については、法第30条の6の規定に基づき、 6年ごとに調査、分析及て児平価を

行い、必要がある場合は変更すること。また、在宅医療その他必要な事項については、 3年

7 医療晉卜画の推進について

①法第30条の7第1項の規定において、医療提供施設の開設者及び管理者は、医療計画の

達成の推進に資するため、医療連携体常」の構築のために必要な協力をするよう努めるものと

ごとに調査、分析及ひ活平価を行い、必要がある場合は変更すること。

⑦医療計画、都道府県介護保険事業支援計画及ひ市町村介護保険事業'計画を一体的に作成

し、これらの計画の整合性を確保することができるよう、医療介護総＼合確保方針第2の二の

①法第30条の4第9項の「医療と密接な関連を有する施策」とは、基本方針の「第7 そ

1に規定ナる協議の場を設置ずること。

また、病床の機能分イヒ・連携に伴い生じる、在宅医療等の新たなサービス必要量に関ずる

の他医療提供体制の確保に関する重要事項」に掲げる方金階が該当すること。

(2)法第30条の4第10項の規定において、都道府県は医療計画を作成するに当たり、都道府

県の境界周辺の地域における医療の需給の実情に照らし必要があると認めるときは、関俳、都

道府県と連絡調整を行うこと。

これは、5痴丙・5事業及て潅宅医療に係る医療連携体制の構築など、施策の内容によっ

ては、より広域的な対応が求められることから、都道府県内における自己失結にこだわるこ

となく、当該都道府県の境界周辺の轟城における医療を確保するために、必腰に応じて鬮妾

県等との連携を図ることが求められているものである。

(3)法第30条の4第11項の「診療又11調邦1に関する学詑脛験者の団体」としては、都道府県

の区域を単位として設立された社団法人である医ni陰、歯甲1医師会及ひ薬却伯市会が考えられ

整合性の確保が重要であることから、都道府県グ隈傭貪事業支援計画及ひ市町村介護保険事

業計画において掲げる介護の整備目標と、医療計画において掲げる在宅医療の整備目標が整

合的なものとなるよう、当該協議の場において、必要な事項についての協議を行うこと。

7 医療書卜画の推進について

a)法第30条の7第1項において、医療提世妨首設の開設者及び管理者は、医療計画の南戎の

推進に資するため、医療連携体制の構築のために必要な協力をするよう努めるとともに、伺

9

ること。

④法第30条の4第12項の規定における医療計画の変更とは、法第30条の6の規定に基づ

く変更をいうものであり、例えば、 5痴丙・5事業及て雉宅医療のそれぞれに係る医療連携

体佑1において、医療機能を担う医療提色妨缶,設を変更する場合などは、この規定に基づく医療

計画の変更には当たらないこと。



条第2項において、必要な協力をするに際しては、他の医療提せ妨缶設との業務の連携を図り

つつ、それぞれ定められた役唐蜷果たすよう努めるものとされていること。また、同条第3

項において、病院又は診療所の管理者は在宅医療を提供し、又1ユ福ネ止サービスとの連携を図

りつつ、必要な支援を行うよう努めるものとされていること。

(2)法第30条の7第4項の規定に基づく病院の開放化については、単に病床や医療機器の共

同利用にとどまらず、当該病院に勤務しないガ城の医師等の参加による症例の研究会や研彦

会の開催までを含めた広鶉のものであること。

また、医療計画の推進を図るに当たっては、大学における医学又1ま歯学に関する教育又は

研究に支障を来さないよう→弓J酒己慮ずること。なお、同項の「当該病院の医療業務」には、

大駒附属病院における当該大学の教育又は研究が含まれること。

(3)法第30条の9の規定に基づく国庫補助については、医療計画の達成を推進するために、

医療計画の内容を考慮しつイ垳うこととしていること。

(4)医療計画の推進の見地から、病院の開設等が法第30条の11の規定に基づく勧告の対象と

された場合においては、独立オテ政法人樹止医療機構の融資を行わないこととしていること。

、

8 都道府県矢Ⅱ事の勧告について

(1)法第30条の11の「医療計画の達成の推進のため特に必要がある場合」とは、原則として

法第7条の2第1項各号に掲げる者以外の者が、病院の開設又は病院の病床数の勵皓しく

は病床の種"りの変更の許可の申請をした場合、又は診療所の病床の設置若しくは診療F折の病

床数の」勣nの許可の申請をした場合において、その病床の種三1」に応じ、その病院又は診療所

の所在地を含む二炊医療圏又は都道府県の区域における既存の病床数が、医療計画に定める

当該区域の基準病床数に既に達している場合又はその病院又は診療所の開設等によって当

該基準病床数を超えることとなる場合をいうものであること。

また、「病院の開設若しくは病院の病床数の増力皓しくは病床の種"りの変更又は診療所の

病床の設置若しくは診療所の病床数の増加に関して勧告する」とは、そ才しぞれの行為の中止

又はそれぞれの行為に係る申請病床数の削減を勧告することをいうものであること。なお、

都道府県知事は、勧告を行うに先立ち、郷完又は診療,斤を開設しようとする者に対し、可能

な限り、他の区域における病院又は診療所の開設等について、助言を行うことが望ましいも

のであるとと。

(2)法第30条のⅡの規定に基づく勧告は、法第7条の許可又は不許可の熨扮が行われるまで

の間に行うものであること。

(3)精ネ鯆床、結核病床及て刃ま測一正病床については、都道府県の区域ビとに基澗丙床数を算定

することとされているが、これらの病床力凱道府県の^に偏在している場合であって、開

されてぃること。また、同条第2項の規定において、病院又は診療所の管理者は在宅医療を

提供し、又1ネ福ネ止サ、ービスとの連携を図りつつ、必要な支援を行うよう努めるものとされて

いること。

(2)法第30条の7第3項の規定に基づく病院の開放化については、単に病床や医療機器の共

同利用にとどまらず、当該病院に剃勝しないガ城の嘩市等の参加による症例の研究会や研虜

会の開催までを含めた広義のものであること。

また、医療計画の推進を図るに当たっては、大学における医学又ほ歯学に関する教育又は

研究に支障を来さないよう→一フ酒己慮すること。なお、同項の「当該病院の医療業務」には、

大学附属病院における当該大学の教育又は研究が含まれること。

③法第30条の9の規定に基づく国庫補助については、医療計画の達成を推進するために、

医療計画の内容を考慮しつイ垳うこととしていること。

④医療計画の推進の見地から、病院の開設等が法第30条の11の規定に基づく勧告の対象と

された場合においては、独立イテ政法人樹止医療機構の融資を行わないこととしていること。

8 都道府県知事の勧告について

①法第30条の11の「医療計画の達成の推進のため特に必要がある場合」とは、厚具ルして

法第7条の2第1項各号に掲げる者以外の者カミ、病院の開設又は病院の病床数の増力皓しく

は病床の種"1」の変更の許可の申請をした場合、又は診療所の病床の設置若しくは診痢折の病

床数の1勣nの許可の申請をした場合において、その病床の種"りに応じ、その病院又1*診療F折

の所在地を含む二次医療圏又は都道府県の区域における既存の病床数が、医療'叶画に定める

当該区域の基準病床数に既に達している場合又はその病院又は診療所の開設等によって当

該基準病床数を超えることとなる場合をいうものであること。

また、「病院の開設若しくは病院の病床数の増力皓しくは病床の種三11の変更又1ネ診療沙iの

病床の設置若しく1ネ診療所の病床数の増力nに関して勧告する」とは、それぞれの行為の中止

又はそれぞれの行為に係る申請病床数の削減を勧告することをいうものであること。なお、

都道府県知事は、勧告を行うに先立ち、病院又は診療所を開設しようとする者に対し、可能

な限り、他の区域における病院又は診療所の開設等について、助言を行うことが望ましいも

のであること。

(2)法第30条のⅡの規定に基づく勧告は、第7条の許可又は不許可の処分が行われるまでの

問に行うものであること。

(3)精神病床、結核病床及て刃惑測一iE,丙床については、都道府県の区域ごとに基駒丙床数を算定

することとされているが、これらの病床力凱道府県の^に偏在している場合であって、開

10



設の申請等があった病院の所在地を含む二炊医療圏及びこれと境界を接する他の二次医療

圏(他の都道府県の区域内に設定された二次医療圏を含む。)の内にその申請に係る種三リの

病床がないときは、当該都道府県の区域における病院の病床数が医療計画に定める当該区域

の基準病床数に既に達している等の場合であっても勧告の対象としないことが適当と考え

られること。なお、その際には都道府県医療審議会の意見を聴くこと。

④病院又1才診加斤の開設者に変更があった場合であっても、その肩殿で病床の概1」ごとの病

床数が増力口されないときは、勧告1対テわないこと。

(5)病院又1才診寄斤が移転する場合であっても、その盲殿で、その病院又11診療所力ゞ存在する

二次医療圏内の療養病床及び・→授病床の数並びに都道府県内の精朔丙床、樹亥病床又1才ι惑染

症病床の数が増加されないときは、勧告1断テわないこと。

なお、特定病床を有する診療所が移転する場合、その診療所が存在する二炊医療圏内の既

存病床数は当該特定病床分1勣Uすることとなるが、移転の育殿で病床の種"1」ごとの病床数が

増加されないときは、勧告1対テわないものとする。

(6)病院を開設している者がその病浣を廃止し、当該病院を開設していた場所において診療所

の病床を設置ずる場合であっても、その診療戸斤が存在する二次医療圏内の療養病床及び・→股

病床の数力ゞ増加されないときは、勧告1斯テわないこと。

⑦国(国立研究開発法人量子科学技'訓殉院開発機構、独出テ政法人海技教育機構、独立行政

法人労働者健康安<王機構、独立行政法人国立病院機構、国立研究開発法人国立がん研究セン

ター、国立研究開発法人国立循環器丙研九九センター、国立研究開発法人国立精神・神経医療

研究センター、国立研究開発法人国立国際医療研究センター、国立研究開発法人国立成育医

療研究センター、国立研究開発法人国立長寿医療研究センター及び国立大料去人を含む。以

下同じ。)の開設する病院又は診療所については、法第6条に基づく医療法施行令(昭和23

年政令第326号)第3条の規定により、法第30条の11の規定1お商'用されないこと。

なお、国が病院を開設し、若しくはその開設した病院につき病床数を増加させ、若しくは

病床の種三1」を変更し、又は診療所に病床を設け、若しくは診療所の病床数を増加させ、若し

設の申請等があった病院の所在地を含む二次医療圏及びこれと境界を接する他の二次医療

圏(他の都道府県の区域内に設定された二次医療圏を含む。)の内にその申請に係る種%1」の
'

病床がないときは、当該都道府県の区域における病院の病床掘ミ医療計画に定める当該区域

の基準病床数に既に達している等の場合であっても勧告の対象としないことが適当と考え

られること。なお、その際には都道府県医療審議会の意見を聴くこと。

④病院又は診療所の開設者に変更があった場合であっても、その育殿で病床の種%1」ごとの病

床数力§増力Uされないときは、勧告1斯テわないこと。

(5)病院又は診療所が移転する場合であっても、その盲殿で、その病院又は診療所が存在ナる

二次医療圏内の療養病床及び・→没病床の数並びに都道府県内の精禰丙床、矧亥病床又1力惑染

症病床の数が増加されないときは、勧害1斯テわないこと。

なお、特定病床を有する診療所が移転する場合、その診療所が存在する二次医療圏内の既

存病床数は当該特定病床分増力吋ることとなるが、移転の盲『後で病床の種三1」ご'との病床数カミ

増加されないときは、勧告1斯テわないものとする。

(6)病院を開設している者がその病院を廃止し、当該病院を開設していた場所において診療所

の病床を設置ずる場合であっても、その診療所が存在する二炊医療圏内の療養病床及び・→皮

病床の数が増力Πされないときは、勧告1新テわないこと。

⑦国q虫立行弱去人放射線医学総合研究F折、独立行弱去^訓純折、独立行弱去人労働者

くは病床の種三1」を変更しようとするときは、「医療法の一部を改正する税紳の施行に伴う国

の開設する病院の取扱いについて」(昭和39年3月19日閣議決定)又1滅去第7条の2第8

項の規定に基づき、主務大臣等は、あらかじめ、その計画に関し、厚生労働大臣に協議等を

するものとされていること。

この場合において、当職から凱系都道府県知事に速やかにその旨及びその概要を通知する

とともに、当該計画の審査をするために必要な資半斗及び医療計画の達成の推進を図る観点か

らの意見の提出を求めるものとすること。

また、当該計画に係る病院の開設等の承認の申請があったとき及びこれに承認を与えたと

健康樹止機構、独立行政法人国辺丙院機構、ぢ虫立行政1去人国立がん研究センター、独立1テ政

法人国立循環器丙研究センター、独立行政法人国立精神・神経医療研究センター、独立行政

法人国立国際医療研究センター、独断テ政法人国立戎育医療研究センター、独立行政法人国

立長寿医療研究センター、日本郵政公ネ土及び国立大澗去人を含む。以下同じ。)の開設ずる

病院又は診療所については、法第6条に基づく医療法施行令(昭和23年政令第326号)第

3条の規定により、法第30条の11の規定1お商用されないこと。

なお、国が病院を開設し、又はその開設した病院につき病床数を増加させ若しくは病床の

種"1」を変更しようとするときは、「医療法の^を改正する法律の施行に伴う国の開設する

病院の取扱いについて」(昭和39年3月19日閣議決定)又は法第7条の2第7項の規定に

基づき、主務大臣等は、あらかじめ、その計画に関し、厚生労働大臣に協議等をするものと

されていること。

゛ J

Ⅱ

゛

この場合において、当職から関俳、都道府県知事に速やかにその旨及びその概要を通知する

とともに、当該計画の審査をするために必要な資料及び医療計画の達成の推進を図る観点か

らの意見の提出を求めるものとすること。

また、当該計画に係る病院の開設等の承認の申請があったとき及びこれに承認、を与えたと



きは、当職から関係都道府県余停に通知するものとすること。

⑧医育機関に附属する病院を開設しようとする者又は医育機関に附属する病院の開設者若

しくは管理者に対して勧告しようとするときは、大学における医学又1ま歯学に関する教育研

究に係る立場から、意見を述べる機会を与えることが望ましいものであること。

(9)平成30年4月1日以降、診療所d陵養病床又は一般病床の設置について、改正省令によ

る改正後の規貝"第1条の 14第7〕頁第1号又1ネ第2号に該当する次の診療所のい,ソしかとし

て都道府県医療審議会の議を経た場合は、都道府県会停への許可申請の代わりに届出により

病床が設置されることとなるため、勧告の対象とならないこと。

なお、次の診療所については、「良質な医療を提供ナる体制の確立を図るための医療法等

の^を改正する法律の^の施行について」(平成18年12月27日付け医政発第1227017

号厚生労側浩'医政局長通知)における留意事頃を参照されたい。

①法第30条の7第2項第2号に掲げる医療の提供の推進のために必要な診療所その他の

地域包括ケアシステムの構築のために必要な診療所

②へき地の医療、周産期医療、小児医療、救急医療その他の地域において良質かつ適切な

医療が提供されるために必要な診療所

きは、当職から関俳都道府県知事に通知するものとすること。

⑧医育機関に附属する病院を開設しようとする者又は医育機関に附属する病院の開設者若

しくほ管理者'に対して勧告しようとするときは、大学における医学又1ま歯学に関する教育研

究に係る立場から、意見を述べる機会を与えることが望ましいものであること。

(9)診療F折の・→投病床の設置について、規貝lj第1条の 14第7項第1号から第3号までに該当

9 公謝蜘を右する病院冬堕診^の開設等の棚1」について

第30条の4第16項の規定により医寮計画が公示された日以降における法第7条の2第1項

各号に掲げるものが開設する公的世銘を有する郷完又は診療F斤の開設等の規制は、当該医療計

画に定める区域及てバ基準病床数を基準として行われるものであること。

する炊の診療所のい,1しかとして都道府県医療審議会の議を経た場合は、都道府県知事への

許可申請の代わりに届出により病床が設置されることとなるため、勧告の対象とならないこ

と。

なお、「医療゛計画に記載される診療所」については、「良質な医療を提供する体擶1の確立を

、、

偶1」紙1羨式1、 2)

図るための医療法等の・→郭を改正する法律の一部の施行について」(平成18年12月27日医

政発第1227017号医政局長通知)における留意事項を参照されたい。

①在宅医療の提供の推進のために必要な診卿斤として医宗計画に記載され、又は三識され

ることが見込まれる診療所

②へき地に設置される診療所として医療計画に三己載され、又はヨ巳載されることが見込まれ

る診療所

③①及て叉②に掲げる診療所のほか、例えば、周産期医療、小児医療等ガ城において良質か

、

つ適切な医療が提供されるために特に必要な診療所として医療計画に記載され、又1鰭識

(1の炊に掲げる病床にっいて、平成19年1月1日以後に^病床の設置の許可を受ける場合

されることが見込まれる診療所

は、勧告の対象としないこと。

①平成19年1月1日前において、法第7条第1項又1才第2項の規定により行われている

診療F折の開設の許可又は病床数の変更の許可の申請に係る診療所の療劃丙床上メ外の病床

②平成19年1月1日前において、建築基準法第6条第1項(同法第87条第1項において

準用する場合を含む。)の規定により、同法第4条の建築主事が受理している確認、の申請

書に係る診療所の療養病床戈峅の病床

9 公的世銘を有ずる病院の開設等の規制について

法第30条の4第13項の規定により医療計画が公示された日以降における法第7条の2第1

項各号に掲げるものが開設する公的性格を有する郷完の開設等の規制は、当該医療計画に定め

る区域及てド基準病床数を基準として行われるものであること。

御艇1柴式1、 2)

12



(別紙楳式1)

厚生労働大臣

医療法第30条の4篁τ重の規定による病床数の加算にういて関保害類を添付し、歌のと
おり申請いたします。

添付書類

1 都道府県医療箸議会の意見を記載した書面

2 関係地域の地図その他参考となる書類

殿

医療法第30条の4笈三垂の規定に基づく承認について

1 加算tぺき病床数

都道府県知事

3

月

加算tる地域

4 加算を必要とする

理由

5 加算Lようとする

病床敷の算定根拠

6 関保医療施設の現

況と計画

2 加算する病

床の種別」

7 偏

記載上の注意

「4 加算を必要とする理由」の欄には、特定の疾病の多発等のため特定の病院を整

備しようと,る堤合にはその旨、並びに当藏病院の整備計画の概斐及び設置揚所遷定の

理由等を記載すること,

(別紙様式1)

考

厚生労働大臣

医療法第舶条の4第6項の規定による病床数の加算にっいて関係書類を添付し、炊のと
邦り申請いたしま,。

添付書類

1 都道府鳳医療審議会の意見を記鴛した書面

2 関係地域の地図その他参考となる書類

殿

医療注第30条の4釜旦垂の規定に基づく承認について

1 加算すぺき病床数

都道府県知享

3

月

加算司'る地域

4 加算を必更と,る

理由

工

5 加算しようと,る

病床数の算定根拠

゛

6 関保医療施設の現

況と計画

2 加算する病

床の種別」

7 備

記載上の注意

「4 加算を必要とする理由」の欄には、特定の疾病の多発等のため特定の病院を整

備しようとする堤合にはその旨、並びに当該病院の整倫計画の概要及び設置揚所選定の

理由等を記載すること。

考
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(別紙様式21

厚生労働大玉

、、、

、

医療塗第30条の4篁旦里伐は蓋全騨の規定に基づく承認について

医療注第部条の4第8項(又は篁全里)の規定による病床数の特例にういて関係書類を
添付し、吹のとおり申請いたします。

靴付書類

1 都道府県医療審議会の意見を記並した審面

2 関係地域の地園モの他参考となる書類

殿

1 特例とすべき病床

数

都道府照知事

3

月

特例とする地域

4 特例を必要とする

理由

5 特例としようと,'

る病床数の算定慢拠

6 関係医療施設の現

況と計画

2 特例と,'る

病床の種矧」

7 備

記載上の注意

「4 特例を必要とする理由」の欄にけ、特定の疾病の多発等のため特定の病院を整

備しようと,'る楊合にはその旨、蛇びに当該病院の整備計画の概要及ぴ設置鳩所逢定の

理由竿を記雛tること,

(別紙様式2)

考

厚生労働大臣

医療法第30条の4篁ヱ里伐は篁旦園の規定に基づく承認について

医療注第30条の4篁τ望(又仕第容項)の規定による病床数の特例にっいて関係書類を
蔀付し、歌のと郭り申諸いたしま,。

添付春類

1 都遣府県医療箸講会の意見を記黛した書面

2 関係地域の地園その他参考となる春類

殿

1 特例とすぺき病床

数

都道府県知事

3 特例とtる地域

月

4 特例を必更とする

理由

5 特例としようと,

る病床数の算定援拠

6 関保医療施設の現

況と計画

2 特偶とする

病床の種別」

7 偏

記載上の注意

「4 特例を必要とナる理由」の欄にけ、特定の疾病の多発等のため特定の病院を整

備しようと,る場合にはその旨、並びに当愁病院の整備計画の籬興及び設巖鳩所遷定の
理由等を記載するごと,

考
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偶1艇)

医療計画作劇散+

目次

はじめに

第1 医療計画作成の趣旨

第2 医療計画作成に当たっての一般的留意事項

1 医療計画作成等に係る法定手続

2 ヨ三載事項

3 他計画等との関係

4 医療言卜画の作成体制の整備

5 医療計画の名動解

6 医療計画の期間

第3 医療計画の内容

1 医療計画の基本的な考え方

2 ナ也域の現炭

3 5痴丙・5^及て陸宅医療のそれぞれに係る医療連携体制

4 狗丙の発生状況等に照らして都道府県知事が特に必要と認める医療

5 医療従事者の確保

6 医療の安全の確保

7 基澗丙床数

8 医療^.設の整備の目標

改 正

5痴丙・5事業及て陸宅医療のそ才虎れに係る医寮車携体制」構築の手1恒

医療計画の推進等

後

9

10

Ⅱ

第4

その他医療を提供する体怖1の確保に関し必要な事項

施策の評価及び見直し

医療計画作成の三剰順等

医療計画作成羽恒の概要

医療圏の設定方法

基澗丙床数の算定方法

病床数の必要量の算定方法

偶11細

医療一計画作劇昔針

医療構想の嚇且

15

目次

はじめに

第1 医療計画作成の趣旨

第2 医療計画作成に当たっての一般的留意事項

1 医療'計画作成等に係る法定手続

2 Z三載寡頁

3 他計画等との関係

4 医療き十画の作成体制の整備

5 医療一計画の名動等

6 医療'計画の期間

第3 医索計画の内容

1 医療計画の基本的な考え方

2 1也域の現伏

3 5狗丙・5^及て潅宅医療のそれぞれに係る医寮車携崎11

4 痴丙の発生状況等に照らして都道府県知事が特に必要と認める医療

5 医療従事者'の確保

6 医療の安全の確保

7 基澗丙床数

8 医樹'疋@妨缶'設の整備の目標

5

第5

5痴丙・5事業及て腔宅医療のそ才しぞれに係る医療連携崎11蒜築の手1恒

医療計画の描隹等

現

9

10

第4

1

その他医療を提供ずる体削」の確保に関し必要な事項

施策の調西及び見直し

医療計画作成の司司恒等

医索計画作成羽順の概要

医療圏の設定方法

基駒丙床数の算定方法

4

第5

行

2
3

1
2
3
4



1 医療計画の推進体制

医療=計画の推進伏況の共盤、書F価及び再検討

医療計画に係る報告等

医療計画の厚生労働大臣への報告

法第27条の2第1項、第30条の11、第30条の12第2項及び第30条の17の規定に基づ2

く勧告等の実施状況の報告

はじめに

都道府県は、厚生労働大臣が定める基本方針に即して、カトつ、ガ城の実情に応じて、当該都

道府県における医療計画を定めることとされているが、医療計画の作成の手法その他重要な技

術的事項については、厚生労働大臣力凱道府県に対し必要な助言をすることができることとさ

れている。本指針は、そのような事項について都道府県の参考となるものを手引きの形で示し

たものである。

第1 医療言卜画作成の趣旨

我が国の医療提供体御」については、国民の健康を確保し、国民が安心して生活を送るための

重要な遍盤となっている。一方で、高鯏ヒの進行や医療技術の進歩、国民の意識の変化など、

医療を取り巻く環境が大きく変わる中、誰もが安心、して医療を受けることができる環境の整備

が求められている。

特に、人口の急速な高鯏ヒやネ絵構造の多樹ヒ・複物ヒが進む中、がん、脳卒中、心筋梗塞

等の心血管疾患、糖尿病及ぴ精神疾患の5痴丙(以下「5痴丙」という。)については、生活

の質の向上を実現するため>患者数の増加の状況も踏まえつつ、これらに対応した医療提供体

制の構築が求められている。 、

さらには、台城医療の確保において重要な課題となる救急医療、災害時における医療、へき

地の医療、周産期医療及び小児医療(小児救急を含む。)の5:事業(以下「5事業」という。)

及び居宅等における医療(以下「在宅医療」という。)についても、これらに対応した医療提

1 医療'計画の推進体制」

医宗計画の推進伏況の共嘘、評価及び再検討

医療計画に係る報告等

医療'寸画の厚生労働大臣への報告

供体制」の構築により、患者昊H主民が安心して医療を受けられるようにすることが求められてい

る。

5痴丙・5:事業及て殉!E宅医療のそれぞれにっいて、ガ城の医療機能の適切な分化・連携を進

め、切れ目ない医療が受けられる効率的で質の高い医療枦疋供体市11を地域ビとに構築するために

は、医療計画における政策循環の出且みを一層樹ヒずることが重要となる。

具体的には、住民の健康状態や患者の状態缶艾果(アウトカム))を踏まえた上で、医療提

医療法第30条のⅡの規定に基づく勧告の実施伏況の報告

はじめに

都道府県は、厚生労働大臣が定める基本方針に即して、かつ、地域の実情に応じて、当該都

道府県における医療計画を定めることとされているが、医療'計画の作成の羽去その他重要な技

術的事項にっいては、厚生労働大臣が都道府県に対し必要な助言をすることができることとさ

れてぃる。本指針は、そのような事項について都道府県の参考となるものを手引きの形で示し

たものである。

供体制」に関する現伏を引ヨ握し、現行の医療計画に対ずる書陥を行い、目指すべき方向(5狗丙・

第1 医療言卜画竹減の趣旨

我が国の医療提供体缶11については、国民の健康を確保し、国民が安心して生活を送るための

重要な墓盤となってぃる。一方で、高鯏ヒの進行や医療技術の進歩、国民の意識の変化など、

医療を取り巻く環境が大きく変わる中、誰もが安心して医療を受けることができる環境の整備
六

が求められている。

特に、人口の急速な高鯏ヒや宅上会構造の多捌ヒ・複細ヒが進む中、がん、脳卒中、急性心筋

梗塞、糖尿病及ぴ精神疾患の5掬丙にっいては、生活の質の向上を実現するため、患者数の増

加の状況も踏まえつつ、これらに対応した医療提世躰制の構築が求められている。

さらには、針城医療の確保において重要な課題となる救急医療、災害時における医療、へき

地の医療、周産期医療及び小児医療(小児救急を含む。)の5:事業(以下「5事業」という。)

及て腔宅医療にっいても、これらに対応した医療提供体制の構築により、患者弌并主民が安心し

て医療を受けられるようにすることが求められている。

5痴丙・5:事業及て雄宅医療のそれぞれにっいて、負城の医療機能の適切な分化・連携を進

め、切れ目ない医療が受けられる効率的で質の高い医療提供体市1をガ城ごとに構築するために

は、医療計画における政策循環の出且みを一層,剣ヒナることが重要となる。

具体的には、賀城の医療提台キ体御」に関する調査を通じて乳嘘した現伏に基づき、目指すべき

"のをまえて課題を抽出し、課題の角秩に向けた数値目標の設定及ひ悦環の明示、
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5^及て陸宅医療のそれぞれの目指すべき方向をいう。以下同じ。)の各事項を踏まえて、

課題を抽出し、課題の解決に向けた施策の明示及て澂値目標の設定、それらの進捗状況の評価

等を実施ナる。施策及てド事業魯f師の際には、施策及てド事業の結果(アウトプット)のみならず、

地域住民の健康状態や患者の状態(アウトカム)、雌城の医療の質などの成果(プロセス)に

どのような影響(インパクト)を与えたか、また、目指すべき方向の各事項に関連づけられた

施策群が全体として効果を発揮しているかという観点も踏まえ、必要に応じて医療計画の見直

しを行う出且みを、政策循環の中に組み込んでいくことが必要となる。

都道府県には、 5痴丙・5事業及て陸宅医療について、それぞれに求められる医療機能を明

確にした上で、針城の医療関係者等の協力の下に、医寮車携崎11(医療提g拡設相互間の機能

の分担及び業務の連携を確保するための体制をいう。以下同じ。)を構築するとともに、それ

をわかりやすく示すことにより一患者や住民が州城の医療機関ごとの機能分担の現伏を理解

し、病期に適した質の高い医療を受けられる体制を整備することが求められてぃる。

なお、医療計画の侑戎に際して、医療や'行政の関俳、者に加え、患者(家族を含む。以下同じ。)

弌并主民が医療の現択について共通の認識を持ち、課題の解決に向け、^となって協議・検討'

を行うことは今後の医療の進展に大きな意義を有するものである。このため、都道府県は>患

者・住民のイ乍業部会等への参加やタウンミーティングの開催、患者・住民へのヒアリングやア

ンケート調査、医療計画のパブリックコメントなどにより、患者・住民の意見を反映させるこ

と。

第2 医療青卜画作成に当たっての一般的留意事項

1 医療言圃作成等に係る法定手続

医療計画の作成等に関しては、医掬去(昭和23年法律第205号。以下「法」という。)に

基づく次の手紗、きが必要である。

①医療計画を作成するに当たり、都道府県の境界周辺の"城における医療の需給の実情に

照らし必要があると認めるときは、関係都道府県と連絡調整を行うものとする。

②医療計画を作成するため、都道府県の区域を単位として設置された医師会、歯手斗医師会、

薬邦」師会等診療又は調却」に関する学識経験者の団体の意見を聴く。

③医療計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、市町村(救急業務を列曜

する地方自治法(昭和22年法律第67号)第284条第1項に規定ずる一部事務*且合及び広

それらの進捗状況の調西等を実施する。その際には、個々の施策が数値目標の改善にどれだけ

の効果をもたらしているか、また、目指すべき方向の各事項に関連づけられた施策群が全体と

して効果を発揮しているかという観点、も踏まえ、個々の施策や数値目標並びに目指すべき方向

への達成伏況の喜肖西を行い、その手酎酷吉果を踏まえ、必要に応じて医療計画の見直しを行う仕

組みを、政策循環の中ιこ赤且み込んでいくことが必要となる。

域連合を含む。以下同じ。)及て郡杲r貪者協議会(高齢者の医療の確保に関する法律(昭和

57罰去律第80号)第157条の2第1項に規定ずる協議会をいう。以下同じ。)の意見を聴

く。

(4)医療計画を定め、又1コ変更しようとするときは、あらかじめ、都道府県医療審議会の意

都道府県には、 5疾病・5:事業及て潅宅医療にっいて、それぞれに求められる医療機能を明

確にした上で、"城の医療関俳、者等の協力の下に、医療連携体制1を構築するとともに、それを

わかり昊司、く示すことにより、患者やイ主民が台城の医療機関ごとの機能分担の現伏を理解し、

病期に適した質の高い医療を受けられる体制を整備ナることが求められている。

なお、医療計画の作成に際して、医療や'行政の関俳、者に加え、患者(家族を含む。以下同じ。)

やイ主民が医療の現状について共通の認識を持ち、課題の解決に向け、^となって協議・検討

を行うことは今後の医療の進展に大きな意義を有司、るものである。このため、都道府県は、患

者・住民の作業部会等への参加やタウンミーティングの開催、患者・住民へのヒアリングやア

ンケート調査、医療計画のパブリックコメントなどにより、患者・住民の意見を反映させるこ

と。

第2 医短'ト画竹減に当たっての一般的留意事項

1 医療言卜画竹城等に係る法定手続

医療計画の作成等に関しては、医掬去(昭和23培劃聿第205号。以下 W却という。)に

基づく次の手紗、きが必要である。

Q)医療計画を作成するに当たり、都道府県の境界周辺の台城における医療の需給の実情に

照らし必要があると認めるときは、関係都道府県と連絡調整を行うものとする。

②医療計画を作成ナるため、都道府県の区域を単位として設置された医師会、歯甲●医師会、

薬郵伯市会等診療又は調邦」に関する学詑緜頚貪者の団体の意見を聴く。

③医宗計画を定め、又11変更しようとするときは、あらかじめ、市町村(救急業務を列曜

する^森且合及ぴ広域車合を含む。)の意見を聴く。

"一■一^

コ

④医療計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、都道府県医療審議会の意
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見を聴く。

(5)医療計画を定め、変更したときは、遅滞なく厚生労働大臣に提出するとともにその内容

を公示する。

(6)医療計画を作成し、施策を実施するために必要がある場合は、市WT村、官公署、医療保

険者、医療提色城ず設の開設者又1才管理者に対して、医療機能に関する情報等必要な情報提

供を求めることができる。

2 ai識事項

次の事項については、医療計画に必,清識しなけれぱならない。

(1)都道府県において達成すべき、 5痴丙・5事業及て腔宅医療の目標に関する事項

② 5痴丙・5^及てド在宅医療に係る医療連携肺11に関する事項

③医療連携^」における医療提g^の機能に関する1青報提供の推進に関する事項

(4)医師、歯科医師、薬斉伯市、看護師その他の医療従事者の確保に関する事項

⑤医療の安全の確保に関する事項

⑥病床の整備を図るべき区域の設定に関する事項

⑦基準病床数に関する事項

⑧貴城医療支援病院の整備の目標その他医療機能を考慮した医療提供施設の整備の目標

に関する事項

⑨翅リ或医^想に関する事項

(10)病床の機苛。に関する情報の提供の推進に関する事項

(1D その他医療提供体市ljの確保に関し必要な事項

3 他計画等との関係

医療計画の作成に当たっては、他の法律の規定による計画であって医療の確保に関する事

項を定めるものとの調和が保たれるようにするとともに、公衆衛生、薬事、ネ主会喬止その他

医療と密接に関連を有する施策との連携を図るよう努める。

また、卦城における医療及て杉卜護の総合的な確保剣足進に関する税紳(平成元年法律第64

過削也域自立促進特別措置法(平成12鯛去律第15号)に基づく過疎台城自立イ盾隹計画

離島振興法(昭和28年法律第72号)に基づく離島振興計画

山村振興法(昭和卯年法律第64号)に基づく山村振興計画

見を聴く。

(5)医療計画を定め、変更したときは、遅滞なく厚生労働大臣に提出するとともにその内容

を公示する。

(6)医療ヨ十画を作成し、施策を実施するために必要がある場合は、市町村、官公署、医療保

険者、医療提サ勒価設の開設者又1才管理者'に対して、医療機能に関する情報等必要な情報提

供を求めることができる。

2 言識事項

次の事項については、医療計画に必司恬己載しなければならない。

①都道府県において達成ナべき、 5痴丙・5^及てド在宅医療の目標に関する事項

② 5痴丙・5事業及てバ在宅医療に係る医療連携体制に関する事項

③医療連携体佑"における医療機能に関する1青報提供の推進に関する事項

④医師、歯科医師、薬邦伯市、看護師その他の医療従事者の確保に関する事項

⑤医療の安全の確保に関する事項
,フ、

⑥病床の整備を図るべき区域の設定に関する事項

⑦基準病床数に関する事項

⑧地域医療支援病院の整備の目標その他医療機能を考慮した医療提供施設の整備め目標

に関する事項

号。以下「医療介護詩'合確保法」という。)に定める総合確保方針及て榔道府県計画並びに

介護保隣去(平成9培去律第123号)に定める基本方針、都道府県介護保険事業支援計画及

ひ市町村介護保険事業゛計画との整創生の確保を図らなければならない。

なお、医療の確保に関する内容を含む計画及び医療と密接に闘車を有する施策としては、

例えほ次のようなものが考えられる。

①過疎地域自立イ足進粥1胎置法(平成12年法律第15号)に基づく過削也域自立イ匙隹計画

②際島振則去(昭和器鯛去律第72号)に基づく離島振興計画

③山村振熈去(昭和卯罰去律第64号)に基づく山村振興計画
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⑨その他医療提供体市1の確保に関し必要な事項

3 他計画等との関係、

医宗計画の作成に当たっては、他の法律の規定による計画であって医療の確保に関ナる事

項を定めるものとの調和が保たれるようにするとともに、公衆衛生、薬事、ネ士会樹止その他

医療と密接に関連を有する施策との連携を図るよう努める。医療の確保に関する内容を含む

計画及び医療と密接に闘車を有する施策としては、例えぽ次のようなものが考えられる。

1
 
2
 
3



④医療提供体制の確保に関する基本方針(平成19年厚生労働省'告示第70号。以下「基本

方針」という。)第九に掲げる方金博

①健劇曽進法(平成14鯛去律第103号)に定める基本方針及て榔道府県健康増進、計画

②高齢者の医療の確保に関する法律(昭和57年法律第80号)に定める医療費適正イヒ基

本方針及て榔道府県医療費適正化計画

③がん対策基本法(平成18年法律第98号)に定めるがん対策描隹基本計画及て榔道府

県がん対策推進計画

④精神保健及び精神障害者樹止に関する法律(昭和25嫡去律123号)に定める指針

⑤肝炎対策基本法(平成21年法律第97号)に定める肝炎文陳基劇識÷

⑥難病の患者に対司、る医療等に関する法律(平成26年法律第50号)に定める基本方針

⑦アレルギー疾患剣策基本法(平成26年法律第98号)に定める基本指針

⑧児童喬止法(昭和22年法律第164号)に定める基本的な方針

⑨自殺対策基本法(平成18甲去律第85号)に定める自裂艷合対策大綱及

殺対策計画

⑩アノレコール健郭章害対策基本法(平成25年法律第109号)に定めるアルコール健康

障害刻策推進基本計画及U凱道府県アルコーノレ健康障害対策描隹一計画

歯甲1口腔保健の推進に関する税紳(平成23年法律第95号)に定める基本的事項

⑫障害者の日常生活及て跡士会生活を総合的に支援するための法律(平成17培去律第123

号)に定める基本指針及て榔道府県障害樹止計画

4 医療書圃の作成体柳」の整備

各種の調査及び医療計画の作成に当たっては、関評、行政機関、医療関係団体等との協議の

場を設けるなど関係者の十分、な連携の下に進めることが望ましい。特に、 5疾病・5事業及

て陸宅医療に係る医療1車携崎ljについては、医師、歯甲1医師、薬邦伯市、看護師その他の医療

従事者、グ隈傭貪法に定めるグ離サービス事業者、患者・住民その他のナ也域の関係者による

協議を経て構築されることが重要である。

なお、法第30条の9に基づき厚生労働省'が予算の範囲内で補助することとしている医療

提供体制推進事業費補助金(医療連携体制"隹進事拘については、前述のような体制整備に

活用できるものである。

5 医療晉植の名動等

都道府県における医療計画の名称は「00県医療計画」とすることが望ましいが、法に基

づく手続により作成され、法に基づく事項が記載されている計画であれぱ、例えば「00県

④基本方針「第7 その他の医療提供体制の確保に関する重要事項」に掲げる方針等

①健劇着進法(平成14年法律第103号)に定める基本方針及て鄭道府県健康増進'計画

②高齢者の医療の確保に関する法律(昭和57年法律第80号)に定める医療費適正イヒ基

本方針及U凱道府県医療費適正化計画

③がん対策基本法(平成18年法律第98号)に定めるがん刻策推進基本'計画及て鄭道府

県がん刻策描隹計画

道府県自

歯矛1口腔保健の推進に関する法律(平成23甲去律第95号)に定める基本的事項

介護保険法(平成9年法律第123号)に定める基村旨針及て榔道府県介護保険事業支

援計画

⑥障害者自立支援法(平成17培去律第123号)に定める基本指針及U都道府県障割冨

祉計画

4 医療言卜画の作成体脚」4)整備

各種の調査及び医療計画の作成に当たっては、関倒テ政機関、医療関俳、団体等との協議の

場を設けるなど関評、者の十分な連携の下に進めることが望ましい。特に、 5痴丙・5事業及

て潅宅医療に係る医療連携体制」については、医師、歯千斗医師、鼻ミ却胎市、看護師その他の医療

従事者、介三蔓保険法に定める介護サービス事業者、患者・住民その他の賀城の関係者による

協議を経て構築されることが重要である。

なお、法第30条の9に基づき厚生労働省'が予算の鮒租内で補助することとしている医療

提供体柳材雀進事業費補助金(医療連携体制"性進事業)については、前述のような体雋^に

活用できるものである。

5 医療晋卜画の名動等

都道府県における医療計画の名称は「00県医療計画」とすることが望ましいが、法に基

づく手続により作成され、法に基づく事項が記載されている計画であれば、例えば「00県
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保健医療計画」のような名称のものであっても差し支えなく、また、喬Ⅱ等他の闘車する分

野の内容を含t泡括的な計画であっても差し支えない。

6 医療晉卜画の期間

医療'計画については、 6年ビとに調査、分析及て陰肖西を行い、必要がある場合、医療計画

を変更するものとしている。また、在宅医療その他必要な事項については、3年ごとに調査、

分析及ひ管肖西を行い、必要がある場合、医療計画を変更するものとしている。

第3 医療言卜画の内容

医療計画の内容1コ概ね次のようになると考えられるが、その構成を含めた具体的な内容につ

いては、都道府県において、基本方針に即して、かつ、そ才しぞれのガ城の実清に応じて、定め

るものとする。

ただし、法第30条の4第2項において医療計画の言己載事項とされているものについては、

必司信己載するものとする。

1 医療言植の基材勺な考え方

医療計画を作成するに当たって、都道府県における基本的な考え方を記載する。

①医廊十画作成の趣旨

医療'計画に関する根拠去令と作成の趣旨を明示する。

②基本理念

基本方針との整合性に留意の上、都道府県における基本的な理念を記載する。

③医療'計画のイ立置付け

保健、樹止等他の関連する分野の内容を含t泡括的な計画を作成している場合には、医

療計画との関評、を明示する。

④医療計画の期間

計画の対象期間を斎郁ける。

なお、基準病床数について計画全体と異なる期間を対象とする場合には、その期間を付

記する。

2 地域の現伏

医療計画の官嗣是剣牛となるガ城の現伏について記裁中る。その際、医療に関する事項のほ

か、公衆衛生、薬事及併士会樹止に関する事項並びにネ陰経済剣牛等に関中る事項を記載ず

ることが考えられる。

参考として鹸城の現状に関する指標として考えられるものを次に示す。

①ガ勝と交通

翅戴の特殊性、交通機関の城兄、貴鰹的状況、生活圏等

保健医療一計画」のような名称のものであっても差し支えなく、又福;Ⅱ等他の関連する分野の

内容を含t泡括的な計画であっても差し支えない。

6 医療青卜画の期間

医療計画の期間については、特段の定めはなく、適宜殻定して差し支えないが、少なくと

も5年ごとに調査、分析及ひ管引面を行い、必要がある場合、医療計画を変更するものとし

ている。

第3 医療言卜画の内容

医療計画の内容1才概オユ炊のようになると考えられるが、その構成を含めた具体的な内容につ

いては、都道府県において、厚生労働大臣が定める基本方針に即して、かつ、それぞれの地

域の実情に応じて、定めるものとする。

ただし、法第30条の4第2項において医療計画の言己載事項とされているものについては、

必,信巳載手るものとする。

1 医療言圃の基材りな考え方

医療'計画を作成するに当たって、都道府県における基本的な考え方を記載する。

①医療'計画作成の趣旨

医療計画に関する根拠法令と作成の趣旨を明示する。

②基本理念

基本方針との整合性に留意の上、都道府県における基本的な理念を記載ずる。

③医療計画の位置付け

保健、樹止等他の闘車する分野の内容を含t泡括的な計画を作成している場合には、医

療計画との関係を明示する。

④医療計画の期間

計画の刻象期間を記載,、る。

なお、基準病床数にっいて計画全体と異なる期間を対象とする場合には、その期間を付

記する。

2 地域の現伏

医療'計画の育な提剣牛となる地域の現状にっいて記蔵ナる。その際、医療に関する事項のほ
か、公衆衛生、薬事及併士会樹止に関する事項並ぴに市b会経済剣牛等に関する事項を記載す

ることが考えられる。

参考としてガ城の現伏に関する指標として考えられるものを炊{こ示す。

①"鵬と交通

地域の特則生、夷臣機関の状況、"舞的伏況、生活圏等
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② 人口構造(その推移、将来推計を含む。)

人口、年齢三区分人口、高鯏ヒ率、世帯数等

人口動態(その井彪、将来推計を含む。)

出生数、死亡数、平均寿命等

住民の健康状況

生活習慣の状況、生活習慣病の有病者・刊詣群の数等

住民の受療状況

入院・外来患者数、二次医療圏(法第30条の4第2〕頁第12号に規定ずる区域をいう。

③

④

(5)

以下同じ。)又は都道府県内における患者の受療状況(流入患者害"合(二次医療圏内の病

院の療養病床及びー'皮病床の推計流入入院患者害"合をいう。以下同じ。)及び流出患者害"

合(二次医療圏内の病院の療劃丙床及び一般病床の推計流出入院患者害11合をいう。以下同

じ。)を含む。)、病床禾1」用率、平均櫛完日数等

⑥医療提g姑,設の状況

①病院姉設数、病床種"りごとの病床剃

②診療所(有床及び無床診療所、歯矛斗診療所の施設数、有床診療F折の病床剃

③薬局

④その他

3 5痴青・5^及て腔宅医療のそ才しぞれに係る医寮皇携体制」

5疾病・5事業及て陸宅医療のそれぞれに係る医療連携体制については、基本方針第四

で示された方針に即して、力γつ、患者弌柱民にわかりやすいように記載ずる。

具体的には、 5痴丙・5事業及て陸宅医療のそれぞれについて、(D 住民の健康伏態や患

者の状態缶課(アウトカム))、患者動向や医療資源・j車携等の医療提供体制にっいて乳嘘

した現状、②成果を達成するために必要となる医療機能、③課題、数値目標、数値目標

②人口構造(その推移、将来措計を含む。)

人口、年齢三区分人口、高鯏ヒ率、世帯数等

③人口動態(その推移、将来推計を含む。)

出生数、死亡数、平均寿命等

④住民の健康状況

生活習慣の城兄、生活習慣病の有病者・刊甫群の数等

⑤イ主民の受療状況

入β完・タト来患者数、二次医療圏又は都道府県内における患者の受療状況(流入患渚害恰

及び流出患者害4合を含む。)、病月琢"用率、平均榔完日数等

を達成ナるために必要な施策、④原則として、各医療機能を担う医療機関等の名称、⑤評

価・公表方法等を記載する。

また、記載に当たっては、(の公的医劉幾関等及ひ独法医療機関並びにキb会医療法人の役

割、⑦病病連携及て刈丙診連携にも留意する。

さらに、特に必要な場合には、関係機関の役御」として、(8)歯手斗医療機関(病院歯手斗、歯

科診療所)の役害1、(9)薬局の役害4、(10)訪問看護ステーションの役害1についてもZ己載ナ

る。

①現状の乳墾

⑥医療提供j缶設の状況

①病院姉設数、病床種%1」ごとの病床数)

②診療所(有床及び無床診療所、歯手斗診療所の施設数、有床診療所の病床数)

③調邦」を実施する薬局

④その他

5痴青・5事業及て雄宅医療のそれぞれに係る医掬車廃体制」

5痴丙・5事業及て腔宅医療のそれぞれに係る医療連携体制」については、基本方針「第4

3

に関する情報の提供の推進に関する基本的な事圓で示された力針に即して、かつ、患者や

住民にわかりやすいようにヌ己載する。

具体的には、 5痴丙・5事業及て潅宅医療のそれぞれについて、(D 患者動向や、医療資

源・連携等の医療提供体佑"について魂張した現状、(2)必要となる医療機能、(3)課題、数

値目標、数値目標を達成ナるために必要な施策、④原則として、各医療機能を担う医療機

関等の名称、⑤訓西・公表方1去等を記載する。

設相互間の機能の分担及び業務の

また、Z三載に当たっては、⑥公的医療機関及併士会医療法人の役害」、(フ)歯手斗医療機関

(寡完歯矛斗、歯矛1診療可D の役御1、(8)薬局の役告11にも留意する。

並びに医療を受ける者に対する医療機能

①現状の把握
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住民の健康状態や患者の状態缶立果(アウトカム))、受療動向に関する情報、医療資源・

連携等に関する「青報に基づき、ガ城の医療提供体罰」等の現状を記載ずる。

また、 5痴丙・5事業及て陸宅医療については、全都道府県共通のストラクチャー・プ

ロセス・アウトカムに分類した指標を用いることで、住民の健康状態、医療"疋供体制の経

年的な比較、あるいは医療圏問のa鮫や医療提供体制に関ずる指標間相互の関連性なども

明らかにする。

② 必要となる医療機能

例えば、脳卒中の病型ごとの年齢調整死亡率や急性期、回復期から維持期に至るまでの

各病期において求められる医療機能を乱痛けるなど、医療L車携体御」の構築に彪要となる医

療機能を、 5痴丙・5事業及て腔宅医療のそれぞれについて明らかにする。

③課題、数値目標、数値目標を達成するために必要な施策

5疾病・5事業及てド在宅医療のそれぞれについて、①で才巴握した現伏を分析し、ガ城

の医療提供体制の課題を抽出する。第2の3に掲げる各計画等で定められた目標を勘案

し、また、目指すべき方向を踏まえて、そ才しぞれの課題を抽出し、さらにガ城の実情に応

じて、評価可能で具体的な数値目標を定めた上で、数値目標を達成ナるために必要な施策

を記載ナる。施策の検討に当たっては、課題について原因分析を行い、検討された施策の

結果(アウトプット)が課題に対してどれだけの影響(インパクト)をもたらしうるかと

いう観点、を踏まえる。

④医療機関等の具体的名称

各医療機能を担う医療機関等については、原卸」として名称を姦索ける。

なお、賀城によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関力牧数の機能を担う

こともある。

また、医療機関等の名称については、例えば医療連携体御」の中で各医劉幾能を担う医療

機関等が圏域内に著しく多数有在する場合にあっては、別途当該医療機関等の名称を表示

__ノ

住民の医療'ーズ弌授療動向に関する情報、医療資源・i車携等に関する情報に基づき、

地域の医療^体帋11等の現伏を記載する。

また、 5痴丙・5:事業及て陸宅医療については、全都道府県共通の、リ丙期・医療機#且及

したホームページのURLを医療計画上に言己載する等の方法をとることも差し支えない。

(5)需西・公昂訪法等

5痴丙・5事業及て腔宅医療について、調西・公表方1去及び見直しの体告1を明らかにす

る。目標頁目の数値の培欠推移尺施策の進捗状況の托握、評価について、都道府県医療審

議会等により定期的に実施し(1年ごとの実施が望ましい。)、目標に対する進捗状況が不

1汾な場合、その原因を分析した上で、施策及て陣業の結果(アウトプット)のみならず、

びストラクチャー・プロセス・アウトカムに分類した指標を、別途酷吋る疾病又は事業

ごとの医療体制構築に係る指針で示すこととしているので、これらの指標を用いること

で、医療体告"の経年的な↓嫩、あるいは医療圏間の同捧党や医療体佑"に関する指標殆洲互の

関連性なども明らかにする。

②必要となる医療機能

例えば、脳卒中の急陛期、回復期から維持期に至るまでの各病期において求められる医

療機能を記載ずるなど、医療連携体制の構築に必要となる医療機能を、 5疾病・5事業及

て雄宅医療のそれぞれについて明らかにする。

③課題、数値目標、数値目標を達成するために必要な施策

5狗丙・5事業及て粕三宅医療のそれぞれについて、①で打嘘した現伏を分析し、針城

の医療提供体術"の課題を抽出する。前記第2の3④に掲げる各計画等で定められた目標

を勘案し、また、 5狗丙・5事業及てド在宅医療のそオしぞれについての目指すべき方向を踏

まえて、そ才しぞれの課題を抽出し、さらに地域の実情に応じて、書阿而可能で具体的な数値

目標を定めた上で、数値目標を達成ずるために必要な施策を記載ずる。

④ 医側幾関等の具体的名称

各医療機能を担う医療機関等については、医療怯第7条第3項に基づく医療法施行規貝リ

(昭和23年厚生省令第50号)第1条の14第7項の規定に留意しつつ、原則として名称

を言己載する。

なお、盤城によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関力蝮数の機能を担う

こともある。

さらに、医療機関等の名称にっいては、例えほ医療連携体御」の中で各医療機能を担う医

療機関等が圏域内に著しく多数存在ナる場合にあっては、台城の実情に応じて記載ずるこ

とで差し支えない。

(5)評1西・公表方怯等

5痴丙・5事業及てド在宅医療について、詔西・公表方法及び見直しの体制を明らかにす

る。目標項目の数値の培欠共彬昊坊諌の進捗状況の叢墾、評価について、都道府県医療審

議会等により定期的に実施し(1年ごとの実施が望ましい。)、目標に対する進捗状況が不

→分な場合、その原因を分析した上で、必要に応じて施策の見直しを図ることが必要であ
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住民の健康状態や患者の状態伍戈果(アウトカム))、ガ城の医療の質などの成果(プロセ

ス)にどのような影響(インパクト)を与えたかといった観点から、必要に応じて施策の

見直しを図ることが必要である。

なお、都道府県医療審議会等において評価等を行うに当たっては、その役御1が発揮でき

るよう、委員の構成(医師、歯矛斗医師、薬却伯市、看護師、医療保険者、医療を受ける立場

にある者(患者等)、学識経験のある者)及び運営(作業部会の積極的な活用や患者を代

表する委員への「静Rの提供等)について、適切に取り組むこと。

⑥公的医劉幾関等及ひ独法医療機関並びに室b会医療法人の1蛯11

公的医療機関等(法第7条の2第1項各号に掲げる者カミ開設する医療機関をいう。以下

同じ。)及び医療雅施行令(昭和23年政令第326 号。以下「令」という。)第4条の6に

掲げる独立行政法人(国立研究開発法人量子科学技枇碕院開発機構及鯛虫立行醐去人海技

教育機構を除く。国立大料去人溢施'行令(平成15年政令第478号)第23条第2項におい

て令第4条の6で定める独立行弱去人とみなして、法第7条の2第8項の規定を準用する

国立大学t去人を含む。)が開設する医療機関(以下「公的医療機関等及例虫法医療機関」

という。)の役害11や公的医療機関等及ひ独法医療機関と民問医劉幾関との役御1分担を踏ま

え、医療提せ^相互間の機能分担及て^を記載ナる。

特に、公立病院等公的医療機関(法第31条に規定する公的医療機関をいう。)にっいて

は、その役害」として求められる救急医療等確保事業(法第30条の4第2項第5号イカ追

へまでに掲げる事業をいう。以下同じ。)に係る業務の実施状況を病院ごとに明らかにす

る。

なお、総務省'が公表した「新公立病院改革ガイドライン」(平成27年3月)を→汾勘案

し、公立病院に係る^・ネットワーク化等との整合性を図るものとする。

また、ネ士会医療法人については、救急医療等確保事業において積極的なイ晧11を図ること

としていることから、認定を受けた事業全てにおいてネ士会医療法人であることを明確にす

ることが重要である。

⑦病病連携及

る。

今後、州城における医療提g淋制の構築に当たっては、"城医療構想(法第30条の4

なお、都道府県医療審議会等において書肖西等を行うに当たっては、その役害肋ミ発揮でき

るよう、委員の構成(医師、歯矛斗医師、薬斉脂市、看護師、医療保険者、医療を受ける立場

にある者(患者等)、学識経験のある者)及ひ運営(イ乍業音11会の積極的な活用や患者を代

表する委員への情報の提台墫)について、適切に取り組むこと。

⑥公的医療機関及びネ士会医療法人の役害11

第2項第7号に規定する賀城医療構想をいう。以下同じ。)における病床の機能分化・連

を進めていくこととしており、それぞれの医療機関がガセ域において果た,設害"をま

え、台城全体で効率的・効果的な医療枦疋供体制」を構築していくことが必要である。医療一計

丙口多

画においては、急性期から回復期・慢性期までの切れ目ない連携体制」の構築に取り組むこ

とや、疾病予防・介護予,方まで含めた体市1の構築を進めていくことから、病病連携及て隔

診連携を、より一層進めることが彪要となる。

公的病院等(平成15年4月鍵日医政発第0424005号医政局長通知「針城における公的

病院等を含めた医療機関の機能分担と連携の陶呆一＼の協力依頼にっいて」別添2に記載小

る病院をいう。以下同じ。)の^4や公的病院等と民間医療機関との役害"分担を踏まえ、

医療提^劃君互間の機能分担及て喋務連携を言己載ずる。

特に、公立病院穿公的医療機関については、その役御1として求められる救急医療等確保

事業(法第30条の4第2工頁第5号イからへまでに規定する救急医療、災害時における医

療、へき地の医療、周産期医療、小児医療ω↓巳救急医療を含む。))に係る業務の実施伏

況を病院ごとに明らかにする。

なお、総務省'が公表した「公立病院改革ガイドライン」を1分勘案し、公立病院に係る

再編・ネットワーク化等との整合性を図るものとする。

また、ネ士会医療法人については、救急医療等確保事業において積極的な役害1を図ること

としていることから、認定を受けた事業全てにおいてネ1会医療法人であることを明確にす

ることが重要である。
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なお、病病連

患者の診療情報等を共有するため、1青報重イ言技術(1Cr)の活用も含めた検討を行うこと。

(8) 歯手斗医療機関(病院歯手斗、歯手斗診療所)の役耆1

凱即或包括ケアシステム(医療介護総合確保法第2条第1項に規定する台拶或包括ケアシス

テムをいう。)の構築を進める上で、歯矛1医療機関1才ナ也域の医療機関等との連携体制を構

築することが重要である。特に、近年は、口腔ケアが誤噂性肺炎の発症予防につながるな

病診

ど、口腔と全身との関係について広く指摘されていることから、各医療連携体痢」の構築に

当たって、歯矛斗医療が果たす殺害1を明示ずるとともに、入院患者や在宅等で療養を行う患

など、医療機関及び凱系機関との連携に当たって、効率的に

者に対する医科歯甲1'車携等を更に推進することが必要となる。

(の 薬局の役害11

員城において安全で質の高い医療を提供ずるためには、薬物療法についても入β完から外

来・在宅医療へ移行する中で円滑に提供し続ける体御」を構築することが重要である。この

ため、地域の薬局では、医薬品等の供給体制の確保に加え、医療機関等と連携して患者の

"艮薬,ト青報の一元的・ネ佳続約な打嘘とそれに基づく薬学官措理・指導を行うこと、入退宵瓣

における医療機関等と

ことが必要となる。

(1の訪ル曙護ステーションの役御」

住み慣れた畦城で安心して健やか1こ暮らすためには、討時間切れ目のない医療サービス

が提供されるとともに、医療機関と居宅等との間で、療養の場が円滑1こ移イテできることが

必要である。そのため、在宅において、患者の医療処置や療養生活の支援等のサービスを

提供ナる訪問看護ステーションのイ蛯11は、重要である。高齢多死ネ桧を迎え、特に今後は

在宅においても、看取りや重症度の高い利用者へ対応できるよう、訪ル曙護ステーション

夜間・休日等の調邦」や電話相談への対応等の役害1を果たす

問や関係機関との連携樹ヒ、訪問看護ステーションの大規模化等の機能強化による安定的

な訪問看護サービスの提供体制の整備が必要である。また、日常的に医療を彪要とする小

児患者への対応にっいても、医療・樹止サービスを提供する凱系機関との連携を樹ヒする

など充実することが必要である。

4 痴丙の発生状況等に照らして都道府県矢停が特に彪要と認める医療

5痴丙・5:事業と峅で都道府県における疾病の発生の状況等に照らして、都道府県知事が

特に必要と認める医療について明記する。

5 医療従事者'の確保

医療従事者の確保に関する事項については、医療連携体制」を構築する嚇且自佛§偏在解消

への対策になること及て榔道府県が中心となって医師をガ城の医療機関^市きずるf蜂且み

の再構築が求められていることを踏まえ、法第30条の23第1項の規定に基づく医療従事者

(フ) 歯矛斗医療機関(病院歯手斗、歯矛斗診療所)の役害"

歯矛1口腔保健は、患者の生活の質を維持していく上で基礎的力¥つ重要な役害ιを果たすも

のであり、 5狗丙・5事業及て潅宅医療のそ才しぞれの医寮車携体帋1の中で、口腔とその機

能の状態及び歯矛1疾患、の特性に応じた、適切力、つ効果的な歯矛1口腔保健の描隹が求められ

る。在宅で療養する患者を対象とした在宅歯科医療の提供など、都道府県は、医療連携体

制の構築に当たって、歯手斗医療が果たす役唐11を医療計画に明示ずることにより、患者弌一主

民に対し、分かりやすい情報提供の推進を図る。

(8) 薬局の役害1

薬局にっいては、医療提丘坊桓設として、 5痴丙・5事業及て陸宅医療のそれぞれに係る

医療連携体制」の中で、調斉」を中心とした医薬品や医療・衛生材邪階の提供の拠点、としての

役御jを担うことが求められる。また、都道府県においては、医療機関と調郵」を実施する薬

局の医療機能の分担及て喋務の連携によって時間外においても対応できることなどを医

療計画に二e載手ることにより、患者弌イ主民に対し、分かりやすい情報提供の推進を図る。

4 痴丙の発生状況等に照らして都道府県知事が特に必要と認める医療

5事業と劇、で都道府県における疾病の発生の状況等に照らして、都道府県知事が特に必要

と認める医療について明記する。

5 医療従事者'の確保

医療従事者の確保に関する事項にっいては、医療連携体佑リを構築する酪且自体が偏在解消

への刻策になること及て榔道府県が中心となって医師をガ城の医療機関へυ悶貴手るf蜂且み

の再構築が求められていることを踏まえ、法第30条の12第1項の規定に基づく医療従事者
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の確保に関する事項に関し、必要な施策を定めるための協議会(以下「"城医療刻策協議会」

という。)を開催し、当該協議会において決定した具体的な施策を言己載する。

【翅戴医療対策協議会の嚇田

①地域医療対策協議会の諭命の繩局等

②謝戴医療対策協議会の定めた施策

さらに、その施策に沿って、医師(臨床研虜医を含む。)の針城への定着が図られるよう、

例えば以下のような、医師のキャリア形成支援と^にガ城の医療機関の医Ei眺保を支援

する事業等(以下「台城医療支援センター事業等」という。)について記載する。

なお、台城医療刻策協議会は、地域医療支援センター事業による嚇且状況の報告等を効果

的に活用し、医療従事者の確保に関する施策の推進や見直しに努めること。

【貴城医療支援センター事業等の内容1

①各都道府県内の医療機関尺沌域の医師の充足状況等の調査・分析

②医師に対する専門医資格の取得支援や研彦機会の提供等のキャリア形成支援

③医療機関への就業を希望する医師等に関する「青報の提供

④医師を身集する医療機関に関する情報の提供

⑤医師等に関する無料の脂礫紹介事業又は労働者■、億宣事業

⑥医学生等を対象としたガ城医療に係る理解を深めるための事業(ガ城医療体験セミナ

一等)の実施

⑦地域医療支援センター事業等と他α凱道府県の同事業との連携等

⑧針城の医"市確保で有効と考えられる施策にっいての国への情報提供

また、記載に当たっては、ガ城医療支援センター事業等が対象とする医療従事者上峅の、

例えぱ以下の瑞雁についても、必要に応じて、その資質向上に関する事項を含め、医療従事

者の確保の現伏及び目標について、可能な限り具体的に記載ずる。

【医療従事者の現伏及び目標】

①歯矛1医師

②薬斉11師

③看護職員(保膳市・助赴市・看護師・1隹看・誕而

④その他の保健医療従事者

診療放射線技師、臨床検査批市・衛生検査技師、理学療法士・イ乍業療法士、視能訓練

士、言言酬恵覚士、臨床工学技士、義肢装具士、救急救命士、歯手斗衛生士、歯矛斗技工士、

の確保に関する事項に関し、必要な施策を定めるための協議会(以下「賀城医療対策協議会」

という。)を開催し、当該協議会において決定した具体的な施策を言己載する。

【翅城医療対策協議会の嚇田

①畦城医療対策協議会の議論の繩圖等

②地域医療対策協議会の定めた施策

さらに、その施策に沿って、医師(臨床研修医を含む。)の地域への定着が図られるよう、

例えば以下のような、医師のキャリア形成支援と一1'本的に賢城の医療機関の医ei眺保を支援

する事業等(以下「ガ城医療支援センター事業等」という。)について記載ずる。

なお、盤城医療対策協議会は、地域医療支援センター事業による嚇且状況の報告等を効果

的に活用し、医療従事者の確保に関ずる施策の推進や見直しに努めること。

【地域医療支援センター事業等の内容】

①各都道府県内の医療機関矣吐也域の医師の充足状況等の調査・分析

②医師に刻する専門医資格の取得支援や研彦機会の提供等のキャリア形成支援

③医療機関への就業を希望する医師等に関ずる情報の提供

④医師を募集する医療機関に関する情報の提供

⑤医師等に関する無}F1の職業紹介事業又は労働者舮虜事業

⑥医学生等を対象とした針城医療に係る理解を深めるための事業(地域医療体験セミナ

一等)の実施

⑦地域医療支援センター事業等と他の都道府県の同事業との連携等

⑧ガ城の医Bi賊保で有効と考えられる施策についての国への情報提供

さらに、「第11次へきガ娜杲健医療計画等の策定について」(平成22年5月20日医政発0520
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第9号医政局長通知)に基づき策定する「へき地医療を担う医師の鰍桜イ寸けとキャリアパス

の構築」を医療計画に反映させることに留意する。

また、記載に当たっては、台城医療支援センター事業等が対象とする医療従事者以外の、

例えば以下の職種についても、必要に応じて、その資質向上に関する享項を含め、医療従事

者の確保の現伏及び目標について、可能な限り具体的に記載ずる。

【医療従事者の現伏及び目標】

①歯矛斗医師

②薬斉lj師

③看護職員(保朧市・助産師・看護師・1隹看・誕而

④その他の保健医療従事者

診療放射線技師、臨床検査撫市・衛生検査技師、理学療法士・中F^法士、視能訓練

士、言語聴覚士、臨床工学技士、義肢装具士、救急救命士、歯手斗衛生士、歯矛斗技工士、



管理栄養士等

⑤介護サービス従事者

6 医療0)安全の確保

医療提准蠏「設及び医療安全支援センターの現状及び目標について、①及び(2)により記

載ずる。

なお、記載に当たっては、以下の事項に留意する。

鹸城の患者弌イ主民がわかりやすく理解できるよう医療計画に記載すること。

その際、都道府県は、保御ワ〒を設置する市及て階男1」区の協力のもと、医療提世城殿に

おける医療安全を確保するための嚇且状況を把握し、都道府県が講ずる医療安全に関す

る情報の提供、研虜の実施、意識の啓発等の現状及びその目標を計画に明示ナること。

また、住民の身近な貴城において>患者又はその家族からの医療に関する苦情、相談

に対応し、必要に応じて医療提供施設に対して必要な助言を行う体制等を構築するた

め、都道府県における医療安全支援センターの設置状"吸びその目標についても計画に

明示すること。

病院における高度な医療機器の配置状"扱て朔家働閃兄等を確認し、保守点検を含めた

26

①医療提世壊ず設における医療の安全を確保するための措置に関する現状及び目標

①病院、・→侵診療所、歯甲1診療可i及び助産所ごとの総数に対ずる医療安全管理者を配置

している医療施設数の害恰

②病院の総数に対ずる専従又は専任の医療安全管理者を配置している病影徴の卸洽

③病院、^療所、歯矛斗診療所及び助産所ごとの総数に対する医療安全に関する相談

窓口を設置している医療施設数の害恰

②医療安全支援センターの現伏及び目標

記載に当たっては、平成19年3月30日医政発第0330036号医政局長通知「医療安全支

援センターの実施にっいて」を参考に、次の事項についてZ己載手ること。

①二次医療圏の総数に対ずる医療安全支援センターを設置している二次医療圏数の割

評価を実施すること。

m、Ⅷ等の医療機器を有する診療所に対ナる当該機器の保守点検を含めた医療安全

①医療提世姑缶,設における医療の安全を確保するための措置に関する現状及び目標

①病院、一般診療所、歯甲1診療可i及び助産所ごとの総数に対する医療安全智浬者を配置

している医療施設数の御恰

②病院の総数に対ナる専従又は専任の医療安全管理者を配置している病影徴の害洽

③病院、一般診療所、歯矛斗診療所及び助産所ごとの総数に対ナる医療安全に関する相談

窓口を設置している医療施設数の御洽

②医療安全支援センターの現伏及び目標

§巳載に当たっては、「医療安全支援センターの実施について」(平成19年3月30日付け

医政発第0330036号厚生労働省'医政局長通知)を参考に、次の事項について言己載すること。

の嚇且状1兄の定期的な報告を求めること。

管理栄養士等

⑤グ離サービス従事者

6 医療の安全の確保

医療提世螂ず設及び医療安全支援センターの現伏及び目標について、①及び②により記

載ナる。

なお、高識に当たっては、以下の事項に留意する。

1.1也域の患者弌并主民がわかりやすく理解できるよう医療計画にZ己載小ること。

2.その際、都道府県は、保健F二斤を設置する市及て階別区の協力のもと、医療提台妨缶設に

おける医療安全を確保するための醐且状況を把握し、都道府県が講ずる医療安全に関す

る情報の提供、研彦の実施、意識の啓発等の現伏及びその目標を計画に明示ナること。

3.また、住民の身近なヨ城において、患者又はその家族からの医療に関する謝青、相談

に対応し、必要に応じて医療提g竝,設に対して必要な助言を行う体制等を構築するため、

都道府県における医療安全支援センターの設置状況及びその目標についても計画に明示

すること。

①二次医療圏の総数に対する医療安全支援センターを設置している二次医療圏数の割

②相談職員(常巌鹸算)の配置数

③ホームページ、広報等による都道府県、二次医療圏及て畔呆幽フ徹置市又は粥リ区にお

ける医療安全支援センターの活動状況に関する「青報提供の状況

④都道府県、二次医療圏、保卿二斤における医療安全描隹協議会の設置状況

②相談職員(常胸燦算)の配置数

③ホームページ、広報等による都道府県、二次医療圏及て廊呆禽フ循斐置市又は粥リ区にお

ける医療安全支援センターの活動状況に関する「青報提供の状況

④都道府県、二次医療圏、保健所における医療安全,性進協議会の設置状況

合合
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製鷆川R擁讐囲K系劃獣霽景畩指輪,だ扣田除呉契延舟円倉製や角9秩嶋鮫(血

。除惑冬田雲e (乍叙信洗MVや轡一晋一鞍NR絲掘ぎ冥

中羽鞍@督田異倭)中七器醤,排田"除冥為吠塗遍e口く呉器§凶即

一一提合製晋瓢送断@

。氾函熈蓋丈Rに倫寂

燃熊臭庄,円R需ノR干"一駕冬田欝器剖排Ⅷ轡餐画布歯,券一蛋麥

名側ヨ聖R印唇一蝉ρ裳"愛侭VOU、鄭忌主逓令蕪くヨ塚R和冊姻乏除公§婆凶即

羽揖R瓢く靈塚e器択之除公異昼凶即命)

m合瓢和冊択乏迫堤令ぐ臣貫輪,えり一叢e盡巡血N塒吊令秩吊鮫=覇,U喩

。熊、N田"除倫V二S一希畩指鷺裡ν二や姦晋§,゛Y二好一

蛋U、冥如製器一萎NY二異U畩貫輪一会凶e血の謹N紙寸e釈吊綏蝉,異呉
。除、W

避νSや轡一甚糖1り一吊黒吊粧靈,品勺貸凶g畩貫輪,だV二0姦

送§途り警1る黛送鴛途り一謙纂,瓢送断還り一送望探

送1襲謹是,送抵禦(N)

氏

N ,Y■円謹剖一e奮e瓢U、コ顎剖蕪器択乏式堤RぐK嘩肯輪ゞ黒卸冊択乏

は紘匹>や轡画暴N令絲掘ぎ冥金や娜墾螺丸、排器罫央排霊裁幽選契態

曝寵逝印遍合舳尿畩濁輪>や轡一叢令=令蠏吊貫,だ"一蛋氾村一■"廻輯

剖瓢送揖瑚契熱送侭9一り一排櫑冊ぽ紘だⅨ蛋除二Y配器熱送揖瑚契瓢送極盟

令貸凶纏知,V二異忽蛋U、0侭契(。゛二N 「雛母は紘」↑萎)柵冊gは洗e異婆@

燕送侭艮趣令Vコ地」器e送侭e坂科夜,倒鯏R一一臆R送侭だ>ρ智尋e瓢送

螺霜霊R盤誓S行一貸凶即,だ巡U、易製繊黒極§9廿戸榔(巴ゞR(ご

器R峅景咲貫輪合)

。除智契排田"除

、剣瓢送§黒除、辿曾令糖讐囲K系劃皿徐呆畩拓輪,だ詔柊釜舳

主堤Rぐ杢貫輪,ゞ並叢e置巡血一紙吊令秩吊塒=雫,ゞ戈"丸愚吠舳N

。廻智契N"迅細獣異Vコ田機霜一R令

冬契蛋氾二Y■択乏り熊使令禽g型り蒼製ニミ黒送侭合畩貫罵抑,昇呉

。除、W獄YSや轡一

甚遜延、叢思吊e蛛吊鞍(。9高「一一壕」↑萎。血吊鞍中沖剖皿田熊晨壁)忌

婁更蝉歯,品,飴醤愁",処Y二0姦送§還N送曝單る凄輯撚

瑳極1る喜輯踏(ご

鷺罵ト

。除、田N" 。丸智契田"堤側貫V公R9過昼凶e冥沖冥

麥辿や門R絲嶋磐灰Ne絲め鮫如,排田"煎丈洲製那谷尋R口く暴舶§凶即

一霊令W繊R瓢送§@

。氾函熈蓋冥Rに契豐

牒金圧,円合需ノR干"一穩冬N欝器側霊鼎令董国福箇,耆一墨丸倉

醤剖ヨ畷令印騨U蝉■支"硬擦Vや製抑釜瓣g瓢くヨ塚R椥冊誤く限公異"一貸凶抑

ヨ瓣g瓢く訊燭R純冊貨煎公号一貸凶ゆ令)

。遥冬田雲R (乍叙

。除、円田"廻倉側νSC

"長劃畩指鷺詔ν二S一熱瑳§,t二器一蛋U、易製墾評Y二行聾

指〒契(。心二田凾歯K川」↑萎)貸凶R血翰識N粧寸R絲吊鞍蝉,異導

。除倫瓣Y二や轡一甚

糖、叢ご血寸鮫ぶ命N塒吊R秩吊粧一一更,品,勾貸凶e畩貫輪,だY二やり一瓢

極太途"俵1黛送蔦途り妥器無送蔦途り一送望堤

送1黙旋姦,晋語(N)

丸二罵器Sや轡一製細優ミ,だYやU輪り疲繊R瓢送罵,讐eN 。零N

田"四智契田"迅剖鷺や五畩貫輪'S一熊丸、N蹄靜蓮'懇急丸二

νな獣崖暴乏,Y二昇忌益貫輪熊為面,契抑冊令叫彗即のや叙盲矧,異呉

。氾載鰍νSや轡一甚猷

除、脳り而一鮫吊令絲吊城(。心S田「=憂」↑萎。血畠業即劃皿田熊晨聖)忌

慧↑撰歯,品,畄歯瓢U ,だVS0姦送蔦途り一送侭E゛旨傑送掘踏

送望1る審掘撚(ご

熱送§ト



8 医^^.設の整備の目標

地或医療支捌丙院の整備の目標

負城医療支援病院は、医療旛設機能の体系化の一環として、紹介患者に対ずる医療提供、

医療機器等の共同利用の実施等を通じてかかりつけ医等を支援する能力を備える病院で

ある。

力功由つけ医等への支援を通じたガ城医療の体系化と"城医療支援病院の整備目標に

ついて、次の機能及びガ城の実清を考慮し検討を行う。

①力功由つけ医等からの紹介等、病診連携体制

②共同和朔の状況

③救急医療体制

④医療従事者に対ずる生涯教育等、その資質向上を図るための研彦体痢」

その結果を踏まえ、必要に応じて台城医療支援病院の整備目標(例えば二炊医療圏ごと

に整備する等)を設定する。

なお、地域医療支援病院を整備しない二次医療圏にあっては、医療機関相互の機能分担

及て^の充実を図ることが重要である。

(削る)

せん受け取り枚数及ひ専門職員数等)を各医療提g姑設に提供ずる。

8 医療提供施設の整備の目標

①台城医療支援病院の整備の目標

畦城医療支援病院は、医療施訟機能の体系化の一環として、紹介患者に対する医療提供、

医療機器等の共同利用の実施等を通じて力功由つけ医(歯矛斗医)等を支援する能力を備え

る郷完である。

力功由っけ医(歯手斗圓等への支援を通じたガ城医療の体系化とガ城医療支援病院の整

備目標について、次の機能及び貞城の実情を考慮tオ余討を行う。

①力功、りつけ医(歯矛キ医)等からの紹介等、病診}車携崎11

②共庸"用の状況

③救急医療体制

④医療従事者に対チる生涯教育等、その資質向上を図るための研侮崎lj

その結果を踏まえ、必要に応じてガ城医療支援病院の整備目標(例えば二次医療圏ごと

に整備する等)を設定する。

なお、針城医療支援病院を整備しない二次医療圏にあっては、医掬幾関相互の機彬"分担

及てド業務車携等の充実を図ることが重要である。

②その他医療機能を考慮した医療提伊j缶設の整備の目標

5痴丙・5:事業及て雉宅医療のそれぞれについて、医療機能に関する調査を行い、必要

に応じてその整備の目標を設定する。

そのヨ斗恒にっいては炊の①及て叉②を参考にされたい。また、③及て陶で示すように医療

提世キ施設に刻する情報提供を行うことも必要である。

なお、5痴丙・5事業及て陸宅医療の医療連携体制に係る医療提色妨^の整備の目標に

ついては、盲盲記「3

各々の目標を記載する。

① 5痴丙・5:事業及て廂生宅医療のそれぞれの医療圏において、都道府県が必要とする医

療機能にっいて、当該機能を有ナる各医療提老勤缶'設の施設、設備、症伊瞰、平均御完日

ノ

数、紹介先とそのイ牛数、院列処方せ人廃行率、処方せん受け取り赦数及び専門職員数等

5痴丙・5事業及て腔宅医療のそれぞれに係る医療体制」」において、

の実態調査を行う。なお、これらの調査については医療計画の見直し時期にとらわれる

ことなく、定期的に行うことが望ましい。

②前述の調査に基うき現伏と目標の相違をキ巴握・調西し、不足している医療機能につい

ては、その整備の方法及て^の目標等について言己載手る。

③また、これらの実態調査に基づき得られた各医療提供施設の医療機能に関する情報
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9

地域医療構想の策定並びに病床の機能の分イヒ及び連携の推進に当たっては、別添のガ城医

療構想、策定ガイドラインを踏まえること。

10 その他医療を提供する伽都」の確保に関し必要な事項

5痴丙・5^及て腔宅医療と峅の疾病等について、その患者動向や医療資源等にっいて

現伏を魂丑握した上で、都道府県における疾病等の状況に照らして特に必要と認める医療等に

ついては、次の事項を考慮して、記載ずる。

また、名,殉丙等に刻司、る医療を担う医療機関等の名称も記載するよう努めること。

① f章^策

障害者(高凋西機EをF章害者、発達障害者を含む。)に対する医療の確保等(都道府県の

専門医療機関の確保、関俳、機関との連携体制の整備等)に関する嚇且

(2)矧亥・^力調策

①樹亥^、感剰^に係る各医療"疋色^の役御1

②インフノレエンザ、エイズ、肝炎などの嚇且

③●歳ヨ^策

①都道府県の嚇且

②相談等の連絡先

④葵胸丙等刻策

①莫鮪、りウマチなどの都道府県の嚇且

②相談等の連絡先

(5)アレルギー疾患対策

想の嚇且

①都道府県の嚇且

②'相談等の連絡先

⑥今後高鯏ヒにイ半い増力吋る疾患等文陳

④都道府県が必要とする医療機能が、各医療圏内にない場合、当該医療機能を有する医

①ロコモティブシンドローム、フレイル等刻策

療提供施設に関する情報を収集し、その情報を圏内の各医療提含キ加殻に提供ナる。

アロコモティブシンドローム、フレイノレ、大眼暗頚部骨折対策の重要性

イロコモティブシンドローム、フレイノレ、ナ■_R骨頚部骨折対策について、予防、医療、

9 その他医療を提供ナる伽制」の確保に関し必要な事項

5痴丙・5事業及て陸宅医療と峅の痴丙等について、その患者動向や医療資源等にっいて

現状を証蛭した上で、都道府県における疾病等の状況に照らして特に必要と認める医療等に

ついては、炊の事項を考慮して、乱罰ける。

また、名疾广丙等に刻する医療を担う医療機関等の名称も記載ずるよう努めること。

① n章^策

障害者(高洲必機能障害者、発達叶早害者を含む。)に対司、る医療の確保等(都道府県の

専門医療機関の確保、関俳、機関との連携体制の整備等)に関する嚇且

(2)ホ割亥・^対策

①結核対策、感測^に係る各医療^の役害4

②インフノレエンザ、エイズ、肝炎などの嚇且

③^

①都道府県の嚇且

②相談等の連絡先

④莫倒丙等対策

①美鮪、りウマチ、アレノレギーなどの都道府県の嚇且

②誤噂湖市炎などの都道府県の嚇且

介護の総合的な嚇且

(フ)歯矛斗保健医療対策

①都道府県の嚇且

②相談等の連絡先

ノ

⑤歯甲1保健医療対策

①都道府県の取組
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②相談等の連絡先

⑧血液の確保・適正使用対策

①都道府県の嚇且

②相談等の連絡先

⑨医薬品等の適正使用対策

①都道府県の嚇且

②相談等の連絡先

③治験の実施リ詫兄や医薬品提供体制」

(1の医療に関する情報化

①医療提色姑缶'設の情報システム(電子レセプト、カノレテ等)の普及状況と嚇且

②'「青軸臣1言技術(1m)を活用した医療機関及び関係機関相互の情報共有への嚇且(情

J

al)保健・医療・介護(喬旧の総合的な嚇且

針城の医療提供体佑11の確保に当たっては、疾病予防から治療、介護までの二ーズに応じ

た多様なサービスが地域において切れ目なく一貫して提供される、患者本位の医療の確立

を基本とすべきである。

このため、疾病予防、介護、公衆衛生、薬事、ネ士会棚止その他医療と密接に関連を有す

る施策について、連携方策弌吐也域住民への情報提含財本罰」を言己載ずる。

なお、医療と密接に関連を有する施策としては、第2の3に掲げる計画等が求められて

いる。

11 施策の寺畔西及ぴ見直し

施策の実施状況については、都道府県は、設定した捌直目標等を基に、施策の達成伏況を

検証し、次の医療゛計画の見直しに反映させることが求められる。

法第30条の6に基づいて行う施策の書酎西及ぴ見直しについては、炊に掲げる項目をあら

かじめ医療計画にZ己載ナる。

①施策の目標等

5痴丙・5:事業及て均生宅医療の医療連携体制に係る数値目標等

②推進体制と役害"

施策の目標を逢女小るための描隹体市1及び関俳、者の責務と殺害"

③目標の達成に要する期間

④目標を達成ずるための力策

⑤評価及び見直し

⑥邇歩状況及暁平価結果の広報・周知方怯

報セキュリティ刻策を含む。)

、

②相談等の連絡先

⑥血液の確保・適正使用対策

①都道府県の鵬且

②相談等の連絡先

⑦医薬品等の適正使用対策

①都道府県の嚇且

②相談等の連絡先

③治験の実施1規兄や医薬品提供体削」

⑧医療にE昌ずる「青報化

医療提付妨缶設の情報システム(電子レセプト、カルテ

の普及状況と嚇且

⑨保健・医療・介護(樹旧の総合的な鵬且

ガ城の医療提供体佑11の確保に当たっては、疾病予防から治療、介護までの二ーズに応じ

た多様なサービスが針城において切れ目なく一貫して提供される、患者本位の医療の確立

を基本とすべきである。

このため、疾病予防、价護、公衆衛生、薬事、不上会喬止その他医療と密接に関連を有司、

る施策にっいて、連携方策昊司也域住民への1青報提供体帋1を記載ナる。

なお、医療と密接に関連を有する施策としては、お嬬第2の3④に掲げる計画等が求

められている。

10 ^の評価及び見直し

施策の実施状況にっいては、都道府県は、設定した数値目標等を基に、施策の南女吠況を

検証し、次の医療計画の見直しに反映させることが求められる。

法第30条の6に基づいて行う施策の調西及び見直しについては、次に掲げる項目をあら

かじめ医療計画に記載する。

①施策の目標等

5痴秀・5:事業及て陸宅医療の医療連携体制に係る数値目標等

②推進体制と.役害11

施策の目標を達成ずるための描隹体制吸び関係者の責務と役害」

③目標の達成に要する期間

④目標を達成するための方策

⑤喜酎西及び見直し

⑥進捗状況及Uミ調酷吉果の広報・周知方法

クリティカノレパス等)
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第4 医療青卜画作成の司閉頂等

都道府県が医療計画を作成する際、技術的見地からみて全国に共通すると考えられる手順等

を参考までに示す。

1 医療青圃作成手順の概要

医療計画の作成等に当たっては、概ね次のヨ司順が考えられる。

①医療'計画侠)を作成するための体市4の整備

(2)医療計画の目的、基本理念についての検討及び医療計画の基本骨子にっいての検討

③現行の医療計画に基づき実施された施策の効果の検証及ひ覗状の芥晦

④ 5狗丙・5^及て雄宅医療のそオしぞれに係る医療連携体帋リの構築に当たっての課題や

数値目標、施策についての検討

⑤ 5疾病・5^及て雉宅医療のそれぞれに係る医療連携体制の構築

医療圏及て湛増丙床数の検討

針城医割蒜想の策定並びに病床の機能の分イヒ及び

⑧以上の検討を踏まえた医索計画(命臻)の作成

⑨診療又1才調斉4に関する学詑曜験者の団体(医師会、歯矛斗医師会及ひ薬郵伯市会)から医療

計画(争臻)についての意見の聴取(彪要に応じ市臻の手直し)

(1の医療一計画傑)の決定

(1D 医療計画^についての市田井寸及て肌険者協議会の意見聴取姥、要に応じ医療計画傑)

⑨以上の検討を踏まえた医療計画(命臻)の作成

aの診療又は調斉1」に関する学識経験者の団体(医師会、歯矛斗医師会及ひ薬邦伯市会)から医療

計画(市臻)についての意見の聴取(必要に応じ命臻の手直し)

(1D 医療計画傑)の決定

a2)医療計画侠)についての市畊寸の意見聴取姥要に応じ医療一計画侠)の手直し)

飢

の手直し)

a2)医療計画侠)について都道府県医療審議会への諦占、答申

a3)医療計画の決定

(14)医療計画の厚生労働大臣への提出及び,公示

2 医療圏の設定方法

①二次医療圏の設定に当たっては、"鰹的条李埒の自然的剣牛及び日常生活の需要の充足

状態、交通事「青等の不b会的剣牛を考慮して・→本の区域として病院における入1完に係る医療

(三次医療圏で提供することが適当と考えられるものを除く。)を提供する体制の確保を

図ることが相当であると認められる区域を単位として認定することとなるが、その際に参

考となる事項を次1こ示す。

①人口櫛告、患者の受療の状況(流入患者省洽及び流出患者害恰を含む。)、医療提台竝

設の分布など、健康に関する需要と保健医療の供給に関する基礎的事項にっいては、 二

(13)医療計画侠)について都道府県医療審議会への諮問、答申

(14)医療計画の決定

a5)医療計画の厚生労働大臣への提出及び公示

2 医療圏の設定方法

①二炊医療圏の設定に当たっては、既如聖的剣牛等の自然的剣牛及び日常生活の需要の充足

状態、交通事1青等の社会的剣牛を考慮して^の区域として病院における入β完に係る医療

(三次医療圏で提供するととが適当と考えられるものを除く。)を提供する体制の確保を

図ることが相当であると認められる区域を単位として認定することとなるが、その際に参

考となる事項を次に示す。

①人口構造、患者の受療の状況(流入患渚害恰及び流出患者御洽を含む。)、医療提g姑

設の分布など、健康に関する需要と保健医療の供給に関する基礎的事項については、 ^

第4 医療言卜画作成の窮慎等

都道府県が医療計画を作成する際、技術的見地からみて全国に共通すると考えられる手順等

を参考まで1こ示す。

1 医療言卜画作成刊頁の概要

医厩十画の作成等に当たっては、概ね次のヨ司恒が考えられる。

①医療計画侠)を作成するための体市」の整備

(2)医療計画の目的、基本理念についての検討及び医療計画の基本骨子にっいての検討

③現行の医療計画に基づき実施された施策の効果の検証

④貴城医療の現状分析等に係るデータの収集、調査の実施及ぴ将来予測の検討

の推進に関する施策の検討

(5)患者・住民の医療二ーズ等の乳嘘

(6) 5痴丙・5^及て陸宅医療のそれぞれに係る医療連携体制の構築に当たっての課題や

数値目標、施策についての検討

(フ) 5痴丙・5^及て陸宅医療のそ才しぞれに係る医病車携肺11の構築

⑧医療圏及び基澗丙床数の検討6
 
7



炊医療圏単イ立又は市町村単位で地図上1こ表示ナることなぞを検討ずる。なお、患者の受

療状況の把握にっいては、患寺調査の利用の他、統昏一学的に有意な方法による諸調査を

実施することが望ましい。

人口規模が20万人未満の二次医療圏については、入F完に係る医療を提供する一体の

区域として成り立っていないと考えられる場合(特に、流入患者害恰が20%耒満であり、

流出患者御洽が20%以上である場合)、その設定の見直しについて検討ずる。なお、設

定の見直しを検討ずる際は、二炊医療圏の面積や基幹となる郷完までのアクセスの時間

等も考慮ずることが必要である。

また、設定を変更しない場合には、その考え方を明記するとともに、医療の需給状況

の改善に向けた具体的な検討を行うこと。

②既存の圏域、すなわち、広域市町村圏、保庸折・喬止事務所等都道府県の行政機関の

管轄区域、学校区(特に高等学校に係る区國等に関する資料を参考とする。

③構想区域(法第30条の4第2^7号に規定ナる構想区域をいう。以下同じ。)に二

(2) 5痴丙・5:事業及て陸宅医療のそれぞれに係る医療連携体告"を構築する際の圏域につい

ては、従来の二炊医療圏に拘らず、患者の移動城兄昊吐也域の医療資源等の実情に応じて弾

力的に設定ずる。

(3)三次医療圏にっいては、概ね^道府県の区域を単位として設定するが、その区域が特

に広大であることその他特別の事情がある都道府県にあっては、・一都道府県内に複数の三

炊医療圏を設定しても差し支えない。

また、一般的に三次医療圏で提供することが適当と考えられる医療としては、例えば、

特殊な診断又は治療を必腰とする次のものが考えられる。

①臓器移植等の光隹傑戚'術を必要とする医療

②高圧酸素療法等特殊な医療機器の使用を必要とする医療

③先天榔旦道閉鎖症等発生頻度が低し咳病に関する医療

④広範囲梨膓、指肢切断、急性中毒等の特に専門性の高い救急医療

④都道府県の境界周辺の貧城における医療の需給の実情に照らし、隣接する都道府県の区

域を含めた医療圏を設定することが負城の実情に合い、合理的である場合には、各都道府

県の計画にその旨を明記の上、複数の都道府県にまたがった医療圏を設定しても差し支え

ない。

なお、その際は関俳、都道府県問での→汾な協議矣宗周整を行うとともに必要に応じ厚生労

働省'にも連絡されたい。

3 基澗丙床数の算定方法

次医療圏を合わせることが適当であること。

次医療圏単イ立又は市畍寸単位で地図上1こ表示することなどを検討ずる。なお、患者の受

療状況の把握にっいては、患者調査の利用の他、統言禅的に有意な方t去による諸調査を

実施することが望ましい。

人口規模が20万人未満の二次医療圏については、入院に係る医療を提供する・→本の

区域として成り立っていないと考えられる場合(特に、流入患者卸1合が20%未満であり、

流出患者害11合が 20%以上である場合)、その設定の見直しについて検討ずる。なお、設

定の見直しを検剖する際は、二次医療圏の面積や基幹となる郷完までのアクセスの時間

等も考慮ずることが必要である。

また、設定を変更しない場合には、その考え方を明記するとともに、医療の需給状況

の改善に向けた具体的な検討を行うこと。

②既存の圏域、すなわち、広域市町制圏、保健所・喬止事務所等都道府県の行政機関の

管轄区域、学校区(特に高等学校に係る区域等に関する資矛」を参考とする。

(2) 5痴丙・5^及て腔宅医療のそれぞれに係る医療連携体制を構築する際の圏域につい

ては、従来の二次医療圏に拘らず、患者の移動状況昊吐也域の医療資源等の実情に応じて弾

力的に設定ずる。

③三次医療圏にっいては、概ね^道府県の区域を単位として設定するが、その区域が特

に広大であることその他特別の事情がある都道府県にあっては、・一都道府県内に複数の三

次医療圏を設定しても差し支えない。

また、一般的に三次医療圏で提供することが適当と考えられる医療としては、例えぱ、

特殊な診断又は冶療を必要とする次のものが考えられる。

①臓器樹痘等の先進的技術を必要とする医療

②高圧酸素療法等特殊な医療機器の使用を必要とする医療

③先天'圏戰首閉鎖症等発生頻度が低レ咳病に関する医療

④広範囲戴膓、指肢切断、急性中毒等の特に専門性の高い救急医療

④都道府県の境界周辺のガ城における医療の需給の実情に照らし、隣接する都道府県の区

域を含めた医療圏を設定ずることが針城の実情に合い、合理的である場合には、各都道府

県の計画にその旨を明記の上、複数の都道府県にまたがった医療圏を設定しても差し支え

なし、

なお、その際は関俳都道府県問での→汾な協議や調整を行うとともに必要に応じ厚生労

働省'にも連絡されたい。

3 基澗'一丙床数の算定方法
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① 基澗丙床数の算定方法

基準病床数の算定は、規貝U第30条の30各号に定める標準に準拠し、次に掲げる方式に

よること。

①療養病床及び一般病床に係る基鈎丙床数は、アの算定式により算出した数と、イの算

定式により算出した数に、立により算定した数を力戚した数の合言徴を標準とする。

ア療劃丙床

((当該区域の圏リ及て肝齢階級三1」人口)X(全国平均の凱1」及て叉年齢階繊1」療養病
床入院受療率)の総和一(在宅医療等で対応可能な数)十(0~当該区域への他区か

らの流入入院患者数の範囲内で知事が定める鋤一(0~当該区域から他区域への流

出入β完患者数の範囲内で知事が定める剃} X(1/病床禾リ用率)

イー般病床

((当該区域の榔1」及て尺年齢階級三リ人口)X(当該区域の圏リ及て師齢階級三リ・→没病

床週完率)の総和X平均在院日数十(0~当該区域への他区域からの流入入院患者数

の範囲内で知事が定める捌一(0~当該区域から他区域への流出入院患者数の範囲

内で知事が定める劾} X(1/病床禾"用率)

① 基澗丙床数の算定方Υ去

基準病床数の算定は、規貝Uで定める標準に準拠し、次に掲げる方式によること。

ウ基幽丙床数α凱道府県間調整について

なお、当該都道府県において、都道府県外への流出入β完患者数が都道府県内への流

入入β完患者数よりも多い場合は、流出先都道府県との調整協議を行った上で、都道府

①療養病床及び・→没病床に係る基準病床数は、アの算定式により算出した数と、イの算

定式により算出した数に、ウの式により算定した数を加えた数の合引数を標準とする。

ア療養病床

((当該区域の醐1」及び年齢階穀三1」人口)X(当該区域の性号1」及てド年齢階級牙リ入1完・

入沙濡要率)の総和一(介護施設で対応可能な剃十(0~当該区域への他区からの流

県間を超える患者の流出入について、合意を得た数を各二次医療圏の基澗丙床数に加

減することができる。

ただし、アからウにより二炊医療圏ごとに算定した病床数の都道府県における合計

数は、

((当該区域の榔1」及てR年齢階級三1」人口) X (全国平均の圏1」及てバ年齢^1」療養病

入入β完患者数の範囲内で知事が定める劾一(0~当該区域から他区域への流出入β完患

者数の範囲内で失停が定める剃} X(1/病床禾1」用率)

ただし、上記算定式により二次医療圈ごとに算定した数d娜道府県における合言徴

は、
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入沙儒要率)の総和一{介護旛設で対応可能な剃} X(1/病床禾1」用率)

((当該区域の圏リ及てド年齢"皆級三1」人口)X(当該区域の1甥1」及てK年齢階級"1」入院・

により二次医療圏ごとに算定した都道府県における合ヨ徴を超えることはできない。

イー般病床

((当該区域のイ甥1」及び年齢階級別人口)X(当該区域の性男リ及び年齢階級別退院

杢)の糊口X平均祖浣日数+(0~当該区域への他区域からの流入入F完患者数の範囲内

で知事が定める劾一(0~当該区域から他区域への流出入β完患者数の範囲内で矢停が

定める劾} X(1/病床禾1」用率)

ただし、上記算定式により二次医療圏ごとに算定した数の都道府県における合言十数

は、

の総沃nX平均郁完日数X(1/病床禾1」用率)

(当該区域の性牙11及てK年齢階級"1」人口)X(当該区域の榔1」及てド年歯^1」退^)

により二次医療圏ごとに算定した都道府県における合ヨ徴を超えることはできない。

ウ基澗丙床数の力噂部分

なお、当該都道府県において、都道府県外への流出入β完患者数力§都道府県内への流

入入β完患者数よりも多い場合は、

{(都道府県外への流出入院患者捌一(都道府県内への流入入β完患者捌}X(1/3)

で得られた流出超邑力n算数をβ艮度として適当と認める数を各二次医療圏の基澗丙床数

に加えることができる。



床即完受療率)の総和一{在宅医療等で対応可能な物} X (1/病床禾1」用率)+(当

該区域の性牙リ及てド年齢階^リ人口)X (当該区域の圏リ及て難F齢階^1」一般病床運完

率)の総手口X平均榔完日数X (1/病床禾リ用率)及びウにより二次医療圏ごとに算定

(注1)「人口」とは、医療計画作成時における夜問人口をいう。その数値については、国

勢調査の結果による人口、地方公共団体の人口に関する公王賂ぽ計による人口等のうち最

近のものによることとする。

(注2)「年歯都皆級」とは、 5歳ごとの年齢による階級である。

(注3)「全国平均の圏1」及て彪手齢階級牙lj療養病床入,完受療率」とは、厚生労働大臣が定め

した病床数の都道府県における合言徴を超えることはできない。

る療養病床の性男リ及て叉年齢階級牙!」の入院受療率を上限とし、策定したガ城医療構想にお

ける慢住期機能の病床数の必要量を勘案して、都道府県知事が定める値とする。

(注4)「在宅医療等で対応可能な物については、追って具体的な内容を示すこととする。

(注5)「当該区域の圏lj及び年齢階穀牙リー般病床運完率」とは、地方ブロックの慨1」及び

年歯都^1」のi団浣・率をいう。

(注田「病床手"用率」とは、厚生労働大臣が定める療養病床又は・→没病床の病床禾"用率に

つぃて、各都道府県における療養病床又は一般病床の直近の病床和」用率を下回る場合

は、厚生労働大臣が定める療養病床又は・→没病床の病床禾リ用率以上当該凱城の直近の療

養病床又は・◆皮病床の病床禾リ用率の範囲内で、都道府県知事が当該都道府県の状況を勘

案して定める値とする。

(注7)「療養病床7、J完受療率」、「一般'病床退浣率」、「病床禾リ用率」及び「平均御完日物

として使用する(参考とする)数値については、医療法第30条の4第2工頁第14号の療

劃丙床及び一般病床に係る基澗丙床数の算定に使用する数値等(昭和61年厚生省告示

第165号)により定められている。

(注8)各区域における流入入,完患者数については、都道府県知事が当該区域における医療

の確保のために必要と認める事情があるときは、当該区域ごとの数を超えて、当該事情

を勘案した数を加えることができる。

(注9)各区域における流入流出入院患者数については、患者調査、国民健康保険等のレセ

プト調査等によりれ張する。

(,甫考)「封妨ブロック」とは、以下の9ブロックをいう。

(注1)「人口」とは、医療計画作成時における夜間人口をいう。その数値については、国

勢調査の結果による人口、地方公共団体の人口に関する公式統一計による人口等のうち最

近のものによることとする。

(注2)「年齢階級」とは、 5歳ごとの年齢による階級である。

(注3)「当該区域の圏1」及て武年齢階級ヨ1」入院・入所需要率」とは、厚生労働大臣が定める

ブロック名

在宅以外の長期療養に係る医療又は介護を必要とする者の圏11及び年齢階級牙1」の入

院・入可濡要率を上限として、都道府県知事が当該区域の状況を勘案して定める値とす

る。

(注4)「价護施設で対応可能な数」とは、介護施設价】護療養型医療施設を除く。)に入所

している者の実数に都道府県知事が今後の介護サービスの進展を考慮した数を加えた

数をいう。

(注5)「当該区域の性三1」及てド年齢階繊リ退完率」とは、地方ブロックの圏リ及てバ年齢階級

別の運完率をいう。

都道府県名

(注6)「入院・入所需要率」、「運完率」、「病床和」用率」及び「平均都完日数」として使用

する(参考とする)数値については、医療法第30条の4第2〕頁第11号の療養病床及び

・所幽丙床に係る基澗丙床数の算定に使用する数値等(暗口61年厚生省告示第165号)

により定められている。

(注7)各区域における流入入,完患者数にっいては、都道府県知事が当該区域における医療

の確保のために彪要と認める事情があるときは、当該区域ごとの数を超えて、当該事情

を趨傑した数を加えることができる。

(注8)各区域における流入流出入院患者数については、患者調査、国民健康郷余等のレセ

プト調査等によりれ墾する。

(,甫考)「"坊ブロック」とは、以下の9ブロックをいう。
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ブロック名 都道府県名
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オロ舗首オロ毎道

北陸富山、石川、福井

東海岐阜、静岡、愛知、三重

仟面一^鳥取、島根、岡山、広島、山口

九州福岡、佐賀、長崎、熊本、大分 宮崎、鹿児島、刈縄

②精神广丙床に係る基準病床数は、都道府県の区域ごとに次の算定式により算出した数を標

準とする。

[((当該都道府県α吋甥リ及てド年齢"皆級ヨ1」の司牧32年における推計人口)X(当該都道府

山形、福島

東京、ネ申奈川、窮鴻、山梨、長野

県の廓1」及て難手齢階級男リの急性期入院受療率)}の総和+{(当該都道府県の棚1」及て整手齢

階級牙11の平成 32年における推計人口)X(当該都道府県の圏1」及び年齢F皆級"1」の回復期入

院受療率)}の総和十{(当該都道府県の性"リ及てR年齢1皆級"1」の平成 32年における推計人

奈良、和歌山

ロ)X(当該都道府県の慨1」及び年齢階穀牙1」の認知症でない者に係る慢性期入,完受療率)}

の総和X(精神病床における入院期間が1年以上である入院患者のうちネ佳続的な入院治療

を必要とする者の害洽α)X(翅リ或精神保健医療体栃"の高度化による影智直)+{(当該都

道府県の鵬11及てM階,階級"1」の平成 32年における推計人口)X(当該都道府県の慨1」及び

年齢階穀牙リの認知症である者に係る慢性期入β完受療率)}の総和X(雌川餅青神保健医療体脚」

の高度化による影智直)十(精神病床における州郷道府県から当該都道府県への流入入

院患者剃一(精ネ申病床における当該都道府県から令娜道府県への流出入院患者制]X(1

オロ鋪首オ峅勗首

/精神病床禾U用率)

東北青森、岩手、宮城、秋田 山形、福島

(注1)「当ヨ亥都道府県の閏リ及び年齢階繊1」の平成32年における推計人口」とは、国

北陸富山、石川、福井

立ネ士会保障・人ロル眼卵獣珂〒珀本の州包域"リ将来推'計人口(平成25年3月中イ立推

計)」によることとする。

(注2)「年齢階穀」とは、「90歳以上」の階級を除き、 5歳ごとの年齢による階級とす

東海岐阜、静岡、愛知、三重

戸面^鳥取、島根、岡山、広島、山口
四国徳島、香川 愛媛、高知

九州福岡、佐賀 長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、刈縄

埼玉、ヨ築、j巨京、ネ申奈川、菊賜、山梨、長野

②精神病床に係る基澗丙床数は、都道府県の区域ごとに次の算定式により算出した数を標

準とする。

ただし、算定式中「入β完率」、「病床禾1」用率」及び「入院患者数」は、それぞれ「精神病

床に係る入1完率」、「精神病床禾リ用率」及び「精神病床メ」完患者類と読み替えて適用する。

((当該都道府県の年齢階繊1」人口)X(当該都道府県の年齢"皆級"1」新規入F完率)の総和

十(当該都道府県への他都道府県からの流入入β完患者剃一(当該都道府県から他都道府県

奈良、和歌山

への流出入院剃} X平均残存率X(1/入F完期問が1年未満である者に係る病床禾1」用率)

+{(当該都道府県における入β完期間が1年以上である年齢階級三リ入,完患者鋤X(1一退

院率)の総和十(当該年において入院期間が1年に達した入院患者数)ー(長期入院患者退

院促進目標剃} X(1/入,完期間が1年以上である者に係る病床禾U用率)

この場合において、都道府県知事は当該都道府県に所在する寡完のN1完患者のうち当該

都道府県にイ主所を有する者の数力§、

(当該都道府県の年齢β皆級三1」人口)X(当該都道府県の年齢階級牙リ入J完率)の総和により

算定される数を下回っている都道府県については、

(他の都道府県への流出入院患者劾X(1/病1新1」用率)

で得られた数の3分の1を「艮度として適当と認められる数をその都道府県における前記

の算定式により算定した基準病床数に加えることができる。

(注1)「人口」とは、医宗計画作成時における夜間人口をいう。その数値については、国
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(注3)「当該都道府県の圏1」及てド年齢階級兄"の急セ瑚入,完受療率」とは、「精神广丙床に

おける入院期間が3月未満である入院患者(以下この項(②)において「急性期

入1完患者」という。)のうち、当該都道府県に住所を有する者に係る圏1」及てド年齢

階^りの入院受療率」をいい、性"1」及てバ年歯,^Ξ1」に、平成26年における当1靖K

道府県に住所を有ナる急性期入,完患者の数を平成26年における当該都道府県の人

(注4)「当該都道府県の閏1」及て匙手齢階級三Uの回復期入,完受療率」とは、「精神病床に

口で除して得た数とする。

おける入,完期問が3月以上1年未満である入F完患者(以下この項(②)において

「回復期入,完患者」という。)のうち、当該都道府県に住所を有司、る者に係る凱1」

及て咋歯§^11のメJ9授療率」をいい、'圏1」及てド'F齢^りに、平成26年におけ

る当該都道府県に伯折を有する回復期入院患者の数を平成26年における当該都道

府県の人口で除して得た数とする。

(注5)「当該都道府県の圏1」及て殉噛都皆級昜リの認知症'ι外、の慢"L期入1完受療率」とは、

「精神病床における入院期問が1年以上である入院患者(以下この項(②)にお

いて「'慢1生期入1完患者」という。)のうち、当該都道府県にイ主所を有する者(認知

症である者を除く。)に係る圏1」及て延手齢階級三1」の入1完受療率」をいい、性号リ及び

年齢階級"1jに、平成26年における当該都道府県にイ主所を有する慢性期入院患者(認

知症である者を除く。)の数を平成 26年における当該都道府県の人口で除して得

た数とする。

(注6)「当該都道府県の棚1」及び年齢陛穀呂1」の認矣嘘に係る樹生期入J完受療率」とは、

「慢性期入院患者のうち、当該都道府県に価斤を有する者(認知症である者に限

る。)の圏11及て〆'F齢"ぎ^りの7、J完受療率」をいい、セ拐リ及てド'F^りに、平成

26年における当該都道府県にイ主所を有する,圖生期入院患者(認会皖である者に限

る。)の数を平成26年における当該都道府県の人口で除して得た数とする。

近のものによることとする。

(注7)「精神病床における入影調間が1年以上である入院患者のうちネ佳続的な入随台

(注2)「年齢階細とは、20歳未満、20歳以上卯歳未満、卯歳以上65歳未満、砧劇メ

療を必要とする者の割合α」とは、慢性期入院患、者の実他三を勘案し、原則として

上の年齢による階級とする。

(注3)「平均残存率」とは、次の二つの値を平均した値を標準として都道府県知事が定め

0.8から0.部までの間で都道府県知事が定める値とする。

※

る値とする。ただし、アの値がイの1直を下回る都道府県にあっては、アの値とする。

「原則として0.8から0.85までの間」とした考え方は、以下のとおりである。

ア当該都道府県の平均残存率

厚生労假戸斗学研究によると、

イ全国の平均残存率の目標値

①認矣嘘以外の慢住期入,完患者の6割以上が、当該研究において策定した重

なお、ア及びイ0X直として使用する数値については、医療法第30条の4第2〕頁第H

号に規定する精栩丙床に係る基澗丙床数の算定に使用する数値等(平成18年厚生労働

症度を医学的に評価する基準に該当する(精神障害者の重症度判定及て瞳

省告示第161号。以下「精神病床算定告示」という。)により定められている。

(注4)「退1完率」とは、次の二っの値を平均した値を標準として都道府県知事が定める値

症患者の治療体制等に関する研究(平成25~27年虜)

②統合失調症の慢也期入院患者の1割が、入1冠台療が適当な程度の身体合併

とする。ただし、アの値がイの値を上回る都道府県にあっては、アの値とする。

ア当該都道府県の入1完期間が1年以上である入β完患者の年齢階級三1拝間週完率

イ全国の週完率の目標値

なお、ア及びイのイ直として使用する数値については、精神病床算定告示により定めら

れている。

(注5)「当該都道府県の年齢階級三リ期a見入院率」、「入β完期間が1未満である者に係る病床

利用率」、「長期入,完患者運完促進目標物、「入院期間が1以上である者に係る病月沃1」用

率」、「当該都道府県の年齢階級"1」入F完率」、「病床禾1」用率」として使用する数値について

は、精神病床算定告示により定められている。

(注6)各都道府県における流入流出入,完患者数については>患者調査、国民健康保険等の

レセプト調査等により把握する。
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症を有している(精神医療の質的実鯛巴握と勗商化に関する総合研究(平成

との報告がある。この研与諾果を踏まえると、@地)に該当しないような患者にっ

19~21年度))

いては、地域の精神保健医療喬'体制の湿盤を整備することによって、入院から

地域生活への糊テが可能となると考えられ、この結果、認会剛起メ外の慢性期入β完

患者の入1完受療率は現在の6~7割に低下することが見込まれる。

平成36年度末(2025年)までに7年間かけてその基盤整備を行うこととした

場合には、医療計画の中間年である平成32年度末までに、その半分の郊盤を計

画的に整備ずることによって、認知症以外の慢性期入β完患者の入J完受療率は現在

(注8)「地域精神保健医療体制の高度化による影棚直」とは、治療抵抗'性統合失調

の8~8.5割に低下することが見込まれる。

症治療薬の普及等による効果を勘案し、1年当たりの台拶餅青神保健医療体制の高

度化による

定める値を3乗し、当初の普及速度を考慮して調整仁系数0.95で除した数とする。

(注9)「地麺騰神保健医療体制の高度化による影棚直」とは、これまでの認知症施

策の実績を勘案し、 1年当たりのガ"域精神保健医療体制の高度化による影智直と

直として、原貝"として 0.95 から 0.96 までの間で都道府県知事力

して、原則として0.97から0.98 までの間で都道府県知事が定める値を3乗した

数とする。

(注1の「当該都道府県の榔リ及び年齢階級牙リの急性期入1完受療率」、「当該都道府県の

,凱1」及て難戸齢1皆級;"1」の回復期入院受療率」、「当該都道府県の性呂リ及ぴ年齢階級呂1」

の認知症でない者に係る喝性期入院受療率」、「当該都道府県のイ甥1」及て晦齢階級

別の認知症である者に係る慢性期入J完受療率」、「精神病床禾"用率」として使用す

る数値については、医療法第30条の4第2:1賃第14号に規定する精神病床に係る

基準病床数の算定に使用する数値等(平成18年厚生労働省'告示第161号)により

定められている。

(注11)各都道府県における流入流出入院患者数については、患渚'調査、国民健康郷貪

③結核病床に係る基澗丙床数は、都道府県の区域ごとに都道府県知事が定める数とする。

なお、基澗丙床数の算定に当たっては、「医療計画における絢亥病床の基澗丙床数の算

定について」(平成17年7月19日付け健感発第0719001号厚生労働省'健康局結核感染症

等のレセプト調査等により把握する。

課長通知)を参照すること。

④感染症丙床に係る基澗丙床数は、都週奇県の区域ごと1こ感測一正の予防及て刃惑測圭の患者

に対ずる医療に関する税紳(平成10培去律第114号)第38条第1項の規定に基づき厚生

③結核病床に係る基澗丙床数は、都週奇県の区域ごとに都辿奇県知事が定める数とする。

なお、基準病床数の算定に当たっては、「医療計画における結核病床の基準病床数の算

定について」(平成17年7月19日健感発第0719001号健康局ネ誠感染症課長通知)を参

照すること。

④感測圭病床に係る基澗丙床数は、都道府県の区域ごと1こ感畑圭の予防及て刃ま測山正の患者

に対ずる医療に関する法律(平成10年法律第114号)第38条第1項の規定に基づき厚生

^
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労働大臣の指定を受けている特定感染症指定医療機関の感染症丙床並びに同条第2項の

規定に基づき都道府県知事の指定を受けている第一種惑染症指定医療機関及び第二種惑

染症指定医療機関の感染症病床の数を合算した数を基準として都道府県知事が定める数

とする。

②基澗丙床数の算定の特伊ι

医宗計画作成時に次のような事情があるため、都道府県余停力凱道府県医療審議会の意

見を聴いた上で厚生労働大臣に協議し、その同意を得た数を加えて得た数又ほ厚生労働大

臣に協議し、その同意を得た数を基準病床数とすることができる。

①急激な人口の勵Uが見込まれ、病床の増力口が必要と考えられる場合

②特定の疾患にり患する者力§異常に多い場合

③高度の医療を提供ずる能力を有する病院が集中している場合

④基澗」丙床数に係る特朽"の対象となる病床上メ外で、医学・医術の進歩に伴い特則」丙床が

必要と考えられる場合

⑤その他当該区域において準ずる事情がある場合

なお、今後高齢者人口の増力口が更に進む"城においては、医療需要の瑚Uが大きく見込

まれ、それに応じた医療提供体制の整備が求められることから、既存病床数力§基準病床数

を超えてぃる"城で病床数の必要量が将来においても既存病床数を大きく上回ると見込

まれる場合は、次によることとする。

ア高齢者人口の増力n等に伴う医療需要の増加を勘案し、基澗丙床数の見直しについて

毎年検討

イ法第30条の4第7項の基澗丙床数算定時の特価畦昔置で対応

また、盲嬬ア及びイによる病床の整備に際しては、炊の点を考慮しつつ、ガ城の実1青等

を十分にまえた上で検計ずること

労働大臣の指定を受けている特定感染症指定医療機関の感染症丙床並びに同条第2項の

規定に基づき都道府県知事の指定を受けている第一種感染症指定医療機関及び第二穂惑

染症指定医療機関の感染症病床の数を合算した数を基準として都道府県知事が定める数

とする。

②基澗丙床数の算定の特gι

医療計画作虜寿に炊のような事情があるため、都道府県知事が都道府県医療審議会の意

見を聴いた上で厚生労働大臣に協議し、その伺意を得た数を加えて得た数又ほ厚生労働大

臣に協議し、その同意を得た数を基準病床数とすることができる。

①急激な人口の増力口が見込まれ、病床の増力Uが必要と考えられる場合

②特定の疾患にり患する者が異常に多い場合

③高度の医療を提供ずる能力を有する病院が集中している場合

④基準病床数に係る特伊'4の文橡となる病床↓メ外で、医学・医術の進歩に伴い特殊病床が

必要と考えられる場合

⑤その他当該区域において準ずる事情がある場合

(ア)病床の機能区分(法第30条の13第1項に規定ずる病床の機能区分をいう。以下

同じ。)ごとの医療需要

(イ)高齢者人口のピークァウト後を含む医療需要の推移

(ウ)疾病別の医療台嬬の状況、各医療圏の患者の流出入、交通機関の整備状況などの

4 病床数の必要量の算定方法

翅戴事情

(エ)都道府県内の各医療圏の医療機関の分布等

(D 病床数の必要量の算定は、規貝1」第30条の那の3に定める方1去に準拠し、病床の機能区

分(法第30条の 13第1項に規定する機能区分をいう。以下同じ。)ごとに次に掲げる方

式によること。

'
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年齢階級牙リ入,完受療率)の総和+(当該構想、区域における他の構想区域の擶十患、者数の

((当該構想区域の性牙リ及び年齢階級呂リの将来推'計人口) X (当該構想区域の性牙リ及び

うちの医療供給見込み剃

医療供給見込み剃} X (1/病床稼働率)

ただし、上記算定式により病床の機能区分ごとに算定した数の都道府県における合言徴

は、

年齢階級呂リ入,完受療率)の総和十(当該構想区域における他の道府県の推計患者数の

((当該構想区域の1甥1」及て難手齢階級号1」の将来拶寸人口) X (当該構想区域の性三リ及び

うちの医療供給見込み剃

医療供給見込み鋤} X (1/病床稼働率)

(当該構想区域の推計患者数のうちの他の構想区域における

により病床の機能区分ビとに算定した都道府県における合言徴を超えることはできない。

(注1)「当該構想区域の棚"及て降齢階穀三1」の将来(平成37年)推計人口」とは、国立社

会倒章・人ロル鶚朗獣所珀本の

ることとする。

(注2)「年歯都皆級」とは、原則、 5歳ごとの年齢による階級とする。

(注3)「当該構想区域における他の構想区域の推計患者数のうちの医療憾合見込み数」と

(当該構想区域の推計患者数のうちの他α胤道府県における

は、当該構想区域において、他の構想区域の病床の機能区分ごとの平成37年における

推計患者数のうち当該病床の機能区分に係る医療が提供されると見込まれる患者とし

て都道府県灸停が定める数とする。

(注4)「当該構想区域の推計患者数のうちの他の構想区域における医療働合見込み数」と

は、当該構想区域の病床の機能区分ごとの平成37年における推計患者数のうち、他の

構想区域において当該病床の機能区分に係る医療が提供されると見込まれる患者の数

11将来推計人口(平成25年3月中イ對佑計)」によ

として都道府県会停が定める数とする。

(注5)「当該構想区域における他の都道府県の推計患者数のうちの医療供給見込み数」と

は、当該構想区域において、他の都道府県の区域に所在する構想区域の病床の機能区分

ごとの平成37年における推計患者数のうち当該病床の機能区分に係る医療が提供され

ると見込まれる患者の数として都道府県知事が当該他の都道府県の知事に協議して定

める数とする。

(注田「当該構想区域の推計患者数のうちの他の都道府県における医療供給見込み数」と

は、当該構想区域の病床の機能区分ビとの平成37年における推計患者数のうち、他の

都道府県の区域内に所在する構想区域において当該病床の機能区分に係る医療が提供

されると見込まれる患者の数として都道府県知事が当該他の都道府県の知事に協議し

て定める数とする。
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(注7)「病暁誘家働率」とは、高度急性期機能にあっては0.75、急性期機能にあっては0.78、

(2)当該構想区域の圏リ及てバ年齢階級呂リ入F完受療率は、病床の機苛"区分ごとに次に定める数

回復期機能にあっては0.9、慢性期機能にあっては0.92とする。

とすること。

①高度急性期機能医療資源投入量が3,000点以上である医療を受ける入院患者のうち

当該構想区域に住所を有する者の性牙11及び年齢階級三1」の数を当該構想区域の性号リ及び

年齢階級牙リ人口で除して得た凱

②急性期機能医療資源投入量が600点以上3000'点未満の医療を受ける入β完患者のう

ち当該構想区域に住所を有する者の圏1」及て謎手齢"皆級"1」の数を当該構想、区域の凱lj及

てド年齢^1」人口で除して得た凱

③回復期機詐ヒ医療資源投入量が225点以上600点末満の医療若しくは主としてりハビ

リテーションを受ける入院患者又はこれらに準ずる者として厚生労働大臣が認める者

のうち当該構想区域に住所を有ナる者の圏1」及て晦齢階級呂リの数を当該構想、区域の性

別及てド年齢^リ人口で除して得た蚊

④慢性期機能慢性期入院患者のうち当該構想区域にイ主所を有する者の圏1↓及び年齢

階級三リの数に、アに掲げる範囲内で都道府県知事が定める数('慢性期総入影授療率が全

国最,N直よりも小さい構想、区域にあっては、 1。以下「為証率」という。)を乗じて得

た数に、障書その他の疾患を有するM完患者を加えて得た数を、当該構想区域の圏リ及

び年齢階級男リ人口で除して得た凱

ア次の(ア)に掲げる数以上(イ)に掲げる数レメ下

(ア)慢凶朔総即完受療率の全国最,N直(県単伽/当該構想区域の樹生期総入院受療

(イ){(当該構想区域の鬪生期総入1完受療率

の全国中央イ直 U具単イ立)

イ立)

ただし、当該構想区域がイに掲げる到牛に該当するときは、(イ)に掲げる補正率に

より算定した当該構想、区域の慢性期機能の平成37年における病床数の必要量を平成究

年までに達成すればよいものとし、都道府県知事は、当該達成の期間の延長に応じた補

全国最ノN直)十全国最,N圓 X (1/当該構想区域の倒生期総入院妥療率)

正率(平成37年の圏lj及て註戸齢階級"リ入,完受療率の目標として、平成此年に達成ずる

こととした慨1」及て咋齢階級三リ入院受療率の標から比例的に逆算して得た個を定め

ることができる。

イ当該構想区域が炊のい司ヲしにも該当するものであること。

全国最,Ni直/、慢性期総入院受療率の全国最大値(県単

(ア)当該構想区域の慢住期病床数('圖生期入院患者のうち当該構想、区域に住所を有する

全国最,N直) X (慢性期総入β完受療率
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者に係る病床数をいう。以下同じ。)からア(イ)に掲げる補正率により算定した平

成37年における慢性期病床数を控除して得た数を慢性期病床数で除して得た数カミ全

国中央イ直を上回ること。

(イ)高齢者単身世帯害1合が全国平均を上回ること。

雌城医療構想を含む医療計画が公示された後に、当該凱城医療構想において定める厚生

労働大臣が認める構想区域における慢性期機能の将来の病床数の必要量の達成が特別な

事清により著しく困難となったときは、当該将来の病床数の必要量にっいて、厚生労働大

臣が認める方Υ去により補正率を定めることができる。

(注8)病床の機能区分ビとの性三リ及て武年齢階級男1」入β完受療率の推計にっいては、当該構想

区域に伽ワ〒を有ずる患者に係る平成25年度のレセプト,「誹R・特定健診等情報データベ

ース伽DB)のレセプトデータ、診断群分類ΦPのデータ等に基づいて行うこととする。

(注9)「当該構想区域の圏1」及てド年齢階穀三リ人口」とは、総^'「平成25年3月31日住

民^台φ長年齢別人口(市区■J村牙1↓)(総計)」によることとする。

(注1の「医療資源投入量」とは、患者に提供される医療を1日当たりの診療報酬(入J完基

本米1相当分及びりハビリテーション料を除く。)の出来高点数により換算した量とする。

(注11)「医療資源a斐入量が600点以上3,000,点未満の医療を受ける入院患者」には、医療

資源般ジ入量が175点以上600,点未満の医療を受ける入1完患者であっても、早期りハビリ

テーション加算を算定ずる入院患者であってりハビリテーション料を加えた医療資源

投入量が600点以上となる医療を受ける者を含む。

(注12)「医療資游般入量が225点以上600,点未満の医療を受ける入1完患者」には、医療資

源投入量175,点未満の医療を受ける入β完患者であっても、りハビリテーションを受ける

入院患者(回復期りハビリテーション病棟入J卦斗を算定する入β完患者を除く。)であっ

てりハビリテーション料を加えた医療資游J斐入量が 175 点以上となる医療を受ける者

を含む。

(注13)「主としてりハビリテーションを受ける入院患者」とは、回復期りハビリテーショ

ン病棟即耕斗を算定ずる入院患者とする。

(注14)「これらに準ずる者として厚生労働大臣力潮める者」とは、在宅復帰に向けて調整

を要する者(医療資源投入量175点以上225,点未満)とする。

(注15)「,慢1生期入β完患者』とは、長期にわたり療養が必要な入,完患者(主としてりハビリ

テーションを受ける入院患者その他の厚生労働大臣が認める入院患者を除く。)とす

る。具体的には、療養病棟入院基本料、療養病棟特別入院基本半斗、有床診療所療養病

床入院基本米斗及び有床診療戸折療養病床特別入β完基本ド1を算定ずる入院患者がこれに該

当し、「その他の厚生労働大臣が認める入β完患者」として当該入β完患者のうち医療区分

i

41



(注16)耶章害その他の疾患を有司、る入院患者」とは、障害者施設等入院基本料、特殊疾患

1である患者の数の70%に相当する数を除くこととする。

病棟昶鄰」及てN侍殊疾患フ、J完医療管理料を算定ナるフ、J完患者とする。

(注17)「,慢1生期総入院受療率」とは、次の算定式により算出した値とする。

年齢階級"1」人口 X 全国の闇リ及て難手齢階級三1」入院受療率)} X (全国の慢性期入F完患

{慢捜期入院患者のうち当該区域に住戸斤を有する者の数/(Σ当該区域の性牙1」及び

者の数/全国の人口)

(注18)「厚生労働大臣が認める構想区蜘とは、都道府県全体の慢セ螂病床数力追ア(イ)

に掲げる補正率により算定した平成37年における慢性期病床数を捜余して得た数を慢

'性期病床数で除して得た数が全国中剣直を上回っている都道府県の構想区域(当該構想

区域の慢性期病床数力追ア(イ)に掲げる補正率により算定した平成37年における慢

'性期病床数を控除して得た数を慢性期病床数で除して得た数が全国中剣直を上回って

いる構想区域に限る。)その他これに類する構想区域とする。

(注19)「粥11な事清」とは、やむを得ない事情により、在宅医療等の充実・劉肯が大幅に

遅れることが見込まれる場合や高齢者単身世帯及び高齢者夫婦のみ世帯が著しく増加

するなどのネ士会的事情の大きな変化が見込まれる場合など、その他これと同等と認めら

れる事情であって、都道府県及び厚生労働省'においてやむを得ないと認める事情とす

る。

(注2の「厚生労働大臣が認める方1去」とは、当該構想区域の慢性期病床数からア(イ)に

掲げる補正率により算定した平成37年における慢性期病床数を控除して得た数を倒生

期病床数で除して得た数が全国中央1直を下回らない範囲を目安として、厚生労働省'に協

5痴丙・5^及て潅宅医療のそ才Wれに係る医療連携伽却購築の与り恒

①現状の罰張

議して同意を得た入院受療率の目標を定めることとする。

都道府県は、医療連携体柳】を構築するに当たって、患者動向、医療資源及び医寮車携に

関する「青報等を収集し、ガ含域住民の健康状態をまえた現吠を罰丑握ずる必要がある。

医劉■疋供体御」等に関する1青報のうち、貴城住民の健康状態やその改善に寄与すると考え

られるサービスに関する指標匝点指棚、そα弛国が提供するデータ舸虫自調査データ、

データの角鞠陛により入手可能な指標(参考指標)について、指標間相互の関連性も含め

て、地域の医療提色淋制の現伏を溶観的にれ嘘する。

4 5痴秀・5事業及て腔宅医療のそれぞれに係る医療連携術都購築の手順

①現状の共嘘

都道府県は、医療車携体柳」を構築するに当たって、患者動向、医療資瀞及び医療連携に

関する情報等を収集し、現状を把握ずる必要がある。

これらのt青報には、次に掲げる既存の統計・調査等の公開1青報並びに調査票'1講Eを用い

た分析により得られる1青報のほか、医療施設・関評、団体等に対する調査や患者・住民に対

するアンケート調査、ヒアリング等で得られる情報がある。

なお、医療提供体制等に関する情報のうち経年的あるいは医療圏間での↓嫩・調西等が

可能で、数イ直でれ擢できる「青報に関して、公的統ヨ十等により全都道府県で入手可能な指標
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疾病・5:事業及てド在宅医療の指針の別表において例示されたものについては、医療゛計画に
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なお、重点指標及て沙考指標については、「痴丙・事業及て陸宅医療に係る医療体制に

(平成29年3月31日付け医政地発0331第3号厚生労働省'医政局台城医療計面課ついて」

長通知)の別紙「痴丙・事業及て腔宅医療に係る医療体柳jの構築に係る指針」を参考とす

ること。

また、既存の統言ト・調査等のみでは現伏札嘘が不→汾な場合、医療旛設・関評、団体等に

対する調査や患者・住民に対手るアンケート調査、ヒアリング等、積極的に新たな調査を

行うことが重要である。

①人口動態調査

②国民生活基礎調査

③患者調査

④国民健康・栄養調査

⑤衛封テ政報告g'4

⑥介護保険事業伏t兄報告調査

⑦病床機能報告

⑧レセプト情報・特定健診等'情報データベース C、1DB)

⑨診御僻分類ΦPのデータ

医療旛設調査

病院報告

医師・歯矛1医師・薬斉1珀市ミ周査

地域^・健^進事業報告

介護サービス施設・事拘祈調査

介護給付費実態調査

(2)イ乍業部会及ひ圏車=議の設置

都道府県は、 5痴丙・5:事業及て殉生宅医療について、それぞれの医療体擶"を構築するた

め、都道府県医療審議会又1ネナゆ域医療対策協議会の下に、 5痴丙・5:事業及て粕三宅医療の

原貝1悟己載する。また、5痴丙・5:事業及て陸宅医療の指針の別表に掲げる指標例を参考に、

それぞれについて協議する場(以下「イ乍業部会」という。)を設置する。また必要に応じ

て圏域ごとに関係者が具体的な連携等について協議する場(以下「圏蛎娠車携会議」という。)

を設置ずる。

イ乍業部会と圏旭鼬携会議は、有機的に連携しながら協議を進めることが重要であり、原

則として、圏域連携会議における協議結果は作業音』△へ報告すること。また、それぞれの

協議の内容・結果については、原則として、周知・広報すること。

①作業部会

ア構成

病期・医寮機ヨE及びストラクチャー・プロセス・アウトカムの要素も加味して、指標間相

互の関連性も含めて、針城の医療提供体制の現伏を箸観的にれ甜屋ずる。既存の統計・調査

等のみでは現状打張が不1弓J~な場合、積極的に新たな調査を行うことが重要である。

人口動態調査

国民生活基礎調査

患者調査

国民健康・栄養調査

衛封テ政報告gι

介護保険事業伏況報告調査

⑦医療施設調査

⑧病院報告

⑨医師・歯矛斗医師・薬斉1師調査

⑩ 1^保健・健^進事業報告

⑪介護サービス施設・事業Pフ潮査

⑫介護給付費実態調査

②協議の場の設置

都道府県は、 5痴丙・5事業及て殉生宅医療について、それぞれの医療体制を構築するた

め、医療審議会もしくは医療対策協議会の下に、5痴丙・5^及て陸宅医療のそれぞれ
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について協議する場(以下「イ乍業部会」という。)を設置する。また、必要に応じて圏域

ごとに関係者が具体的な連携等について協議する場(以下「圏域連携会議」という。)を

設置ずる。

イ乍業部会と圏域連携会議は、有機的に連携しながら協議を進めることが重要であり、原

則として、圏域連携会議における協議結果はイ乍業割陰へ報告すること。また、そオしぞれの

協議の内容・結果については、原則として、周知・広報すること。

①作業部会

ア構成

①
②
③
④
⑤
⑥

⑩
一
@
⑫
一
@
四
⑮
一



作業部会は、ガ城の実情に応じた医療体佑11を構築するため、例えほ次の(ア)から

(ク)に掲げる者を代表する者により構成し、構成する者が(ア)から(ク)のどの

区分に該当するかを明示すること。

(ア)地域嘩市会等の医療関係団体

(イ)医師、歯手斗医師、薬郵伯市、看護師など現に診療に従事する者

(ウ)分護保険法に規定するサービス事業者

(エ)医療郷貪者

(オ)医療・介謨サ¥・ビスを受ける患者・イ主民

(カ)保隷・医療・僻止サービスを担う都道府県・市田1キ寸

(キ)戦哉経験者

(ク)上記(ア)から(キ)までの他、名疾病及てド事業において重要な殺害1を担う者

なお、医療サービスを受ける立場の意見についても、十分に酉改意ずることが望まし

いことから、(オ)の患者・住民に対しては、十分な「青報提供と解説などの支援を行

うことにより、^に参加し弌司、い環境オ§整うよう努めるとと。

イ内容

イ乍業部会は、下記の專頁について協議する。

(ア)針城の医療資源の把握

医療資源・医寮車携に関する「青報から、雌城において各医療機能の要件を満たす

医療機関を確謬いする。また、患者動向等も加味して、封城において不足している医

療機能あるいは司鑑・整理が彪要な医療機能を明確にする。なお、可能な限り二次

医療圏を基礎として医療資源を把握ナる。

(イ)圏域の設定

上記(ア)に基づき、圏域を検討・設定する。この場合、 5痴丙・5^及て雉

宅医療のそれぞれについて特有の重要事項(5痴丙・5^及て潅宅医療のそれぞ

れに係る流入患者害洽、流出患者害"合を含む。)に基づき、従来の二炊医療圏にこ

だわらず、地域の医療資源等の実情に応じて弾力的に設定する。

(ウ)課題の抽出

(ア)により引丑握した現伏を分析し、 5痴丙・5事業及て雄宅医療のそれぞれに

つぃて、求められる医療機能とその連携体制」など、目指すべき方向を踏まえ、地域

の医療提供体制」の課題を抽出する。その際、現伏分析に用いたストラクチャー、プ

ロセス、アウトカム指標の関連性も考慮し、病期・医掬幾能による分類も踏まえ、

可能な限り医療圏ごとに課題を抽出する。

(エ)数値目標の設定

イ乍業部会は、地域の実情に応じた医療体制jを構築するため、例えほ次の(ア)から

(ク)に掲げる者をイt表する者により構成し、構h垢小る者が(ア)から(ク)のどの

区分に該当するかを明示すること。

(ア)貴城医師会等の医療関評、団体

(イ)医師、歯矛●医師、薬郵」師、看護師など現に診療に従事する者

(ウ)介護保険法(平成9年11去律第123号)に規定するサービス事業者

(エ)医療保険者

(オ)医療・介護サービスを受ける患者・住民

(カ)保健・医療・樹止サービスを担う都道府県・市町村

(キ)学§哉経験者

(ク)上記(ア)から(キ)までの他、各疾广丙及てド事業において重要な役害1を担う者

なお、医療サービスを受ける立場の意見についても、+3コ~に酉改意することが望まし

いことから、(オ)の患者・住民に対しては、十分な1誹R提供と解説などの支援を行

うことにより、^に参加し弌司、い環境が整うよう努めること。

イ内容

イ乍業部会は、下記の事項について協議する。

(ア)ガ城の医療資源の把握

医療資源・医療1車携に関する「青報から、ガ城において各医療機能の要件を満たす

医療機関を確謬ひする。また、患者動向等も加味して、針城において不足している医

療機能あるいは調整・整理が必要な医療機能を明確にする。なお、可能な限り二炊

医療圏を基礎として医療資源を把握ずる。

(イ)圏域の設定

上記(ア)に基づき、圏域を検討・'設定する。との場合、 5痴丙・5:事業及て陸

宅医療のそれぞれにっいて特有の重要事項(5痴丙・5事業及て潅宅医療のそれぞ

れに係る流入患者御1合、流出患者害1合を含む。)に基づき、従来の二次医療圏にこ

だわらず、ガ城の医療資源等の実情に応じて弾力的に設定ナる。

(ウ)課題の抽出

(ア)により乳曜した現伏を分析し、 5痴丙・5:事業及てド在宅医療のそれぞれに

つぃて、求められる医療機能とその連携体柳」など、目指すべき方向を踏まえ、針城

の医療提供体制」の課題を抽出する。その際、現伏分析に用いたストラクチャー、プ

ロセス、アウトカム指標の関連性も考慮し、病期・医療機能による分類も踏まえ、

可能な限り医療圏ごとに課題を抽出する。

(エ)数値目標の設定
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抽出した課題をもとに、事後に定量的な比較、喜洲が行えるよう、台城の実情に応

じた数値目標、目標達成に要する期間を定める。

数値目標の設定に当たっては、名キ旨標の全国データ等を参考にするとともに、基

本方針第九に掲げる諸計画等に定められた目標等も勘案ずるものとする。なお、達

成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題が角羣決されると思わ

れる目標を設定すること。

(オ)施策

課題に対応した数値目標の達成のために行う具体的な施策を盛り込んだ計画を

策定する。

②圏域車携会議

圏域車携会議は、各医劉幾能を担う関評、者が、相互dX言頼を醸成し、円滑な連携が推進

されるよう実施するものである。

その際、保健所は、"城医師会等と連携して当会議を主催し、医療機関相互又は医療機

関と介護サービス事業P二斤との司盤を行うなど、積極的な殺省」を果たすものとする。

ア構成

各医療機能を担う全ての凱系者

イ内容

下記の(ア)から(ウ)について、関係者全てが認識・,情報を共有した上で、各医療

機能を担う医療機関を決定する。

(ア)医療連携の必要性について認識の共有

(イ)医療機関等に係る人員、施設設備及ひ杉劉幾能に関する情報の共有

(ウ)当該疾病及てド事業に関する最新の知識・診療技術に関するf青報の共有

また、状況に応じて、ガE域車携クリティカルパス導入に関する検討を行う。

③患者・住民の意見の反映

都道府県は、患者・住民のイ乍業部会への参加やタウンミーティングの開催>患者・住民

へのヒアリングやアンケート調査、医療計画のパブリックコメントなどにより、患者・住

民の意見を反映させること。

④医療計画への記載

都道府県は、第3の31こ示すとおり、医療機能ごとに、目標、医療機関に求められる医

療体帛11、課題、数値目標、数値目標の達成のために行う施策等を医療計画に記載する。

また、原貝リとして各医療機能を担う医療機関等の名称も記載ずるものとする。

なお、ガ城によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能を担う

こともあり得る。

抽出した課題をもとに、事後に定量的な比較手洲が行えるよう、台城の実情に応

じた数値目標、目標達成に要する期間を定める。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基

本方針第7に掲げる諸計画等に定められた目標等も勘案するものとする。なお、達

成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題が解決されると思わ

れる目標を設定すること。

(オ)施策

課題に対応した数値目標の迦戎のために行う具体的な施策を盛り込んだ計画を

策定ずる。

②圏域事携会議

圏域車携会議は、各医療機能を担う剛系者が、相互αX言頼を醸成し、円滑な連携が描隹

されるよう実施するものである。

その際、保衛フテは、ガ城医師会等と連携して当会議を主催し、医療機関相互または医療

機関と介護サービス事拘フ〒との調整を行うなど、積極的な役害"を果たすものとする。

ア構成

各医療機能を担う全ての関評、者

イ内容

下記の(ア)から(ウ)について、関俳、者全てが認識・・情報を共有した上で、各医療

機能を担う医療機関を決定する。

(ア)医寮車携の必要性について認識の共有

(イ)医側幾関等に係る人員、施設設備及て児分療機能に関する情報の共有

(ウ)当該疾病及てド事業に関する最新の知識・.診療技術に関する情報の共有

また、状況に応じて、封夘弱車携クリティカルパス導入に関する検討を行う。

(3)患者・住民の意見の反映

都道府県は、患者・住民の作業部会への参加やタウンミーティングの開催、患者・住民

へのヒアリングやアンケート調査、医療計画のパブリックコメントなどにより、患者・住

民の意見を反映させること。

④医療計画への記載

都道府県は、前=三第3の3に示すとおり、医療機能ごとに、目標、医療機関に求められ

る医療体制、課題、数値目標、数値目標の達成のために行う施策等を医宗計画に奇浦ける。

また、原貝リとして各医療機能を担う医療機関等の名称も記載ずるものとする。

なお、"城によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関力液数の機能を担う

こともあり得る。
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⑤変更が生じた場合の措置

医療計画策定後、医療機能を担う医療機関の変更が生じた場合は、可能な限り速やかに

言己載内容を変更する必要がある。

この場合、都道府県医療審議会の議をその都度経なくても,力ように、医療機関の変更

に伴う手続をあらかじめ定めておく必要がある。

第5

1

医療計画の描生等

医療引画の描隹^」

医療計画の描隹体佑"については、作業部会、圏域車携会議又1才貴城医療騰想調整会議(法

第30条の14第1項に規定する協議の場をいう。)において、関俳、者カミ互いに情報を,賄す

ることにより、イ言頼凱系を醸成し、円滑な連携が推進されるような体制」を構築することが望

ましい。

2 医^ト画の描^の^、評^ぴ^

医療計画の実効性を上げるためには、具体的な数値目標の設定と評価を行い、その評価結

果1こ基づき、計画の内容を見直すことが重要である。

そのため、第3の 11に示ずとおり、施策の目標、推進体制」、推進方策、調西・見直し方

法(評価を行う組織(都道府県医療審議会等)を含む。)等を計画においてあらかじめ明ら

かにした上で、 6年(在宅医療その他必要な事項については3年)ごとに、施策全体又は医

療計画全体の達成伏t兄について調査、分析、書列西及て舩咳を行い、必要があるときは計画を

変更する。

ただし、 5痴丙・5事業及て陸宅医療については、上記と同様にi剰西・見直し体市1及び,公

表方Υ去を明らかにした上で、目標項目の数値の甲欠芥捗弌坊缶策の進捗状況の乳嘘、評価につ

いて定期的に実施(1年ごとの実施が望ましい。)、喜肖西し、目標に対する進捗状況が不→分

な場合、その原因を分析した上で、必要に応じて施策の見直しを図ること。

第6 医療青卜画に係る報告等

都道府県ごとの実情をれ墾し適正な医療計画の推進に資するため、法第30条の4第16項の

規定に基づく医療計画の厚生労働大臣への報告については、次のとおり取り扱う。

1 医療青庖の厚生労働大臣^報告

①報告事項

①医療計画及びその概要並びに付属資米斗

②公示の方法娜道府県の公報の写し等を淵寸)

③原案作成年月日、市町村及ぴ郷貪者協議会からの意見聴取年月日、都道府県医療審議

⑤変更が生じた場合の措置

医療計匝障定後、医療機能を担う医療機関の変更が生じた場合は、可能な限り速やかに

記載内容を変更する必要がある。

この場合、医療審議会の議をその都度経なくてもすむように、医劉幾関の変更に伴う手

続をあらかじめ定めておく必要がある。

第5

1

医療計画の描隹等

医療計画の描竺体脚」

医療計画の推進体帋ljにっいては、第4の2②に定める協議の場を設けるなど、関係者が

互いに情報を共有することにより、イ言頼関係を醸成し、円滑な連携が推進されるような体制

を構築することが望ましい。

2 医療言卜画の描^の托握、評価及ぴ^

医療ヨ十画の実効性を上げるためには、具体的な数値目標の設定と評価を行い、その評価佶

果に基づき、計画の内容を見直すことが重要である。

そのため、第3の 10ιこ力すとおり、施策の目標、推進体帋"、推進方策、詔西・見直し方

法(評価を行泌目織(医療審議会等)を含む。)等を計画においてあらかじめ明らかにした

上で、少なくとも5年ごとに、施策全体又は医療計画全体の達成城兄について調査、分析、

評価及び,公表を行い、必要があるときは計画を変更する。

ただし、 5痴丙・5事業及て陸宅医療については、上記と同様に調西・見直し体制」及てⅣ公

表方法を明らかにした上で、目標項目の数値の年炊推移弌坊缶策の進捗状況の罰嘘、評価につ

いて定期的に実施(1年ごとの実施が望ましい。)、評価し、目標に対す、る進捗伏況が不十分

な場合、その原因を分析した上で、必要に応じて施策の見直しを図ること。

第6 医療言卜画に係る報告等

都道府県ごとの実情を把握し適正な医療計画の推進に資するため、法第30条の4第12項の

規定に基づく医療'計画の厚生労働大臣への報告については、次のとおり取り扱う。

1 医療書卜画の厚生労働大臣への報告

①報告事項

①医療計画及びその概要並びに付属資料

②公示の方Υ去(都道府県の公報の写し等を測寸)

③原案作成年月口、、都T柳追の意児聴取年月口、医癒蜜議会への諮問年月口及て階申

46

、
、



会への諮問年月日及てバ答申年月日、公示年月日

④必須キ旨標・推測旨標等による現伏把握の結果

⑤目標項目の数値の年次推移弌苑策の進捗状況の書引西

(注1)⑤については、医療計画の対象期間の当初から1年ごとに提出すること

(注2)①・④・⑤については、痢隙体及び電子媒体で提出すること

②ネ融某体の提出部数 5部

③報告時期

医療計画及てドその概要並びに付属資半斗は公示前とし、その他の印刷物がある場合は公示

後速やかに報告するものとする。

なお、例えば、 5痴丙・5事業及て陸宅医療の医療連携体制」において、医療機能を担う

医劉幾関の記載を変更した場合など、法第30条の6の規定に基づかない計画変更の場合

には、報告の対象としないとととする。

2 法 27条の2

実施伏"むの報告

(1)幸&告事項別ネ氏1羨式3~6-2

病院又は診療所名、開設者又1才管理者'氏名、病院又は診療可衝在地、開設等申請年月日、

申請病床数、申請病床の種三1」、要請年月日、勧告年月日、命令年月日、都道府県医療審議

会の意見、勧告に対手る申請者の対応、その他参考專頁等

30条の 11

②提出部数 4部

③報告時期

要請、勧告又は命令をそれぞ才哘った日の属する月の翌月の10日までとする。ただし、

30条の12及び第30条の17の規定に基づく勧告笠の

「勧告に対する反応」等が相当遅れる場合は、当該部分のみ後日報告するものとする。

、

なお、公的医療機関等に対する法第7条の2第3項又1才第30条の15第6項の規定に基

づく命令又1詩去第30条の16第1項の規定に基づく指示を行った場合にっいても別痢刷羨式

年月日、公示年月日

④必須キ旨標・推劉昔標等による現伏把握の結果

⑤目標項目の数値の甲欠推移弌苑策の進捗状況の評価

(注1)⑤については、医療計画の対象期間の当初から1年ビとに提出すること

(注2)①・④・⑤については、痢祺体及び電子媒体で提出すること

②*蝕某体の提出部数 5部

③報告時期

医療計画及びその概要並びに付属資半斗は公示前とし、その他の印刷物がある場合は公示

後速やかに報告するものとする。

なお、例えぱ、 5痴丙・5:事業及てド在宅医療の医療連携体制」において、医療機能を担う

医療機関の記載を変更した場合など、法第30条の6の規定に基づかない計画変更の場合

には、報告の対象としないこととする。

に準じて報告すること。

偶1採氏1羨式3~6 -2)

、J

2

①幸R告事項男1帰剛羨式3

30条の11の規定に基づく勧告の実施状況の報告

開設者氏名、病影切〒在地、開設等申請年月日、申請病床数、申請病床の種三1」、勧告年月

日、医療審議会の意見、勧告に対ずる申請者の対応、その州参考事項

②提出部数 4部

③報告時期

勧告の行った日の属する月の翌月の10日までとする。ただし、「勧告に対ずる申請者の

対応」が相当遅れる場合は、当該部分のみ後日報告するものとする。

偶1採氏様式3)
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(別紙様式幻

医療法第27条の2の規定に基づく勧告及ぴ命令の実施状況報告

病院又け診療所名

開設者又は

管理者氏名

病院又は診療所

所在地

申請病床数

(病床機能別)

勧青年月日

都道府県医療

審議会の意見

勧皆に対,る反応

条件付許可病床数

(病床機飽剛D

命令年月日

都道府県医療

審議会の意見

命令に対する反応

その他参考事項
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(別^)

病院Σ墜詮逮匪名

医擦法第00条の11の規定に菖づく勧告の実施状況報告

馴設者又_」き

蓋_塁一質_氏名

病院又は訟療所

所在地

衡設等申請年月a

申諸病床数

勧告年月日

瓢謹箪墨.医療
審議会の意見

勧告に対,る

申誇考の対応

申請病床の種別

(別裂^

その他参暫事項

医療法第30条の11の規定に基dく勧告の実姥状況報告

病院名

開設者氏名

病饒所在地

側設等申請年月日

申請病床数

勧告年河日

医療審酵会の意見

勧告に対,る

申請者の対応

申請病床の種別

モの他参考事項
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(別紙楳式5)

医療法第30条の12第'1項の規定において読み蓉えて皐用する第7条の2第3項の

規定に基dく婁鳶及ぴ同条築2項の規定に基づく勧告の実施状況報告

病院又仕診療所名

開設者又は

管理者氏名

病院又は診療所

所在地

削減契諸年月凹

都道府県医療

審議会の意見

婆請に対する反応

勧告年月日

都道府県医療

審議会の意見

削減要誇病床数

(病床の種別)

(新規)

勧皆に対する反応

その他毒考事項

勧告対象病床数

(病床の種矧D

'

一入
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(別紙様式6-1)

医療蓄第30条の15第7項において読み讐えて躍用司'る同条第6項の規定に基づく

要請及び第30条の17の規定に基,3く勧告の実施状況報告

病院又は診療所名

開設者又は

管理者氏宅

病琥又は誰療所

所在地

基準日病床機能

蔓請年月

都道府県医療

審譜会の意見

白

更諸に対する反応

勧告年月日

基準日桜病床機館

都道府県医療

審議会の意見

(新別

勧皆に対tる反応

その他参考事項
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(別紙様式8-2)

医療法第30条の16第2項において読み讐えて靖用する同条第1項の規定に基づく

更請亙tr篤知庫の17の捜胞に甚dく勧告の空怖状況無告

病院又は診療所名

開設者又は

管理者氏名

病院又は診療所

所在地

転換要請年月日

転換を要請した

病床械館

都道府県医療

審詰会の意見

要諸に対,る反応

勧沓年月日

都道府県医療

審議会の意見

転換を更請した

病床数

劾告に対,る反応

その他参考事項

'

,
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公益社団法人日本医師会

常任理事市川朝洋

^ 、

殿

標記について、別添のとおり各都道府県衛生主管部(局)長あてに通知しま

したので、ご了知方よろしくぉ願いいたします。

疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制にっいて

医政地発0331第8 号

平成29年3月31日

厚生労働省医政局地域医療計画課

1戸§餐1系1!i勧
短酷圖地河
委纃話十画
窯歴閣蔀

i芽



各都道府県衛生主管部(局)長殿

医療法(昭和23年法律第205号。以下Ⅳ劃という。)第30条の4の規定に基づき、が

ん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病及び精神疾患の5疾病並びに救急医療、災
害時における医療、へき地の医療、周産期医療及び小児医療(小児救急医療を含む。以下

同じ。)の5事業並びに居宅等における医療(以下「在宅医療」という。)について医療計

画に記載することとされています(以下、 5疾病及び5事業並びに在宅医療を「5疾病・

5事業及び在宅医療」という。)。

各都道府県が医療提供体制を確保するに当たり、特に5疾病・5事業及び在宅医療にっ

いては、①疾病又は事業ごとに必要となる医療機能を明確化した上で、②地域の医療機関

がどのような役割を担うかを明らかにし、さらに③医療連携体制を推進していくことが求

められています。

医療機能の明確化から連携体制の推進にいたるこのような過程を、以下、医療体制の構
築ということとします。

5疾病・5事業及び在宅医療の医療体制を構築するに当たっては、それぞれに求められ

る医療機能を具体的に把握し、その特性及び地域の実情に応じた方策を講ずる必要がある

ことから、下記のとおり、それぞれの体制構築に係る指針を国において定めましたので、

新たな医療計画作成のための参考としていただきますようぉ願いします。

なお、本通知は法第30条の8に基づく技術的助言であることを申し添えます。

また、「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について」(平成24年3月30日付け医政

指発0330第9号厚生労働省医政局指導課長通知)は廃止します。

疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について

医政地発0331第 3 号

平成 29年3月31日

厚生労働省医政局地域医療計画課長

(公印省略)

1 法的根拠

法第30条の4第4項の規定に基づき、がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿

病及び精神疾患の5疾病並びに救急医療、災害時における医療、へき地の医療、周産期

医療及び小児医療の5事業(以下「5疾病・5事業」という。)並びに在宅医療に係る

医療連携体制を構築するための方策を医療計画に定めることとなっている。

また、法第30条の3第1項の規定に基づき、医療提供体制の確保に関する基本方針

(平成19年厚生労働省告示第70号。以下「基本方針」という。)の改正を行ったところ

である。

また、基本方針第四の二及び二に示すとおり、 5疾病・5事業及び在宅医療のそれぞ

れに係る医療体制を各都道府県が構築するに当たっては、地域の医療提供施設の医療機

記



能を医療計画に明示することにより>患者や住民に対し、分かりやすい情報提供の推進
を図る必要がある。

一方、基本方針第二の二に示すとおり、国は5疾病・5事業及び在宅医療について調
査及び研究を行い、 5疾病・5事業及び在宅医療のそれぞれに求められる医療機能を明
らかにすることとされており、本通知は、国として当該医療機能を明らかにすること等
により、都道府県の医療体制構築を支援するものである。
なお、医療機能に関する清報の提供にっいては、法第6条の3に基づく医療機能情報
提供制度が別途実施されている。

5疾病.5事業及び在宅医療の医療体制構築に当たっては、当該制度により都道府県
に報告された医療機能情報を活用できること、特に>患者や住民に情報を提供するため
だけではなく、地域の医療関係者が互いに情報を共有することで信頼を醸成し、円滑な
連携を推進するためにも活用すべきであることに留意されたい。

2 策定に当たっての留意点

別紙「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制構築に係る指針」は、国として、①5
疾病.5事業及び在宅医療の医療機能の目安を明らかにした上で、②各医療機能を担う
地域の医療機関が互いに信頼を醸成し、円滑な連携を推進するために、都道府県の実施
すべき手順を示したものである。

都道府県におかれては、地域において切れ目のない医療の提供を実現するための、良
質かっ適切な医療を効率的に提供するための医療計画策定に当たり、本指針を参考にさ
れたい。

なお策定に当たっては、次に掲げる点に留意されたい。

① 5疾病・5事業及び在宅医療の医療体制にっいては、各都道府県が>患者動向、医
療資源等地域の実情に応じて構築するものであること。

②したがって、本指針は医療体制の構築のための目安であり、必ずしもこれに縛られ
るものではないこと。

③ 5疾病・5事業ごと及び在宅医療の医療体制構築に当たっては、地域の実情に応じ
て必要性の高いものから優先的に取り組むことが必要であること。

④医療計画の実効性を高めるよう、 5疾病・5事業ごと及び在宅医療の即CAサイクル
を効果的に機能させ、政策循環の仕組みを強化するため、疾病・事業ごとの指標を活
用すること。

⑤本指針は国における現時点での知見に基づくものであり、今後も検討、調査、研究
を続けて適宜提示するものであること。

3 本指針の位置付け及び構成

5疾病・5事業及び在宅医療の医療体制を含めた、新たな医療計画制度の全体像にっ
いては、「医療計画にっいて」(平成29年3月31日付け医政発0331第57号厚生労働省医政
局長通矢のの呂1絲氏「医療計画作成指針」により別途提示しているところである。
「医療計画作成指針」と「疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制構築に係る指針」
との関係は別表のとおりであり、各都道府県におかれては、新たな医療計画の作成に当
たり、「医療計画作成指針」を参考に計画全体の構成、作成の手順等を検討した上で、
本指針により5疾病・5事業及び在宅医療に係る具体的な医療体制の構築及び計画の作
成を図られたい。

＼



b去第30条の3】

厚生労働大臣は

基本方針を定め

(別表)

b去第30条の8】

厚生労働大臣は、技

林珀勺事項について必要

な助言ができる。

0医療提供体制確保の

・基本的事項

・調査及び研究

・目標

0医療連携体制

0医療機能情報の提供

0医療従事者の確保

0計画作成と事業評価

0その他重要事項

針

b去第30条の4第1項】

都道府県は基本方針に即

して、かつ地域の実情に応

じて医療計画を定める。

0計画作成の趣旨

0一般的留意事項

0計画の内容

0計画作成の手順等

0計画の推進等

0計画に係る報告等

医療計画

0基本的な考え方

0地域の現状

0疾病・事業ごとの医療体制

・力§人ノ

,脳卒中

・心筋梗塞等の心血管疾患

・糖尿病

・精神疾患

・救急医療

・災害時における医療

・へき地の医療

・周産期医療

・小児医療(小児救急、)

・在宅医療

・その他特に必要と認める医療

0地域医療構想

0地域医療構想を達成する施策

0病床機能の情報提供の推進

0医療従事者の確保

0医療の安全の確保

0医療提供施設の整備目標

0基準病床数

0その他医療提供体制の確保に

必要な事項

0事業の評価・見直し

0医療体制構築の

・趣旨

・内容

・手順

・連携の推進等

・評価等

0疾病・事業別の体制
・がん

・脳卒中

・心筋梗塞等の心血管疾患

・糖尿病

・精神疾患

・救急医療

・災害時における医療

・へき地の医療

・周産期医療

・小児医療(小児救急)

・在宅医療

一
1
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
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計
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偶1絲助

疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制構築に係る指針

趣旨

内容

手順

連携の推進等

評価等
弟4

第5

がんの医療体制構築に係る指針(PI0)

第1 がんの現状

第2 医療体制の構築に必要な事項
第3 構築の具体的な手順

脳卒中の医療体制構築に係る指針(P18)

第1 脳卒中の現状

第2 医療体制の構築に必要な事項

第3 構築の具体的な手順

心筋梗塞等の心血管疾患の医療体制構築に係る指針(P28)
第1 心筋梗塞等の心血管疾患の現状
第2 医療体制の構築に必要な事項

第3 構築の具体的な手順

糖尿病の医療体制構築に係る指針(P38)

第1 糖尿病の現状

第2 医療体制の構築に必要な事項

第3 構築の具体的な手順

精神疾患の医療体制構築に係る指針(P46)
第1 精神疾患の現状

第2 医療体制の構築に必要な事項
第3 構築の具体的な手順
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第1 趣旨

人口の急速な高齢化が進む中、がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病及び
精神疾患の5疾病(以下「5疾病」という。)については、生活の質の向上を実現する
ため、これらに対応した医療体制の構築が求められている。
また、地域医療の確保において重要な課題となる救急医療、災害時における医療、ヘ
き地の医療、周産期医療及び小児医療(小児救急を含む。以下同じ。)の5事業(以下
「5事業」という。)にっいても、これらに対応した医療体制の構築により>患者や住
民が安心して医療を受けられるようにすることが求められている。
さらに、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けるこ
とができるよう、在宅医療に係る医療体制の構築が求められている。

疾病構造の変化や地域医療の確保といった課題に対応するためには、効率的で質の高
い医療体制を具体的に構築することが求められる。

具体的には、各都道府県において、 5疾病・5事業及び在宅医療について、それぞれ
に求められる医療機能を明確にした上で、地域の医療関係者等の協力の下に、医療機関
が機能を分担及び連携することにより、切れ目なく医療を提供する体制を構築すること
が必要である。

加えて、こうした医療体制の構築に患者や住民が参加することを通じ>患者や住民が
地域の医療機能を理解し、医療の必要性に応じた質の高い医療を受けられるようになる
ことが期待される。

以下、第2 「内容」、第3 「手順」、第4 「連携の推進等」及び第5 曙平価等」におい
て、医療体制の構築に当たって5疾病・5事業及び在宅医療に共通する事項を示すとと
もに、 5疾病・5事業及び在宅医療のそれぞれの指針において、各々の特性に関する事
項を示すので参考とされたい。

疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制構築に係る指針

第2 内容

5疾病.5事業及び在宅医療のそれぞれについて、まず「1 医療体制の政策循環」
を実現するため、「2 指標」を活用し、「3 必要となる医療機能」を明らかにした上
で、「4 各医療機能を担う医療機関等の名称」、「5 数値目標」を記載する。

1 医療体制の政策循環

5疾病・5事業及び在宅医療の医療体制を構築するに当たっては、住民の健康状態
や患者の状態(成果(アウトカム))などでもって施策の評価を行うことが必要なた
め、これらを用いた評価を行うことが重要である。具体的には、施策や事業を実施し
たことにより生じた結果(アウトプット)が、成果(アウトカム)に対してどれだけ
の影響(インパクト)をもたらしたかという関連性を念頭に置きつつ、施策や事業の
評価を1年ごとに行い、見直しを含めた改善を行うこと。都道府県は、この成果(ア
ウトカム)に向けた評価及び改善の仕組みを、政策循環の中に組み込んでいくことが
重要である。

・アウトカム(成果)

施策や事業が対象にもたらした変化

・アウトプット(結果)
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施策や事業を実施したことにより生じる結果

・インパクト(影響)

施策や事業のアウトプットによるアウトカムへの寄与の程度

2 指標

医療体制の構築に当たっては、現状の把握や課題の抽出の際に、多くの指標を活用

することとなるが、各指標の関連性を意識し、地域の現状をできる限り構造化しなが

ら整理する必要がある。その際には、指標をアウトカム、プロセス、ストラクチャー

に分類し、活用すること1。

・アウトカム指標

住民の健康状態や患者の状態を測る指標

・プロセス指標

実際にサービスを提供する主体の活動や、他機関との連携体制を測る指標

・ストラクチャー指標

医療サービスを提供する物的資源、人的資源及び組織体制、外部環境並びに対象

となる母集団を測る指標

3 必要となる医療機能

例えば脳卒中の場合に、急オ生期、回復期から維持期にいたるまでの病期ごとの医療

機能を明らかにするのと同様、他の疾病・事業及び在宅医療についても明らかにす

る。

4 各医療機能を担う医療機関等の名称

前記3の各医療機能を担う医療機関等については、後記第3の2に示すとおり、地、

域の医療提供者等が作業部会等に参加し、検討する。なお、地域によっては、医療資

源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能を担うこともある。

その検討結果を踏まえ、原則として、それらを担う医療機関等の名称を記載する。

また、医療機関等の名称については、例えば医療連携体制の中で各医療機能を担う

医療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、別途当該医療機関等の名

称を表示したホームページのURL を医療計画上に記載する等の方法をとることも差し

支えない。

5 課題、数値目標及び施策の方向性

5疾病・5事業及び在宅医療のそれぞれの課題について、地域の実情に応じた数値

目標を設定し、課題解決に向けた施策の方向陛を記載する。

数値目標の設定に当たっては、基本方針第九に掲げる諸計画等に定められる目標を

勘案するものとする。

第3 手順

1 情報の収集

1 厚生労働科学研究「地域医療構想策定及び医療計画PDCAサイクルの推進に資する都道府県の人材育成等

手法に関する研究」(研究代表者熊川寿良円(平成26年度)を参考に記載
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都道府県は、医療体制を構築するに当たって>患者動向、医療資源及び医療連携等
の医療体制に関する情報等を収集し、現状を把握する必要がある。

医療提供体制等に関する情報のうち、地域住民の健康状態やその改善に寄与すると
考えられるサービスに関する指標(重点キ尉剰、その他国が提供するデータや独自調
査データ、データの解析等により入手可能な指標(参考指標)について、指標間相互
の関連性も含めて、地域の医療提供体制の現状を客観的に把握する。
なお、重点指標及び参考指標にっいては、平成 28年度厚生労働科学研究「病床機
能の分化・連携や病床の効率的利用等のために必要となる実施可能な施策に関する研
究」研究報告書及び平成 28年度厚生労働科学研究「精神科医療提供体制の機能強化
を推進する政策研究」研究報告書を参考とすること。

また、既存の統計・調査等のみでは現状把握ができない場合、医療施設・関係団体
等に対する調査や患者・住民に対するアンケート調査、ヒアリング等、積極的に新た
な調査を行うことが重要である。

①人口動態統計

②国民生活基礎調査

(3)患者調査

④国民健康・栄養調査

⑤衛生行政報告例

⑥介護保険事業状況報告調査

⑦病床機能報告

(8)レセプト情報・特定健診等情報データベース(NDB)

(9)診断群分類ΦPC)データ

(10)医療施設調査

(11)病院報告'

(12)医師・歯科医師・薬剤師調査

(13)地域保健・健康増進事業報告

(14)介護サービス施設・事業所調査

(15)介護給付費実態調査

国においては、都道府県の課題解決に向けた評価及び改善の仕組みを効果的に機能
させる取組を支援するため、 5疾病・5事業及び在宅医療のそれぞれの指標を提供す
ることとしてぃるが、各都道府県の取組等を踏まえ、各指標を用いた各都道府県の現
状の把握、新たな指標の検討、医療計画の評価手順のあり方の検討等も随時行ってい
くこととしている。

都道府県においても、地域の実情に応じて独自の指標を開発していくことが望まし
い。独自に開発した指標が全国で参考になると考えられる場合は、厚生労働省に報告
することをお願いする。

2 作業部会及び圏域連携会議の設置

都道府県は、都道府県医療審議会又は地域医療対策協議会の下に、 5疾病・5事業
及び在宅医療のそれぞれに係る医療体制を構築するため、 5疾病・5事業及び在宅医
療のそれぞれについて協議する場(以下「作業部会」という。)を設置する。必要に
よっては、さらに、圏域ごとに関係者が具体的な連携等について協議する場(以下
「圏域連携会議」という。)を設置する。
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協議に際しては、数値目標の設定やそれを達成するための施策の実施の結果、地域

格差が生じたり、患者・住民が不利益を被ることのないよう配慮する。

なお、作業部会と圏域連携会議は、緊密に連携しながら協議を進めることが重要で

ある。

①作業部会

①構成

作業部会は、地域の実情に応じた医療体制を構築するため、例えば次に掲げる

者を代表する者により構成する。

ア地域医師会等の医療関係団体

イ医師、歯科医師、薬剤師、看護師など現に診療に従事する者

ウ介護保険法(平成9年法律第123号)に規定するサービス事業者

工医療保険者

オ医療・介護サービスを受ける患者・住民

力保健・医療・福祉サービスを担う都道府県・市町村

キ学識経験者

クその他、各疾病及び事業において重要な役割を担う者

②内容

作業部会は、下記の事項について協議する。

ア地域の医療資源の把握と現行の医療計画の評価

「1 情報の収集」において把握した情報から、地域において各医療機能の

要件を満たす医療機関を確認する。また>患者動向等も加味して、地域におい

て不足している医療機能あるいは調整・整理が必要な医療機能を明確にする。

特に5疾病については、まずは二次医療圏を基礎として医療資源を把握する。

同時に、現行の医療計画において設定された課題とそれに対する施策に加

え、施策の中で実施した事業について整理を行うこと。その際、課題解決につ

ながっていない施策や事業については、見直しを含む改善を行うこと。

イ、圏域の設定

上記アに基づき、圏域を検討一設定する。この場合、 5疾病・5事業及び在
宅医療に特有の重要事項に基づき、従来の二次医療圏にこだわらず、地域の医

療資源等の実情に応じて弾力的に設定する。

ウ課題の抽出

上記アにより把握した現状を分析し、求められる医療機能とその連携体制な

ど、目指すべき方向を踏まえ、地域の医療提供体制の課題を抽出する。その

際、現状分析に用いたストラクチャー、プロセス、アウトカム指標の関連性も

考慮し、病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を

抽出する。

以下に、課題の抽出に当たって想定される手順を示す。

(ア)まず、課題の抽出に当たっては、アウトカム指標を確認する。例えば、ア

ウトカム指標が全国平均と乘離している等の問題があればそれを課題とする

こと。

(イ)次に、指標が示すデータから得られた課題について、データの留意点や限

界を踏まえ、検討する。さらに、当該地域を全国平均若しくは都道府県内平

均と比較することにより、仮に対策を行った場合の影響(インパクト)を考



(例:仮に全国平均値であった場合に、治療等の対応が可能であった患者
数などを推計し、優先的に課題解決に向けた資源投入をするか否かを判断す
る。)

工数値目標の設定

抽出した課題をもとに、事後に定量的な比較評価が行えるよう、地域の実情
に応じた数値目標、目標達成に要する期間を定める。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするととも
に、基本方針第九に掲げる諸計画等に定められた目標等も勘案するものとす
る。なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を
解決するために必要な目標を設定する。

オ施策

課題に対応した数値目標の達成のために行う具体的な施策を盛り込んだ計画
を策定する。

施策の検討に当たっては、課題にっいて原因分析を行い、検討された施策の
結果(アウトプット)が課題に対してどれだけの影響(インパクト)をもたら
しうるかという観点を踏まえること。

②圏域連携会議

圏域連携会議は、各医療機能を担う関係者が、相互の信頼を醸成し、円滑な連携
が推進されるよう実施するものである。

その際保健所は、地域医師会等と連携して当会議を主催し、医療機関相互または
医療機関と介護サービス事業所との調整を行うなど、積極的な役割を果たすものと
する。

①構成

各医療機能を担う全ての関係者

②内容

下記のアからウにっいて、関係者全てが認識・情報を共有した上で、各医療機
能を担う医療機関を決定する。

ア医療連携の必要性にっいて認識の共有＼
イ医療機関等に係る人員、施設設備及び診療機能に関する情報の共有
ウ当該疾病及び事業に関する最新の知識・診療技術に関する情報の共有
なお、状況に応じて、地域連携クリティカルパス導入に関する検討を行う。

慮した上で、課題として設定するとともに、その緊急度と重要度を検討す
る。

3 患者・住民の意見の反映

都道府県は>患者・住民の作業部会への参加やタウンミーティングの開催、患者
住民へのヒアリングやアンケート調査、医療計画のパブリックコメントなどにより、
患者・住民の意見を反映させること。

4 医療計画への記載

都道府県は、前記第3の2に示すとおり、医療機能ごとに医療機関等に求められる
事項、数値目標等について検討し、医療計画に記載する。

また、原則として、各医療機能を担う医療機関等の名称も記載するものとする。



なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能を

担うこともあり得る。

さらに、医療機関等の名称については、例えば圏域内に著しく多数の医療機関等が

存在する場合にあっては、地域の実情に応じて記載することで差し支えないが、住民

に分かりやすい周知に努めるものとする。

5 変更が生じた場合の措置

医療計画策定後、医療機能を担う医療機関の変更が生じた場合は、できるだけ速や

かに記載内容を変更する必要がある。

この場合、都道府県医療審議会の議をその都度経なくてもすむように、変更に伴う

手続きをあらかじめ定めておく必要がある。

第4 連携の推進等

計画の推進体制については、第3の2に定める作業部会等を設けるなど、関係者が互

いに情報を共有することにより、信頼関係を醸成し、円滑な連携が推進されるような体

制を構築することが望ましい。

第5 評価等

医療計画の実効性を上げるためには、具体的な数値目標の、設定と評価を行い、その評

価結果に基づき、計画の内容を見直すことが重要である。

都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、評価を行う組織や時期を医療計画に

記載すること。この際、少なくとも施策及び事業の進捗状況の評価については、 1年ご

とに行うこととし、課題に対する数値目標の達成状況、現状把握に用いた指標の状況に

ついては、 3年ごとの中間評価も踏まえつつ、少なくとも6年ごとに調査、分析及び評

価を行い、必要があるときは、都道府県はその医療計画を変更することとする。

評価に当たっては、策定体制に関わった者以外の第3者による評価の仕組みを講じる

こと等も有効である。さらに、施策及び事業評価の際には、施策及び事業の結果(アウ

トプット)のみならず、地域住民の健康状態や患者の状態(アウトカム)、地域の医療

の質などの成果(プロセス)にどのような影響(インパクト)を与えたかといった観点

からの施策及び事業の評価を行い、必要に応じて計画の内容を改善することが重要であ

る。

また、課題の評価にあたっては、次のような数値目標を設定した指標を活用すること

も重要である。最終的な成果(アウトカム)を達成するための過程を確認し、過程のど

の段階に課題があるかといった観点からの評価も重要である。

(参考:評価指標の考え方1)

・評価指標とは

最終的な成果(アウトカム)の達成に向け、施策や事業を進捗管理し、評価する

ために設する指標。

良い評価指標は以下の頭文字を取り、 SMARTな指標と言われている。

①具体性、特異陛(SP.dfio)

具体的であるかどうか、施策や事業に特異的であるかどうか。

②測定可能陛(M卵脚玲bl.)

数値目標、達成期間、期待する達成度などが明示され、測定可能であるかどう

か。
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③達成可ヨ断生(Att訂始bl.)

達成可能であるかどうか。コスト、スケジュール、従事者の質と量、社会環境
への適合性に問題はないか。関係者の反対はどうか。

④現実性(R卵1玲tio)

現実的かどうか。目標を達成するための手段は適切な因果関係となっているか
どうか。

⑤期限明示(Tim.-bouod)

実施時期、終期、期限などが明示されているか。

f"

、
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がん検診等でがんの可能性が疑われた場合や症状を呈した場合、まず精密検査等が実施

される。

そして、がんの確定診断等が行われた場合、更に詳細な検査により、がんの進行度の把

握や治療方針の決定が行われる。

がんの治療は、がん診療連携拠点病院(以下「がん拠点病院」という。)やその他のが

ん診療に係る医療機関において、個々のがんの種類や進行度に応じて、手術療法、放射線

療法及び化学療法(本指針では薬物療法等を含むものとする。)又はこれらを組み合わせ

た集学的治療等が実施される。

同時に、がんと診断された時から、身体的な苦痛及び精神心理的な苦痛等に対して、患

者とその家族への緩和ケアが必要である。

その後も再発予防のための術後補助化学療法や再発の早期発見のための定期的かつ専門

的検査等、長期の管理が必要となる。

とのようにがん患者に必要とされる医療は患者の状態やがんの種類・病期等によって異

なるため、それぞれの医療機関が相互に連携しながら、継続して実施されることが必要で

ある。

また、がん対策について政府は、「がん対策基本法」(平成18年法律第98号)に基づき

「がん対策推進基本計画」(平成24年6月閣議決定)を策定し、都道府県は、これを基本

とし、各都道府県におけるがん医療の現状等を踏まえて、渚K道府県がん対策推進計画」

を策定し、がん対策の総合的かつ計画的な推進を図っている。

本指針は、がん対策推進基本計画のうち医療計画に反映すべき事項等について、住民・

患者の視点に立った計画を作成するという観点から、その考え方を示すものである。な

お、がん対策推進基本計画は現在、がん対策推進協議会において、見直しの議論を行って

おり、平成29年度に第3期がん対策推進基本計画が、閣議決定される予定であることに留

意すること。

具体的には、「第1 がんの現状」でがんの発症・転帰がどのようなものであるのか、

どのような医療が行われているのかを概観し、次に「第2 医療体制の構築に必要な事

項」でどのような医療体制を構築すべきかを示している。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 構築の具体的な手順」に則して、地域の現

状を把握・分析するとともに、各病期に求められる医療機能を理解した上で、地域の実情

に応じて圏域を設定し、その圏域ごとの医療機関とさらにそれら医療機関相互の連携の検

討を行い、最終的には都道府県全体で評価まで行えるようにする。

がんの医療体制構築に係る指針

第1 がんの現状

がんは、浸1閏性に増殖し転移する悪性腫傷であり、基本的にほぽすべての臓器・組織

で発生しうるものである。このため、がん医療は、その種類によって異なる部分がある

が、本指針においてはがん医療全体に共通する事項を記載することとする。

1 がんの疫学
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がんは、我が国において昭和56年(1981年)より死因の第1位であり、平成26年に
は年間約37万人以上の国民が亡くなっている1。

また、生涯のうちにがんに櫂る可育目性はおよそ2人に1人とされている2。
継続的に医療を受けているがん患者数は約162.6万人3、 1年間に新たにがんにかか
る者は約86万人以上4と推計されている。

さらに、今後、人口の高齢化とともにがんの櫂患者数及び死亡者数は増加していく
ことが予想され、依然としてがんは国民の生命と健康にとって重要な課題である。

方で、がん患者・'経験者の中にも長期生存し、社会で活躍している者も多い。
がんの年齢調整死亡率は近年減少傾向であるが、がんの種類によりその傾向に違い
が見られる。また、全がんの5年相対生存率は62.1%である5が、原発巣による予後
の差は大きく、乳がん、肺がん、眸がんの5年相対生存率はそれぞれ91.1%(女性の
み)、 31.9%、フ.フ%となっている5。

2 がんの予防、がんの早期発見

①がんの予防

がんの原因には、喫煙(受動喫煙を含む。)、食生活、運動等の生活習慣、ウイル

スや細菌の感染など様々なものがある。

がんの予防には、これらの生活習慣の改善やがんと関連するウィルスの感染予防
等が重要であり、バランスのとれた取組が求められる。

(2)がんの早期発見

がんの早期発見のために、胃がんでは胃エックス線検査又は胃内視鏡検査、肺が
んでは胸部エックス線検査及び疇疾細胞診、乳がんではマンモグラフィ検査、大腸
がんでは便潜血検査、子宮頸がんでは細胞診等のがん検診が行われている。

これらのがん検診においてがんの可育断生が疑われた場合、さらにCT・MR1検査等
の精密検査が実施される。

3 がんの医療

①診断

がん検診によりがんの可能性が疑われた場合や症状を呈した場合、確定診断のた
めに精密検査が実施され、がんの種類やがんの進行度の把握、治療方針の決定等が
行われる。

②がん治療

がん治療には、手術療法、放射線療法及び化学療法等があり、がんの種類や病態
に応じて、これらを単独で行う治療又はこれらを組み合わせた集学的治療が行われ
る。

がん治療にっいては、学会等が様々ながんに対して耶M(科学的根拠に基づく医
療)に基づく診療ガイドラインを作成している。
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1 厚生労働省「人口動態統計(確定数)」(平成26年)
2 国立研究開発法人国立がん研究センターがん対策情報センターによる推計値(2012年)
3 厚生労働省「患者調査」(平成26年)

'国立研究開発法人国立がん研究センター.がん対策情報センター「全国がん櫂患モニタリング集計2012
年櫂患数・率報告」

5 国立研究開発法人国立がん研究センターがん対策情報センター「全国がん櫂患モニタリング集計2006-
2008年生存率報告」



また、各医療機関ではこれらの診療ガイドライン等に基づいてクリティカルパス

(検査と治療等を含めた診療計画表をいう。)が作成されている。

③緩和ケア

がんと診断された時から、身体的な苦痛及び精神心理的な苦痛等に対する緩和ケ

アを、がん治療と並行して実施することが求められている。

がん瘻痛の緩和では、医療用麻薬等の投与や神経ブロック等が行われる。また、

疹痛以外の悪心や食欲不振、呼吸困難感といった身体的諸症状に対する治療やケア

も行われる。

併せて、がん患者とその家族には、しばしば不安や抑うつ等の精神心理的な問題

が生じることから、心のケアを含めた精神医学的な対応が行われる。

④りハビリテーション、定期的なフォローアップ、在宅療養

がん治療後は、治療の影響や病状の進行により>患者の嘩下や呼吸運動などの日

常生活動作に障害を来すことがあるため、りハビリテーションが行われる。また、

再発したがんの早期発見などを目的として、定期的なフォローアップ等が行われ

る。さらに、在宅療養を希望する患者に対しては>患者やその家族の意向に沿った

継続的な医療が提供されるとともに、必要に応じて適切な緩和ケアが行われ、居宅

等での生活に必要な介護サービスが提供される。さらに、人生の最終段階には、看

取りまで含めた医療や介護サービスが行われる。

第2 医療体制の構築に必要な事項

1 目指すべき方向

前記「第1 がんの現状」を踏まえ、個々の医療機能、それを満たす医療機関、さ

らにそれらの医療機関相互の連携により、保健、医療及び介護サービスが連携・継続

して実施される体制を構築する。

①手術療法、放射線療法及び化学療法等を単独で行う治療や、これらを組み合わせ

た集学的治療が実施可能な体制

①進行・再発といった様々ながんの病態に応じ、手術療法、放射線療法及び化学

療法等を単独で行う治療もしくはこれらを組み合わせた集学的治療の実施

②患者とその家族の意向に応じて、専門的な知識を有する第三者の立場にある医

師に意見を求めることができるセカンドオピニオンを受けられる体制

③医療従事者間の連携と補完を重視した多職種でのチーム医療を受けられる体制

(2)がんと診断された時から緩和ケアを実施する体制

①がんと診断された時から患者とその家族に対する全人的な緩和ケアの実施

②診断、治療、在宅医療など様々な場面における切れ目のない緩和ケアの実施

③地域連携・支援を通じたがん診療水準の向上

①がん拠点病院等による各種研修会、カンファレンスなどを通じた地域連携・支

援の実施

②がん診療機能や在宅療養支援機能を有する医療機関が相互に連携を強化し、急

変時の対応等に関して在宅療養中の患者に対する支援の実施

2 各医療機能と連携

前記「1 目指すべき方向」を踏まえ、がんの医療体制に求められる医療機能を下

記(1)から(3)に示す。
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都道府県は、各医療機能の内容(目標、医療機関等に求められる事項等)にっい
て、地域の実情に応じて柔軟に設定する。

①がんを予防する機能【予防】

①目標

.喫煙やがんと関連するウィルスの感染予防などがんのりスクを低減させるこ
と

.科学的根拠に基づくがん検診の実施、がん検診の精度管理・事業評価の実施
及びがん検診受診率を向上させること

②関係者に求められる事項

(医療機関)

・がんに係る精密検査を実施すること

・精密検査の結果をフィードバックする等、がん検診の精度管理に協力する
こと

・敷地内禁煙の実施等のたばこ対策に積極的に取り組むこと

(行政)

・市町村(特別区を含む。以下同じ。)はがん検診を実施すること
.地域がん登録、全国がん登録及び院内がん登録の情報の利用等を通じてが
んの現状把握に努めること

・要精検者が確実に医療機関を受診するように連携体制を構築すること
・都道府県は、生活習慣病検診等管理指導協会の一層の活用を図る等によ
り、検診の実施方法や精度管理の向上等に向けた取組を検討すること
.都道府県は市町村に対して科学的根拠に基づくがん検診を実施するよう助
言すること

・禁煙希望者に対する禁煙支援や受動喫煙の防止等のたばこ対策に取り組む
こと

・感染に起因するがん対策を推進すること

②がん診療機能【治療】

①目標

・精密検査や確定診断等を実施すること

・診療ガイドラインに準じた診療を実施すること

・患者の状態やがんの病態に応じて、手術療法、放射線療法及び化学療法等
や、これらを組み合わせた集学的治療を実施すること

・がんと診断された時から緩和ケアを実施すること

・がん治療の合併症予防や軽減を図ること

・治療後のフォローアップを行うこと

.各職種の専門性を活かし、医療従事者間の連携と補完を重視した多職種での
チーム医療を実施すること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則し
た診療を実施することが求められる。

.血液検査、画像検査(エックス線検査、CT、MRI、核医学検査、超音波検
査、内視鏡)及び病理検査等の、診断・治療に必要な検査が実施可能であるこ
と

・病理診断や画像診断等が実施可能であること
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・患者の状態やがんの病態に応じて、手術療法、放射線療法及び化学療法等

や、これらを組み合わせた集学的治療が実施可能であること

・がんと診断された時から緩和ケアを実施すること

さらに、がん拠点病院としては以下の対応が求められる。なお、詳細について

は、「がん診療連携拠点病院等の整備について」(平成26年1月10日付け健発0110

第7号厚生労働省健康局長通知)を参照すること。また、平成29年度のがん対策

推進基本計画策定後、「がん診療提供体制のあり方に関する検討会」において、

がん拠点病院の指定要件に関する議論を予定しており、指定要件が改訂された場

合には、新たな要件を参照すること。

・患者の状態に応じて、手術療法、放射線療法及び化学療法等や、これらを組

み合わせた集学的治療及び緩和ケアが実施可能であること

・がん患者の病態に応じたより適切ながん医療を提供できるよう、キャンサー

ボードを設置し、月1回以上、開催すること

・患者とその家族の意向に応じて、専門的な知識を有する第三者の立場にある

医師の意見を求めることができるセカンドオビニオンが受けられること

・相談支援の体制を確保し、情報の収集・発信>患者・家族の交流の支援等を

実施していること。その際、小児・AYA世代のがん、希少がん、難治陛がん等

に関する清報についても提供できるよう留意すること

・仕事と治療の両立支援や就職支援、がん経験者の就労継続支援の取組をがん

患者に提供できるよう周知すること

・がんと診断された時から緩和ケアを実施すること(緩和ケアチームの整備や

外来での緩和ケアを実施し、患者とその家族に対して、身体的な苦痛及び精神

心理的な苦痛等に対する全人的な緩和ケアを提供すること)

・がん治療の合併症予防や軽減を図るため、周術期の口腔管理を実施する病院

内の歯科や歯科医療機関と連携を図ること

・地域連携支援の体制を確保するため、病院間の役割分担を進めるとともに、

研修、カンファレンス、診療支援、地域連携クリティカルパス等の活用や、 阜Jιン、

変時の対応も含めて、他のがん診療機能や在宅療養支援機能を有している医療

機関等と連携すること

・院内がん登録を実施すること

③医療機関の例

・がん拠点病院

・病院又は診療所

③在宅療養支援機能【療養支援】

①目標

・がん患者やその家族の意向を踏まえ、在宅等の生活の場での療養を選択でき

るようにすること

・在宅緩和ケアを実施すること

②医療機関等に求められる事項

・ 24時間対応が可能な在宅医療を提供していること

・がん疹痛等に対する緩和ケアが実施可能であること

・看取りを含めた人生の最終段階におけるケアを24時間体制で提供すること

・がん診療機能を有する医療機関等と、診療情報や治療計画を共有するなどし

て連携が可能であることけ也域連携クリティカルパスを含む。)
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・医療用麻薬を提供できること

③医療機関等の例

・病院又は診療所

・薬局

・訪問看護ステーション

第3 構築の具体的な手順

1 現状の把握

都道府県は、がんの医療体制を構築するに当たって、①及び(2)に示す項目を参考
に>患者動向、医療資源及び医療連携等について、現状を把握する。さらに、(3)に
示す、病期・医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムごとに分類さ
れた指標例により、数値で客観的に現状を把握する。

なお、(1)~(3)の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他必要
に応じて調査を追加されたい。

①患者動向に関する情報

・がん検診受診率(国民生活基礎調査など)

・喫煙率(国民生活基礎調査)

・総患者数及びその内訳(性・年齢階級別、傷病中分類呂ID>患者流入割合、流
出割合(患者調査)

・がん患者の在宅死亡割合(人口動態統計)

・年齢調整死亡率(都道府県別年齢調整死亡率(業務・加工統計))
・都道府県の地域がん登録に基づぐ清報

(2)医療資源・連携等に関する情報

①がん診療機能

・手術、放射線療法や外来化学療法の実施状況

・がん診療を専門的に行う医療従事者数

・緩和ケアの実施状況

緩和ケアに関する基本的な知識を習得した医師

緩和ケアチームや緩和ケア外来の設置状況等

・診療ガイドライン等に基づき作成されたクリティカルパスの整備状況

・周術期口腔機能管理の取組状況

・院内がん登録の実施状況

・地域連携クリティカルパスの整備状況

・がん診療に関する清報提供の状況

パンフレットの配布、ホームページでの情報提供等

・相談支援センターの整備状況

相談員の研修状況等

②在宅療養支援機能

・在宅療養における24時間対応の有無

・瘻痛等に対する緩和ケアの実施状況(医療機関、薬局)

・がん診療機能を有する病院等との連携状況

③がん予防

(医療機関等)

・禁煙外来の実施状況
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・敷地内禁煙の実施状況

・薬局の禁煙指導状況

(行政)

・がん検診の受診状況

・市町村におけるがん検診の精度管理・事業評価の状況

③指標による現状把握

別表1に掲げるような指標例により、地域の医療提供体制の現状を客観的に把握

し、医療計画に記載する。その際、地域住民の健康状態やその改善に寄与すると考

えられるサービスに関する指標(重点指標)、その他国が提供するデータや独自調

査データ.、データの解析等により入手可能な指標(参考指標)に留意して、把握す

ること。

2 圈域の設定

①都道府県は、がんの医療体制を構築するに当たって、「第2 医療体制の構築に

必要な事項」を基に、前記「1 現状の把握」で収集した情報を分析し、予防、治

療、療養支援等に関する医療機能を明確にして、圏域を設定する。

②医療機能を明確化するに当たって、地域によっては、医療資源の制約等によりひ

とつの施設が複数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が

存在しない場合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

(3)圏域を設定するに当たっては、各医療機能の実施状況を勘案し、従来の二次医療

圏にこだわらず、地域の実情に応じて弾力的に設定する。

④検討を行う際には、地域医師会等の医療関係団体、現にがん診療に従事する者、

がん患者・家族、市町村等の各代表が参画する。

3 連携の検言寸

(1)都道府県は、、がんの医療体制を構築するに当たって、予防から専門的治療、緩和

ケア、再発予防や在宅療養まで継続して医療が行われるよう、また、関係機関・施

設の信頼関係が醸成されるよう配慮する。

さらに、医療機関、地域医師会等の関係者は、診療技術や知識の共有、診療情報

の共有、連携する施設・医師等専門職種の情報の共有に努める。

(2)保健所は、「地域保健法第4条第1項の規定に基づく地域保健対策の推進に関す

る基本的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計画

の作成及び推進における保健所の役割について」(平成19年7月20日付け健総発第

0720001号厚生労働省健康局総務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施に向

けて、地域医師会等と連携して医療機関相互の調整を行うなど、積極的な役割を果

たすこと。

(3)医療計画には、原則として、各医療機能を担う医療機関等の名称を記載する。

なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能

を担うこともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療連携体制の中で各医療機能を

担う医療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、地域の実情に応じ

て記載することで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

4 課題の抽出
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都道府県は、「第2 医療体制の構築に必要な事項」を踏まえ、「1 現状の把握」
で収集した情報や指標により把握した数値から明確となった現状に,ついて分析を行
い、地域のがんの医療体制の課題を抽出し、医療計画に記載する。
その際、現状把握に用いたストラクチャー・プロセス・アウトカム指標の関連性も
考慮し、病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出す
る。

5 数値目標

都道府県は、がんの良質かっ適切な医療を提供する体制にっいて、事後に定量的な
比較評価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確した課題に対して、地域の実情に
応じた目標項目やその数値目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画に記載す
る。

数値目標の設定に当たっては、基本方針第九に掲げる諸計画に定められる目標を勘
案するものとする。

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圈の課題を解決する
ために必要な目標を設定することとする。

6 施策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県
は、「4 課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成する
ために行う施策について、医療計画に記載する。

7 評価

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すこ
とが重要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画の評価を
行う組織や時期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策の進捗状況の評価に
つぃては、 1年ごとに行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状把握に
用いた指標の状況にっいて、少なくとも6年(在宅医療その他必要な事項については
3年)ごとに調査、分析及び評価を行い、必要があるときは、都道府県はその医療計
画を変更することとする。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況
を周知する必要がある。このため、指標による現状把握、目標項目、数値目標、施策
やその進捗状況、評価体制や評価結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよ
う努めるものとする。
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脳卒中を発症した場合、まず急性期医療において内科的・外科的治療が行われ、同時

に機能回復のためのりハビリテーションが開始される。りハビリテーションを行っても

なお障害が残る場合、中長期の医療及び介護支援が必要となる。

このように一人の脳卒中患者に必要とされる医療・介護はその病期・転帰によって異

なる。さらに、重篤な患者の一音畷こは、急性期を乗り越えたものの、重度の後遺症等に

よって退院や転院が困難となる状況のあることが指摘されており、それぞれの機関が相

互に連携しながら、継続してその時々に必要な医療・介護・福祉を提供することが必要

である。

本指針では、「第1 脳卒中の現状」で脳卒中の発症・転帰がどのようなものである

のか、どのような医療が行われているのかを概観し、次に「第2 医療体制の構築に必

要な事項」でどのような医療体制を構築すべきかを示している。

なお、平成28年6月に設置された明畄卒中、心臓病その他の循環器病に係る診療提供

体制の在り方に関する検討会」(厚生労働省健康局)では、急性期から慢陛期を含め

た、脳卒中及び心血管疾患に係る診療提供体制の在り方についての議論が行われてい

る。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 構築の具体的な手順」に則して、地域の

現状を把握・分析し、また各病期に求められる医療機能を理解した上で、地域の実情に

応じて圏域を設定し、その圏域ごとの医療機関とさらにそれら医療機関相互の連携の検

討を行い、最終的には都道府県全体で評価まで行えるようにする。

脳卒中の医療体制構築に係る指針

第1 脳卒中の現状

脳卒中は、脳血管の閉塞や破綻によって脳機能に障害が起きる疾患であり、脳梗塞、

脳出血、くも膜下出血に大別される。

脳梗塞は、さらに、アテローム硬化(動脈硬化)により血管の内腔が狭くなりそこに

血栓ができて脳血管が閉塞するアテローム血栓性脳梗塞、脳の細い血管が主に高血圧を

基盤とする変化により閉塞するラクナ梗塞、心臓等に生じた血栓が脳血管まで流れ血管

を閉塞する心原性塞栓症の3種類に分けられる。

また、脳出血は脳の細い血管が破綻するものであり、くも膜下出血は脳動脈瘤が破綻

し出血するものである。

脳卒中発症直後の医療(急性期の医療)は、脳梗塞、脳出血及びくも膜下出血によっ

て異なるが、急性期を脱した後の医療は共通するものが多いことから、本指針において

は一括して記載することとする。

1 脳卒中の疫学

1年間に救急車によって搬送される急病患者の約8%、約28万人が脳卒中明畄血管

疾患)を含む脳疾患である1。また脳卒中によって継続的に医療を受けている患者数

は約118万人と推計される2。

消防庁「平成28年版救急・救助の現況」(平成28年)

厚生労働省「患者調査」(平成26年)
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さらに、年間約Ⅱ.2万人が脳卒中を原因として死亡し、死亡数全体の8.フ%を占
め、死亡順位の第4位である3。

脳卒中は、死亡を免れても後遺症として片麻庫、嘩下障害、言語障害、高次脳機能
障害、遷延性意識障害などの後遺症が残ることがある。

介護が必要になった者の18.5%は脳卒中が主な原因であり第1位である4。

これらの統計から、脳卒中は、発症後命が助かったとしても後遺症が残ることも多
く、患者及びその家族の日常生活に与える影響は大きい。、

2 脳卒中の医療

①予防

脳卒中の最大の危険因子は高血圧であり、発症の予防には高血圧のコントロール

が重要である。その他、糖尿病、脂質異常症、不整脈(特に心房細動)、喫煙、過
度の飲酒なども危険因子であり、生活習慣の改善や適切な治療が重要である。
また、脳卒中の無症候性病変、危険因子となる画像異常等の発見にはMRI、MRア

ンギオグラフィ(以下「MRA」という。)、頸動脈超音波検査が行われている。

一過性脳虚血発作(TIA)直後は脳梗塞発症りスクが高く、これを疑えば、脳梗

塞予防のための適切な治療を速やかに開始する。

同時に、住民に脳卒中の症状や発症時の緊急受診の必要性を周知させるように、

啓発を進める必要がある。

②発症直後の救護、搬送等

脳卒中を疑うような症状が出現した場合、本人や家族等周囲にいる者は、速やか
に専門の医療施設を受診できるよう行動することが重要である。できるだけ早く治
療を始めることでより高い効果が見込まれ、さらに後遺症も少なくなることから、

診断や治療の開始を遅らせることにならないよう、速やかに救急隊を要請する等の
対処を行う。

救急救命士を含む救急隊員は、メディカルコントロール体御〆の下で定められ
た、病院前における脳卒中患者の救護のためのプロトコール q舌動基準)に則し
て、適切に観察・判断・救急救命処置等を行った上で、対応が可能な医療機関に搬
送することが重要である。このため、病院到着前に脳卒中の重症度を点数化し、組
織プラスミノゲン・アクチベータ(t十A)の静脈内投与による血栓溶解療法の適応
や血管内治療(機械的血栓除去術、経動脈的血栓溶解療法等)など、超急性期の再
開通治療の適応泌となる傷病者を抽出することなどを目的とした病院前脳卒中ス
ケーノレを活用することが望ましい。

※メディカルコントロール体制については、「救急医療の体制構築に係る指
金十」を参照。

※※超急、性期の再開通治療(t十Aなど)の適応:t十A静注療法は、発症4.卵寺

間以内の脳梗塞患者のうち、広範な早期脳虚血性変化や頭蓋内出血などの禁忌
項目に該当しない患者が対象となる。また、経動脈的血栓溶解療法は発症6時

間以内の脳梗塞の一部、機械的血栓除去術は原則として発症8時間以内の脳梗
塞患者の一部の患者が対象となる。

③診断

厚生労働省「人口動態統計(確定数)」(平成27年)
厚生労働省「国民生活基礎調査」(平成25年)
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問診や身体所見の診察等に加えて、画像検査(CT、 MRI、 MRA、超音波検査等)を

行うことで正確な診断が可能になる。最近ではCTの画像解像度の向上、 MR1の普及

もあり、脳梗塞超急性期の診断が可能となり、血栓溶解療法の適応や転帰がある程

度予測できるようになった。

また、救急患者のCT、MN画像を専門的な診断が可能な施設へネットワーク経由

で伝送すること等により、専門的な医師がいない医療機関で早期診断を行うことも

考えられる。

④急性期の治療

脳卒中の急性期には、呼吸管理、循環管理等の全身管理とともに、脳梗塞、脳出

血、くも膜下出血等の個々の病態に応じた治療が行われる。

①脳梗塞では、まず発症後4.卵寺間以内の超急性期血栓溶解療法(t十A)の適応

患者に対する適切な処置が取られる必要がある。治療開始までの時間が短いほど

その有効性は高く、合併症の発生を考慮すると発症後4.邪寺間以内に治療を開始

することが重要である。そのためには、発症早期の脳梗塞患者が適切な医療施設

に迅速に受診することが求められ、来院してから治療の開始まで1時間以内が目

安である。

また、近年、急性期脳梗塞患者に対する血管内治療の科学的根拠が示されてい

ることから、原則として発症後8時間以内の脳梗塞患者に対しては、施設によっ

ては血管内治療による血栓除去術を行うことを考慮する。

また超急性期の再開通治療の適応とならない患者も、できる限り早期に、脳梗

塞の原因に応じた、抗凝固療法や抗血小板療法、脳保護療法などを行うことが重

要である。

②脳出血の治療は、血圧や脳浮腫の管理、凝固能異常時の是正が主体であり、出

血部位(皮質・皮質下出血や小脳出血等)によって手術が行われることもある。

③くも膜下出血の治療は、動脈瘤の再破裂の予防が重要であり、再破裂の防止を

目的に開頭手術による外科的治療あるいは開頭を要しない血管内治療を行う。

また、脳卒中の治療に際しては、専門チームによる診療や脳卒中の専用病室※等

での入院管理により予後を改善できることが明らかになってきている。

※専門医療スタッフが急性期からの濃厚な治療とりハビリテーションを組織的

かつ計画的に行う脳卒中専用の治療病室。例えば、診療報酬上で脳卒中の入院

医療管理料が算定できる治療室である脳卒中ケアユニット等。

(5)りハビリテーション

脳卒中のりハビリテーションは、病期によって分けられるが、急性期から維持期

まで一貫した流れで行われることが勧められる。

①急性期に行うりハビリテーションは、廃用症候群や合併症の予防及びセルフケ

アの早期自立を目的として、可能であれば発症当日からべッドサイドで開始す

る。

②回復期に行うりハビリテーションは、機能回復や日常生活動作(ADD の向上

を目的として、訓練室での訓練が可能になった時期から集中して実施する。

③維持期に行うりハビリテーションは、回復した機能や残存した機能を活用し、

歩行能力等の生活機能の維持・向上を目的として実施する。

(6)急性期以後の医療・在宅療養
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急性期を脱した後は、再発予防のための治療、基礎疾患や危険因子(高血圧、'。
尿病、脂質異常症、不整脈(特に心房細動)、喫煙、過度の飲酒等)の継続的な管
理、脳卒中に合併する種々の症状や病態に対する加療が行われる。

在宅療養では、上記治療に加えて、機能を維持するためのりハビリテーシヨンを

実施し、在宅生活に必要な介護サービスを受ける。脳卒中は再発することも多く、
患者の周囲にいる者に対する適切な対応の教育等といった再発に備えることが重要
である。

なお、重篤な神経機能障害・精神機能障害を生じた患者の一部では、急性期を脱
しても重度の後遺症等により退院や転院が困難となっている状況が見受けられる。

これらの患者は、急オ生期の医療機関において救命医療を受けたものの、重度の後遺
症があるため、、回復期の医療機関等への転院や退院が行えず、当該医療機関にとど
まっていることが指摘されている。

この問題の改善には、在宅への復帰が容易でない患者を受け入れる医療機関、介
護・福祉施設等と、急オ生期の医療機関との連携強化など、総合的かつ切れ目のない
対応が必要である。

第2 医療体制の構築に必要な事項

1 目指すべき方向

前記「第1 脳卒中の現状」を踏まえ、個々の医療機能、それを満たす医療機関、
さらにそれら医療機関相互の連携により、医療から介護サービスまでが連携し継続し

て実施される体制を構築する。また、都道府県は、医療機関の協力を得て、脳卒中に
関する市民への啓発を積極的に行うことが重要である。

①発症後、速やかな搬送と専門的な診療が可能な体制

①発症後、専門的な診療が可能な医療機関への迅速な救急搬送

②医療機関到着後1時間以内の専門的な治療の開始

(2)病期に応じたりハビリテーションが一貫して実施可能な体制

①廃用症候群や合併症の予防、セルフケアの早期自立のためのりハビリテーシヨ

ンの実施

②機能回復及び日常生活動作向上のために専門的かつ集中的なりハビリテーシヨ
ンの実施

③生活機能を維持又は向上させるりハビリテーションの実施
③在宅療養が可能な体制

①生活の場で療養できるよう、医療及び介護サービスが相互に連携した支援

2 各医療機能と連携

前記「1 目指すべき方向」を踏まえ、脳卒中の医療体制に求められる医療機能を
下記(1)から(6)に示す。

都道府県は、各医療機能の内容帽標、医療機関等に求められる事項等)につい
て、地域の実情に応じて柔軟に設定する。

①発症予防の機能【予防】

①目標

・脳卒中の発症を予防すること

②医療機関に求められる事項
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次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則し

た診療を実施していることが求められる。

・高血圧、糖尿病、脂質異常症、心房細動、喫煙、過度の飲酒等の基礎疾患及

び危険因子の管理が可能であること

・突然の症状出現時における対応について、本人及び家族等患者の周囲にいる

者に対する教育、啓発を実施すること

・突然の症状出現時に、急性期医療を担う医療機関への受診勧奨について指示

すること

②応急手当・病院前救護の機能【救護】

①目標

・脳卒中の疑われる患者が、発症後迅速に専門的な診療が可能な医療機関に到

着できること。また超急性期血栓溶解療法の適応時間を超える場合でも、脳梗

塞の場合は機械的血栓除去術や経動脈的血栓溶解術等の血管内治療、脳出血の

場合は血腫除去術、脳動脈瘤破裂によるくも膜下出血の場合は脳動脈瘤クリッ

ピングやコイリング等の効果的な治療が行える可能性があるため、できるだけ

早く、専門的な治療が可能な医療機関へ搬送することが望ましい。

②関係者に求められる事項

(本人及び家族等周囲にいる者)

・発症後速やかに救急搬送の要請を行うこと

(救急救命士等)

・地域メディカノレコント.ローノレ協議会の定めた活動プロトコーノレに沿って、

脳卒中患者に対する適切な観察・判断・処置を行うこと

・急性期医療を担う医療機関へ迅速に搬送すること

(3)救急医療の機能【急性期】

①目標

・患者の来院後1時間以内(発症後4.卵寺間以内)に専門的な治療を開始するこ
と

・発症後4.邪寺間を超えても血管内治療などの高度専門治療の実施について検

討すること

・誤礁性肺炎等の合併症の予防及び治療を行うこと

・廃用症候群を予防し、早期にセルフケアについて自立できるためのりハビリ

テーションを実施すること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則し

た診療を実施していることが求められる。

・血液検査や画像検査(エックス線検査、CT、MRI、超音波検査)等の必要な

検査が24時間実施可能であるとと

・脳卒中が疑われる患者に対して、専門的診療が24時間実施可能であること

(画像伝送等の遠隔診断に基づく治療を含む。)

・脳卒中評価スケールなどを用いた客観的な神経学的評価が24時間実施可能で
あること

・適応のある脳梗塞症例に対し、来院後1時間以内(発症後4.卵寺間以内)に

組織プラスミノゲン・アクチベータ(t十A)の静脈内投与による血栓溶解療法
が実施可能であること
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・外科手術及び脳血管内手術が必要と判断した場合には来院後2時間以内の治
療開始が可能であること

・呼吸、循環、栄養等の全身管理、及び感染症や深部静脈血栓症等の合併症に
対する診療が可能であること

・合併症の中でも、特に誤礁性肺炎の予防のために、口腔管理を実施する病院
内の歯科や歯科医療機関等を含め、多職種間で連携して対策を図ること
・りスク管理のもとに早期座位・立位、関節可動域訓練、摂食・嘩下訓練、 Z冥

具を用いた早期歩行訓練、セルフケア訓練等のりハビリテーションが実施可能
であること

.回復期(あるいは維持期)の医療機関等と診療情報やりハビリテーシヨンを
含む治療計画を共有するなどして連携していること

.回復期(あるいは維持期)に、重度の後遺症等により自宅への退院が容易で
ない患者を受け入れる医療施設や介護施設等と連携し、その調整を行うこと
・脳卒中疑いで救急搬送された患者について、その最終判断を救急隊に情報提
供することが望ましい

③医療機関の例

・救命救急センターを有する病院

・脳卒中の専用病室を有する病院

・急性期の血管内治療が実施可能な病院

・脳卒中に対する急性期の専門的医療を担う病院又は有床診療所
④身体機能を回復させるりハビリテーションを実施する機能【回復期】
①目標

・身体機能の早期改善のための集中的なりハビリテーションを実施すること
・再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理を実施すること

・誤嘩性肺炎等の合併症の予防を図ること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則し
た診療を実施していることが求められる。

・再発予防の治療(抗血小板療法、抗凝固療法等)、基礎疾患・危険因子の管
理、及び抑うっ状態や認知症などの脳卒中後の様々な合併症への対応が可能で
あること

・失語、高次脳機能障害信己億障害、注意障害等)、礁下障害、歩行障害など
の機能障害の改善及びADLの向上を目的とした、理学療法、作業療法、言語聴
覚療法等のりハビリテーションが専門医療スタッフにより集中的に実施可能で
あること

.合併症の中でも、特に誤嘩性肺炎の予防のために、口腔管理を実施する病院
内の歯科や歯科医療機関等を含め、多職種間で連携して対策を図ること
・急オ生期の医療機関及び維持期の医療機関等と診療情報やりハビリテーシヨン
を含む治療計画を共有するなどして連携していること

③医療機関の例
・りハビリテーションを専門とする病院又は診療所

・回復期りハビリテーション病棟を有する病院

(5)日常生活への復帰及び日常生活維持のためのりハビリテーションを実施する機能
【維持期】
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①目標

・生活機能の維持・向上のためのりハビリテーションを実施し、在宅等への復

帰及び日常生活の継続を支援すること

・再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理を実施すること

・誤噂性肺炎等の合併症の予防を図ること

②医療機関等に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則し

た診療を実施していることが求められる。

・再発予防の治療、基礎疾患・危険因子の管理、抑うつ状態への対応等が可能
であること

・生活機能の維持及び向上のためのりハビリテーション(訪問及び通所りハヒ

リテーションを含む。)が実施可能であること

・合併症の中でも、特に誤嘩性肺炎の予防のために、口腔管理を実施する病院

内の歯科や歯科医療機関等を含め、多職種間で連携して対策を図ること

・介護支援専門員が、自立生活又は在宅療養を支援するための居宅介護サービ

スを調整すること

・回復期あるいは急性期の医療機関等と診療情報やりハビリテーションを含む

治療計画を共有するなどして連携していること

③医療機関等の例

・介護老人保健施設

・介護保険によるりハビリテーションを行う病院又は診療所

第3 構築の具体的な手順

1 現状の把握

都道府県は、脳卒中の医療体制を構築するに当たって、①及び(2)に示す項目を参

考に>患者動向、医療資源及び医療連携等について、現状を把握する。

さらに、(3)に示す、病期・医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウト

カムごとに分類された指標例により、数値で客観的に現状を把握する。

なお、(1)~(3)の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他必要

に応じて調査を追加されたい。

(1)患者動向に関する情報

・年齢調整受療率(患者調査)

・健康診断・健康診査の受診率(国民生活基礎調査)

・高血圧性疾患患者の年齢調整外来受療率(患者調査)

・総患者数及びその内訳(性・年齢階級別、傷病小分類別)>患者流入割合、流

出割合(患者調査)

・脳梗塞、脳出血、くも膜下出血の各疾患別の新規発生患者数(初発/再発)

・退院患者平均在院日数(患者調査)

・患者の退院時mRSスコア、発症1年後におけるADLの状況

・在宅等生活の場に復帰した患者の割合(患者調査)

・脳卒中を主な原因とする要介護認定者数(要介護度別)

・年齢調整死亡率(都道府県別年齢調整死亡率(業務・加工統計))

・脳卒中の再発率

・脳血管疾患患者の在宅死亡割合(人口動態統計)
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②医療資源・連携等に関する情報

①救急搬送

・救急搬送件数(救急年報報告)

・搬送先医療機関

・発症から受診までに要した平均時間

・救急要請(覚知)から医療機関への収容までに要した平均時間(救急年報報
止)

②医療機関等

ア救命救急センター、脳卒中の専用病室を有する医療機関

・検査、画像診断、治療体制(人員・施設設備、夜間休日の体御D
・実施可能な治療法(t-PAによる脳血栓溶解療法や血管内治療、外科治療を
含む。)、りハビリテーション

・連携の状況(他の医療機関との診療情報や治療計画の共有の状況、医療連
携室の稼働状況、転院前の待機日数等)
イリハビリテーションを専門とする病院、回復期りハビリテーション病棟を有

する病院

・検査、治療体制(人員・施設設備)

・実施可能な脳卒中の治療法、りハビリテーション

・連携の状況(他の医療機関との診療情報や治療計画の共有の状況、医療連
携室の稼働状況、入院中のケアプラン策定状況等)
ウ介護老人保健施設、介護保険によるりハビリテーションを行う病院・診療所
・連携の状況(他の医療機関との診療情報や治療計画の共有の状況)
・介護サービスの実施状況、介護サービス事業所との連携の状況

③指標による現状把握

別表2に掲げるような、病期・医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・ア

ウトカムごとに分類された指標例により、地域の医療提供体制の現状を客観的に把
握し、医療計画に記載する。その際、地域住民の健康状態やその改善に寄与すると
考えられるサービスに関する指標(重点指標)、その他国が提供するデータや独自
調査データ、データの解析等により入手可能な指標(参考指標)に留意して、把握
すること。

2 圏域の設定

(1)都道府県は、脳卒中の医療体制を構築するに当たって、「第2 医療体制の構築
に必要な事項」を基に、前記「1 現状の把握」で収集した情報を分析し、各病期
に求められる医療機能を明確にして、圏域を設定する。

(2)医療機能を明確化するに当たって、地域によっては、医療資源の制約等によりひ
とっの施設が複数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が
存在しない場合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

(3)圏域を設定するに当たっては、発症後4.卵寺間以内の脳梗塞における血栓溶解療
法の有用性が確認されている現状に鑑みて、それらの恩恵を住民ができる限り公平

に享受できるよう、従来の二次医療圏にこだわらず、メディカルコントロール体制
のもと実施されている搬送体制の状況等、地域の医療資源等の実情に応じて弾力的
に設定する。
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④検討を行う際には、地域医師会等の医療関係団体、現に脳卒中医療に従事する

者、消防機関、介護サービス事業者、住民・患者、市町村等の各代表が参画する。

3 連携の検討

(1)都道府県は、脳卒中の医療体制を構築するに当たって、予防から救護、急性期、

回復期、維持期まで継続して医療が行われるよう、また、関係機関の信頼関係が醸

成されるよう配慮する。

また、医療機関、地域医師会等の関係者は、診療技術や知識の共有、診療情報の

共有、連携する施設・医師等専門職種の情報の共有に努める。

②保健所は、「地域保健法第4条第1項の規定に基づく地域保健対策の推進に関す

る基本的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計

画の作成及び推進における保健所の役割について」(平成19年7月20日付け健総発

第0720001号厚生労働省健康局総務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施に

向けて、地域医師会等と連携して医療機関相互又は医療機関と介護サービス事業所

との調整を行うなど、積極的な役割を果たすとと。

(3)医療計画には、原則として、各医療機能を担う医療機関等の名称を記載する。

なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能

を担うこともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療連携体制の中で各医療機能を

担う医療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、地域の実情に応じ

て記載することで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

4 課題の抽出

都道府県は、「第2 医療体制の構築に必要な事項」を踏まえ、「1 現状の把握」

で収集した情報や指標により把握した数値から明確となった現状について分析を行

い、地域の脳卒中の医療体制の課題を抽出し、医療計画に記載する。

その際、現状把握に用いたストラクチャー・プロセス・アウトカム指標の関連性も

考慮し、病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出す

る。

5 数値目標

都道府県は、脳卒中の良質かつ適切な医療を提供する体制について、事後に定量的

な比較評価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、地域の実

情に応じた目標項目やその数値目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画に記

載する。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本

方針第九に掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決する

ために必要な目標を設定することとする。

6 施策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県

は、「4 課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成する

ために行う施策について、医療計画に記載する。
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7 評価

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すこ
とが重要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画の評価を
行う組織や時期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策の進捗状況の評価に
つぃては、 1年ごとに行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状把握に
用いた指標の状況にっいて、少なくとも6年(在宅医療その他必要な事項については
3年)ごとに調査、分析及び評価を行い、必要があるときは、都道府県はその医療計
画を変更することとする。

さらに、医療の質にっいて客観的な評価を行うために、症例登録等を行うことが今
後必要である。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況
を周知する必要がある。このため、指標による現状把握、目標項目、数値目標、'施策
やその進捗状況、評価体制や評価結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよ
う努めるものとする。
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心筋梗塞等の心血管疾患を発症した場合、まず急性期には内科的・外科的治療が行われ、

同時に再発予防や在宅復帰を目指して心血管疾患りハビリテーションが開始される。その

際、自覚症状が出現してから治療が開始されるまでの時間によって治療法や予後が大きく

変わる。

また、在宅復帰後は、基礎疾患や危険因子の管理に加えて、心血管疾患患者の急オ生期の

生命予後改善等に伴い、増加している慢性心不全の管理など、継続した治療や長期の医療

が必要となる。

心筋梗塞等の心血管疾患の医療提供体制を構築するに当たっては、それぞれの医療機関

が相互に連携しながら、多方面から継続して医療を提供することが必要である。

本指針では、「第1 心筋梗塞等の心血管疾患の現状」で、心血管疾患の代表的な疾患

である急性心筋梗塞や慢性心不全の発症・転帰がどのようなものであるのか、どのような

医療が行われているのかを概観し、次に「第2 医療体制の構築に必要な事項」でどのよ

うな医療体制を構築すべきかを示している。

なお、平成28年6月に設置された明畄卒中、心臓病その他の循環器病に係る診療提供

体制の在り方に関する検討会」(厚生労働省健康局)では、急性期から慢陛期を含めた、

脳卒中及び心血管疾患に係る診療提供体制の在り方についての議論が行われている。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 構築の具体的な手順」に則して、地域の現

状を把握・分析し、また各病期に求められる医療機能を理解した上で、地域の実情に応じ

て圏域を設定し、その圏域ごとの医療機関とさらにそれらの医療機関相互の連携の検討を

行い、最終的には都道府県全体で評価まで行えるようにする。

心筋梗塞等の心血管疾患の医療体制構築に係る指針

第1 心筋梗塞等の心血管疾患の現状

1 急、性心筋梗塞の現状

急性心筋梗塞は、冠動脈の閉塞等によって心筋への血流が阻害され、心筋が壊死し

心臓機能の低下が起きる疾患であり、心電図上の所見によりST上昇型心筋梗塞と非

ST上昇型心筋梗塞に大別される。

急性心筋梗塞発症直後の医療(急オ生期の医療)は、ST上昇型心筋梗塞と非ST上昇

型心筋梗塞で異なるところもあるが、求められる医療機能は共通するものが多いこと

から、本指針においては一括して記載することとする。

a)急性心筋梗塞の疫学

1年間に救急車で搬送される急病の約8.6%、約30.2万人が心疾患等である1。

また、虚血性心疾患 q臭D症及び心筋梗塞)の継続的な医療を受けている患者数

は約78万人と推計される2。

さらに、年間約20万人が心疾患を原因として死亡し、死亡数全体の 15.2%を占

め、死亡順位の第2位である。このうち、急性心筋梗塞による死亡数は心疾患死亡

数全体の約 19.0%、約 3.7 万人である3。

消防庁「平成28年版救急・救助の現況」(平成28年)

厚生労働省「患者調査」(平成26年)

厚生労働省「人口動態統計(確定数)」(平成27年)
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急、性心筋梗塞の救命率改善のためには、発症直後の救急要請、発症現場での心肺
蘇生や自動体外式除細動器(AED)等による電気的除細動の実施、その後の医療機
関での救命処置が迅速に連携して実施されることが重要である。また、急性心筋梗
塞発症当日から数週間以内に発症する可能性のある不整脈、ポンプ失調、心市皮裂等
の合併症に対する処置が適切に行われることも重要である。

(2)急オ生心筋梗塞の医療

①予防
急陛心筋梗塞の危険因子は、高血圧、脂質異常症、喫煙、糖尿病、メタボリッ
クシンドローム、ストレスなどであり、発症の予防には生活習慣の改善や適切な
治療が重要である。

②発症直後の救護、搬送等

急性心筋梗塞を疑うような症状が出現した場合、本人や家族等周囲にいる者は
速やかに救急要請を行う。

また、急オ生心筋梗塞発症直後に病院外で心j削亭止状態となった場合、周囲にい
る者や救急救命士等による心明市蕪生の実施及びA即の使用により、救命率の改善
が見込まれる。

住民による心明市機能停止傷病者への応急手当は約48%に実施されており1、
A即は全国に推定約48万台普及している状況である4。

③診断

問診や身体所見の診察に加えて、心電図検査、血液生化学検査、エックス線検
査や心エコー検査等の画像診断、冠動脈造影検査(心臓カテーテル検査)等を行
うことで正確な診断が可能になる。

特にST上昇型心筋梗塞の場合、診断と治療とを一体的に実施できる冠動脈造
影検査を、発症後速やかに実施することが重要である。
非ST上昇型心筋梗塞では至適な薬物療法を行いつつ必要に応じて早期に冠動
脈造影を行う。

また、診断の過程において、不整脈、ポンプ失調、心破裂等の生命予後に関わ
る合併症について確認することも重要である。

④急性期の治療

急性心筋梗塞の急性期には、循環管理、呼吸管理等の全身管理とともに、ST
上昇型心筋梗塞、非 ST 上昇型心筋梗塞等の個々の病態に応じた治療が行われる。
また、心臓の負荷を軽減させるために苦痛と不安の除去も行われる。
ア ST上昇型心筋梗塞の治療は、血栓溶解療法や冠動脈造影検査及びそれに続
く経皮的冠動脈インターベンション(PCD により、阻害された心筋への血流
を再疎通させる療法が主体であり、発症から血行再建までの時間が短いほど有
効性が高い。また、合併症等によっては冠動脈バイパス術(CABG)等の外科的
治療が第一選択となることもある。

イ非ST上昇型心筋梗塞の急性期の治療は、薬物治療に加えて、必要に応じて
早期に冠動脈造影検査を行い、適応に応じてPCI、 CABGを行う。

⑤心、血管疾患、りノ、ビリテーション

4 厚生労働科学研究「循環器疾患等の救命率向上に資する効果的な救急蘇生法の普及啓発に関する研究」
(主任研究者坂本哲也)(平成26年度)
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心筋梗塞患者に対する心血管疾患りハビリテーションは、合併症や再発の予防、

早期の在宅復帰及び社会復帰を目的に、発症した日から患者の状態に応じ、運動

療法、食事療法>患者教育等を実施する。

また、トレッドミルや自転車エルゴメーターを用いて運動耐容能を評価した上

で、運動処方を作成し、徐々に負荷を掛けることで不整脈やポンプ失調等の合併

症を防ぎつつ、身体的、精神・心理的、社会的に最も適切な状態に改善すること

を目的とする多面的・包括的なりハビリテーションを多職種(医師・看護師・薬

斉伯市・栄養士・理学療法士等)のチームにより実施する。

喪失機能(心機能)の回復だけではなく再発予防、りスク管理などの多要素の

改善に焦点があてられている点が、脳卒中等のりハビリテーションとは異なる。

⑥急性期以後の医療

急性期を脱した後は、不整脈、ポンプ失調等の治療やそれらの合併症予防、再

発予防、心血管疾患りハビリテーション、基礎疾患や危険因子(高血圧、脂質異

常症、喫煙、糖尿病等)の管理が、退院後も含めて継続的に行われる。

また、患者の周囲にいる者に対する再発時における適切な対応についての教育

等も重要である。

2 慢性心不全の現状

慢性心不全は、慢性の心筋障害により心臓のポンプ機能が低下し、肺、体静脈系ま

たは両系のうっ血や、組織の低濯流を来たし日常生活に障害を生じた状態であり、労

作時呼吸困難、息、切れ、四肢浮腫、全身俗怠感、尿量低下等、様々な症状をきたす。

慢性心不全における心筋障害の原因疾患としては、高血圧、虚血性心疾患、心臓弁

膜症、心筋症等がある。

(1)慢性心不全の疫学

心不全の継続的な医療を受けている患者数は約30万人と推計される5。また、心

不全による死亡数は心疾患死亡数全体の約36.6%、約7.2万人である6。

慢性心不全患者は、心不全増悪による再入院を繰り返しながら、身体機能が悪化

することが特徴であり、慢性心不全患者の再入院率改善のためには、薬物療法、運

動療法、患者教育等を含む多面的な介入を、入院中から退院後まで継続して行うこ

とが重要である。

(2)慢性心不全の医療

①診断

問診や身体所見の診察に加えて、心電図検査、血液生化学検査、エックス線検

査や心エコー検査等の画像診断を行うことで正確な診断が可能になる。同時に、

心不全原因疾患の評価も重要であり、必要に応じて心臓カテーテル検査等を行う。

心不全は、高血圧や器質的心血管疾患を有するが、心不全症状のない心不全リ

スク状態から、心不全症状を有する症候性心不全へと進行するため、早期診断に

よる早期介入が重要である。

②慢性心不全の治療

厚生労働省「患者調査」(平成26年)

厚生労働省「人口動態統計(確定数)」 (平成27年)
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慢性心不全患者の症状および重症度に応じた薬物療法や運動療法が行われる。
また、重症度や合併症等によっては、両室ペーシングによる心臓再同期療法
(CRT)や植込み型除細動器(1CD)による治療が行われることもある。
心不全増悪時には、症状に対する治療に加えて、心不全の増悪要因に対する介
入も重要である。心不全による症状が、急性に出現・悪化する急性増悪の状態で
は、循環管理、呼吸管理等の全身管理も必要となる。

③心不全増悪予防

心不全の増悪要因には、虚血性心疾患等の心不全原因疾患の再発・悪化、感染
症や不整脈の合併等の医学的要因に加えて、塩分・水分制限の不徹底や服薬中断
等の患者要因、社会的支援の欠如等の社会的要因といった多面的な要因が含まれ
ている。

心不全増悪予防には、ガイドラインに沿った薬物療法・運動療法、自己管理能
力を高めるための患者教育、カウンセリング等の多面的な介入を、多職種(医
師・看護師・薬剤師・栄養士・理学療法士等)によるチームで行うことが重要で
ある。

④心血管疾患りハビリテーション

慢性心不全患者に対する心血管疾患りハビリテーションでは、自覚症状や運動
耐容能の改善及び心不全増悪や再入院の防止を目的に、運動療法>患者教育、カ
ウンセリング等を含む、多職種による多面的・包括的なりハビリテーシヨンを、
患者の状態に応じて実施する。

また、心不全増悪や再入院の防止には、心不全増悪による入院中より心血管疾
患りハビリテーションを開始し、退院後も継続することが重要である。

第2 医療体制の構築に必要な事項

1 目指すべき方向

前記「第1 心筋梗塞等の心血管疾患の現状」を踏まえ、個々の医療機能、それを
満たす医療機関さらにそれら医療機関相互の連携により、医療が継続して実施される
体制を構築する。

①発症後、速やかな救命処置の実施と搬送が可能な体制

①周囲の者による速やかな救急要請及び心肺蕪生法の実施
②専門的な診療が可能な医療機関への迅速な搬送
②発症後、速やかな専門的診療が可能な体制

①医療機関到着後30分以内の専門的な治療の開始
(3)合併症予防や在宅復帰を目的とした心血管疾患りハビリテーションが可能な体制
①合併症や再発の予防、在宅復帰のための心血管疾患りハビリテーシヨンの実施
②運動耐容能などに基づいた運動処方により合併症を防ぎつつ、運動療法のみな
らず多面的・包括的なりハビリテーションを実施

④在宅療養が可能な体制

①合併症や再発を予防するための治療、基礎疾患や危険因子の管理の実施
②再発予防のための定期的専門的検査の実施

2 各医療機能と連携

前記「1 目指すべき方向」を踏まえ、心筋梗塞等の心血管疾患の医療体制に求め
られる医療機能を下記(1)から(5)に示す。
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都道府県は、各医療機能の内容網標、医療機関等に求められる事項等)について、

地域の実情に応じて柔軟に設定する。

①発症予防の機能【予防】

①目標

・心筋梗塞等の心血管疾患の発症を予防すること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則し

た診療を実施していることが求められる。

・高血圧、脂質異常症、喫煙、糖尿病等の危険因子の管理が可能であること

・初期症状出現時における対応について、本人及び家族等患者の周囲にいる者

に対する教育、啓発を実施すること

・初期症状出現時に、急オ生期医療を担う医療機関への受診勧奨について指示す
ること

②応急手当・病院前救護の機能胖妨釘

①目標

・心筋梗塞等の心血管疾患の疑われる患者が、できるだけ早期に専門的な診療

が可能な医療機関に到着できること

②関係者に求められる事項

(家族等周囲にいる者)

・発症後速やかに救急要請を行うこと

・心明制亭止が疑われる者に対して、A即の使用を含めた救急蕪生法等適切な

処置を実施すること

(救急救命士を含む救急隊員)

・地域メディカルコントロール協議会によるプロトコール(活動基準)に則

し、薬剤投与等の特定行為を含めた救急蘇生法等適切な観察・判断・処置を

実施すること

・急性期医療を担う医療機関へ速やかに搬送すること

(3)救急医療の機能【急性期】

①目標

・患者の来院後速やかに初期治療を開始するとともに、30分以内に専問的な

治療を開始すること

・合併症や再発の予防、在宅復帰のための心血管疾患りハビリテーションを実

施すること

・再発予防の定期的専門的検査を実施すること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則し

た診療を実施していることが求められる。

・心電図検査、血液生化学検査、心臓超音波検査、エックス線検査、CT 検査、

心臓カテーテル検査、機械的補助循環装置等必要な検査及び処置が24時間対

応可能であること

・心筋梗塞等の心血管疾患が疑われる患者について、専門的な診療を行う医師

等が24時間対応可能であること

・ ST 上昇型心筋梗塞の場合、冠動脈造影検査および適応があれば PC1 を行い、

来院後90分以内の冠動脈再疎通が可能であること
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・呼吸管理、瘻痛管理等の全身管理や、ポンプ失調、心市皮裂等の合併症治療が
可能であること

.冠動脈バイパス術等の外科的治療が可能又は外科的治療が可能な施設との連
携体制がとれていること

.電気的除細動、機械的補助循環装置、緊急ペーシングへの対応が可能である
こと

.運動耐容能などに基づいた運動処方により合併症を防ぎつつ、運動療法のみ
ならず多面的・包括的なりハビリテーションを実施可能であること
・抑うつ状態等の対応が可能であること

・回復期(あるいは在宅医療)の医療機関と診療情報や治療計画を共有する等
して連携していること、またその一環として再発予防の定期的専門的検査を実
施すること

③医療機関の例

・救命救急センターを有する病院

・心臓内科系集中治療室(CCの等を有する病院

・心筋梗塞等の心血管疾患に対する急性期医療を担う病院又は有床診療所
④心血管疾患りハビリテーションを実施する機能【回復期】
①目標

・再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理を実施すること

・合併症や再発の予防、在宅復帰のための心血管疾患りハビリテーシヨンを入

院又は通院により実施すること

・在宅等生活の場への復帰を支援すること

・患者に対し、再発予防などに関し必要な知識を教えること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則し
た診療を実施していることが求められる。

・再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理、抑うつ状態等の対応等が可能
であること

・心電図検査、電気的除細動等急性増悪時の対応が可能であること
・合併症併発時や再発時に緊急の内科的・外科的治療が可能な医療機関と連携
していること

・運動耐容能を評価の上で、運動療法、食事療法、患者教育等の心血管疾患リ
ハビリテーションが実施可能であること

・心筋梗塞等の心血管疾患の再発や重症不整脈などの発生時における対応法に
ついて、患者及び家族への教育を行っていること

・急性期の医療機関及び二次予防の医療機関と診療情報や治療計画を共有する
等して連携していること

③医療機関の例

・内科及びりハビリテーション科を有する病院又は診療所

⑤再発予防の機能【再発予防】
①目標

・再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理を実施すること

・在宅療養を継続できるよう支援すること

②医療機関に求められる事項
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次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則し

た診療を実施していることが求められる。

・再発予防のための治療や基礎疾患・危険因子の管理、抑うつ状態への対応が

可能であること

・緊急時の除細動等急性増悪時への対応が可能であること

・合併症併発時や再発時に緊急の内科的・外科的治療が可能な医療機関と連携
していること

・急性期の医療機関や介護保険サービス事業所等と再発予防の定期的専門的検

査、合併症併発時や再発時の対応を含めた診療情報や治療計画を共有する等し

て連携していること

・在宅でのりハビリ、再発予防のための管理を医療機関と訪問看護ステーショ

ン・かかりつけ薬斉鵬市・薬局が連携し実施出来ること

③医療機関の例

・病院又は診療所

第3 構築の具体的な手順

1 現状の把握

都道府県は、心筋梗塞等の心血管疾患の医療体制を構築するに当たって、(1)及び

(2)に示す項目を参考に、患者動向、医療資源及び医療連携等について、現状を把握

する。

さらに、(3)に示す、病期・医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウト

カムごとに分類された指標例により、数値で客観的に現状を把握する。

なお、(1)~(3)の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他必要

に応じて調査を追加されたい。

(1)患者動向に関する情報

・年齢調整受療率(患者調査)

・健康診断・健康診査の受診率(国民生活基礎調査)

・高血圧性疾患患者、脂質異常症患者、糖尿病患者の年齢調整外来受療率(患者

調査)、喫煙率(国民生活基礎調査)

・総患者数及びその内訳(性・年齢階級別、傷病小分類別)>患者流入割合、流

出割合(患者調査)

・退院患者平均在院日数(患者調査)

・在宅等生活の場に復帰した患者の割合(患者調査)

・年齢調整死亡率(都道府県別年齢調整死亡率(業務・加工統計))

(2)医療資源・連携等に関する清報

①救急搬送

・救急搬送件数(直接搬送割合、転院搬送割合)

・搬送先医療機関

・発症から受診までに要した平均時間

・救急要請(覚知)から医療機関への収容までに要した平均時間

・医療機関収容までに心停止していた患者の割合

・心肺停止が疑われる者に対して現場に居合わせた者により救急蕪生法を実施

した割合

・心肺停止を目撃してから除細動(AED)までの時間

34



②医療機関等

ア救命救急センター、CCU等を有する病院

・検査、治療体制(人員・施設設備、夜間休日の体制)
・実施可能な治療法、りハビリテーション

・急オ生心筋梗塞患者来院後、血栓溶解療法または心臓カテーテル検査を開始
するまでに要する時間

・急性心筋梗塞患者来院後90分以内に再疎通できた割合

・連携の状況(他の医療機関との診療情報や治療計画の共有の状況、医療連
携室の稼働状況等)

イ回復期のりハビリテーションを行う病院・診療所

・検査、治療体制(人員・施設設備)
・実施可能な心筋梗塞等の心血管疾患の治療法、りハビリテーシヨン

・連携の状況(他の医療機関との診療情報や治療計画の共有の状況、医療連
携室の稼働状況等)

③指標による現状把握

別表3に掲げるような、病期・医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・ア

ウトカムごとに分類された指標例により、地域の医療提供体制の現状を客観的に把
握し、医療計画に記載する。その際、地域住民の健康状態やその改善に寄与すると
考えられるサービスに関する指標(重点指標)、その他国が提供するデータや独自
調査データ、データの解析等により入手可能な指標(参考指標)に留意して、把握
すること。

2 圏域の設定

(1)都道府県は、心筋梗塞等の心血管疾患の医療体制を構築するに当たって、「第2
医療体制の構築に必要な事項」を基に、前記「1 現状の把握」で収集した情報を
分析し、各病期に求められる医療機能を明確にして、圏域を設定する。
(2)医療機能を明確化するに当たって、地域によっては、医療資源の制約等によりひ
とっの施設が複数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が
存在しない場合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

(3)圏域を設定するに当たって、心筋梗塞等の心血管疾患は、自覚症状が出現してか
ら治療が開始されるまでの時間によって予後が大きく変わることを勘案し、住民が
できる限り公平に医療を享受できるよう、従来の二次医療圏にこだわらず、メディ
カルコントロール体制のもと実施されている搬送体制の状況等、、地域の医療資源等
の実情に応じて弾力的に設定する。

④検討を行う際には、地域医師会等の医療関係団体、現に心筋梗塞等の心血管疾患
の診療に従事する者、消防機関、住民・患者、市町村等の各代表が参画する。

3 連携の検討

(1)都道府県は、心筋梗塞等の心血管疾患の医療体制を構築するに当たって、予防か
ら救護、急性期、回復期、再発予防まで継続して医療が行われるよう、また、関係
機関の信頼関係が醸成されるよう配慮する。

また、医療機関、消防機関、地域医師会等の関係者は、診療技術や知識の共有、
診療情報の共有、連携する医療機関・医師等専門職種の情報の共有に努める。
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②保健所は、「地域保健法第4条第1項の規定に基づく地域保健対策の推進に関す

る基本的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計

画の作成及び推進における保健所の役割について」(平成19年7月20日付け健総

発第0720001号厚生労働省健康局総務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施

に向けて、地域医師会等と連携して医療機関相互の調整を行うなど、積極的な役割

を果たすこと。

(3)医療計画には、原則として、各医療機能を担う医療機関等の名称を記載する。

なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能

を担うこともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療連携体制の中で各医療機能を

担う医療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、地域の実情に応じ

て記載することで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

4 課題の抽出

都道府県は、「第2 医療体制の構築に必要な事項」を踏まえ、「1 現状の把握」

で収集した情報や指標により把握した数値から明確となった現状について分析を行い、

地域の心筋梗塞等の心血管疾患の医療体制の課題を抽出し、医療計画に記載する。

その際、現状分析に用いたストラクチャー・プロセス・アウトカム指標の関連性も

考慮し、病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出す

る。

5 数値目標

都道府県は、心筋梗塞等の心血管疾患の良質かつ適切な医療を提供する体制につい

て、事後に定量的な比較評価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に

対して、地域の実情に応じた目標項目やその数値目標、目標達成に要する期間を設定

し、医療計画に記載する。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本

方針第九に掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決する

ために必要な目標を設定することとする。

6 施策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、

「4 課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成するため

に行う施策について、医療計画に記載する。

7 評価

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すこ

とが重要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画の評価を

行う組織や時期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策の進捗状況の評価に

ついては、 1年ごとに行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状把握に

用いた指標の状況について、少なくとも6年(在宅医療その他必要な事項については

3年)ごとに調査、分析及び評価を行い、必要があるときは、都道府県はその医療計

画を変更することとする。
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さらに、医療の質にっいて客観的な評価を行うために、症例登録等を行うことが今
後必要である。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況
を周知する必要がある。このため、指標による現状把握、目標項目、数値目標、施策
やその進捗状況、評価体制や評価結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよ
う努めるものとする。

37

＼＼



糖尿病は、様々な遺伝素因に種々の環境因子が作用して発症する。糖尿病が疑われる場

合には食事療法・運動療法、生活習慣改善に向けての患者教育等が行われ、さらに糖尿病

と診断された場合には薬物療法まで含めた治療が行われる。

また、糖尿病は脳卒中、急オ生心筋梗塞等他疾患の危険因子となる慢性疾患であり、患者

は多種多様な合併症により日常生活に支障を来たすことが多い。

予防・治療には、患者自身による生活習慣の自己管理に加えて、内科、眼科、小児科、

産科、歯科等の各診療科が、糖尿病の知識を有する管理栄養士、薬剤師、保健師、看護師

等の専門職種と連携して実施する医療サービスが必要となる。

さらに、一人の糖尿病患者には生涯を通じての治療継続が必要となるため、これらの医

療サービスが連携し、継続して実施されることが重要である。

本指針では、「第1 糖尿病の現状」で糖尿病の発症・転帰がどのようなものであるの

か、どのような医療が行われているのかを概観し、次に「第2 医療体制の構築に必要な

事項」でどのような医療体制を構築すべきかを示している。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 構築の具体的な手順」に則して、地域の現

状を把握・分析し、また各医療機能を理解した上で、地域の実情に応じて圏域を設定し、

その圏域ごとの医療機関とさらにそれらの医療機関相互の連携の検討を行い、最終的には

都道府県全体で評価まで行えるようにする。

糖尿病の医療体制構築に係る指針

第1 糖尿病の現状

糖尿病は、インスリン作用の不足による慢性の高血糖状態を主な特徴とする代謝疾患

群である。

糖尿病は、インスリンを合成・分泌する細胞の破壊・消失によるインスリン作用不足

を主要因とする1型糖尿病と、インスリン分泌低下・抵抗性等をきたす遺伝因子に、過

食、運動不足、肥満などの環境因子及び加齢が加わり発症する2型糖尿病に大別される。

インスリン作用不足により高血糖がおこると、口渇、多飲、多尿、体重減少等の症状

がみられ、その持続により合併症を発症する。糖尿病合併症には、著しい高血糖によっ

て起こる急性合併症と、長年にわたる慢性の高血糖の結果起こる慢性合併症がある。

①急性合併症には、ケトアシドーシスや高血糖高浸透圧昏睡といった糖尿病昏睡等が

ある。

②慢性合併症は、全身のあらゆる臓器に起こるが、特に細小血管症に分類される糖尿

病網膜症、糖尿病腎症、糖尿病神経障害や、大血管症に分類される脳卒中、心筋梗

塞●臭D症、糖尿病性壊痘がある。

糖尿病には根治的な治療方法がないものの、血糖コントロールを適切に行うことによ

り、合併症の発症を予防することが可能である。合併症の発症は>患者の生活の質

(QOD を低下させ、生命予後を左右することから、その予防が重要である。

糖尿病の医療は、 1型糖尿病と2型糖尿病によって異なるが、適切な血糖コントロー

ルを基本とした医療は共通であることから、本指針においては一括して記載することと

する。

1 糖尿病の疫学

糖尿病が強く疑われる者は950万人であり、過去5年間で60万人増加している。
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また、糖尿病の可ヨ断生が否定できない者は1,100万人である1。糖尿病を主な傷病
として継続的に医療を受けている患者数は約317万人である2。

さらに、全糖尿病患者'のⅡ.8%が糖尿病神経障害を、Ⅱ.1%が糖尿病腎症を、
10.6%が糖尿病網膜症を、0.フ%が糖尿病足病変を合併している3。新規の人工透析導
入患者は、約3万7千人であり、そのうち、糖尿病腎症が原疾患である者は約1万6
千人(43.フ%)である4。

なお、年間約1万3千人が糖尿病が原因で死亡し、死亡数全体の1.0%を占めてい
る5。

2 糖尿病の医療

糖尿病の診断、治療等に関する現状を参考として以下に示すが、詳細は日本糖尿病
学会編によるガイドライン(「糖尿病診療ガイドライン2016」、「糖尿病治療ガイド
2016-2017」)及び「糖尿病治療ガイド2016-2017」の要約版である日本糖尿病対策推
進会議編『糖尿病治療のエッセンス2017』等の診療ガイドラインを参照されたい。
なお、以下、糖尿病における「診療ガイドライン」は上記を指すこととする。
①予防・健診・保健指導

2型糖尿病の発症に関連がある生活習慣は、食習慣、運動習慣、喫煙、飲酒習慣
等であり、発症予防には、適切な食習慣、適度な身体活動や運動習慣が重要である。
また、不規則な生活習慣等が原因で、糖尿病の発症りスクが高まっている者につい
ては、生活習慣の改善により発症を予防することが期待できる。

個人の糖尿病のりスクを把握することや糖尿病の早期発見による重症化予防につ
なげるために、特定健診などの定期的な健診を受診することが必要である。また、

健診の結果を踏まえ、適切な生活習慣の改善や受診勧奨を行うことが重要となる。
例えば、特定健診で高血糖など複数のり'スクを有し特定保健指導の該当者となった
場合には、特定保健指導にて生活習慣の改善を行う。一方、高血糖のみを有する者
や、非肥満の者で特定保健指導の該当者とならない者についても対応を行うことが
望ましく、これらの者の対応については「標準的な健診・保健指導プログラム」を、

参考とされたい。医療機関は、地域における糖尿病の予防の取組によって、日頃か

ら糖尿病の発症りスクが高まっている者の生活習慣の改善が促進されるよう、医療
保険者等と連携することが必要である。

②診断

人工透析を必要とする糖尿病腎症や失明の原因となる糖尿病網膜症等の糖尿病合
併症は、生活の質を低下させるため、糖尿病患者を的確に診断し、重症化予防の観
点から、早期に治療を開始することが重要である。

初めて糖尿病と診断された患者においても、すでに糖尿病腎症、糖尿病網膜症等
を合併していることがあるため、尿検査や眼底検査等の糖尿病合併症の発見に必要
な検査を行うとともに、糖尿病の診断時から各診療科が連携を図る必要がある。
③治療・指導

糖尿病の治療は、 1型糖尿病と2型糖尿病で異なる。

厚生労働省「国民健康・栄養調査」(平成24年)
厚生労働省「患者調査」(平成26年)

厚生労働省「国民健康・栄養調査」(平成19年)

件■日本透析医学会「我が国の慢性透析療法の現状」(平成25年)
厚生労働省「人口動態統計(確定数)」(平成22年)
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1型糖尿病の場合は、直ちにインスリン治療を行うことが多い。

一方で、 2型糖尿病の場合は、 2~3ケ月の食事療法、運動療法を行った上で、

目標の血糖コントロールが達成できない場合に、経口血糖降下薬又はインスリン製

剤を用いた薬物療法を開始する。

薬物療法開始後でも、体重の減少や生活習慣の改善により、経口血糖降下薬やイ

ンスリン製剤の服薬を減量又は中止できることがあるため、医師、管理栄養士、薬

剤師、保健師、看護師等の専門職種が連携して、食生活、運動習慣等に関する指導

を継続する。

慢性合併症は、血糖コントロール、高血圧の治療など内科的治療を行うことによ

つて、その発症を予防するとともに、発症後であっても病期の進展を阻止または遅

らせることが可能である。慢陛合併症の予防の観点から、治療の中断者を減らすよ

う、継続的な治療の必要性を指導する必要がある。

血糖コントロールの指標として、患者の過去1~2ケ月の平均血糖値を反映する

指標である HbAICが用いられる。血糖コントローノレの目標は、年齢、櫂病期間、合

併症の状態、サポート体制等を考慮して、個別に設定することが望ましい。

また、糖尿病患者には、シックデイ(発熱、下痢、嘔吐をきたし、または食欲不

振のために食事ができないとき)の対応や、低血糖時の対応について事前に十分な

指導を行う。

④合併症の治療

①急性合併症

ケトアシドーシスや高血糖高浸透圧昏睡といった糖尿病昏睡等の急性合併症を

発症した場合には、輸液、インスリン投与等の治療を実施する。

②慢性合併症

内科、眼科等の診療科が連携し、糖尿病網膜症、糖尿病腎症、糖尿病神経障害

等の慢性合併症の早期発見に努める必要がある。慢性合併症の治療を行うに当た

つては、眼科等の専門医を有する医療機関や人工透析の実施可能な医療機関等が

連携する必要がある。

ア糖尿病網膜症の治療は、増殖前網膜症又は早期の増殖網膜症に進行した時点

で、失明予防の観点から光凝固療法を実施する。硝子体出血及び網膜剥離は手

術療法を実施する。

イ糖尿病腎症の治療は、血糖及び血圧のコントロールが主体であり、そのため

に食事療法や薬物療法を実施し、腎不全に至った場合は透析療法を実施する。

ウ糖尿病神経障害の治療は、血糖コントロールや生活習慣の改善が主体であり、

薬物療法を実施することもある。

明畄卒中及び心筋梗塞等の心血管疾患については、それぞれの医療体制構築に
係る指針を参照)

第2 医療体制の構築に必要な事項

1 目指すべき方向

前記「第1 糖尿病の現状」を踏まえ、個々の医療機能、それを満たす医療機関、

さらにそれら医療機関相互の連携により、保健及び医療サービスが連携して実施され

る体制を構築する。

①糖尿病の治療及び合併症予防が可能な体制

①糖尿病の診断及び生活習慣等の指導の実施
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②良好な血糖コントロールを目指した治療の実施
(2)血糖コントロール不可例の治療や急性合併症の治療が可能な体制
①教育入院等による、様々な職種の連携によるチーム医療の実施
②急性増悪時の治療の実施

③糖尿病の慢性合併症の治療が可能な体制

2 各医療機能と連携

前記「1 目指すべき方向」を踏まえ、糖尿病の医療体制に求められる医療機能を
下記(Dから④に示す。

都道府県は、各医療機能の内容姻標、医療機関等に求められる事項等)について、
地域の実情に応じて柔軟に設定する。

①合併症の発症を予防するための初期・安定期治療を行う機能【初期・安定期治療】
①目標

・糖尿病の診断及び生活習慣の指導を実施すること

・良好な血糖コントロールを目指した治療を実施すること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は診療ガイドラインに則した診療を
実施していることが求められる。

・糖尿病の診断及び専門的指導が可能であること

・ 75goGTT、 HbAIC等糖尿病の評価に必要な検査が実施可能であること
・食事療法、運動療法及び薬物療法による血糖コントロールが可能であること
・低血糖時及びシックデイの対応が可能であること

・専門治療を行う医療機関及び急性・慢性合併症治療を行う医療機関と診療情
報や治療計画を共有するなどして連携していること

③医療機関の例

・病院又は診療所

(2)血糖コントロール不可例の治療を行う機能【専門治療】
①目標

・血糖コントロール指標を改善.するために、教育入院等の集中的な治療を実施
すること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は診療ガイドラインに則した診療を
実施していることが求められる。

・ 75goGTT、肌AI0等糖尿病の評価に必要な検査が実施可能であること
・各専門職種のチームによる、食事療法、運動療法、薬物療法等を組み合わせ
た教育入院等の集中的な治療(心理問題を含む。)が実施可能であること
・糖尿病患者の妊娠に対応可能であること

・食事療法、運動療法を実施するための設備があること

・糖尿病の予防治療を行う医療機関及び急性・慢性合併症の治療を行う医療機
関と診療情報や治療計画を共有するなどして連携していること

③医療機関の例

・病院又は診療所

③急性合併症の治療を行う機能【急性増悪時治療】
①目標
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・糖尿病昏睡等急性合併症の治療を実施すること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則し

た診療を実施していることが求められる。

・糖尿病昏睡等急性合併症の治療が24時間実施可能であること

・食事療法、運動療法を実施するための設備があること

・糖尿病の予防治療を行う医療機関、教育治療を行う医療機関及び慢性合併症

の治療を行う医療機関と診療情報や治療計画を共有するなどして連携している
こと

③医療機関の例

・病院又は診療所

④糖尿病の慢性合併症の治療を行う機能【慢性合併症治療】

①目標

・糖尿病の慢性合併症の専門的な治療を実施すること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則し

た診療を実施していることが求められる。

・糖尿病の慢性合併症(糖尿病網膜症、糖尿病腎症、糖尿病神経障害等)につ

いて、それぞれ専門的な検査・治療が実施可能であること(単一医療機関です

べての合併症治療が可能である必要はない)

・糖尿病網膜症治療の場合、蛍光眼底造影検査、光凝固療法、硝子体出血・網

膜剥離の手術等が実施可能であること

・糖尿病腎症の場合、尿一般検査、尿中アルブミン排汝量検査、腎生検、腎臓

超音波検査、血液透析等が実施可能であること

・糖尿病の予防・治療を行う医療機関、教育治療を行う医療機関及び急性合併

症の治療を行う医療機関と診療情報や治療計画を共有する等して連携している

③医療機関の例

・病院又は診療所

⑤地域と連携する機能

①目標

・市町村や保険者と連携すること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則し

て連携していることが求められる。

・市町村や保険者から保健指導を行う目的で情報提供等の協力の求めがある場
Z＼ 患者の同意を得て、必要な協力を行っていることロ、

・市町村や保険者が保健指導するための情報提供を行っていること

・糖尿病の予防、重症化予防を行う市町村及び保険者、薬局等の社会資源ど情

報共有や協力体制を構築するなどして連携していること

③医療機関の例

・病院又は診療所

々

第3 構築の具体的な手順
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1 現状の把握

都道府県は、糖尿病の医療体制を構築するに当たって、(1)及び(2)に示す項目を参
考に>患者動向、医療資源及び医療連携等について、現状を把握する。
さらに、(3)に示す、病期・医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウト
カムごとに分類された指標例により、数値で客観的に現状を把握する。
なお、(1)~(3)の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他必要
に応じて調査を追加されたい。

(1)患者動向に関する情報

・年齢調整受療率(患者調査)

・健康診断・健康診査の受診率(国民生活基礎調査)

・高血圧性疾患患者の年齢調整外来受療率(患者調査)

・総患者数及びその内訳(性・年齢階級別、傷病小分類別)、患者流入割合、流
出割合(患者調査)

・退院患者平均在院日数(患者調査)

・健診を契機に受診した患者数

・有病者数・有病率、予備群数

・治療中断率(医師の判断によらないものに限る。)

・糖尿病に合併する脳卒中、心筋梗塞の発症率

・糖尿病による失明発症率

・糖尿病腎症による新規透析導入患者数

・年齢調整死亡率堵B道府県別年齢調整死亡率(業務・加工統計))
(2)医療資源・連携等に関する清報

①初期・安定期の治療を行う診療所

・検査、治療体制(人員・施設設備)

・糖尿病教室等患者教育の状況

・医療連携の状況(他の医療機関との診療情報や治療計画の共有の状況)
・地域連携の状況(市町村及び保険者、薬局等の社会資源との保健事業に係る
情報共有や協力の状況)

②血糖コントロール不可例(HbAI08.4%以上)等の治療を行う病院・診療所
・検査、治療体制(人員・施設設備)

・糖尿病教室等患者教育の状況
・医療連携の状況(他の医療機関との診療情報や治療計画の共有の状況)
・地域連携の状況(市町村及び保険者、薬局等の社会資源との保健事業に係る
情報共有や協力の状況)

③合併症治療を行う病院・診療所

・検査、治療体制(人員・施設設備)

・実施可能な慢性合併症の治療法

・医療連携の状況(他の医療機関との診療情報や治療計画の共有の状況)
・地域連携の状況(市町村及び保険者、薬局等の社会資源との保健事業に係る
情報共有や協力の状況)

③指標による現状把握

別表4に掲げるような、病期・医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・ア

ウトカムごとに分類された指標例により、地域の医療提供体制の現状を客観的に把
握し、医療計画に記載する。その際、地域住民の健康状態やその改善に寄与すると
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考えられるサービスに関する指標(重点指標)、その他国が提供するデータや独自

調査データ、データの解析等により入手可能な指標(参考指標)に留意して、把握

すること。

2 圏域の設定

(1)都道府県は、糖尿病の医療体制を構築するに当たって、「第2 医療体制の構築

に必要な事項」を基に、前記「1 現状の把握」で収集した情報を分析し、各病期

に求められる医療機能を明確にして、圏域を設定する。

(2)医療機能を明確化するに当たって、地域によっては、医療資源の制約等によりひ

とつの施設が複数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が

存在しない場合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

(3)圏域を設定するに当たって、従来の二次医療圏にこだわらず、地域の医療資源等

の実情に応じて弾力的に設定する。

④検討を行う際には、地域医師会等の医療関係団体、現に糖尿病の診療に従事する

者、住民・患者、市町村等の各代表が参画する。

また糖尿病対策推進会議細本医師会、日本糖尿病学会、日本糖尿病協会が、糖

尿病の発症予防等を目指して共同で設立した会議)を活用すること。

3 連携の検討

(1)都道府県は、糖尿病の医療体制を構築するに当たって、血糖コントロールを中心

として、多種多様な合併症についても連携して治療を実施するため関係機関・施設

の信頼関係を醸成するよう配慮する。

また、医療機関、地域医師会等の関係者は、診療技術や知識の共有、診療情報の

共有、連携する施設・医師等専門職種の情報の共有に努める。

また都道府県は、関係団体等との連携、特に糖尿病対策推進会議の活用により、

標準的な治療の普及、協力体制の構築を図る。なお、都道府県における糖尿病陛腎

症の重症化予防の取組については、糖尿病性腎症重症化予防プログラム6が策定さ

れており、都道府県に求められる取組の例示として、糖尿病対策推進会議等との情

報共有、課題・対応策等の議論、本プログラムを参考にした都道府県レベルの糖尿

病性腎症重症化予防プログラムの策定等が盛り込まれており、都道府県内の取組が

円滑に行われるよう体制構築に取り組む際には参照されたい。

(2)保健所は、「地域保健法第4条第1項の規定に基づく地域保健対策の推進に関す

る基本的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計

画の作成及び推進における保健所の役割について」(平成19年7月20日付け健総

発第0720001号厚生労働省健康局総務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施

に向けて、地域医師会等と連携して医療機関相互の調整を行うなど、積極的な役割

を果たすこと。

(3)医療計画には、原則として、各医療機能を担う医療機関の名称を記載する。

なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能

を担うこともある。

6 「「糖尿病性腎症重症化プログラム」の策定について(依頼)」(平成28年4月20日付け保発0420第4

号厚生労働省保険局長通知)
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さらに、医療機関等の名称にっいては、例えば医療連携体制の中で各医療機能を
担う医療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、地域の実情に応じ
て記載することで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

4 課題の抽出

都道府県は、「第2 医療体制の構築に必要な事項」を踏まえ、「1 現状の把握」
で収集した情報や指標により把握した数値から明確となった現状について分析を行い、
地域の糖尿病の医療体制の課題を抽出し、医療計画に記載する。

その際、現状把握に用いたストラクチャー・プロセス・アウトカム指標の関連性も
考慮し、病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出す
る。

5 数値目標

都道府県は、糖尿病の良質かつ適切な医療を提供する体制について、事後に定量的
な比較評価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、地域の実
情に応じた目標項目やその数値目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画に記
載する。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本
方針第九に掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決する
ために必要な目標を設定することとする。

6 施策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、
「4 課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成するため
に行う施策について、医療計画に記載する。

7 評価

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すこ
とが重要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画の評価を
行う組織や時期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策の進捗状況の評価に
つぃては、 1年ごとに行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状把握に
用いた指標の状況について、少なくとも6年(在宅医療その他必要な事項については
3年)ごとに調査、分析及び評価を行い、必要があるときは、都道府県はその医療計
画を変更することとする。

さらに、医療の質にっいて客観的な評価を行うために、症例登録等を行うことが今
後必要である。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況
を周知する必要がある。このため、指標による現状把握、目標項目、数値目標、施策
やその進捗状況、評価体制や評価結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよ

う努めるものとする。
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精神疾患は、症状が多様であるとともに自覚しにくいという特徴があるため、症状が比

較的軽いうちには精神科医療機関を受診せず、症状が重くなり入院治療が必要になって初

めて精神科医療機関を受診するという場合が少なくない。また、重症化してから入院する

と、治療が困難になるなど、長期の入院が必要となってしまう場合もある。発症してから

できるだけ早期に必要な精神科医療が提供されれば、回復し、再び地域生活や社会生活を

営むことができるようになる。

精神疾患は全ての人にとって身近な病気であり、精神障害の有無や程度にかかわらず、

誰もが安心して自分らしく暮らすことができるような地域づくりを進める必要がある。ま

た、長期の入院が必要となっている精神障害者の地域移行を進めるに当たっては、精神科

病院や地域援助事業者による努力だけでは限界があり、自治体を中心とした地域精神保健

医療福祉の一体的な取組の推進に加えて、地域住民の協力を得ながら、差別や偏見のない、

あらゆる人が共生できる包摂的(インクルーシブ)な社会を構築していく必要がある。こ

のため、精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができる

よう、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進める必要がある。具体的に

は、

①障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科医

療機関、その他の医療機関、地域援助事業者、市町村などとの重層的な連携による支援

体制を構築する必要がある。

②長期入院精神障害者のうち一定数は、地域の精神保健医療福祉体制の基盤を整備する

ことによって、地域生活への移行が可能であることから、平成32年度末(第5期障害

福祉計画の最終年度)、平成36年度末(2025年)の精神病床における入院需要(患者

数)及び、地域移行に伴う基盤整備量(利用者数)の目標を明確にした上で、医療計画、

障害福祉計画、介護保険事業(支援)計画に基づき基盤整備を推し進める必要がある。

さらに、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123号)に基づ

く良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針(平成26年厚生

労働省告示第65号)を踏まえて、統合失調症、うつ病・繰うつ病、認知症、児童・思春

期精神疾患、依存症などの多様な精神疾患等ごとに医療機関の役割分担を整理し、相互の

連携を推進するとともに>患者本位の医療を実現していけるよう、医療計画に基づき、作

業部会等を通じて、各医療機関の医療機能を明確化する必要がある。

本指針では、「第1 精神疾患の現状」で多様な精神疾患等ごとの現状・課題を概観し、

「第2 医療体制の構築に必要な事項」でどのような医療体制を構築すべきかを示してい

る。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 構築の具体的な手順」に即して、地域の現

状を把握・分析した上で、地域の実情に応じて圏域(精神医療圏)を設定し、その圏域ご

とに不足している医療機能あるいは調整・整理が必要な医療機能を明確にして、医療機関

相互の連携の検討を行い、最終的には都道府県全体で評価を行えるようにする必要がある。

精神疾患の医療体制の構築に係る指針
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精神疾患は、近年その患者数が急J曽しており、平成26年には390万人を超える水
準となっている1。我が国での調査結果では、国民の4人に1人(25%)が生涯でう
つ病等の気分障害、不安障害及び物質関連障害のいずれかを経験していることが明ら
かとなっている2。

自殺者数は、平成10年以降14年連続で3万人を超える水準であったが、24年に
15年ぶりに3万人を下回り、以降4年連続で3万人を下回っている。しかし、日本
の自殺死亡率は主要国の中で高い水準にあり、依然として厳しい状況にある。自殺の
原因・動機では健康問題が最も多く、この中では、うつ病が4割程度を占めている3。
精神疾患にはこのほか、発達障害、高次脳機ヨ部章害や、高齢化の進行に伴って急J曽
してぃるアルッハイマー病等の認知症等も含まれており、精神疾患は住民に広く関わ

る疾患である。

①統合失調症

(患者動態)

平成26年に医療機関を継続的に受療している統合失調症の総患者数は7フ.3万
人であり、うち入院患者数は 16.6万人である 1。このうち、精神病床における 1
年以上の長期入院患者数は12.1万人である 1。長期入院患者(認知症を除く。)
を対象とした「重度かつ慢性」に関する厚生労働科学研究班による全国調査では、
その6割以上が当該研究班の策定した重症度の基準に該当することが明らかとな
つてぃる4。これにより1年以上の長期入院精神障害者(認知症を除く。)の多
くは、地域の精神保健医療福祉体制の基盤を整備することによって、入院から地
域生活への移行が可能であると示唆されている。また、当該基準を満たす症状を
軽快させる治療法の普及や、当該基準を満たす症状に至らないように精神科りハ
ビリテーションをはじめとする予防的アプローチの充実などによって、入院から

地域生活へのさらなる移行が期待される。

(政策動向)

厚生労働省は、平成26年度より難治陛の重症な精神症状を有する患者が、ど
こに入院していても、治療抵抗性統合失調症治療薬やmECT等の専門的治療を受
けることのできる地域連携体制を構築するために、難治性精神疾患地域連携体制
整備事業(モデル事業)を実施している。平成28年度は、大阪府、兵庫県、岡
山県、沖縄県が参加し、治療抵抗性統合失調症治療薬導入数の増加など一定の実
績をあげながら、それぞれの地域の実情を踏まえた地域連携体制を構築している。
(医療提供体制に関する検討課題)

第7次医療計画においては、統合失調症に対応できる医療機関を明確にする必
要がある。また、統合失調症に対応できる専門職を養成するとともに多職種連
携・多施設連携を推進するために、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能
の強化を図る必要がある。加えて、平成36年度末までに、治療抵抗性統合失調
症治療薬やmECT等の専門的治療方法を各都道府県の圏域全体に普及することを

1 厚生労働省「患者調査」(平成26年)

2 厚生労働科学研究「こころの健康にっいての疫学調査に関する研究」(研究代表者川上憲人)(平成18
年度)

3 厚生労働省「自殺対策白書」(平成28年)

4 厚生労働科学研究「精神障害者の重症度判定及び重症患者の治療体制等に関する研究」(研究代表者安
西信雄)(平成25~27年度)、第2回新たな地域精神保健医療体制のあり方分科会(これからの精神保健医
療福祉のあり方に関する検討会)における安西信雄氏提出資料
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目指して、モデル事業の取組や千葉県の先行事例等を参考にしながら、それぞれ

の地域の実情を踏まえた地域連携体制を構築する必要がある。計画の策定にあた

つては、先行している諸外国の実績や、国内で先行している医療機関の実績を踏

まえて、平成36年度末までに治療抵抗性統合失調症治療薬の処方率を25%~

30%に普及することを目指して検討する必要がある。なお、それぞれの都道府県
において

①平成32年度末、平成36年度末の精神病床における入院需要(患者数)及び、

地域移行に伴う基盤整備量(利用者数)の目標を設定

②精神病床における基準病床数を設定

する際に、治療抵抗性統合失調症治療薬の普及等による効果を勘案していること

に留意すること。

(2) うつ病・繰うつ病

(患者動態)

平成26年に医療機関を継続的に受療しているうつ病・繰うつ病の総患者数は

Ⅱ2万人(うち入院患者数29万人)1であり、平成Ⅱ年の総患者数の"万人

(うち入院患者数25 万人)5から増加している。

(政策動向)

厚生労働省は、平成23年度より、「認知行動療法研修事業」として、認知行

動療法の普及を目的に、医師等を対象とした研修を実施している。平成23年~

27年度における受講参加者は、 4,156名である。また、平成20年度より「かか

りつけ医等心の健康対応力向上研修事業」として、うつ病患者の早期発見・早期

治療を目的に、一般内科医等かかりつけ医を対象に研修を実施している。

(医療提供体制に関する検討課題)

第7次医療計画においては、うつ病・繰うつ病に対応できる医療機関を明確に

する必要がある。また、うつ病・繰うつ病に対応できる専門職の養成や多職種連

携・多施設連携の推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強

化を図る必要がある。

(3) 認知症

(患者動態)

我が国における認知症高齢者の数は、現在利用可能なデータに基づき推計を行

つたところ、平成24 (2012)年で462 万人と 65歳以上高齢者の約7人に 1人と

推計されている。正常と認知症との中間の状態の軽度認知障害と推計される約

40り万人と合わせると、65歳以上高齢者の約4人に1人が認知症の人又はその予

備軍とも言われている。また、高齢化の進展に伴い平成37 (2025)年には、約

700万人と約5人に1人に上昇すると見込まれている6。なお、平成26年に医療

機関を継続的に受療している認知症の総患者数は67.8万人であり、うち入院患

者数は7.7万人である 1。このうち、精神病床における1年以上の長期入院患者

数は3.0万人である 1。

5 厚生労働省「患者調査」(平成Ⅱ年)

6 厚生労働省「認知症施策推進総合戦略~認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて~(新オレンジ

プラン)」(平成 27年)
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(政策動向)

厚生労働省は、平成37 (2025)年を見据え、認知症の人の意思が尊重され、
できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができる社
会の実現を目指し、平成27年1月27日に認知症施策推進総合戦略(新オレンジ
プラン、以下「総合戦略」という。)を関係省庁と共同で策定した。
総合戦略は7つの柱に沿って施策を推進しており、その柱のーつとして、早期
診断・早期対応を軸に、医療、介護等の有機的連携により、認知症の容態に応じ
て最もふさわしい場所で医療・介護等が提供される循環型の仕組みの実現を位置
付けている。

循環型の仕組みの実現のため、例えば、各地域において、認知症の発症初期か
ら、状況に応じて医療と介護が一体となった認知症の方への支援体制の構築を図
ることを目的に、平成17年度より、認知症の人の診療に習熟し、かかりつけ医

への助言その他の支援を行い、専門医療機関や地域包括支援センター等との連携
の推進役となる医師として、認知症サポート医を養成している。平成27年度末
時点で認知症サポート医養成研修の受講者数は5,068人となっている。

また、平成20年より、認知症の専門的医療の提供体制を強化するため、認知
症疾患医療センター運営事業を開始し、平成29年3月時点において全国で375
力所の認知症疾患医療センター(基幹型15、地域型335、診療所型25)が設置
されている。

そのほか、平成27年度より、速やかに適切な医療・介護等が受けられる初期
の対応体制が構築されるよう、認知症が疑われる人や認知症の人及びその家族を、
複数の専門職が訪問し、アセスメント、家族支援などの初期の支援を包括的、
中的に行い、自立支援のサポートを行う認知症初期集中支援チームを市町村に設
置しており、平成27年度末時点で287市町村に設置されている。
(医療提供体制に関する検討課題)

第7次医療計画においては、認知症に対応できる医療機関を明確にする必要が
ある。また、認知症に対応できる専門職の養成や多職種連携・多施設連携の推進
のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る必要がある。
認知症の人が早期の診断や周辺症状への対応を含む治療等を受け、できる限り住
み慣れた地域で生活を継続できるように、介護保険事業(支援)計画と整合性を
図るとともに、総合戦略に掲げる数値目標に留意し、地域の実情に応じて医療提
供体制の整備を進める必要がある。具体的な内容については、今後、関係部局か
ら発出される通知に基づいて作成すること。

児童・思春期精神疾患

(患者動態)

平成26年に医療機関を継続的に受療している20歳未満の精神疾患を有する総
患者数は27.0万人1であり、平成Ⅱ年の総患者数のⅡ.7万人5から増加傾向に
ある。

(政策動向)

厚生労働省は、平成13年度より、児童思春期の心の問題に関する専門家を養
成するために、医師、看護師、保健師、精神保健福祉士、臨床心理技術者等を対
象に「思春期精神保健研修」を行っている。
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平成24年度より、診療報酬において児童・思春期精神科入院医療管理料が新

設され、平成28年時点では、19都道府県に所在する医療機関において算定され

ている。

(医療提供体制に関する検討課題)

第7次医療計画においては、児童・思春期精神疾患に対応できる医療機関を明

確にする必要がある。また、児童・思春期精神疾患に対応できる専門職の養成や

多職種連携・多施設連携の推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点

機能の強化を図る必要がある。この際、「思春期精神保健研修」を活用すること。

(5) 発達障害

(患者動態)

平成26年に医療機関を継続的に受療している発達障害者支援法(平成16年法

律第 167 号)に規定する発達障害(F80+89,F90-F98)の総患者数は 19.5 万人 1

であり、平成11年の総患者数の2.8万人5から増加している。

(政策動向)

平成17年4月の発達障害者支援法施行により、国立精神・神経医療研究セン

ターにおいて、都道府県・政令指定都市の発達障害診療の指導的役割を担う者に

対する研修を実施している。平成 28年8月の改正発達障害者支援法施行により、

都道府県・政令指定都市が発達障害者の支援(診療等を含む。)に関する情報の

共有や緊密な連携、体制の整備等について検討する発達障害者支援地域協議会の

設置が位置付けられた。平成29年1月の総務省による「発達障害者支援に関す

る行政評価・監視」では、厚生労働省に対して、発達障害者の専門的医療機関の

確保と公表を積極的に進めることを勧告している。

(医療提供体制に関する検討課題)

第7次医療計画においては、発達障害に対応できる医療機関を明確にする必要

がある。また、発達障害に対応できる専門職の養成や多職種連携・多施設連携の

推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る必要があ

る。この際、平成28年度から実施している「力功山つけ医等発達障害対応力向

上研修」を活用すること。
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⑥依存症

①アノレコーノレ依存症

(患者動態)

平成26年に医療機関を継続的に受療しているアルコール依存症者の総患者

数は4.9万人1であり、平成Ⅱ年の総患者数の3.7万人7から増加している。

厚生労働科学研究においては、医療機関の受療の有無にかかわらず、アルコー

ル依存症者は約58万人いると推計されている7。

(政策動向)

平成26年6月1日に施行されたアルコール健康障害対策基本法(平成25年

法律第109号)に基づき、平成28年5月31日に、「アルコール健康障害対策

推進基本計画」が閣議決定された。本計画の数値目標として、全ての都道府県

,厚生労働科学研究「WH0世界戦略を踏まえたアルコールの有害使用対策に関する総合研究」(研究代表者

樋口進)(平成25年度)



において、アルコール依存症者に対する適切な医療を提供することができる専
門医療機関を1力所以上定めることが明記されている。

厚生労働省は、平成26年度より依存症に対応することのできる医療機関の
確保を図るとともに、関係機関間の連携を強化し>患者・家族への相談支援や
啓発のための体制を充実するなどの地域連携支援体制の構築するために、「依
存症治療拠点機関設置運営事業(モデル事業)」を実施している。全国拠点機
関として、久里浜医療センター(薬物依存症は国立精神・神経医療研究センタ
ーに委託)、依存症治療拠点機関として神奈川県・神奈川県立精神医療センタ
ー、岐阜県・各務原病院、大阪府・大阪府立精神科医療センター、岡山県・岡
山'県精神科医療センター、佐賀県・肥前精神医療センターの5力所を指定し、
①依存症者やその家族に対し適切な支援を届けるためのモデル構築、②依存症
者に対する効果的な地域連携支援体制の「見える化」とその横展開を進めてい
る。また、平成29年度からは、全国67力所の都道府県・政令指定都市に専門
医療機関を指定すること等を目標にした、「依存症対策総合支援事業」を実施
する。

(医療提供体制に関する検討課題)

第7次医療計画においては、アルコール依存症に対応できる医療機関を明確
にする必要がある。また、アルコール依存症に対応できる専門職の養成や多職
種連携・多施設連携の推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機
能の強化を図る必要がある。この際、「アルコール健康障害対策推進基本計画」
を踏まえ、アルコール依存症に対応できる医療機関を都道府県・政令指定都市
ごとに1力所以上定めることとし、「依存症治療拠点機関設置運営事業(モテ

ル事業)」の取組を参考にしつつ、平成29年度より実施する「依存症対策総合
支援事業」を活用すること。

②薬物依存症

(患者動態)

平成26年に医療機関を継続的に受療している薬物依存症の総患者数は0.3
万人1であり、平成Ⅱ年の総患者数の0.1万人5から増加している。

(政策動向)

平成25年6月に、刑の一部の執行猶予制度の導入等を内容とする、刑法等
の一部を改正する法律(平成25年法律第49号)及び薬物使用等の罪を犯した

者に対する刑の一部の執行猶予に関する法律(平成25年法律第50号)が成立
(平成28年6月1日施行)した。薬物依存症者の再犯(再使用)防止は、刑
事司法機関のみでは不十分であり、保護観察所と、地域の医療・保健・福祉機
関及び民間支援団体との有効かつ緊密な連携体制の構築が不可欠とされ、平成
27年Ⅱ月19日に「薬物依存のある刑務所出所者等の支援に関する地域連携
ガイドライン」(平成27年Ⅱ月19日付け法務省保観第 119号法務省・障発
Ⅱ19第1号保護局長・矯正局長・厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長
連盟通知)が策定された。

また、.平成28年12月14日に「再犯の防止等の推進に関する法律(平成28
年法律第 104 号。以下「再犯防止推進法」という。)」が公布、同日施行された。
再犯防止推進法には、犯罪をした薬物依存症者等について、適切な保健医療サ
ービス等が提供されるよう、関係機関の体制整備を図ることが明記されている。
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厚生労働省は、平成26年度より「依存症治療拠点機関設置運営事業(モデ

ル事業)」を実施している。また、平成29年度からは、全国67力所の都道府

県・政令指定都市に専問医療機関を指定すること等を目標にした、「依存症対

策総合支援事業」を実施する。

(医療提供体制に関する検討課題)

第7次医療計画においては、薬物依存症に対応できる医療機関を明確にする

必要がある。また、薬物依存症に対応できる専門職の養成や多職種連携・多施

設連携の推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図

る必要がある。この際、「依存症治療拠点機関設置運営事業(モデル事業)」の

取組を参考にしつつ、平成29年度より実施する「依存症対策総合支援事業」

を活用すること。

③ギャンブル等依存症

(患者動態)

平成26年に医療機関を継続的に受療しているギャンブル等依存症患者の総

患者数は500人未満1であった。現在、国立研究開発法人日本医療研究開発機

構の委託研究(平成28~30年度)により、ギャンブル等依存症者に関する実

態把握が進められている8。

(政策動向)

平成28年12月15日に、特定複合観光施設区域の整備の推進に関する法律

(1 R推進法)(平成28年法律第 115号。以下、「1 R推進法」という。)が成

立し、同年12月26日に公布・施行された。 1R推進法案に対する参議院内閣

委員会(平成28年12月13 田の附帯決議において、ギャンブル等依存症対

策を抜本的に強化することが求められている。

厚生労働省は、平成26年度より「依存症治療拠点機関設置運営事業(モデ

ル事業)」を実施している。また、平成29年度からは、全国67力所の都道府

県・政令指定都市に専門医療機関を指定すること等を目標にした、「依存症対

策総合支援事業」を実施する。

(医療提供体制に関する検討課題)

第7次医療計画においては、ギャンブル等依存症に対応できる医療機関を明

確にする必要がある。また、ギャンブル等依存症に対応できる専門職の養成や

多職種連携・多施設連携の推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠

点機能の強化を図る必要がある。この際、「依存症治療拠点機関設置運営事業

(モデル事業)」の取組を参考にしつつ、平成29年度より実施する「依存症対

策総合支援事業」を活用すること。

(フ) 外傷後ストレス障害(PTSD)

(患者動態)

平成26年に医療機関を継続的に受療しているPTSDの総患者数は0.3万人1で

あり、平成Ⅱ年の総患者数の0.1万人5から増加傾向にある。

(政策動向)

8 国立研究開発法人日本医療研究開発機構の委託研究「ギャンブル障害の疫学調査、生物学的評価、医

療・福祉・社会的支援のありかたについての研究」(研究代表者松下幸生)(平成28~30年度)
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厚生労働省は、平成8年より災害・事件・事故等によるPTSDへの心のケアの
重要性を鑑みて、PTSDの専門家を養成するために「PTSD対策専門研修」を行っ
てぃる(平成8~27年度における受講者合計:6,466人)。また'「災害等による
ストレス関連疾患対策情報支援センター事業」(国立精神,神経医療研究センタ
一委託)を通じて、災害及び事件、事故等が発生した際に、精神保健福祉センタ
ーや保健所等の自治体を対象に、被災者・被害者の心のケアに関する助言・技術
的支援を行っている。

平成28年4月に策定された第3次犯罪被害者等基本計画(平成28年4月1日
閣議決定)では、被害者への心のケアを提供することの重要性が明記されている。
(医療提供体制に関する検討課題)

第7次医療計画においては、PTSDに対応できる医療機関を明確にする必要が
ある。また、PTSDに対応できる専門職の養成や多職種連携・多施設連携の推進
のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る必要がある。

(8) 高次脳機能障害

(患者動態)

平成玲~平成 17年度に行われた高次脳機能障害支援モデル事業において行わ
れた調査によると、医療機関の受療の有無にかかわらず、高次脳機育部章害者は、
全国に27万人いると推計されている9。

(政策動向)

厚生労働省は、平成18年度より高次脳機能障害及びその関連障害に対する支
援普及事業を地域生活支援事業において実施している。国立障害者りハビリテー
ションセンター内に「高次脳機能障害情報・支援センター」を設置する他、都道
府県の支援拠点機関に相談支援コーディネ」ターを配置し、専門的な相談支援、
関係機関との連携、調整を行っている。自治体職員、福祉事業者、医療関係者を
対象に高次脳機能障害支援に関する研修を行い、地域における高次脳機能障害支
援の普及を図っている。

(医療提供体制に関する検討課題)

第7次医療計画においては、高次脳機能障害に対応できる医療機関を明確にす
る必要がある。また、高次脳機能障害に対応できる専門職の養成や多職種連携・
多施設連携の推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を
図る必要がある。

(9) 摂食障害

(患者動態)

平成26年に医療機関を継続的に受療している摂食障害の総患者数は1.0万人1
であり、平成Ⅱ年の総患者数の 1.1 万人 5から横ばいである。厚生労働科学研
究において、医療機関の受療の有無にかかわらず、摂食障害患者は、女子中学生
の 100 人に1~2人、男子中学生の 1,000 人に2~5人いると推計されている10。
(政策動向)

9 「高次脳機能障害ハンドブックー診断・評価から自立支援まで」(編集中嶋八十一、寺島彰)医学書院
,0 厚生労働科学研究「児童・思春期摂食障害に関する基盤的調査研究」(研究代表者小牧元)(平成21
年度)
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厚生労働省は、平成26年度より摂食障害患者が早期に適切な支援を受けられ

るように、摂食障害治療支援センター設置運営事業を実施している。この事業で

は宮城県、静岡県、福岡県の3県が、地域の診療の拠点となる医療機関を「摂食

障害治療支援センター」として指定し、摂食障害治療支援センターと県の協働に

よって、摂食障害に関する知識・技術の普及啓発、他医療機関への研修・技術的

支援、患者・家族への技林珀勺支援、関係機関との地域連携支援体制構築のための

調整を行っている。また、国立精神・神経医療研究センターを「全国基幹センタ

ー」として指定し、摂食障害治療支援センターの指導・助言、摂食障害治療支援

センターで集積されたデータの分析・評価、全国の医療関係者や養護教諭を対象

とした摂食障害患者の対応に関する研修を行っている。

(医療提供体制に関する検討課題)

第7次医療計画においては、摂食障害に対応できる医療機関を明確にする必要

がある。また、摂食障害に対応できる専門職の養成や多職種連携・多施設連携の

推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る必要があ

る。この際、'「摂食障害治療支援センター設置運営事業(モデル事業)」の取組

を参考にすること。

(10)てんかん

(患者動態)

平成 26年に医療機関を継続的に受療しているてんかんの総患者数は 25.2 万

人 1であり、平成Ⅱ年の総患者数の 23.5 万人 5から増加している。厚生労働科

学研究においては、医療機関の受療の有無にかかわらず、てんかん患者は 1,000

人あたり 7.71人いると推計されているⅡ。

(政策動向)

厚生労働省は、平成 27年度よりてんかん患者が早期に適切な支援を受けられ

るように、てんかん地域診療連携体制整備事業を実施している。この事業では、

宮城県、栃木県、神奈川県、新潟県、静岡県、鳥取県、岡山県、広島県の8つの

県が、地域の診療の拠点となる医療機関を「てんかん診療拠点機関」として指定

し、てんかん診療拠点機関と県との協働によって、てんかんに関する知識の普及

啓発、患者や家族の相談支援及び治療、他医療機関への助言・指導、医療従事者

等への研修、関係機関との地域連携支援体制の構築のための協議会の開催などの

取組を行っている。また、それぞれのてんかん診療拠点機関に、てんかん診療コ

ーディネーターを配置し、患者及び家族に対し相談援助を適切に実施するよう努

めている。さらに、平成 28年度より、国立精神・神経医療研究センターを「て

んかん診療全国拠点機関」として指定し、各拠点機関の指導・助言、てんかん診

療拠点機関で集積されたデータの分析・評価などを行っている。

(医療提供体制に関する検討課題)

第7次医療計画においては、てんかんに対応できる医療機関を明確にする必要

がある。また、てんかんに対応できる専門職の養成や多職種連携・多施設連携の

推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る必要があ

る。この際、「てんかん地域診療連携体制整備試行事業(モデル事業)」の取組

厚生労働科学研究「てんかんの有病率等に関する疫学研究及び診療実態の分析と治療体制の整備に関す11

る研究」(研究代表者大槻泰介)(平成24年度)
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を参考にすること。

(11)精神科救急

(基本情幸脚

精神科救急医療体制整備事業報告に基づく平成27年度の夜間・休日の受診件
数は約4.5 万件、入院件数は約2万件となっており、平成22年度の約 3.6 万件、
約 1.5万件と比較して増力畔頃向にある。また、消防庁の調査では、平成27年中
の疾病分類別収容平均所要時間(入電から医師引継ぎまでの時間)において、
体の平均が39.4分であったのに対して、事故種別が「急病」で、さらに精神疾
患を主な理由として搬送された傷病者の平均は43.1分と長かった12。

(政策動向)

都道府県は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第19条のⅡに基づき、
緊急な医療を必要とする全ての精神障害者が、迅速かつ適正な医療を受けられる
よう、精神科救急医療体制の確保に努める必要がある。都道府県又は政令指定都
市は、精神科救急医療体制整備事業を活用して、精神科救急医療体制連絡調整委
員会を設置し、精神科救急医療施設の確保及びその円滑な運営を図ってきている。
また、精神科救急情報センターを整備し、救急医療情報センターや救急医療機関
や消防機関等からの要請に対し、緊急な医療を必要とする精神障害者の搬送先医
療機関の紹介に努めてきている。厚生労働省は、平成28年度における精神科救
急医療体制整備事業の実施要綱改正により、精神科救急医療圏域単位での精神科
救急医療体制及び身体合併症患者の医療提供体制の確保に向けた検討を実施する
とともに、関係機関(警察、消防、一般救急等)との研修を通じた相互理解の推
進を求めている。

(医療提供体制に関する検討課題)

第7次医療計画においては、精神科救急に対応できる医療機関を明確にする必
要がある。また、精神科救急に対応できる専門職の養成や多職種連携・多施設連
携の推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る必要
がある。また、特定の医療機関に負担が集中しないように、例えば、夜間休日に
おける精神科救急外来(初期救急医療)と精神科救急入院(第二次救急医療、第
三次救急医療)を区分して受入体制を構築する等、地域の実情を踏まえて連携体
制を検討する必要がある。この際、「精神科救急医療体制整備事業」を活用する
こと。

(12)身体合併症

(基本情幸脚

精神病床を有する総合病院における入院患者を対象とした厚生労働科学研究で
は、身体疾患と精神疾患、ともに入院による治療を必要とする患者の発生する割合
は人口万対年間2.5件と推計されている13。救命救急センターの入院患者を対象
とした厚生労働科学研究では、12%の入院患者は何らかの精神科医療を必要とし、
2.2%の入院患者は身体疾患と精神疾患ともに入院による治療を必要とするとの

12 消防庁「救急救助の現況」(平成28年版)

13 厚生労働科学研究「精神科医療、とくに身体疾患や認知症疾患合併症例の対応に関する研究」(研究代
表者黒澤尚)(平成19年度)
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報告がある14。平成27年度の消防庁の調査では、平成26年中の救急出動件数に

おいて、入電から帰署までに2時間以上を要した事案のうち「精神疾患を背景に

有する患者」が 12,105件あり、「在宅独居・施設入所の高齢者」の 13,007件に

次いで搬送時間を延伸する要因となっている15。

(政策動向)

厚生労働省は、平成28年度における精神科救急医療体制整備事業の実施要綱

改正により、精神科救急医療圏域単位での身体合併症患者の医療提供体制の確保

に向けた検討を求めている。また、消防庁主催の「平成28年度救急業務のあり

方に関する検討会」では、精神疾患と身体疾患の合併症による困難事例の円滑な

救急搬送のためには、精神科医療関係者、救急医療関係者、消防関係者等が、平

時から会議等の場を通じて、体制の構築と課題を解決していくことが重要である

との報告がとりまとめられている。

(医療提供体制に関する検討課題)

第7次医療計画においては、精神障害者の身体合併症に対応できる医療機関を

明確にする必要がある。また、精神障害者の身体合併症に対応できる専門職の養

成や多職種連携・多施設連携の推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携

拠点機能の強化を図る必要がある。この際、「精神科救急医療体制整備事業」を

活用すること。

a3)自殺対策

(基本情幸田

警察庁の自殺統計原票を集計した結果によれば、我が国の自殺者数は、平成10

年以降、 H年連続して3万人を超える状態が続いていたが、24年に15年ぶりに3

万人を下回り、 27年は2万4,025人と4年連続で3万人を下回っている3。しかし、

日本の自殺死亡率は、主要国の中で高い水準にあり、依然として厳しい状況にあ

る。特に、年代別の死因順位をみると、15~34歳の各年代の死因の第1位は自殺

となっている3。

(政策動向)

平成 18年6月に自殺対策基本法(平成 18年法律第 85 号)が成立し、自殺対

策基本法に基づき、政府が推進すべき自殺対策の指針として自殺総合対策大綱

(平成 19年6月8日閣議決定)を策定し、その下で自殺対策を総合的に推進し

てきた。また、地域レベルの実践的な取組による生きることの包括的な支援を行

い、自殺対策を総合的かつ効果的に更に推進するため、平成 28年3月に珀殺

対策基本法の一部を改正する法律」(平成28年法律第Ⅱ号。以下「改正法」と

いう。)が成立し、同年4月1日に施行された。改正法においては、基本的施策

が拡充され、良質かつ適切な精神医療が提供される体制の整備や多職種連携の推

進等が新たに規定された。

厚生労働省は、平成 20年度より、噛殺未遂者ケア研修」として、知識及び

技術の普及を目的に、医師等を対象とした研修を実施している。平成 20年~平

成 27年度における受講参加者は、 1,082 人である。また、平成 27年度より、

14 厚生労働科学研究「精神科病棟における患者像と医療内容に関する研究」(研究代表者

18年度)

15 消防庁「平成27年度救急業務のあり方に関する検討会報告書」(平成27年度)
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泊殺未遂者再企図防止事業」として、自殺未遂者の再企図防止を図ることを目
的に、ケースマネージメントの講習を受けた者が、自殺未遂者に対し定期的なフ
オローアップを行う事業を実施している。平成 27年度のケースマネージメント
の講習受講者は、6Ⅱ人である。

(医療提供体制に関する検討課題)

第7次医療計画においては、自殺対策に対応できる医療機関を明確にする必要
がある。また、自殺対策に対応できる専門職の養成や多職種連携・多施設連携の
推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る必要があ
る。加えて、以下の2点について留意されたい。

①自殺の大きな危険因子であるうつ病について、早期発見、早期治療に結びつ
ける取組に併せて、精神科医療提供体制の充実や、地域の精神科医療機関を含
めた保健・医療・福祉・労働・教育・警察等の関係機関・関係団体のネットワ
ークの構築を図ること。

②精神科救急医療体制の充実を通じた自殺未遂者に対する良質かつ適切な治療
の実施、かかりつけ医等の精神疾患の診断・治療技術の向上、かかりつけ医か

ら専門医につなげる医療連携体制の整備を推進すること。

(14)災害精神医療

(基本情幸田

平成29年3月時点で、全国29府県において災害派遣精神医療チーム①PAT)
先遣隊が整備されている。

(政策動向)

平成27年7月の防災基本計画の一部修正において、厚生労働省及び都道府県
は、災害派遣精神医療チームΦPAT)の整備に努めるものとされている。厚生労
働省では、 DPAT事務局事業を通じて、 DPATの平時の訓練と、自治体への技林珀勺
支援、災害発生時の迅速かつ適切な連絡調整等の体制整備を行っている。

(医療提供体制に関する検討課題)

第7次医療計画においては、災害精神医療に対応できる医療機関を明確にする
必要がある。また、災害精神医療に対応できる専門職の養成や多職種連携・多施
設連携の推進のため、地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る
必要がある。

(15)医療観察法における対象者への医療

(基本情報)

平成 17年7月の心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観
察等に関する法律(平成 15年法律第Ⅱ0 号。以下「医療観察法」という。)施
行から平成 27年12月までの地方裁判所の当初審判における入院処遇決定は
2,501件、通院処遇決定は 528件となっている16。平成29年1月1日時点におけ
る入院者数は 729 名であり、その疾病別内訳は、統合失調症等(F2)が約
82.9%、次いで気分障害(F3)が約 7.4%である17。

(政策動向)

16

17

法務省「犯罪白書」(平成 18~27年版)

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課調べ
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指定入院医療機関は、予備病床を含めて全国で800床程度、指定通院医療機関

は各都道府県に最低2力所、人口 100 万人当たり2~3力所程度、指定通院医療

機関として全国で 382 力所を目標として整備を進めている。平成 29年1月1日

時点における指定入院医療機関は全国で 32 力所、予備病床を含めて 825 床と目

標を達成しているが、指定入院医療機関が近隣にない地域が存在している。また、

平成28年12月末日時点における指定通院医療機関は全国で574 力所(5Ⅱ病院、

63 診療所)あるが、都市部を中心に必要数を満たしておらず、必要数を満たし

た地域においても対象者の住み慣れた地域からアクセスが容易な指定通院医療機

関を確保する必要がある。

平成 24年度より、指定入院医療機関の医療の質の向上及び均てん化を図り、

医療観察法対象者の早期の社会復帰を実現するため、指定入院医療機関に従事す

る多職種チームが相互に指定入院医療機関を訪問し、医療体制等の評価や、課題

への助言等の技術交流を行う「心神喪失者等医療観察法指定入院医療機関医療評

価・向上事業」を実施している。

(医療提供体制に関する検討課題)

第7次医療計画においては、医療観察制度に基づく通院医療に対応できる医療

機関を明確にする必要がある。また、入院医療において治療抵抗性統合失調症治

療薬を使用している対象者が円滑に退院できるように、治療抵抗性統合失調症治

療薬の使用可能な指定通院医療機関の一層の確保を図る必要がある。

2 精神疾患の医療体制

平成26年における精神病床を有する病院数は1,643病院であり、このうち精神病

床のみを有する精神科病院数は1,067病院である18。平成26年における精神病床数

は 33 万 8,174床 18であり、平成 11年の 35 万 8,4四床19から減少している。

平成26年における精神科・神経科・心療内科を主たる診療科とする精神科等診療

所数は 3,890診療所18であり、平成 11年の 2,001診療所19から増加している。平成

26年における医師・看護職員・精神保健福祉士をそれぞれ1人以上有している精神

科等診療所数は、383診療所と全体の1割弱である 180

平成26年における精神科及び心療内科を主たる診療科とする精神科等医師数は1

万6,090 人20であり、平成 16年の 1万 3,353 人21から増加している。平成 16年と平

成26年とを比較すると、病院に勤務する精神科等医師数の増加割合は約1.1倍であ

るのに対し、診療所で勤務する精神科等医師数の増加割合は約1.6 倍と、診療所に

勤務する精神科等医師数の方が増加している。

平成26年における精神科訪問看護を行う精神科病院数は1,049病院22であり、平

成19年の946病院23から増加している。平成28年における訪問看護ステーションは

8,613事業所24であり、平成 16年の 4,806事業所25から約 1.8倍に増加している。平

18

19

厚生労働省「医療施設調査」(平成26年)

厚生労働省「医療施設調査」(平成Ⅱ年)

厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」(平成26年)

厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」(平成Ⅱ年)

厚生労働省「精神保健福祉資料」(平成26年)

厚生労働省「精神保健福祉資半斗」(平成19年)

厚生労働省「医療費の動向調査」(平成28年)

厚生労働省「医療費の動向調査」(平成16年)

20

21

22

23

24

25
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成27年における精神科訪問看護を実施している訪問看護ステーションの割合は
59.8%であり、平成 18年の 35.5%から増加している26。

第2 医療体制の構築に必要な事項

1 目指すべき方向

前記「第1 精神疾患の現状」を踏まえ、精神障害にも対応した地域包括ケアシス
テム及び、多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築を進める。

①精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

①精神科医療機関、その他の医療機関、地域援助事業者、市町村などとの重層的
な連携による支援体制の構築

②本人の意思の尊重と、1CFの基本的考え方※を踏まえながら、多職種協働によ
る支援体制の構築

※ ICF (国際生活機能分類 WH02001年:1nte血肌ional classification of

Functioning, Disabi1北y and Health)では、人が生きていくための機能全体
を「生活機能」としてとらえる。「生活機能」は、①体の働きや精神の働きで
ある「心身機能」、②ADL・家事・職業能力や屋外歩行といった生活行為全般
である「活動」、③家庭や社会生活で役割を果たすことである「参加」の3つ
の要素から構成される。それぞれの要素を評価し、それぞれの要素にバランス

よく働きかけることが重要である。

②多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築

①多様な精神疾患等ごとに患者に応じた質の高い精神科医療を提供できる体制の
構築

②多様な精神疾患等ごとに病院、診療所、訪問看護ステーション等の役割分担・
連携を推進するための体制の構築

2 各医療機能と連携

前記「1 目指すべき方向」を踏まえ、精神疾患の医療体制に求められる医療機能
を下記(1)から(3)に示す。

都道府県は、多様な精神疾患等ごとに各医療機能の内容帽標、医療機関に求めら
れる事項)について、地域の実情に応じて柔軟に設定する。

①地域精神科医療提供機能

①目標

・患者本位の精神科医療を提供すること

・ 1CFの基本的考え方を踏まえながら多職種協働による支援を提供すること

・地域の保健医療福祉介護の関係機関との連携・協力を行うこと

②医療機関に求められる事項 q列)

・患者の状況に応じて、適切な精神科医療(外来医療、訪問診療を含む。)を
提供するとともに、精神症状悪化時等の緊急時の対応体制や連絡体制を確保す

J

ること

26 厚生労働科学研究「精神疾患の医療計画と効果的な医療連携体制構築の推進に関する研究」(研究代表
者河原和夫)(平成27年度)
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・精神科医、薬剤師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士、臨床心理技術者

等の多職種によるチームによる支援体制を作ること

・医療機関(救急医療、周産期医療を含む。)、障害福祉サービス事業所、相談

支援事業所、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター等と連携し、生活の
場で必要な支援を提供すること

②地域連携拠点機能

①目標

・患者本位の精神科医療を提供すること

・ 1CFの基本的考え方を踏まえながら多職種協働による支援を提供すること

・地域の保健医療福祉介護の関係.機関との連携・協力を行うこと

・医療連携の地域拠点の役割を果たすこと

・情報収集発信の地域拠点の役割を果たすこと

・人材育成の地域拠点の役割を果たすこと

・地域精神科医療提供機能を支援する役割を果たすこと

②医療機関に求められる事項 q列)

・患者の状況に応じて、適切な精神科医療(外来医療、訪問診療を含む。)を

提供するとともに、精神症状悪化時等の緊急時の対応体制や連絡体制を確保す
ること

・精神科医、薬剤師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士、臨床心理技術者

等の多職種によるチームによる支援体制を作ること

・医療機関(救急医療、周産期医療を含む。)、障害福祉サービス事業所、相談

支援事業所、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター等と連携し、生活の

場で必要な支援を提供すること

・地域連携会議の運営支援を行うこと

・積極的な情報発信を行うこと

・多職種による研修を企画・実施すること

・地域精神科医療提供機能を担う医療機関からの個別相談への対応や、難治性

精神疾患・処遇困難事例の受入対応を行うこと

(3)都道府県連携拠点機能

①目標

・患者本位の精神科医療を提供すること

・ 1CFの基本的考え方を踏まえながら多職種協働による支援を提供すること

・地域の保健医療福祉介護の関係機関との連携・協力を行うこと

・医療連携の都道府県拠点の役割を果たすこと

・情報収集発信の都道府県拠点の役割を果たすこと

・人材育成の都道府県拠点の役割を果たすこと

・地域連携拠点機能を支援する役割を果たすこと

②医療機関に求められる事項(例)

・患者の状況に応じて、適切な精神科医療(外来医療、訪問診療を含む。)を

提供するとともに、精神症状悪化時等の緊急時の対応体制や連絡体制を確保す
ること

・精神科医、薬剤師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士、臨床心理技術者

等の多職種によるチームによる支援体制を作ること
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・医療機関(救急医療、周産期医療を含む。)、障害福祉サービス事業所、相談
支援事業所、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター等と連携し、生活の
場で必要な支援を提供すること

・地域連携会議を運営すること

・積極的な情報発信を行うこと

・専門職に対する研修プログラムを提供すること

・地域連携拠点機能を担う医療機関からの個別相談への対応や、難治性精神疾
患・処遇困難事例の受入対応を行うこと

第3 構築の具体的な手順

1 現状の把握

都道府県は、精神疾患の医療体制を構築するに当たって、(1)及び(2)に示す項目を
参考に、患者動向、医療資源及び医療連携等について、現状を把握する。

さらに、(3)に示す、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムご
とに分類された指標例により、数値で客観的に現状を把握する。

なお、(1)~(3)の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他必要

に応じて調査を追加されたい。

a)患者動向に関する情報

・こころの状態(国民生活基礎調査)

・精神疾患を有する総患者数の推移(入院外来別内訳、年齢階級別内訳、疾病別
内訳)(患者調査、精神保健福祉資料)

・精神病床における入院患者数の推移(年齢階級別内訳、疾患別内訳、在院期間
別内訳、入院形態別内訳)(患者調査、精神保健福祉資料)

・精神病床における急性期入院患者(3ケ月未満)の年齢階級別入院受療率の推
移(患者調査)

・精神病床における回復期入院患者(3ケ月以上1年未満)の年齢階級別入院受

療率の推移(患者調査)

・精神病床における慢性期入院患者(1年以上)の年齡階級別入院受療率の推移
(疾患別内訳)(患者調査)

・精神病床における早期退院率(精神保健福祉資料)

・ 3ケ月以内再入院率(精神保健福祉資料)

・自殺死亡率(人口動態統計、都道府県別年齢調整死亡率(業務・加工統計))

②医療資源・連携等に関する情報

・従事者数、医療機関数(病院報告、医療施設調査、精神保健福祉資料)
・往診・訪問診療を提供する精神科病院・診療所数(医療施設調査)
・精神科訪問看護を提供する病院・診療所数(医療施設調査、精神保健福祉資料)
・精神科救急医療施設数(事業報告)

・精神医療相談窓口及び精神科救急情報センターの開設状況(事業報告)

・医療観察法指定通院医療機関数

③指標による現状把握

別表5に掲げるような、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカ

ムごとに分類された指標例により、地域の医療提供体制の現状を客観的に把握し、
医療計画に記載する。

ノノ
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2 圏域の設定

(1)都道府県は、精神疾患の医療体制を構築するに当たって、「第2 医療体制の構

築に必要な事項」を基に、前記「1 現状の把握」で収集した情報を分析し、多様

な精神疾患等ごとに求められる医療機能を明確にして、精神疾患患者の病期及び状

態に応じて、求められる医療機能を明確にして、圏域(精神医療圏)を設定する。

(2)医療機能を明確化するに当たって、ひとつの施設が複数の機能を担うこともあり

得る。

(3)圏域(精神医療圏)を設定するに当たっては>患者本位の医療を実現していける

よう、二次医療圏を基本としつつ、それぞれの医療機能及び地域の医療資源等の実

情を勘案して弾力的に設定する。

④検討を行う際には、地域医師会等の医療関係団体、現に精神疾患の診療に従事す

る者、消防防災主管部局、福祉関係団体、住民・患者及びその家族、市町村等の各

代表が参画する。

3 連携の検討

(1)都道府県は、精神疾患の医療体制を構築するに当たって、多様な精神疾患等ごと

に、患者本位の医療を提供できるよう、精神科医療機関、その他の医療機関、保

健・福祉等に関する機関、福祉・介護サービス施設及び事業所、ハローワーク、地

域障害者職業センター等の地域の関係機関の連携が醸成されるよう配慮する。

また、精神科医療機関、その他の医療機関、消防機関、地域医師会、保健・福祉

等に関する機関等の関係者は、診療技術や知識の共有、診療情報の共有、連携する

医療機関・保健・福祉等に関する機関・医師等専門職種の情報の共有に努める。

さらに、都道府県は、多様な精神疾患等ごとに対応できる医療機関を明確にする

とともに、専門職の養成や多職種連携・多施設連携の推進のため、地域連携拠点機

能及び都道府県連携拠点機能の強化を図るように努める。この際、多様な精神疾患

等ごとに都道府県連携拠点機能を有する医療機関が1箇所以上あることが望ましい。

(2)保健所は、「地域保健法第4条第1項の規定に基づく地域保健対策の推進に関す

る基本的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療

計画の作成及び推進における保健所の役割について」(平成19年7月20日付け健

総発第0720001号厚生労働省健康局総務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実

施に向けて、地域医師会等と連携して医療機関相互の調整を行うなど、積極的な役

割を果たすこと。

また、精神保健福祉センターにおいては、「精神保健福祉センター運営要領につ

いて」(平成8年1月19日付け健医発第57号厚生労働省保健医療局長通知)を参

考に、精神保健福祉関係諸機関と医療機関等との医療連携の円滑な実施のため、"月

神保健に関する専門的立場から、保健所及び市町村への技術指導や技術援助、関係

諸機関と医療機関等との調整を行うなど、積極的な役割を果たすこと。

(3)医療計画には、、原則として、多様な精神疾患等ごとに各医療機能を担う関係機関

(病院、診療所、訪問看護ステーション等)の名称を記載する。ひとつの関係機関

が複数疾患の医療機能を担うこともある。できる限り住民目線の分かりやすい形式

でとりまとめ、周知に努めること。

4 課題の抽出

62



都道府県は、「第2 医療体制の構築に必要な事項」を踏まえ、「1 現状の把握」
で収集した情報や指標により把握した数値から明確となった現状について分析を行い、
精神疾患に係る地域の医療体制の課題を抽出し、医療計画に記載する。
その際、現状分析に用いたストラクチャー、プロセス、アウトカム指標の'関連性も
考慮し、多様な精神疾患等ごとの医療機能も踏まえ、可能な限り精神医療圏ごとに課
題を抽出する。

5 数値目標

都道府県は、精神疾患に係る良質かつ適切な医療を提供する体制について、事後に
定量的な比較評価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、地
域の実情に応じた目標項目やその数値目標、目標時期について別添を踏まえて設定し、
医療計画に記載する。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本
方針第九に掲げる諸計画に定められる目標を反映するものとする。
なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に精神医療圏の課題を解決
するために必要な目標を設定することとする。

6 施策

数値目標の達成には、課題に応じた施策・事業を実施することが重要である。都道
府県は、「4 課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成
するために行う施策・事業について、医療計画に記載する。

7 評価

計画の実効性を高めるためには、評価を行し・、、必要に応じて計画の内容を見直すこ
とが重要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画の評価を
行う組織や時期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策・事業の進捗状況の
評価にっいては、 1年ごとに行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状
把握に用いた指標の状況にっいて、少なくとも3年ごとに調査、分析及び評価を行い、
必要があるときは、都道府県はその医療計画を変更することとする。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況
を周知する必要がある。このため、指標による現状把握、目標項目、数値目標、施策
やその進捗状況、評価体制や評価結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよ
う努めるものとする。
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我が国の救急医療の需要は増加傾向にある。救急搬送人数を例に取ると平成27年には

過去最多の約548万人となっており1、この傾向は今後も続くことが予想される2。救急医

療資源に限りがある中で、この需要に対応しつつ、より質の高い救急医療を提供するため

には、地域の救急医療機関が連携し、地域が一体として小児救急、周産期救急、精神科救

急を含め、すべての救急患者に対応できる救急医療体制を構築することが重要である。

本指針では、「第1 救急医療の現状」で救急医療の需要及び供給体制について概観し、

次に「第2 医療体制の構築に必要な事項」でどのような医療体制を構築すべきかを示し

ている。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 構築の具体的な手順」に則して、地域の現

状を把握・分析し、また必要となる医療機能を理解した上で、地域の実情に応じて圏域を

設定し、その圏域ごとの医療機関とさらにそれらの医療機関間の連携の検討を行い、最終

的には都道府県全体で評価まで行えるようにする。

救急医療の体制構築に係る指針

第1 救急医療の現状

1 救急医療をとりまく状況

わが国における救急医療の受療動向は、およそ以下のとおりになっている。

(1)救急患者数

一日の救急患者※は、全国で約5.9万人であり、うち約 1.2万人が入院している

と推測される3。

※救急患者

救急車等によって救急搬送される患者や、休日・夜間等の通常の診療時間外

に医療機関を受診する患者等を指す。

②救急搬送数

救急搬送人員は、平成17年に約496万人であったが、平成27年には約548万人

(52万人、 10.5%増)を数えるなど、増加傾向にある 1。その背景として、高齢化

の進展、国民の意識の変化等が挙げられている。

(3)高齢患者の増加

救急搬送された高齢者 q茜価歳以上)についてみると、平成17年には約220万

人であったが、平成27年には、約310万人を数え、この 10年間で約90万人増と

なっている。今後も、高齢化の進展とともに救急搬送件数は増大し、救急搬送に占

める高齢者の割合も増加するものと見込まれる。

④疾病構造の変化

昭和 41年には、救急搬送全体のおよそ半数を交通事故等による外傷患者が占め、

急病は39.9%(15.3 万人)を占めるに過ぎなかった。ところが、平成 17年には急

病が 59.4%(294 万人)、平成27年には、 63.フ%(3四万人)を占めるに至り 1、

この10年間で急病の救急搬送人員は弱万人増加している。今後も急病の対応が増

加するものと見込まれる。

、

消防庁「平成28年版救急・救助の現況」(平成28年12月)

消防庁「平成27年度救急業務のあり方に関する検討会報告書」(平成28年)

厚生労働省「患者調査」表番号20及び21(平成26年)
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(5)重症患者の動向

平成27,年における急病の救急搬送人員のうち、「重症」と「死亡」に分類された
数をみると、明畄疾患」(6.9 万人)、「心疾患等」(8.1万人)となっている。また、
急病のうち死亡が最も多いのは、「心疾患等」(38.0%)である 1。

したがって、重症患者の救命救急医療体制を構築するに当たって、重症外傷等の
外因性疾患への対応に加えて、脳卒中、急性心筋梗塞等の生活習慣病に起因する急
病への対応が重要である。

⑥軽症患者の動向

救急搬送される傷病者で急病に分類されるもののうち、診療の結果として帰宅可
能な「軽症」が50%程度を占める。この中の一部には不要不急にもかかわらず安
易に救急車を利用している例も散見される2。救急車の不要不急な利用は、救急搬
送を実施する消防機関に負担をかけるのみならず、救急医療機関にも過分な負担を
かけることになり、ひいては真に救急対応が必要な者への救急医療に支障を来す結
果となる。このことについて、住民に理解を促すことが重要である。

このような状況に対して、総務省消防庁においては、「救急受診ガイド」等の活

用により国民の理解を求める等、救急車等のより適切な利用を促すための啓発活動
が行われてぃる他、緊急性の高い傷病者に確実に救急医療資源を提供するため、傷
病の緊急度に応じた適切な救急対応について相談に応じる電話相談事業が進められ
ている。

⑦精神科救急医療の動向

各都道府県において、地域の実情に応じた精神科救急医療体制が整備されている。
精神病床を有する総合病院における入院患者を対象とした厚生労働科学研究では、

身体疾患と精神疾患、ともに入院による治療を必要とする患者の発生する割合は人口
万対年間2.5件と推計されている4。救命救急センターの入院患者を対象とした厚
生労働科学研究では、12%の入院患者は何らかの精神科医療を必要とし、2.2%の
入院患者は身体疾患と精神疾患ともに入院による治療を必要とするとの報告5があ
る。

また、消防庁の調査では、平成27年中の疾病分類別収容平均所要時間(入電か
ら医師引継ぎまでの時間)において、全体の平均が39.4分であったのに対して、

事故種別が「急病」で、さらに精神疾患を主な理由として搬送された傷病者の平均
は約43.1分と長かった1。このように精神疾患を主な理由として搬送された傷病者
の搬送に時間を要している現状があり、適切なトリアージと精神科救急体制との連
携が必要とされている。

2 救急医療の提供体制

救急医療の提供体制は、およそ以下のとおりになっている。

①病院前救護活動

①市民への救急蕪生法の普及と、自動体外式除細動器(AED)の設置

飾

4 厚生労働科学研究「精神科医療、とくに身体疾患や認知症疾患合併症例の対応に関する研究」(主任研究
者黒澤尚)(平成 19年)

5 厚生労働科学研究「精神科病棟における患者像と医療内容に関する研究」(主任研究者保坂隆)(平成
18年)



これまで様々な主体によって、救急蕪生法の講習が行われてきた。例えば、消

防機関が主体となって実施する普通救命講習だけでも、平成27年中、136万人

が受講している 1 0

この結果、平成27年中に救急隊員によって搬送された心肺機能停止傷病者の

およそ48.1%に対して家族等による人工呼吸や胸骨圧迫等の救急蘇生法が実施

されており、その割合は毎年上昇している 1。

平成16年より一般住民の使用が可能となったA即については市中(病院外)

での設置が急速に広がり、全国で60万台(累積)が設置されるに至り6、地域住

民の病院前救護活動への参加が今後さらに期待される。

②消防機関による救急搬送と救急救命士及びメディカルコントロール体制

救急隊は、原則として、一定の応急処置に関する教育を受けた3名以上の救急

隊員により構成されている。 1隊につき1名以上の救急救命士が配置されること

を目標に救急隊の質の向上が図られており、平成28年4月には98.4%の救急隊

で救急救命士が同乗している1。

救急救命士については、メディカルコントロール体制の整備を条件として、救

急救命処置の範囲が拡大され、平成26年4月からは心肺機能停止前の傷病者に

対する輸液等が可能となった。

傷病者への対応については、救急救命士を含む救急隊員(以下「救急救命士等」

という。)の標準的な活動内容を定めたプロトコール q舌動基準)が策定され、

全国に普及している。これによって、救急救命士等が傷病者に対してより適切に

観察、判断、処置を行えるようになり、救急救命士等の資質が向上し、業務が標

準化された。

これらプロトコールの作成、薬剤投与等を行う救急救命士への指示・助言及び

救急救命士の行った活動の事後検証等を行うメディカルコントロール体御ドにつ

いては、各都道府県にメディカルコントロール協議会を設置するなど、全国的に

整備されてきた。しかし地域によっては、プロトコールの策定状況の見直しを定

期的に行っていないところもあるなど、その活動実態には地域差があることが指

摘されている7。

※メディカノレコントローノレ体制

病院前救護におけるメディカルコントロール体制とは、①事前プロトコー

ルの策定、②救急救命士に対する医師の指示体制及び救急活動に対する指

導・助言体制、③救急救命士の再教育及び④救急活動の医学的観点からの事

後検証体制のことであり、これらの充実を図ることにより、病院前救護に関

わる者の資質向上と地域における救命効果の更なる向上を目的とする。これ

らに加えて、メディカルコントロール協議会の役割として、⑤地域の救急搬

送体制及び救急医療体制に係る検証、⑥傷病者の受入れに係る連絡体制の調

整等救急搬送体制及び救急医療体制に係る調整を行うこととしている。適正

な搬送先の選定や円滑な救急搬送受入体制の構築に向け、メディカルコント

ロール協議会等をさらに活用する必要がある。

6 厚生労働科学研究「心臓突然死の生命予後・機能予後を改善させるための一般市民によるA即の有効活

用に関する研究(主任研究者坂本哲也)(平成27年度)

7 消防庁「メディカルコントロール体制に関する実態調査結果(解説版)」(平成28年12月28日)
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平成13年以降、メディカルコントロール体制の整備が進められ、全都道
府県と243地域にメディカルコントロール協議会が設置されている(平成
28年10月現在)。

③搬送手段の多様化とその選択

従来の救急車に加え、ドクターカーや救急医療用へりコプター(ドクターヘ
り)※、消防防災へりコプター等の活用が広まりつつぁる。

へりコプターによる救急搬送にっいては、ドクターへりが40道府県四機(平
成29年2月現在)で運用され年間24千件(平成27年度)の出動件数を数え、
消防防災へりコプターにっいても全国で76機(平成27年10月現在)が運用さ
れ、救急搬送のために、年間 3.5千件近く出動している 1。

今後も、緊急度が高く、患者の治療を行う医療機関への搬送が長距離におよぶ
患者に対しては、へりコプター等の利用が期待される。

※救急医療用へりコプター(ドクターへり)について

救急医療用へりコプター(ドクターへり)を用いた救急医療が傷病者の救
命、後遺症の軽減等に果たす役割の重要性をかんがみ、ドクターへりを用い
た救急医療の全国的な確保を図ることを目的に、救急医療用へりコプターを
用いた救急医療の確保に関する特別措置法(平成19年法律第103号)が、
平成19年6月27日に施行された。

都道府県が医療計画を策定するに当たって、ドクターへりを用いた救急医
療の確保にっいて定めるとき又は変更するときには、「救急医療用へりコプ
ターを用いた救急医療を提供する病院に関する事項」について記載すること、

堵"道府県において達成すべき救急医療用へりコプターを用いた救急医療の
確保に係る目標に関する事項」及び「関係者の連携に関する事項」について
記載することに努めることが求められる。

④傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関する基準(実施基準)の策定と実
施

平成18年から平成20年にかけて、搬送先の病院を探して複数の救急医療機関
に電話等で問い合わせても受入医療機関が決まらない、いわゆる受入医療機関の
選定困難事案が発生したことを契機として、平成21年5月に消防法(昭和23年
法律第186号)が改正され、都道府県に、傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実
施に関する基準(以下「実施基準」という。)の策定及び実施基準に係る協議、
調整等を行う協議会(以下「法定協議会」という。)の設置等が義務付けられて
いる。現在、全ての都道府県において実施基準が策定済みとなっており、今後は、
実施基準のより円滑な運用及び改善が必要なため、'法定協議会(メディカルコン
トロール協議会等をこれに位置付けることも可能)において実施基準に基づく傷
病者の搬送及び受入れの実施状況の調査及び検証を行い、必要があるときは基準
の見直しを行うなどにより、傷病者の状況に応じた適切な搬送及び受入体制を構
築することが期待される。

一方、受入医療機関の選定困難事案は依然存在していると指摘されている。
救急医療機関が搬送に応じられない原因として「手術中・患者対応中」、「処置
困難」、「ベッド満床」、「専門外」、「医師不在」等が挙げられている8。

8 消防庁「平成27年中の救急搬送における医療機関の受入状況等実態調査の結果」(平成26年12月)
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との問題を改善するためには、受入困難の原因を詳細に把握分析し、それぞれ

の地域の実状に応じて消防機関と救急医療機関(小児救急、周産期救急、精神科

救急を含む。)とが一体となり対応する必要がある。

なお、救急医療機関から情報を収集し、医療機関や消防機関等へ必要な情報提

供を行い、救急医療に関わる関係者の円滑な連携を構築することを目的に、救急

医療情報センターを整備L、診療科別医師の在否や、手術・処置の可否、病室の

空床状況等の情報を共有している。実施基準の運用により受入医療機関の選定困

難事案を解消していくためには、これらの取組について、地域に即してより実効

的、有効的に改善していく必要がある。

②救命救急医療機関(第三次救急医療機関)

①救命救急センター

救命救急医療を担う救命救急センターは、当初100万人に1か所を目途に整備

してきた。

現在、全国に284か所(平成29年1月現在)の施設が指定されている。

②脳卒中や急性心筋梗塞等に対する救急医療

救命救急センターを有する病院においては、脳卒中や急性心筋梗塞等の専門的

な医療のみならず、重症外傷やその他の複数診療科にまたがる重篤な患者への医

療が提供されてきた。ただし、脳卒中や急性心筋梗塞の医療は、救命救急センタ

ーを有する病院以外の病院等においても行われている。

今後も、これらの医療機関を含めて、それぞれの疾患の特性に応じた救急医療

体制を構築する必要がある。佃畄卒中及び心筋梗塞等の心血管疾患については、

それぞれの医療体制構築に係る指針を参照)

③アクセス時間を考慮した体制の整備

救急医療(特に、脳卒中、急オ生心筋梗塞、重症外傷等の救命救急医療)におい

ては、アクセス時間(発症から医療機関で診療を受けるまでの時間)の長短が、

患者の予後を左右する重要な因子のーつである。

従って、特に救命救急医療の整備に当たっては、どこで患者が発生したとして

も一定のアクセス時間内に、適切な医療機関に到着できる体制を整備する必要が

ある。

なお、アクセス時間は、単に医療機関までの搬送時間ではなく、発症から適切

な医療機関で適切な治療が開始されるまでの時間として捉えるべきである。

一定の人口規模を目安にしつつも、地理的な配置を考慮して、地理情報システ

ム(GIS※)等の結果を参考に、地理的空白地帯を埋める形で、適切な治療が可能

な救命救急医療機関の整備を進める必要がある。

なお、救命救急医療を必要とする患者の発生がそれほど見込めない場合や、十

分な診療体制を維持できない場合は、例えば、ドクターへりや消防防災へりコプ

ターで患者搬送を行うといった搬送手段の工夫によりアクセス時間を短縮する等

して、どの地域で発生した患者についても、一定のアクセス時間内に、必要な救

命救急医療を受けられる体制を構築する必要がある。

今後新たに救命救急医療施設等の整備を進める際には、前記視点に加え、一施

設当たりの患者数を一定以上に維持する等して質の高い救急医療を提供すること

が重要である。

※ GIS (Geographic lnformation system)
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地図に相当する地理情報のデータベースと、表示、案内、検索等の機能を
一体とするコンピュータシステムのこと。当該システムの活用により、救急
医療機関までのアクセス時間等を計算することが可能となる。

④いわゆる「出口の問題」

前述の受入医療機関の選定困難事案の原因のひとつに、「ベッド満床」が挙げ
られている。

その背景として、救急医療機関(特に救命救急医療機関)に搬入された患者が
救急医療用の病床を長期間使用することで、救急医療機関が新たな救急患者を受
け入れることが困難になる、いわゆる救急医療機関の「出口の問題」が指摘され
ている。

具体的には、急性期を乗り越えたものの、重度の脳機能障害(遷延性意識障害
等)の後遺症がある場合や、合併する精神疾患によって一般病棟では管理が困難
である場合、さらには人工呼吸管理が必要である場合などに、自宅への退院や他
の病院等への転院が困難とされている。

この問題を改善するには、急性期を脱した患者で、重度の後遺症等により在宅
への復帰が容易でない患者を受け入れる医療機関や介護施設等と、救命救急医療
機関との連携の強化が必要である。

また、同様の問題として、救命救急センターを有する病院において、院内の連
携が十分でない等の理由により、急性期を乗り越えた救命救急センターの患者が、
一般病棟へ円滑に転床できずに、救命救急センターにとどまり、結果として救命
救急センターでありながら新たな重症患者を受け入れることができないといった

点も指摘されている。これについても、救命救急医療の機能は病院全体で担う責
任があるという観点から、院内における連携体制を強化していく必要がある。

③入院を要する救急医療を担う医療機関(第二次救急医療機関)

これまで、病院群輪番制病院や共同利用型病院等の整備が進められ、地域の入院
機能を担う救急医療機関の確保が図られてきた。

多くの地域でこれらの体制が取られているが、その活動の実態は様々である。例
えば病院群輪番制において、輪番日であっても救急患者をほとんど受け入れない救
急医療機関がある一方で、輪番日にかかわらず多くの救急患者を受け入れている救
急医療機関があり、輪番制という実態を伴わない地域もある9。

今後は、活動の実態に即して、救急医療機関としての役割を評価していく必要が
ある。

また、輪番制病院制度は、地域の救急医療を担う人材や設備が限られている中で、
医療資源を分散して整備する必要があることや、住民・消防機関にわかりにくいと
いった問題もあり、一年を通じて、診療科に係わらず広く救急医療を行う医療機関
について検討する必要がある。

脳卒中や急性心筋梗塞等に対する専門的な医療については、救命救急センター以
外の救急医療機関においても実施してきたことについて前述したが、これらの病院
も含め、救急搬送される患者の大部分が、入院を要する救急医療を担う医療機関へ
搬送されており1、当該医療機関の更なる充実が重要である。

④初期救急医療を担う医療機関(初期救急医療機関)

9 厚生労働省「救急医療対策事業調査」(平成27年)
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初期救急医療は、診療所及びそれを補完する休日夜間急患センターや在宅当番医

制において、地域医師会等の協力により実施され、救急搬送を必要としない多くの

救急患者の診療を担ってきた実績がある。

しかし、曜日、時間帯や初期救急を担う医療機関の診療科などにより、入院を要

する救急医療を担う医療機関に、多くの軽症患者が直接受診することもあり、結果

として、入院を要する救急医療を担う医療機関が本来担うべき救急医療に支障を来

す可能性が指摘されている。今後も軽症患者の救急需要の増大が予想される中、地

域の実情に応じた初期救急医療を構築する必要がある。

⑤精神科救急医療体制と一般救急医療機関等との連携

都道府県は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123

号)第19条のⅡに基づき、緊急な医療を必要とする全ての精神障害者が、迅速か

つ適正な医療を受けられるよう、精神科救急医療体制の確保に努める必要がある。

都道府県又は政令指定都市は、精神科救急医療体制整備事業を活用して、精神科救

急医療体制連絡調整委員会を設置し、精神科救急医療施設の確保や円滑な運営を図

つてきている。また、精神科救急情報センターを整備し、救急医療情報センターや

救急医療機関や消防機関等からの要請に対し、緊急な医療を必要とする精神障害者

の搬送先医療機関の紹介に努めてきている。

平成28年度における精神科救急医療体制整備事業の実施要綱改正により、精神

科救急医療圏域単位での精神科救急医療体制及び身体合併症患者の医療体制の確保

に向けた検討を実施するとともに、関係機関(警察、消防、一般救急等)との研修

を通じた相互理解の推進を求めている。

さらに、自殺対策基本法(平成18年法律第85号)に定める珀殺総合対策大綱」

(平成 19年6月8日閣議決定)に基づき、自殺未遂者の再度の自殺を防ぐために、

救急医療施設における精神科医等の専門職からなるチームによる診療体制、精神保

健指定医による診療協力体制等の充実を図る必要がある。

第2 医療体制の構築に必要な事項

1 目指すべき方向

前記「1 救急医療の現状」を踏まえ、個々の役割と医療機能、それを満たす各関

係機関、さらにそれら関係機関相互の連携により、病院前救護活動から社会復帰まで

の医療が連携し継続して実施される体制を構築する。

①適切な病院前救護活動が可能な体制

①本人・周囲の者による必要に応じた速やかな救急要請及び救急蕪生法の実施

②メディカルコントロール体制の整備による救急救命士等による適切な活動(観

察・判断・処置)の実施

③実施基準に基づく適切な傷病者の搬送及び医療機関の受入れ

④地域住民の救急医療への理解

(2)重症度・緊急度に応じた医療が提供可能な体制

①患者の状態に応じた適切な救急医療の提供

②救急医療に係る資源の効率的な配置とアクセス時間を考慮した整備

③必要に応じて、より高度・専門的な救急医療機関へ速やかに紹介できる連携体

制

④脳卒中・急性心筋梗塞・重症外傷等の、それぞれの疾患に応じた医療体制
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⑤急性期を乗り越えた救命救急センターの患者を、一般病棟へ円,滑に転棟できる
体制

(3)救急医療機関等から療養の場へ円滑な移行が可能な体制

①救命期を脱するも、重度の合併症、後遺症のある患者が、救急医療施設から適
切な医療機関に転院できる体制

②重度の合併症、後遺症のある患者が、介護施設・在宅で療養を行う際に、医療
及び介護サービスが相互に連携できる体制

③地域包括ケアシステムの構築に向け、救急医療機関の機能と役割を明確にし、
地域で連携したきめ細やかな取組を行うことができる体制

2 各医療機能と連携

前記「1 目指すべき方向」を踏まえ、救急の医療体制に求められる医療機能を下
記(Dから(5)に示す。

都道府県は、各医療機能の内容帽標、医療機関等に求められる事項等)について、
地域の実情に応じて柔軟に設定する。

①病院前救護活動の機能【救護】

①目標

・.患者あるいは周囲の者が、必要に応じて、速やかに救急要請及び救急蘇生法
を実施すること

・メディカルコントロール体制の整備により、救急救命士等の活動が適切に実
施されること

・実施基準の運用により、傷病者の搬送及び医療機関への受入れが適切に行わ
れること

・地域住民の救急医療への理解を深める取組が行われること

②関係者に求められる事項

ア住民等

・講習会等の受講により、傷病者に対する応急手当、A即の使用を含めた救
急蘇生法が実施可能であること

・傷病者の救護のため、必要に応じて適切かつ速やかに救急要請を行うこと、
あるいは適切な医療機関を受診すること

・日頃からかかりつけ医を持ち、また、電話による相談システムを用いて、

適切な医療機関の受診、適切な救急車の要請、他の交通手段の利用等を判断
すること

イ消防機関の救急救命士等

・住民等に対し、応急手当、A即の使用を含めた救急蕪生法等に関する講習
会を実施すること

・脳卒中、急性心筋梗塞等、早期の救急要請が必要な疾患について関係機関
と協力して住民教育の実施を図るこど

・搬送先の医療機関の選定に当たっては、実施基準等により、事前に各救命
救急医療機関の専門性等を把握すること

.地域メディカルコントロール協議会により定められたプロトコールに則し、
心肺機能停止、外傷、急病等の患者に対して、適切な観察・判断・処置を実
施すること
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・搬送手段を選定し、適切な急性期医療を担う医療機関を選定し、傷病者を

速やかに搬送すること

・緊急な医療を必要とする精神疾患を有する患者等の搬送に当たっては、精

神科救急、情報センターを活用し、精神科救急医療体制と十分な連携を図るこ
と

ウメディカノレコントロール協議会

・救急救命士等の行う処置や、疾患に応じた活動プロトコールを策定し、事

後検証等によって随時改訂すること

・実施基準を踏まえ、搬送手段を選定し、適切な医療機関に搬送するための

プロトコールを策定し、事後検証等によって随時改訂するとと

・医師から救急救命士に対する直接指示・助言体制が確立されていること

・救急救命士等への再教育を実施するとと

・ドクターカーやドクターヘリ等の活用の適否について、地域において定期

的に検討すること

・ドクターへりや消防防災へりコプター等の活用に際しては、関係者の連携

について協議する場を設け、効率的な運用を図ること

・地域包括ケアシステムの構築に向け、第二次救急医療機関等の救急医療機

関、かかりつけ医や介護施設等の関係機関が連携・協議する体制を、メディ

カルコントロール協議会等を活用して構築し、より地域で連携したきめ細や
かな取組を進めること

・必要に応じて年間複数回以上協議会を開催すること

②救命救急医療機関(第三次救急医療)の機能【救命医療】
①目標

・ 24時間 365日、救急搬送の受入れに応じること

・患者の状態に応じた適切な情報や救急医療を提供すること

②医療機関に求められる事項

緊急性・専門性の高い脳卒中、急、性心筋梗塞等や、重症外傷等の複数の診療科

領域にわたる疾病等、幅広い疾患に対応して、高度な専門的医療を総合的に実施

する。

その他の医療機関では対応できない重篤患者への医療を担当し、地域の救急患

者を最終的に受け入れる役割を果たす。

また、救急救命士等へのメディカルコントローノレや、救急医療従事者への教育

を行う拠点となる。

なお、医療計画において救命救急医療機関として位置付けられたものを救命救

急センターとする。

・脳卒中、急性心筋梗塞、重症外傷等の患者や、複数の診療科にわたる重篤な

救急患者を、広域災害時を含めて24時間365日必ず受け入れることが可能で
あること

・集中治療室(1C山、心臓病専用病室(CCU)、脳卒中専用病室(SCの等を備

え、常時、重篤な患者に対し高度な治療が可能なこと

・救急医療について相当の知識及び経験を有する医師が常時診療に従事してい

ること(救急科専門医等)

・必要に応じ、ドクターへり、ドクターカーを用いた救命救急医療を提供する
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・救命救急に係る病床の確保のため、一般病棟の病床を含め、医療機関全体と
してべッド調整を行う等の院内の連携がとられていること

・急性期のりハビリテーションを実施すること

・急性期を経た後も、重度の脳機能障、害(遷延性意識障害等)の後遺症がある
患者、精神疾患を合併する患者、人工呼吸器による管理を必要とする患者等の、
特別な管理が必要なため退院が困難な患者を転棟、転院できる体制にあること
・実施基準の円滑な運用・改善及び都道府県又は地域メディカルコントロール
体制の充実に当たり積極的な役割を果たすこと

. DN仏T※派遣機能を持つ等により、災害に備えて積極的な役割を果たすこと
・救急医療情報センターを通じて、診療機能を住民・救急搬送機関等に周知し
ていること

・医師、看護師等の医療従事者に対し、必要な研修を行う体制を有し、研修等
を通じ、地域の救命救急医療の充実強化に協力していること

・都道府県又は地域メディカルコントロール協議会に医師を参加させるととも
に、救急救命士の気管挿管・薬剤投与等の病院実習や、就業前研修、再教育な
どに協力していること

.救急病院等を定める省令(昭和39年厚生省令第8号)によって定められる
救急病院であること

※ DⅧT(災害派遣医療チーム)については、災害時における医療体制の構築
に係る指針を参照。

③入院を要する救急医療を担う医療機関(第二次救急医療)の機能【入院救急医療】
①目標

・ 24時間 365日、救急搬送の受け入れに応じること

・患者の状態に応じた適切な救急医療を提供すること

②医療機関に求められる事項

地域で発生する救急患者への初期診療を行い、必要に応じて入院治療を行う。
医療機関によっては、脳卒中、急性心筋梗塞等に対する医療等、自施設で対応可
能な範囲において高度な専門的診療を担う。また、自施設では対応困難な救急患
者にっいては、必要な救命処置を行った後、速やかに、救命救急医療を担う医療
機関等へ紹介する。救急救命士等への教育機能も一部担う。
.救急医療にっいて相当の知識及び経験を有する医師が常時診療に従事してい
ること

・救急医療を行うために必要な施設及び設備を有すること

・救急医療を要する傷病者のために優先的に使用される病床又は専用病床を有
すること

・救急隊による傷病者の搬送に容易な場所に所在し、かつ、傷病者の搬入に適
した構造設備を有すること

・急性期にある患者に対して、必要に応じて早期のりハビリテーションを実施
すること

・初期救急医療機関や精神科救急医療体制等と連携していること

.当該病院では対応できない重症救急患者への対応に備え、近隣のより適切な
医療機関と連携していること

・救急医療情報センターを通じて、診療可能な日時や、診療機能を住民・救急
搬送機関に周知していること
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・医師、看護師、救急救命士等の医療従事者に対し、必要な研修を行うこと

・数年間、受入実績のない救急医療機関については、その位置付けについて見

直しを検討すること

・救急病院等を定める省令によって定められる救急病院であること

③医療機関の例

・病院群輪番制病院、共同利用型病院

・一年を通じて診療科にとらわれず救急医療を担う病院又は有床診療所

・地域医療支援病院(救命救急センターを有さない)

・脳卒中や急性心筋梗塞等に対する急性期の専門的医療を担う病院又は有床診

療所

④初期救急医療を担う医療機関の機能【初期救急医療】

①目標

・患者の状態に応じた適切な救急医療を提供すること

②医療機関に求められる事項

主に、独歩で来院する軽度の救急患者への夜間及び休日における外来診療を行

つ。

・救急医療の必要な患者に対し、外来診療を提供すること

・休日・夜間急患センターの設置や、在宅当番医制などと合わせて、地域で診

療の空白時間が生じないように努めること

・病態に応じて速やかに患者を紹介できるよう、近隣の医療機関や精神科救急

医療体制等と連携していること

・休日・夜間に対応できる薬局と連携していること

・自治体等との連携の上、診療可能時間や対応可能な診療科等について住民等

に周知していること

③医療機関の例

・休日・夜間急患センター

・休日や夜間に対応できる診療所

・在宅当番医制に参加する診療所

⑤救命救急医療機関等からの転院を受け入れる機能【救命後の医療】

①目標

・在宅等での療養を望む患者に対し医療機関からの退院を支援すること

・合併症、後遺症のある患者に対して慢性期の医療を提供すること

②医療機関に求められる事項

・救急医療機関と連携し、人工呼吸器が必要な患者や、気管切開等のある患者

を受け入れる体制を整備していること

・重度の脳機能障害(遷延性意識障害等)の後遺症を持つ患者を受け入れる体

制を整備していること

・救命期を脱した救急患者で、精神疾患と身体疾患を合併した患者を受け入れ

る体制を整備していること

・生活機能の維持及び向上のためのりハビリテーション(訪問及び通所りハビ

リテーションを含む。)が実施可能であること

・日常生活動作(ADD の低下した患者に対し、在宅等での包括的な支援を行

う体制を確保していること
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・通院困難な患者の場合、訪問看護ステーション、薬局等と連携して在宅医療
を実施すること、また居宅介護サービスを調整すること

・救急医療機関及び在宅での療養を支援する医療機関等と診療情報や治療計画
を共有するなどして連携しているとと

・診療所等の維持期における他の医療機関と、診療情報や治療計画を共有する
などして連携していること

③医療機関等の例

・療養病床を有する病院

・精神病床を有する病院

・回復期りハビリテーション病棟を有する病院

・診療所(在宅医療等を行う診療所を含む。)

・訪問看護ステーション

第3 構築の具体的な手順

1 現状の把握

都道府県は、救急医療の体制を構築するに当たって、 a)~(3)に示す項目を参考に、
患者動向、医療資源及び医療連携等について、現状を把握する。

さらに、④に示す、医療機能ごと及びストラクチャー'・プロセス・アウトカムご
とに分類された指標例により、数値で客観的に現状を把握する。

なお、(1)~④の各項目について、参考として調査名や担当部局を示しているが、

その他必要に応じて調査を追加されたい。

(1)救急患者動向に関する情報の収集

・救急搬送患者数(年齢別・性別・疾患別・重症度別) q肖防防災主管部局)

・救急車により搬送された入院患者の流入割合、流出割合(患者調査)

・搬送先医療機関(年齢別・性別・疾患易1」・重症度別、応需率等)(消防防災主

管部局、衛生主管部局)

(2)救急医療の医療資源に関する情報の収集

・病院前救護活動(救急救命士の数等)(消防防災主管部局)

・搬送手段に係わる情報(救急車、ドクターカー、ドクターへり、消防防災へリ
コプター等の活用状況)(消防防災主管部局、衛生主管部局)

・救急医療に携わる施設とその位置(衛生主管部局)

・医療機関の機能(対応可能な疾患・診療科を含む。)と体制(衛生主管部局)
・救急医療機関の人員(衛生主管部局)

③救急医療連携に関する情報の収集

①救急搬送等

・地域メディカルコントロール協議会の活動状況く協議会の開催頻度、第二次
救急医療機関等の救急医療機関、かかりつけ医や介護施設等の関係機関が参加

した開催回数、事後検証の実施症例数、救急救命士の病院実習の実施状況等)
・救急車で搬送する病院が決定するまでに、要請開始から、例えば 30分以上、

あるいは4医療機関以上に要請を行った、一定期間における件数とその原因分

析、全搬送件数に占める割合

・救急要請(覚知)から救急医療機関へ収容するまでに要した平均時間

・救急要請から救命救急センターへの搬送までに要した平均時間
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・救命救急センター等の各救急医療機関において、消防機関からの救急搬送受

入要請に対して実際に受け入れた人員の割合

・ 1時間以内に救命救急センターに搬送可能な地域の人ロカバー率

②救急医療に関連する施設の連携状況

・救急医療機関への搬送手段及び搬送元の分類(現場からの搬送、転院搬送)

・救急医療機関に搬送された救急患者の退院経路

・転棟・転院を調整する者を常時配置している救命救急センターの数

・休日・夜間に対応できる薬局の数

④指標による現状把握

別表6に掲げるような、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカ

ムごとに分類された指標例により、地域の医療提供体制の現状を客観的に把握し、

医療計画に記載する。その際、地域住民の健康状態やその改善に寄与すると考えら

れるサービスに関する指標(重点指標)、その他国が提供するデータや独自調査デ

ータ、データの解析等により入手可能な指標(参考指標)に留意して、把握するこ

ど。

2 圏域の設定

(1)都道府県は、救急医療体制を構築するに当たって、「第2 医療体制の構築に必

要な事項」を基に、前記「1 現状の把握」で収集した情報を分析し、重傷度・緊

急度に応じた医療機能を明確にして、圏域を設定する。

(2)医療機能を明確化するに当たって、地域によっては、医療資源の制約等によりひ

とつの施設が複数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が

存在しない場合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

ただし救命救急医療について、一定のアクセス時間内に当該医療機関に搬送でき

るように圏域を設定することが望ましい。

(3)検討を行う場合は、地域医師会等の医療関係団体、現に救急医療・救急搬送に従

事する者、現に精神科救急に従事する者、消防防災主管部局、都道府県又は地域メ

ディカルコントロール協議会、住民・患者、市町村等の各代表が参画する。

3 連携の検討

(1)都道府県は、救急医療体制を構築するに当たって>患者の重症度・緊急度に応じ

て適切な医療が提供されるよう、また、関係機関の信頼関係が醸成されるよう配慮

する。

また、医療機関、消防機関、消防防災主管部局、地域医師会等の関係者は、診療

情報(提供可能な救急医療等)の共有、連携する施設・医師等専門職種の情報の共

有に努める。

(2)保健所は、吐也域保健法第4条第1項の規定に基づく地域保健対策の推進に関す

る基本的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計

画の作成及び推進における保健所の役割について」(平成19年7月20日付け健総

発第0720001号厚生労働省健康局総務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施

に向けて、地域医師会等と連携して医療機関相互又は医療機関と消防機関との調整

を行うなど、積極的な役割を果たすこど。

(3)医療計画には、原則として、各医療機能を担う医療機関の名称を記載する。
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なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能
を担うこともある。

さらに、医療機関等の名称にっいては、例えば医療連携体制の中で各医療機能を
担う医療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、地域の実情に応じ
て記載することで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

4 課題の抽出

都道府県は、「第2 医療体制の構築に必要な事項」を踏まえ、「1 現状の把握」
で収集した情報や指標により把握した数値から明確となった現状について分析を行い、
地域の救急医療体制の課題を抽出し、医療計画に記載する。
その際、現状把握に用いたストラクチャー・プロセス・アウトカム指標の関連性も
考慮し、病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出す
る。

5 数値目標

都道府県は、良質かっ適切な救急医療を提供する体制について、事後に定量的な比
較評価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、地域の実情に
応じた目標項目やその数値目標、目標達成に要する時間を設定し、医療計画に記載す
る。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本
方針第九に掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。
なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決する
ために必要な目標を設定することとする。

6 施策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、
「4 課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成するため
に行う施策について、医療計画に記載する。

7 評価

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すこ
とが重要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画の評価を
行う組織や時期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策の進捗状況の評価に
つぃては、 1年ごとに行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状把握に
用いた指標の状況にっいて、少なくとも6年(在宅医療その他必要な事項については
3年)ごとに調査、分析及び評価を行い、必要があるときは、都道府県はその医療計
画を変更することとする。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況
を周知する必要がある。このため、指標による現状把握、目標項目、数値目標、施策
やその進捗状況、評価体制や評価結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよ
う努めるものとする。
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災害時における医療(以下「災害医療」という。)については、災害発生時に、災害の

種類や規模に応じて利用可能な医療資源を可能な限り有効に使う必要があるとともに、平

時から、災害を念頭に置いた関係機関による連携体制をあらかじめ構築しておくことが必

要不可欠である。

本指針では、「第1 災害医療の現状」で災害医療がどのようなものであるのかについ

て概観し、次に「第2 医療体制の構築に必要な事項」でどのような医療体制を構築する

のかを示している。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 構築の具体的な手順」に則して、地域の現

状を把握・分析し、また必要となる医療機能を明確に理解した上で、地域の実情に応じて

圏域を設定し、その圏域ごとの医療機関とさらにそれらの医療機関間の連携の検討を行い、

最終的には都道府県全体で評価まで行えるようにする。

災害時における医療体制の構築に係る指針

第1 災害医療の現状

1 災害の現状

災害には、地震、風水害、火山災害、雪害等の自然災害から、海上災害、航空災害、

鉄道災害、道路災害、大規模な事故による災害(事故災害)に至るまで様々な種類が

ある。また、同じ種類の災害であっても、発生場所、発生時刻や発生時期等によって

被災・被害の程度は大きく異なる。

①自然災害(地震に伴う津波や火事を含む。)

自然災害の代表的なものとして、地震、風水害、火山災害、雪害等がある。

①、地震

我が国においては、木造建築物の多い密集市街地が広い範囲で存在するため、

地震によって大規模火災が発生したり建物が崩壊したりするなど、これまでも多

大な被害が発生してきた。

昭和23年の福井地震の後、死者が一千名を超える地震災害としては、平成7

年1月の阪神・淡路大震災(死者6,433名)、平成23年3月の東日本大震災(死

者 15,893 名、行方不明者 2,弱6 名(平成 28年12月9日現在))がある1。また、

平成28年4月14日と16日に最大震度7の地震が熊本県を中心とした九州地方

に発生し、その被害は死者49名、重傷者345名、軽傷者 1,318名(平成28年5

月31日時点)に上った2。

このため、遠くない時期に発生することが懸念されている東海地震、東南海・

南海地震、首都直下地震はもちろんのこと、それ以外の地域でも大規模地震の発

生する可能性を考慮し、すべての地域で地震に対する災害医療体制を構築する必

要がある。

②風水害等

近年、短時間強雨の年間発生回数が明瞭な増加傾向にあり、大河川の氾濫も相

次いでいる。平成26、27年は、台風については計10個の台風が上陸し大きな被

害をもたらした。特に、平成26年8月20日の広島士砂災害では死者・行方不明

平成28年12月9日警察庁緊急災害警備本部

厚生労働省「平成28年版厚生労働白書」
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者76名、負傷者68名の被害が、平成27年関東・東北豪雨では、死者・行方不
明者8名、負傷者80名の被害が生じた。今後も、大雨の頻度や熱帯低気圧の強
度の増加が予想されている。

また、火山噴火では、平成26年9月、御嶽山が噴火し、死者63名、負傷者
69 名の大きな被害が生じた。また、平成 27年5月、口永良部島の新岳が噴火し、
島滞在者全員が屋久島へ避難する事態も発生した3。

<平成26、27年における風水害等の状況>

平成26年8月

広島士砂災害

災

平成26年9月

御嶽山噴火

名

平成27年5月

口永良部島噴火

②事故災害

事故災害として、鉄道災害、道路災害、大規模な火事災害、林野災害等の大規模
な事故による災害等が挙げられる。

例として、昭和60年に発生した日航機墜落事故(搭乗員524名中 520名死亡)
や平成17年4月に発生したJR福知山線尼崎脱線転覆事故(死者107名、負傷者
555名)等が挙げられる。

死者行方不明

者

平成27年9月

関東・東北豪雨

2 災害医療の提供

我が国の災害医療体制は、国や自治体が一部支援しつつ、関係機関(救急医療機関、
日本赤十字社、地域医師会、地域歯科医師会、地域薬剤師会、都道府県看護協会等)
において、地域の実情に応じた体制が整備されてきた。

さらに、平成7年に発生した阪神・淡路大震災を契機に、下記のような整備がなさ
れており、平成23年に発生した東日本大震災を踏まえて見直しが行われたところで

ある。

なお、原子力災害、危険物等災害及びテロ等への対策については、関係する法律に
基づき体制整備がなされるものであり、本指針では対象としない。

①災害拠点病院

平成8年度以降、災害拠点病院(基幹災害拠点病院及び地域災害拠点病院)の整
備が図られ、平成28年4月現在、全国で712病院が指定されている。

災害拠点病院は、災害による重篤患者の救命医療等の高度の診療機能を有し、被
災地からの患者の受入れ、広域医療搬送に係る対応等を行う。

76 名

住家全壊

63 名

0名

179 棟

8名

0棟

確認中

80棟

3 内閣府「平成28年版防災白書」
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「災害発生時における医療体制の充実強化について」(平成24年3月21日付け

医政発0321第2号厚生労働省医政局長通知。以下「災害医療通知」という。)の中

で、それぞれの災害拠点病院の機能強化を図ることとなっており、同時に災害拠点

病院の要件を充足しているか随時確認することが重要である。

なお、地震等の災害時には、外傷、広範囲熱傷、挫滅症候群※等が多く発生する

が、平時においてこれらの診療の多くは救命救急センターが担っていることから、

原則として、災害拠点病院は救命救急センター又は第二次救急医療機関の機能を有

する必要がある。

精神科病院については、平成23年の東日本大震災では被災した精神科病院から

多数の患者搬送が行われた。また、平成28年の熊本地震でも被災した精神科病院

から595人の患者搬送が行われており、今後想定される南海トラフ地震等の大規模

災害においても、同様に多数の精神科患者の搬送が必要となる可ヨ断生がある。一方

で、災害拠点病院の有する精神病床数は約1万床(全精神病床の約3%)であり、

精神科病院からの患者の受入れや、精神症状の安定化等を、災害拠点病院のみで対

応することは困難である。このため、精神科病院においても、災害拠点病院と類似

の機能を有する災害拠点精神科病院を今後整備する必要がある。

※挫滅症候群

身体の一部、特に四肢が瓦礫等により圧迫されると筋肉等が損傷を受け、壊

死した筋細胞からカリウム等が漏出する。その後、圧迫が解除されると、血液

中にそれらが大量に流れ込むことにより、不整脈や急性腎不全等を来し致死的

になる疾患。

(2)災舌派1宣医1寮チーム(DN仏T : Disaster Medical Assistance Team)

平成17年度以降、災害急性期(概ね発災後48時間)にトレーニングを受けた医

療チームが災害現場へできるだけ早期に出向いて救命医療を行うことが、予防でき

る被災者の死の回避につながるとの認識の下、「災害派遣医療チーム①膿T)」の養

成が開始された。

平成28年4月1日現在、 1,508チームが養成されている。

DN仏Tの果たす任務と役割は、災害発生後直ちに被災地に入り、「被災地内におけ

るトリアージや救命処置」、「患者を近隣・広域へ搬送する際における必要な観察・

処置」、「被災地内の病院における診療支援」等を行うことである。

一度に数名から十数名程度の患者が発生する災害では、必要に応じて近隣の

DNIATが災害現場へ入り、トリアージや救命処置等の医療支援を行う。

新潟県中越地震(平成16年)や尼崎列車事故(平成17年)等の規模で人的被害

が発生するような災害では、近隣のDNIATが、災害現場で医療支援を行うことに加

えて、災害拠点病院等の負傷者の集まる被災地域の病院で医療支援を行い、場合に

よっては、患者を近隣地域の災害拠点病院へ搬送する際の医療支援を行う。

また、東日本大震災(平成23年)や平成28年熊本地震(平成28年)、今後発生

が懸念される東海地震などによって甚大な人的被害が発生するような災害では、こ

れらの対応に加えて、遠隔地域からもD除Tが被災地域へ入り、被災地域では対応

困難な患者を遠隔地域へ多数広域医療搬送する際の医療支援を行う。

これまでのDNIATの活動実績としては、東日本大震災(平成23年)において47

都道府県のDⅧTが出動し、被災県に約380チームが病院支援や域内搬送、広域医

療搬送を実施した事例や、新潟県中越沖地震(平成19年)や岩手・宮城内陸地震
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(平成20年)において、近隣県からDN仏Tが出動し、病院支援や現場活動等が行わ
れた事例が挙げられる。

平成28年熊本地震では、 4月 H 日の最大震度7の地震の発生時は、熊本県及び
九州地域のDNIATに派遣を要請し、 4月16日の最大震度7の地震の発生時は、全国
の DNIAT に派遣を要請し、最大 216 チーム(平成 28年4月17日時点)が出動した。
現地においてD蹴Tは傷病者の応急処置を行うとともに、建物の倒壊りスクやラ
イフライン途絶等により、転院搬送が必要となった 10力所の病院から約1,500人
の搬送を行うなど、災害急オ生期医療に対応した。

なおD膿Tの活動は、都道府県と医療機関の間で平時において締結された協定等
に基づいて運用されている。

また、地域防災計画においてDNIATの役割について明示することなどにより、
DⅧT活動が円滑に行われるよう配慮することも重要である。

(3)災害り天ミ貴半青ネ申医1寮チーム(DPAT : Disaster psychiatric Assistance Team)
平成23年の東日本大震災における精神保健医療活動支援を通じて、指揮命令系
統の改善、被災精神科医療機関への支援の強化等の課題が明らかとなり、平成24
年度に「災害派遣精神医療チーム①PAT)」の仕組みが創設され、平成25年よりそ
の養成が開始されている。DPATは、都道府県と政令指定都市が、被災地に継続し
て派遣する災害派遣精神医療チームであり、精神科医師、看護師、業務調整員等か
ら構成される。

DPATは、「被災地での精神科医療の提供」、「被災地での精神保健活動への専門的
支援」、「被災した医療機関への専門的支援(患者避難への支援を含む。)」、「支援者
仕也域の医療従事者、救急隊員、自治体職員等)への専門的支援」等の役割を担う。
DPATのうち、発災から概ね48時間以内に、被災した他都道府県においても活動で
きるチームを、先遣隊と定義している。

平成28年の熊本地震においては、全国から被災地にDPATが派遣され、同年10
月28日までに、 41都道府県から延 1,242 隊が派遣された。

平成29年3月時点では、29府県において先遣隊が整備されている。今後の災害
に備え、地域防災計画においてDPATの役割について明示することなどにより、
DPAT活動が円滑に行われるよう配慮することも重要である。

④医療チーム(救護到D

災害が沈静化した後においても、避難所や救護所等に避難した住民等に対する健
康管理を中心とした医療が必要となるため、日本医師会災害医療チーム(JⅧT
JaP飢 Medioal Association Team)、日本赤十字社や各種医療団体等を中心とした
医療チームが、 DNIAT、 DPAT とも連携しつつ、引き続いて活動を行っている。
特にJ蹴Tは、平成23年の東日本大震災の際に初めて結成、派遣された医療チー
ムであり、医師、看護師、事務職員を基本としながら、被災地の二ーズに合わせて
薬剤師等の多様な職種も構成員として派遣される。活動内容としては、主に災害急
性期以降の医療・健康管理活動で、具体的には避難所・救護所等における被災者の
健康管理、避難所の公衆衛生対策、在宅患者への診療、健康管理等である。
また、被災地における医療提供体制の回復を目的として、被災地の実情に応じた
長期間の支援を行う事も特徴で、東日本大震災では 1,834日間(平成23年3月15
日~平成28年3月21 田で計2,763 チーム(延 12,628名)が、平成28年熊本地
震では 104日間(平成28年4月15日~平成28年7月26 田で計568 チーム
(延2,弱6名)が被災地において活動した。
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今後、わが国の高齢化の進展とともに、どのような災害においても、高齢者等の

災害時要配慮者の割合が増加することが見込まれ、健康管理を中心とした活動はよ

り重要となる。

(5)広域災害・救急医療情報システム(EMIS : Emergenoy M.dica11nformation

System)

災害時の迅速な対応が可能となるよう、患者の医療機関受診状況、ライフライン

の稼動状況等の情報を、災害時において相互に収集寸尉共する広域災害・救急医療

情報システム(以下「EⅥS」という。)が全国的に整備され、平成26年に全都道府

県において導入された。

災害時において機能する情報システムを構築し、活用するためには、平時から医

療関係者、行政関係者等の災害医療関係者が、この情報システムについて理解し、

日頃から入力訓練等を行う必要がある。

また、実際に災害が起きた際には、被災した病院に代わって県や保健所等が、情

報システムへの代行入力を行うことが可能であり、地域全体として情報の提供と収

集を行う体制を整備することが重要である。

(6)都道府県災害医療コーディネーター

災害医療通知で、様々な医療チームの派遣調整等を行うために、派遣調整本部に

おいてコーディネート機能を十分に発揮できる体制整備を各都道府県に求めている。

すなわち、都道府県においては、災害対策本部のもとに派遣調整本部を設置し、医

療チームの派遣調整等を行うとともに情報の共有を行う。さらに、保健所管轄区域

や市町村単位等では、保健所等を中心に地域災害医療対策会議を開催し、派遣調整

本部から派遣された医療チーム等の派遣調整等を行う。

なお、厚生労働省では、平成26年度より都道府県災害医療コーディネーター研

修事業を実施し、都道府県災害医療コーディネーターの養成及びその能力向上に努

めている。

平成28年熊本地震においても、計H名の都道府県災害医療コーディネーターが、

災害対策本部において医療チームの調整を行った。

(フ)災害時小児周産期りエゾン

東日本大震災後の研究や検討で、被災地や周辺地域における情報伝達網の遮断や、

小児・周産期医療に精通した災害医療従事者の不足等を原因として、現状の災害医

療体制では小児・周産期医療に関して準備不足であることが指摘された。

また、小児・周産期医療については平時から独自のネットワークが形成されてい

ることが多く、災害時にも既存のネットワークを活用する必要性が指摘された。そ

のため、災害医療コーディネーターのサポートとして、小児・周産期医療に特化し

た調整役である「災害時小児周産期りエゾン」を養成することとした。

これを受け、厚生労働省は平成28年度より「災害時小児周産期りエゾン研修事

業」を開始した。災害時小児周産期りエゾンに認定された者は、各都道府県におい

て平時からの訓練や災害時の活動を通じて、地域のネットワークを災害時に有効に

活用する仕組みを構築することが期待されている。

第2
1

医療体制の構築に必要な事項

目指すべき方向
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前記「第1 災害医療の現状」を踏まえ、個々の役割と医療機能、それを満たす関
係機関、さらにそれらの関係機関相互の連携により、災害時においても必要な医療が
確保される体制を構築する。

また構築に当たっては、地域の防災計画と整合性を図る。

(1)災害急性期(発災後48時間以内)において必要な医療が確保される体制
①被災地の医療確保、被災した地域への医療支援が実施できる体制
②必要に応じてDNIAT、 DPAT を直ちに派遣できる体制
(2)急性期を脱した後も住民の健康が確保される体制

・救護所、避難所等における健康管理が実施される体制

2 各医療機能と連携

前記「1 目指すべき方向」を踏まえ、災害医療体制に求められる医療機能を下記
①から(3)に示す。

都道府県は、各医療機能の内容網標、医療機関等に求められる事項等)について、
地域の実情に応じて柔軟に設定する。

(1)災害時に拠点となる病院

①災害拠点病院

ア目標

・被災した際に、被害状況、診療継続可否等の情報を、則IS等を用いて都
道府県災害対策本部へ共有すること

・災害時においても、多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の重篤救急患者
の救命医療を行うための高度の診療機能を有すること

・患者等の受入れ及び搬出を行う広域医療搬送に対応すること

・自己完結型の医療チームΦⅧTを含む。)の派遣機能を有すること

・被災しても、早期に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を含
め、平時からの備えを行っていること

イ医療機関に求められる事項

基幹災害拠点病院は、都道府県において災害医療を提供する上での中心的な
役割を担う。地域災害拠点病院は、地域において中心的な役割を担う。

・災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うために必要な施設・設備、
医療従事者を確保していること

・多数の患者に対応可能な居室や簡易べッド等を有していること

・基幹災害拠点病院は病院の機能を維持するために必要な全ての施設、地域
災害拠点病院は診療に必要な施設が耐震構造であること

・被災時においても電気、水、ガス等の生活必需基盤が維持可能であること
・災害時において必要な医療機能を発揮できるよう、自家発電機を保有して
いること

・災害時においても診療が継続できるよう、適切な容量の受水槽や井戸設備

の整備、優先的な給水協定の締結等により、必要な水の確保に努めること

・飲料水・食料、医薬品、医療機材等を備蓄していること

・加えて、飲料水・食料、医薬品、医療機材等について、関係団体と協定を
締結し、災害時に優先的に供給を受けられるようにしておくこと(ただし、
医薬品等にっいては、都道府県・関係団体間の協定等※において、災害拠点
病院への対応が含まれている場合は除く。)
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・基幹災害拠点病院においては、災害医療に精通した医療従事者の育成(都

道府県医師会等とも連携した地域の医療従事者への研修を含む。)の役割を

担うこと

・病院敷地内又は病院近接地にへりコプターの雛着陸場(へりポート)を有
していること

・則ISに加入しており、災害時にデータを入力する複数の担当者を事前に

決めておき、訓練を行うことでその使用方法に精通していること

・複数の災害時の通信手段を確保するよう努めること

・被災後、早急に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を行うこ
と

・整備された業務継続計画に基づき、被災した状況を想定した研修・訓練を

実施すること

・災害急性期を脱した後も継続的に必要な医療を提供できるよう、日本医師

会災害医療チーム(JNIAT)、日本赤十字社救護班等の医療関係団体の医療チ

ームと、定期的な訓練を実施するなど、適切な連携をとること

※医薬品等の供給確保については、厚生労働省防災業務計画により各都道

府県において策定することとされている「医薬品等の供給、管理のための

計画」に基づいて体制を整えておくこと

②災害拠点精神科病院

ア目標

・被災した際に、被害状況、診療継続可否等の情報を、則IS等を用いて都

道府県災害対策本部へ共有すること

・災害時においても、医療保護入院、措置入院等の精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律(昭和25年法律第123号)に基づく精神科医療を行うた

めの診療機能を有すること

・災害時においても、精神疾患を有する患者の受入れや、一時的避難場所と

しての機能を有すること

・ DPATの派遣機能を有すること

・被災しても、早期に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を含

め、平時からの備えを行っていること

イ医療機関に求められる事項

災害拠点精神科病院は、都道府県において災害時における精神科医療を提供

する上での中心的な役割を担う。

・災害時に精神疾患を有する患者の一時的避難に対応できる場所を確保して

いること(体育館等)

・重症な精神疾患を有する患者に対応可能な保護室等を有していること

・診療に必要な施設が耐震構造であること

・被災時においても電気、水、ガス等の生活必需基盤が維持可能であること

・災害時において必要な医療機能を発揮できるよう、自家発電機を保有して
いること

・災害時においても診療が継続できるよう、適切な容量の受水槽や井戸設備

の整備、優先的な給水協定の締結等により、必要な水の確保に努めること

・飲料水・食料、医薬品、医療機材等を備蓄していること
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・加えて、飲料水・食料、医薬品、医療機材等について、関係団体と協定を
締結し、災害時に優先的に供給を受けられるようにしておくこと(ただし、
医薬品等にっいては、都道府県・関係団体間の協定等※において、災害拠点
精神科病院への対応が含まれている場合は除く。)

・災害時における精神科医療に精通した医療従事者の育成堵Π道府県精神科
病院協会等とも連携した地域の医療従事者への研修を含む。)の役割を担う

.、"旧MISに加入しており、災害時にデータを入力する複数の担当者を事前に
決めておき、訓練を行うことでその使用方法に精通していること

・複数の災害時の通信手段を確保するよう努めること

・被災後、早急に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を行うこ
と

・整備された業務継続計画に基づき、被災した状況を想定した研修・訓練を
実施するとと

・災害急性期を脱した後も継続的に必要な医療を提供できるよう、日本医師
会災害医療チーム(NAT)、日本赤十字社救護班等の医療関係団体の医療チ
ームと、定期的な訓練を実施するなど、適切な連携をとること

※医薬品等の供給確保にっいては、厚生労働省防災業務計画により各都道
府県において策定することとされている「医薬品等の供給、管理のための
計画」に基づいて体制を整えておくこと

(2)災害時に拠点となる病院以外の病院

①目標

.被災した際に、被害状況、診療継続可否等の情報を、則IS等を用いて都道
府県災害対策本部へ共有すること

・被災をしても、早期に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を含
め、平時からの備えを行っていること

②医療機関に求められる事項

・被災後、早急に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を行うよう
努めること

・整備された業務継続計画に基づき、被災した状況を想定した研修・訓練を実
施すること

・則ISへ登録し、自らの被災情報を被災地内に発信することができるよう備

えること。また、災害時にデータを入力する複数の担当者を事前に決めておき、
訓練を行うことでその使用方法に精通していること

・災害急性期を脱した後も継続的に必要な医療を提供できるよう、日本医師会
災害医療チーム(J膿T)、日本赤十字社救護班等の医療関係団体の医療チーム
と連携をとること

③都道府県等の自治体

①目標

・消防、警察等の関係機関や公共輸送機関等が、実災害時において迅速に適切
な対応がとれ、連携できること

・保健所管轄区域や市町村単位での保健所等を中心とした地域コーディネート
体制を充実させることで、実災害時に救護所、避難所の被災者に対して感染症
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のまん延防止、衛生面のケア、災害時要支援者へのサポート、メンタルヘルス

ケア等に関してより質の高いサービスを提供すること

②自治体に求められる事項

・平時から、災害支援を目的としたDNIAI、 DPAT の養成と派遣体制の構築に努
めること

・災害医療コーディネート体制の構築要員(都道府県災害医療コーディネータ

ー、災害時小児周産期りエゾンを含む。)の育成に努めること

・都道府県間での相互応援協定の締結に努めること

・災害時の医療チーム等の受入れも想定した災害訓練を実施すること。訓練に

おいては、被災時の関係機関・関係団体と連携の上、都道府県としての体制だ

けでなく、保健所管轄区域や市町村単位等での保健所等を中心としたコーディ

ネート体制に関しても確認を行うこと

・災害急性期を脱した後も避難所等の被災者に対して感染症のまん延防止、衛

生面のケア、災害時要支援者へのサポート、メンタルヘルスケア等に関して継

続的で質の高いサービスを提供できるよう、保健所を中心とした体制整備に平

時から取り組むこと。「大規模災害時におけるドクターへりの運用体制構築に

関わる指針について」(平成28年12月5日付け医政地発 1205第1号厚生労働

省医政局地域医療計画課長通知)を基に作成された災害時のドクターへりの運

用指針に則り、ドクターへりの要請手順や自地域における参集拠点に関しても

訓練等を通して確認を行うこと

・都道府県を超える広域医療搬送を想定した災害訓練の実施又は参加に努める

こと。その際には、舟亢空搬送拠点臨時医療施設(SCU:stagin三 C釘e unit。以

下「SCU」という。)の設置場所及び協力を行う医療機関との連携確認を行うこ
と

第3 構築の具体的な手順

1 現状の把握

都道府県は、災害時の医療体制を構築するに当たって、(1)に示す項目を参考に、

人口、医療資源及び医療連携等について、現状を把握する。

さらに、(2)に示す、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムご

とに分類された指標例により、数値で客観的に現状を把握する。

なお、(2)の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他必要に応

じて調査を追加されたい。

(1)医療資源・連携等に関する情報

・地勢情報、地質情報

・人口分布(時間帯別人口の状況)

・過去の災害発生状況(種別、地域別、件数)

・地域防災計画、管内の各自治体の防災計画、地域のハザードマップ

・他の関係部局における体制(救助、搬送に係るシステム、インフラ)

・医療資源(医療機関、緊急医療チーム)

・医薬品、医療(衛生)材料等の備蓄、供給体制

②指標による現状把握

別表7に掲げるような、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカ

ムごとに分類された指標例により、地域の医療提供体制の現状を客観的に把握し、
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医療計画に記載する。その際、地域住民の健康状態やその改善に寄与すると考えら
れるサービスに関する指標(重点指標)、その他国が提供するデータや独自調査デ
ータ、データの解析等により入手可能な指標(参考指標)に留意して、把握するこ
と。

2 圏域の設定

①都道府県は、災害時における医療体制を構築するに当たって、「第2 医療体制
の構築に必要な事項」を基に、前記「1 現状の把握」で収集した情報を分析し、
原則として都道府県全体を圏域として、災害拠点病院が災害時に担うべき役割を明
確にするとともに、大規模災害を想定し、自らが被災し医療チーム等を受け入れる
受援体制や、都道府県をまたがる広域搬送等の支援体制からなる広域連携体制を定
める。

また、想定する災害の程度に応じ、災害拠点病院に加え、地域の実情に応じ、
般の医療機関(救命救急センターを有する病院、第二次救急医療機関、日本赤十字
社の開設する病院等)の参画も得ることとする。

(2)検討を行う際には、地域医師会等の医療関係団体、現に災害医療に携わる者、消
防防災主管部局、住民・患者、市町村等の各代表が参画する。

3 連携の検討

(1)都道府県は、災害時における医療体制を構築するに当たって、受援あるいは応援
派遣、救命医療、健康管理の各機能が被災時においても確保されるよう、また、関
係機関の信頼関係が醸成されるよう配慮する。

また、医療機関、消防機関、消防防災主管部局、地域医師会等の関係者は、診療
情報の共有、連携する施設・医師等専門職種の情報の共有に努める。
(2)保健所は、「地域保健法第4条第1項の規定に基づく地域保健対策の推進に関す
る基本的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計
画の作成及び推進における保健所の役割について」(平成19年7月20日付け健総

発第0720001号厚生労働省健康局総務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施
に向けて、地域医師会等と連携して関係機関の調整を行うなど、積極的な役割を果
たすこと。

(3)医療計画には、原則として、各機能を担う医療機関の名称を記載することとする。
なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能
を担うこともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療連携体制の中で各医療機能を
担う医療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、地域の実情に応じ
て記載することで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

また記載に当たっては下記の点に留意する。

①災害拠点病院

災害拠点病院については、地勢的・地質的状況、地理的バランス(分散により、
同時に被災する危険性を低下させる場合がある。)、受入能力、広域医療搬送ルー
ト等を考慮の上、医療計画に記載する。また、対応するエリアも明記する。

② SCU

広域医療搬送を想定し、SCUの設置場所及び協力を行う医療機関をあらかじめ

定める。
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4 課題の抽出

都道府県は、「第2 医療体制の構築に必要な事項」を踏まえ、「1 現状の把握」

で収集した情報や指標により把握した数値から明確となった現状について分析を行い、

地域の災害医療体制の課題を抽出し、医療計画に記載する。

その際、現状把握に用いたストラクチャー・プロセス・アウトカム指標の関連性も

考慮し、病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出す

る。

5 数値目標

都道府県は、良質かつ適切な災害時の医療を提供する体制について、事後に定量的

な比較評価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、地域の実

情に応じた目標項目やその数値目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画に記

載する。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本

方針第九に掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決する

ために必要な目標を設定することとする。

6 施策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、

「4 課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成するため

に行う施策について、医療計画に記載する。

7 評価

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すこ

とが重要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画の評価を

行う組織や時期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策の進捗状況の評価に

ついては、 1年ごとに行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状把握に

用いた指標の状況について、少なくとも6年(在宅医療その他必要な事項については

3年)ごとに調査、分析及び評価を行い、必要があるときは、都道府県はその医療計

画を変更することとする。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況

を周知する必要がある。このため、指標による現状把握、目標項目、数値目標、施策

やその進捗状況、評価体制や評価結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよ

う努めるものとする。
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へき地における医療の確保にっいては、昭和31年度以来、Ⅱ次に渡って「へき地保健
医療計画」を策定し、第10次計画(平成18~22年度)からは国で示した指針を基に都道
府県が地域の実情に応じて計画を策定し対策を講じてきた。「良質な医療を提供する体制
の確立を図るための医療法等の一部を改正する法律」(平成18年法律第84号)により、
医療計画では4疾病・5事業(現在は5疾病・5事業)に係る医療提供施設間の機能の分
担及び業務の連携を確保するための体制に関する事項について記載することとなり、都道
府県は第5次医療計画(平成20~24年度)より、医療計画においてもへき地の医療体制
について定めている。

そのため、都道府県は「へき地保健医療計画(第Ⅱ次実施期間:平成23~29年度)」
と「医療計画(第6次実施期間:平成25~29年度)」をそれぞれ策定し、両者の整合性を
図る必要性が生じた。また、へき地保健医療対策はドクターへりによる救急患者の搬送な
ど地域医療の取組と連動していることから、他事業とより一層の連携を図っていくことが
求められている。

以上を踏まえ、平成26年度の「へき地保健医療対策検討会」(以下「へき地医療検討会」
という。)において、平成30年度から実施する第7次医療計画策定時期に合わせ、「へき
地保健医療計画」と「医療計画(へき地の医療体制)」を一体的に策定する方針とされた1。
上記の方針は、平成28年度の「医療計画の見直し等に関する検討会」においても了承
されたことから、今後、へき地保健医療対策は医療計画(へき地の医療体御D において計
画を策定することとする。

へき地医療検討会において、へき地保健医療計画と医療計画を一体化することによるへ
き地医療対策の後退を懸念する意見もあったことから、従来、へき地保健医療計画で示さ
れてぃたへき地保健医療対策に必要な項目が、医療計画において欠如することのないよう、

留意されたい。

本指針は、へき地保健医療対策のさらなる充実を目指して、人口減少・高齢化等に対応
し、住民・患者の視点に立った計画を作成するという観点から、その考え方を示すもので
ある。

具体的には、「第1 へき地医療の現状」でへき地医療の状況等について概観し、次に
「第2 医療体制の構築に必要な事項」でどのような医療体制を構築すべきかを示してい
る。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 構築の具体的な手順」に則して、地域の現
状を把握・分析し、また各関係機関に求められる機能を理解した上で、機能を担う関係機
関とさらにそれらの関係機関相互の連携の検討を行い、最終的には都道府県全体で評価ま
で行えるようにする。

へき地の医療体制構築に係る指針

第1 へき地の医療の現状

1 へき地医療の現状

へき地※縞隹島におけるへき地を含む。)における医療の確保については、昭和31

年度からへき地保健医療計画を策定し、各種対策を講じてきている。

1 へき地保健医療対策検討会報告書(第Ⅱ次)(平成27年3月)
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※無医地区、、準無医地区、、などのへき地保健医療対策を実施することが必要と

されている地域

*原則として医療機関のない地域で、当該地区の中心的な場所を起点としてお

おむね半径4kmの区域内に50人以上が居住している地区であって、かつ容易

に医療機関を利用することができない地区

**無医地区ではないが、とれに準じて医療の確保が必要と都道府県知事が判

断し、厚生労働大臣に協議し適当と認めた地区

①無医地区等の現状

無医地区については、昭和41年に2,920地区(人口 119万人)存在したが、そ

の後のⅡ次にわたるへき地保健医療計画の実施により、その解消が継続的に図ら

れ、その結果、平成26年10月末の無医地区は637地区(人口 12.4万人)となっ

ている2。

交通環境の整備等により無医地区は減少を続けているものの、解消には至ってい

ないことを考慮すると、引き続きへき地保健医療対策を実施することが重要である。
②へき地医療に従事する医師の現状

医師免許取得後にへき地で勤務することを条件とした地域枠※を設定しているの

は19都道府県、へき地医療に従事することを条件とした奨学金制度があるのは24

都道府県となっている3。また、自治医科大学卒業医師で9年間の義務年限終了後

もへき地で勤務を続けている医師は24.フ%となっている4。

地域枠等により都道府県がへき地医療に従事する医師を確保するとともに、へき

地医療に動機付けするような取組や環境作りも必要である。

※大学が特定の診療科や地域で診療を行うことを条件とした選抜枠を設け、都

道府県が学生に対して奨学金を貸与(地域医療ヘ一定の年限従事することによ

り返還免除)する仕組み。

(3)へき地診療所の現状(施設数:1,105施設3)

へき地診療所は、無医地区等において整備しようとする場所を中心としておおむ

ね半径4kmの区域内に他に医療機関がなく、その区域内の人口が原則として人口

1,000人以上であり、かつ、当該診療所から最寄りの医療機関まで通常の交通機関

を利用して30分以上要する等の診療所をいう。

へき地保健医療対策を実施している都道府県において、1都道府県あたりのへき

地診療所数の平均は26か所であり、勤務する医師数は、多くの診療所で1診療所

あたり1人となっている3。また、へき地診療所において研修医の受入れや医学生

のへき地医療実習等を行っている施設は338施設(30.6%)となっている 30

また、へき地診療所のうち歯科を設置しているのは27都道府県(85施設、

フ.フ%)であった3。なお、過疎地域等特定診療所※のうち歯科を設置しているのは

17 道県(フ7施設:96.3%)となっている 30

※過疎地域等に開設する眼科、耳鼻いんこう科又は歯科の診療所。

④へき地医療拠点病院の現状(施設数:312施設3)

2 厚生労働省「無医地区等調査」(平成26年度)

3 厚生労働省「現況調査」(平成28年1月)

'厚生労働科学研究「都道府県へき地保健医療計画の検証ならびに次期策定支援に関する研究」(平成27

年度)
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へき地医療拠点病院は、無医地区等において、へき地医療支援機構の指導・調整
の下に、巡回診療、へき地診療所等の医師派遣や代診医派遣等を実施した実績を有
する又は当該年度に実施できると認められ、都道府県が指定する病院をいう。
ただし、へき地医療拠点病院の指定を受けてから一定の期間が経過した後におい
ても、主たる3事業である巡回診療、医師派遣、代診医派遣について、一部の病院
において実施されていないという課題がある。

※へき地医療拠点病院における支援事業の実施状況について、巡回診療を行っ
てぃない施設は221施設(70.8%)、医師派遣を行っていない施設は200施設
(64.1%)、代診医派遣を行っていない施設は218施設(69.9%)。また、いず
れも行っていない施設は77施設(24.フ%) 3。

(5)へき地を支援するシステム等の現状

へき地医療支援機構は、へき地保健医療政策の中心的機関として、へき地診療所
等への代診医派遣調整等広域的なへき地医療支援事業の企画・調整等を行い、へき
地医療政策の各種事業を円滑かっ効率的に実施することを目的として、都道府県等
に設置される。

へき地を有する43都道府県のうち、へき地医療支援機構を設置しているのは40
都道府県であり、 3県が未設置である3。

へき地医療支援機構によるへき地医療拠点病院への代診派遣日数の平均は80.フ
日、へき地診療所への代診医派遣日数の平均は89.2日となっている 3。
へき地医療支援機構の専任担当官の活動状況は地域ごとに異なり、専任担当官が
1週間のうちへき地医療支援業務に従事する日数は、 4~5日が 16 都県ある一方、
0~ 1日未満が 10道県、 1~3日が 14府県となっている 3。

2 へき地の医療提供体制

①医療提供施設等

①へき地診療所

・無医地区、準無医地区等における地域住民への医療の提供
②へき地医療拠点病院

.へき地医療支援機構の指導・調整のもとに、巡回診療、へき地診療所等への
代診医等の派遣俳佳続的な医師派遣も含む。)、へき地医療従事者に対する研修、
遠隔医療支援等の診療支援事業等を行い、へき地における住民の医療を確保
③へき地保健指導所
・無医地区、準無医地区等での保健指導の実施

④社会医療法人
.へき地医療に関して一定の実績を有するものとして社会医療法人の認定を受
け、へき地診療所やへき地医療拠点病院への医師派遣を実施

②へき地医療を支援する機関等

①へき地医療支援機構

.へき地保健医療政策の中心的機関として、へき地診療所等への代診医派遣調
整等広域的なへき地医療支援事業の企画・調整等を行い、<き地医療政策の各
種事業を円滑かつ効率的に実施する

.へき地医療に従事する医師確保のためのドクタープールの運営や、へき地医
療に従事する医師のキャリアデザインの作成等のキャリア形成支援も担う
②へき地保健医療対策に関する協議会
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・医療計画等の作成のほか、へき地保健医療対策にかかる総合的な意見交換・

調整等を実施することを目的とする。

・へき地保健医療対策に関する協議会は、へき地医療支援機構の専任担当官、

へき地医療拠点病院の代表者、地域医師会・歯科医師会の代表者、関係市町村

の実務者、大学医学部関係者等により構成する。

・へき地保健医療対策に関する協議会の設置と活用実績があったのは26都道
府県(60.5ツ0)となっている 30

(3)患者の搬送体制

①内海離島(沿海域)

・島内での船舶の確保

・自家用船で移動する場合の陸上での搬送体制

・へりコプターの着陸地点の指定

②外海雛島(沿海域以遠)

・へりコプターの着陸地点の指定

③陸上

・夜間の搬送体制

・夜間等に対応する地域外の当番病院の指定

・移動困難時における医療チームの定期的な派遣

④へき地の医療提供体制に関係するその他の体制

①情報通信技術(1CT)による診療支援体制

・へき地における医療機関の抱える時間的・距雛的ハンディを克服するための

ツールとして、情報ネットワークの整備があり、へき地医療拠点病院において

は 12都道府県(29.2%)が遠隔医療を実施している 3 0

②ドクターヘリ等の活用について

・へき地医療においても、ドクターへりや消防防災へりなどを、各地域の実情

に応じて活用している。

③へき地における歯科医療体制

・へき地における歯科医療体制について、10都道府県(23.3%)で歯科医師

会との協議の場を設置している4。

④へき地で勤務する看護師等への支援体制

・平成27年より、雛職時にナースセンターへ氏名等の届出を行い、復職に向

けたコーディネートを行う制度が開始されている。

⑤へき地患者輸送車・艇による輸送等実施

・へき地患者輸送車は 30 都道県(118 か所)、へき地患者輸送艇は5県(9か

所)にて整備されている 3。

・一部の都道府県において>患者輸送バスの運行や、通院のための交通費補助

等を単独事業として実施している。
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第2 医療体制の構築に必要な事項

1 目指すべき方向

前記「第1 へき地医療の現状」を踏まえ、個々の役割とそれを満たす関係機関、

さらにそれら関係機関相互の連携により、へき地に暮らす住民に対する医療サービス

が継続して実施される体制を構築する。



特に、へき地医療支援機構を中心とした、へき地医療拠点病院、へき地診療所等に
よる医療提供体制の確保や、当該施設及び関係機関間の連携の強化も図る。また、ヘ

き地医療支援機構ではへき地医療を担う医師の動機付け支援とキャリアパス構築につ
いても取り組む。

①医療を確保する体制

①へき地の医療及び歯科診療を支える総合診療・プライマリケアを実施する医療
従事者(医師、歯科医師、看護師、薬剤師等)の確保

②へき地医療に従事する医療従事者の継続的な確保(ドクタープール等)
③へき地医療に従事する医療従事者が安心して勤務・生活できるキャリア形成支
援

④医療従事者の養成過程等における、へき地の医療への動機付け
②診療を支援する体制

へき地医療支援機構の役割の強化と機能の充実

へき地保健医療対策に関する協議会における協議

へき地医療拠点病院からの代診医派遣等の機能強化

情報通信技術(1CT)、ドクターヘリ等の活用
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2 各医療機能と連携

前記「1 目指すべき方向」を踏まえ、へき地医療体制に求められる医療機能及び
体制を下記①から④に示す。都道府県は、各医療機能及び体制の内容網標、医療
機関等に求められる事項等)について、地域の実情に応じて柔軟に設定する。
①へき地における保健指導の機能【保健指導】

①目標

・無医地区等において、保健指導を提供すること

②関係機関に求められる事項

・保健師等が実施し、必要な体制が確保できていること

・特定地域保健医療システム※を活用していること
・地区の保健衛生状態を十分把握し、保健所及び最寄りのへき地診療所等との

緊密な連携のもとに計画的に地区の実情に即した活動を行うこと
※「へき地保健医療対策事業について」(平成13年5月16日付け医政発第

529号厚生労働省医政局長通知)の別添「へき地保健医療対策実施要ホ剛
(以下「へき地対策要綱」という。)に基づく事業。

特別豪雪地帯等の無医地区等に伝送装置による保健医療情報システム体制
を整備し、当該地区住民の保健医療の確保を図るもの。

③関係機関の例
・へき地保健指導所

・へき地診療所

・保健所

(2)へき地における診療の機能【へき地診療】

①目標

・無医地区等において、地域住民の医療を確保すること

・ 24時間3価日対応できる体制を整備すること

・専門的な医療や高度な医療へ搬送する体制を整備すること

②医療機関に求められる事項

①
②
③
④



・プライマリケアの診療が可能な医師等がいること又は巡回診療を実施してい

ること

・必要な診療部門、医療機器等があること

・へき地診療所診療支援システム※を活用していること

・'特定地域保健医療システムを活用していること

・緊急の内科的・外科的処置が可能なへき地医療拠点病院等と連携しているこ
と

・へき地医療拠点病院等における職員研修等に計画的に参加していること

※へき地対策要綱に基づく事業。へき地医療拠点病院とへき地診療所との間

に伝送装置を設置し、へき地医療拠点病院がへき地診療所の診療活動等を援

助するもの。

③医療機関等の例

・へき地診療所及び過疎地域等特定診療所

・特例措置許可病院

・巡回診療・離島歯科診療班

③へき地の診療を支援する医療の機能【へき地診療の支援医療】

①目標

・診療支援機能の向上を図ること

②医療機関に求められる事項

・へき地医療拠点病院支援システム※を活用していること

・へき地診療所支援システムを活用していること

・巡回診療等によりへき地住民の医療を確保すること

・へき地診療所等への代診医等の派遣絲佳続的な医師派遣も含む。)及び技術

指導、援助を行うこと

・へき地の医療従事者に対する研修の実施及び研究施設を提供すること

・遠隔診療等の実施により各種の診療支援を行うこと

・その他都道府県及び市町村がへき地における医療確保のため実施する事業に

対して協力すること

・、 24時間365日、医療にアクセスできる体制を整備するため、地域の診療所

を含めた当番制の診療体制を構築すること

・高度の診療機能を有し、へき地医療拠点病院の診療活動等を援助すること

・へき地医療拠点病院については、その主たる事業である巡回診療、医師派遣、

代診医派遣を、いずれか月1回以上あるいは年12回以上実施することが望ま

しいこと。従って、都道府県は、一定期間継続して上記3事業の実施回数がい

ずれも月1回未満あるいは年12 回未満であるへき地医療拠点病院については、

その取組が向上されるよう、へき地保健医療対策に関する協議会の中でその在

り方等について検討すること

※へき地対策要綱に基づく事業。小規模なへき地医療拠点病院の機能を強化

するため、高度の機能を有する病院等医療機関とへき地医療拠点病院との間

に伝送装置を設置し、へき地医療拠点病院の診療活動等を援助するもの。

③医療機関の例

・へき地医療拠点病院

・特定機能病院

・地域医療支援病院
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・臨床研修病院

・救命救急センターを有する病院

④行政機関等によるへき地医療の支援【行政機関等の支援】
都道府県は、医療計画の策定に当たり、地域や地区の状況に応じて、医療資源を
有効に活用しながら都道府県の実情にあわせて、へき地医療支援機構の強化、へき
地医療を担う医師の動機付けとキャリアパスの構築Yへき地等の医療提供体制に対
する支援、へき地等の歯科医療体制及びへき地等の医療機関に従事する医療スタッ
フへの支援など行政機関等が担うへき地医療の支援策を明示する。
①都道府県

・医療計画の策定及びそれに基づく施策の実施

②へき地医療支援機構

・医療計画に基づく施策の実施

ア目標

・へき地保健医療政策の中心的機関として、へき地において継続的に医療サ
ービスを提供できるよう、関係機関の調整等を行うこと

イ関係機関に求められる事項

・へき地診療所から代診医派遣、医師派遣の要請があった場合の調整と、ヘ
き地医療拠点病院等への派遣要請を行うこと

・へき地医療に従事する医師を確保するためのドクタープール機能を持つこ
と

・へき地医療に従事する医師のキャリア形成支援を行うこと

・へき地における地域医療分析を行うこと

・専任担当官として地域医療に意識が高く、ある程度長く継続して努められ
る医師を配置し、へき地医療関連業務に専念できるような環境を整備するこ
と

・地域医療支援センターとのより緊密な連携や一体化を進め、へき地の医療
体制について、総合的な企画・調整を行うこと

第3 構築の具体的な手順

医療計画の策定に当たっては、患者や住民の視点に立った対象地域ごとの情報となる
よう、分かりやすく工夫する必要がある。

1 現状の把握

都道府県は、へき地の医療体制を構築するに当たって、(1)に示す項目を参考に、
対象地域の地区ごとに、医療資源及び医療連携等について、現状を把握する。
さらに、(2)に示す、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムご
とに分類された指標例により、数値で客観的に現状を把握する。
なお、(2)の各項目にっいて、参考として調査名を示しているが、その他必要に応
じて調査を追加されたい。

①医療資源・連携等に関する情報

・へき地医療支援機構からの支援策

・へき地医療拠点病院からの支援策

・最寄りへき地診療所

・当該地区の解消策とその時期

・当該時点の支援策と解消までの支援策(角科肖策)
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・類型(外海離島型、内海雛島型等の別)

・その他の問題点等

②指標による現状把握

別表8に掲げるような、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカ

ムごとに分類された指標例により、地域の医療提供体制の現状を客観的に把握し、

医療計画に記載する。その際、地域住民の健康状態やその改善に寄与すると考えら

れるサービスに関する指標(重点指標)、その他国が提供するデータや独自調査デ

ータ、データの解析等により入手可能な指標(参考指標)に留意して、把握するこ

と。

2 医療機能の明確化

(1)都道府県は、へき地医療体制を構築するに当たって、「第2 医療体制の構築に

必要な事項」を基に、前記「1 現状の把握」で収集した情報を分析し、対象地域
において、個々の医療機関や体制に求められる医療機能を明確にする。

(2)検討を行う際には、へき地医療支援機構の専任担当官、へき地医療拠点病院の代

表者、地域医師会・歯科医師会の代表者、関係市町村の実務者、大学医学部関係者、

地域住民の代表等により構成される「へき地保健医療対策に関する協議会」の意見

を聞き、その意見を十分踏まえつつ協議を行う。

3 連携の検言寸

(1)都道府県は、へき地の医療体制を構築するに当たって、保健指導、へき地診療及

びへき地診療の支援医療が互いに連携するよう、また、関係機関や医療機関の信頼

関係を醸成するよう配慮する。

また、関係機関、地域医師会等の関係者は、診療情報の共有、連携する施設・医

師等専門職種の情報の共有に努める。

②保健所は、吐也域保健法第4条第1項の規定に基づく地域保健対策の推進に関す

る基本的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計

画の作成及び推進における保健所の役割について」(平成19年7月20日付け健総

発第0720001号厚生労働省健康局総務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施

に向けて、地域医師会等と連携して関係機関の調整を行うなど、積極的な役割を果

たすこと。

③医療計画には、原則として、対象地区及び各機能を担う関係機関の名称を記載す

ることとする。

なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能

を担うこともあり得る。

4 課題の抽出

都道府県は、「第2 医療体制の構築に必要な事項」を踏まえ、「1 現状の把握」

で収集した情報や指標により把握した数値から明確となった現状について分析を行い、

へき地の医療体制の課題を抽出し、医療計画に記載する。

5 数値目標

都道府県は、良質かつ適切なへき地医療を提供する体制について、事後に定量的な

比較評価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、地域の実情
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に応じた目標項目やその数値目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画に記載
する。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本
方針第九に掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。
なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決する
ために必要な目標を設定することとする。

6 施策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、
「4 課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成するため
に行う施策について、医療計画に記載する。

7 評価

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すこ
とが重要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画の評価を
行う組織や時期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策の進捗状況の評価に
つぃては、 1年ごとに行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状把握に
用いた指標の状況にっいて、少なくとも6年(在宅医療その他必要な事項については
3年)ごとに調査、分析及び評価を行い、必要があるときは、都道府県はその医療計
画を変更することとする。

8 情報共有

各都道府県は、全国へき地医療支援機構等連絡会議において、へき地保健医療対策
について意見交換等を行うこととする。

9 公表

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況
を周知する必要がある。このため、指標による現状把握、目標項目、数値目標、施策
やその進捗状況、評価体制や評価結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよ
う努めるものとする。
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周産期とは妊娠22週から出生後7日未満のことをいい、周産期医療とは妊娠、分娩に

関わる母体・胎児管理と出生後の新生児管理を主に対象とする医療のことをいう。これま

で地域における総合的な周産期医療体制を整備し、安心して子どもを生み育てることがで

きる環境づくりの推進を図ってきたところであり、これらの達成目標は「健やか親子21」

(平成 12年)や「子ども・子育てビジョン」(平成22年)にも目標値として盛り込まれ

ている。また、「少子化社会対策大綱」(平成27年)、「ニッポンー億総活躍プラン」(平成

28年)でも継続して周産期医療体制の充実に取り組んでいる。

これまで、周産期医療体制の整備として、具体的には、「周産期医療体制整備指針」(平

成22年1月26日付け医政発0126第1号厚生労働省医政局長通知の別添2。以下「周産

期整備指針」という。)に基づき、総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療セ

ンター及び搬送体制の整備等を行い、地域の実情に応じて、母体・胎児におけるりスクの

高い妊娠に対する医療及び高度な新生児医療等の周産期医療を推進してきたところである。

周産期医療体制の整備においては、施設の整備と同時に、周産期医療を担う医師、特に分

娩を取り扱う医師及び新生児医療を担当する医師や助産師、看護師等の確保が重要である。

都道府県はこれまで、医療計画の中では周産期医療体制に関する基本的な内容を記載し、

周産期整備指針に基づく周産期医療体制整備計画において周産期医療体制の個別具体的な

内容を定めてきているが、平成27年度から開催された「周産期医療体制の在り方に関す

る検討会」、平成28年度の「医療計画の見直し等に関する検討会」にて、周産期医療体制

の整備に関しては、災害、救急等の他事業、精神疾患等の他疾患の診療体制との一層の連

携強化が指摘されたこと等を受けて、周産期医療体制整備計画と医療計画(周産期)のー

体化により、両計画の整合性をはかり、他事業との連携強化について議論がなされた。

本指針では、周産期の医療体制を構築するに当たり、「第1 周産期医療の現状」で周

産期医療をとりまく状況がどのようなものであるのかを概観し、次に「第2 医療体制の

構築に必要な事項」で周産期整備指針及び今回の検討会での議論を踏まえた都道府県の構
築すべき医療体制について示している。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 構築の具体的な手順」に則して、地域の現

状を把握・分析し、また分娩のりスクに応じて必要となる医療機能を理解した上で、地域

の実情に応じて圏域を設定し、その圏域ごとの医療機関とさらにそれらの医療機関相互の

連携の検討を行い、最終的には都道府県全体で評価まで行えるようにする。

周産期医療体制は、充実した周産期医療に対する需要の増加に対応するため、都道府県

において、地域の実情に応じ、保健医療関係機関・団体の合意に基づきその基本的方向を

定めた上で、周産期に係る保健医療の総合的なサービスを提供するものとして整備される

必要がある。厚生労働省において周産期医療対策事業の充実を図るとともに、都道府県に

おいて、医療関係者等の協力の下に、限られた資源を有効に生かしながら、将来を見据え

た周産期医療体制の整備を図ることにより、地域における周産期医療の適切な提供を図る

ものである。

周産期医療の体制構築に係る指針

第1
1

周産期医療の現状

周産期医療をとりまく状況

わが国における周産期医療の受療動向は、およそ以下のとおりとなっている。
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①分娩件数及び出生の場所1

分娩件数は、平成17年に約 108万件であったが、平成27年には約102万件と約
6%減少している。

出生場所は、昭和25年には「自宅・その他」で95.4%が出生していたが、昭和
45年には 3.9%となり、代わりに「病院・診療所」が 85.4%、「助産所」が 10.6%
と増えている。

さらに平成27年には「自宅、その他」は0.1%となり、「病院・診療所」が
羽.2%、「助産所」が 0.フ%と推移している。

②出生年齢の推移1

全出生中の 35歳以上の割合は、昭和 25年に 15.6%(36.5 万人)であったが、
昭和妬年に 4.フ%四.1 万人)、平成27年に 28.1%(28.2 万人)と推移している。
また、第1子出生時の平均年齢の年次推移は、昭和25年に24.4歳であったが、昭
和 45年には 25.6歳、平成 12年は 28.0歳、平成 17年は29.1歳、平成27年には
30.7歳と一貫して上昇力珠佳続している。

③複産の割合1

全分娩件数中の複産の割合は、平成 12年に 1.0%、平成 17年に 1.2%、平成22
年に 1.0%と推移している。

④周産期死亡率及び死産率1

周産期死亡率(出産 1,000 対)は、昭和 55年に 20.2、平成 12年に 5.8、平成
17年に 4.8、平成 27年に 3.6 と減少している。

妊娠満22週以後の死産率(出産 1000対)は、昭和 55年に 16.4、平成 12年に
4.5、平成 17年に 3.8、平成 27年に 3.0 と減少している。
⑤帝王切開術の割合2

分娩における帝王切開術の割合は、平成2年に一般病院でH.2%、一般診療所
で8.3%、全分娩に対しては9.8%であったが、平成26年にはそれぞれ24.8%、
13.6%、 19.5%と大幅に上昇している。

⑥低出生体重児1

低出生体重児(2,500 グラム未満)の出生割合は、平成2年に6.3%、平成12年
に8.6%、平成22年に9.6%と増加している。その後は横ばいであり、平成27年
は9.5%である。また、超低出生体重児(1,000 グラム未満)についても、平成2
年に 0.19%、平成 12年に 0.24%、平成 22年に 0.30%、平成 27年は 0.31 と同様
の傾向である。

⑦早産児1

早産児(在胎期間37週未満)の出生割合は、平成2年に4.5%、平成12年に
5.4%、平成 17年に 5.フ%、平成27年は 5.6%であり、平成 17年以降は横ぱいで
ある。

⑧新生児死亡率1

新生児死亡率(出生 1000対)は、平成2年に2.6、平成 12年に 1.8、平成22年
に 1.1、平成 27年に 0.9 と減少している。

⑨妊産婦死亡率1

厚生労働省「人口動態統計(確定数)」(平成27年)
厚生労働省「医療施設調査」(平成26年)
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妊産婦死亡率(出産 10万対)は、平成 12年の 6.3 が、平成22年に 4.1、平成

27年に 3.8 となっている。

(10)産後うつ病の発生率

産後うつ病の発生率は、平成 13年の 13.4%が、平成21年に 10.3%、平成25年

に 9.0%となっている3。

2 周産期医療の提供体制

①周産期医療の提供体制

①施設分娩のうち、診療所と病院での出生がそれぞれ45.5%、 53.フ%を担い、

助産所での出生は 0.フ%を担っている 1。分娩取扱施設(病院、診療所)の数は、

平成8年には病院 1,720施設、診療所2,271施設であったが、平成26年は病院

1,041施設、診療所 1,243施設と、 20年以上一貫して減少が続いている 2。

分娩取扱診療所の平均常勤産婦人科医師数の推移は1.5人(平成20年)から

1.7 人(平成 26年)と、 1~2名の医師による診療体制には大きな変化はなく、

全分娩の45.5%をこのような有床診療所が担っている。一方、分娩取扱病院の

平均常勤産婦人科医数は4.3人(平成20年)から 6.0人(平成26人)2と増加傾向

であり、分娩取扱病院においては、勤務環境の整備や分娩体制の維持等のために

一定程度の集約化が進んでいると考えられる。また、平成15年には新生児集中

治療室(以下「NICU」という。)をもつ施設のうち、 1施設当たりの病床が6床

以下の施設数が最も多かった(日本周産期・新生児医学会調査)が、平成26年

は6床以下の施設は29%(医政局地域医療計画課調査)と施設の規模も拡大傾

向にある。

このように、わが国の周産期医療提供体制は、比較的小規模な多数の分娩施設

が分散的に分娩を担うという特徴を有しているものの、近年は分娩取扱病院につ

いては重点化、集約化が徐々に進んでいる。

② NICUの病床数は、平成 14年に 265施設、 2,122床であったが、平成26年に

330施設、 3,052床となっている。また、母体・胎児集中治療室(以下「MFICU」

という。)は平成8年より設置が開始され、平成 14年に42施設、 381床であっ

たが、平成26年に 110施設、 715床と増加している 2。

③このような状況の中で、これまで周産期医療に係る人的・物的資源を充実し、

高度な医療を適切に供給する体制を整備するため、各都道府県において、総合周

産期母子医療センター、地域周産期母子医療センター及び搬送体制等に関する周

産期医療体制の整備が進められてきたところである。

④「小児科・産科における医療資源の集約化・重点化の推進について」(平成17

年12月22日付け医政発第 1222007 号・雇児発第 1222007 号・総財経第422 号・

17文科高第642号厚生労働省医政局長・厚生労働省雇用均等・児童家庭局長・

総務省自治財政局長・文部科学省高等教育局長連名通知。以下「集約化推進通知」

という。)において、小児科・産科の医師偏在問題については、医療資源の集約

化・重点化の推進が当面の最も有効な方策であることを示した。

3 厚生労働科学研究「健やか親子21」の最終評価・課題分析及び次期国民健康運動の推進に関する研究」

(主任研究者山縣然太朗)(平成25年)
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⑤続いて「周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会報告書」(平成21
年3月)を受け、周産期医療対策事業の実施要綱に基づく周産期整備指針の見直
しを行うため、平成22年1月に「周産期医療の確保について」(平成22年1月
26日付け医政発0126第1号厚生労働省医政局長通失のを発出した。

⑥さらに「周産期医療体制のあり方に関する検討会」を平成 27年度から開催し、
平成23年度以降の周産期を取り巻く様々な課題についての議論を行い、周産期
医療体制の新たな方針を示した。

②産婦人科医の実態

平成12年から平成26年までの間に医療施設に従事する医師総数が約5.4万人
(22%)増加した一方、産婦人科医師数(産婦人科医、産科医及び婦人科医)は、
平成 12年の 12,870 人が、平成 22年に 12,369 人、平成 26年は 12,888 人と 18 人
(0.1%)の増加である4。分娩取扱施設の常勤産婦人科医師数は、平成20年は7,390
人、平成27年は8,576人で増加傾向となっている。

③新生児医療を担当する医師の実態

新生児医療を担当する小児科医等は、平成 12年に2,640人、平成22年に 3,173
人と増加傾向であったが、平成26年は3,289人と、 NICU病床数に比して増加が緩
徐である5。

④助産師の実態

助産師数は平成8年には約2.4万人であったが、平成26年には3.4万人まで増
加している 6。

助産所の数(助産所の開設者、である助産師数)は、平成8年に947施設であった
ものが、平成18年に683施設まで減少したが、平成26年に902施設まで回復して

メいる。しかし、分娩取扱助産所数は、平成23年には474施設であったが平成27年
には408施設と漸減している6。一方、院内助産所数及び助産師外来は、平成23年
にはそれぞれ160、 894であったが、平成26年にはそれぞれ166、 947 と増加傾向
である 2

L

第2 医療体制の構築に必要な事項

1 都道府県における周産期医療体制の整備
①周産期医療に関する協議会

①周産期医療に関する協議会の設置

都道府県は、周産期医療体制の整備に関する協議を行うため、周産期整備指針
に規定していた周産期医療協議会を継続させる等により、周産期医療の提供体制
を整備・推進する上で重要な関係を有する者を構成員として、周産期医療に関す
る協議会を設置するものとする。周産期医療体制を整備・推進する上で重要な関
係を有する者とは、例えば、保健医療関係機関・団体の代表、中核となる周産期
母子医療センターや地域の一次医療施設等の医師・助産師等看護職及びその他の

医療従事者、医育機関関係者、消防関係者、学識経験者、都道府県・市町村の代
表等のことをいうものであり、地域の実情に応じて選定する。

②協議事項
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周産期医療に関する協議会は、次に掲げる事項について、必要に応じて年に複

数回、協議を行うものとする。またその内容について、都道府県は住民に対して

情報提供を行うものとする。なお、周産期搬送、精神疾患を含む合併症を有する

母体や新生児の受入れ、災害対策など、.他事業・疾患との連携を要する事項につ

いては、周産期医療に関する協議会と、メディカルコントロール協議会、消防防

災主管部局等の関連団体や各事業の行政担当者と連携し、地域の実情に応じて、

実施に関する基準等を協議するものとする。

ア周産期医療体制に係る調査分析に関する事項
イ医療計画(周産期医療)の策定に関する事項(第6次医療計画までの周産期

医療体制整備計画の内容を含む。)

ウ母体及び新生児の搬送及び受入れ(県域を越えた搬送及び受入れを含む。)、

母体や新生児の死亡や重篤な症例に関する事項

工総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センターに関する事項

オ周産期医療情報センター(周産期救急情報システムを含む。)に関する事項

力搬送コーディネーターに関する事項

キ他事業との連携を要する事項(救急医療、災害医療、精神疾患等の周産期に

合併する疾患に関する医療等)

ク地域周産期医療関連施設等の周産期医療関係者に対する研修に関する事項

ケその他、特に検討を要する事例や周産期医療体制の整備に関し必要な事項

③都道府県医療審議会等との連携

周産期医療に関する協議会については、医療法第71条の2第1項に規定する

都道府県医療審議会又は同法第30条の23第1項に規定する地域医療対策協議会

の作業部会として位置付けるなど、都道府県医療審議会及び地域医療対策協議会

と密接な連携を図るものとする。

(2)総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センター

①指定及び認定

都道府県は、 2の(2)の③に定める機能、診療科目、設備等を有する医療施設

を総合周産期母子医療センターとして指定するものとする。また、都道府県は、

2の②の②に定める機能、診療科目、設備等を有する医療施設を地域周産期母

子医療センターとして認定するものとする。

②支援及び指導

総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センターは、本指針の定

める機能、診療科目、設備等を満たさなくなった場合は、その旨を速やかに都道

府県に報告するものとし、当該報告を受けた都道府県は、'当該医療施設に対して

適切な支援及び指導を行うものとする。

③指定及び認定の取消し

イに定める都道府県による支援及び指導が実施された後も総合周産期母子医療

センター又は地域周産期母子医療センターが改善しない場合は、都道府県は、当

該医療施設の総合周産期母子医療センターの指定又は地域周産期母子医療センタ

ーの認定を取り消すことができるものとする。

(3)周産期医療情報センター

①周産期医療情報センターの設置

都道府県は、総合周産期母子医療センター等に周産期医療情報センターを設置

するものとする。
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②周産期救急情報システムの運営

ア周産期医療情報センターは、総合周産期母子医療センター、地域周産期母子
医療センター及び助産所を含む一次医療施設や地域周産期医療関連施設等と通
信回線等を接続し、周産期救急情報システムを運営するものとする。

イ周産期医療情報センターは、次に掲げる清報を収集し、関係者に提供するも
のとする。

(ア)周産期医療に関する診療科別医師の存否及び勤務状況
(イ)病床の空床状況

(ウ)手術、検査及び処置の可否

(エ)重症例の受入可能状況

(オ)救急搬送に同行する医師の存否

(カ)その他地域の周産期医療の提供に関し必要な事項

ウ情報収集・提供の方法

周産期医療情報センターは、電話、勲X、コンピューター等適切な方法によ
り情報を収集し、関係者に提供するものとする。

工救急医療情報システムとの連携

周産期救急情報システムについては、救急医療情報システムとの一体的運用
や相互の情報参照等により、救急医療情報システムと連携を図るものとする。
また、周産期救急情報システムと救急医療情報システムを連携させることによ
り、総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療センターその他の地域
周産期医療関連施設、救命救急センター、消防機関等が情報を共有.できる体制
を整備することが望ましい。また、災害時等、通信手段が限られた場合の周産
期救急情報システムの運用についても平時より関係者に周知すること。

(4)搬送コーディネーター

都道府県は、周産期医療情報センター、救急医療情報センター等に、次に掲げる
業務を行う搬送コーディネーターを配置することが望ましい。

①医療施設又は消防機関から、母体又は新生児の受入医療施設の調整の要請を受
け、受入医療施設の選定、確認及び回答を行うこと。

②医療施設から情報を積極的に収集し、情報を更新するなど、周産期救急情報シ
ステムの活用推進に努めること。

③必要に応じて、住民に医療施設の情報提供を行うこと。

④その他母体及び新生児の搬送及び受入れに関し必要な業務を行うこと。
⑤周産期における災害対策

これまでの震災の研究や検討から、現状の災害医療体制では小児・周産期医療に
関して準備不足であることが指摘された。また、周産期医療については平時から独
自のネットワークが形成されていることが多く、災害時にも既存のネットワークを
活用する必要性が指摘された7。そのため、都道府県は災害対策本部等に災害医療
コーディネーターのサポートとして、小児・周産期医療に特化した調整役である
「災害時小児周産期りエゾン」を配置すること。また、災害時小児周産期りエゾン
に認定された者は、各都道府県において平時からの訓練や災害時の活動を通じて、
地域のネットワークを災害時に有効に活用する仕組みを構築すること。なお、訓練
の実施にあたっては、周産期母子医療センターをはじめ、地域の一次医療施設を含

7 厚生労働省「周産期医療体制のあり方に関する検討会意見のとりまとめ」(平成28年度)
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めて地域全体で行うこと。

⑥周産期医療関係者に対する研修

都道府県は、地域周産期医療関連施設等の医師、助産師、看護師、搬送コーディ

ネーター、NICU入院児支援コーディネーター等に対し、地域の保健医療関係機

関・団体等と連携し、総合周産期母子医療センター等において、必要な専門的・基

礎的知識及び技術を習得させ、また地域における母子保健や福祉等の体制について

の理解を深めるため、到達目標を定め、研修を行うものとする。

①到達目標の例

ア周産期医療に必要とされる基本的な知識及び技術の習得

イ緊急を要する母体及び新生児に対する的確な判断力及び高度な技術の習得

ウ MCU等高次医療施設を退院後、地域で医療的なケアを要する児や家族のた

めの環境整備や地域連携のために必要な手続き等に関する基礎的な知識の習得

②研修内容の例

ア産科

(ア)胎児及び母体の状況の適切な把握と迅速な対応

(イ)産科ショックとその対策

(ウ)妊産婦死亡とその防止対策

(エ)帝王切開の問題点

イ新生児医療

(ア)ハイリスク新生児の医療提供体制

(イ)新生児関連統計・疫学データ

(ウ)新生児搬送の適応

(エ)新生児蕪生法

(オ)ハイリスク新生児の迅速な診断

(カ)新生児管理の実際

(キ)退院後の保健指導、フォローアップ実施方法等

ウその他

(ア)救急患者の緊急度の判断、救急,患者の搬送及び受入ルール等

(イ)他の診療科との合同の症例検討会等

(ウ)地域の福祉施設、療育支援施設との連携会議等

2 医療機関とその連携

①目指すべき方向

前記「第1 周産期医療の現状」を踏まえ、個々の医療機能、それを満たす医療

機関、さらにそれら医療機関相互の連携により、対応する分娩のりスクに応じた医

療が提供される体制を構築する。

構築に当たっては、医療機関間の連携、近隣都道府県等との連携(広域搬送・相

互支援体制の構築等、県域を越えた母体及び新生児の搬送及び受入れが円滑に行わ

れるための措置)、輸血の確保仕也域の関係機関との連携を図り、血奬製剤や赤血

球製剤等の輸血用血液製剤が緊急時の大量使用の場合も含め安定的に供給されるよ

う努める)等を推進するとともに、これまでのハイリスク分娩等に対する取組以外

にも、正常分娩等に対する,安全な医療を提供するための体制の確保や、周産期医療

関連施設を退院した障害児等が生活の場で療養・療育できる体制の確保についても

取り組むこととする。
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①正常分娩等に対し安全な医療を提供するための、周産期医療関連施設間の連携
ア正常分娩ψスクの低い帝王切開術を含む。)や妊婦健診等を含めた分娩前
後の診療を安全に実施可能な体制

イハイリスク分娩や急変時には地域周産期母子医療センター等へ迅速に搬送が
可能な体制

②周産期の救急対応が24時間可能な体制
総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療センター及びそれに準ずる
施設を中心とした周産期医療体制による、24時間対応可能な周産期の救急対応
③新生児医療の提供が可能な体制

新生児搬送体制やNICU、新生児回復期治療室(以下「GCU」という。)の整備
を含めた新生児医療の提供が可能な体制。低出生体重児の割合の増加や長期入院
等により病床が不足する傾向にあることから、都道府県は出生1万人対25床か
ら30床を目標として、その配置も含め地域の実情に応じて整備を進めるものと
する。特に、安定した地域周産期医療提供体制の構築のためには新生児医療を担
ら医師の確保、充足が重要であることから、周産期母子医療センター等の地域新
生児医療を担う施設における新生児医療を担当する医師の充足状況を把握した上
で、医師の確保のために必要な方策を検討し、明示すること

④ NICUに入室している新生児の療養・療育支援が可能な体制
周産期医療関連施設を退院した障害児等が生活の場で療養・療育できるよう、
医療、保健及び福祉サービスが相互に連携した支援

②各医療機能と連携

前記「(1)目指すべき方向」を踏まえ、周産期医療体制に求められる医療機能を
下記①から④に示す。

都道府県は、各医療機能の内容帽標、医療機関等に求められる事項等)について、
地域の実情に応じて柔軟に設定する。

①正常分娩等を扱う機能細常の生活・保健指導及び新生児の医療の相談を含
む。)【正常分娩】

ア目標

・正常分娩に対応.すること

・妊婦健診等を含めた分娩前後の診療を行うこと

・周産期母子医療センター及びそれに準ずる施設など他の医療機関との連携
により、りスクの低い帝王切開術に対応すること

イ医療機関に求められる事項

・産科に必要とされる検査、診断、治療が実施可能であること

・正常分娩を安全に実施可能であること

・他の医療機関との連携により、合併症や、帝王切開術その他の手術に適切
に対応できること

・妊産婦のメンタルヘルスに対応可能であること

・緊急旧寺の搬送にあたっては、周産期救急情報システム等を活用し、病態や
緊急度に応じて適切な医療機関を選定すること。また平時から近隣の高次施
設との連携体制を構築すること

ウ医療機関の例

・産科又は産婦人科を標袴する病院又は診療所

・連携病院(集約化推進通知に規定されるもの)
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・助産所

②周産期に係る比較的高度な医療行為を行うことができる機能【地域周産期母子

医療センター】

ア目標

・周産期に係る比較的高度な医療行為を実施すること

・ 24時間体制での周産期救急医療(緊急帝王切開術、その他の緊急手術を

含む。)に対応すること

イ医療機関に求められる事項

(ア)機能

a 地域周産期母子医療センターは、産科及び小児科(新生児診療を担当す

るもの)等を備え、周産期に係る比較的高度な医療行為を行うことができ

る医療施設を都道府県が認定するものである。ただし、NICUを備える小

児専門病院等であって、都道府県が適当と認める医療施設については、産

科を備えていないものであっても、地域周産期母子医療センターとして認

定することができるものとする。

b 地域周産期母子医療センターは、地域周産期医療関連施設等からの救急

搬送や総合周産期母子医療センターその他の地域周産期医療関連施設等と

の連携を図るものとする。

0 都道府県は、各地域周産期母子医療センターにおいて設定された提供可

能な新生児医療の水準について、医療計画に明記するなどにより、関係者

及び住民に情報提供するものとする。

(イ)整備内容

a 施設数

地域周産期母子医療センターは、総合周産期母子医療センターーか所に

対して数か所の割合で整備するものとし、ーつ又は複数の二次医療圏にー

か所又は必要に応じそれ以上整備することが望ましい。

b 診療科目

地域周産期母子医療センターは、産科及び小児科(新生児医療を担当す

るもの)を有するものとし、麻酔科及びその他関連診療科を有することが

望ましい。ただし、 NICUを備える小児専門病院等であって、都道府県が

適当と認める医療施設については、産科を有していなくても差し支えない

ものとする。

C 設備

地域周産期母子医療センターは、次に掲げる設備を備えるものとする。

(a)産科を有する場合は、次に掲げる設備を備えることが望ましい。

i 緊急帝王切開術等の実施に必要な医療機器

五分娩監視装置

血超音波診断装置(カラードップラー機能を有するものに限る。)

iV 微量輸液装置

V その他産科医療に必要な設備

(b)小児科等には新生児病室を有し、次に掲げる設備を備えるNICUを設

けることが望ましい。

i 新生児用呼吸循環監視装置

五新生児用人工換気装置
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(ウ)職員

地域周産期母子医療センターは、次に掲げる職員を配置することが望まし
し、

a 小児科(新生児医療を担当するもの)については、24時間体制を確保
するために必要な職員

b 産科を有する場合は、帝王切開術が必要な場合に迅速(おおむね30分

以内)に手術への対応が可能となるような医師(麻酔科医を含む。)及び
その他の各種職員

C 新生児病室については、次に掲げる職員

(a) 24時間体制で病院内に小児科を担当する医師が勤務していること

(b)各地域周産期母子医療センターにおいて設定した水準の新生児医療を
提供するために必要な看護師が適当数勤務していること

(C)臨床心理士等の臨床心理技術者を配置すること

(d) MCUを有する場合は入院児支援コーディネーターを配置することが

望ましい

(エ)連携機能

地域周産期母子医療センターは、総合周産期母子医療センターから、の戻り

搬送の受入れ、オープンシステム・セミオープンシステム等の活用、合同症
例検討会等の開催等により、総合周産期母子医療センターその他の地域周産
期医療関連施設等と連携を図るものとする。

ウ医療機関の例

・地域周産期母子医療センター(集約化推進通知に規定される連携強化病院
を含む。)

③母体又は児におけるりスクの高い妊娠に対する医療及び高度な新生児医療等の
周産期医療を行うことができる機能Ⅱ念合周産期母子医療センター】
ア目標

・合併症妊娠、胎児・新生児異常等母体又は児にりスクの高い妊娠に対する

医療、高度な新生児医療等を行うことができるとともに、必要に応じて当該
施設の関係診療科又は他の施設と連携し、産科合併症以外の合併症を有する

母体に対応すること

・周産期医療体制の中核として地域周産期医療関連施設等との連携を図るこ

と

イ医療機関に求められる事項

(ア)機能

a 総合周産期母子医療センターは、相当規模のMNCUを含む産科病棟及び

MCUを含む新生児病棟を備え、常時の母体及び新生児搬送受入体制を有
し、合併症妊娠(重症妊娠高血圧症候群、切迫早産等)、胎児・新生児異
(超低出生体重児、先天異常児等)等母体又は児におけるりスクの高い

妊娠に対する医療、高度な新生児医療等の周産期医療を行うことができる

とともに、必要に応じて当該施設の関係診療科又は他の施設と連携し、脳

血管疾患、心疾患、敗血症、外傷、精神疾患等を有する母体に対応するこ

とができる医療施設を都道府県が指定するものである。
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b 総合周産期母子医療センターは、地域周産期医療関連施設等からの救急

搬送を受け入れるなど、周産期医療体制の中核として地域周産期母子医療

センターその他の地域周産期医療関連施設等との連携を図るものとする。
(イ)整備内容

a 施設数

総合周産期母子医療センターは、原則として、三次医療圏にーか所整備

するものとする。ただし、都道府県の面積、人口、地勢、交通事情、周産

期受療状況及び地域周産期医療関連施設の所在等を考慮し、三次医療圏に

複数設置することができるものとする。なお、三次医療圏に総合周産期母

子医療センターを複数設置する場合は、周産期医療情報センター等に母体

搬送及び新生児搬送の調整等を行う搬送コーディネーターを配置する等に

より、母体及び新生児の円滑な搬送及び受入れに留意するものとする。
b 診療科目

総合周産期母子医療センターは、産科及び新生児医療を専門とする小児

科(MncU及びNICUを有するものに限る。)、麻酔科その他の関係診療科

を有するものとする。

C 関係診療科との連携

総合周産期母子医療センターは、当該施設の関係診療科と日頃から緊密
な連携を図るものとする。

総合周産期母子医療センターを設置する医療施設が救命救急センターを

設置している場合又は救命救急センターと同等の機能を有する場合(救急

科、脳神経外科、心臓血管外科又は循環器内科、放射線科、内科、外科等

を有することをいう。)は、都道府県は、その旨を医療計画に記載し、関

係者及び住民に情報提供するものとする。また、総合周産期母子医療セン

ターを設置する医療施設が救命救急センターを設置していない場合又は救

命救急センターと同等の機能を有していない場合は、都道府県は、当該施

設で対応できない母体及び新生児の疾患並びに当該疾患について連携して

対応する協力医療施設を医療計画に記載し、関係者及び住民に情報提供す

るものとする。

また、総合周産期母子医療センターを設置する医療施設においては、当

該施設が精神科を有し施設内連携が図られている場合はその旨、有さない

場合は連携して対応する協力医療施設を医療計画に記載し、精神疾患を合

併する妊産婦についても対応可能な体制を整え、関係者および住民に情報

提供するものとする。

d 設備等

総合周産期母子医療センターは、次に掲げる設備等を備えるものとする。
(a) Mncu

MFICU には、次に掲げる設備を備えるものとする。なお、 MFICU は、

必要に応じ個室とするものとする。

i 分娩監視装置

註呼吸循環監視装置

道超音波診断装置(カラードップラー機能を有するものに限る。)

加その他母体・胎児集中治療に必要な設備

(b) NICU
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MCUには、次に掲げる装置を備えるものとする。

i 新生児用呼吸循環監視装置

註新生児用人工換気装置

通超音波診断装置(カラードップラー機能を有するものに限る。)
釣新生児搬送用保育器

V その他新生児集中治療に必要な設備

(C) GCU

GCUには、 NICUから退出した児並びに輸液、酸素投与等の処置及び心
拍呼吸監視装置の使用を必要とする新生児の治療に必要な設備を備える
ものとする。

④新生児と家族の愛着形成を支援するための設備

新生児と家族の愛着形成を支援するため、長期間入院する新生児を家
族が安心して見守れるよう、 NICU、 GCU等への入室面会及び母乳保育を
行うための設備、家族宿泊施設等を備えることが望ましい。

(e)ドクターカー

医師の監視の下に母体又は新生児を搬送するために必要な患者監視装
置、人工呼吸器等の医療機器を搭載した周産期医療に利用し得るドクタ
ーカーを必要に応じ整備するものとする。

①検査機能

血液一般検査、血液凝固系検査、生化学一般検査、血液ガス検査、輸
血用検査、エックス線検査、超音波診断装置(カラードップラー機能を
有するものに限る。)による検査及び分娩監視装置による連続的な監視
が常時可能であるものとする。

(ウ)病床数
a MFICU及びNICUの病床数は、当該施設の過去の患者受入実績やカバー
する医療圏の人口等に応じ、総合周産期母子医療センターとしての医療の
質を確保するために適切な病床数とすることを基本とする。施設当たりの
MncU病床数は6床以上、 NICUの病床数は9床以上(12床以上とするこ

とが望ましい。)とする。ただし、三次医療圏の人口が概ね100万人以下
の地域に設置されている場合にあっては、当分の間、MHCUの病床数は3
床以上、 NICUの病床数は6床以上で差し支えないものとする。

なお、両室の病床数については、以下のとおり取り扱うものとする。
(a) MFICUの病床数は、これと同等の機能を有する陣痛室の病床を含めて
算定して差し支えない。ただし、この場合においては、陣痛室以外の
MFICUの病床数は6床を下回ることができない。

(b) NICUの病床数は、新生児用人工換気装置を有する病床について算定
するものとする。

b MHCUの後方病室(一般産科病床等)は、 MHCUの2倍以上の病床数を
有することが望ましい。

C GCUは、 NICUの2倍以上の病床数を有することが望ましい。

(エ)職員

総合周産期母子医療センターは、次に掲げる職員をはじめとして適切な勤
務体制を維持する上で必要な数の職員の確保に努めるものとする。なお、総
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合周産期母子医療センターが必要な数の職員を確保できない場合には、都道

府県は、当該医療施設に対する適切な支援及び指導を行うものとする。
a MFICU

甸 24時間体制で産科を担当する複数(病床数が6床以下であって別途

オンコールによる対応ができる者が確保されている場合にあっては1名)

の医師が勤務していること。

(b) MNCUの全病床を通じて常時3床に1名の助産師又は看護師が勤務し

ていること。

b NICU

(ω 24時間体制で新生児医療を担当する医師が勤務していること。なお、

NICUの病床数が16床以上である場合は、24時間体制で新生児医療を担

当する複数の医師が勤務していることが望ましい。

(b)常時3床に1名の看護師が勤務していること。

(C)臨床心理士等の臨床心理技術者を配置すること。
C GCU

常時6床に1名の看護師が勤務していること。

d 分娩室

原則として、助産師及び看護師が病棟とは独立して勤務していること。

ただし、 MncUの勤務を兼ねることは差し支えない。

e 麻酔科医

麻酔科医を配置すること。

f NICU入院児支援コーディネーター

NICU、 GCU等に長期入院している児童について、その状態に応じた望ま

しい療育・療養環境への円滑な移行を図るため、新生児医療、地域の医療

施設、訪問看護ステーション、療育施設・福祉施設、在宅医療・福祉サー

ビス等に精通した看護師、社会福祉士等を次に掲げる業務を行うNICU入

院児支援コーディネーターとして配置することが望ましい。

(a) NICU、GCU等の長期入院児の状況把握

(b)望ましい移行先(他医療施設、療育施設・福祉施設、在宅等)との連

携及び調整

(0)在宅等への移行に際する個々の家族の二ーズに合わせた支援プログラ

ムの作成並びに医療的・福祉的環境の調整及び支援

(d)その他望ましい療育・療養環境への移行に必要な事項

(オ)連携機能

総合周産期母子医療センターは、オープンシステム・セミオープンシステ

ム等の活用、救急搬送の受入れ、合同症例検討会の開催等により、地域周産

期母子医療センターその他の地域で分娩を取り扱う全ての周産期医療関連施

設等と連携を図るものとする。

(カ)災害対策

総合周産期母子医療センターは、災害時を見据えて業務継続計画を策定す

ること。また、自都道府県のみならず近隣都道府県の被災時においても、災

害時小児周産期りエゾン等を介して物資や人員の支援を積極的に担うこと。
ウ医療機関の例

・総合周産期母子医療センター
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④周産期医療関連施設を退院した障害児等が生活の場(施設を含む)で療養・療
育できるよう支援する機能【療養・療育支援】
ア目標

・周産期医療関連施設を退院した障害児等が生活の場(施設を含む。)で療
養・療育できる体制を提供すること(地域の保健・福祉との連携等)
.在宅において療養・療育を行っている児の家族に対する支援を実施するこ
と

イ医療機関等に求められる事項

・周産期医療関連施設等と連携し、人工呼吸器の管理が必要な児や、気管切
開等のある児の受入れが可能であること

・児の急変時に備え、救急対応可能な病院等との連携が図れていること
.訪問看護ステーション、薬局、福祉サービス事業者及び自治体等との連携
により、医療、保健、福祉サービス及びレスパイト入院の受入れ等を調整し、
地域で適切に療養・療育できる体制を提供すること

・地域又は総合周産期母子医療センター等の周産期医療関連施設等と連携し、
療養・療育が必要な児の情報(診療情報や治療計画等)を共有していること
・医療型障害児入所施設等の自宅以外の場においても、障害児の適切な療
養・療育を支援すること

・家族に対する精神的サポート等の支援を実施すること
ウ医療機関等の例

・小児科を標袴する病院又は診療所

・在宅医療を行っている診療所

・訪問看護ステーション

・医療型障害児入所施設

・日中一時支援施設

第3 構築の具体的な手順

1 現状の把握

都道府県は、周産期医療の体制を構築するに当たって、(1)及び(2)に示す項目を参
考に>患者動向、医療資源及び医療連携等について、現状を把握する。
さらに、(3)に示す、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムご
とに分類された指標例により、数値で客観的に現状を把握する。
なお、(1)~(3)の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他必要
に応じて調査を追加されたい。

(1)患者動向に関する清報

・出生率(人口動態統計)

・合計特殊出生率(人口動態統計)

・分娩数(帝王切開件数を含む。)(医療施設調査)、正常分娩数
・死産率(人口動態統計)

・低出生体重児出生率(人口動態統計)

・新生児、乳児、乳幼児の死亡率(人口動態統計)
・周産期死亡率(人口動態統計)

・ NICU入室児数(医療施設調査)

・ハイリスク新生児の発育発達予後
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・周産期関連疾患患者数と発生率

・妊産婦死亡数、主な死亡の原因(人口動態統計)

・産後訪問指導を受けた割合(地域保健・健康増進事業報告)

・重症心身障害児の数、身体障害者手帳交付数(18歳未満)(福祉行政報告例)

・小児在宅人工呼吸器患者数

・療養療育施設入所児童数

②医療資源・連携等に関する情報

①救急搬送

・母体搬送、新生児搬送等の救急搬送件数及び受入状況

・搬送先医療機関

・周産期救急情報システム等の活用状況

・救急要請から医療機関収容までに要した時間

・搬送先医療機関の選定において問い合わせた周産期医療関連施設数

・ドクターカー及びドクターへりの活用状況

・周産期救急情報システム及び救急医療情報システムの活用状況

・搬送コーディネーターの活動状況及び勤務態勢

②医療機関等

ア正常分娩に対応する病院・診療所

(ア)分娩数等の診療内容及び診療体制等

・産科医及び産婦人科医の数

・助産師数等

(イ)対応可能な分娩

・母体、胎児の条件等

(ウ)医療連携の状況

・りスクの低い帝王切開術に対応するための連携状況

・オープンシステムへの参加状況

・医療機器共同利用の状況

・他の医療機関との診療情報や治療計画の共有の状況等

イ分娩を取り扱う助産所(院内助産所を含む。)

・分娩数等の診療内容及び診療体制等(助産師数)

・対応可能な分娩(母体、胎児の条件等)

・医療連携の状況(嘱託医、嘱託医療機関及びその他の周産期医療機関との

連携状況、周産期医療情報システムへの参加等)

ウ周産期医療機関(周産期母子医療センター等)

(ア)所在地、診療科目、病床数

(イ)設備

・ MFICU、 NICU、 GICUの病床数、稼働率

・ドクターカーなど新生児搬送用救急車の配備状況等

(ウ)分娩数等の診療内容及び診療体制等

・分娩数

・対応可能な分娩(母体、胎児の条件等)

・診療実績(周産期関連疾患や他科疾患合併妊娠の患者数、入院数等)

・ NICU、GCU等の長期入院児の状況

・産科医及び産婦人科医の数(医師一人あたりの分娩数)
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・新生児の医療を担当する医師数(医師一人あたりのNICU病床数、担当
患者数)

・助産師数等

・院内助産所及び助産師外来の活動状況

.麻酔科医師、臨床心理士等の臨床心理技術者、NICU入院児支援コーデ
イネーター等の数及び勤務態勢等

(エ)医療連携の状況

・他の医療機関からの搬送受入状況
.オーフ゜ンシステム・セミオープンシステムの実施状況

・他の医療機関との診療情報や治療計画の共有、合同症例検討会の開催等
の状況

・在宅療養・療育を支援する機能を持った施設等との連携状況等
(オ)災害対策の状況

・・業務継続計画の策定状況

工在宅療養・療育を支援する機能を持った施設

(ア)診療内容及び診療体制等

・医師数、看護師数等

(イ)対応可能な医療内容

・人工呼吸器管理、気管切開のケア、疾の吸引のある児等
(ウ)医療連携の状況

・他の医療機関からの紹介状況

・救急ヌ寸応可能な病院等との事前の連携状況

・医療型障害児入所施設等との連携状況

・他の医療機関との診療情報や治療計画の共有の状況等
③都道府県全体の周産期医療体制整備に関する情報
①災害時の周産期医療体制に関する事項
・災害時小児周産期りエゾンの認定

・周産期医療施設や妊産婦等の被害を想定した災害訓練の実施状況
②近隣都道府県との連携に関する協議の状況
④指標による現状把握

別表9に掲げるような、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカ

ムごとに分類された指標例により、地域の医療提供体制の現状を客観的に把握し、
医療計画に記載する。その際、地域住民の健康状態やその改善に寄与すると考えら
れるサービスに関する指標(重点指標)、その他国が提供するデータや独自調査デ
ータ、データの解析等により入手可能な指標(参考指標)に留意して、把握するこ
と。

2 圏域の設定

(1)都道府県は、周産期医療体制を構築するに当たって、「第2 医療体制の構築に
必要な事項」を基に、前記「1 現状の把握」で収集した情報を分析し、妊産婦、
胎児及び新生児のりスクや重症度に応じて必要となる医療機能を明確にして、圏域
を設定する。

113



(2)医療機能を明確化するに当たって、地域によっては、医療資源の制約等によりひ

とつの施設が複数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が

存在しない場合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

(3) NICUを有する周産期母子医療センター等の基幹病院とその連携病院群への適正

アクセスを一定程度確保しながら基幹病院の機能を適切に分化、重点化させるため

に、分娩取扱医療機関のカバーエリアや妊産婦人口に対するカバー率を考慮する。

また、圏域の設定に当たっては、重症例(重症の産科疾患＼重症の合併症妊娠、胎

児異常症例等)を除く産科症例の診療が圏域内で完結することを目安に、従来の二

次医療圏にこだわらず地域の医療資源等の実情に応じて弾力的に設定する。

④検討を行う際には、地域医師会等の医療関係団体、現に周産期医療の診療に従事

する者、住民・患者、市町村等の各代表が参画する。

また、現行の周産期医療に関する協議会を十分に尊重・活用する。

3 連携の検討

(1)都道府県は、周産期医療の体制を構築するに当たって、分娩の安全確保を考慮し

た上で、地域の医療機関が妊産婦、胎児及び新生児のりスクや重症度に応じて機能

を分担する連携となるよう、また、関係機関・施設の信頼関係を醸成するよう配慮

する。

さらに、医療機関、地域医師会等関係者は、診療技術や知識の共有、診療情報の

共有、連携する施設・医師等専門職種の情報の共有に努める。

(2)保健所は、「地域保健法第4条第1項の規定に基づく地域保健対策の推進に関す

る基本的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計

画の作成及び推進における保健所の役割について」(平成19年7月20日付け健総

発第0720001号厚生労働省健康局総務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施

に向けて、地域医師会等と連携して医療機関相互の調整を行うなど、積極的な役割

を果たすこと。

③母体及び新生児の搬送及び受入(圏域を越えた搬送及び受入を含む。)に関する

現在の問題点を把握し、都道府県域の県境地域においては、道路状況や地域住民の

受療動向により、県内医療機関と県外医療機関との連携体制を検討する。

その場合、隣接都道府県関係者からなる協議会を設置する等により合意を得る。

④産科合併症以外の合併症を有する母体への医療施設や診療科間の連携や、救急医

療情報システムとの連携等、周産期救急情報システムの効率的な活用方法について

検討する。

(5)医療計画には、原則として、各医療機能を担う医療機関の名称を記載する。

なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能

を担うこともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療連携体制の中で各医療機能を

担う医療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、地域の実情に応じ

て記載することで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

(6)集約化・重点化を実施するための計画との整合性を図る。

連携強化病院の体制

連携病院の体制

連携強化病院と連携病院の連携体制

連携強化病院における地域の周産期医療施設の支援体制
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⑤医療機関間における搬送体制

4 課題の抽出

都道府県は、「第2 医療体制の構築に必要な事項」を踏まえ、「1 現状の把握」
で収集した情報や指標により把握した数値から明確となった現状について分析を行い、
地域の周産期医療体制の課題を抽出し、医療計画に記載する。
その際、現状分析に用いたストラクチャー、プロセス、アウトカム指標の関連性も
考慮し、病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出す
る。

5 数値目標

都道府県は、良質かっ適切な周産期医療を提供する体制にっいて、事後に定量的な
比較評価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、地域の実情
に応じた目標項目やその数値目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画に記載
するものとする。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本
方針第九に掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。
なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圈の課題を解決する
ために必要な目標を設定することとする。

6 施策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、
「4 課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成するため
に行う施策について、医療計画に記載する。

7 評価

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すこ
とが重要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画の評価を
行う組織や時期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策の進捗状況の評価に
つぃては、 1年ごとに行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状把握に
用いた指標の状況にっいて、少なくとも6年(在宅医療その他必要な事項については
3年)ごとに調査、分析及び評,価を行い、必要があるときは、都道府県はその医療計
画を変更することとする。

8 公表 ＼

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況
を周知する必要がある。このため、指標による現状把握、目標項目、数値目標、施策
やその進捗状況、評価体制や評価結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよ
う努めるものとする。
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小児医療については、これまで未熟児養育医療、小児慢性特定疾患治療研究事業、自立

支援事業(育成医療)等に対する公費負担事業や重症度に応じた救急医療体制の整備等の対

策を進めてきたところであり、これらの達成目標は、「健やか親子21」(平成 12年)や

「子ども・子育てビジョン」(平成22年)にも目標値として盛り込まれてぃるところであ

る。

さらに、平成17年8月に関係省庁により発表された「医師確保総合対策」等において

小児科医の不足が指摘されたことから、都道府県に対し、「小児科・産科における医療資

源の集約化・重点化の推進について」(平成 17年12月22日付け医政発第1222007号・雇

児発第1222007号・総財経第422号・17文科高第642号厚生労働省医政局長・厚生労働

省雇用均等・児童家庭局長・総務省自治財政局長・文部科学省高等教育局長連名通知。以

下「集約化推進通知」という。)において、小児科・産科の医師偏在問題については、医

療資源の集約化・重点化の推進が当面の最も有効な方策であることを示したところである。

また、平成21年7月に示された「重篤な小児患者に対する救急医療体制の検討会」の

中間取りまとめに基づき、消防法(昭和23年法律第186号)による小児救急患者への対

応を含む実施基準の策定や、小児救命救急センターの整備、小児集中治療室(以下「PICU」

という。)の整備等が行われてきたところである。さらに、「少子化社会対策大ホ剛(平成

27年)、「ニッポンー億総活躍プラン」(平成28年)においても、継続して小児医療の充
実に取り組んでいる。

小児医療の体制については、日本小児科学会が示している「我が国の小児医療提供体制

の構想」及び「中核病院小児科・地域小児科センター登録事業」を参考に、小児救急医療

のみならず地域での一般の小児医療との連携も視野に入れながら、小児の医療体制を構築
する。

本指針では、小児医療の体制構築に当たり、「第1 小児医療の現状」で小児医療をと

りまく状況がどのような医療が行われているのかを概観し、次に、「第2 医療体制の構

築に必要な事項」でどのような医療体制を構築すべきかを示している。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 構築の具体的な手順」に則して、地域の現

状を把握・分析し、また各医療機能を理解した上で、地域の実情に応じて圏域を設定し、

その圏域ごとの医療機関とさらにそれらの医療機関間の連携の検討を行い、最終的には都
道府県全体で評価まで行えるようにする。

小児医療の体制構築に係る指針

第1 小児医療の現状

1 小児医療をとりまく状況

(D 小児の疾病構造

1日当たりの全国の小児(0歳から 14歳までを指す。以下同じ。)患者数(推計)

は、入院で約2.8 万人、外来で約 74万人となっている1。

①入院については、「周産期に発生した病態」(23.1%)のほか、喘息、(5.0%)

をはじめとする「呼吸器系の疾患」(17.4%)、「先天奇形、変形及び染色体異常」

(11.0%)、「神経系の疾患」(10.0%)が多い 1。
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②外来にっいては、急、性上気道感染症(15.6%)をはじめとする呼吸器系の疾患
(38.ド陶が圧倒的に多い 1。

また、小児医療に関連する業務においては、育児不安や小児の成長発達上の相
談、親子の心のケア、予防接種、児童虐待への対応等の保健活動が占める割合が
大きい。

なお、小児救急診療にっいては>患者の多くが軽症者であり、また、タ刻から
準夜帯(18時から 23時まで)にかけて受診者が多くなることが指摘されている。
②死亡の状況

我が国の周産期死亡率(出産 1,000対)は3.6、乳児死亡率(出生 1,000対)は
1.9、幼児(1歳から 4歳まで)、児童(5歳から 9歳まで)、児童(10歳から 14
歳まで)の死亡率(人口 10 万対)はそれぞれ、 19.4、 8.6、 8.4 となっている2。
幼児(1歳から4歳まで)の周産期死亡の主な原因は、「先天奇形、変形及び染
色体異常」(20.6%)、「不慮の事故」(13.9%)、「悪性新生物」(8.8%)となってい
る。一方、児童(10歳から 14歳まで)の主な原因は、「悪性新生物」(22.6%)、
「自殺」(19.0%)、「不慮の事故」(15.5%)となっている 2。

(3)小児救急の現状

少子化(小児人口は、平成 12年の 1,847万人から平成27年の 1,590万人まで減
少してぃる3。)にもかかわらず、18歳未満の救急搬送数は増加傾向であった。近年
は平成17年の約51万人から平成27年の約46万人と、やや減少傾向にある4。
また、同搬送における軽症者の割合は約73%となっている4。さらに、小児の入
院救急医療機関(第二次救急医療機関)を訪れる患者数のうち、 9割以上は軽症で
あることが以前より指摘されている5。このように、小児救急患者※については、そ
の多くが軽症患者であり、かっ、重症患者を扱う医療機関においてさえ軽症患者が
多数受診している様子がうかがえる。
※小児救急患者

救急車等によって救急搬送される小児患者や、休日・夜間等の通常の診療時
間外に医療機関を受診する小児患者等を指す。

小児救急患者の時間帯別の受診状況をみると、平日では夕刻から準夜帯(18時
から22時頃まで)にかけて増加傾向にあり、さらに士・日では多くなっている6。
このように、小児救急患者は、いわゆる時間外受診が多いことが指摘されている。
小児救急における受療行動には、少子化、核家族化、夫婦共働きといった社会情
勢や家庭環境の変化に加え、保護者等による専門医指向、病院志向が大きく影響し
ていると指摘されている6。

このような状況を背景として、夜間や休日に、子どもの病気やけがへの対応につ
いて、保護者等の不安を軽減し、不要不急の受診を抑制するため、全国共通ダイヤ
ルで看護師や小児科医師からアドバイスを受けられる「小児救急電話相談事業」を
平成16年度から開始している。平成22年度以降は全都道府県で実施されており、

2 厚生労働省「人口動態統計(確定数)」(平成27年)
3 総務省「国勢調査」(平成27年)

'消防庁「平成28年版救急・救助の現状」(平成28年)
5日本医師会「小児救急医療体制のあり方に関する検討委員会報告書」(平成H年)ほか
6 厚生労働科学研究「小児救急医療における患者・家族二ーズへの対応策に関する研究」(主任研究者衛
藤義勝)(平成16年度)
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年間相談件数は、平成22年度の46.6万件から、平成27年度には74.9万件と増加

している7。

2 小児医療の提供体制

①医療施設の状況

①平成14年から平成26年までの間に小児科を標袴している一般病院は20.9%

減少(3,359 から 2,656)、診療所は 19.3%減少(25,862 から 20,872)、小児科

が主たる標袴である一般診療所は6.6%増加(2,991から 3,188)している8。

②小児慢性特定疾患を取り扱う医療機関については各都道府県において指定され

ている。

③平成Ⅱ年度以降、小児救急医療体制の充実を図るため、病院群輪番制(163

地区)や拠点病院(28か所)の整備を推進している。(数値はいずれも平成22

年9月現在)

④高度な医療を提供する新生児集中治療室(以下「NICU」という。)を有する医

療機関数は、平成26年に330施設、 PICUを有する医療機関数は、平成26年に
41施設となっている 80

(2)小児医療に係る医師等の状況

①我が国の小児科を標袴する病院一施設当たりの、小児人口は約5千人 q列えば、

英国では約2万5千人)、小児科医数は平均2名余(英国は約20名)と、他の先

進諸国に比べ、医療資源が広く薄く配置されている状況が指摘されている9。

②平成 14年から平成26年までの間に小児科医の数は H,481人から 16,758人と

約 2,300 人増加している10。また、小児人口 1万人当たりの小児科医数でみても、

フ.7 から 10.3 と増力酬頃向にある。なお、女性医師の割合は、 34.2%である。

第2 医療体制の構築に必要な事項

1 目指すべき方向

当面、日本小児科学会が示している「我が国の小児医療提供体制の構想」及び「中

核病院小児科・地域小児科センター登録事業」を参考に、すべての小児救急医療圏

(平成27年4月現在357地区)で常時診療できる体制を確保するとともに、一般の

小児医療も視野に入れながら、医療体制を構築していく。

その際、圏域ごとに少なくとも一箇所の小児専門医療を取り扱う病院を確保するこ

とを目標に、既存の医療機関相互の連携や各事業の効果的な組合せ等によって、地域

における小児医療の連携の構築を行う。また、医療機関の機能や患者のアクセス等を

考慮し、小児医療に係る医療圏の見直しを適宜行う等により圏域毎の小児医療提供体

制を検討する細本小児科学会「小児医療提供体制委員会報告」(平成27年)を参考

のこと)。

①子どもの健康を守るために、家族を支援する体制

①急病時の対応等について健康相談・支援を実施可能な体制

②慢性疾患児や障害児、心の問題のある児の家族に対する身体的及び精神的サポ

ート等を実施する体制

厚生労働省医政局地域医療計画課調べ

厚生労働省「医療施設調査」(平成26年)

日本小児科学会調べ(平成18年)

厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」10 (平成26年)
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③家族による救急蕪生法等、不慮の事故や急病への対応が可能な体制
(2)小児患者に対し、その症状に応じた対応が可能な体制
①地域において、・初期救急も含め一般的な小児医療を実施する体制
②二次医療圏において、拠点となる病院が、専門医療又は入院を要する小児救急
医療を提供する体制

③三次医療圏において、高度な専門医療又は重篤な小児患者に対する救命医療を
提供する体制

④身体機能の改善やADLの向上のため、早期からのりハビリテーションを実施す
る体制

※慢性疾患児や障害児、心の問題のある児等に関しては、上記①~④の分類に
基づく医療提供体制が必ずしも当てはまらない場合が想定されることから、地
域の実情に応じ、適宜、体制の確保を図る。

③地域の小児医療が確保される体制

①医療資源の集約化・重点化の実施により、小児専門医療を担う病院が確保され
る体制

②小児医療に係る医師の確保が著しく困難な地域については、医療の連携の構築
を図ることで、全体で対応できる体制

④療養・療育支援が可能な体制

①小児病棟やNICU、PICU等で療養中の重症心身障害児等が生活の場で療養!療
育できるよう、医療、介護及び福祉サービスが相互に連携した支援を実施

⑤災害時を見据えた小児医療体制

これまでの震災の研究や検討から、現状の災害医療体制では小児・周産期医療に
関して準備不足であることが指摘された。また、小児医療にっいては平時から独自
のネットワークが形成されていることが多く、災害時にも既存のネットワークを活
用する必要性が指摘された11。そのため、都道府県は災害対策本部等に災害医療コ
ーディネーターのサポートとして、小児・周産期医療に特化した調整役である「災
害時小児周産期りエゾン」を配置し、次に挙げる事項を整備すること。
1 災害時に小児及び小児患者に適切な医療や物資を提供できるよう、災害時小児
周産期りエゾンを認定し、平時より訓練を実施

②自都道府県のみならず近隣都道府県の被災時においても、災害時小児周産期リ
エゾン等を介して被災県からの搬送受入れや診療に係る医療従事者の支援等を行
う体制を構築

2 各医療機能と連携

前記「1 目指すべき方向」を踏まえ、小児の医療体制に求められる医療機能を下
記(Dから④に示す。

都道府県は、各医療機能の内容帽標、医療機関等に求められる事項等)について、
地域の実情に応じて柔軟に設定する。

①健康相談等の支援の機能【相談支援等】
①目標

・子供の急病時の対応等を支援すること

Ⅱ厚生労働省「周産期医療体制のあり方に関する検討会意見のとりまとめ」(平成28年度)
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・慢性疾患の診療や心の診療が必要な児童及びその家族に対し、地域の医療資

源、福祉サービス等について情報を提供すること

・不慮の事故等の救急の対応が必要な場合に、救急蘇生法等を実施できること

・小児かかりつけ医を持つとともに、適正な受療行動をとること

②関係者に求められる事項

(家族等周囲にいる者)

・必要に応じ電話相談事業等を活用すること

・不慮の事故の原因となるりスクを可能な限り取り除くこと

・救急蕪生法等の適切な処置を実施すること

(消防機関等)

・心肺蘇生法や不慮の事故予防に対する必要な知識を家族等に対し、指導す
ること

・急オ生期医療を担う医療機関へ速やかに搬送すること

・救急医療情報システムを活用し、適切な医療機関へ速やかに搬送すること

(行政機関)

・休日・夜間等に子供の急病等に関する相談体制を確保すること(小児救急

電話相談事業)

・小児の受療行動に基づき、急病等の対応等について啓発を実施すること

(小児救急医療啓発事業)

・心肺蕪生法や不慮の事故予防に対する必要な知識を、家族等に対し指導す

る体制を確保すること伯動体外式除細動器普及啓発事業)

・慢性疾患の診療や心の診療が必要な児童及びその家族に対し、地域の医療

資源福祉サービス等について情報を提供すること

(2)一般小児医療

地域において、日常的な小児医療を実施する。

①一般小児医療(初期小児救急医療を除く。)を担う機能【一般小児医療】

ア目標

・地域に必要な一般小児医療を実施すること

・生活の場(施設を含む。)での療養・療育が必要な小児に対し支援を実施
すること

イ医療機関に求められる事項

・一般的な小児医療に必要とされる診断・検査・治療を実施すること

・軽症の入院診療を実施すること(入院設備を有する場合)

・他の医療機関の小児病棟やMCU、PICU等から退院するに当たり、生活の

場(施設を含む。)での療養・療育が必要な小児に対し支援を実施すること

・訪問看護ステーション、福祉サービス事業者、行政等との連携により、医

療、介護及び福祉サービス(レスパイトを含む。)を調整すること

・医療型障害児入所施設等、自宅以外の生活の場を含めた在宅医療を実施す
ること

・家族に対する身体的及び精神的サポート等の支援を実施すること

・慢性疾患の急変時に備え、対応可能な医療機関と連携していること

・専門医療を担う地域の病院と、診療情報や治療計画を共有するなどして連

携していること

ウ医療機関等の例
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・小児科を標袴する診療所(小児かかりつけ医を含む。)
・一般小児科病院、小児地域支援病院※

・連携病院(集約化推進通知に規定されるもの)

・訪問看護ステーション

※小児地域支援病院は日本小児科学会の「地域振興小児科病院A」に相当
する。

②初期小児救急医療を担う機能【初期小児救急】
ア目標

・初期小児救急を実施すること

イ医療機関に求められる事項

・小児初期救急センター、休日夜間急患センター等において平日昼間や夜間
休日における初期小児救急医療を実施すること

・緊急手術や入院等を要する場合に備え、対応可能な医療機関と連携してい
ること

・地域で小児医療に従事する開業医等が、病院の開放施設(オープン制度)
や小児初期救急センター等、夜間休日の初期小児救急医療に参画すること
ウ医療機関の例

(平日昼間)

・小児科を標袴する診療所

・一般小児科病院、小児地域支援病院

・連携病院(集約化推進通知に規定されるもの)

(夜間休日)

・在宅当番医制に参加している診療所、休日夜間急患センター、小児初期
救急センター

③小児医療過疎地域の一般小児医療を担う機能【小児地域支援病院】
小児中核病院又は小児地域医療センターがない医療圏において、最大の病院小
児科であり、小児中核病院又は小児地域医療センターからアクセス不良(車で1
時間以上)であるものと定義される。小児人口の5.4%をカバーしているに過ぎ
ないものの、医療圏の面積は全国の約 25%と広く、小児医療資源が乏しいため、
他地域の小児科との統廃合は不適当である。

ア目標

・小児医療過疎地域において不可欠の小児科病院として、軽症の診療、入院
に対応すること

イ医療機関に求められる事項

・原則として入院病床を設置し、必要に応じて小児地域医療センター等へ紹
介すること

(3)小児地域医療センター(日本小児科学会の「地域小児科センター」に相当するも
の)

小児医療圏において中心的に小児医療を実施する。

①小児専門医療を担う機能【小児専門医療】
(人的体制、新生児医療等その他の事項については、集約化推進通知の連携強
化病院に係る記載も参照。)

ア目標
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・一般の小児医療を行う医療機関では対応が困難な患者に対する医療を実施
すること

・小児専門医療を実施すること

イ医療機関に求められる事項

・高度の診断・検査・治療や勤務医の専門性に応じた専門医療を行うこと

・・一般の小児医療を行う機関では対応が困難な患者や常時監視・治療の必要

な患者等に対する入院診療を行うこと

・小児科を標袴する診療所や一般病院等の地域における医療機関と、小児医

療の連携体制を形成することにより、地域で求められる小児医療を全体とし
て実施すること

・より高度専門的な対応について、高次機能病院と連携していること

・療養・療育支援を担う施設との連携や、在宅医療を支援していること

・家族に対する精神的サポート等の支援を実施すること

ウ医療機関の例

・地域小児科センター(NICU型)

・連携強化病院(集約化推進通知に規定されるもの)

②入院を要する救急医療を担う機能【入院小児救急】

(人的体制、新生児医療等その他の事項については、集約化推進通知の連携強
化病院に係る記載も参照。)

ア目標

・入院を要する小児救急医療を24時間体制で実施すること

イ医療機関に求められる事項

・小児科医師や看護師などの人員体制を含めて、入院を要する小児救急医療

を24時間365日体制で実施可能であること

・小児科を標楞する診療所や一般病院等の地域医療機関と連携し、地域で求

められる入院を要する小児救急医療を担うこと

・高度専門的な対応について、高次機能病院と連携していること

・療養・療育支援を担う施設と連携していること

・家族に対する精神的サポート等の支援を実施すること

ウ医療機関の例

・地域小児科センター(救急型)

・連携強化病院(集約化推進通知に規定されるもの)

・小児救急医療拠点病院

・小児救急医療支援事業により輪番制に参加している病院

④小児中核病院(日本小児科学会の「中核病院小児科」に相当するもの)

三次医療圏において中核的な小児医療を実施する。

①高度な小児専門医療を担う機能【高度小児専門医療】

(人的体制、新生児医療等その他の事項については、集約化推進通知の高次機

能病院に係る記載も参照。)

ア目標

・小児地域医療センターでは対応が困難な患者に対する高度な専門入院医療
を実施すること

・当該地域における医療従事者への教育や研究を実施すること

イ医療機関に求められる事項
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・広域の小児中核病院や小児地域医療センターとの連携により、高度専門的
な診断・検査・治療を実施し、医療人材の育成・交流などを含めて地域医療
に貢献すること

・療養・療育支援を担う施設と連携していること

・家族に対する精神的サポート等の支援を実施すること
ウ、医療機関の例

・中核病院(改革ビジョンに規定されるもの)

・大学病院(本院)

・小児専門病院

②小児の救命救急医療を担う機能【小児救命救急医療】
(人的体制、新生児医療等その他の事項については、集約化推進通知の高次機
能病院に係る記載も参照。)

ア目標

・小児の救命救急医療を24時間体制で実施すること

イ医療機関に求められる事項

・小児地域医療センターからの紹介患者や重症外傷を含めた救急搬送による
患者を中心として、重篤な小児患者に対する救急医療を24時間3価日体制
で実施すること

・小児の集中治療を専門的に実行できる診療体制(小児専門施設であれば
PICUを運営することが望ましい)を構築することが望ましいこと

・療養・療育支援を担う施設と連携していること

・家族に対する精神的サポート等の支援を実施すること
ウ医療機関の例

・救命救急センター

・小児救命救急センター

・小児救急医療拠点病院のうち救命救急医療を提供するもの

第3 構築の具体的な手順

1 現状の把握

都道府県は、小児医療体制を構築するに当たって、 a)及び(2)に示す項目を参考に、
患者動向、医療資源及び医療連携等について、現状を把握する。

さらに、(3)に示す、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムご
とに分類された指標例により、数値で客観的に現状を把握する。
なお、(1)~(3)の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他必要
に応じて調査を追加されたい。

(1)患者動向に関する情報

.小児患者数(住所の別、軽症・重症の別、外来・入院の別、搬送の種類、受診
時間帯)(患者調査)

・乳児、乳幼児、小児(15才未満)の死亡率(人口動態統計)
・小児人口(住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査)
・出生率(人口動態統計)

・特別児童扶養手当数等(福祉行政報告例等)

(2)医療資源・連携等に関する情報

①小児科標楴病院数とその所在
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②各病院における診療の実態

・外来(一般外来、各種専門外来、検診・育児相談・予防接種等)

・入院(一般病床数、NICU病床数、PICU病床数、小児入院医療管理料の算定

病床数等)

・小児医療に係る医師の数(小児科医等)

③小児科標袴診療所数とその所在

④時間外の診療対応状況

・休日・夜間診療所の運営状況(診療時間、対応疾病、医師人数等)

・小児科を標袴する診療所及び病院の初期救急体制への関与状況

・休日・夜間の薬局の運営状況(開局時間、薬剤師人数等)

⑤小児救急医療に携わる施設とその位置(衛生主管部局)

⑥救急医療機関の人員(衛生主管部局)

③指標による現状把握

別表10 に掲げるような、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウト

カムごとに分類された指標例により、地域の医療提供体制の現状を客観的に把握し、

医療計画に記載する。その際、地域住民の健康状態やその改善に寄与すると考えら

れるサービスに関する指標(重点指標)、その他国が提供するデータや独自調査デ

ータ、データの解析等により入手可能な指標(参考指標)に留意して、把握するこ

と。

2 医療機能の明確化及び圏域の設定に関する検討

(1)都道府県は、小児医療体制を構築するに当たって、「第2 医療体制の構築に必

要な事項」を基に、前記「1 現状の把握」で収集した情報を分析し、一般小児医

療、小児地域支援病院、小児地域医療センター、小児中核病院といった各種機能を

明確にして、圏域を設定する。

(2)医療機能を明確化するに当たって、地域によっては、医療資源の制約等によりひ

とつの施設が複数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が

存在しない場合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

(3)圏域を設定するに当たっては、小児地域医療センターを中心とした診療状況を勘

案し、従来の二次医療圏にこだわらず地域の医療資源等の実情に応じて弾力的に設
定する。

④検討を行う場合は、地域医師会等の医療関係団体、現に小児医療の診療に従事す

る者、住民・患者、市町村等の各代表が参画する。

3 連携の検討

(1)都道府県は、小児医療の体制を構築するに当たって、患者の重症度・緊急度に応

じて適切に医療が提供されるよう、また、関係機関・施設の信頼関係が醸成される

よう配慮する。また、都道府県内における医療が必要な障害児の支援に関わる医

療・福祉等の関係機関と連係を図る。

さらに、医療機関、消防機関、消防防災主管部局、地域医師会等の関係者は、診

療情報の共有、連携する施設・医師等専門職種の情報の共有に努める。

②保健所は、「地域保健法第4条第1項の規定に基づく地域保健対策の推進に関す

る基本的な指針」(平成6年厚生省告示第374 号)の規定に基づき、また、「医療

計画の作成及び推進における保健所の役割について」(平成19年7月20日付け健
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総発第0720001号厚生労働省健康局総務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実
施に向けて、地域医師会等と連携して医療機関相互又は医療機関と消防機関との調
整を行うなど、積極的な役割を果たすこと。

(3)都道府県域の県境地域においては、道路状況や地域住民の受療動向により、県内
医療機関と県外医療機関との連携体制を検討する。

その場合、隣接都道府県関係者からなる協議会を設置する等により合意を得る。
④医療計画には、原則として各医療機能を担う医療機関の名称を記載する。
なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能
を担うこともある。

さらに、医療機関等の名称にっいては、例えば医療連携体制の中で各医療機能を
担う医療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、地域の実情に応じ
て記載をすることで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。
(5)集約化・重点化を実施するための計画との整合性を図る。
連携強化病院の体制

連携病院の体制

連携強化病院と連携病院の連携体制

地域の診療所・連携病院の参加による休日・夜間初期小児救急医療体制
連携強化病院における地域の小児救急医療の支援体制
医療機関間における搬送体制

高次機能病院の役割

4 課題の抽出

都道府県は、「第2 医療体制の構築に必要な事項」を踏まえ、「1 現状の把握」で
収集した情報や指標により把握した数値から明確となった現状にっいて分析を行い、
地域の小児医療体制の課題を抽出し、医療計画に記載する。
その際、現状分析に用いたストラクチャー、プロセス、、アウトカム指標の関連性も
考慮し、病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出す
る。

5 数値目標

都道府県は、良質かっ適切な小児医療を提供する体制にっいて、事後に定量的な比
較評価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、地域の実情に
応じた目標項目やその数値目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画に記載す
る。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本
方針第九に掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。
なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決する
ために必要な目標を設定することとする。

6 施策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、
「4 課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成するため
に行う施策について、医療計画に記載する。
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7 評価

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すこ

とが重要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画の評価を

行う組織や時期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策の進捗状況の評価に

ついては、 1年ごとに行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状把握に

用いた指標の状況について、少なくとも6年(在宅医療その他必要な事項については

3年)ごとに調査、分析及び評価を行い、必要があるときは、都道府県はその医療計

画を変更することとする。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況

を周知する必要がある。このため、指標による現状把握、目標項目、数値目標、施策

やその進捗状況、評価体制や評価結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよ

う努めるものとする。

J
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多くの国民が自宅等住み噴れた環境での療養を望んでいる。高齢化の進展に伴い疾病構
造が変化し、誰もが何らかの病気を抱えながら生活をするようになる中で、「治す医療」
から「治し、支える医療」への転換が求められている。在宅医療は、高齢になっても病気
になっても障害があっても、住み慣れた地域で自分らしい生活を続けられるよう、入院医
療や外来医療、介護、福祉サービスと相互に補完しながら>患者の日常生活を支える医療
であり、地域包括ケアシステムの不可欠の構成要素である。

また、今後増大する慢性期の医療二ーズに対し、在宅医療はその受け皿として、さらに
看取りを含む医療提供体制の基盤のーつとして期待されている。

本指針では「第1 在宅医療の現状」において、我が国の疾病構造及び在宅医療の二ー
ズの変化や在宅医療に係る資源の現状を概観し、次に「第2 医療体制の構築に必要な事
項」において、どのような医療体制を構築すべきかを示している。

都道府県は、これらを踏まえっつ、「第3 構築の具体的な手順」に則して、地域の現
状を把握・分析し、また在宅医療に求められる医療機能を理解した上で、地域の実情に応
じて圏域を設定し、その圏域ごとの医療機関とそれらの関係機関間の連携の検討を行い、
最終的には都道府県全体で評価まで行えるようにする。

在宅医療の体制構築に係る指針

第1 在宅医療の現状

1 在宅医療の現状

①疾病構造の変化

昭和 10~20年代において、我が国の死因の第1位であった結核に代わり、昭和
33年以降は、悪性新生物(がん)、心疾患、脳血管疾患などの生活習慣病 G曼性
疾患)が死因の上位を占めるようになった1。こうした疾病構造の変化や高齢化の
進展に伴い、要介護認定者や認知症患者は大幅に増加しており、自宅や地域で疾病
や障害を抱えっつ生活を送る者が今後も増加していくことが考えられる。
②在宅医療の二ーズの増加と多様化

平成27年における 65歳以上の高齢者人口は、 3,373 万人であるが 1、平成54年
には3,878 万人となりピークを迎え2、同年の 75歳以上の人口割合は、現在の 13%
から 21%に増加する。また、価歳以上の高齢者のいる世帯の約6割が、独居又は
夫婦のみの世帯である。さらに、死亡総数は現在の約 129万人から約 166万人に増
える.。今後は、高齢者の世帯動向、居宅等の形態も踏まえ、医療提供のあり方を0

検討することが重要である。

在宅人工呼吸指導管理料を算定している患者数は、平成 21年の 13,543 人/月か

ら、平成 24年には 21,121人/月、平成 27年には 25,184人/月と、年々増加してい
る3。特に、医療技術の進歩等を背景として、退院後も人工呼吸器や胃ろう等を使
用し、たんの吸引や経管栄養などの医療的ケアを受けながら日常生活を営む小児や
若年層の患者が増加している。在宅患者訪問診療料を算定している1ケ月あたりの
小児(0~9歳)の数は、平成 24年の 91 人/月から、平成 27年の 1,003 人/月へ

厚生労働省「人口動態調査統計(確定数)」(平成27年)
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(1月推計)」(平成24年)
厚生労働省「社会医療診療行為別調査」
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と増加し3、また訪問看護を受ける小児(0~9歳)の数は、平成21年の約3千人

/月から、平成27年の約8千人/月へと増加している4。

このように、疾病構造の変化や高齢化の進展、医療技術の進歩、QOL 向上を重視

した医療への期待の高まり等により、在宅医療の二ーズは増加し、また多様化して

いる。

2 在宅医療の提供体制

①退院支援

在宅医療は、増大する慢性期の医療二ーズの受け皿としての役割を期待されてい

る。近年、在宅療養を選択する人工呼吸器を装着した者や何らかの医療処置を必要

とする者が増えてきたことから、医療の継続性や退院に伴って新たに生じる心理

的・社会的問題の予防や対応のために、入院初期から退院後の生活を見据えた退院
支援が重要となる。

具体的には、病院における組織的な取組(退院支援担当者の配置や退院困難者の

スクリーニングの導入等)や多職種による退院前カンファレンス等が行われており

自宅への退院者の増加や平均在院日数の減少、患者や家族のQOL向上等の効果が報

告されている5。

退院支援担当者を配置している病院は、平成 20年の 2,450 ケ所(28%)から、

平成 26年の 3,592 ケ所(42%)へと増加している6。病床規模別にみると、 300 床

以上の病院では 74%の病院で退院支援の担当者を配置しており、病床規模が大き

い病院ほど複数の担当者を配置している傾向がみられる6。

②日常の療養生活の支援

①訪問診療

在宅医療を受けた患者数は、平成26年には156,400人/日で、平成23年の

110,700人/日に比較し、 41ツ0増加している7。

訪問診療を提供している医療機関は、全診療所100,461ケ所のうち、 20,59フケ

所(20.5%)、全病院8,493ケ所のうち2,692ケ所(31.フ%)である6。また、在宅療

養支援病院及び在宅療養支援診療所数は平成26年3月現在、それぞれ1,060ケ所、

14,453ケ所の届出があり8、年々増加しているものの、都道府県別の人口10万人

当たりでみると、前者が0.29から3.6 (全国値0.8)、後者が5.4から22.8 (全国値
11.5)とばらつきが見られる7。

病院、診療所を対象とした調査では、在宅医療を実施する上で特に大変なこと

として、74%が24時間対応の困難さを挙げソづ。在宅医療の多くが診療所を中心

とした小規模な組織体制で提供されており、24時間対応、急変時の対応及ぴ看取

りを行うための連携体制の構築が求められている。

②訪問看護

訪問看護利用者約56.7万人/月のうち、医療保険による利用者は約17.1万人/

4 厚生労働省「訪問看護療養費実態調査」(平成21,27年)

5 医療経済研究機構「退院準備から在宅ケアを結ぶ支援ψエゾンシステム)のあり方に関する研究」(平

成 19年)

6 厚生労働省「医療施設調査(静態)」(平成20,26年)

7 厚生労働省「患者調査」(平成23,26年)

8 厚生労働省医政局地域医療計画課調べ(平成27年)

9日本医師会総合政策研究機構「力功山つけ医機能と在宅医療についての診療所調査結果」(平成29年)
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月10、介護保険による訪問看護利用者が約39.6万人/月Ⅱである。
介護保険における請求事業所数でみると、訪問看護ステーシヨンは7,91フカ
所Ⅱ、訪問看護を実施する病院・診療所は1,580力所であるⅡ。都道府県別に人口
10万人当たりの訪問看護事業所数信方問看護ステーション、訪問看護を実施して
いる医療機関の合ヨ十)をみると、 4.3から12.1とばらつきがみられる(全国値
フ.3) 120

訪問看護ステーションの多くは、従業員が5人未満の小規模な事業所であるが、
規模の大きな訪問看護ステーションほど、難病や末期の悪性腫傷等の利用者が多
く、また緊急の訪問が多い実態がある13。

今後は、看取りや重症度の高い利用者へ対応できるよう、訪問看護ステーシヨ
ン間や関係機関との連携強化、訪問看護ステーションの大規模化等の機能強化に
よる安定的な訪問看護サービスの提供体制の整備が求められている。
③訪問歯科診療

在宅歯科医療を受けた患者は、約40,600人/日(歯科外来患者総数の3.0%)で
あり、そのうち、フフ.6%が筋歳以上である6。

全歯科診療所68,592ケ所のうち、訪問歯科診療を提供している歯科診療所は、
14,069ケ所(20.5%)である6。在宅又は介護施設等における療養を歯科医療面
から支援する在宅療養支援歯科診療所は6,443ケ所で増加傾向にあるがH、全歯
科診療所の約9%にとどまっている。

近年は、口腔ケアが誤噂性肺炎の発症予防につながるなど、口腔と全身との関
係にっいて広く指摘されており、医療機関等との連携を更に推進していくことが
求められている。

④訪問薬剤管理指導

全薬局 57,784 力所15のうち、在宅訪問薬剤管理指導業務を実施している薬局
数は、平成 26年では医療保険では 3,598 ケ所で算定回数は約 15 万回/年、介護
保険ではⅡ,020 ケ所(重複あり)で算定回数は約 5妬万回/年となっており16、
実施施設は年々増加しているが薬局全体では約2割程度である。医療機関の薬剤
師が実施した在宅訪問薬剤管理指導業務は、医療保険約 480 回/月17、介護保険
約 6,000 回/月Ⅱとなっている。地域の薬局には、医薬品等の供給体制の確保に
加え、医療機関等と連携して患者の服薬情報を一元的・継続的な把握とそれに基
づく薬学的管理・指導を行うことや、入退院時における医療機関等との連携、夜
間・休日等の調剤や電話相談への対応等の役割を果たすことが求められている。

(3)急変時の対応

自宅での療養を希望していてもそれが実現できない理由として、急変時の対応に
関する患者の不安や家族の負担への懸念が挙げられる18。こうした不安や負担の軽

18

10 厚生労働省「訪問看護療養費実態調査」(平成27年)
厚生労働省「介護給付費実態調査」(平成27年6月)
厚生労働省「介護給付費実態調査」(平成26年)より算出
厚生労働省保険局医療課調べ(平成25年)
厚生労働省保険局医療課調べ(平成27年)
厚生労働省「衛生行政報告例」(平成26年)
厚生労働省保険局、老健局調べ(平成26年)
厚生労働省「社会医療診療行為別調査」(平成27年)
内閣府「高齢者の健康に関する意識調査」(平成24年)
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減が、在宅での療養を継続するための重要な課題である。

そのため、24時間いつでも往診や訪問看護の対応が可能な連携体制や、入院医

療機関における円滑な受入れといった後方支援体制の構築が求められている。

④在宅での看取り

55%の国民が、治る見込みがない病気になった場合に、自宅で最期を迎えること

を望んでいるが 18、場所別の死亡率をみると、医療機関での死亡率が 7フ%となっ

ている 1。患者や家族の QOL の維持向上を図りつつ療養生活を支えるとともに、患

者や家族が希望した場合には、自宅で最期を迎えることを可能にする医療及び介護
体制の構築が求められている。

また、高齢化の進展に伴い、介護施設等で最期を迎える者が増えていることから、

在宅医療に係る機関が介護施設等による看取りを必要に応じて支援することが求め
られる。

第2 医療体制の構築に必要な事項

1 目指すべき方向

前記「第1 在宅医療の現状」を踏まえ、個々の役割や医療機能、それを満たす各

関係機関、さらにそれら関係機関相互の連携により、在宅医療が円滑に提供される体

制を構築する。

①円滑な在宅療養移行に向けての退院支援が可能な体制

①入院医療機関と在宅医療に係る機関との協働による退院支援の実施

②日常の療養支援が可能な体制

①多職種協働により患者やその家族の生活を支える観点からの医療の提供

②緩和ケアの提供

③家族への支援

③急変時の対応が可能な体制

①患者の病状急変時における往診や訪問看護の体制及び入院病床の確保

④患者が望む場所での看取りが可能な体制

①住み慣れた自宅や介護施設等、患者が望む場所での看取りの実施

また、上記(1)から④の体制を構築するにあたり、地域における多職種連携を図り

ながら、 24時間体制で在宅医療が提供されることが重要である。こうした観点から、

在宅医療において積極的役割を担う医療機関や在宅医療に必要な連携を担う拠点を医

療計画に位置付けていくことが望まれる。

2 各医療機能と連携

前記「1 目指すべき方向」を踏まえ、在宅医療の提供体制に求められる医療機能

を下記(1)から④に示す。都道府県は、各医療機能の内容(目標、関係機関等に求め

られる事項等)について、地域の実情に応じて柔軟に設定する。

①円滑な在宅療養移行に向けての退院支援が可能な体制【退院支援】

①目標

・入院医療機関と、在宅医療に係る機関の円滑な連携により、切れ目のない継
続的な医療体制を確保すること

②入院医療機関に求められる事項

・退院支援担当者を配置すること

・退院支援担当者は、できる限り在宅医療に係る機関での研修や実習を受ける
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・入院初期から退院後の生活を見据えた退院支援を開始すること

・退院支援の際には>患者の住み慣れた地域に配慮した在宅医療及び介護、障
害福祉サービスの調整を十分図ること

・退院後、患者に起こりうる病状の変化やその対応について、退院前カンファ
レンスや文書・電話等で、在宅医療に係る機関との情報共有を十分図ること

(医療機関の例)

・病院・有床診療所

※介護老人保健施設においても、在宅への移行に向けた取組が行われてい
る。

③在宅医療に係る機関に求められる事項

.患者の二ーズに応じて、医療や介護、障害福祉サービスを包括的に提供でき
るよう調整すること

・在宅医療や介護、障害福祉サービスの担当者間で、今後の方針や病状に関す
る情報や計画を共有し、連携すること

・高齢者のみではなく、小児や若年層の患者に対する訪問診療、訪問看護、訪
問薬剤指導等にも対応できるような体制を確保すること

・病院・有床診療所・介護老人保健施設の退院(退所)支援担当者に対し、地
域の在宅医療及び介護、障害福祉サービスに関する情報提供や在宅療養に関す
る助言を行うこと

(関係機関の例)

・病院・診療所

・訪問看護事業所

・薬局

・居宅介護支援事業所

・地域包括支援センター

・基幹相談支援センター・相談支援事業所

※病院・診療所には、歯科を標袴するものを含む。以下同じ。

②日常の療養支援が可能な体制【日常の療養支援】
①目標

・患者の疾患、重症度に応じた医療(緩和ケアを含む。)が多職種協働により、
できる限り患者が住み慣れた地域で継続的、包括的に提供されること

②在宅医療に係る機関に求められる事項

・相互の連携により、患者の二ーズに対応した医療や介護、障害福祉サービス
が包括的に提供される体制を確保すること

・医療関係者は、地域包括支援センターが地域ケア会議において患者に関する
検討をする際には積極的に参加すること

・地域包括支援センター等と協働しつつ、在宅療養に必要な医療や介護、障害
福祉サービス、家族の負担軽減につながるサービスを適切に紹介すること
・がん患者俳爰和ケア体制の整備)、認知症患者(身体合併症等の初期対応や

専門医療機関への適切な紹介)、小児患者(小児の入院機能を有する医療機関
との連携)等、それぞれの患者の特徴に応じた在宅医療の体制を整備するこ
と※

・災害時にも適切な医療を提供するための計画(人工呼吸器等の医療機器を使
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用している患者の搬送等に係る計画を含む。)を策定すること

・医薬品や医療・衛生材料等の供給を円滑に行うための体制を整備すること

・身体機能及び生活機能の維持向上のためのりハビリを適切に提供する体制を

構築すること

※がん患者、認知症患者及び小児患者の在宅医療については、それぞれがん

の医療体制構築に係る指針、精神疾患の医療体制構築に係る指針及び小児医

療の体制構築に係る指針を参照。

(関係機関の例)

・病院・診療所

・訪問看護事業所

・薬局

・居宅介護支援事業所

・地域包括支援センター

・介護老人保健施設

・短期入所サービス提供施設

・基幹相談支援センター・相談支援事業所

(3)急変時の対応が可能な体制【急変時の対応】

①目標

・患者の病状急変時に対応できるよう、在宅医療を担う病院・診療所、訪問看

護事業所及び入院機能を有する病院・診療所との円滑な連携による診療体制を
確保すること

②在宅医療に係る機関に求められる事項

・病状急変時における連絡先をあらかじめ患者やその家族に提示し、また、求

めがあった際に24、時間対応が可能な体制を確保すること

・ 24時間対応が自院で難しい場合も、近隣の病院や診療所、訪問看護事業所

等との連携により、24時間対応が可能な体制を確保すること

・在宅医療に係る機関で対応できない急変の場合は、その症状や状況に応じて、

搬送先として想定される入院医療機関と協議し入院病床を確保するとともに、

搬送については地域の消防関係者へ相談する等連携を図ること

(関係機関の例)

・病院・診療所

・訪問看護事業所

・薬局

③入院医療機関に求められる事項

・在宅療養支援病院、有床診療所、在宅療養後方支援病院等において、連携し

ている医療機関(特に無床診療所)が担当する患者の病状が急変した際に、必

要に応じて受入れを行うこと

・重症等で対応できない場合は、他の適切な医療機関と連携する体制を構築す
ること

(医療機関の例)

・病院・診療所

④患者が望む場所での看取りが可能な体制【看取川

①目標

・住み慣れた自宅や介護施設等、患者が望む場所での看取りを行うことができ
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る体制を確保すること

②在宅医療に係る機関に求められる事項

・人生の最終段階に出現する症状に対する患者や家族の不安を解消し>患者が
望む場所での看取りを行うことができる体制を構築すること

・患者や家族に対して、自宅や住み慣れた地域で受けられる医療及び介護、障

害福祉サービスや看取呪戸関する適切な情報提供を行うこと
・介護施設等による看取りを必要に応じて支援すること
(関係機関の例)

・病院・診療所

・訪問看護事業所

・薬局

・居宅介護支援事業所

・地域包括支援センター

・基幹相談支援センター・相談支援事業所

③入院医療機関に求められる事項

.在宅医療に係る機関で看取りに対応できない場合について、病院・有床診療
所で必要に応じて受け入れること

(医療機関の例)

・病院・診療所

⑤在宅医療において積極的役割を担う医療機関

前記(Dから④までに掲げる目標の達成に向けて、自ら 24時間対応体制の在宅
医療を提供するとともに、他の医療機関の支援も行いながら、医療や介護、障害福
祉の現場での多職種連携の支援を行う病院・診療所を、在宅医療において積極的役
割を担う医療機関として医療計画に位置付けることが望ましい。

基本的には、在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所等の中から位置付けられる
ことを想定している。

①目標
・在宅医療の提供及び他医療機関の支援を行うこと

・多職種が連携し、包括的、継続的な在宅医療を提供するための支援を行うこ
と

・在宅医療に関する人材育成を行うこと

・災害時および災害に備えた体制構築への対応を行うこと

・患者の家族への支援を行うこと

・在宅医療に関する地域住民への普及啓発を行うこと

②在宅医療において積極的役割を担う医療機関に求められる事項
・医療機関(特に一人の医師が開業している診療所)が必ずしも対応しきれな
い夜間や医師不在時、患者の病状の急変時等における診療の支援を行うこと
・在宅での療養に移行する患者にとって必要な医療及び介護、障害福祉サービ
スが十分確保できるよう、関係機関に働きかけること

・在宅医療に係る医療及び介護、障害福祉関係者に必要な基本的知識・技能に
関する研修の実施や情報の共有を行うこと

・臨床研修制度における地域医療研修において、在宅医療の現場での研修を受
ける機会等の確保に努めること

・災害時等にも適切な医療を提供するための計画(人工呼吸器等の医療機器を
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使用している患者の搬送等に係る計画を含む。)を策定し、他の医療機関等の

計画策定等の支援を行うこと

・地域包括支援センター等と協働しつつ、療養に必要な医療及び介護、障害福

祉サービスや家族の負担軽減につながるサービスを適切に紹介すること

・入院機能を有する医療機関においては、患者の病状が急変した際の受入れを

〒テうこと

・地域住民に対し、在宅医療の内容や地域の医療及び介護、障害福祉サービス

に関する情報提供を行うこと

(6)在宅医療に必要な連携を担う拠点

前記(Dから④までに掲げる目標の達成に向けて、地域の実情に応じ、病院、診

療所、訪問看護事業所、地域医師会等関係団体、保健所、市町村等の主体のいずれ

かを在宅医療に必要な連携を担う拠点として医療計画に位置付けることが望ましい。

在宅医療に必要な連携を担う拠点を医療計画に位置付ける際には、市町村が在宅

医療・介護連携推進事業において実施する取組や、障害福祉に係る相談支援の取組

との整合性に留意し、事前に市町村と十分に協議することが重要である。

なお、前項の在宅医療において積極的役割を担う医療機関が在宅医療に必要な連

携を担う拠点となるととも想定される。

①目標

・多職種協働による包括的かつ継続的な在宅医療の提供体制の構築を図ること

②在宅医療に必要な連携を担う拠点に求められる事項

・地域の医療及び介護、障害福祉関係者による会議を定期的に開催し、在宅医

療における連携上の課題の抽出及びその対応策の検討等を実施すること

・地域の医療及び介護、障害福祉サービスについて、所在地や機能等を把握し、

地域包括支援センターや障害者相談支援事業所等と連携しながら、退院時から

看取りまでの医療や介護、障害福祉サービスにまたがる様々な支援を包括的か

つ継続的に提供するよう、関係機関との調整を行うこと

・質の高い在宅医療をより効率的に提供するため、関係機関の連携による 24

時間体制の構築や多職種による情報共有の促進を図ること

・在宅医療に関する人材育成及び普及啓発を実施すること

第3 構築の具体的な手順

1 現状の把握

都道府県は、在宅医療の体制を構築するに当たって、(1)及び②に示す項目を参考

に、患者動向、医療資源及び医療連携等について、現状を把握する。

さらに、(3)に示す、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムご

とに分類された指標例により、数値で客観的に現状を把握する。

なお、 a)~(3)の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他必要

に応じて調査を追加されたい。

①患者動向に関する情報

・退院支援を受けた患者数

・往診を受けた患者数

・訪問診療を受けた患者数

・訪問歯科診療を受けた患者数

・訪問看護利用者数
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・薬剤師による訪問薬剤管理指導の利用者数

・管理栄養士による訪問栄養食事指導の利用者数

・歯科衛生士による訪問歯科衛生指導の利用者数
・訪問りハビリテーション利用者数

・短期入所サービス(ショートステイ)の利用者数

(2)医療資源・連携等に関する情報

・在宅医療を担う関係機関の数とその位置(訪問診療等を実施する診療所、在宅
療養支援診療所、在宅療養支援病院、在宅療養支援歯科診療所、訪問看護事業所、
訪問薬剤管理指導を実施する薬局等)

・在宅医療に携わる人員・体制(在宅療養支援診療所・在宅療養支援病院の医師
数、訪問看護ステーションの看護師数、24時間体制を取っている訪問看護ステ
ーション数や看護師数等)

・連携の状況(関係機関間での診療情報や治療計画の共有の状況)
③指標による現状把握

別表11に掲げるような、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウト

カムごとに分類された指標例により、地域の医療提供体制の現状を客観的に把握し、
医療計画に記載する。その際、地域住民の健康状態やその改善に寄与すると考えら
れるサービスに関する指標(重点キ歌羽、その他国が提供するデータや独自調査デ
ータ、データの解析等により入手可能な指標(参考指標)に留意して、把握するこ
と。

2 圏域の設定

(1)都道府県は、在宅医療提供体制を構築するに当たって、「第2 医療体制の構築
に必要な事項」を基に、前記「1 現状の把握」で収集した情報を分析し、退院支
援、生活の場における療養支援、急変時の対応、看取りといった各区分に求められ
る医療機能を明確にして、圏域を設定する。

圏域の設定は、課題の抽出や数値目標の設定、施策の立案の前提となるものであ
り、施策の実効性を確保する観点から、圏域の設定は確実に行うことが望ましい。
(2)医療機能を明確化するに当たって、地域によっては、医療資源の制約等によりひ
とっの施設が複数の機能を担うこともあり得る。

(3)圏域を設定するに当たって、在宅医療の場合、医療資源の整備状況や介護との連
携のあり方が地域によって大きく変わることを勘案し、従来の二次医療圏にこだわ
らず、できる限り急変時の対応体制(重症例を除く。)や医療と介護の連携体制の
構築が図られるよう、市町村単位や保健所圏域等の地域の医療及び介護資源等の実
情に応じて弾力的に設定する。

④検討を行う際には、地域医師会等の関係団体、在宅医療及び介護に従事する者、
住民・患者、市町村等の各代表が参画する。

3 連携の検討

(1)都道府県は、在宅医療提供体制を構築するに当たって、退院支援から生活の場に
おける療養支援、急変時の対応、看取りまで継続して医療が行われるよう、また、

関係機関の信頼関係が醸成されるよう配慮する。

また、医療機関、在宅医療及び介護、障害福祉の関係者及び地域医師会等の関係
団体は、診療技術や知識の共有、連携する医療及び介護、障害福祉の関係機関等と
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の情報の共有に努める。

さらに、都道府県は、在宅医療に係る機関の医師、歯科医師、薬剤師、看護職員、

介護支援専門員等について、地域の保健医療関係機関・団体等と連携し、必要な専

門的・基礎的知識及び技術を習得させるための研修の実施等により人材育成に努め

る。

②保健所は、「地域保健法第4条第1項の規定に基づく地域保健対策の推進に関す

る基本的な指針」(平成6年厚生省告示第 374号)の規定に基づき、また、「医療計

画の作成及び推進における保健所の役割について」(平成 19年7月20日付け健総

発第0720001号厚生労働省健康局総務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施

に向けて、地域医師会等の関係団体と連携して医療機関相互の調整を行う等、積極

的な役割を果たすこと。

③医療計画には原則として、各医療機能を担う医療機関等の名称を記載する。

なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関等が複数の機

能を担うこともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療連携体制の中で各医療機能を

担う医療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、地域の実情に応じ

て記載することで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

4 課題の抽出

都道府県は、「第2 医療体制の構築に必要な事項」を踏まえ、「1 現状の把握」

で明確にした現状について、指標により把握した数値となっている原因の分析を行い、

地域の在宅医療の体制の課題を抽出し、医療計画に記載する。

その際、現状分析に用いたストラクチャー、プロセス、アウトカム指標の関連性も

考慮し、病期・医療機能による分類も踏まえ、市町村と連携しながら、可能な限り医

療圏ごとに課題を抽出する。

特に、将来の在宅医療に係る医療需要について、介護保険事業(支援)計画との整

合性の確保のために設置する都道府県や市町村の医療・介護担当者等の関係者による

協議の場を活用し、検討を行うこと。

5 数値目標

都道府県は、良質かつ適切な在宅医療を提供する体制について、事後に定量的な比

較評価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、地域の実情に

応じた目標項目やその数値目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画に記載す

る。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本

方針第九に掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決する

ために必要な目標を設定することとする。

特に、将来の在宅医療に係る医療需要に対する目標について、介護保険事業(支援)

計画等と整合性をもって設定し、その考え方を記載していくことが重要であり、介護

保険事業(支援)計画との整合性の確保のために設置する都道府県や市町村の医療・

介護担当者等の関係者による協議の場を活用し、検討を行うこと。

6 施策
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数値目標の達成には、課題に応じた施策・事業を実施することが重要である。都道
府県は、「4 課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成
するために行う施策・事業について、医療計画に記載する。
施策の検討にあたっては、在宅医療の提供者側に対する施策のみに偏重しないよう、
多様な職種・事業者が参加することを想定して施策を検討すること。
(施策の例)

・地域住民に対する普及啓発

・入院医療機関に対し在宅医療で対応可能な患者像や療養環境にっいての研修
.入院医療機関と、かかりっけの医療機関や居宅介護支援事業所等との入退院時
における情報共有のための協議の実施等

また、市町村が在宅医療・介護連携推進事業において実施する取組にっいて、在宅
医療に係る圏域ごとの課題に鑑みて、必要な施策については医療計画にも記載するこ
ととし、施策の達成に向けた役割分担を明確にした上で、地域医師会等と連携しなが
ら、必要な支援を行うこと。

特に、医療に係る専門的・技術的な対応が必要な「切れ目のない在宅医療と在宅介
護の提供体制の構築推進」や「在宅医療・介護連携に関する相談支援」、二次医療圏
等の広域の視点が必要な「在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携」につい
て、重点的な支援が必要である。

7 評価

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すこ
とが重要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画の評価を
行う組織や時期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策・事業の進捗状況の
評価にっいては、 1年ごとに行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状
把握に用いた指標の状況について、計画期間の中間年での見直しを見据え、適時に調
査、分析及び評価を行い、必要があるときは、都道府県はその医療計画を変更するこ
ととする。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況
を周知する必要がある。このため、指標による現状把握、目標項目、数値目標、施
策・事業やその進捗状況、評価体制や評価結果を公表する。その際、広く住民に周知
を図るよう努めるものとする。
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(別添)医療計画において定める数値目標

目標項目

精神病床における急、性期(3ケ

月未満)入院需要(患者数)

精神病床における回復期(3ケ

月以上1年未満)入院需要(患

者数)

精神病床における慢性期(1年

以上)入院需要(患者数)

精神病床における慢性期入院

需要(65歳以上患者数)

数値目標

算定式1に

基づき算出

精神病床における慢性期入院

需要(65歳未満患者数)

算定式1に

基づき算出

精神病床における入院需要(患

者数)

目標時期

平成32年度末

平成36年度末

地域移行に伴う基盤整備量(利

用者数)

算定式.に

基づき算出

平成32年度末

平成36年度末

地域移行に伴う基盤整備量(65

歳以上利用者数)

算定式.,2に

基づき算出

(参考)関連する計画

地域移行に伴う基盤整備量(65

歳未満利用者数)

算定式 1,3に

基づき算出

平成32年度末

平成36年度末

精神病床における入院後3か

月時点の退院率

算定式Uこ

基づき算出

平成32年度末

平成36年度末

精神病床における入院後6か

月時点の退院率

算定式'に

基づき算出

平成32年度末

平成36年度末

障害福祉計画

精神病床における入院後1年

時点の退院率

算定式qこ

基づき算出

平成32年度末

平成36年度末

障害福祉計画

算定式4に

基づき算出

平成32年度末

平成36年度末

障害福祉計画

69%以上を

基本とする

平成32年度末

平成36年度末

,精神病床に係る基準病床数の算定式(医療法施行規則第30条の30第2項)

2 地域移行に伴う地域の精神保健医療福祉体制に係る基盤整備量の算定式(障害者総合支援法第釘条第1
項及び児童福祉法第33条の19第1項の規定に基づき厚生労働大臣が定める基本的な指針別表第4の1)
3 地域移行に伴う地域の精神保健医療福祉体制に係る基盤整備量の算定式(障害者総合支援法第釘条第1
項及び児童福祉法第33条の19第1項の規定に基づき厚生労働大臣が定める基本的な指針別表第4の2)
4 地域移行に伴う地域の精神保健医療福祉体制に係る基盤整備量の算定式(障害者総合支援法第87条第1
項及び児童福祉法第33条の19第1項の規定に基づき厚生労働大臣が定める基本的な指針別表第4の3)

84%以上を

基本とする

平成詑年度末

平成36年度末

障害福祉計画

介護保険事業(支援)計画

90%以上を

基本とする

平成32年度末

障害福祉計画

介護保険事業(支援)計画

平成詑年度末

障害福祉計画

介護保険事業(支援)計画

平成32年度末

障害福祉計画

障害福祉計画

障害福祉計画



別表1 がんの医療体制構築に係る現状把握のための指標例

ストラク

チヤー

禁煙外来を行っている医療機関数

予防・早期発見

.

プロセス

.

ニコチン依存症管理料を算定する患者数
(診療報酬ごと)

がん検診受診率

喫煙率

ハイリスク飲酒者の割合

認定看護師が配置されている拠点病院の割合

がん診療連携拠点病院数

治療

運動習慣のある者の割合

専門・認定薬剤師が配置されている拠点病院の割合

.

放射線治療・薬物療法・りハビリテーション専門医が
配置されている拠点病院の割合

野菜と果物の摂取量

アウトカム

食塩摂取量

公費肝炎検査実施数

.

がんりハビリテーション実施医療機関数

地域がん診療病院数

公費肝炎治療開始者数

診療ガイドラインに基づく治療実施割合

悪性腫癌特異物質治療管理料の算定件数

年齢調整櫂患率

. 末期のがん患者に対して在宅医療を提供する医療機関数

外来化学療法の実施件数

櫂患者数

早期がん発見率

平成28年度厚生労働科学研究「病床機能の分化・連携や病床の効率的利用等のために必要となる実施可能な施策に関する研究」研究報告書より引用

放射線治療の実施件数

療養支援

悪性腫癌手術の実施件数

術中迅速病理組織標本の作製件数

相談支援センターを設置している医療機関数

麻薬小売業免許取得薬局数

地域連携クリティカルパスに基づく診療計画策定等実施件数

がんりハビリテーションの実施件数

病理組織標本の作製件数

緩和ケア病棟を有する病院数・病床数

地域連携クリティカルパスに基づく診療提供等実施件数

.

.

緩和ケアチームのある医療機関数

.

外来緩和ケア実施医療機関数

.

がん患者の年齢調整死亡率

.

拠点病院で治療を受けたがん患者の5年生存率

がん患者指導の実施件数

入院緩和ケアの実施件数

外来緩和ケアの実施件数

がん性疹痛緩和の実施件数

在宅がん医療総合診療料の算定件数

がん患者の死亡者数

がん患者の在宅死亡割合



別表2 脳卒中の医療提供体制構築に係る現状把握のための指標例

ストラケ
チヤー

禁煙外来を行っている
医療機関数

予防

ニコチン依存症管理料を
算定する患者数(診療報酬ごと)

プロセス

救護

喫煙率

ハイリスク飲酒者の割合

健康診断の受診率

高血圧性疾患患者の
年齢調整外来受療率

脳血管疾患により救急搬送
された患者数(再掲)

脂質異常症患者の
年齢調整外来受療率

急性期

神経内科医師数・
脳神経外科医師数

アウトカム

脳卒中の専用病室を有する
病院数・病床数

.

脳梗塞に対するt-PAによる
血栓溶解療法の実施可能な

病院数

脳血管疾患により
救急搬送された患者数

.
脳梗塞に対するt-PAによる
血栓溶解療法の実施件数

脳梗塞に対する脳血管内治療
(経皮的脳血栓回収術等)の
実施件数

回復期

.

くも膜下出血に対する脳動脈瘤
クリッピング術の実施件数

救急要請(覚知)から医療機関
への収容までに要した平均時間

リハビリテーションが実施可能な医療機関数

くも膜下出血に対する脳動脈瘤
コイル塞栓術の実施件数

脳血管疾患により救急搬送
された患者の圏域外への搬送率

平成28年度厚生労働科学研究「病床機能の分化・連携や病床の効率的利用等のために必要となる実施可能な施策に関する研究」研究報告書より引用

脳卒中患者に対する應下機能訓練の実施件数

維持期

.

.

脳卒中患者に対するりハビリテーションの実施件数

脳血管疾患患者の年齢調整死亡率

脳卒中患者における地域連携計画作成等の実施件数

退院患者平均在院日数

在宅等生活の場に復帰した患者の割合

、.



別表3 心筋梗塞等の心血管疾患の医療体制構築に係る現状把握のための指標例

ストラク
チヤー

予防

禁煙外来を行っている
医療機関数

救護

プロセス

ニコチン依存症管理料を算定
する患者数(診療報酬ごと)

喫煙率

健康診断の受診率

高血圧性疾患患者の
年齢調整外来受療率

急性期

虚血性心疾患により救急搬送
された患者数(再掲)

循環器内科医師数・
心臓血管外科医師数

心臓内科系集中治療室(CCU)
を有する病院数・病床数

脂質異常症患者の
年齢調整外来受療率

心肺機能停止傷病者(心肺停止患
者)全搬送人員のうち、一般市民に
より除細動が実施された件数

アウトカム

.

心臓血管外科手術が
実施可能な医療機関数

虚血性心疾患により
救急搬送された患者数

急性心筋梗塞に対する
経皮的冠動脈インターベンション

の実施件数

回復期

.

.
来院後90分以内の
冠動脈再開通達成率

心血管疾患りハビリテーションが実施可能な医療機関数

.

》

平成28年度厚生労働科学研究「病床機能の分化・連携や病床の効率的利用等のために必要となる実施可能な施策に関する研究」研究報告書より引用

救急要請(覚知)から医療機関
への収容までに要した平均時間

虚血性心疾患に対する
心臓血管外科手術件数

慢性期・再発予防

虚血性心疾患により救急搬送
された患者の圏域外への搬送率

入院心血管疾患りハビリテーションの実施件数

.

虚血性心疾患患者における地域連携計画作成等の実施件数

虚血性心疾患患者の年齢調整死亡率

退院患者平均在院日数

外来心血管疾患りハビリテーションの実施件数

. 在宅等生活の場に復帰した患者の割合



別表4 糖尿病の医療体制構築に係る現状把握のための指標例

.

ストラク

チヤー

予防

特定健診受診率

特定保健指導実施率

プロセス

初期・安定期

糖尿病内科(代謝内科)医師数

糖尿病内科(代謝内手斗)
標樗医療機関数

アウトカム

糖尿病患者の年齢調整外来受療率

合併症予防を含む専門治療

医療機関・健診で糖尿病と言われた者
のうち、治療を受けている者の割合

糖尿病予備群の者の数

HbAIC検査の実施件数

教育入院を行う医療機関数

糖尿病が強く疑われる者の数

尿中アルブミン(定量)検査の実施件数

糖尿病専門医数

クレアチニン検査の実施件数

糖尿病登録医ノ療養指導医

腎臓専門医数

精密眼底検査の実施件数

血糖自己測定の実施件数

糖尿病療養指導士数

糖尿病看護認定看護師数

外来栄養食事指導料の実施件数

糖尿病透析予防指導の実施件数

内服薬の処方件数

平成28年度厚生労働科学研究「病床機能の分化・連携や病床の効率的利用等のために必要となる実施可能な施策に関する研究」研究報告書より引用

糖尿病性腎症の管理が可能な
医療機関数

在宅インスリン治療件数

.

合併症治療

糖尿病足病変の管理が可能な
医療機関数

糖尿病網膜症の手術が可能な
医療機関数

歯周病専門医数

糖尿病登録歯科医師数

.

新規人工透析導入患者数

.

糖尿病性腎症に対する
人工透析実施件数

.

糖尿病足病変に対する管理

糖尿病性ケトアシドーシス、
非ケトン昏睡患者数

低血糖患者数

糖尿病網膜症手術数

糖尿病患者の年齢調整死亡率



別表5 精神疾患の医療体制構築に係る現状把握のための指標例

L_

平成28年度厚生労働科学研究「精神科医療提供体制の機能強化を推進する政策研究」研究報告書より引用

「ー

各疾病ごとに記載※

各疾病別の入院対応医療機関数

各疾病別の外来対応医療機関数

救急患者精神
科継続支援を受
けた患者数

各疾病固有の診療行為等を実施する医療機関数

L

^^^ーーーーーー」

「、、

各疾病別の入院患者数

高次脳機能障害

ーーπ

各疾病別の外来患者数数

各疾病固有の診療行為等を実施した患者数等

.
高次脳機能
障害支援拠
点機関数

.

精神科救急

.

深夜・休日に
初診後に精
神科入院した
病院数

.

.

身体合併症

身体合併症を診療してい
る精神病床を持つ病院数
(精神科救急・合併症入
院料+精神科身体合併症
管理加算)

.

、ー'ーーー']

精神疾患の受け入れ体
制を持つ一般病院数(精
神疾患診療体制加算+精
神疾患患者受入加算)

.

自殺対策

.
精神科りエゾンチームを
持つ病院数

救命救急入院
料精神疾患診
断治療初回加
算をとる一般病
院数

.

深夜・休日に
初診後に精
神科入院した
患者数

ノーヘ

精神病床における退院後3,6,12ケ月時点の再入院率(1年未満入院患者・1年以上入院患者別)

災害精神医療

.
救急患者精神
科継続支援料を
とる一般病院数

精神病床における急性期・回復期・慢性期入院患者数(65歳以上・65歳未満別)

精神疾患の
救急車平均
搬送時間

.

精神科入院患者で重篤
な身体合併症の診療を
受けた患者数(精神科救
急・合併症入院料+精神
科身体合併症管理加算)

DPAT先遣隊登
録医療機関数

精神病床における入院後3,6,12ケ月時点の退院率

精神病床における新規入院患者の平均在院日数

.

医療観察法

体制を持つ一般病院で受
け入れた精神疾患の患
者数(精神疾患診療体制
加算+精神疾患患者受入
加算)

.
指定通院医療
機関数

精神科りエゾンチームを
算定された患者数

救命救急入院
で精神疾患診
断治療初回加
算を算定された
患者数
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別表6 救急医療体制構築に係る現状把握のための指標例

救護

ストラク
チヤー

運用救急救命士数

住民の救急蘇生法の受講率

.

救急車の運用数

救急搬送人員数

救命医療

AEDの設置台数

心肺機能停止傷病者(心肺停
止患者)全搬送人員のうち、
一般市民により除細動が
実施された件数

救命救急センター数

救急担当専任医師数・看護師数

プロセス

特定集中治療室のある
医療機関数

救急車の受入件数

.

入院救急医療

.

救急要請(覚知)から救急医療機関への
搬送までに要した平均時間

アウトカム

2次救急医療機関数

救命救急センター
充実段階評価Aの割合

.

初期救急医療

2次救急医療機関等の救急医療機関やかかりつけ医、介護施設等の関係機関が参加したメディカルコントロール協議会の開催回数

初期救急医療施設数

一般診療所の
初期救急医療への参画率

受入困難事例の件数

平成28年度厚生労働科学研究「病床機能の分化・連携や病床の効率的利用等のために必要となる実施可能な施策に関する研究」研究報告書より引用

救命後の医療

転棟,退院調整をする者を
常時配置している
救命救急センターの数

心肺機能停止傷病者(心肺停止患者)のーケ月後の予後

緊急入院患者における
退院調整・支援の実施件数



別表7 災害時における医療体制構築に係る現状把握のための指標例

ストラク
チヤー

災害時に拠点となる病院

. 災害拠点病院における業務継続計画の策定率

複数の災害時の通信手段の確保率

多数傷病者に対応可能なスペースを有する
災害拠点病院の割合

.

.

プロセス

災害時の医療チーム等の受入を想定し、都道府県災害対策本部、都道府県医療本部で関係機関(消防、警察等)、公共輸送機関等との連携の確認を行う災害訓練の実施回数

病院の耐震化率

.

.

災害時に拠点となる病院以外の病院

EMISの操作を含む研修・訓練を実施している病院の割合

.

広域医療搬送を想定し、都道府県災害対策本部、都道府県医療本部で関係機関(消防、警察等)、公共輸送機関等との連携の確認を行う災害訓練の実施箇所数及び回数

.

.

アウトカム

被災した状況を想定した災害実働訓練を
実施した病院の割合

災害拠点病院以外の病院における
業務継続計画の策定率

広域災害・救急医療情報システム(EMIS)への登録率

災害時の医療チーム等の受入を想定し、関係機関・団体等と連携の上、
保健所管轄区域や市町村単位等で地域災害医療対策会議のコーディネート機能の確認を行う災害訓練の実施回数

基幹災害拠点病院における県下の災害関係
医療従事者を対象とした研修の実施回数

医療活動相互応援態勢に関わる応援協定等を
締結している都道府県数

平成28年度厚生労働科学研究「病床機能の分化・連携や病床の効率的利用等のために必要となる実施可能な施策に関する研究」研究報告書より引用

都道府県

DMAT、DPAT等の緊急医療チーム数
及びチームを構成する医療従事者数

,



別表8 へき地の医療体制構築に係る現状把握のための指標例

ストラク
チヤー

へき地診療

へき地診療所数・病床数

へき地における歯科診療所数

過疎地域等特定診療所数

へき地における医師以外の医療従事者数
(歯科医師、看護師、薬剤師等)

へき地診療所の医師数

.

プロセス

.

へき地における診療・巡回診療の
実施日数

へき地における訪問診療(歯科を含む)・
訪問看護の実施日数

.

へき地支援医療

へき地医療に関して一定の実績を有するものとして
認定を受けた社会医療法人数

アウトカム

へき地医療拠点病院数

へき地保健指導所の保健活動日数
及び対象者数

.
へき地医療拠点病院からへき地への
巡回診療実施回数・日数・延べ受診患者数

.

平成28年度厚生労働科学研究「病床機能の分化・連携や病床の効率的利用等のために必要となる実施可能な施策に関する研究」研究報告書より引用

行政機関等の支援

.

へき地医療拠点病院からへき地への
医師派遣実施回数・延べ派遣日数

'、

へき地医療支援機構の数

へき地医療支援機構の専任・併任担当官数

.

へき地医療拠点病院からへき地への
代診医派遣実施回数・延べ派遣日数

へき地医療に従事する地域枠医師数

遠隔医療等ICTを活用した
診療支援の実施状況

.

.
協議会等におけるへき地の医療従事者
(医師、歯科医師、看護師、薬剤師等)

確保の検討回数

協議会の開催回数



別表9 周産期医療の医療体制構築に係る現状把握のための指標例

低りスク分娩

ストラク
チヤー

地域周産期母子医療センター

産科・産婦人科・婦人科医師数

日本周産期・新生児医学会専門医数

アドバンス助産師数、新生児集中ケア認定看護師数

分娩を取扱う医師数

.

プロセス

分娩を取扱う医療機関の種別

助産師数

産後訪問指導実施数

総合周産期母子医療センター

アウトカム

.

.

NICUを有する病院数・病床数

.

GCUを有する病院数・病床数

NICU専任医師数

ハイリスク分娩管理加算届出医療機関数

MFICUを有する病院数・病床数

業務継続計画策定医療機関数・策定割合

分娩数

平成28年度厚生労働科学研究「病床機能の分化・連携や病床の効率的利用等のために必要となる実施可能な施策に関する研究」研究報告書より引用

.

災害時小児周産期りエゾン認定者数

.

周産期母子医療センターで取り扱う分娩数

乳幼児、小児の在宅医療・療育を
行う医療機関数

療養・療育支援

母体・新生児搬送数・都道府県内搬送率

母体・新生児搬送数のうち受入困難事例の件数

新生児死亡率

NICU入室児数

NICU・GCU長期入院児数

妊産婦死亡数・死亡原因

周産期死亡率

.

. MCU・GCU長期入院児数(再掲)



別表10 小児医療の医療体制構築に係る現状把握のための指標例

地域・相談支援等

.

ストラク

チヤー

小児救急電話相談の
回線数・相談件数

小児に対応している
訪問看護ステーション数

一般小児医療

小児在宅人工呼吸器患者数

プロセス

小児科を標袴する
病院・診療所数

小児歯科を標楠する
歯科診療所数

小児地域支援病院

アウトカム

小児地域支援病院数

.
小児人口あたり
時間外外来受診回数

.

小児のかかりつけ医受診率

.

.

小児地域医療センター

夜間・休日の小児科診療を実施している医療機関数

小児科医師数(医療機関種別)

小児地域医療センター数

特別児童扶養手当数、児童育成手当(障害手当)数、障害児福祉手当交付数、身体障害者手帳交付数(18歳未満)

平成28年度厚生労働科学研究「病床機能の分化・連携や病床の効率的利用等のために必要となる実施可能な施策に関する研究」研究報告書より引用

小児中核病院

緊急気管挿管を要した患者数

小児救急搬送症例のうち受入困難事例の件数

小児中核病院数

PICUを有する病院数・
PICU病床数

救急入院患者数

幼児、小児死亡数,死亡原因・発生場所・死亡場所

乳児死亡率

゛

.



別表Ⅱ在宅医療の体制構築に係る現状把握のための指標例

退院支援担当者を配置している
診療所・病院数

.

退院支援

ストラク
チヤー

退院支援を実施している
診療所・病院数

介護支援連携指導を実施している
診療所・病院数

退院時共同指導を実施している
診療所・病院数

退院後訪問指導を実施している
診療所・病院数

.

日常の療養支援

訪問診療を実施している
診療所・病院数

.

退院支援(退院調整)を受けた患者数

プロセス

訪問看護事業所数、従事者数

介護支援連携指導を受けた患者数

小児の訪問看護を実施している
訪問看護事業所数

退院時共同指導を受けた患者数

歯科訪問診療を実施している
診療所・病院数

.

退院後訪問指導料を受けた患者数

アウトカム

往診を実施している診療所・病院数

急変時の対応

在宅療養支援診療所・病院数、医師数

訪問薬剤指導を実施する
薬局・診療所・病院数

.

.

訪問診療を受けた患者数

在宅療養後方支援病院

在宅療養支援歯科診療所数

24時間休制を取っている
訪問看護ステーション数、従事者数

訪問歯科診療を受けた患者数

.

平成28年度厚生労働科学研究「病床機能の分化・連携や病床の効率的利用等のために必要となる実施可能な施策に関する研究」研究報告書より引用

.

訪問看護利用者数

訪問薬剤管理指導を受けた者の数

在宅看取り(ターミナルケア)を
実施している診療所・病院数

看取り

小児の訪問看護利用者数

ターミナルケアを実施している
訪問看護ステーション数

.

往診を受けた患者数

'

. 在宅ターミナルケアを受けた患者数

.
看取り数

(死亡診断のみの場合を含む)

在宅死亡者数



疾病・^及て潅宅医療に係る医療体脚」について鰈長通知)

各都道府県衛生主管部喝)長殿

改 正

医療法(昭和23甲去イ聿第205号。以下「法」という。)第30条の4の規定に基づき、がん、

脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病及ぴ精神疾患の5痴丙並びに救急医療、災害時におけ

後

改正

る医療、へき地の医療、周産期医療及び小児医療(小児救急医療を含む。墜王回」Σ.)の5^

並びに居宅等における医療(以下「在宅医療」という。)について医療計画に言己載することとさ

医政地発 0331

平成 29年3

疾病・事業及て姓宅医療に係る医療体制について

れている(以下、 5痴丙及び5:事業並びに在宅医療を「5狗丙・5事業及て雉宅医療」という。)。

各都道府県が医療"疋供体制を確保するに当たり、特に5痴丙・5事業及て雉宅医療については、

q》殉丙又は事業ビとに老要となる医療機能を明確化した上で、@サ也域の医療機関がどのような役

割を担うかを明らかにし、さらに③医療L車携体制をキ隹進していくことが求められる。

医療機能の明確化から連携肺tの推進にいたるこのような過程を、以下、医療体制の構築とい

うことにする。

5痴丙・5:事業及て腔宅医療の医療体帋11を構築するに当たっては、それぞれに求められる医療

機能を具体的に割張し、その特性及び地域の実情に応じた方策を講ずる必要があることから、下

記のとおり、それぞれの体制構築に係る指針を国において定めたので、新たな医療計画作成のた

めの参考にしていただきたい。

なお、本通知は法第30条の8に基づく技術的助言であることを申し添える。

厚生労假浩'医政局地域医療計匝髞長

3 万'

3 1日

各都道府県衛生主管部(局)長殿

また、「疾病二事業及てド在宅医療に係る医療体佑Ⅲこついて」(平成24年旦月30日付け医醐旨発

墾堕第旦号厚生労働省医政局指導課長通知)1ネ廃止する。

現

医療法(昭和23年法律第205号。以下「法」という。)第30条の4の規定に基づき、医療計

画に記載ずる事項として、がん、脳卒中、急性心筋梗塞及ひ糖尿病の4痴丙並びに救急医療、災

害時における医療、へき地の医療、周産期医療及び小児医療(小児救急医療を含む。)の5事業

に加え、新たに精神疾患及び居宅等における医療(以下「在宅医療」という。)が追力口されたと

疾病・事業及てバ在宅医療に係る医療体制について

ころである(以下、4痴丙及び精神疾患、、5事業並ぴに在宅医療を「5疾病・5事業及て潅宅医療」

という。)。

各都道府県が医療提供体制」を確保するに当たり、特に5痴丙・5事業及てド在宅医療については、

d族病又は事業ごとに必要となる医療機能を明鬮ヒした上で、便吐也域の医療機関がどのような役

割を担うかを明らかにし、さらに③医療L車携体制を推進していくことが求められる。

医療機能の明確化から連携体愉jの推進にいたるこのような過程を、以下、医療体罰1の構築とい

うことにする。

5狗丙・5事業及て潅宅医療の医療体制を構築するに当たっては、それぞれに求められる医療

機能を具体的に托握し、その特性及び地域の実情に応じた方策を講ずる必要があることから、下

記のとおり、それぞれの体制構築に係る指針を国において定めたので、新たな医療計画作成のた

めの参考にしていただきたい。

なお、本通知は法第30条の8に基づく技待尚助言であることを申し添える。

指発 0330 第

3月24

厚生労働省'医政局指淳課長

9ぢ

30日

また、「疾病又は事業ごとの医療体制について」(平成19年Z月20日医礎旨発第0720001号医

政局指導課^知)1ネ廃[ヒする。

政
成
医
平

行

第
月



,、

1 法傑井賊、

法第30条の4第4項の規定に基づき、がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病及

ぴ精神疾患の5痴丙並びに救急医療、災害時における医療、へき地の医療、周産期医療及び小

児医療の5事業(以下「5痴丙・5事業」という。)並びに在宅医療に係る医療連携体制を構

築するための方策を医療計画に定めることとなっている。

また、法第30条の3第1項の規定に基づき、医療提供体告リの確保に関する基本方針(平成

19年厚生労働省'告示第70号。以下「基本方針」という。)の改正を行ったところである。

]r-

記

また、基本方針第四の二及び三に示すとおり、 5痴青・5:事業及て雉宅医療のそれぞれに係

る医療体佑"を各都道府県が構築するに当たうては、地域の医療提色妨桓設の医療機能を医療計画

に明示することにより、患者や1主民に対し、分力由やすい情報提供の推進を図る彪要がある。

一方、基本方針第二の二に示すとおり、国は5狗青・5事業及U牲宅医療について調査及び

研究を行い、5痴丙・5事業及てド在宅医療のそれぞれに求められる医療機能を明らかにするこ

ととされており、本通知は、国として当該医療機能を明らかにすること等により、都道府県の

医療体御騰築を支援するものである。

なお、医療機能に関するt青報の提供については、法第6条の3に基づく医療機能t齡R提供制

度が別途実施されている。

5痴丙・5事業及てド在宅医療の医療体佑"構築に当たグては、当該制度により都道府県に報告

された医療機能情報を活用できること、特に、患者昊并主民に情報を提供するためだけではなく、

地域の医療剛系者が互いに情報を共有することでイ言頼を醸成し、円滑な連携を推進するために

も活用すべきであることに留意されたい。

2 策定に当たっての留意点

別紙「狗丙・事業及て腔宅医療に係る医療体制構築に係る指針」は、国として、①5疾病・

5事業及U牲宅医療の医療機能の目安を明らかにした上で、②各医療機能を担う台城の医療機

関が互いにイ言頼を醸成し、円滑な連携を推進するために、都道府県の実施すべき手順を示した

ものである。

2

1 法的根拠

法第30条の4第4項の規定に基づき、がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病及び樹申疾患

の5痴丙並びに救急医療、災害時における医療、へき地の医療、周産期医療及ぴ小児医療の5

事業(以下「5痴青・5事業」という。)に係る医療L車携体痢」を構築するための方策を医療計画

に定めることとなっている。

また、法第30条の3第1項の規定に基づき、医療提供体制の確保に関する基本方針(平成

19年厚生労働省'告示第70号。以下「基本方針」という。)が本年3月22日に改正され、本年

4月1日からのヨ鉚とされたところである。

基本方針第1の11こ示すとおり、5疾病・5事業とともに、在宅医療に対応した医療L車携体

制の早急な構築を図ることが必要であり、在宅医療についても、5疾病・5事業と同様に、医

療連携体市"を構築するための方策を医療計画に定めることが求められる。

また、基本方銑第4の2{こ示ずとおり、5痴丙・5事業及U牲宅医療のそれぞれに係る医療

体制を各都道府県力井篝築するに当たっては、針城の医療提伊j缶、設の医療機能を医療計画に明示

することにより、患者昊イ主民に対し、分かり尺すい1青報提供の,隹進を図る必要がある。

一方、基本方針第2の2に示ずとおり、国は5疾病・5事業及て潅宅医療について調査及び

研究を行い、5痴丙・5事業及て潅宅医療のそれぞれに求められる医療機能を明らかにするこ

ととされており、本通知は、国として当該医療機能を明らかにすること等により、都道府県の

医療体佑"構築を支援するものである。

なお、医療機能に関する情報の提供については、法第6条の3に基づ'く医療機お断青報提供制

度が別途実施されている。

5痴丙・5事業及て潅宅医療の医療体制井瀞築に当たっては、当該制度により都道府県に報告

された医療機能情報を活用できること、特に、患者や住民にt青報を提供するためだけではなく、

台城の医療関俳、者が互いに1青報を共有することでイ言頼を醸成し、円滑な連携を推進するために

も活用すべきであることに留意されたい。

2 策定に当たっての留意点

別紙「疾病・事業及て陸宅医療に係る医療齢4構築に係るキ旨針」は、国として、①5狗丙・

5事業及て潅宅医療の医療機能の目安を明らかにした上で、②各医療機能を担う地域の医療機

関が互いにイ言頼を醸成し、円滑な連携を推進するために、都道府県の実施すべき手順を示した

ものである。

記

ノ



都辿脊県におかれては、地域において切れ目のない医療の提供を実現するための、'良質力*つ

適切な医療を効率的に提供するための医療計画策定に当たり、本指針を参考にされたい。

なお策定に当たっては、炊に掲げる点に留意されたい。

① 5痴丙・5事業及て潅宅医療の医療体制については、各都道府県が、患者動向、医療資源

等地或の実情に応じて構築するものであること。

②したがって、本指針は医療崎1の構築のための目安であり、必ずしもこれに縛られるもの

ではないこと。

③ 5疾病・5事業ごと及てド在宅医療の医療齢1構築に当たっては、台城の実清に応じて必要

性の高いものから優先的に取り組むことが必要であること。

④医療計画の実効性を高めるよう、 5疾病・5事業ごと及て雄宅医療のP1羚Aサイクルを効

果的に機能させ、政策循環の僻且みを強ヒずるため、疾病・事業ごとの指標を活用すること

旦本指針は国における現時点での知見に基づくものであり、今後も検討、調査、研究を続け

て適宜提示するものであること。

3 本指針dX立置付け及U端成

5狗丙・5事業及て潅宅医療の医療体制」を含めた、新たな医療計画制度の全体像については、

「医療計画について」(平成29年旦月31日付け医政発0331第57号厚生労働省'医政局長通知)

の呂1俳氏「医療計画作h兌指金ト」により別途提示しているところである。

「医療計画作成指針」と「疾病・事業及て潅宅医療に係る医療肺11構築に係る指針」との関

係1朗1」表のとおりであり、各都道府県におかれては、新たな医療計画の作成に当たり、「医療

計画作成指針」を参考に計画全体の構成、作成の司司恒等を検討した上で、本指針により5痴丙・

5事業及U牲宅医療に係る具体的な医劉柿1の構築及ひ引画の作成を図られたい。

偶1」表)

都道府県におかれては、買城において切れ目のない医療の提供を実現するための、良質かっ

適切な医療を効率的に提供するための医療計画策定に当たり、本指針を参考にされたい。

なお策定に当たっては、次に掲げる点に留意されたい。

① 5痴丙・5事業及て腔宅医療の医療体帋"については、各都道府県が、患者動向、医療資

源等河城の実情に応じて構築するものであるとと。

②したがって、本指針は医療体脚」の構築のための目安であり、必ずしもこれに縛られるも

のではないこと。

③ 5淘丙・5事業ビと及て潅宅医療の医療体惰畊韓築に当たっては、1也域の実清に応じて必、

要性の高いものから優先的に取り組むことが必要であること。

④本指針は国における現時点での知見に基づくものであり、今後も検討、調査、研究を続

けて適窟提示するものであること。

3 村訟卜dX立置づけ及て噛成

5疾病・5事業及て陸宅医療の医療体制」を含めた、新たな医療計画制度の全体像については、

「医療計画について」(平成24年3月30日医政発0330第28号医政局長通知)の別紙「医療

計画作五捌昔針」により別途提示しているところである。

「医療計画作成指針」と「疾病又は事業ビとの医療体惰11キ蒜築に係る撒+」との関係1胡1」表の

とおりであり、各都道府県におかれては、新たな医療計画の作成に当たり、「医療計画作成指

針」を参考に計画全体の構成、作成の羽順等を検討した上で、本指針により5痴丙・5事業及

て潅宅医療に係る具体的な医療体制の構築及び計画の作成を図られたい。

3

偶1」表)



,

偶鳴田

疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制構築に係る指針

第1

第2

第3

第4

第5

改

趣'

内容

手順

連携の推進等

評価等

正 後

がんの医療体制構築に係る指針(P15)

第1 がんの現状

第2 医療体制の構築に必要な事項

第3 構築の具体的な手順

脳卒中の医療体制構築に係る指針(P25)

第1 脳卒中の現状

第2 医療体制の構築に必要な事項

目次

第3 構築の具体的な手順

b筋梗塞

第1

第2

第3 構築の具体的な手順

糖尿病の医療体制構築に係る指針(N9)

第1 糖尿病の現状

第2 医療体制の構築に必要な事項

心筋梗塞等の心血管疾患の現状

の心、血

偶峡田

医療体制の構築に必要な事項

疾患の医療体制構築に係る指針(P37)

第3 構築の具体的な手順

精神疾患の医療体制構築に係る指針(P四)

第1 精神疾患の現状

疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制構築に係る指針

現

趣ヒ

内容

手順

連携の推進等

がんの医療体制構築に係る指針(P7)

第1

第2

がんの現状

医療機関とその

第3 構築の具体的な手順

脳卒中の医療体制構築に係る指針(P17)

目次

第 1 脳卒中の現状

第 2 医療機関とその連

第3 構築の具体的な手順

急性心筋梗塞の医療体制構築に係る指針(P29)

第1

第2

携

急性心筋梗塞の現状

第3 構築の具体的な手順

糖尿病の医療体制構築に係る指針(P4の

医療機関とその連

第 1 糖尿病の現状

第 2 医療機関とその

第3 構築の具体的な手順

精神疾患の医療体制構築に係る指針(P51)

第 1 精神疾患の現状

4-

行

1第
第
第
第

2
 
3
 
4



゛

第2

第3

医療体制の構築に必要な事項

救急医療の体制構築に係る指針(P8田

第1 救急医療の現状

第2 医療体制の構築に必要な事項

構築の具体的な手順

第3 構築の具体的な手順

災害時における医療体制の構築に係る指針(PI04)

第1 災害医療の現状

第2 医療体制の構築に必要な事項

第3 構築の具体的な手順

へき地の医療体制構築に係る指針(P119)

第1 へき地の医療の現状

第2 医療体制の構築に必要な事項

第3 構築の具体的な手順

周産期医療の体制構築に係る指針(P13D

第1 周産期医療の現状

第2 医療体制の構に必要な事項

第3 構築の具体的な手順

小児医療の体制構築に係る指針(P15田

第1 小児医療の現状

第2 医療体制の構築に必要な事項

在宅医療の体制構築に係る指針(P138)

第 1 在宅医療の現状

第3

第2 医療機とその連

在宅医療の体制構築に係る指針(P169)

第1 在宅医療の現状

第2 医療体制の構築に必要な事項

構築の具体的な手順

第2

第3

医療機関とその連

第3 構築の具体的な手順

構築の具体的な手順

救急医療の体制構築に係る指針(P6田

第 1 救急医療の現状

第 2 医療機関とその連

5

第3 構築の具体的な手順

災害時における医療体制の構築に係る指針(P84)

第1 災害医療の現状

第 2 医療機関とその連

第 3 構築の具体的な手順

へき地の医療体制構築に係る指針(P95)

第 1 へき地の医療の現状

第 2 医療機関とその連携

第3 構築の具体的な手順

第3 構築の具体的な手順

周産期医療の体制構築に係る指針(PI06)

第 1 周産期医療の現状

第 2 医療機関とその連携

第3 構築の具体的な手順
、、

小児医療の体制構築に係る指針(P12田

第 1 小児医療の現状

第 2 医療機関とその連携

第3 構築の具体的な手順



第1 趣旨

人口の急速な高鯏ヒが進む中、がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病及び精神疾

疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制構築に係る指針

患の5狗丙(以下「5疾病」という。)については、生活の質の向上を実現するため、これら

に対応した医療体脚」の構築が求められている。

また、貴城医療の確保において重要な課題となる救急医療、災害時における医療、へき地の

医療、周産期医療及び小児医療(小児救急を含む。以下同じ。)の5事業(以下「5事業」と

いう。)についても、これらに対応した医療体制の構築により、患者舸主民が安心して医療を

受けられるようにすることが求められている。

改 正

さらに、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしいらしを人生の最期まで続けることがで

後

きるよう、在宅医療に係る医療体市11の構築が求められている。

疾獄薄造の変化弌司也域医療の確保といった課題に対応するためには、効率的で質の高い医療

体制を具体的に構築することが求められる。

具体的には、各都道府県において、 5痴丙・5事業及て雉宅医療について、それぞれに求め

られる医療機能を明確にした上で、ガ城の医療関係者等の協力の下に、医療機関力端能を分担

及び連携することにより、切れ目なく医療を提供する体帋"をキ蒼築することが必要である。

加えて、こうした医療体帛リの構築に患者昊イ主民が参力けることを通じ、患者や住民が地域の

医療機能を理解し、医療の必要性に応じた質の高い医療を受けられるようになることが期待さ

れる。

以下、第2 「内容」、第3 「司司慎」」第4 「連携の推進等」及び第5 「評価等」において、医

療体告ιの構築に当たって5疾病・5事業及て潅宅医療に共通する事項を示すとともに、 5疾

病・5事業及て殉生宅医療のそれぞれの指針において、各々の特性に関する事項を示すので参考

とされたい。

第2 内容

5痴青・5事業及てド在宅医療のそれぞれについて、まず「1 医療体帋リの政策循環」を実現

第1 趣旨

人口の急速な高鯏ヒが進む中、がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病及ぴ精神疾患の5痴丙

するため、「2 指標」を活用し、「3 必要となる医療機能」を明らかにした上で、「4 各

疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制構築に係る指針

医療機能を担う医療機関等の名称」、「5 数値目標」を記載する。

1 医療齢1」の政策循環

(以下「5疾病」という。)については、生活の質の向上を実現するため、これらに対応した医

療体帋"の構築が求められている。

さらには、台城医療の確保において重要な課題となる救急医療、災害時における医療、へき

地の医療、周産期医療及び小児医療(小児救急、を含む。)の5事業(以下「5事業」という。)に

ついても、これらに対応した医療体制の構築により、患者制主民が安心して医療を受けられる

ようにすることが求められている。

現

6

一「ノ'ー

行

疾病構造の変化や地域医療の確保といった課題に対応するためには、効率的で質の高い医療

体制を具体的に構築することが求められる。

具体的には、各都道府県において、5痴丙・5事業及てド在宅医療について、それぞれに求め

られる医療機能を明確にした上で、針鰄の医療関係者等の協力の下に、医療機関力機能を分担

及び連携することにより、切れ目なく医療を提供する体告ljを構築することが必要である。

加えて、こうした医療体制1の構築に患者や1主民が参加することを通じ、患者やイ主民がガ仙戈の

医療機能を理解し、医療の必要性に応じた質の高い医療を受けられるようになることが期待さ

れる。

以下、第2「内容」、第3「司司慎」及び第4 G車携の推進等」において、医療体制の構築に当

たって5痴丙・5事業及て註宅医療に共通する事項を示すとともに、5狗丙・5事業及て潅宅医

療のそれぞれの指針において、各々の特性に関する事項を示すので参考とされたい。

第2 内容

5狗丙・5事業及て雄宅医療のそれぞれについて、まず1「必要となる医療機能」を明らかに

した上で、2「各医療機能を担う医療機関等の名称」、3「数値目標」を記載する。



5疾病・5事業及て腔宅医療の医療体制」を構築するに当たっては、住民の健康状態や患者

の状態 0戊果(アウトカム))などでもって施策の評価を行うことが彪要なため、これらを

用いた評価を行うことが重要である。具体的には、施策や事業を実施したことにより生じた

結果(アウトプット)が、成果(アウトカム)に対してどれだけの影響(インパクト)をも

たらしたかという関連性を念頭に置きつつ、施策や事業の評価を1年ビとに行い、見直しを

含めた改善を行うこと。都道府県は、このh煤(アウトカム)に向けた評価及て敵善の僻且

みを、政策循環の中に組み込んでいくことが重要である。
. アウトカム缶戈果)

施策や事業が対象にもたらした変化

アウトプット儁果)

施策や事業を実施したことにより生じる結果

. インパクト^)

施策や事業のアウトプットによるアウトカムへの寄与の程度

2 指標

医療体制のキ茸築に当たっては、現次の把握や・課題の抽出の際に、多くの指標を活用するこ

ととなるが、劉旨標の関連性を意識し、ガ包域の

要がある。その際には、指梗をアウトカム、プロセス、ストラクチャーに分類し、活用する

こど。

アウトカム指主票

住民の健康状態や患者の状態を測る指標
. プロセス指標

実際にサービスを提供する主体の活動や、他機関との
. ストラクチャー指標

医療サービスを提供する物的資源、人的資游及て跳旦織体制、外音母梁境並びに対象となる

母集団を測る指標

3 必要となる医療機能

例えぱ脳卒中の場合に、急性期、回復期から維持期にいたるまでの病期ごとの医療機能を

明らかにするのと同様、他の狗丙・事業及て腔宅医療についても明らかにする。
」

をできる限り構造ヒしながら整理する必

厚生'側命斗学研究「地域医側烹宙、定及び医療計画Π慈サイクノゆ推進に資する道府県の人材育成等手淘こ関ずる

1を測る

y

1 必要となる医療機能

例え1期画卒中の場合に、急住期、回復期から維持期にいたるまでの病期ごとの医療機能を

明らかにするのと同様、他の痴丙・事業及てド在宅医療についても明らかに司、る。

7

(研究イ夬ま者π則1陦郎)(平成26自渡)を参考に記載

イ



4 各医療機能を担う医療機関等の名称

^嬬己3の各医療機能を担う医療機関等については、

療提供者等が作業部会等に参加し、検矛片る。なお、

よりひとつの医療機関力液数の機能を担うこともある。

その検討結果を踏まえ、原則として、それらを担う医療機関等の名称を記載ナる。

8

また、医療際関等の名称については、例えば医療連携体制の中で各医療機能を担う医療機

関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、別途当該医療機関等の名称を表示した

ホームページのURLを医療計画上に記載ずる等の方1去をとることも差し支えない。

後記第3の2に示すとおり、却戴の医

地域によっては、医療資源の制約等に

課題、数値目標及U施策の方向性

5痴秀・5事業及て雉宅医療のそれぞれの課題について、ガ城の実情に応じた数値目標を

設定し、課題解決に向けた施策の方向性を記載する。

数値目標の設定に当たっては、基本方針第たに掲げる諸計画等に定められる目標を勘案す

るものとする。

2 各医療機能を担う医療機関等の名称

"嬬Lの各医療機能を担う医療機関等については、後記第3の2に示すとおり、ガ城の医

療提供者等が協議の場に参加し、検言ナずる。なお、針城によっては、医療資源の市収勺等によ

りひとつの医療機関が複数の機能を担うこともありうる。

その検討結果を踏まえ、法第7条第3項に基づく医療法旛行規貝1」(昭和23年厚生省令第50

第3 手1頂

1 情報の収集

都道府県は、医療体識1を構築するに当たって、患者動向、医療資游及び医療連携等の医療

体制に関する情報等を収集し、現状を如握する必要がある。

号)第1条の14第7項め規定※に留意しつつ、原則として、それらを担う医療機関等の名称

を記載ずる。

医療機関等の名称については、例えば医療連携体制の中で各医療機能を担う医療機関等が

圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、ガ城の実情に応じて記載することで差し支え

ないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

※医療法施行規貝リ第1条の14第7項とは

診療所に一§賄床を設けようとするとき、許可を受けることを要しない診廊万として、

次に掲げる場合を定めたもの

①居宅等における医療の提供の推進のために必要な診療所として医療計画に司識され、

又1鴻e載されることが見込まれる診療所

②へき地に設置される診療ワ〒として医療計画にヨ己載され、又1語B載されることが見込ま

れる診廊π

③ぢむ記⑩及てR②に掲げる診療所のほか、例えば、周産医療、小児医療等地域において

良質かつ適切な医療が提供されるために特に必要な診療F斤として医療計画に記載され、

又1

3 数値目標

5痴丙・5事業及て腔宅医療のそれぞれについて、封城の実情に応じた数値目標を設定す

る。

数値目標の設定に当たっては、基本方針第7に掲げる諸計画等に定められる目標を勘案す

るものとする。

されることが見込まれる診療所

第3 判貭

1・聨&の収集

都道府県は、医療体制1をキ茂築するに当たって、患者動向、医療資瀞及び医療連携に関する

情報等を収集し、現状を把握する彪要がある。

これらの'「青報には、次に掲げる既存の統計・調査から得られるt哉Rのほか、関係団体共イ主

民に刻するアンケート調査やヒアリング等で得られるt誹Rがあ互

5
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医療枦疋g堆制等に関する清報のうち、地域住民の健康状態やその改善に寄与すると考えら

れるサービスに関する指標値貞

ータの

地域の医療提供体制1の現次を溶觀的に貌張する。

なお、重点掴票及て惨考指標については、平成28年度厚生労假呼斗学釈究「病床機能の分

化

により入手可能な指標(参考指梗)について、指標間相互の関連性も含めて、

書及び平成28年陶享生労働命斗学靭究「精神科医療提供体帋ljの機能強化を描隹する政策研知

研究報告書を参考とすること。

病床の効率的利用等のために彪要となる実施可能な施策に関する研究」研究報告

また、既存の統計・調査等のみでは現伏乳嘘ができない場合、医療施設・関係団体等に対

する調査や患者・住民に対司、るアンケート調査、ヒアリング等、積極的に新たな調査を行う

ことが重要である。

①人口動態紺計

②国民生活基礎調査

③患者a胴査

④国民健康・栄養調査

⑤衛生行政報告伊'4

⑥介護保険事業炭況報告調査

⑦病床機能報告

)、その他国が提供するデータ弌ぢ虫自調査データ

(8)

(9)診幽群う)類ΦPのデータ

レセプト'「青報・特定健診等・1静Rデータベース(NDB)

(10)医療施誇調査

(1D 病院報告

(12)医師・歯手、斗医師・薬斉1旧市調査

(13)1也^健・^増進事業報告

(14)介護サービス施設・^Pア凋査

(15)介護給付費実態梱査

なお、医療提供体告"等に関する情報のうち経年的あるいは医療圏間での↓嫩・調西等が可

能で、数値で把握できる僻Rに関して、公的統ヨ博により

須指標)、独自調査やデータの""

国においては、都道府県の

取組を支援するため、 5痴丙・5

事業及て雉宅医療のそれぞれの撒+の別表において示されたものにっいては、呼貝11として医

各都道府県の嚇且等をまえ、各指標を用いた各都道府県の現炭の把握、新たな指いる力

療計画に記載する。また、5疾病・5事業及て殉生宅医療のそれぞれの指針の別表に掲げる指

標の検討、医療計画の評価司司順のあり方の検承博も随時行っていくこととしてぃる。

標例を参考に、病期・医劃幾お眼びストラクチャー・プロセス・アウトカムの要素も加味し

都道府県においても、賀城の実情に応じて独自の指標を開発してぃくことが望ましい。独

て、指標間相互の闘車性も含めて、ガ城の医療提供体制の現状を客観的にれ張する。

自に開発した指標が全国で参考になると考えられる場合は、厚生労働省'に報告することをお

願いする。

既存の統言ト・調査等のみでは現リ司包握ができない場合、積極的に新たな調査を行うことが

重要である。

決に向けた評価及ひ改善の僻且みを効果的に機能させる

、^

により入手可能な指標(推測旨標)として、5狗丙・5

て腔宅医療のそれぞれの指梗を提供することとして

人口動態統計

国民生活基艦調査

患者調査

国民能康・栄養調査

衛生行政報告gι

价護保険事業伏況報告調査

道奇県で入手可能な1顎 W

医療施設調査

郷完報告

医師・歯手、斗医師・薬斉1伯而調査

地域保健・健康増進事業報告

介護サービス施設・:事業F斤調査

介翻合付費実態調査

9
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2 作業部会及

都道府県は、劃堕庖_県医療審議会冬墜地燮医療刻策協議会の下に、5痴角・5事業及U牲

宅医療のそれぞれに係る医療体告11を構築するため、 5痴丙・5:事業及て潅宅医療のそれぞれ

について協議する場(以下「〒モ業部会」という。)を設置する。必要によっては、さらに、

圏域ビとに関俳、者が具体的な連携等について協議する場(以下「圏類埼車携会議」という。)

を設置する。

協議に際しては、数値目標の設定やそれを南女ずるための施策の実施の結果、台如動各差が

生じたり、患者・住民がえく禾11益を被ることのないよう酉論、する。

なお、イ乍業音陰と圏矩駐車携会議は、緊密に連携しながら協議を進めることが重要である。

①イ1業音3会

①構成

作業部=△は、台城の実清に応じた医療体制を構築するため、例えほ次に掲げる者を代

表する者により構成する。

ア地域医師会等の医療関係団体

イ医師、歯科医師、薬邦珀市、看誕市など現に診療に従事する者

ウ介護保険法(平成9年i去律第123号)に規定ずるサービス事業者

工医療保険者

オ医療・介護サービスを受ける患者・住民

力保健・医療・樹止サービスを担う都道府県・市畊寸

キ戦哉経験者

クそαX也、各疾病及U隼業において重要な役御1を担う者

②内容

作業部会は、下記の事項について協議する。

ア地域の医療資源の把握と現行の医療計画の評価

会議の設置

イ圏域の設定

2 協議の場の設置

都道府県は、医療審議会もしくは医療刻策協議会の下に、5狗丙・5事業及U牲宅医療の

それぞれに係る医療体告11を構築するため、5痴丙・5事業及て腔宅医療のそれぞれについて

協議する場(以下「イ乍業部会」という。)を設置する。必要によっては、さらに、圏域ビとに

関俳、者が具体的な連携等について協議する場(以下「圏域連携会議」という。)を設置する。

「1 '清報の収集」において把握した1青報から、台城において各医療機能の到牛を

満たす医療機関を確認する。また>患者動向等も加味して、地域において不足してい

る医療機能あるいは調整・整理が必要な医療機能を明確にする。特に5痴丙について

は、まずは二次医療圏を基礎として医療資源をれ嘘する。

同時に、現行の医療計画において設定された課題とそれに対ずる施策に加え、施策

協議に際しては、数値目標の設定やそれを逢女ずるための施策の実施の結果、封含樹各差が

生じたり、患者・住民が不禾1」益を被ることのないよう酉礁する。

なお、イ乍業部会と圏域連携会議は、緊密に連携しながら協議を進めることが重要である。

①イ1業音11会

①構成

作業部会は、地域の実情に応じた医療体制を構築するため、例えぱ次に掲げる者を代

表する者により構成する。

ア 1也域医師会等の医療関係団体

イ医師、歯矛斗医師、薬邦旧市、看護師など現に診療に従事する者

ウ介護保陶去(平成9培去律第123号)に規定するサービス事業者

工医療保険者

オ医療・介護サービスを受ける患者・住民

力保健・医療・樹止サービスを担う都道府県・郁1ネ寸

キ学詰脛験者

クその他、各疾病及て淳業において重要な役害"を担う者

②内容

作業部会は、下記の事項について協議する。

の中で実施した事業について整理を行うこと。その際、課題解決につながっていない

施策や事業については、見直しを含む改善を行うこと。

イ圏域の設定

ア鮒戴の医療資源の把握

「1'「青報の収集」においてお嘘した医療資源・医痛車に関する「青報から、地域

において各医療機能の到牛を満たす医療機関を確認する。また、患者動向等も加味し

て、"城において不足している医療機能あるいは調整・整理が必要な医療機能を明確

にする。特に5疾病については、まずは二次医療圏を基礎として医療資源を把握する。
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上記アに基づき、圏域を撫寸・設定する。この場合、 5痴丙・5事業及て雄宅医療

に特有の重要事項に基づき、従来の二炊医療圏にこだわらず、賀城の医療資源等の実

情に応じて弾力的に設定する。

ウ課題の抽出

上記アにより把握した現杙を分析し、求められる医療機能とその連携体制など、目

指手べき方向を踏まえ、!仰或の医療"疋供体柳」の課題を抽出する。その際、現伏分析に

用いたストラクチャー、プロセス、アウトカム擶票の関連性も考慮し、病期・医療機

能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出する。

以下に、課題の抽出に当たって想、定される羽恒を示す。

(ア)まず、課題の抽出に当たっては、アウトカム指標を確認、する。例えば、アウトカ

ム指標が全国平均と司靴している等の問題があれぱそれを課題とすること。

(イ)次に、指標が示すデータから得られた課題について、データの留意点や限界を

まえ、検討するさらに、当該

ことにより、仮に刻策を行った場合の影響(インパクト)を考慮した上で、課題と

して設定するとともに、その{'」スと重要度を検討,、る

工数値目標の設定

抽出した課題をもとに、事後に定量的な↓^が行えるよう、地域の実情に応じ

た数値目標、目標達成に要する期問を定める。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本

方針第たに掲げる諸計画等に定められた目標等も勘案するものとする。なお、達成可

能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決するために必要な目

標を設定する。

オ施策

課題に対応した数値目標の逸戎のために行う具体的な施策を盛り込んだ計画を策

定する。

(例:仮に全国平均イ直であった場合に、治療等の対応が可能であった患者数など

を推計し、優先的に,

を全国平均若しくは道府県内平均と比較ずる

決に向けた資源投入をする力酒:かを判

上記アに基づき、圏域を検討・設定ずる。この場合、5疾病・5事業及て曄モ宅医療

に特有の重要事項に基づき、従来の二次医療圏にこだわらず、針城の医療資源等の実

情に応じて弾力的に設定ずる。

ウ課題の抽出

上記アにより把握した現伏を分析し、求められる医療機能とその連携体制など、目

指すべき方向を踏まえ、ガ城の医療提供体告"の課題を抽出する。その際、現伏分析に

用いたストラクチャー、プロセス、アウトカム指標の関連性も考慮し、病期・医療機

能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出する。

施策の討に当たっては、課題について原因分析を行い、検討された施策の結果(ア

ウトプット)が課題に対してどれだけの影響(インパクト)をもたらしうるかという

②圏域連携会議

圏域車携会議は、各医療機能を担う関係者が、相互dX言頼を醸成し、円滑な連携が推進

されるよう実施するものである。

観点をまえること

る)

工数値目標の設定

抽出した課題をもとに、割妾に定量的な比較書酎西が行えるよう、品城の実情に応じ

た数値目標、目標達成に要する期間を定める。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本

方針第Zに掲げる諸計画等に定められた目標等も勘案ずるものとする。なお、逸戎可

能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決するために必、要な目

標を設定ずる。

オ施策

課題に対応した数値目標の達成のために行う具体的な施策を盛り込んだ計画を策

定する。

②圏域連携会議

圏域車携会議は、各医療機能を担う関係者が、相互αX言頼を醸成し、円滑な連携が描隹

されるよう実施するものである。
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その際保健所は、地或医Ei陰等と連携して当会議を主催し、医療機関相互または医療機

関と介護サービス事業Pフ〒との調整を行うなど、積極的な役冑1を果たすものとする。

①構成

各医療機能を担う全ての関係者

②内容

下記のアからウについて、関係者全てが認識・↑青報を共有した上で、各医療機能を担

う医療機関を決定する。

ア医療連携の必要性について認識の共有

イ医療機関等に係る人員、施設設備及び診療機能に関する情報の共有

ウ当該疾病及てK事業に関する最新の矣職・診療技術に関する情報の才じ有

なお、状況に応じて、"拶弱車携クリティカルパス導入に関する検討を行う。

3 患者・住民の意見の反映

都道府県は、患者・住民のイ乍業部会への参加やタウンミーティングの開催、患者・住民へ

のヒアリングやアンケート調査、医療計画のパブリックコメントなどにより、患者・住民の

意見を反映させること。

4 医療計画への記載

都道府県は、前ヨ晦3の2に示すとおり、医療機能ごとに医療機関等に求められる事項、

数値目標等について検討し、医療計画に記載する。

また、原則として、各医療機能を担う医療機関等の名称もヨ己載するものとする。

なお、封城によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能を担うこ

ともあり得る。

さらに、医療機関等の名称については、例えば圈域内に著しく多数の医療機関等が存企小

る場合にあっては、ガ城の実情に応じて言己載することで差し支えないが、住民に分かりやず

い周知に努めるものと司、る。

その際保禽フiは、地域医師会等と連携して当会議を主催し、医療機関相互または医療機

関と介護サービス事業Fワiとの調整を行うなど、積極的な役審1を果たすものと司、る。

①構成

各医療機能を担う全ての関俳、者

②内容

下記のアからウについて、剛系者全てが認識・f青報を共有した上で、各医療機能を担

う医療機関を決定ずる。

ア医療連携の彪要性について識識の共有

イ医療機関等に係る人員、施誇設備及ひ杉療機能に関する情報の共有

ウ当該疾病及て陣業に関する最新の知識・診療技術に関する情報の共有

なお、状況に応じて、地域連携クリティカルパス導入に関する検討を行う。

5 変更が生じた場合の措置

医療計画策定後、医療機能を担う医療機関の変更が生じた場合は、できるだけ速やかに記

載内容を変更する必要がある。

この場合、都道座児医療審議会の議をその都度経なくてもすむように、変更に伴う手続き

をあらかじめ定めておく必要がある。

3 患者・住民の意見の反映

都道府県は、患者・住民の作業部会への参加やタウンミーティングの開催一患者・住民へ

のヒアリングやアンケート調査、医療計画のパブリックコメントなどにより、患者・住民の

意見を反映させること。

4 医療計画への記載

都道府県は、前記第3の2に示すとおり、医療機能ごとに医療機関等に求められる事項、

数値目標等について検討し、医療計画に記載ずる。

また、原則として、各医療機能を担う医療機関等の名称も記載ずるものとする。

なお、負城によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能を担うこ

ともあり得る。

さらに、医療機関等の名称については、例えほ圏域内に著しく多数の医療機関等が存在す

る場合にあっては、台城の実情に応じてZ三載ずることで差し支えないが、住民に分かりやす

い周知に努めるものとする。

5 変更が生じた場合の措置

医療計画策定後、医療機能を担う医劉幾関の変更が生じた場合は、できるだけ速やかに記

載内容を変更する必要がある。

この場合、医療審議会の議をその都度経なくても司力ように、変更に伴う手紗慮をあらか

じめ定めておく必要がある。
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第4 j車携の推進等

計画の推進体制については、第3の2に定める作業部会等を設けるなど、関停、者が互いに情

報を共有することにより、イ言頼関係、を醸成し、円滑な連携が推進されるような体制をキ蒼築する

ことが望ましい。

第旦_謡価笠

医療計画の実効性を上げるためには、具体的な数値目標の設定とヨ判西を行い、その評価結果

に基づき、計画の内容を見直すことが重要である。

都道府県は、あらかじめ調西を行う体帋1を整え、評価を行泌月織昊弔寺期を医療計画に記載す

ること。この際、少なくとも施策及てド事業の進捗状況の評価については、 1年ビとに行うこと

とし、課題に刻する数値目標の達虜状況、現伏魂墾に用いた指標の状況については、 3年ごと

の中間書師もまえつつ、少なくとも6年ごとに調査、分析及て階干価を行い、必要があるとき

は、都道府県はその医療計画を変更することとする。

評価に当たっては、策定体帛ljに関わった者以外の第3者による評価の僻且みを講じること等

も有劾である。さらに、施策及てド事業育干価の際には、施策及てド事業の結果(アウトプット)の

みならず、針城住民の健康状態や患者の状態(アウトカム)、盤城の医療の質などの成果(プ

ロセス)にどのような影響(インパクト)を与えたかといった観点からの施策及てド事業の評価

を行い、必要に応じて計画の内容を改善することが重要である。

また、課題の評価にあたっては、次のような数値目標を設定した

である。最終的な成果(アウトカム)を達成するための過程を確認、し、過程のどの段階に課題

があるかといった観点からの評価も重要である。

(参考:手F1耐蹴票の考え方'リ
. 書財西指梗とは

第4 1車携の描竺等

計画の推進体制」については、第3の2に定める協議の場を設けるなど、関係者が互いに情報

を共有することにより、イ言頼関係を醸成し、円滑な連携が推進されるような体制を構築するこ

とが望ましい。

最終的な成果(アウトカム)の達成に向け、施策や事業を進主堆理し、評価するために

設する指標。

良いヨ平価指標は以下の頭文字を取り、 SMARTな指標と言われている。

①具体性、特異性(secific)

②測定可能性伽.郎近北le)

具体的であるかどうか、施策や事業に特異的であるかどうか。

また、医療計画の実効性を上げるためには、具体的な数値目標の設定とi平1西を行い、その評

価結果に基づき、計画の内容を見直すことが重要である。

③達成可能性仏ttainabl.)

数値目標、達成期問、期寺ずる達成度などが明示され、測定可能であるかどうか。

達成可能であるかどうかコスト、スケジューノレ、従事者の質と量、キb会環境への適

合性に昆癒はないか。関係者の反対はどう力、

数値目標等の達成状況、現状把握に用いた指標の状況について、少なくとも5年ごとに調査、

分析及て曙平価を行い、必要があるときは、都道府県はその医療計画を変更する。

なお、目叉目の数値の甲欠推移や施策の進捗状況の把握、ヨ平価については定期的に実施(1

を活用することも重要

年ビとに実施が望ましい。)、書胴し、必要に応じて施策の見直しを図る。
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④現実性(R舶Hstic)

か。

⑤期限明示(Time-bound)

現実的かどうか。・目標を達成ずるための手段1才適切な因果関係、となっているかどう

実施時期、終期、期限などが明示されているか。
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がんの医療体脚井篝築に係る指針

がん検診等でがんの可能性が疑われた場合や症状を呈した場合、まず精密検査等が実施され

る。

そして、がんの確定診困陰が行われた場合、更に詳細な検査により、がんの遣行度のれ酎屋や冶

療方針の決定が行われる。

がんの治療は、がん診療連携拠点病院似下「が削処点病院」という。)やその他のがん診療

に係る医療機関において、個々のがんの種類昊惟行度に応じて、新r1療法、放射線療法及例ヒ学

療法(本撒÷では薬物療法等を含むものとする。)又はこれらを組み合わせた集学的1台療等が実

施される。

同時に、がんと診断された時力心、身体的な苦痛及び精神心理的な苦痛等に対して、患者とそ

の家族への緩和ケアが必要である。

その後も再発予防のための術後補馴ヒ学療法や再発の早期発見のための定期的かつ専門的検

査等、長期の管理が必要となる。

このようにがん患者に必要とされる医療ば患者の状態やがんの種類・病期等によって異なるた

め、それぞれの医療機関が相互に連携しながら、ネ佳続して実施されることが必要である。

また、がん対策について政府は、「がん対策基本法」(平成18増去律第98号)に基づき「がん

刻策推進基粍十画」(平成24年6月閣議決定)を策定し、都道府県は、これを基本とし、各都道

府県におけるがん医療の現伏等を踏まえて、「都道府県がん対策推進゛計画」を策定し、がん捌策

の総合的かつ計画的な推進を図っている。

本指針は、がん刻策推進基本計画のうち医療計画に反映すべき事項等について、住民・患者の

視点に立った計画を作成するという観点から、その考え方を示tものである。なお、がん対策推

進基本計画は現在、がん対策推進協議会において、見直しの議論を行っており、平成29年度に

改 正 後

第3期がん対策共雌基本計画が、閣議決定される予定であることに留意すること。

具体的には、「第1 がんの現状」でがんの発症・樹吊がどのようなものであるのか、どのよ

うな医療が行われているのかを概観し、次に「第2 医療体制の構築に必要な事兜でどのよう

がんの医療体削"篝築に係る指針

がん検診等でがんの可能性が疑われた場合や症状を呈した場合、まず精密検査等が実施され

る。

そして、がんの確定学多宙澤が行われた場合、さらに詳細な検査により、がんの進行度の把握

やt台療方針の決定が行われる。

がんの治療は、がん診療連携拠点病院似下「がん拠点病院」という。)やその他のがん診

療に係る医療機関において、個々のがんの種類昊丑断テ度に応じて、手犲子療法、放射線療法及び

化学療法(本拍雉+では薬吻療法等を含むものとする。)又はこれらを組み合わせた集学的治療

等が実施される。

同時に、がんと診断された時から、身体的な苦痛及び精神心理的な苦痛等に対して、患者と

その家族への緩和ケアが必要である。

その後も再発予防のための引縦療法や再発の早期発見のための定期的力、つ専門的検査等、長

期の管理カミ必要となる。

このようにがん患者に必要とされる医療は患者の状態やがんの種類・病期等によって異なる

ため、それぞれの医療機関が相互に連携しながら、ネ佳続して実施されることが必要である。

また、がん対策について政府は、「がん対策基本法」(平成18培去律第98号)に基づき「が

ん対策描隹基本'寸画」(平成19年6月閣議決定)を策定し、都道府県は、これを基本とし、各

都道府県におけるがん医療の現炭等を踏まえて、「都道府県がん剣策推辿計画」を策定し、が

ん対策の総合的力γつ計画的な抽隹を図っている。

本指針は、がん刻策推進基太計画のうち医療計画に反映すべき事項等について、住民・患者

の視点に立った計画を作成するという観点から、その考え方を示すものである。なお、がん対

策推進基本計画は平成触年3月に変更案ががん対策推進協議会より答申されており、今後閣

な医療体識」を構築すべきかを示している。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 1篝築の具体的な手11圓に則して、賀城の現伏を把

握・分析するとともに、名病期に求められる医療機能を理舮キした上で、負城の実情に応じて圏域

を設定し、その圏域ごとの医療機関とさらにそれら医療機関相互の連携の検討を行い、最終的に

は都道府県全体で手肖西まで行えるようにする。

現 行

15

議決定されることに留意すること。

具体的には、「第1 がんの現杙」でがんの発症・朔吊がどのようなものであるのか、どのよ

うな医療が行われているのかを概観し、次に「第2

体制」を構築すべきかを示している。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 構築の具体的な手順」に則して、台城の現伏を把

握・分析するとともに、各病期に求められる医療機能を理解した上で、針城の実情に応じて圏

域を設定し、その圏域ごとの医療機関とさらにそれら医療機謝口互の連携の検討を行い、最終

的には都道府県全体でヨ平価まてイテえるようにする。

関とその連」でどのような医療



第1 がんの現伏

がんは、浸潤性に増殖し転移する悪性腫癌であり、基本的にほぼすべての臓器・組織で発生

しうるものである。このため、がん医療は、その種類によって異なる部分があるが、本指針に

おいてはがん医療全体に共通する事項を記載することとする。

1 がんの疫学

がんは、我が国において昭和弱年(1981年)より死因の第1位であり、平成26年には年

問約37万人以上の国民が亡くなっている2。

また、生涯のうちにがんに櫂る可育目性1ネお'よそ2人に1人とされている.。

_ホ佳続的に医療を受けているがん患者数1詠り162.6万人゛、1年間に新たにがんにかかる者は

約86万人以上5と推計されている。

さらに、今後、人口の高鯏ヒとともにがんの櫂患者数及て焼亡者数1ガ曽加していくことが

予想され、依然としてがんは国民の生命と健康にとって重要な課題である。一方で、がん患

者・経験者の中にも長期生存し、きb会で活躍している者も多い。

がんの年齢調整死亡率1お丘年減少ゞ頃向であるが、がんの種類によりそのイ頃向に違いが見ら

れる。また、全がんの5駄a対生存率は62.1%である三が、原発巣による予後の差は大きく、

乳がん、肺がん、隊がんの5年卜§対生存率はそれぞれ91.1%(女性のみ)、31.9%、フ.フ%と

なっている6。

2 がんの予防、がんの早期発見

①がんの予防

がんの原因には、喫煙侵動喫煙を含む又)、食生活、運動等の生活習慣、ウィルスや細

菌の感染など様々なものがある。

がんの予防には、これらの生活智易慣の改善やがんと関連するウイルスの感染予防等が重

要であり、バランスのとれた嚇且が求められる。

②がんの早期発見

がん虫早期発見四ためE、胃がんでは胃エックス線検査又は胃内視鏡検査、肺がんでは

第1 がんの現次

がんは、浸潤性に増殖し瓢紗する悪幽重癌であり、基本的にほぽすべての臓器・ホ月織で発生

しうるものである。このため、がん医療は、その種類によって異なる部分があるが、本指針に

おいてはがん医療全体に共通する事項を記載することとする。

2
厚生労働省'「人口動態統計(確定剃」(平成器26年)

3

'厚生労働省'「患者調浩U (平成部26年)
5
独塞得政法A国立研究開発法人国立が人え肝究センター

1 がんの疫学

がんは、我が国におい、ぐ昭和56年(1981年)より死因の第1位であり、平成22年には年間

約35万人以上の国民が亡くなっている。

また、生涯のうちにがんに櫂る可育昌性1才お'よそ2人に1人とされている。

ネ佳続杓に医療を受けているがん患者数1詠り152万人、1年問に新たにがんに櫂る者1詠サ69

万人上メ上と推計されている。

さらに、今後、人口の高鯏ヒとともにがんの櫂患、者数及て焼亡者数1ガ曽加していくことが

予想され、依然としてがんは国民の生命と健康にとって重要な課題である。一方で、がん患

者・経験者の中にも長期生存し、村会で活躍している者も多い。

がんの年齢調整死亡率1ネ近年減少イ頃向であるが、がんの種類によりその傾向に違いが見ら

れる。また、全がんの5鮴ヨ対生存率は57%であるが、原発巣による予後の差は大きく、肺

がん、"1臓がん、磨臓力Vνの5塒ヨ対生存率はそれぞれ29咲,、 27咲,、 691,となっている。

6
独塞待致法人国立研究開発法人国立が人詞院センター

国立研究開発法人国立が厶府院センターがん対策,t静Eセンターによる推言H直(2012年)

2 がんの予防、がんの早期発見

①がんの予防

がんの原因には、喫煙侵動喫煙を含む)、食生活、運動等の生活習慣、ウイルス弌緜田

菌への感染など様々なものがある。

がんの予防には、これらの生活省"慣の改善やがんと関連するウイルスの感染予防等が重

要であり、バランスのとれた取り組みが求められる。

②がんの早期発見

がんを早期発見するため、胃がノVでは胃X線検査、肺がんで1才胸部X線検査及U峪疾検

がん対策情報センター「全国がん櫂患モニタリング集計200612年尾患数・率報告」

がん対策,f青報センター「全国がん櫂患、モニタリング集計2御06-2鵬08年生存率報告」
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胸音1江.ツクス線検査及て抑客臓馳診、乳がんではマンモグラフィ検査、大腸がんでは便潜

血検査、子宮頸がんで1詠■胞診等のがん検診が行われている。

これらのがん検診においてがんの可能性力凝われた場合、さらにCT・Ⅷ1検査等の精密

検査が実施される。

3 がんの医療

①診断

がノν検診によりがんの可能性が疑われた場合や症状を呈した場合、確定診断のためしこ精

密検査が実施され、がんの種類やがんの進行度の乳嘘、治療方針の決定等が行われる。

②がん治療

がん治療には、手待渡法、放射線療法及例ヒ学療法等があり、がんの種類や病態に応じ

て、これらを戦虫で行う治療又はこれらを組み合わせた集学的治療が行われる。

がノV治療については、学会等が様々ながんに対して耶M(科学的根拠に基づく医療)に基

づく診療ガイドラインを作成している。

また、各医療機関ではこれらの診療ガイドライン等に基づいてクリティカルパス(検査

と治療等を含めた診療計画表をいう。)が作成されている。

③緩ネロケア

がんと診断された時から、身体的な苦痛及び精神心理的な苦痛等に対する緩和ケアを、

がん治療と迦テして実施することが求められている。

が人広痛の緩和では、医療用麻薬等の投与や神経ブロック等が行われる。また、瘻痛以

外の悪心や食欲不振、叩及困難まといった身体的諸症状に対ナる治療やケアも行われる。

併せて、がん患者とその家族には、しばし1影ド安昊抑うつ等の精神心理的な問題が生じ

ることから、心のケアを含めた精神医学的な対応が行われる。

(4)りハビリテーション、定期的なフォローアップ、在宅療養

がん治劉妾は、治療の影響や病状の進行により、患者の礁下や叩及運動などの日常生活

動作に,章害を来すことがあるため、りハビリテーションが行われる。また、再発したがん

の早期発見などを目的として、定期的なフォローアップ等が行われる。さらに、在宅療養

を希望する患者に対しては、患者やその家族の意向に沿ったネ佳続的な医療が提供されると

ともに、必要に応じて適切な緩和ケアが行われ、居宅等での生活に必要なづ懐サービスが

提供される。さらに、人生の最終段階には、看取りまで含めた医療共所護サービスが行わ

査、乳がんではマンモグラフィ検査及て院賄彪、大腸がんでは便潜血検査、子宮頸がんで

1詠■胞診等のがん検診が行われている。

これらのがん検診においてがんの可能性力凝われた場合、さらに白祖鐘検査盈墾.m松1

検査等の精密検査が実施される。

"ノ

3 がんの医療

①診断

がん検診によりがんの可能性力凝われた場合や症状を呈した場合、植蜜桧査些よ里確定

診断され、がんの種類やがんの進行度の把握、治療方針の決定等が行われる。

②がん治療

がん治療には、手術療法、放射線療法及び1ヒ学療法等があり、がんの種類や病態に応じ

て、勒虫で行う治療又はこれらを組み合わせた集学的治療が行われる。

がん治療については、学会等力嫉々ながんに対して飴M(科学峅艮拠に基づく医療)に基

づく診療ガイドラインを作成している。

また、各医療機関ではこれらの診療ガイドライン等に基づいてクリティカルパス(検査

と治療等を含めた診療計画表をいう。)が作成されている。

③緩和ケア

がんと診断された時から、身体的な苦痛及ぴ精神心理的な苦痛等に対ずる緩和ケアを、

がん治療とす伽テして実施することが求められている。

が財生疹痛の緩和では、医療用麻薬等の投与尺帥経ブロック等が行われる。また、疹痛

以外の嘔気や食飲不振、叩及困難感といった身体的諸症状に対ずる治療や支援も行われ

る。

台〒せて、がノV患者とその家族には、しばし1弐不安昊抑うつ等の精神心理的な問題が生じ

ることから、心のケアを含めた精神医学的な対応が行われる。

④りハビリテーション、定期的なフォローアップ、在宅療養

がん治療後は、治療の影響や病状の進行により、患者の嘩下や叩及運動などの日常生活

動作に障害を来すことがあることから、りハビリテーションが行われる。また、再発した

がんの早期発見などを目的として、定期的なフォローアップ等が行われる。

さらに、在宅療養を希望する患者に対しては>患者やその家族の意向に沿った継続的な

医療が提供されるとともに、必要に応じて適切な緩和ケアが行われ、居宅等での生活に必

要な介護サービスが提供される。さらに、終末期には、看取りまで含めた医療共价護サー

ビスが行われる。れる。

17



第2 医療体脚」のに彪要な事項

1 目指すべき方向

育嬬「第1 がんの現状」を踏まえ、個々の医療機能、それを満たす医療機関、さらにそ

れらの医療機関相互の連携により、保健、医療及てM'・護サービスがi車携・キ齢.、して実施され

る体市ljを構築する。

①手術療法、放射線療法及て片ヒ学療法等を戦虫て哘う治療や、これらを組み合わせた集学

的治療が実施可能な体制

①進行・再発といった様々ながんの病態に応じ、手術療法、放射線療法及び1ヒ学療法等

を戦虫で行う治療もしくはこれらを組み合わせた集学榔台療の実施

②患者とその家族の意向に応じて、専門的な知識を有する第三者の立場にある医師に意

見を求めることができるセカンドオピニオンを受けられる体柳」

③医療従事者間の連携と補完を重視した多職種でのチーム医療を受けられる体制

②がんと診断された時から緩手ロケアを実施する体惰リ

①がんと診断された時から患者とその家族に対する全人的な緩和ケアの実施

②診断、治療、在宅医療など様々な場面における切れ目のない緩和ケアの実施

③ナ岬弱車携・支援を通じたがん診療水準の向上

①が人放、削丙院等による各種研彦会、カンファレンスなどを通じた賀伽弱皇携・支援の実

施

②がん診療機能や在宅療養支援機能を有する医療機関が相互に連携を強化し、急変時の

対応等に関して在宅療養中の患者に刻司、る支援の実施

18

2 各医療機能と連携

剛記「1 目指すべき方向」を踏まえ、がんの医療体制に求められる医療機能を下記①

から(3)に方←ず。

都道府県は、各医療機能の内容帽標、医療機関等に求められる事項等)にっいて、ガ城

の実情に応じて柔軟に設定する。

①がんを予防する機能【予防】

①目標

喫煙やがんと関連するウイルスの感染予防などがんのりスクをイ氏減させること

科学的根拠に基づくがん検診の実施、がん検診の精度管理・^ヨ平価の実施及びが

第2 医療機関とその連携

1 目指すべき方向

育嬬「第1 がんの現状」を踏まえ、個々の医療機能、それを満たす医療機関、さらにそ

れらの医療機関相互の連携により、保健、医療及て畍護サービスが連携・ネ佳続して実施され

る体制を構築する。

①手術療法、放射線療法及てNヒ学療法等を鋤虫で行う治療や、これらを組み合わせた集

学蠏台療が実施可能な体削」

①邇テ・再発といった様々ながんの病態に応じ、手術療法、放射線療法及びイヒ学療法等

を彰虫で行う治療もしくはこれらを組み合わせた集学的治療の実施

②患者とその家族の意向に応じて、専門的なま戯を有する第三者の立場にある医師に意

見を求めることができるセカンドオピニオンを受けられる体制

③医療従事者間の連携と補完を重視した多耽瓶でのチーム医療を受けられる体制

②がんと診断された時から緩和ケアを実施する体栃"

①がんと診断された時から患者とその家族に対ずる全人的な緩和ケアの実施

②診断、治療、在宅医療など様々な場面における切れ目のない緩和ケアの実施

③ガ拶弱_車携・1支援を通じたがん診療水準の向上

①が人放、点病院等にょる各種研彦会、カンファレンスなどを通じた針竺鵬車携・支援の実

施

②がん診療憐能や在宅療養支援機能を有する医療機関が相互に連携を強化し、急変時の

対応等に関して在宅擦養中の患者に対する支援の実施

ん検診受診率を向上させること

②関係者に求められる事項

(医療機関

2 各医療機能と連携

肅B「1 目指すべき方向」を踏まえ、がノVの医療体制に求められる医療機能を下記①か

ら(3)に方÷ず。

都道府県は、各医療機能の内容(目標、医療機関等に求められる事項等)について、"城の

実清に応じて柔軟に設定する。

①がんを予防する機能【予防】

①目標

喫煙やがんと関連するウイルスの感染予防などがんのりスクを低減させること

科学的根拠に基づくがん検診の実施、精度管理・^ヨ、干価の実施及びがん検診受診

率を向上させること

②関係者に求められる事項

(医療機関)

プ



がんに係る精密検査を実施すること

精密検査の結果をフィードバックする等、がん検診の精度管理に協力すること

敷地内禁煙の実施等のたばこ対策1こ積極的に取り組むこと

(行政)

市三附(特別区を含む。以下同じ。)はがん検診を実施すること

地或がん登録、全国がん登録及岬完内が人オ登録の情報の利用等を通じてがんの現

状乳嘘に努めること

要精検者が確実に医療機関を受診するように連携体脚1を構築すること

都道府県は、生活習慣病検診等管理指導協会の一層の活用を図る等により、検診

の実施方1去尺精度管理の向上等に向けた嚇且を検討ずること

都道府県は市田附に対して科学謝長拠に基づくがん検診を実施するよう助言する

禁唖希望者に対ずる禁煙支援昊受動喫煙の防止等のたばこ対策に取り組むこと

感染に起因するがん刻策を推進すること

②がん診療機能 N台療】

①目標

精密検査や確定診幽博を実施すること

診療ガイドラインに準じた診療を実施すること

患者の状態やがんの病態に応じて、手術療法、放射線療法及てNヒ学療法等や、これ

らを組み合わせた集学榔台療を実施すること

がんと診断された時から緩和ケアを実施すること

がん治療の合イ労症予防矣樫減を図ること

治療後のフォローアップを行うこと

各職種の専門性を活かし、医療従事者間の連携と補完を重視した多脂瓶でのチーム

医療を実施すること

②医樹幾関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関俳、する診療ガイドラインに則した診療

を実施することが求められる。

がんに係る精密検査を実施すること

精密検査の結果をフィードバックする等、がん検診の精度管理に協力すること

敷地内劣糎の実施等のたばこ対策1こ積極的に取り組むこと

(行政)

市町村(粥lj区を含む。以下同じ。)はがん検診を実施すること

都道府県が人橿撫を実施し、がん登録の精度向上に努めること

血液検査、画像検査(エックス線検査、 m、Ⅷ1、核医学検査、超音波検査、内視

鋤及て肪理検査等の、診断・治療に彪要な検査が実施可能であること

病理診困卜や画像診凶靜が実施可能であること

患者の状態やがんの病態に応じて、手術療法、放射線療法及てNヒ学療法等や、これ

らを組み合わせた集学槻台療が実施可能であること

要精検者力読産実に医療機関を受診するように連携体制をキ蒜築すること

都道府県は、生活習慣病検診等管理指導協会の一層の活用を図る等により、検診の

実施方1去共精度管理の向上等に向けた財且を検討司・ること

都道府県は市畊寸に対して科学的根拠に基づくがん検診を実施するよう助言ずるこ

と

梨亜希望者に刻する禁唖支援弌受動喫煙の防止等のたぱこ対策に取り組むこと

感染に起因するがんへの剣策を推進すること

②がん診療機能【治療】

①目標

精密検査や確定'診幽得を実施すること

診療ガイドラインに準じた診療を実施すること

患者の状態やがんの病見ヨに応じて、手犲子療法、放射線療法及酬ヒ学療法等や、これ

らを組み合わせた集学鹸台療を実施すること

がんと診断された時から緩和ケアを実施すること

治療後のフォローアップを行うこと

各賠雁の専門性を活かし、医療従事者問の連携と補完を重視した多職腫でのチーム

医療を実施すること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則した診療

を実施していることが求められる。

血液検査、画像検査(X線検査、 m、超音波検査、内視鏡、Ⅷ1、核医学検査D及て剣丙

理検査等の、診断・治療に必要な検査が実施可能であること

病理診困〒や画像診幽博が実施可能であること

患者の状態やがんの病態に応じて、手林テ療法、放射線療法及てNヒ学療法等や、これ

らを組み合わせた集学的1台療が実施可能であること

19

とこ



がんと診断された時から緩和ケアを実施すること

さらに、がムノ処点病院として1よ珍〔下の対応が求められる。なお、詳糸剛こついては、「が

ん診療連携拠点病院笠の整備にっいて」(平成26年1月10日付け健発0110第7号厚生

労働省'健康局長通知)を参照すること。また、平成29年度のがん対策推進基本計匝麓

定後、「がん診療提供体陶」のあり方に関する検討会」において、がん拠点、病院の指定要

件に関する議論を予定しており、指定到牛が改訂された場合には、新たな劃牛を参照す

ること。

患者の状態に応じて、手循渡法、放射線療法及例ヒ学療法等や、これらを組み合わ

せた集学的治療及て緩和ケアが実施可能であること

. がん患者の病態に応じたより適切ながん医療を提供できるよう、キャンサーボード

を設置し、月1回以上、開催すること

. 患者とその家族の意向に応じて、専門的な会戚を有する第三者の立場にある医師の

意見を求めることができるセカンドオピニオンが受けられること

相談支援の体告11を確保し、,情報の収集・劉言、患者・家族の交流の支援等を実施し

ていること。その際、小児・AYA世代のがん、希少がん、縮台性がハ等に関する1靜R

についても提供できるよう留意すること
.

提供できるよう周会口,、ること

事と治療の両立支援や劇職支援、がス経験者の就労継続支援の嚇且をがん患者に

. がんと診断された時から緩和ケアを実施すること(緩和ケアチームの整備や外来で

の緩和ケアを実施し、患者とその家族に対して、身体的な苦痛及て鯖神心理的な苦痛

等に対する全人的な緩和ケアを提供すること)

がノν治療の合令綻予防や軽減を図るため、周術期の口腔管理を実施ずる病院内の歯

"如弱車携支援の体制を確保するため、病院間の役害4分担を進めるとともに、研彦、

カンファレンス、診療支援、ガセ域車携クリティカノレパス等の活用や、急変時の対応も

含めて、他のが人杉療機能や在宅療養支援機能を有している医側幾関等と連携するこ

と

院内が人崖を録を実施すること

③医療機関の例

がん処点病院

病院又は診療F斤

③在宅療養支援機能【療養支援】

矛杙物手斗医療機関と連携を図ること

. がんと診断された時から緩和ケアを実施すること

さらに、が人ノ拠点病院として1まレ〔下の対応が求められる。なお、詳細にっいては、「が

ん診掬車携拠点病院の整備について」(平成20年旦月上日健発第0301001号厚生労働省'

健康局長通知)を参照,、ること。

. 患者の状態やがノVの病態に応じて、手犲子療法、放射線療法及てNヒ学療法等や、これ

らを組み合わせた集学鹸台療が実施可能であること(化学療法にっいて1才タト来でも可

能であること)

. 各酷瓶の専門性を活かし、医察従事者問の連と補完を重視した多耽騒でのチーム

医療を実施すること
. 患老とその家族の意向に応じて、専門的な知識を有する第三者の立場にある医師の

意見を求めることができるセカンドオピニオンが受けられること

相談支援の体佑"を確保し、・情報の収集・劉言、患者・家族の交流の支援等を実施し

ていること

.

. がんと診断された時から緩手ロケアを実施すること緩和ケアチームの整備や外来で

の緩和ケアを実施し、患者とその家族に対して、身体的な1削甫及ぴ精神心理的な苦痛

等に対する全人的な緩和ケアを提供すること)

. 台4端車携支援の体制を確保するため、病院問の役害11分担を進めるとともに、研彦、

カンファレンス、診療支援、1也域車携クリティカノレパス等の活用や、急変時の対応も

含めて、他のがん診療機能や在宅療養支援機能を有している医療機関等と連携するこ

と

院内がん登録を実施し、ガ城がん登録へ積極的に協力すること

③医療機関の例

が人拠点病院

病院又は診療所

③在宅療養支援機能【療養支援】

⑳



① 目標

がん患者やその家族の意向を踏まえ、在宅等の生活の場での療養を選択できるよう

にすること

在宅綏和ケアを実施すること

医療機関等に求められる即頁

24啼司対応が可能な在宅医療を提供していること

が削刻甫等に対する緩和ケアが実施可能であること

看取りを含めた人生の最終段階におけるケアを謀時間体痢」で提供すること

.

②

.

.

21

. がん診療機能を有する医劉幾関等と、診療情報や1台療計画を共有するなどして連携

が可能であること(地域連クリティカルパスを含む。)

③

. 医療用麻薬を提供できること

医療機関等の例

病院又は診療所

薬局

訪ル蒲護ステーション

.

.

第3 構築の具体的な利貭

1 現炭の把握

都道府県は、がんの医療体雋"を構築するに当たって、①及び(2)に示す項目を参考に、,患

者動向、医療資源及ぴ医療連携等について、現状を把握する。さらに、(3)に示す、病期・

医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムごとに分類された指標例により、

数値で客観的に現次を魂嘘する。

なお、(D~(3)の各項目について、参考として調査名を示しているが、そのイ也Z要に応じ

て調査をi助nされたい。

(D 患者動向に関する情報

がん検診受診率(国民生活基確調査など)

喫煙率(国民生活基礎調賞

総患者数及びその内訳(性・年齢β皆級三1」、傷病中ろ挫頁%り)・、患者流入割合、流出割合

(患者調査D

がん患者の在宅死亡害11合(人口動態統ヨ十)

年齢調整死亡率(都道府県牙1」年齢調整死亡率(業務・加工統言十))

都道府県の地域が人圧狽に基づぐ情報

(2)医療資源・i車携等に関する情報

.

①目標

がん患者やその家族の意向を踏まえ、在宅等の生活の場での療養を選択できるよう

にすること

在宅穀和ケアを実施ずること

②医療機関に求められる事項

24時問対応が可能な在宅医療を提供してぃること

疹痛等に対する緩和ケアが実施可能であること

看取りを含めた終末期ケアを24時間体制で提供すること

がん診療機能を有する医療機関等と、診療情報や1台療計画を共有するなどして連携

が可能であること(運完後の緩和ケア計画を含む)

③

. 医療用昂臻を提供できること

医療機関等の例

病院又は診療所

薬局

訪ル曙護ステーション

.

.

第3 構築の具体的な手順

1 現炭の乳蝿

都道府県は、がんの医療体惰"を構築するに当たって、(1)(2)に示す項目を参考に、患者動

向、医療資游及び医療連携等について、現状を溌嘘する。さらに、(3)に示す、病期・医療

機能ごとおよびストラクチャー・プロセス・アウトカムごとに分類された指標例により、数

値で客観的に現伏を把握する。

なお、(1)~(3)の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他必、要に応じ

て調査を劫口されたい。

①患者動向に関する情報

がん検診受診率(国民生活基硲梱査など)

喫煙率(国民生活基礎調査D

総患者数及びその内訳(性・年齢階級ヨ1」、傷病中分類三リ)、患者流入割合、流出害恰

(患者調査シ

がん患者の在宅死亡御1合(人口動態統計)

年齢調整死亡率(都道府県三1」年歯9・調整死亡率(業務・加工統ヨ十))

都道府県のガ城がん登録に基づぐ情報

②医療資源・i車携等に関する↑青報

.



①がん診療機能

手術、放射線療法や外矧ヒ学療法の実施状況

が^療を専門的に行う医療従事者数

緩和ケアの実施伏況

緩和ケアに関ずる基本的な失戯を習得した医師

緩和ケアチーム昊採爰和ケア外来の設置状況等

診療ガイドライン等に基づき作成されたクリティカルパスの整備状況

周術期口幽幾能管理の嚇且洲兄

院内が人燈録の実施状況

ガ如弱皇携クリティカノレパスの整備洲兄

がん診療に関ナる1青報提供の状況

パンフレットの酉許、ホームページでの{青報提供等

相談支援センターの整備状況

相談員の研虜状況等

②在宅療養支援機能

在能渡養における24噺占対応の有無

疹痛等に対する緩和ケアの実施伏況(医療機関、薬局)

がん診劉幾能を有する病院等との連携状況

③がん予防

(医療機関等)

禁睡タト来の実施状況

敷地内禁厘の実施状況

薬局の禁唖指導伏況

(行政)

がん検診の受診伏況

市田附におけるがん検診の精度管理・事業、'、評価の状況

③指標による現X犬1巴握

別表1に掲げるような指標例により、ガ城の医療提供体制の現状を塘観的に証嘘し、医

療計画に記載する。その際、地域住民の健康状態やその改善に寄与すると考えられるサー

①が綿今療機能

新断、放射線療法尺洲矧ヒ学療法の実施伏況

がん診療を専門的に行う医療従事者数

緩和ケアの実施伏況

緩和ケアに関する基本的な矢畷を習得した医師

緩和ケアチーム弌啼新ロケア外来の設置状況等

診療ガイドライン等に基づき作成されたクリティカルパスの整備状況

ビスに関する指標値点指棚、その他国が提供するデータ弌ぢ虫自調査データ、データの

"鞠陛により入手可能な指標惨考指標)に留意して、把握すること。

2 圏域の設定

院内が人雇^の実施状況

台き域連携クリティカノレパスの整備状況

が^に関する「青報提供の状況

パンフレットの酉飾、ホームページでの,t青報提供等

相談支援センターの整備槻兄

相談員の研俊伏況等

②在宅療養支援機能

在宅療養における叫時問対応の有無

疹痛等に対する緩和ケアの実施伏況

がん診療機能を有する病院等との連携状況

③がん予防

(医霧磯関等)

梨澎卜来の実施状況

敷地内梨亜の実施状況

薬局の孳煙指導伏況

(行政)

がん検診の受診伏況

市町村におけるがん検診の精度管理・^育干価の状況

③指標による現1財巴握

別表1に掲げるような、病期・医療機ミ三ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカ

ムごとに分類された指標例により、台城の医療提供体制の現状を客槻的に把握し、医療計

画に記載する。その際、公的統言陛により全都道府県で入手可能なキ顎(必須指標)と、

独自調査やデータ"晰等により入手可能な指標(推奨指標)に留意して、把握すること。
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2 圏域の設定



(D 都道府県は、がんの医療体帛11を構築するに当たって、「第2 医療体制の構築に必要な

事項」を基に、前記「1 現伏の把捌で収集したイ青報を分析し、予防、治療、療養支援

等に関する医療機能を明確にして、圏域を設定する。

②医療機能を明鬮ヒずるに当たって、賀城によっては、医療資源の制約等によりひとっの

施設が複数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が存在しない場

合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

③圏域を設定するに当たっては、各医療機能の実施状況を勘案し、従来の二炊医療圏にこ

だわらず、盤城の実情に応じて弾力的に設定ずる。

④検討を行う際には、針城医師会等の医療関俳、団体、現にが人彫療に従事する者、がん患

者・家族、市畍寸等の名イ七表が参画する。

4 1果題の抽出

都道府県は、「第2 医療憐関とその連携」を踏まえ、「1 現伏の把捜で収集した情報や

擶票により托握した数値から明確となった現炭について分析を行い、賀城のがんの医療体制

の課題を抽出し、医療計画に記載する。

3 連携の榔寸

①都道府県は、がんの医療体常"を構築するに当たって、予防から専門的1台療、緩和ケア、

再発予防や在宅療養まで継紗、して医療が行われるよう、また、関係機関・施設のイ言頼関係

が醸成されるよう酉礁する。

さらに、医療機関、地域医師会等の関係者は、診療技術や知識の共有、診療「青報の共有、

連携する施設・医師等専門脂顎の1靜Rの共有に努める。

②保禽祈は、「台城保健法第4条第1項の規定に基づく負ヒ域保健対策の推進に関する基本

的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計画の作成及び

推進における保脚ワ〒の役害11について」(平成19年7月20日付け健総発第0720001号厚生

労働省'健康局総務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施に向けて、針城医ei陰等と

連携して医療機関相互の調整を行うなど、積極的な役害1を果たすこと。

③医療計画には、原則として、各医療機能を担う医療機関等の名称を記載する。

なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関力液数の機能を担う

こともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療連携体惰"の中で各医療機能を担う医

療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、台城の実情に応じて記載するこ

とで差し支えないが、住民に分力由やすい周知に努めるものとする。

①都道府県は、がんの医療体制を構築するに当たって、「第2 医療機関とその連携」を

基に、前記「1 現伏の把捜で収集した情報を分析し、予防、治療、療養支援等に関す

る医療機能を明確にして、圏域を設定する。

(2)医療機能を明確イヒするに当たって、ガ城によっては、医療資源の制約等によりひとっ

の施設が複数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が存在しない

場合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

③圏域を設定するに当たっては、各医療機能の実施状況を勘案し、従来の二炊医療圏に

こだわらず、針城の実情に応じて弾力的に設定する。

④検討を行う際には、翅戴医師会等の医療関係団体、現にがん診療に従事する者、がん

患者・家族、市吻オ携の各イ弌表が参画する。

4 課題の抽出

都道府県は、「第2 医療体制の構築に必要な事項」を踏まえ、「1 現状のれヨ捌で収集

した1靜R矣井昔標により把握した数値から明確となった現伏にっいて分析を行い、地域のがん

の医療体罰」の課題を抽出し、医療計画に記載ずる。

3 i車携の検討

①都道府県は、がんの医療崎1を構築するに当たって、予防から専門的冶療、緩和ケア、

再発予防や在宅療養まで継続して医療が行われるよう、また、関係機関・施設のイ言頼関係

が^されるよう酉論、する。

さらに、医療機関、賀城医師会等の関俳、者は、診療技林予や知識の共有、診療情報の共有、

連携する施設・医師等専門脂雁の清報の共有に努める。

②保轡万は、「1也域保健法第4条第1項の規定に基づく地域保健刻策の推進に関する基本

的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計画の作成及び

推進における保卸ワ〒の役御1について」(平成19年7月20日健絶゛発第0720001号健康局総

務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施に向けて、賀城医師会等と連携して医療機

関相互の調整を行うなど、積極的な役劃を果たすこと。

③医療計画には、原則として、各医療機能を担う医療機関等の名称を三己載する。

なお、地或によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関力蝮数の機能を担う

こともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えぱ医療連携体制の中で各医療機能を担う医

療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、針城の実情に応じて言己載ずるこ

とで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。
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その際、現状把握に用いたストラクチャー・プロセス・アウトカム指標の闘車性も考慮し、

病期・医療機能によるろ瀕も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出する。

5 数値目標

都道府県は、がんの良質かつ適切な医療を提供ずる体帋11について、朝妾に定量的な↓陣女評

価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確した課題に対して、ガ城の実情に応じた目標項

目やその数値目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画にヨ三載する。

数値目標の設定に当たっては、基本方針第九に掲げる諸計画に定められる目標を趨燦する

ものとする。

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を角秩するために

必要な目標を設定することとする。

6 施策

数値目標の逸戎には、1果題IUぶじた施策を実施することが重要である。都道府県は、「4

課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成するために行う施策に

ついて、医療計画にヨ己載ずる。

7 調西

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ書肖西を行う体制を整え、医療計画の専引西を行泌目織や時

期を医療計画に記載ナる。この際、少なくとも施策の進捗状況の書酎而については、 1年ごと

に行うことが望ましい。また、数値目標の達成伏況、現伏把握に用いた指標の状況にっいて、

少なくとも旦年(在宅医療その他必、要な事項については3年)ビとに調査、分析及ひ冒平価を

行い、必要があるときは、都道府県はその医療計画を変更することとする。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその潤渉状況を周知

する必要がある。このため、1旨標による現状狂嘘、目標項目、数値目標、施策やその進捗状

況、言肖西体制や評価結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。

その際、現状把握に用いたストラクチャー・プロセス・アウトカム指標の関連性も考慮し、

病期・医療機能によるろ纈も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出する。

5 数値目標

都道府県は、がんの良質かつ適切な医療を提供する体帋Ⅲこついて、事後に定量的なレ雁皎評

価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確した課題に対して、ガ城の実情に応じた目標項目

やその数値目標、目標達成に要する期問を設定し、医療計画に記載する。

数値目標の設定に当たっては、基本方針第三に掲げる諸計画に定められる目標を勘案ずる

ものとする。

なお、逢戎可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を角¥決するために

必要な目標を設定ずるとととする。

6 施策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、「4 課

題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成するために行う施策につ

いて、医療計画に記載する。

7 副西

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必、要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医宗計画の言F価を行うま月織や時

期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策の進捗状況の調西については、1年ごと

に行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状把握に用いた指標の状況について、

少なくとも5年ごとに調査、分析及ひ活平価を行い、必要があるときは、都道府県はその医療

計画を変更することとする。

」゛

8 公表

都週奇県は、住民に分かりや中い形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況を周知

する必要がある。このため、指標による現伏把握、目標項目、数値目標、施策やその進捗状

況、亭師体制やヨ平価結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。
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脳卒中を発症した場合、まず急性期医療において内科的・外科鹸台療が行われ、同時に機能

回復のためのりハビリテーションが開始される。りハビリテーションを行ってもなおF^が残

る場合、中長期の医療及び介誰支援が必要となる。

このように一人の脳卒中患者に必要とされる医療・介護はその病期・転帰によって異なる。

さらに、重篤な患者の一→郭には、急性期を乗り越えたものの、重度の後遺症等によって退浣や

韓完が困難となる状況のあることが指摘されており、それぞれの機関が相互に連携しながら、

ネ佳紗、してその時々に必要な医康・介護・福ネ止を提供することが必要である。

本指針では、「第1 脳卒中の現伏」で脳卒中の発症・輔吊がどのようなものであるのか、

どのような医療が行われているのかを概観し、次に「第2 医療肺1の構築に必要な事項」で

脳卒中の医療体御"鷺築に係る指針

改 正 後

どのような医療体痢1を構築すべきかを示している。

なお、平成28年6月に.

在り方に関する検討会」惇生労働省'健康局)では、急性期から'慢牲L期を含めた、脳卒中及ぴ

心血管疾患に係る診療提供体制の在り方についての議論が行われている

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 構築の具体的な手順」に則して、ガ城の現状を

把握・分析し、また各病期に求められる医療機能を理解した上で、貴城の実情に応じて圏域を

設定し、その圏域ごとの医療機関とさらにそれら医療機関相互の連携の検討を行い、最終的に

は都道府県全体で評価まで行えるようにする。

第1 脳卒中の現伏

脳卒中は、脳血管の閉塞や破綻によって1醐幾能に1章害が起きる疾患であり、1畄梗塞、脳出血、

くも膜下出血に大三リされる。

"畄梗塞は、さらに、アテローム硬化(動脈硬化)により血管の内腔が狭くなりそこに血栓が

できて1透血管が閉塞するアテローム血栓慨餅更塞、脳の細い血管が主に高血圧を基盤とする変

化により閉塞するラクサ梗塞、心臓等に生じた血栓が脳血管まで所m血管を閉塞する心原性塞

栓症の3種類に分けられる。

また、脳出血1湖必の細い血管力読波綻するものであり、くも膜下出血ほ"畄動ル施力司波綻し出血

するものである。

脳卒中発症直後の医療(急"L期の医療)は、"逝梗塞、脳出血及びくも膜下出血によって異な

るが、急性期を脱した後の医療は共通するものが多いことから、本指針においては一括して記

された明逝卒中、,L゛棚青その他の循環器病に係る診

脳卒中を発症した場合、まず急馳期医療において内科的・外科槻台療が行われ、同時に機能

回復のためのりハビリテーションが開始される。りハビリテーションを行ってもなお障害が残

る場合、中長期の医療及て畍護支援が彪要となる。

このように一人の脳卒中患者に必要とされる医療・介護はその病期・朔吊によって異なる。

さらに、重篤な患者の^には、急性期を乗り越えたものの、重度の後遺症等によって週1完や

苅完が困難となる状況のあることが指摘されており、それぞれの機関が相互に連携しながら、

梨纖してその時々に必要な医療・介護・樹止を提供ずることが必要である。

本指針では、「第1 脳卒中の現炭」で脳卒中の発症・靭吊がどのようなものであるのか、ど

のような医療が行われているのかを概観し、次に「第2 医療機関とその連携」でどのような

現

脳卒中の医療体削騰築に係る指針

1の

医療体制を構築すべきかを示している。

行

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 キ蒜築の具体的な羽恒」に則して、ガ城の現伏を把

握・分析し、また各病期に求められる医療機能を理角"牛した上で、ガ城の実情に応じて圏域を設

定し、その圏域ごとの医療機関とさらにそれら医療機関相互の連携の検討を行い、最終的には

都道府県全体で禅引而まで行えるようにする。

第1 脳卒中の現状

脳卒中は、a畄.血管の閉塞や破綻によって"畄機能にF章害が起きる疾患、であり、"畄梗塞、脳出血、

くも膜下出血に大牙リされる。

脳梗塞は、さらに、アテローム硬化(動脈硬イWにより血管の内腔が狭くなりそこに血栓がで

きて脳血管が閉塞tるアテローム血栓榔畄梗塞、脳の細い血管が主に高血圧を基盤とする変化

により閉塞するラクサ梗塞、心凰蔵等に生じた血栓が脳血管まで汾m血管を閉塞する心原性塞栓

症の3^に分けられる。

また、脳出血1湖畄の細い血管力訣波綻するものであり、くも膜下出血1湖畄動ル艦力訊波綻し出血

するものである。

脳卒中発症直後の医療(急住期の医療)は、"尚梗塞、脳出血及びくも膜下出血によって異なる

が、急性期を脱した後の医療は共通するものが多いことから、本指針においては一括してZ識
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車けることとする。

1 脳卒中の疫学

1年間に救急車によって搬送される急病患者の約8%、約器万人が脳卒中明畄血管疾患)

を含む脳疾患である'。ま湖巡卒中によってネ佳続杓に医療を受けている患者数1課り118万人と

推計される2。

さらに、年間約Ⅱ.2万人が脳卒中を原因として死亡し、死亡数全体の8.フ%を占め、死亡

11鳳立の第'主位であず。

脳卒中は、死亡を免れても後造症として片麻庫、嘩下1章害、言語障害、高洲畄機能障害、

遷延性意都章害などの後遺症が残ることがある。

介護が必要になった者の18.5%1胡櫛卒中が主な原因であり第1位であず。

これらの統計から、脳卒中は、発症後命が助かったとしても後遺症力戰ることも多く>患

者及びその家族の日常生活に与える影響は大きい。

2 脳卒中の医療

①予防

脳卒中の最大の危険因子は高血圧であり、発症の予防には高血圧のコントロールが重要

である。その他、糖尿病、脂質異常症、不整陟k(特に心島剛)、無症候陛病変、喫厘、

2 脳卒中の医療

①予防

脳卒中の最大の危険因子は高血圧であり、発症の予防には高血圧のコントロールが重要

である。その他、糖尿病、1旨質異常症、フド整彦k(特に心房細動)、喫煙、過度の飲酒など

も危険因子であり、生活習慣の改善尺ぢ商切な治療が重要である。

また、脳卒中の無症候幽丙変、危険因子となる画像異常等の発見にはⅧ1、愈アンギオ

グラフィ(以下「ⅧA」という。)、^剛卿礎音波検査が行われている。

・→圖幽畄虚血発作(TIA)直後1朗尚梗塞発症りスクが高く、これを疑えぼ、,逃梗塞予防

のための適切な治療を速やかに開始する。

同時に、住民に脳卒中の症伏や発症時の緊急受診の必要性を周知させるように、啓発を

進める必要がある。

②発症直後の救護、搬送等

脳卒中を疑うような症状が出現した場合、本人や家族等周囲にいる者は、速やかに専門

の医療施設を受診できるよう行動することが重要である。できるだけ早く治療を始めるこ

とでより高い効果が見込まれ、さらに後遺症も少なくなることから、診断やt台療の開始を

遅らせることにならないよう、速やかに救急隊を要請する等の対処を行う。

することとする。
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1 脳卒中の疫学

1年間に救急車によって搬送される急病患者の約10%、約31万人が脳卒中炯畄血管疾患)

を含む脳疾患である。ま湖畄卒中によってネ佳紗釣に医療を受けている患者数1詠り134万人と

推計される。

さらに、年間約12.3万人力胡畄卒中を原因として死亡し、死亡数全体の10.3%を占め、死

亡1側立の第旦位である。

脳卒中は、死亡を免れ'ぐも後遺症として片麻矩、嘩下障害、言評章害、認知F章害、遷延性

意都章害などの後遺症が残ることがある。

介護が必要になった者の21.5%1才"畄卒中が主な原因であり第1位である。

これらのま槍十から、脳卒中は、発症後生命が助かったとしても後遺症が残ることも多く、

患者及びその家族の日常生活に与える影響は大きい。

1 消防庁「斗城含328年版救急・救団1の現秒U (斗城名328年)
2 厚生労働省'「患者.凋査ヨ(斗城2026年)

'厚生労働省'「人口動態統計(確定鋤」(斗哉器27年)
'厚生労働省「国民生活基礎調査ヨ(丹我器25年)

過度の飲酒なども危険因子であり、生活習慣の改善昊弓商切な治療が重要である。

また、脳卒中の無症候性病変、危険因子となる画像異常等の発見にはⅧ1、MRアンギオ

グラフィ(以下「ⅧA」という。)、頸動卿礎音波検査が行われている。

一過榔逝虚血発作(TIA)直後ほ"畄梗塞発症りスクが高く、これを疑えば、"畄梗塞予防

のための適切な治療を速やかに開★台する。

同時に、住民に脳卒中の症状や発症時の緊急、受診の必要性を周知させるように、啓発を

進める必要がある。

②発症直後の救護、搬送等

脳卒中を疑うような症状が出現した場合、本人弌沫族等周囲にいる者は、速やかに専門

の医療施設を受診できるよう行動することが重要である。できるだけ早く治療を始めるこ

とでより高レ劾果が見込まれ、さらに後遺症も少なくなることから、診断や1台療の開始を

遅らせることにならないよう、速やかに救急隊を要請する等の対処を行う。

一「_.ノ



救急救命士を含む救急隊員は、メディカルコントロール体制※の下で定められた、病院

前における脳卒中患者の救護のためのプロトコール(活動基準)に則して、適切に観察・判

断・救急救命処置等を行った上で、対応が可能な医療機関に搬送することが重要である。

このため、病院到着前に脳卒中の重症度を点数化し、ネ且織プラスミノゲン・アクチベータ

(t-PA)の静脈内投与による血栓溶解療法の適応や血管内治療(機械的血栓除却ド'T、経動

脈的血栓溶解療法等)など、超急"L期の再開通治療の迎古燃となる傷丙者を抽出すること

などを目的とした病院前脳卒中スケールを活用することが望ましい。

※メディカノレコントローノレ体佑"については、「救急医療の体制麟築に係る指針」を参

照、

※※超急姓朔の再開通治療(t十Aなど)の適応:t十A静注掬去は、発症4.5時問以

内の"畄梗塞患者のうち、広範な早期1尚虚血性変化尺痩薩内出血などの禁忌項目に該当

しない患者が対象となる。また、経動即尚血栓溶解療法は発症6時間以内の1歯梗塞の

一部、樹戒的血栓除却斤1才厘旦蛙_互工発症8時問以内の脳梗塞患者の・→郭の患者が対

象となる。

③診断

ル聡今や身体所見の診察等に加えて、画像検査(m、服1、ⅧA、超音波検査等)を行うこと

で正確な診罰ミ可能になる。最近ではmの画像解像度の向上、Ⅷ1の普及もあり、ヨ甑塞

超急性期の診断が可能となり、血栓溶解療法の適応弌耘帰がある程度予測できるようにな

つ夫、

また、救急患者の仭、Ⅷ1画像を専門的な診断が可能な施設,咏ツトワーク経由で伝送

すること等により、専門的な医師がいない医療機関で早期診断を行うことも考えられる。

④急性期の治療

脳卒中の急性期には、叩及管理、循環管理等の全身管理とともに、"畄梗塞、脳出血、く

も膜下出血等の個々の病態に応じた治療が行われる。

①"轡梗塞では、まず発症後4.5時間以内の超急住期血栓溶解療法(t十A)の適応患者に

刻する適切な処置が取られる必要がある。治療開始までの噺司が短いほどその有効性は

高く、合台綻の発生を考慮すると発症後4.5時間以内に治療を開始することが重要であ

る。そのためには、発症早期の1畄梗塞患者が適切な医痔■毎設に運速に受診することが求

救急救命士を含む救急隊員は、メディカルコントローノレ体制※の下で定められた、病院

前における脳卒中患者の救護のためのプロトコーノレ(活動基準)に則して、適切に観察・判

断・救急救命処置等を行った上で、対応が可能な医療機関に搬送することが重要である。

このため、病1彪11着前に脳卒中の重症度を点数化し、ネ月織プラスミノゲン・アクチベータ

(t十A)の静脈内投与による血栓溶解療法の適応や血管内治療(機械的血栓除去術、経動

卿尚血栓溶解療法等)など、超急性期の再開通治療の適応泌となる傷病者を抽出すること

などを目的とした郷完前脳卒中スケールを活用することが望ましい。

※メディカノレコントローノレ体脚」については、「救急医療の体制構築に係る指針」を参照町
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められ、郷完してから治療の開始まで1時間以内が目安である。

また、近年、急イ!瑚1畄梗塞患者に対ナる血管内治療の科学的根拠が示されていること

から、原則として発症後8時間以内の脳梗塞患者に対しては、施設によって1ま血管内治

療による血栓除去術を行うことを考慮する。

また超急隱期の再開通治療の適応とならない患者も、できる限り早期に、1畄梗塞の原 また超急性期血栓溶舮'、法の適応とならない患者も、できる限り早期に、"畄梗塞の原

※※超急性期の再開通治療(t十Aなど)の適応:t十A静注療法は、発症3時間以内の

』轡梗塞患者のうち、広範な早娜畄虚血性変化や頭蓋内出血などの禁忌項目に該当しない

患者が刻象となる。また、経動川尚血栓溶解療法は発症6時間以内の脳梗塞の一部、機

械的血栓除去術は発症8時間以内の脳梗塞患者の・→郭の患者が対象となる。

ノ

③診断

問診や身体所見の診察等に加えて、画像検査(m、Ⅷ1、ⅧA、超音波検査等)を行うこと

で正確な診断が可能になる。最近では促の画像解像度の向上、Ⅷ1の普及もあり、"轡梗塞

超急性期の診断が可能となり、血栓溶解療法の適応尺駈帰がある程度予測できるようにな

つえー

また、救急患者のm、服1画像を専門的な診断が可能な施設へ才、ツトワーク経由で伝送

すること等により、専門的な医師がいない医療機関で早期診断を行うことも考えられる。

④急性期の治療

脳卒中の急性期には、叩及管理、循環管理等の全身管理とともに、1逝梗塞、脳出血、く

も膜下出血等の個々の病態に応じた治療が行われる。

①脳梗塞では、まず発症後旦時間以内の超急性期血栓溶解療法(t-PA)の適応患者に対

する適切な処置が取られる必要がある。治療開始までの時間が短いほどその右効性は高

く、合イ労症の発生を考慮すると発症後旦時間以内に治療を開力合ずることが重要である。

その際の目安は、発症から医療機関到着まで2時間以内、郷完してから治療の開始まで

1時間以内である。

同じく発症後8階占以内の"尚梗塞患者に対しては、施設によって1ま血管内治療による

血栓除去術を行うことを考慮ずる。



因に応じた、抗凝固療法昊ヰ'/L血1飯療法、"畄保護療法などを行うことが重要である。

②脳出血の治療は、血旺や脳浮腫の管理、、凝固能異常時の是正が主体であり、出血詔立

皎質・皮質下出血や小脳出血等)によって手術力§行われることもある。

③くも膜下出血の治療は、動卿艦の再破裂の予防が重要であり、再破裂の防止を目的に

開頭手術による外千斗的1台療あるいは開頭を要しない血管内治療を行う。

また』畄卒中の治療に際しては、専門チームによる診療や脳卒中の専用病室窯等での入院

管理により予後を改善できることが明らかになってきている。

※専門医療スタッフが急性期からの濃厚な治療とりハビリテーションをネ且織的力γつ

計画的に行う脳卒中専用の治療病室例えぱ、診療報酬上で脳卒中の入院医療管理料

が算定できる治療室である脳卒中ケアユニット等。

(5)りハビリテーション

脳卒中のりハビリテーションは、病期によって分けられるが、急性期から維持期までー

貫した溺諏で行われること力轍められる。

①急1!諏に行うりハビリテーションは、廃用症イ鳳羊や合台綻の予防及びセノレフケアの早

期自立を目的として、可能であれぼ発症当日からべッドサイドで開始する。

②回復期に行うりハビリテーションは、機能回復や日常生活動作(ADDの向上を目的と

して、訓練室での訓練が可能になった時期から集中して実施する。

③維持期に行うりハビリテーションは、回復した機能や残存した機能を活用し、對殆三

力等の生活機能のネ倒寺・向上を目的として実施する。

⑥急性期以後の医療・在宅療養

急性期を脱した後は、再発予防のための治療、基礎疾患昊危険因子(高血圧、糖尿病、

脂質異常症、不整影、K(特に心研三動)、奥亜、過度の飲酒等)のネ幽沸杓な管理、脳卒中に合

併する種々の症状や病態に対する力咳が行われる。

在宅療養では、上記治療に加えて、機能をネ倒寺手るためのりハビリテーションを実施し、

在宅生活に彪要な介護サービスを受ける。脳卒中は再発することも多く、患者の周囲にい

る者に対ずる適切な対応の教育等といった再発に備えることが重要である。

なお、重篤な神経機能F章害・精ネ般能F章害を生じた患者の・→祁では、急性期を脱しても

重度の後遺症等により退浣昊奉続が困難となっている状況が見及けられる。これらの患者

は、急性期の医療機関において救命医療を受けたものの、重度の後遺御ミあるため、回復

期の医療機関等への韓完や運完が行えず、当該医療機関にとどまっていることが指摘され

ている。

この問題の改善には、在宅への復帰が容易でない患者を受け入れる医療機関、づ'隈・福

わ耽炉設等と、急性期の医劉幾関との連携剃ヒなど、総合的力γつ切れ目のない対応が心要で

因ιU古じた、抗凝固療法昊抗血ノ1゛長療法、,轡保護療法などを行うことが重要である。

②脳出血の治療は、血圧や脳浮腫の管理、凝固能異常時の是正が主体であり、出血韶立

皎質・皮質下出血や小脳出血等)によって手φrザが行われることもある。

③くも膜下出血の1台療は、動ル艦の再破裂の予防が重要であり、再破裂の防止を目的に

開頭動r1による外甲1的治療あるいは開頭を要しない血管内治療を行う。

ま湖畄卒中の治療に際しては、専門チームによる診療や脳卒中の専用病室※等での入1完

管理により予後を改善できることが明らかになってきている。

※専門医療スタッフが急性期からの濃厚な治療とりハビリテーションをホ旦織的力γつ計

画的に行う脳卒中専用の治療病塞例えば、診療報酬上で脳卒中のネJ完医療管理料が算

定できる治療室である脳卒中ケアユニット等。

(5)りハビリテーション

脳卒中のりハビリテーションは、病期によって分けられる。

①急性期に行うりハビリテーションは、廃用症イ鄭羊や合併症の予防及びセルフケアの早

期自立を目的として、可能であれぱ発症当日からべッドサイドで開始する。

②回復期に行うりハビリテーションは、機能回復や日常生活動作(N)Dの向上を目的と

して、訓練室での副1陳が可能になった時期から集中して実施する。

③維持期に行うりハビリテーションは、回復した機能や残存した機能を活用し、歩1テ能

力等の生活機能のネ1詩・向上を目的として実施,、る。

(6).急性期以後の医療・在宅療養

急性期を脱した後は、再発予防のための治療、基礎疾患弌兆本食因子(高血旺、糖尿病、

脂質異常症、不整別、k(特に心島圃)、鯛走候性病変、喫煙、過度の飲酒等)のネ佳紗釣な管

理、脳卒中に合併ずる種々の症伏や病態に対する力咳が行われる。

在宅療養では、上記治療に加えて、機能を維持するためのりハビリテーションを実施し、

在宅生活に必要な介護サービスを受ける。脳卒中は再発することも多く、患者の周囲にい

る者に対する適切な対応の教育等といった再発に備えることが重要である。

なお、重篤なネ申経憐能障害・精ネ申機能障害を生じた患者の一部では、急性期を脱しても

重度の後造症等により遜完弌奉続が困難となっている状況が見及けられる。これらの患者

は、急性期の医療機関において救命医療を受けたものの、重度の後遺症があるため、回復

期の医療機関等への藪翁ぞ昊弓即完が行えず、当該医療機関にとどまっていることが指摘され

ている。

この問題の改善には、在宅への復帰が容易でない患、者を受け入れる医療機関、介護・福

勾助ず設等と、急性期の医療機関との連携強化など、総合的力、つ切れ目のない対応が彪要で
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ある。

第2 医療体陶」のに必要な事項

1 目指すべき方向

おむ記「第1 脳卒中の現状」を踏まえ、個々の医療機能、それを満た,、医療機関、さらに

それら医療機関相互の連携により、医療から介護サービスまでが連携しネ餅売して実施される

体制をキ釋築する。また、都道府県は、医療機関の協力を得て、脳卒中に関する市民への啓発

を積極的に行うことが重要である。

①発症後、速やかな搬送と専門的な診療が可能な体制

①発症後、専門的な診療が可能な医療機関への逃東な救急搬送

②医療機鄭U着後1時間以内の専門的な治療の開始

②病期に応じたりハビリテーシヨンが二貫上工表施可能な体脚」

①廃用症イ戻群や合併症の予防、セノレフケアの早期自立のためのりハビリテーションの実

施

②機能回復及び日常生活到乍向上のために専門的かイ凍中的なりハビリテーションの

実施

③生活機能を維持又は向上させるりハビリテーションの実施

③在宅療養が可能な体制

①生活の場で療養できるよう、医療及ぴ介護サービスが相互に連携した支援

2 各医療機能と連携

お嬬「1 目指すべき方向」を踏まえ、脳卒中の医療体帋ljに求められる医療機能を下記①

から(6)に示す。

都道府県は、各医療機能の内容姻標、医療機関等に求められる事項等)にっいて、台城の

実情に応じて柔軟に設定する。

①発症予防の機能【予防】

①目標

脳卒中の発症を予防すること

②医側幾関に求められる事項

次に掲げる事噴を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則した診療

を実施していることが求められる。

高血圧、糖尿病、脂質異常症、心謝瞭、喫煙、過度の飲酒等の基砲矣患及び郷余

因子の管理が可能であること 礎疾患及ぴ危険因子の管理が可能であること

ある。

第2医^^壁^

1 目指すべき方向

^嬬「第1 脳卒中の現伏」を踏まえ、個々の医療機能、それを満たす医療機関、さらに

それら医療機関相互の連携により、医療から介護サービスまでが連携し§^続して実施される

体制を構築する。また、都道府県は、医療機関の協力を得て、脳卒中に関する市民への啓発

を積極的に行うことが重要である。

①発症後、速やかな搬送と専門的な診療が可能な体制

①発症後2時間以内の、専門的な診療が可能な医療機関への救急搬送

②医療機関至ι着後1時間以内の専門的な治療の開始

(2)病期に応じたりハビリテーションが可能な体帋11

①廃用症イ瓢羊や合併症の予防、セノレフケアの早期自立のためのりハビリテーションの実

施

②機能回復及び日常生活動作向上のために専門的かイ凍中的なりハビリテーションの

実施

③生活機能を維持又は向上させるりハビリテーションの実施

③在宅涼養が可能な体佑"

①生活の場で療養できるよう、医療及て畍護サービスが相互に連携した支援

2 各医掬幾能と連携

"榔「1 目指すべき方向」を踏まえ、脳卒中の医療体帋"に求められる医療機能を下記①

から(6)1こ示ナ。

都道府県は、各医療機能の内容旧標、医療機関等に求められる事項等)について、台城の

実情に応じて柔軟に設定する。

①発症予防の機能【予防】

①目標

脳卒中の発症を予防すること

②医療機関に求められる即頁

炊に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則した診療

を実施していることが求められる。

高血圧、糖尿病、脂質異常症、心勇圃、無症候姓病変、喫煙、過度の飲酒等の基
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突然の症状出現時における対応について、本人及て疇嫉等患者の周囲にいる者に対

する教育、啓発を実施すること

突然の症状出現時に、急性期医療を担う医療機関への受診勧奨について指示するこ

と

②応急手当・病院前救護の機能【救護】 ノ

①目標

脳卒中の疑われる患、者が、発症後迂聴に専門的な診療が可能な医療機関に到着でき

ること。また超急性期血栓溶舮'法の適応時間を超える場合でも、1送梗塞の場合1コ機

械的血栓除去術尺経動卿尚血栓溶解術等の血管内治療、脳出血の場合1ま血腫徐封斤、

脳動脈瘤破裂によるくも膜下出血の場合榔尚動別艦クリッビングやコイリング等の

効果的な治療が行える可能性があるため、できるだけ早く、専門的な治療が可能な医

療機関へ搬送することが望ましい。

②関評、者に求められる寡頁

(本人及ひ沫族等周囲にいる者)

発症後速やかに救急搬送の要請を行うこと

(救急救命士等)

"城メディカノレコントローノレ協議会の定めた活動プロトコーノレに沿って、脳卒中

患者に刻する適切な観察・判断・処置を行うこと

急也期医療を担う医療機関へ逃束に搬送すること

③救急医療の機能【急性期】

①目標

患者の郷完後1時問以内(発症後4.5時間以内)に専門的な治療を開,合す、ること

発症後4.5時間を超えても血管内治療などの高度専門治療の実施にっいて検手村・る

廃用症候群史貪送症四予防、早期にセルフケアについて自立できるためのりハビリ

テーションを実施ナること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は剛系する診療ガイドラインに則した診療

を実施していることが求められる。

血液検査や画像検査(単純X網最影、 m、Ⅷ1、超音波検査D等の必要な検査が24時

間実施可能であること

脳卒中が疑われる患者に対して、専門的診療が肌時間実施可能であること(画像伝

突然の症伏出現時における対応について、本人及て陽嫉等患者の周囲にいる者に対

する教育、啓発を実施すること

突然の症状出現時に、急性期医療を担う医療機関への受診謝奨について指示するこ

と

②応急手当・病院"嫩護の機能【救護】

①目標

脳卒中の疑われる患者が、発症後遅くとも2断占以内に専門的な診療が可能な1医療

こと

誤噂榔市炎等の合台綻の予防及び治療を行うこと

廃用症候群を予防し、早期にセノレフケアについて自立できるためのりハビリテーシ

ヨンを実施すること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則した診療

を実施していることが求められる。

血液検査や匝豫検査(エックス線検査、 m、服1、超音波検査ヲ等の彪要な検査が24

時間実施可能であること

脳卒中が疑われる患者に対して、専門的診療が24時間実施可能であること(画像伝

.
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去術昊経動卿尚血栓溶解術等の血管内治療、脳出血の場合ほ血』到徐却斤、脳動胴密破

裂によるくも膜下出血の場合1朗畄動卿艦クリッピングやコイリング等の効果的な治

療が行える可能性があるため、できるだけ早く、専門的な治療が可能な医療機関一般

送することが望ましい。

②関係者に求められる事項

(本人及て隅訪矣等周囲にいる者)

発症後速やかに救急搬送の要請を行うこと

(救急救命士等)

台鰄メディカルコントローノレ協議会の定めた活動プロトコーノレに沿って、脳卒中患

者に刻す、る適切な観察・判断・処置を行うこと

急陛期医療を担う医療機関へ発症後遅くとも2時間以内に搬送すること

機関に至曙できる二と。また2時間を超える場合でも、"畄梗塞の場合1コ機械的血栓除

③救急医療の機能【急性期】

①目標

患者の郷.完後1時問以内(発症後3階司以内)に専門的な治療を開始すること(血管

内治療など高度に専門的な治療を行える施設では、発症後3噺占を超えても高度専門

゛

治療の実施について検討することが望ましい。)



送等の遠隔診断に基づく治療を含む。)

脳卒中評価スケールなどを用いた客観的なネ擬学的書陥が24時間実施可能である

こと

適応のある脳梗塞症例に対し、郷擶髪1時間以内(発症後4.5時間以内)にネ且織プラ

スミノゲン・アクチベータ(t-PA)の静脈内投与による血栓溶"蹟法が実施可能である

こと

外邪拝術及び脳血管内手術が必要と判断した場合には来1浣後2時間以内の治療開始

が可能であること

叩及、循環、栄養等の全身管理、及び感染症や深部静舮血栓症等の合併症に対ずる

診療が可能であること

合,澁の中でも、特に誤噂性肺炎の予防のために、口腔管理を実施する病院内の歯

.

.

.

.

科や歯矛斗医療機関等を含め、多職衝占で連して対策を図ること

リスク管理のもとに早J姫座f立・立位、関節石頂城訓練、摂食・嘩下司1練、装具を用

いた早期歩行訓練、セルフケア訓練等のりハビリテーションが実施可能であること

回復期(あるい1詠隹持期)の医療機関等と診療情報やりハビリテーションを含む治

療計画を共有司、るなどして連携していること

回復期(あるい1詠能持期)に、重度の後遺症等により自宅への週浣が容易でない患

者を受け入れる医療旛設や介護旛設等と連携し、その調整を行うこと

脳卒中疑いで救急搬送された患者について、その最終半」断を救急、隣こf青報提供する

ことが望ましい

③医掬幾関の例

救命救急センターを有する病院

脳卒中の専用病室を有する病院

急性期の血管内治療が実施可能な病院

脳卒中に対ずる急性期の専門的医療を担う病院又は有床診療所

④身体機能を回復させるりハビリテーションを実施する機能【回復期】

①目標

身体機能の早期改善のための集中的なりハビリテーションを実施すること

再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理を実施すること

誤嘩性肺炎等の合令綻の予防を図ること

.
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送等の遠隔診断に基づく治療を含む。)

脳卒中評価スケールなどを用いた塘観的なネ申経学的青孚価が24時間実施可能である

適応のある"畄梗塞症例に対し、郷.完後1時間以内(発症後3時間以内)にネ且織プラス

ミノゲン・アクチベータ(t-PA)の静脈内投与による血栓溶解療法が実施可能であるこ

と

外科手術及び脳血管内手待テが必要と判断した場合には郷完後2時間以内の治療開始

が可能であること

叩及、循環、栄養等の全身管理、及て地惑測」正や深音"静ル池栓症等の合,澁に対ずる

診療が可能であること

.

.

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関俳、する診療ガイドラインに則した診療

を実施していることが求められる。

.

.

リスク管理のもとに早鈎幽立・立位、関節石頂加鯛11練、摂食・嘩下訓練、装具を用

いた早期歩行訓練、セルフケア訓練等のりハビリテーションが実施可能であること

回復期(あるい1詠能持期)の医療機関等と診療清報や治療計画を共有,、るなどして連

携していること

恒腹期(あるい1詠倒寺期)に、重度の後遺症等により自宅への週完が容易でない患

者を受け入れる医療j桓設や介護旛設等と連携し、その調整を行うこと

脳卒中疑いで救急搬送された患者について、その最終申」断を救急、隊にt青報提供する

ことが望ましい

③医療機関の例

救命救急センターを有ずる病院

脳卒中の専用病室を有司、る病院

急性期の血管内治療が実施可能な病院

脳卒中に対する急性期の専門的医療を担う病院又は有床診療所

④身体機能を回復させるりハビリテーションを実施する機能【回復期】

①目標

身体機能の早期改善のための集中的なりハビリテーションを実施すること

再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理を実施すること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則した診療

を実施していることが求められる。

とこ



再発予防の治療(抗血dす反療法、抗凝固療法等)、基礎疾患・危険因子の管理、及

て師うつ状態昊亨ひ矢嘘などの脳卒中後の様々な合併症への対応が可能であること

失語、高洲轡機能障害信己憶障害、注意障害等)、礁下障害、謝テ障害などの機能障

害の改善及びADLの向上を目的とした、理学療法、作業療法、言語聴覚療法等のりハ

ビリテーションが専門医療スタッフにより集中的に実施可能であること

合,澁の中でも、特に誤噂性肺炎の予防のために、口腔管理を実施する病院内の歯

科や歯科医療機関等を含め、多脂眺卦司で連携して対策を図ること

治療計画を共有するなどして連携していること

③医療機関の例

リハビリテーションを専門とする病院又は診療所

回復期りハビリテーショソ病棟を有司、る病院

⑤日常生活への復帰及び日常生活維持のためのりハビリテーションを実施する機能1ネ齢

期】

①目標

生活機能の維持・向上のためのりハビリテーションを実施し、在宅等への復帰及び

日常生活のホ^、を支援すること

再発予防の治療や基礎疾患、・郷貪因子の管理を実施ナること

誤嘩幽市炎等の合令綻の予防を図ること

急性期の医劉幾関及U泳倒寺期の医療機関等と診劉青報やりハビリテーションを含む

②医療機関等に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関俳、する診療ガイドラインに則した診療

を実施していることが求められる。

再発予防の治療、基礎疾患、・危険因子の管理、抑うつ状態への対応等が可能である

こと

生活機能の維持及び向上のためのりハビリテーション(訪問及ぴ通所りハビリテー

ションを含む。)が実施可能であること

合書院の中でも、特に誤成性肺炎の予防のために、口腔管理を実施ずる病院内の歯

再発予防の治療(抗血小板療法、抗凝固療法等)、基礎疾患・危険因子の管理、及び

抑うつ状態弌ずひ会畦などの脳卒中後の様々な合併症への対応が可能であること

失語、高洲畄機能障害(記園章害、注意F章害等)、嘩下障害、歩イテ障害などの機能障

害の改善及びADLの向上を目的とした、理学療法、イ乍業療法、言語聴覚療法等のりハ

ビリテーションが専門医療スタッフにより集中的に実施可能であること

科や齢斗医療機関等をAめ、多職衝占で連して刻策を図ること

介護支援専門員が、自立生活又は在牛療養を支援ずるための居宅介護サービスを調

整すること

回復期あるいは急性期の医療機関等と診療「青報やりハビリテーションをAむ治療計.

画を共有司、るなどして連携していること

③医療機関等の例

急性期の医療機関及U焦倒寺期の医療機関等と診療情報や1台療計画を共有するなどし

て連携していること

③医療機関の例

リハビリテーションを専門とする病院又は診療所

回復期りハビリテーション病棟を有司、る病院

⑤日常生活への復帰及び'日常生活の)維持のためのりハビリテーションを実施する機能

【繼寺期】

①目標

生活機能のネ倒寺・向上のためのりハビリテーションを実施し、在宅等への復帰及び

'日常生活の乞継続を支援すること

再発予防の治療や基礎疾患、・危険因子の管理を実施すること

②医療機関等に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は剛系する診療ガイドラインに則した診療

を実施していることが求められる。

再発予防の治療、基礎疾患、・危険因子の管理、抑うつ状態への対応等が可能である

こと

生活機能の維持及び向上のためのりハビリテーション(訪問及ぴ通所りハビリテー

ションを含む)が実施可能であること

介護支援専門員が、自立生活又は在宅療養を支援するための居宅介護サービスを調

整すること

回復期'あるいは急性期乞の医療機関等と、診樹青報や治療計画を共有するなどして

連携していること

③医療機関等のg11
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介護老人保剛缶設

介護保険によるりハビリテーションを行う病院又は診療所

第3 構築の具体的な手順

1 現状の把握

都道府県は、脳卒中の医療体痢」を構築するに当たって、①及び(2)に示す項目を参考に、

患者動向、医療資源及び医療連携等について、現状を擬嘘する。

さらに、(3)に示す、1丙期・医劉幾能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムビ

とに分類された指標例により、数値で客観的に現状をれ墾する。

なお、(D~(3)の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他必要に応じ

て調査をi勣nされたい。

①患者動向に関する「青報

年齢調整受療率(患者調査D

健康診断・健康診査の受診率(国民生活基礎調寛

高血圧,1生疾患患者の年齢調整外来受療率(患者調査D

総患者数及びその内訳(性・年齢階級呂1」、傷病小分類"1D、患者流入割合、流出割合

(患渚調査D

』轡梗塞、脳出血、くも膜下出血の各疾患別の新規発生患者数(初発/再発)

退院患者平均御完日数(患者調査D

患者の週1完時mRSスコア、発症1年後におけるADLの状況

在宅等生活の場に復帰した患者の御洽(患譽調劃

脳卒中を主な原因とする要介護認、定者数(要介護凱1」)

年齢調整死亡率(都道府県%リ年齢調整死亡率僕務・加工統計))

脳卒中の再発率

脳血管疾患患者の在宅死亡害"合(人口動態紺計)

(2)医療資源・1車携等に関する情報

①救急搬送

救急搬遡牛数(救急年報報告)

搬送先医側幾関

発症から受診までに要した平均時問

救急要請(覚知)から医療機関への収容までに要した平均時問(救急年報報告)

②医療機関等

ア救命救急センター、脳卒中の専用病室を有する医療機関

分護老人保健旛設

介護保険によるりハビリテーションを行う病院又は診療所

第3 構築の具体的な引貭

1 現伏の把握

都道府県は、脳卒中の医療体柳」を構築するに当たって、(1)(2)に示す項目を参考に、患者

動向、医療資游及び医寮車携等について、現伏を把握する。

さらに、(3)1こ示す、病期・医療機能ビとおよびストラクチャー・プロセス・アウトカム

ごとにる瀕された指標例により、数値で客観的に現状を把握する。

なお、 a)~(3)の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他必要に応じ

て調査を追力Πされたい。

①患者動向に関する情報

年齢調整受療率(患者調査り

健康診断・健康診査の受診率(国民生活基硲梱査)

高血圧性疾患患者の年齢絢整外来受療率(患者調商

総患者数及びその内訳(性・年齢陪噸%1」、傷病小分郷リ)、患者流入割合、流出害1洽

(患者調査D

脳梗塞、脳出血、くも膜下出血の各疾患別の新規発生患者数(初発/再発)

週完患者平均都完日数(患者調査D

患者の週浣時mRSスコア、発症1年後におけるN)しの状況

在宅等生活の場に復帰した患者の御洽(患者調査D

脳卒中を主な原因とする要介渉認定者数(要介護凱lj)

年齢調整死亡率(都道府馬1」年齢・甜睡死亡率(業務・加工繊十))

脳卒中の再発率

脳血管疾患患者の在宅死亡耆」合(人口動態統計)

(2)医療資源・1車携等に関する情報

①救急搬送

救急搬遡牛数(救急年報報告)

搬茜乍医療機関

発症から受診までに要した平均時間

救急要請(覚知)から医療機関への収容までに要した平均時間(救急年報報告)

②医療機関等

ア救命救急センター、脳卒中の専用病室を有する医療機関
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検査、画像診断、治療体痢」(人員・施設設備、夜間休日の体制)

実施可能な治療法(t-PAによる脳血栓溶解療法や血管内治療、外科治療を含む。)、

リハビリテーション

連携の状況(他の医療機関との診療1欝Rや1台療計画のす賄の状況、医寮_車携室の

稼働^、転浣前の待機日数等)

院

検査、治療体脚」(人員・施設設備)

実施可能な脳卒中の治療法、りハビリテーション

連携の状況(他の医療機関との診療情報や治療計画の共有の状況、医療連携室の

稼働伏況、入院中のケアプラン策定状況等)

ウ介護老人保健施設、介護保険によるりハビリテーションを行う郷完・診療所

連携の槻兄(他の医劉幾関との診療情報舸台療計画の共有の槻卿

介護サービスの実施吠況、介護サービス事身二斤との連携の状況

③指標による現状把握

別表2に掲げるような、病期・医療機能ビと及びストラクチャー・プロセス・アウトカ

ムごとに分類された擶票例により、ガ城の医療提供体告リの現状を客観釣に把握し、医療計

イリハビリテーシヨンを専門とする病院、回存遡りハビリテーシヨン病棟を有する病

画に記載する。その際、針城住民の健康状態やその改に寄与すると考えられるサービス

に関する指標値)点指標)、その他国が提供ずるデータ昊ぢ虫自調査データ、データの解析

等により入手可能な指梗(参考指標)に留意して、把握すること。

2 圏域の設定

①都道府県は、脳卒中の医療体制をキ蒼築するに当たって、「第2 医療体制の構築に必要

な事項」を基に、育嬬「1 現状の把捌で収集した情報を分析し、各病期に求められる

医療機能を明確にして、圏域を設定する。

(2)医療機能を明確イヒナるに当たって、ガ城によっては、医療資源の制約等によりひとつの

施設が複数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が存在しない場

合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

(3)圏域を設定するに当たっては、発症後4.5時間以内の1畄梗塞における血栓溶解療法の有

用性が確靜。されている現状に鑑みて、それらの,恩恵を住民ができる限り公平に享受できる

よう、従来の二炊医療圏にこだわらず、メディカルコントロール体告"のもと実施されてい

る搬送体罰1の状況等、地域の医療資源等の実情に応じて弾力的に設定する。

④検討を行う際には、地域医師会等の医療関俳、団体、現に脳卒中医療に従事する者、消防

検査、画像診断、治療齢4 しべ員・施設、設備、夜鳥獣日の体御D

実施可能な治療法(t十Aによる脳血栓溶解療法や血管内治療、外科治療を含む)、

リハビリテーション

連携の状況(他の医側幾関との診療情報や冶療計画の共有の状況、医療連携室の

稼働状況、轉完前の待機日数等)

リハビリテーションを専門とする病院、回復期りハビリテーション病棟を有する病

叶

検査、治療体術11 しk、員・施設設備)

実施可能な脳卒中の治療法、りハビリテーション

連携の状況(他の医療機関との診療情報や1台療計画の共有の状況、医寮車携室の

稼働伏況、入β完中のケアプラン策定状況等)

ウ介護老人保健施設、介護郷貪によるりハビリテーションを行う病院・診療所

連携の状況(他の医療機関との診療情報弌ヲ台療計画の共有の状況)

介護サービスの実施状況、介護サービス事拘フ〒との連携の状況

③キ旨標による現1財巴握

別表2に掲げるような、病期・医}寮機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカ

ムごとに分類された指標例により、台城の医療提供体制の現状を客観的に把握し、医療計

画に記載する。その際、公的耀十等により全都道府県で入手可能なキ旨標姥須指標)と、

独自調査やデータ角鞠湾により入手可能な指標(推奨指標)に留意して、把握すること。

イ

2 圏域の設定

①都道府県は、脳卒中の医療体制捲構築するに当たって、陳2 医癒機閏上三四i璽挫」

を基に、前記「1 現X大の把捌で収集した1誹Rを分析し、各病期に求められる医療機能

を明確にして、圏域を設定する。

②医療機能を明確イヒするに当たって、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつ

の施設が複数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が存在しない

場合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

③圏域を設定するに当たっては、発症後3時間以内の脳梗塞における血栓溶"礁法の有

用櫛ミ確認されている現状に鑑みて、それらの恩恵を住民ができる限り公平に享受できる

よう、従来の二次医療圏にこだわらず、メディカルコントロール体制のもと実施されてい

る搬送体制」の状況等、封城の医療資源等の実情に応じて弾力的に設定する。

④検討を行う場合は、針城医師会等の医療関俳、団体、現に脳卒中医療に従事する者、消
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機関、介護サービス事業者、住民・患者、市田畔寸等の各イ弌表が参画する。

3 連携の検討

①都道府県は、脳卒中の医療体制1を構築するに当たって、予防から救護、急性期、回復期、

維持期までネ佳紡、して医療が行われるよう、また、関係機関のイ言頼関係が醸成されるよう配

慮する。

また、医療機関、台城医師会等の関係者は、診療技術や知識の共有、診寮't静Rの共有、

連携する施設・医師等専門脂雁の清報の共有に努める。

②保幽フ〒は、「台城保健法第4条第1項の規定に基づく封包域保健刻策の推進に関する基本

的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計画の作成及び

推進における保禽ワ〒の役告11について」(平成19年7月20日付け健染よ発第0720001号厚生
裳働質健康局紗'務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施に向けて、ガ城医師会等と、

連携して医療機関相互又は医療機関と介護サービス事身祈との調整を行うなど、積極的な

役害"を果たすこと。

③医療計画には、原則として、各医療機能を担う医療機関等の名称を記載ずる。

なお、ナ也域によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関力蝮数の機能を担う

こともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療連携体佑"の中で各医療機能を担う医

療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、針城の実情に応じて記載するこ

とで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

ノ"

4 課題の抽出

都道府県は、「第2

した、1静艮や指標により托握した数値から明確となった現状について分析を行い、賀城の脳卒

中の医療体制の課題を抽出し、医療計画に記載する。

その際、現状把握に用いたストラクチャー・プロセス・アウトカム指標の闘車性も考慮し、

病期・医劉幾能によるラ瀕も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出する。

防機関、介護サービス事業者、住民・患者、市畍携の各イ弌表が参画する。

3 連携の検討

①都道府県は、脳卒中の医療体制を構築するに当たって、予防から批蓮、急住期、回復

期、維持期まで継続して医療が行われるよう、また、関係機関のイ言頼関俳、が醸成されるよ

う酉改哉する。

また、医療機関、ガ城医師会等の関係者は、診療技術矣唆畷の共有、診療「青報の共有、

連携する施設・医師等専門脂雁のt誹Rの共有に努める。

②保脚二斤は、「1也域保鷺去第4条第1項の規定に基づく台如或保健対策の推進に関する基本

、的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計画の作成及び

推進における保南祈の殺害"について」(平成19年7月20日健彩'発第0720001号健康局総

務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施に向けて、針城医師会等と連携して医療機

関相互又は医療機関と介護サービス事身フiとの調整を行うなど、積極的な役告帷果たすこ

と。

③医療計画には、原貝11として、各医療機能を担う医療機関等の名称をZe載ずる。

なお、竪城によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能を担う

こともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療L車携体制の中で各医療機能を担う医

療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、地域の実情に応じて記載ずるこ

とで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

5 数値目標

都道府県は、脳卒中の良質かつ適切な医療を提供する体帛Ⅲこっいて、事後に定量的な↓鬮攻

評価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、台城の実情に応じた目

標項目やその数値目標、目標逮戎に要する期間を設定し、医療計画に記載する。

数値目標の設定に当たっては、各才旨標の全国データ等を参考にするとともに、基本方針第

医療体制の構築に彪要な事項を踏まえ、「1 現状の柁握で収集

4 課題の抽出

都道府県は、「第2

指標により把握した数値から明確となった現状について分析を行い、地域の脳卒中の医療体

制の課題を抽出し、医療計画に記載する。

その際、現状把握に用いたストラクチャー・プロセス・アウトカムキ旨標の関連性も考慮し、

病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出する。

5 数値目標

都道府県は、脳卒中の良質かつ適切な医療を提供する体制にっいて、身髪に定量的なb嫩

評価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、1也域の実情に応じた目標

項目やその数値目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画にヨe載ずる。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国デ」夕等を参考にするとともに、基本方針第

医療機関とその連」を踏まえ、「1 現伏の把捌で収集した1誹Rや
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九に掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決するために

必、要な目標を設定することとする。

6 施策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、「4

課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を逢戎するために行う施策に

ついて、医療計画に記載する。

7 i平1西

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画の評価を行泌且織や時

期を医療計画に言己載する。この際、少なくとも施策の進捗伏況の評価については、 1年ごと

に行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現え餅巴握に用いた指標の状況について、

少なくとも6年(在宅医療その他Z、要な事項については3年)ごとに調査、分析及ひ清平価を

行い、必要があるときは、都道府県はその医療計画を変更することとする。

さらに、医療の質について客観釣な評価を行うために、症例登録等を行うことが今後彪要

である。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその邇渉状況を周知

する必要がある。このため、指標による現伏打張、目標項目、数値目標、施策やその進捗状

況、書洲体制や育肖西結果を左法する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。

Zに掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

なお、逮戎可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決するために

必要な目標を設定することとする。

6 施策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、「4 課

題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成するために行う施策にっ

いて、医療計画にヨこ載する。

7 調西

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ手阿西を行う体制を整え、医療計画の評価を行うネ月織や時

期を医療計画にZ己哉ナる。この際、少なくとも施策の進捗状況の評価については、1年ごと

に行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状把握に用いた指標の状況について、

少なくとも5年ごとに調査、分析及U帝平価を行い、必要があるときは、都道府県はその医療

計画を変更することとする。

さらに、医療の質について客観約な評価を行うために、症例登録等を行うことが今後必要

である。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやずい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況を周知

する必要がある。このため、指標による現状貌墾、目標項目、数値目標、施策やその邇歩状

況、評価体制」や言平価結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。
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心筋梗塞等の心血管疾患を発症した場合、まず急"L期には内科的・タト矛斗的1台療が行われ、同時

に再発予防や在宅復帰を目指して心血管疾患りハビリテーションが開始される。その際、自覚症

状が出現してから治療が開始されるまでの時間によって治療法や予後が大きく変わる。

また、在宅復帰後は、基礎疾患共危険因子の管理に加えて、心血管疾患患、者の急の生命予

心筋梗塞等の心血管疾患の医療体御材稗築に係る指針

後改善等に"い、加している慢性心不全の智理など、剤翫した1台療や長期の医療が必要となる。

心筋梗塞等の心血管疾患、の医療杼疋供体制を構築するに当たっては、それぞれの医療機関が相互

改

に連携しながら、多方面からネ麟売して医療を提供することが必要である。

本指鉛では、「第1 心筋梗塞等の心血管疾患の現伏」で、心血管疾患の代表的な疾患である

正

急性心筋梗塞や慢性心不全の発症・転帰がどのようなものであるのか、どのような医療が行われ

ているのかを概観し、次に「第2 医療体帋1の構築に必要な事圓でどのような医療体伶"を構築

後

すべきかを示している。

なお、平成28年6月に設置された明畄卒中、心波丙その他の循環ヨ別丙に係る診療提供体制の

在り方に関する検剖会」停生労側治'健康局)では、急EE から,慢住期を含めた、脳卒中及び心

血管疾患、に係る診療提供体制の在り方についての議論が行われている

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 構築の具体的な司司1圓に則して、台城の現炭を把
＼

握・分析し、また各病期に求められる医療機能を理解した上で、台城の実情に応じて圏域を設定

し、その圏域ごとの医療機関とさらにそれらの医療機関相互の連携の検討を行い、最終的には都

道府県全体でt平1西まで行えるようにする。

第1 心筋梗塞等の心血管疾患の現状

1 急性心筋梗塞の現炭

急性心筋梗塞は、冠動脈の閉塞等によって心筋への血流が阻害され、心筋が壊死し心1削幾

能の低下が起きる疾患であり、心電図上の所見によりST上昇型心筋梗塞と非ST上昇型心筋

梗塞に大三ljされる。

急性心筋梗塞発症直後の医療(急性期の医療)は、ST上昇型心筋梗塞と非ST上昇型心筋梗

塞で異なるところもあるが、求められる医療機能は共通するものが多いことから、本指針に

おいては一括して三己載することとする。

(D 急性心筋梗塞の疫学

創生^の医療^購築に係る撒+

心筋梗塞を発症した場合、まず急性期には内科的・外科的治療が行われ、同時に再発予防や在

宅復帰を目指して心臓りハビリテーションが開始される。その際、自覚症状が出現してから治療

が開始されるまでの時間によって治療法や予後が大きく変わる。

また、在宅復帰後は、基礎疾患弌兆険因子の管理など、ネ佳続した治療や長期の医療が必要とな

る。

急性心筋梗塞の医療提"躰制を構築するにあたっては、それぞれの医療機関が相互に連携しな

現

がら、多方面からネ佳続して医療を提供することが必要である。

本指針では、「第1 急性心筋梗塞の現次」で急性心筋梗塞の発症・転帰がどのようなものであ

るのか、どのような医療が行われているのかを概観し、次に「第2

うな医療体卸」を構築すべきかを示している。

行

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 構築の具体的な司司恒」に則して、地域の現伏を1巴握・

分析し、また各病期に求められる医療機能を理解した上で、凱城の実情に応じて圏域を設定し、

その圏域ごとの医療識関とさらにそれらの医療機関相互の連携の検討を行い、最終的には都道府

県全体で評価まで行えるようにする。

第1 急性心筋梗塞の現伏

急性心筋梗塞は、冠動脈の閉塞等によって心筋への血流力那且害され、心筋が壊死し心臓機能

の低下が起きる疾患であり、心電図上の所見によりST上昇型心筋梗塞と非ST上昇型心筋梗塞

にナ陽11される。

急性心筋梗塞発症直後の医療(急性期の医療)は、ST上昇型心筋梗塞と非ST上昇型心筋梗塞

で異なるところもあるが、求められる医療機能は共通するものが多いことから、本指針におい

ては一括してヨ巳載することとする。

医療とその連携」でどのよ

.

1
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1年間に救急車で搬送される急病の約8.6%、約30.2万人が心疾患等であず。

また、虚血性心疾患、(狭心゛主及び心筋梗塞)の織鰯.、的な医療を受けている患者数1詠り78

万人と推計される2。

さらに、年間約20万人が心疾患を原因として死亡し、死亡数全体の15.,2%を占め、死

亡1側立の第2位である。このうち、急性心筋梗塞による死亡数は心疾患死亡数全体の約

19.0%、約 3.7 万人である'。

急性心筋梗塞の救命率改善のためには、発症直後の救急要請、発症現場での心肺蘇生や

自動体外式除ホW難&(脚)等による電気的嚇m動の実施、その後の医療機関での救命処

置がヨ塾に連携して実施されることが重要である。また、急性心筋梗塞発症当日から数週

間以内に発症司、る可能性のある不整田'K、ポンプ失調、心破裂等の合,澁に対ずる処置が適

切に行われることも重要である。

'消防庁「平成部2旦自叛救急・救助の現況」(平成部部年)
.厚生労働省'「患者調査ヨ(η賊2026年)

'厚生労働省'「人口動態統計(確定鋤」(η賊器27年)
'厚生労断斗学研究嘴環器疾患等の救命率向上に資する効果的な救急蘇生法の普及啓発に関ずる研知(主仔靭究者刈U征噂κ坂杢晢_也)(平成器2旦年度)
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(2)急性心筋梗塞の医療

①予防

急性心筋梗塞の危険因子は、高血圧、脂質異常症、喫唖、糖尿病、メタボリックシン

ドローム、ストレスなどであり、発症の予防には生活習慣の改善昊弓商切な治療が重要で

ある。

②発症直後の拠萎、柵苦等

急性心筋梗塞を疑うような症状が出現した場合、本人や家族等周囲にいる者1お末やか

に救急要請を行う。

また、急性心筋梗塞発症直後に病院外で心肺停止状態となった場合、周囲にいる者や

救急救命士等による心卸鱗牲の実施及びAEDの使用により、救命率の改善が見込まれる。

住民による心姉磁能停止傷病者への応急手当1絲サ48%に実施されており.、朋Dは全、

国に推定約朝万台普及している状況であず。

③診断

問診や身体所見の診察に加えて、心電図検査、血液生化学検査、エックス線検査や心

エコー検査等の画像診断、冠動別甫告影検査(心臓カテーテル検査D等を行うことで正確な

診断力§可能になる。

特にST上昇型心筋梗塞の場合、診断と治療とを^に実施できる冠動卿彪告影検査

を、発症後速やかに実施することが重要である。

2 急性心筋梗塞の医療

①予防

急性心筋梗塞の危g貪因子は、高血圧、脂質異常症、喫煙、糖尿病、メタボリックシンド

ローム、ストレスなどであり、発症の予防には生活習慣の改善尺弓商切な治療が重要である。

②発症直後の救護、搬送等

急性心筋梗塞を疑うような症伏が出現した場合、本人弌味族等周囲にいる者1ガ末やかに

救急要請を行う。

また、急性心筋梗塞発症直後に病院外で心肺停止状態となった場合、周囲にいる者や救

急救命壮縛による心肺蘇生の実施及び胆)の使用により、救命率の改善が見込まれる。

住民による心卸試幾能停止傷病者への応急手当ば約43%に実施されており.、AEDは全国

に約33万台普及している状況である。

③診断

問診や身体所見の診察に加えて、心電図検査、血液生化学検査、X線検査や"1コー検

査等の画像診断、冠動頒弓告影検査(心臓カテーテル検査D等を行うことで正確な診卵§可能

になる。

特にST上昇型心筋梗塞の場合、診断と治療とを一体的に実施できる冠動ル府告影検査を、

発症後速やかに実施することが重要である。

1年間に救急車で搬送される急病の約9.1%、約28.1万人が心疾患等である。

また、虚血性心咳患(狭心陽圭及び心筋梗塞)の剤翫的な医療を受けている患者数1詠り81万

人と推計される。

さらに、年間約19万人が心疾患を原因として死亡し、死亡数全体の15.8%を占め、死亡

11厨立の第2位である。このうち、急性心筋梗塞による死亡数は心疾患死亡数全体の約22.5%、

約4.3万人である。

急性心筋梗塞の救命率改善のためには、発症直後の救急要請、発症現場での心肺蘇生や自

動体外三刈穿泳腫嬬(AED)等による電気的嚇W動の実施、その後の医療機関での救命処置が迅

速に連携して実施される二とが重要である。また、急性心筋梗塞発症当日から数週間以内に

発症する可能性のある不整序k、ポンプ失調、心破裂等の合,綻に対する処置が適切に行われ

ることも重要である。



非ST上昇型心筋梗塞では碧商な薬物療法を行いつつ必要に応じて早期に冠動川俺告影

を行う。

また、診断の過程において、71墜陟R、ポンプ失調、心破系曄の生命予後に関わる合併

症について確認、することも重要である。

④急性期の治療

急性心筋梗塞の急住期には、循環管理、叩及管理等の全身管理とともに、ST上昇型心

筋梗塞、非ST上昇型心筋梗塞等の個々の病態に応じた治療が行われる。

また、心臓の負荷を軽減させるために苦痛と不安の除去も行われる。

ア ST上昇型心筋梗塞の治療は、血栓溶解療法や冠動卿備告影検査及びそれに続く経皮的

冠動脈インターベンション(PCD により、阻害された心筋への血流を再疎通させる

療法が主体であり、発症から血行再建までの瑚占が短いほど有効性が高い。また、合

台綻等によっては冠勳脈バイパス術(C朋G)等の外科的治療が第一選択となることも

ある。

イ非ST上昇型心筋梗塞の急性期の治療は、薬物台療に加えて、必要に応じて早期に

亮勵卸再告影検査を行い、迎古IU古じてPCI、 CABG を行う。

⑤心血管疾患りハビリテーション

心筋梗塞患者に対する心血管疾患、りハビリテーションは、合令澁や再発の予防、早期

の在宅復帰及併士会復帰を目的に、発症した日から患者の状態に応じ、運動療法、食事

療法、患者教育等を実施ナる。

また、トレッドミノレや自転車エルゴメーターを用いて運動剛容能を評価した上で、運

動処方を作成し、徐々に負荷を掛けることで不整舮kやポンプ失調等の合台粧を防ぎつ

つ、身体的、精神・心理的、圭絵的に最も適切な状態に改善することを目的とする多面

的・包括的空りハビリテーションを多賠雁(医師・看護師・薬斉1伯而

士等)のチームにより実施する。

喪失機能(心機能)の回復だけではなく再発予防、りスク管理などの多要素の改善に焦

点があてられている点が、脳卒中等のりハビリテーションとは異なる。

⑥急性期以後の医療

急性期を脱した後は、71^1"'k、ポンプ失調等の治療やそれらの合併症予防、再発予防、

心血管疾患りハビリテーション、基礎疾患共危険因子(高血圧、脂質異常症、喫煙、糖

非ST上昇型心筋梗塞では至適な梨吻療法を行いつつ必要に応じて早期に冠動ル備告影を

行う。

また、診断の過程において、不整砂"R、ポンプ失調、心破裂等の生命予後に関わる合台澁

について確認、することも重要である。

④急性期の治療

急性心筋梗塞の急性期には、循環管理、叩及管理等の全身管理とともに、ST上昇型心筋

梗塞、非ST上昇型心筋梗塞等の個々の病態に応じた治療が行われる。

また、心臓の負荷を軽減させるために苦痛と不安の除去も行われる。

① ST上昇型心筋梗塞の治療は、血栓溶解療法や冠動卿砧告影検査及ぴそれに続く経皮的冠

動11既3櫛1々テ(PCDにより、阻害された心筋への血流を再疎通させる療法が主体である。

特に発症から血行再建までの時問が短いほど有亥力性が高く、発症後1時間以内に治療を

尿病等)の管理が、退浣後も含めてネ佳続的に行われる。

また>患者の周囲にいる者に刻する再発時における適切な対応についての教育等も重

要である。

等の外科的1台療が第7}巽択となることもある。

②非ST上昇型心筋梗塞の急性期の治療は、薬物冶療に加えて、必、要に応じて早期に冠

動ル備告影検査を行い、適応に応じてPCI、 CABGを行う。

(5)心臓りハビリテーション

心臓りハビリテーションは、合イ并症や再発の予防、早期の在宅復帰及併士会復帰を目的

に、発症した日から患者の状態に応じ、運動療法、食事療法等を実施する。

開始した場合に最も死亡率が低い.。また、合令綻等によってはえ鋤脈バイパス術(C朋G)

養士・理学療法
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また、トレッドミルや自転車エルゴメーターを用いて運動而熔能を書引西した上で、運動

処方を作成し、徐々に負荷を掛けることで不整舮氏やポンプ失調等の合併症を防ぎつつ、身

体的、精神・心理的、社会的に最も適切な状態に改善することを目的とする包キ舌的あるい

は多要素りハビリテーションを実施ずる。

喪失機能(心機能)の回復だけではなく再発予防、りスク管理などの多要素の改善に焦点

があてられている点が、脳卒中等のりハビリテーションとは異なる。

⑥急性期以後の医療

急性期を脱した後は、不整田、R、ポンプ失調等の治療やそれらの合併症予防、再発予防、

心臓りハビリテーション、基礎疾患共危険因子(高血圧、脂質異常症、喫煙、糖尿病等)の

ネ佳綏釣な管理が行われる。

また>患者の周囲にいる者に対する再発時における適切な対応についての教育等も重要

である。



フ

2 '慢1生心不全の現状

'慢性心不全は、慢性の心脚章害により心臓のポンフ1幾能が低下し、肺、

系のうっ血や、ネ且織の低港流を来たし日常生活に障害を生じた状態であり、労作時呼吸困難、

息、切れ、四肢浮腫、全身倦怠感、尿圖氏下等、様々な症状をきたす。

'慢性心不全における心筋障害の原因疾患としては、高血圧、虚血性心疾患、心1蔵弁'膜症、

心筋症等がある。

①慢性心不全の学

心不全の継紡釣な医療を受けている患者数1詠り30万人と推計される'。また、心不全に

よる死亡数は心疾患死亡数全体の約36.6%、約7.2万人である'。

慢性心不全患、者は、心不全増悪による再入J完を繰り返しながら、身体機能が副ヒナるこ

とが特徴であり、慢性心不全患者の再入β完率改善のためにほ、薬物寮法、運剰療法、患者

教育等を含む多面的な介入を、入院中から遍浣後まで刑翫して行うことが重要である。

(2)慢性心不全の医療

①診断

問診や身体所見の診察に加えて、心電図検査、血液生化

エコー検査等の画像診断を行うことで正確な診断が可能になる同時に、心Jド全原因疾

患の矛畔西も重要であり、必要に応じて心臓カテーテル検査等を行う。

心不全は、高血圧弌唱鼻質的心血管疾患を有するが、心不全症状のない心不全りスク状

緜または両

態から、心不剣走状を有する症候性心不全へと進イ予ずるため

が重要である。

②慢性心不全の治療

慢性心不全患者の症状およてド重症度に応じた薬吻療法昊揮駁療法が行われる。また、

重症度や合台綻等によっては、両室ペーシングによる心゛蔵再同期掬去(CRr)弌痢苗込み

型嚇田鵬&(1Φ)による治療力垳われることもある。

心不全増悪時には、症状に対する治療に加えて、心不全の増悪要因に対する介入も重

要である。心不全による症伏が、急性に出現・馴ヒする急性増悪の状態では、循

叩及管理等の全身管理も必要となる。

③心不全増悪予防

6

心不全の増悪要因には、虚血性心疾患等の心不全原因疾患の再発・割ヒ、感染症や不

生労

厚生労働省'「人口動^ヨ十(確定数)」(斗城27嗣

査、エックス線検査や心

「患 、 26年)

多断による早期介入

目
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整舮kの合イ并等の医学的要因に加えて、塩分、・水分佑"限の不徹底や"艮薬中断等の患者要因、

キヒ会的支援の慰口等の村会的要因といった多面的な要因が含まれている

LJド

めるための患老教育、カウンセリング等の多面的な介入を、多職種(医師・看護師・薬

剤師・栄養士・理岸療法士等)によるチームで行うことが重要である。

④心血管疾患、りハビリテーション

悪予防には、ガイドラインに沿った薬物療法・j軍動療法、自己智理能力を高

慢性心不全患者に対する心血管疾患りハビリテーションでは、自覚症状弌弓軍動而水容能

の改善及び心不王悪や再入院の防止を目的に、運動療法、患者教育、カウンセリンク

等を含む、多職種による多面的・包括的なりハビリテーションを、患者の状態に応じて

実施する。

また、心不全増悪や再入院の防止には、心不全噌悪による入,完中より心血管疾患、りハ

第2

1

ビリテーションを開始し、運完後も継紗、することが重要である。

医療体脚」の構築に必要な事項

目指すべき方向

"嬬「第1 心筋梗塞等の心血管疾患の現炭」を踏まえ、個々の医療機能、それを満たす

医療機関さらにそれら医療機関相互の連携により、医療が織附.、して実施される体制1を構築す

る。

①発症後、速やかな救命処置の実施と搬送が可能な体制

①周囲の者による速やかな救急要請及び心肺蘇生法の実施

②専門的な診療が可能な医療機関への逃東な搬送

②発症後、速やかな専門的診療が可能な体制}

①医劉幾関到着後30分以内の専門的な治療の開始

(3)合イ并症予防や在宅復帰を目的とした心血管疾患りハビリテーションが可能な体制

①合台澁や再発の予防、在宅復帰のための心血管疾患りハビリテーションの実施

②運動而熔能などに基づいた運動処方により合書"圭を防ぎっつ、運動療法のみならず多

面的・包括的盆りハビリテーションを実施

④在宅瞭養が可能な体帋11

①合台綻や再発を予防するための治療、基礎疾患昊兆険因子の管理の実施

②再発予防のための定期的専門的検査の実施

2 各医療機能と連携

"嬬「1 目指すべき方向」を踏まえ、心筋梗塞等の心血管疾患、の医療体伶"に求められる

第2

1

医療懐^

目指すべき方向

育嬬「第1 急性心筋梗塞の現状」を踏まえ、個々の医療機能、それを満たす医療機関さ

らにそれら医療機勵口互の連携により、医療が絽狩、して実施される体制を構築する。

①発症後、速やかな救命処置の実施と搬送が可能な体告11

①周囲の者による速やかな救急要請及び心肺蘇生法の実施

②専門的な診療が可能な医療機関への迅速な搬送

②発症後、速やかな専門的診療が可能な体帋1

①医療機関至ι着後30分以内の専門的な治療の開始

③合,綻予防や在宅復帰を目的とした心臓りハビリテーションが可能な体惰11

①合併症や再発の予防、在宅復帰のための心臓りハビリテーションの実施

②運動耐容能などに基づいた運動処方により合イ并症を防ぎつつ、運動療法のみならず包

括的あるいは多要素りハビリテーションを実施

④ 在宅療養が可能な体制

合台綻や再発を予防するための治療、基礎疾患弌兆険因子の管理の実施

再発予防のための定期的専門的検査の実施

2 各医療機能と連携

ぢ嬬「1 目指すべき方向」を踏まえ、急性心筋梗塞の医療体市11に求められる医療機能を
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医療機能を下記①から(5)1こ示す。

都道府県は、各医療機能の内容姻標、医療機関等に求められる事項等)について、ガ城

の実情に応じて柔軟に設定する。

①発症予防の機能 1予防】

①目標

心筋梗塞等の心血管疾患の発症を予防すること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係、する診療ガイドラインに則した診療

を実施していることが求められる。

高血圧、脂質異常症、喫煙、糖尿病等の危険因子の管理が可能であること

杓棚症状出現時における対応について、本人及て陽叢等患者の周囲にいる者に対ず

る教育、啓発を実施ずること

わ瑚症状出現時に、急性期医療を担う医療機関への受診釧奨について指示すること

②応急手当・病院育尿敗護の機能【救護】

①目標

心筋梗塞等の心血管疾患、の疑われる患者が、できるだけ早期に専門的な診療が可能

な医療機関に勇噌できること

②関俳、者に求められる事項

(家族等周囲にいる者)

発症後速やかに救急要請を行うこと

心卿鴻止が疑われる者に対して、脚の使用を含めた救急蕪生法等適切な処置を

実施ナること

(救急救命士を含む救急隊員)

ガ城メディカルコントロール協^によるプロトコール(活動基準)に則し、薬

剤投与等の特定イテ為を含めた救急蘇生法等適切な観察・判断・処置を実施ずること

急性期医療を担う医療機関へ速やかに搬送すること

③救急医療の機能【急イ!棚1

①目標

患者の郷完後速やかに桐朔治療を開力台ずるとともに、30分以内に専門的な治療を開

始すること

合併症や再発の予防、在宅復帰のための心血管疾患、りハビリテーションを実施する
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下記①から(5)に力÷ず。

都道府県は、各医療機能の内容帽標、医療機関等に求められる事項等)について、ガ城の

実清に応じて柔軟に設定ずる。

①発症予防の機能【予防】

①目標

急性心筋梗塞の発症を予防すること

②医掬幾関に求められる寡頁

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則した診療

を実施していることが求められる。

高血圧、脂質異常症、喫煙、糖尿病等の危険因子の管理が可能であること

初期症状出現時における対応について、本人及ひ沫族等患者の周囲にいる者に文け

る教育、啓発を実施すること

初期症伏出現島こ、急住期医療を担う医療機関への受診勧奨について指示すること

②応急手当・郷完前救護の機能【救護】

①目標

急性心筋梗塞の疑われる患、者が、できるだけ早期に専門的な診療が可能な医療機関

再発予防の定期的専門的検査を実施すること

に至堵できること

②関係者に求められる事項

(家族等周囲にいる者)

発症後速やかに救急、要請を行うこと

心肺停止が疑われる者に対して、胆)の使用を含めた救急蕪生法等適切な処置を実

施すること

(救急救命士を含む救急隊員)

ガ城メディカルコントロール協^によるプロトコーノレ(活動基準)に則し、,繊11投

与等の特劇テ為を含めた救急蘇生法等適切な観察・判断・処置を実施すること

急性期医療を担う医療機関へ速やかに搬送すること

③救急医療の機能【急性期】

①目標

患者の来時糸速やかに初期治療を開始するとともに、30分以内に専門的な治療を開

始すること

合台綻や再発の予防、在宅復帰のための心臓りハビリテーションを実施すること

再発予防の定抄勤専門的検査を実施ナることとこ



②医側幾関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則した診療

を実施していることが求められる。

心電図検査、血液生化判余査、心臓超音波検査、エックス線検査、町検査、心鳰蔵力

テーテル検査、樹戒的補助循環装置等必要な検査及て典置が24時間対応可能である

こと

心筋梗塞等の心血管疾患が疑われる患者について、専門的な診療を行う医師等が24

時間対応可能であること

ST上昇型心筋梗塞の場合、冠動別玲告影検査および適応があればPC1を行い、郷完後.

90分以内の亮勵脈再瑛重が可能であること

. 叩及管理、広痛管理等の全身管理や、ポンプ失調、心羽姪携の合,綻治療が可能で

あること

冠動脈バイパス術等の外科的1台療が可盲駅1紗卜科的治療が可能な施設との連」.

電気的嚇畷1、機械的補助循環装置、緊急ぺ'シングへの対応が可能であること

運動祠容能などに基づいた運動処方により合イ并症を防ぎつつ、運重嬪法のみならず

を面的二包括的盆りハビリテーションを実施可能であること

抑うつ状態等の対応が可能であること

回復期(あるいは在宅医療)の医側幾関と診療情報や1台療計画を共有する等して連携

していること、またその一環として再発予防の定期的専門的検査を実施ずること

③医療機関の例

救命救急センターを有する病院

がとれていること

①目標

再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理を実施すること

合ヲ綻や再発の予防、在宅復帰のための心臓りハビリテーションを入β完又1才i臣院に

より実施すること

在宅等生活の場への復帰を支援すること

患者に対し、再発予防などに関し必要な知識を教えること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則した診療
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④心血管疾患りハビリテーションを実施する機能【回復期】

心臓内科系集中治療室(瞭IL等を有司、る病院
.

②医療機関に求められる事項

次に掲け'る事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則した診療

を実施していることが求められる。

心電図検査、血液生イヒ学検査、心1蔵超音波検査、茎線検査、C「検査、心臓カテーテ

ル検査、樹戒的補助循環装置等必要な検査およて迦置が24時間対応可能であること

心筋梗塞等の心血管疾患に対する急性期医療を担う病院又は有床診療所

① 目標

再発予防の治療や基礎疾患・危「貪因子の管理を実施ずること

合併症や再発の予防、在宅復帰のための心血管疾患りハビリテーションを入院又は.

通院により実施すること

在宅等生活の場への復帰を支援すること

患者に対し、再発予防な'どに関し必要な知識を教えること

医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則した診療

②

.

. 急性心筋梗塞が疑われる患者について、専門的な診療を行う医師等が24時間対応

可能であること

ST上昇型心筋梗塞の場合、90分以内に冠動"甫告影検査および適応があればPC1の.

開始が可能であること

叩及管理、疹痛管理等の全身管理や、ポンプ失調、心破裂等の合台継治療が可能で

あること

冠動脈バイパス術等の外科的治療が可能であることが望ましい

.

.

. 電気的除細動、機械的補助循環装置、緊急パーシングへの対応が可能であること

運動而熔能などに基づいた運動処方により合併症を防ぎつつ、運動療法のみならず

包キ舌的あるいは多要素りハビリテーションを実施可能であること

.

. 抑うつ状態等の対応が可能であること

回復期(あるいは在宅医療)の医剛幾関と診療1青報や治療計画を共有する等して連携

していること、またその一環として再発予防の定期的専門的検査を実施すること

医療機関の例

救命救急センターを有する病院

(刃〔1等を有する病院

急性心筋梗塞に対ずる急性期医療を担う病院又は有床診卿斤

.

③
.

.

④身体機能を回復させる心臓りハビリテーションを実施する機能【回復期】

.



を実施していることが求められる。

再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理、抑うつ状態等の対応等が可能である

こと

心電図検査、電気的際睡埒急性増悪時の対応が可能であること

合併症併発時や再発時に緊急、の内科的・外科的1台療が可能な医療機関と連携してい

ること

運動而熔能を手畔西の上で、運動療法、食事療法、患者教育等の心血管疾患、りハビリ

テーションが実施可能であること

心筋梗塞等の心血管疾患、の再発や重症フド整助、Rなどの発生時における対応法にっい

て、患者及ひ沫族への教育を行っていること

急性甥の医側幾関及び二次予防の医療機関と診割青報舸台療計画を共有する等して

連携していること

③医療機関の例

内科及びりハビリテーション科を有する病院又は診療戸斤

⑤再発予防の機能 1再発予防】

①目標

再発予防の治療や基礎疾患・郷貪因子の管理を実施ずること

在宅療養を織既できるよう支援すること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則した診療

を実施していることが求められる。

再発予防のための治療や基礎疾患、・危険因子の管理、抑うつ状態への対応が可能で

あること

緊急時の除キ睡埒急性増悪時への対応が可能であること

合併症併発時や再発時に緊急の内科的・外科的治療が可能な医療機関と連携してい

ること

急性期の医療機関矣扮誰保険サービス事拘祈等と再発予防の定期的専門的検査、合

併症併発時や再発時の対応を含めた診療t静艮や1台療計画を共有ずる等して連携して

いること

在宅でのりハビリ、再発予防のための管理を医療機関と訪鳥曙護ステーション・か

かりつけ薬郵伯而・薬局が連携し実施出来ること

を実施していることが求められる。

再発予防の治療や基礎疾患、・危険因子の管理、抑うっ状態等の対応等が可能である

こと

心電図検査、電気的除細動等急性増悪時の対応が可能であること

合,綻併発E寺や再発時に緊急の内科的・外科的1台療が可能な医療機関と連携してい

ること

運動而熔能を評価の上で、運動療法、食事療法等の心臓りハビリテーションが実施

可能であること

急性心筋梗塞の再発や動主不整助、kなどの発生時における対応法にっいて、患者及び

③ 医療機関の例

病院又ι才診療戸斤

.家族への教育を行っていること

急住期の医療機関及び二炊予防の医側幾関と診療情報や1台療計画を共有する等して

連携していること

③医療機関の例

内科及びりハビリテーション科を有する病院又は診療所

⑤再発予防の機能【再発予防】

①目標

再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理を実施すること

在宅瞭養を継続できるよう支援すること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は凱系tる診療ガイドラインに則した診療

を実施していることが求められる。

再発予防のための治療や基礎疾患・危険因子の管理、抑うつ状態への対応が可能で

あること

緊急時の除ネ鬮惇急性増悪時への対応が可能であること

合併症,焼時や再発時に緊急の内科的・外科的治療が可能な医療機関と連携してい

ること

急性期の医療機関や介護保険サービス事芽折等と再発予防の定期的専門的検査、合

台能併発時や再発時の対応を含めた診療情報や1台療計画を共有する等して連携して

いること

在宅でのりハビリ、再発予防のための管理を医療機関と訪ル曙護スデーション・薬

局が連携し実施出来ること

③医療機関の例

病院又1士診療所
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第3

1

構築の具備勺な手順

現状の乳墾

都道府県は、心筋梗塞等の心血管疾患の医療体脚1を構築するに当たって、①及び(2)に示

す項目を参考に、患者動向、医療資源及び医療連携等について、現伏を把握ずる。

さらに、(3)に示す、病期・医側幾能ビと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムご

とに分類された擶票例により、数イ直で客観的に現状を把握する。

なお、①~③の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他必要に応じ

て調査を追力口されたい。

①患者動向に関する清報

年齢調整受療率(患者調査D

健康診断・健康診査の受診率(国民生活基礎調査り

高血圧'性疾患患者、脂質異常症患者、糖尿病患者の年齢調整外来受療率(患者調査D、

喫煙率(国民生活基礎調査)

総患者数及てドその内訳(性・年齢階級牙1」、傷病小分類三1」)>患者流入割合、流出割合

咽者調寛

運完患者平均御完日数(患者調査D

在宅等生活の場に復帰した患者の御洽(患者調査D

年齢調整死亡率(都道府県三リ年齢調整死亡率僕務・加工統ヨ十))

(2)医療資源・1車携等に関する情報

①救急搬送

救急搬遡牛数(直接搬送御洽、轉劉般送害"合)

搬巡乞医療機関

発症から受診までに要した平均時問

救急要請(覚知)から医側幾関への収容までに要した平均時間

医療機関収容までに心停止していた患者の害恰

心知牌止が疑われる者に対して現場に居合わせた者により救急蘇生法を実施した割

第3

1

構築の具体的な判貭

現伏の托握

都道府県は、急性心筋梗塞の医療体制を構築するに当たって、a)(2)に示す項目を参考に、

心"幣止を目撃してから除ネW動(AED)までの時問

②医療機関等

ア救命救急センター、CC【J等を有する病院

検査、治療騎11 い、員・施設設備、夜ル獣日の体制)

実施可能な治療法、りハビリテーション

患者動向、医療資源及び医寮車携等について、現状を把握する。

さらに、(3)1こ示す、病期・医療機能ビとおよびストラクチャー・プロセス・アウトカム

ごとに分類された指標例により、数値で客観的に現状を把握する。

なお、①~③の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他心要に応じ

て調査をi助Uされたい。

①患者動向に関する情報

年齢調整受療率(患者調査D

健康診断・健康診査の受診率(国民生活基礎調査り

高血旺性疾患患者、脂質異常症患者、糖尿病患者の年齢調整外来受療率(患者・調査D、

喫煙率個民生活基礎調査)

総患者数及てドその内訳(性・年齢階級ヨ11、傷病小ラ)^り)、患者h羌入害!洽、流出害1洽

(患者調査シ

運完患者平均御完日数(患者調査D

在宅等生活の場に復帰した患、者の害洽(患者調査D

年歯耀整死亡率(都道府馬1」年齢調整死亡率僕務・加工紺計))

(2)医療資源・連携等に関する情報

①救急搬送

救急搬遡牛数(直接搬送御洽、轉.割般送害1洽)

搬送先医療機関

発症から受診までに要した平均時間

救急要請(覚知)から医療機関への収容までに要した平均時間

医療機関収容までに心停止していた患者の御洽

心肺停止が疑われる者に対して現場に居合わせた者により救急蘇生法を実施した割

心肺停止を目撃してから嚇R動仏即)までの時間

②医療機関等

ア救命救急センター、ⅨU等を有する病院

検査、治療体制」(人員・施設設備、夜間休日の体制)

実施可能な治療法、りハビリテーション
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急性心筋梗塞患者来院後、血栓溶ゑ¥療法または心臓カテーテル検査を開★台ずるま

でに要する時間

急性心筋梗塞患者郷完後90分以内に再醐臣できた害恰

連携の状況(他の医療機関との診療t静Eや1台療計画の共有の状況、医寮吏携室の

稼働伏況等)

回復期のりハビリテーションを行う病院・診療戸万

検査、治療体椒」(人員・施設設備)

実施可能な心筋梗塞等の心血管疾患の1台療法、りハビリテーション

イ

連携の城兄(他の医療機関との診療情報や治療計画の共有の槻兄、医療連携室の

稼働伏況等)

③キ旨標による現X犬IE握

別表3に掲げるような、病期・医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカ

ムビとに分類された擶票例により、負城の医療提供体御」の現炭を客棚的に把握し、医療計

画に記載する。その際、地域住民の健康状態やその改善に寄与すると考えられるサービス

に関する指標値点指標)、その他国が提供するデータ舸虫自調査データ、データの解析

等により入手可能な指標(参考指棚に留意して、把握すること。

2 圏域の設定

①都道府県は、心筋梗塞等の心血管疾患の医療体告11を構築するに当たって、「第2 医療

体制の構築に必要な事項」を基に、"嬬「1 現状の如握」で収集した情報を分析し、各

病期に求められる医療機能を明確にして、圏域を設定ずる。

②医療機能を明鬮ヒ寺るに当たって、針城によっては、医療資源の制約等によりひとっの

施設が複数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が存在しない場

合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

③圏域を設定するに当たって、心筋梗塞等の心血管疾患は、自覚症状が出現してから治療

が開始されるまでの時間によって予後が大きく変わることを勘案し、住民ができる限り公

平に医療を享受できるよう、従来の二次医療圏にこだわらず、メディカノレコントローノレ体

制のもと実施されている搬送嚇ljの状況等、ガ城の医療資源等の実情に応じて弾力的に設

定する。

(4)検討を行う際には、慨城嘩市会等の医療関係団体、現に心筋梗塞等の心血管疾患、の診療

医療機関とその

患者郷完後、血栓溶解療法または心臓カテーテル検査を開★合ずるまでに要する時

間併部完後90分以内に治療を開始できた割合)

連携の状況(他の医療機関との診療1欝E共オ台療計画の共有の状況、医療連携室の

稼働状況等)

イ回復期のりハビリテーションを行う病院・診療可i

検査、治療体帋11(人員・施設設備)

実施可能な猛些堂筋樫_塞の治療法、りハビリテーシ"ン

連携の状況(他の医療機関との診療情報や1台療計画の共有の状況、医宗_車携室の

稼働伏況等)

③指標による現状托握

別表3に掲げるような、病期・医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカ

ムごとに分類された指標例により、盤城の医療提供体伶11の現状を箸類釣に把握し、医療計

画に記載する。その際、公的統計等により全都道府県で入手可能なキ旨標(必須指標)と、

独自調査やデータ"鞠博により入手可能な指標(推奨指標)に留意して、把握すること。

に従事する者、消防機関、住民・患者、市畊携の各イ弌表が参画する。

3 連携の検討

r

2 圏域の設定

①都道府県は、急性心筋梗塞の医療体制を構築するに当たって、「第2

連携」を基に、ぢ嬬「1 現状の把捜で収集したt静&を分析し、各病期に求められる医

療機能を明確にして、圏域を設定する。

(2)医療機能を明確イヒずるに当たって、台城によっては、医療資源の制約等によりひとつ

の施設が複数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が存在しない

場合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

③圏域を設定するに当たって、急性心筋梗塞は、自覚症状が出現してから治療が開始さ

れるまでの時間によって予後が大きく変わることを勘案し、住民ができる限り公平に医療

を享受できるよう、従来の二次医療圏にこだわらず、メディカノレニントローノレ体制のもと

実施されている搬送体制1の状1兄等、針城の医療資源等の実情に応じて弾力的に設定する。

④検討を行う場合は、針城医師会等の医療関係団体、現に急性心筋梗塞の診療に従事す

る者、消防機関、住民・患者、市畊携の名イ弌表が参画する。
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(1)都道府県は、心筋梗塞等の心血管疾患の医療体帛11を構築するに当たって、予防から救護、

急セ瑚、回復期、再発予防まで継紗、して医療が行われるよう、また、関係機関のイ言頼関係

が醸成されるよう酉藹、する。

また、医療機関、消防機関、針城医師会等の関俳、者は、診療技術や知識の共有、診療情

報の共有、連携する医療機関・医師等専門脂雁の情報の共有に努める。

(2)保廊7斤は、「凱城保健法第4条第1項の規定に基づくガ城保健対策の描隹に関する基本

的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医寮計画の作成及び

推進における保健所の役害11について」(平成19年7月20日付け健総発第0720001号厚生

労側浩'健康局総務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施に向けて、ガ城医師会等と

連携して医療機関相互の調整を行うなど、積極的な役害1を果たすこと。

③医療計画には、原則として、各医療機能を担う医療機関等の名称を記載する。

なお、台城によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能を担う

こともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療連携体帋"の中で各医療機能を担う医

療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、台城の実情に応じて記載するこ

とで差し支えないが、住民に分かりやずい周知に努めるものとする。

4 課題の抽出

都道府県は、「第2

した1静Rやキ旨標により把握した数値から明確となった現状について分析を行い、地域の心筋

梗塞等の心血管疾患、の医療体制の課題を抽出し、医療計画に記載ずる。

その際、現状分析に用いたストラクチャー・プロセス・アウトカム指標の関連性も考慮し、

病期・医療機能によるろ瀕も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出する。

5

医療体制の構に彪要な享項を踏まえ、「1 現伏の引丑圍で収集

数値目標

都道府県は、心筋梗塞等の心血管疾患、の良質力yつ適切な医療を提供する体柳」にっいて、事

a)都道府県は、急性心筋梗塞の医療体制を構築するに当たって、予防から救護、急性期、

回復期、再発予防までホ佳紗、して医療が行われるよう、また、関係機関OX言頼関係が醸成さ

れるよう酉改急ずる。

また、医療機関、消防機関、針城医師会等の関係者は、診療技術や会戯の共有、診療情

報の共有、連携する医療機関・医奇欝専門脂雁の情報の共有に努める。

②保禽二斤は、「賀"域保膳去第4条第1項の規定に基づく地域保健対策の推進に関する基本

的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計画の作成及び

推進における保卸7斤の役害"について」(平成19年7月20日付け健総発第0720001号健康

局総秒課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施に向けて、地域医師会等と連携して医

療機関相互の調整を行うなど、積極的な役害4を果たすこと。

③医療計画には、原則として、各医療機能を担う医療機関等の名称を記載ずる。

なお、ガ城によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能を担う

こともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療連携体制の中で各医療機能を担う医

療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、"城の実情に応じて記載するこ

とで差し支えないが、住民に分かりやナい周知に努めるものとする。

後に定量的な↓陣婦平価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、賀城

の実清に応じた目標項目やその数値目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画に記載

する。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本方針第

九に掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決するために

必要な目標を設定することとする。

4 課題の抽出

都道府県は、「第2

指標によりれ墾した数値から明確となった現状について分析を行い、"城の急性心筋梗塞の

医療体告"の課題を抽出し、医療計画に記載ずる。

その際、現状分析に用いたストラクチャー・プロセス・アウトカム指も雫の関連性も考慮し、

病期・医劉幾能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ビとに課題を抽出する。

5

医療機関とその連携」を踏まえ、「1 現吠の把握」で収集した情報や

数値目標

都道府県は、急性心筋梗塞の良質かつ適切な医療を提供する体制について、事後に定量的

な比較<喜肖西を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、翅戴の実情に応じ

た目標項目やその数値目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画に記載する。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本方針第

ヱに掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決するために

必要な目標を設定することとする。
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6 施策

数値目標の迦戎には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、「4

課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成するために行う施策に

ついて、医療計画にヨe載ずる。

フヨ平価

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ手師を行う体制を整え、医療計画の評価を行辧旦織や時

期を医療計画に記載ナる。この際、少なくとも施策の進捗状況の書陥については、 1年ごと

に行うことが望ましい。また、数値目標の達成伏況、現状ゑ墾に用いた指標の状況について、

少なくとも6年(在宅医療その他必要な事項については3年)ごとに調査、分析及び評価を

行い、必要があるときは、都道府県はその医療計画を変更することとする。

さらに、医療の質について客観的な評価を行うために、症例登録等を行うことが今後必腰

である。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやずい形で医療計画を左法し、医療計画やその進捗状況を周知

する必要がある。このため、指標による現伏お墾、目標項目、数値目標、施策やその進捗状

況、三判西体制や亭阿西結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。

6 施策
,

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、「4 課

題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成するために行う施策につ

いて、医療計画にヨ三載する。

7 調西

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。.都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画のi平f西を行泌g織＼、時

期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策の進捗状況の評価については、1年ごと

に行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状把握に用いた指標の状況について、

少なくとも5年ごとに調査、分析及ひ言干価を行い、必要があるときは、都道府県はその医療

計画を変更することとする。

さらに、医療の質について箸顎的な評価を行うために、症例登録等を行うことが今後必、要

である。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやずい形で医療計画を左法し、医療計画やその進捗状況を周知

する必要がある。このため、指標による現状把握、目標項目、数値目標、施策やその進捗状

況、i乎f西体制やヨ平価結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。
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糖尿病は、様々な遺伝素因に種々の環境因子が作用して発症する。糖尿病が疑われる場合には

食事療法・運動療法、生活習慣改善に向けての患者教育等が行われ、さら1こ糖尿病と診断された

場合には薬物療法まで含めた治療力垳われる。

また、糖尿病1湖畄卒中、急性心筋梗塞割也疾患の危険因子となる慢性疾患、であり、患者は多種

多様な合併症により日常生活に支障を来たすことが多い。

予防・治療には、患者自身による生活習慣の自己管理に加えて、内科、眼科、小児矛斗、産矛斗、

歯手斗等の各診療科が、糖尿病の知識を有する管理栄養士、薬却伯市、保榔市、看護斯欝の専門職種

と連携して実施する医療サービスが必要となる。

さらに、一人の糖尿病患者には生涯を通じての治勢佳続が必要となるため、これらの医療サー

糖尿病の医療体糊購築に係る指針

改 正

ビスが連携し、ネ佳続して実施されることが重要である。

本指針では、「第1 糖尿病の現伏」で糖尿病の発症・朝吊がどのようなものであるのか、ど

のような医療が行われているのかを概観し、次に「第2 医療体削の構築に必要な事項」でどの

後

ような医療体痢」を構築すべきかを示している。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 オ蒜築の具体的な哥り1圓に則して、針城の現伏を把

握・分析し、また各医療機能を理解した上で、ガ城の実情に応じて圏域を設定し、その圏域ごと

の医療機関とさらにそれらの医療機関相互の連携の検討を行い、最終的には都道府県全体で三平価

まで行えるようにする。

第1 糖尿病の現伏

糖尿病は、インスリン作用の不足による倒生の高血糖状態を主な特徴とする代謝疾患群であ

る。

糖尿病は、インスリンを合成・分泌する細胞の破壊・消失によるインスリン作用不足を主要

因とする1型糖尿病と、インスリン分泥低下・1鰯[性等をきたす遺伝因子に、過食、運動不足、

肥満などの環境因子及ひ力噛制功nわり発症する2型糖尿病に大三11される。

インスリン作用不足により高血糖がおこると、口渇、多飲、多尿、体重減少等の症状がみら

れ、その持続により合令綻を発症する。糖尿病合,綻には、著しい高血糖によって起こる急性

合イ并症と、長年にわたる慢性の高血糖の結果起こる慢性合,澁がある。

①急性合台綻には、ケトアシドーシスや高血糖高浸遡王昏睡といった糖尿病昏睡等がある。

②'慢性合台綻は、全身のあらゆる臓器に起こるが、特にネ冊」、血管症に分類される糖尿病網膜

糖尿病は、様々な遺伝素因に種々の環境因子が作用して発症する。糖尿病が疑われる場合には

食事療法・〕璽動療法、生活習慣改善に向けての患者教育等が行われ、さら{こ糖尿病と診断された

場合には薬物療法まで含めた治療が行われる。

また、糖尿病1湖畄卒中、急性心筋梗塞等州族患、の危険因子となる慢性疾患であり、患者は多種

多様な合イ并症により日常生活に支障を来たすことが多い。

予防・治療には、患者自身による生活習慣の自己管理に加えて、内科、眼科、小↓見矛斗、産矛斗、

歯手斗等の各診療科が、糖尿病の知識を有する管理栄養士、薬却拍市、保剛市、看護師等の専門耽雁

と連携して実施する医療サービスが必要となる。

一人の糖尿病患者には生涯を通じての1台療継紗、が必要となるため、これらの医療サービスが連

携し、ホ佳続して実施されることが重要である。

本指針では、「第1 糖尿病の現伏」で糖尿病の発症・転帰がどのようなものであるのか、どの

ような医療が行われているのかを概観し、次に「第2 医療懐関とその連携」でどのような医療

現

糖尿病の医療体削購築に係る指針

体制を構築すべきかを示している。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 構築の具体的な羽慎」に則して、台城の現伏を把握・

分析し、また各医療機能を理解した上で、ガ城の実情に応じて圏域を設定し、その圏域ごとの医

療機関とさらにそれらの医掬幾関相互の連携の検討を行い、最終的には都道府県全体で評価まで

行えるようにする。

第1 糖尿病の現伏

糖尿病は、インスリン作用の不足による慢性の高血糖伏態を主な特徴とするイ弌謝疾患群であ

る。

糖尿病は、インスリンを合成・分泌するネ剛包の破壊・消失によるインスリン作用不足を主要

因とtる1型糖尿病と、インスリン分沈低下・抵抗性等をきたす遣伝因子に、過食、運動不足、

肥満などの環境因子及ひ力嚇が加わり発症する2型糖尿病に大ヨ!jされる。

インスリン作用不足により高血糖がおこると、口渇、多飲、多尿、体重減少等の症状がみら

れ、その持続により合令掟を発症する。糖尿病合心澁には、著しい高血糖によって起こる急性

合,綻と、長年にわたる慢性の高血艦の結果起こる慢性合夕澁がある。

①急性合併症には、ケトアシドーシスや高血糖高1曼透圧昏睡といった糖尿病昏睡等がある。

②慢性合併症は、全身のあらゆる臓器に起こるが、特に細小血管症にろ撫される糖尿病網膜
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症、糖尿病腎症、糖尿病神縛章害や、大血管症に分類される脳卒中、心筋梗塞・狭心症、糖

尿病性壊痘がある。

糖尿病に1ガ畏1台的な治療方法がないものの、血糖コントロールを適切に行うことにより、合

令綻の発症を予防することが可能である。合併症の発症は>患者の生活の質(卯Dを低下させ、

生命予後を左右することから、その予防が重要である。

糖尿病の医療は、1型糖尿病と2型糖尿病によって異なるが、適切な血艦コントロールを基

本とした医療は共通であることから、本指針においては一括してZ己載手ることとする。

1 糖尿病の疫学

糖尿病が強く疑われる者は950万人であり、過去5年間で60万人増力口している。

また、糖尿病の可能性が否定できない者は1,100万人であ亙.。糖尿病を主な傷病として継

続的に医療を受けている患者数1詠り317万人であず。

ド2010」)及び「糖尿病治療ガイド2010」の要約版である日本糖尿病対策推進会^^尿

揃台療のエッセンス』等の診療ガイドラインを参照されたい。

なお、以下、糖尿病における「診療ガイドライン」は上記を指すこととする。

①予防

2型糖尿病の発症に関連がある生活習慣は、食習慣、運動習慣、喫煙、飲酒習慣等であ

り、発症予防には、適切な食習慣、適度な運動習慣が重要である。また、不規al」な生活習

慣等が原因で、糖尿病の発症りスクが高まっている者については、生活習慣の改善により

発症を予防ずる。

さらに、全糖尿病患者の11.8%が糖尿矧申縛章害を、11.1%が糖尿病腎症を、10.6%が糖

尿病網膜症を、0.フ%が糖尿病足病変を合併していず。新規の人工透析導入患者は、約3万
7千人であり、そのうち、糖尿病腎症が原疾患である者1才約1万6千人(43.四向である1。

なお、年問約1万旦千人が糖尿病が原因で死亡し、死亡数全体の1.0%を占めてぃず。^^

2 糖尿病の医療

糖尿病の診断、治療等に関する現伏を参考として以下に示すが、詳細は日本糖尿病学会編

によるガイドライン(「糖尿病診療ガイドライン2016」、「糖尿病治療ガイド2016-2017」)及

び「糖尿病治療ガイド2016-2017」の要約版である日本糖尿病対策推進会議編階尿病治療

のエッセンス2017』等の診療ガイドラインを参照されたい。

なお、以下、糖尿病における「診療ガイドライン」は上記を指すこととする。

(1)予防・健診・保謝旨導

症、糖尿病腎症、糖尿病ネ申経"章害や、大血管症に分類される脳卒中、心筋梗塞・狭心症、糖

尿病性壊痘がある。

糖尿病には根治的な治療方法がないものの、血糖コントロールを適切に行うことにより、合

併症の発症を予防することカミ可能である。合併症の発症は、患者の生活の質(QODを低下させ、

生命予後を左右することから、その予防が重要である。

糖尿病の医療は、1型糖尿病と2型糖尿病によって異なるが、適切な血糖コントロールを基

本とした医療は共通であることから、本指針においては一括してZ識・rることとする。

2型糖尿病の発症に関連がある生活習慣は、食習慣、運動習慣、喫煙、飲酒習慣等であ

り、発症予防には、適切な食習慣、適度な身体活動尺弓軍動習慣が重要である。また、不規

則な生活、"慣等が原因で、糖尿病の発症りスクが高まっている者にっいては、生活習慣の

改善により発症を予防することが期寺できる。

1 厚生労働省'

厚生労働省'2

生労働省'「国

'厚生労働省'「人口動態紺計(確定捌」(斗城22年)

(ネわ日本

「国民鹿康・栄養調査註(δ1城2419年)

「患老調査U (翫%塑ヨ0年)

1 糖尿病の疫学

糖尿病が強く疑われる者は的0万人であり、過去5年問で150万人増加している。

学会「我が国

また、糖尿病の可能性が否定できない者は1,320万人であり、過去5年間で如万人増加

している。糖尿病を主な傷病としてネ佳続的に医療を受けている患者数ば約237万人である。

さらに、 11.8%が糖尿獄申縛章書を、 11.19{,が糖尿病腎症を、 10.6%が糖尿リ丙網1身圭を、

0.フ%が糖尿病足病変を合併している。人工透析導入患者のうち、糖尿病腎症が厚疾患であ

る者1詠サ1万6千人(43.5%)である。

なお、年間約1万生千人が糖尿病が原因で死亡し、死亡数全体の1.2%を占めている。

養調査(叫城19年)

50

2 糖尿病の医療

」(工戸成25年末)

糖尿病の診断、治療等に関する現伏を参考として以下に示すが、詳細は日本糖尿病学会編

によるガイドライン(「矛学猷艮拠に基づく糖尿病診療ガイドライン2010」「糖尿寂台療ガイ



個人の糖尿病のりスクを把握すること弌糖尿病の早期発見による重症化予防につなげ

るために、特定健診などの

をまえ、適切な生活習慣の改善や受,

で高血糖など複数のりスクを有し特定保剛昔導の該当者となった場合には、特定保健指導

にて生活習慣の改善を行う。一方、高血糖のみを有司、る者や、非1圏茜の者で特定保側昔導

の該当者とならない者についても対応を行うことが望ましく、これらの者の対応にっいて

は「標準的な健診・保尉旨導プログラム」を参考とされたい。医療機関は、"城における

糖尿病の予防の嚇且によって、日頃から糖尿病の発症りスクが高まっている者の生活習

の改善が促進されるよう、医療保険者等と連携することが必要である。

②

的な健診を受診することが必要である。また、健診の結果

診断

人J透折を必要とする糖尿病腎症や失明の原因となる糖尿病網鴬主等の糖尿病合,澁

は、生活の質を低下させるため、糖尿病患者を的確に診断し、重症化予防の観点から、早

期に治療を開始することが重要である

昇を行うことが重要となる例えば、特定健診

初めて糖尿病と診断された患者においても、すで1こ糖尿病腎症、糖尿病網側主等を合併

していることがあるため、尿検査やn艮圃余査等の糖尿病合,綻の発見に必要な検査を行う

とともに、糖尿病の診断時から各診療科力

近年、糖尿病の発症には、内朧旨肪の蓄積が大きく関与してぃることが明らかになって

医療保険者等による、メタボリックシンドローム1こ着目した健診・保剛旨導が重要おり、

である。

を図る必要がある

②診断

健診によって、糖尿病あるいはその疑いのある者を見1_Kすことなく診断し、早期に治療

を開始することは、糖尿病の重症化、合,綻の発症を予防する上で重要である

(参考:日本糖尿病刻策推進会^階尿病治療のエッセンス2010-2011 より改変)

0 早朝空腹時血矧直126 /dL以上、75 経ロブドウ糖負荷市轍(儒TT)2時間値20

/dL以上、随時血樹直20

れかであれ1戈陪尿病型と判定する。

0 血樹直が糖尿病型でかつHbAICが6.5%以上で糖尿病型であれば、糖尿病と診断でき

0 血樹直が糖尿病型でかつ糖尿病の典型的症状がある力雅実な糖尿1丙網1勤圭力司鶴忍さ

れた場合も、糖尿病と診断できる。

0 血樹直1ユ糖尿病型であるが、肌AIC6.5%末満で上記の症状や確実な網膜症がない場合

は、もう一度三1」の日に査を行V

/dL以上、 1仏AICひIGSP※。以下同じ。)6.5 %以上のい,'

1戈階尿病と診断できる

O HbAIC 直だけが糖尿病型である場合は、別の日に血樹直の

尿病型であることを確認、したうぇで糖尿病と診断する。

O HbAI06.5%以上が2回みられても糖尿病とは診断できない。

、

0 糖尿病型の場合は、再検査で糖尿病と診断が確定しない場合でも、生活指導を行いな

51

がら経過を

0 境界型(空腹時血悩直110~125 /dLまたは(松TT2時間値140~199 /dL)1才糖尿病

血測直または冊AIC値で糖尿病型が再度確認できれ

する

査を行し 血樹直が糖

▲



③治療・キ旨導

糖尿病の治療は、1型糖尿病と2型糖尿病で異なる。

1型糖尿病の場合は、直ちにインスリン?台療を行うことが多い。

一方で、 2型糖尿病の場合は、 2~3ケ月の食事療法、運動療法を行った上で、目標の

血糖コントローノレが達成できない場合に、経口血糖降下薬又はインスリン製斉11を用いた薬

物療法を開力台する。

梨物療法開始後でも、体重の減少や生活習慣の改善により、経口血糖降下薬やインスリ

ン製邦」の服薬を減量又は中止できることがあるため、医師、管理栄養士、薬邦伯市、保廊市、

看誕而等の専門賠雁が連携して、食生活、運動習慣等に関する指導をネ佳続する。

慢性合0粧は、血噛コントロール、高血圧の治療など内科鹸台療を行うことによって、

その発症を予防するとともに、発症後であっても病期の進展をFa[ヒまた1才遅らせることが

可能である。,倒生合,綻の予防の観点から、治療の中悶渚を減らすよう、ネ佳続的な治療の

180~220未満

必要性を指導する必要がある。

8.4以上

血糖コントロールの指標として、患者の過去1~2ケ月の平均血樹直を反映する指標で

ある冊AI0が用いられる。血糖コントロールの目標は、年齢、櫂病期間、合台綻の状態、

160以上

サポート体制等を考慮して、個男リに設定することが望ましい。

予備群であり、j騨】・食生活指導など定期的な管理が望ましい。

※日常の臨床においてHbAI01余査を実施した場合の結果については、平成24年度以降は

原則として、国際的こ広く用いられているNGSP値(従来のルS値との関係は NGSP=

また、糖尿病患者には、シックデイ(発熱、下痢、嘔吐をきたし、または食欲不振のた

めに食事ができないと剖の対応や、低血糖時の対応について事前に,分な指導を行う。

④合イ并症の治療

①急性合令綻

ケトアシドーシスや高血艦高浸遡一土昏睡といった糖尿病昏睡等の急性合令澁を発症

③治療・保剛旨導

糖尿病の治療は、1型糖尿病と2型糖尿病で異なる。

1型糖尿病の場合は、直ちにインスリン治療を行うことが多いが、2型糖尿病の場合は、

2~3ケ月の食事療法、運動療法を行った上で、目標の血糖コントロールが逸戎できない場

合に、経口血糖降下薬又はインスリン重躋ljを用いた薬物療法を開始する。

1.02XJDS+0.25)を用い、従来から使用していたJDS値も当面併記する。

220以上

薬物療法開始後、体重の減少や生活習慣の改善により、経口血糖停ヰ下薬やインスリン製

剤の"R薬を減量又は中止できることがあるため、管理栄養士、薬斉伯市、保剛市、看護ei跨

の専門鵬瓶上連携して、食生活、運動習慣等に関する指導を→分に実施する。

,慢性合,澁は、血糖コントロール、高血圧の治療など内科的冶療を行うことによって病

期の進展を阻止また1才遅らせることが可能である。血糖コントローノレの指標として一患者

の過去1~2ケ月の平均血矧直を反映する指標である1仏AI0が用いられる。1山AI08.4%以

上が持続する場合はニントロール不可の状態であり、教育入1完等を検手片る必要がある。

(表:血糖コントロール指標と含F価)

担票

IMld画9Q

翌知司^直

@塾聖

(出典)日本糖尿病山編「科学的根拠に基づく糖尿病診療ガイドライン2010」より改変

また、糖尿病患者には、シックデイ(発熱、下痢、嘔吐をきたし、または食飲不振のた

めに食事ができないとき)の対応や、イ氏血糖時の対応について事前に十分な指導を行う。

④合イ并症の治療

①急性合,綻

ケトアシドーシスや高血糖高浸透圧昏睡といった糖尿病昏睡等の急性合併症を発症

側妾2晦占

血麺逸県竺旦

6.2未満

80~U0末満

6.2~6.9夬茜

80~140末満
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HO~130未満

6.9~フ.

140~180末満

不良

フ.4~8.4夬苗

130~160末満

不可

可
一

皇優

y



した場合には、輯掖、インスリン投与等の治療を実施する。

②慢性合台澁

内科、眼矛陛の診療矛斗が連し、糖尿病網鴬圭、糖尿病腎症、糖尿病ネ矯゛章害等の慢

性合併症の早期発見に努める必要がある。慢性合令綻の治療を行うに当たっては、眼科

等の専門医を有する医療機関や人工透析の実施可能な医療機関等が連携する必要があ

る。

ア糖尿病網側一正の治療は、増殖前網膜症又は早期の増夙蜘膜症に進行した時点で、失

明予防の観点から光凝固療法を実施ずる。硝子体出血及て滞醐莫剥離は手術療法を実施

する。

イ糖尿病腎症の治療は、血糖及び血圧のコントロールが主体であり、そのために食事

療法や薬物療法を実施し、腎不全に至った場合1コ透折療法を実施する。

ウ糖尿病神経障書の治療は、血糖コントロールや生活習慣の改善が主体であり、薬物

療法を実施することもある。

明畄卒中及び心筋梗塞等の心血管疾患、については、それぞれの医療崎4構築に係る指

第2 医療体佑1」のに必腰な事項

針を参照)

1 目指すべき方向

前記「第1 糖尿病の現状」を踏まえ、個々の医劉幾能、それを満たす医劉幾関、さらに

それら医療機関相互の連携により、保健及び医療サービスが連携して実施される体制を構築

する。

①糖尿病の治療及び合イ并症予防が可能な体術11

①糖尿病の診断及び生活習,慣等の指導の実施

②良好な血糖コントロールを目指した治療の実施

(2)血糖コントロール不可例の治療や急性合併症の治療が可能な体市1

①教育入院等による、様々な脂雁の連携によるチーム医療の実施

②急性増悪時の治療の実施

③糖尿病の慢性合併症の治療が可能な体制

した場合には、輸掖、インスリン投与等の治療を実施する。

②慢性合併症

糖尿病網鴬歪、糖尿病腎症、糖尿病ネ申経「章害等の合,綻の早期発見や治療を行うため

E、眼科等の専門医を有する医療機関や人工透析の実施可能な医療機関と連携して必、要

な治療を実施する。

2 各医療機能と連携

お"記「1 目指すべき方向」を踏まえ、糖尿病の医療体告リに求められる医療機能を下記①

から(4)に方そす。

都道府県は、各医療機能の内容旧標、医療機関等に求められる事項等)にっいて、台城

ア糖尿病網側主の治療は、増殖前網鴬一正又は早期の増殖網鷺圭に進行した時点で、失

明予防の観点から光凝固療法を実施ずる。硝子体出血及て欄瑚莫剥籬は手術療法を実施

する。

イ糖尿病腎症の治療は、血糖及び血圧のコントロールが主体であり、そのために食事

療法や薬吻療法を実施し、腎不全に至った場合1コ透折療法を実施する。

ウ糖尿病神縛章害の治療は、血艦コントロールや生活習慣の改善が主体であり、薬物

療法を実施することもある。

侶畄卒中及び急性心筋梗塞については、それぞれの医療体制構築に係る指針を参照)

2 各医療機能と連携

^む記「1 目指すべき方向」を踏まえ、糖尿病の医劉本制に求められる医療機能を下記①

から④1こ示す。

都道府県は、各医療機能の内容細標、医療機関等に求められる事項等)について、地域の

第2医^^壁^

1 目指ずべき方向

ぢ嬬「第1 糖尿病の現伏」を踏まえ、個々の医療機能、それを満たす医療機関、さらに

それら医療機関相互の連携により、保健及び医療サービスが連携して実施される体制を構築

する。

①糖尿病の治療及び合台綻予防が可能な体告リ

①糖尿病の診断及び生1舌習,慣等の指導の実施

②良好な血糖コントロールを目指した治療の実施

②血糖コントロール不可例の治療や急ぐ性合イ并症の治療が可能な体制

①教育入g完等による、様々な賠雁の連携によるチーム医療の実施

②急性増悪時の治療の実施

③糖尿病の慢性合台綻の治療が可能な体告lj
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の実情に応じて柔軟に設定する。

①合イ并症の発症を予防するための初期・安定期治療を行う機能【初期・安定期治療】

①目標

糖尿病の診断及び生活習慣の指導を実施すること

良好な血糖コントロールを目指した治療を実施すること

②医劉幾関に求められる即頁

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は診療ガイドラインに則した診療を実施し

ていることが求められる。

糖尿病の診断及び専門的指導が可能であること

75goGTr、冊AI0等糖尿病の評価に必要な検査が実施可能であること

食事療法、運動療法及ひ薬物療法による血艦コントロールが可能であること

低血糖時及びシックデイの対応が可能であること

専門治療を行う医療機関及び急性・慢性合1并症治療を行う医療機関と診療!青報や1台

療計画を共有するなどして連携していること

③医療機関の例

病院又は診療F斤

②血糖コントロール不可例の治療を行う機能【専門治療1

①目標

血糖コントロール指標を改善するために、教育入1完等の集中的な治療を実施するこ

と

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は診療ガイドラインに則した診療を実施し

ていることが求められる。

754)GIT、冊AIC等糖尿病の評価に必要な検査が実施可能であること

各専門賠瓶のチームによる、食事療法、運囿療法、薬物療法等を組み合わせた教育

入β完等の集中的な治療(心瑠占題を含む。)が実施可能であること

糖尿病患者の力孜辰に対応可能であること

食事療法、運剰療法を実施するための設備があること

糖尿病の予防治療を行う医療機関及び急性・'慢性合,院の治療を行う医療機関と診

療情報や1台療計画を共有するなどして連携していること

③医劉幾関の例

病院又は診療i斤

③急性合,綻の治療を行う機能【急性増悪時治療1
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.

実情に応じて柔軟に設定する。

①合イ労症の発症を予防するための初期・安定期治療を行う機能【初期・安定期治療1

①目標

糖尿病の診断及U注活習慣の指導を実施すること

良好な血糖コントロールを目指した治療を実施すること

②医療機関に求められる即頁

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は診療ガイドラインに則した診療を実施し

ていることが求められる。

糖尿病の診断及び専門的指導が可能であること

75gⅨ}Tr、 HbAIC等糖尿病の手艦に必要な検査が実施可能であること

食事療法、運動療法及U築物療法による血艦コントロールが可能であること

イ氏血糖時及びシックデイの対応が可能であること

専門治療を行う医療機関及び急性・'慢性合併症治療を行う医療機関と診療t青報や1台

療計画を共有するなどして連携していること

③医療機関の例

病院又は診療所

(2)血糖コントロール不可例の治療を行う機能【専門治療】

①目標

血糖コントロール指標を改善するために、教育入J完等の集中的な治療を実施するこ

と

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は診療ガイドラインに則した診療を実施し

ていることが求められる。

754冶Tr、HbAIC等糖尿病の評価に必要な検査が実施可能であること

各専門職種のチームによる、食事療法、運動療法、薬物療法等を組み合わせた教育

入院等4凍中的な治療(心珊占題を含む。)が実施可能であること

糖尿病患者の,1瀕に対応可能であること

食事療法、運動療法を実施するための設備があること

糖尿病の予防治療を行う医療機関及ぴ急性・慢性合併症の治療を行う医療機関と診

療情報や冶療計画を如自'tるなどして連携していること

③医療機関の例

病院又は診療所

③急性合台綻の治療を行う機能【急性増悪時1台療】



①目標

糖尿病昏睡等急性合,綻の治療を実施すること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる亭項を含め、該当する医療機関は関俳、する診療ガイドラインに則した診療

を実施していることが求められる。

糖尿病昏睡等急性合,澁の治療が鶚時間実施可能であること

食事療法、運馴療法を実施ずるための設備があること

糖尿病の予防1台療を行う医劉幾関、教育治療を行う医療機関及び倒生合併症の治療

を行う医療機関と診療'情報や1台療計画を共有するなどして連携していること

③医療機関の例

病院又は診療所

④糖尿病の慢性合併症の治療を行う機能【漫性合,綻治療】

①目標

糖尿病の慢性合台澁の専門的な治療を実施すること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則した診療

を実施していることが求められる。

糖尿病の慢性合伽圭(糖尿病網側主、糖尿病腎症、糖尿病神縛章害等)にっいて、

それぞ才傳門的な検査・1台療が実施可能であること(単一医療機関ですべての合台綻

治療が可能である必要はない)

糖尿病網胸主治療の場合、蛍光n艮底造馴余査、光凝固療法、硝子体出血・網膜乗11雛

の手林湾が実施可能であること

糖尿病腎症の場合、尿・→股オ余査、尿中アルブミンぢ曾世量検査、腎生検、腎臓超音波

検査、血t夜透訴等が実施可能であること

糖尿病の予防・治療を行う医療機関、教育治療を行う医療機関及び急陛合併症の治

療を行う医療機関と診療情報や1台療計画を共有tる等して連携していること

③医側幾関の例

病院又1才診療戸折

①目標

糖尿病昏睡等急性合,澁の治療を実施すること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係、する診療ガイドラインに則した診療

を実施していることが求められる。

糖尿病昏睡等急性合併症の治療が24時間実施可能であること

食事療法、運動療法を実施ずるための設備があること

糖尿病の予醐台療を行う医療機関、數育治療を行う医側幾関及び慢性合併症の治療

を行う医療機関と診療情報や1台療計画を共有するなどして連携していること

③医療機関の例

病院又1*診療所

④糖尿病の慢性合イ舛症の治療を行う機能【慢性合併症治療】

①目標

糖尿病の慢性合台澁の専門的な治療を実施すること

②医療機関に求められる事項

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関俳、する診療ガイドラインに則した診療

を実施していることが求められる。

糖尿病の圖生合,榧(糖尿病網胸圭、糖尿病腎症、糖尿病ネ縣郵章害等)について、そ

れぞ才傳門的な検査・治療が実施可能であること(単一医療機関ですべての合併症治

療が可能である必要はない)

糖尿病網鴬歪治療の場合、蛍光1艮底造影検査、光凝固療法、硝子体出血・網膜剥籬

の手術等が実施可能であること

糖尿病腎症の場合、尿一樹余査、尿中アルブミンぢ腎世量検査、腎生検、腎臓超音波

検査、血液透ぢ進が実施可能であること

糖尿病の邪方・治療を行う医療機関、教育治療を行う医療機関及び急性合イ掬圭の治

療を行う医療機関と診療情報や1台療計画を共有する等して連携していること

③医療機関の例

病院又は診療所

⑤ナ也域と

①目標

②医療機関に求められる事項

,、る機能

市畊寸弌『呆険者と

次に掲げる事項を含め、該当する医療機関は関係する診療ガイドラインに則して

すること
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していることが求められる。

市田附や保険者から保健指導を行う目的でt青報提供等の協力の求めがある場合、患

者の同意を得て、必要な協力を行っていること

市畍寸や保険者力ゞ保健指導するための「青報提供を行っていること

. 糖尿病の予防、重症化予防を行う市町村及び郷貪者、、薬局等の村会資源ど情報共有

③医療機関の例

や協力体市4を構築するなどして

第3 構築の具体的なヨ諭貭

1 現状の把握

都道府県は、糖尿病の医療体削」を構築するに当たって、①及び(2)に示す項目を参考に、

患者動向、医療資游及び医療連携等について、現伏をれ張する。

さらに、(3)に示す、病期・医寮機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムご

とに分類された指標例により、数値で碆類的に現状を喨嘘する。

なお、(D~(3)の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他必、要に応じ

て調査をi助nされたい。

①患者動向に関する情報

年齢調整受療率(患者調資

健康診断・健康診査の受診率(国民生活基礎調査D

高血旺'性疾息患者の年齢調整外来受療率健岩調賞

総患者数及びその内訳(性・年齢階級牙11、傷病小ろ^り)、患者流入割合、流出割合

(患寺調貧

週浣患者平均御完日数(患者調寛

健診を契機に受診した患者数

有病者数・有病率、予備群数

治療中断率(医師の判断によらないものに限る。)

糖尿病に合併する脳卒中、心筋梗塞の発症率

糖尿病による失明発症率

糖尿病腎症による新規透析導入患者数

年齢調整死亡率(都道府県三11年齢調整死亡率(業務・加工統計))

②医療資源・ヨ吏携等に関する情報

①初期・安定期の治療を行う診療所

病院又ほ診療戸斤

していること

第3 オ篝築の具備りな羽頂

1 現伏の把握

都道府県は、糖尿病の医療体制を構築するに当たって、(1)(2)に示す項目を参考に、患者

動向、医療資游及び医療連携等について、現状を把握する。

さらに、(3)1こ示す、病期・医療機能ごとおよびストラクチャー・プロセス・アウトカム

ごとに分類された指標例により、数値で客観的に現状を把握する。

56

なお、(1)~(3)の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他必要に応じ

て調査を追力口されたい。

①患渚動向に関する情報

年齢調整受療率(患者調査ヲ

健康診断・健康診査の受診率(国民生活基礎調査D

高血圧,1生疾患患者の年齢^来受療率(患者、調査シ

(患者調査D

退浣患者平均都完日数(患者調査D

健診を契機に受診した患者数

有病者数・有病率、予備群数

治療中断率(嘩而の判断によらないものに限る)

糖尿病に合併する脳卒中、心筋梗塞の発症率

糖尿病による失明発症率

糖尿病腎症による新規透析導入患者数

年齢調整死亡率娜洵奇馬1」年齢調整死亡率喋務・加工統言ト))

(2)医療資源・i事携等に関する情報

①わ瑚・安定期の治療を行う診療所

総患者数及てドその内訳(性・年齢階級三1」、傷病小分類三リ)、患者流入寺洽、流出害洽



検査、治療体制(人員・施誇設備)

糖尿病教室等患者教育の状況

医療連携の状況(他の医療機関との診割青報舸台療計画の共有の洲卿

豊Ⅲ弱車携の状況(市畍寸及び保険者、薬局等のキ陰資源との保健事業に係る1青報共

②

有や協力のけせ兄)

血艦コントロール不可例(既AI08.4%以上)等の治療を行う病院・診療F斤

検査、治療体罰」(人員・施設'設備)

糖尿病教室等患渚教育の状況

医療連携の状況(他の医療機関との診療1青報や1台療計画の共有の状澱

賀単弱車携の状況(市畍寸及て眼険者、薬局等ので陰資源との保陣事業に係る情報共

③合伽主治療を行う病院・診療所

検査、治療鵬11 伏員・施詩設備)

実施可能な慢注合書綻の治療法

医寮車携の状況(他の医療機関との診療情報や治療計画の共有の状測

有や協力の状測

③指標による現え財巴握

別表4に掲けるような、病期・医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカ

ムごとに分類された指標例により、地域の医療提供体制」の現伏を客額的に把握し、医療計

画に記載ずる。その際、台城住民の健康状態やその改善に寄与すると考えられるサービス

賀Ⅲ弱車携の状況(市畊寸及び保険者、薬局等の本陰資源との保健事業に係るt

有や協力の状測

に関する指標値点指標)、その他国が提供中るデータ昊弓虫自調査データ、データ

等により入手可能な

2 圏域の設定

①都道府県は、糖尿病の医療体制を構築するに当たって、「第2 医療体制の構築に必要

な事項」を基に、盲嬬「1 現吠の乳嘘」で収集したt静Rを分析し、名病期に求められる

医療機能を明確にして、圏域を設定する。

②医療機能を明確イヒナるに当たって、地域によっては、医療資源の制約等によりひとっの

施設が複数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が存在しない場

合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

③圏域を設定するに当たって、従来の二炊医療圏にこだわらず、地域の医療資源等の実情

に応じて弾力的に設定する。

検査、治療儁"(人員・施設設備)

糖尿病教室等患者教育の状況

医療連携の状況(他の医劉幾関との診療t靜艮や1台療計画の共有の状澱

.

(ノ

②血糖コントロール不可例(1仏AIC8.4%以上)等の治療を行う病院・診療所

検査、治療体告"(人員・施誇設備)

糖尿病教室等患老教育の状況

医寮車携の状況(他の医療機関との診療情報や治療計画の共有の状"D

)に留意して、把握すること。

③合イ掬主治療を行う病院・診療所

検査、治療肺1(人員・施設諏術)

実施可能な慢性合,綻の治療法

医寮車携の状況(他の医療機関とのヨ分療't青報や1台療計画の共有の状澱

③指標による現1餅巴握

別表4に掲げるような、病期・医療膝能ビと及びストラクチャー・プロセス・アウトカ

ムごとに分類された指標例により、ガ城の医療提供体市"の現状を客観的に把握し、医療計

画に記載する。その際、公的紺計等により全都道府県で入手可能な擶票(必須指標)と、

独自調査やデータ角鞠博により入手可能な指標(推奨指標)に留意して、把握すること。

2 圏域の設定

①都道府県は、糖尿病の医療体制を構築するに当たって、噛2 医癒壁閏七孟四i皇挫」

を基に、前記「1 現伏のれ壁圖で収集したt課を分析し、各病期に求められる医療機能

を明確にして、圏域を設定する。

(2)医療機能を明確イヒするに当たって、針城によっては、医療資源の制約等によりひとつ

の施設力液数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が存在しない

場合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

③圏域を設定ずるに当たって、従来の二次医療圏にこだわらず、ガ城の医療資源等の実

情に応じて弾力的に設定する。

一
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④検討を行う際には、"拶或医師会等の医療関係団体、現ιこ糖尿病の診療に従事する者、住

民・患者、市畊携の各イ弌表が参画する。

また糖尿病対策推進会議(日本医師会、日本糖尿病学会、日本糖尿病協会が、糖尿病の

発症予防等を目指して共同で設立した会議)を活用すること。

3 連携の検討

(1)都道府県は、糖尿病の医療体制を構築するに当たって、血糖コントロールを中心として、

多種多様な合台綻についても連携して治療を実施するため関係機関・施設4X言頼関俳、を醸

成するよう酉論、する。

また、医療機関、負城医師会等の関係者は、診療技術昊知識の共有、診療情報の共有、

連携する施設・医"市等専門脂瓶の情報の共有に努める。

また都道府県は、関係団体等との連携、特1こ糖尿病対策描隹会議の活用により、標準的

な治療の普及、協力体制の構築を図る。なお

防の嚇且については、糖尿病性腎症動圭化予防プログラム0が策定されており、都道府県に

求められる嚇且の伊斥として、糖尿病対策推進会議等との情報共有、課題・対応策等の議

論、本プログラムを参考にした都道府県レベルの糖尿病性腎症重症化予防プログラムの策

定等が盛り込まれており、都道府県内の嚇且が円滑に行われるよう体削購築に取り組む際

には参照されたい。

②保旛斤は、「ガ"域保趨去第4条第1項の規定に基づく台三域保健対策の推進に関する基本

的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計画の作成及び

推進における保脚ワ〒の役害11について」(平成19年7月20日付け健総X発第0720001号厚生

労衝治'健康局総務課長通知)を参考に、医療L車携の円滑な実施に向けて、ガ城医師会等と

連携して医療機関相互の調整を行うなど、積極的な役育1を果たすこと。

③医療計画には、原a"として、各医療機能を担う医療機関の名称をき己載ずる。

なお、ガ城によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関力鵯数の機能を担う

こともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療連携体制の中て洛、医療機能を担う医

療機関等が圏域内に著しく多数存在ずる場合にあっては、地域の実情に応じて記載するこ

とで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

道府県における糖尿病性腎症の動主ヒ予

④検討を行う場合は、台城医師会等の医療剛系団体、現1こ糖尿病の診療に従事する者、

住民・患者'、市岡オ携の各イ勺表が参画する。

また糖尿病対策描隹会議(日本医師会、日本糖尿病学会、日本糖尿病協会が、糖尿病の

発症予防等を目指して共同で設立した会議)を活用すること。

3 i車携の検討

(D 都道府県は、糖尿病の医療体制を構築するに当たって、血糖コントロールを中心とし

て、多種多様な合併症についても連携して治療を実施できるよう、また、関係機関・施設

4 1果題の抽出

都道府県は、「第2 医療体制の構築に必要な事項」を踏まえ、「1 現吠の^3圍で収集

「「糖尿病性腎症重症ヒプログラム」の策定について(

のイ言頼関係を醸成するよう酉改意する。

また、医療機関、台城医師会等の関俳、者は、診療技術や知識の共有、診療t青報の美育、

連携する施設・医師等専門職種のt青報の共有に努める。

また都道府県は、関係団体等との連携、特に日本糖尿病対策推進会議の活用により、標

準的な治療の普及、協力体惰4の構築を図る。

、ノ

機関とその連携」を踏まえ、「1 現伏の把握」で収集した情報や

②保御フ〒は、「ι也域保臘去第4条第1項の規定に基づく地域保健文昧の推進に関する基本

的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計画の作成及び

推進における保禽二斤の役害1について」(平成19年7月20日健統＼発第0720001号健康局総

務課長通知)を参考に、医療L車携の円滑な実施に向けて、ガ城医師会等と連携して医療機

関相互の調整を行うなど、積極的な役耆1を果たすこと。

③医療計画には、原貝"として、各医療機能を担う医療機関の名称を記載する。

なお、負城によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能を担う

こともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えぼ医療連携体制の中で各医療機能を担う医

療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、針城の実情に応じて記載するこ

とで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

」(ヨ城器年4月20日付け保発0盤0 4吋生労

4 課題の抽出

都道府県は、「第2
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したt哉貯指標により札嘘した数値から明確となった現伏について分析を行い、ガ城の糖尿

病の医療体制の課題を抽出し、医療計画に記載する。

その際、現伏把握に用いたストラクチャー・プロセス・アウトカム指標の関連性も考慮し、

病期・医療機能によるう瀕も踏まえ、可能な限り医療圏ビとに課題を抽出する。

5 数値目標

都道府県は、糖尿病の良質かつ適切な医療を提供する体制にっいて、事後に定量的な比較

評価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、地域の実情に応じた目

標項目やその数値目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画にZB載ナる。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本方針第

たに掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決するために

必要な目標を設定することとする。

6 力桓策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、「4

課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を逆戎するために行う施策に

ついて、医療計画に記載する。

フヨ平価

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ三平価を行う体制を整え、医療計画の評価を行うホ且織や時

期を医療計画に記載ずる。この際、少なくとも施策の進捗状況の書阿西については、 1年ごと

に行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状れ睡に用いた指標の状況について、

少なくとも6年(在宅医療その他彪要な事項については3年)ごとに調査、分析及て児平価を

指標により把握した数値から明確となった現伏について分析を行い、地域の糖尿病の医療体

制の課題を抽出し、医療計画に言己載する。

その際、現状把握に用いたストラクチャー・プロセス・アウトカム指標の関連性も考慮し、

病期・医療機ミ""による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ビとに課題を抽出司・る。

行い、必要があるときは、都道府県はその医療計画を変更することとする。

さらに、医療の質について客観的な評価を行うために、症例登録等を行うことが今後必要

である。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を左法し、医療計画やその進捗状況を周知

する必要がある。このため、指標による現鼬巴握、目標項目、数値目標、施策やその進捗状

況、評価体制や評価結果を左法する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。

5 、数値目標

都道府県は、糖尿病の良質かつ適切な医療を提供tる体制にっいて、調髪に定量的な比較

評価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、1也域の実情に応じた目標

項目やその数値目標、目標逸戎に要する期間を設定し、医療計画に記載する。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本方針第

三に掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決するために

必要な目標を設定することとする。

6 施策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、「4 課

題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を逸戎するために行う施策につ

いで、医療計画に記裁する。

7 調西

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画のi平1西を行泌且織や時

期を医療計画に記載する。この際、少なくとも悦環の進捗状況の評価については、1年ビと

に行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状把握に用いた指標の状況について、

少なくとも5年ビとに調査、分析及岬平価を行い、必要があるときは、都道府県はその医療

計画を変更することとする。

さらに、医療の質について客観的な喜肖西を行うために、症例登録等を行うことが今後必要

である。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやずい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状1兄を周知

する必要がある。このため、指標による現状れ三握、目標項目、数値目標、施策やその進捗状

況、評価体帛1やヨ、干価結果を左法する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。
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精神疾患の医療体脚」の構築に係る指針

精神疾患は、症状が多様であるとともに自覚しにくいという特徴力§あるため、症状が比較的軽

いうちに1誹青神科医療機関を受診せず、症状が重くなり入J完治療が必要になって初めて糊申科医

療機関を受診するという場合が少なくない。また、重症化してから入院すると、治療が困難にな

るなど、長期の入J完が必要となってしまう場合もある。発症してからできるだけ早期に必要な精

ネ軒斗医療が提供されれば、回復し、再び翅城生活やネ'会生活を営むことができるようになる。

精神疾患、は全ての人にとって身近な病気であり、精神1^の有無昊司呈度にかかわらず、誰もが

改

安心して自分らしく暮らすことができるような武城づくりを進める必要がある。また、長期の入

正

院が必要となっている精神1^者のガ如或移行を進めるに当たっては、精神矛羽丙院や台拶或援助事業

者による努力だけでは限界があり、自1台体を中心とした

後

推進に加えて、ガ城住民の協力を得ながら、差%1」や偏見のない、あらゆる人が共生できる包摂的

(インクノレーシブ)なネ士会を構築していく必要がある。このため、精神障害者が、針城の一員と

して安心して自分らしレ導らしをすることができるよう、樹申1^にも対応した台城包括ケアシ

ステムの構築を進める必要がある具体的には、

①障害保健僻壮圏域ごと0)保健・医療・;勘止関仁系者による協議の場を通じて、精神科医療機関、

その他の医療機関、針炉或援助事業者、市田附などとの重層的な連携による支援体制」を構築する

必要がある。

②長期入院精神F章害者のうち一定数は、ガ城の精神保健医療樹止体制の基盤を整備ずることに

よって、豊城生活への移行が可能であることから、平成32年度末倹5 11章室福ネ婦+画の最

、

終年度)、平成36年度末(2025年)の精ネ申病床における入院需要(患者剃及び

伴う基盤整備量(禾1朔者剃の目標を明確にした上で、医療計画、F章害福ネ止計画、介護保険事

業伎援)計画に基づき基盤整備を推し進める彪要がある。

さらに、精神保健及び精神F章害者樹止に関する法律(昭和25年法律第123号)に基づく良質

かつ適切な精ネ郭章害者に刻司、る医療の提供を確保するための指針(平成26年厚生労働省'告示第

精神疾患の医療^」の構築に係る指針

精ネ申疾患は、症状が多彩にもかかわらず自覚しにくいという特徴があるため、症状力江戯的軽

65号)を踏まえて、統合失調症、うつ1丙・繰うつ病、認会畦、児童・思春期精神疾患、依春症な

月ネ申保健医療樹止の^な嚇且の

どの多様な精神疾患等ごとに医療機関の役告"分担を整理し、相互の連携を推進するとともに_患

いうちに1才精神科医を受診せず、症状が重くなりN完治療が必要になって初めて精神矛斗医を受診

するという場合が少なくない。また、重症化してから入F完すると、治療が困難になるなど、長期

の入1完が必要となってしまう場合もある。しかしながら、精神医学の進歩によって、発症してか

者本位の医療を実現していけるよう、医療計画に基づき、イ乍業部会等を通じて、各医療機関の医

療機能を明鬮ヒする必要がある。

本指針では、「第1 精相疾患の現状」で多様な精神疾患等ごとの現炭・§果題を概観し、「第2

らできるだけ早期に必要な精神矛斗医療が提供されれぱ、回復冬墜克解し、再ぴガ城生活やキ士会生

活を営むことができるようになってきている。

現

精神疾患に櫂患しても、より多くの方がそれを克服し、地域やネ絵で生活できるようにするた

め、患者やその家族等に対しく、精ネ岬1医療機関や剛系機関力

が提供される体制を構築する"要がある

行

ーに

しながら、必要な精神科医療

本指針では、「第1 精神疾患の現状」で精神疾患の疫学や、どのような医療が行われているの
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医療体制の構築に彪要な事動でどのような医療体帋"を構築すべきかを示している。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 構築の具体的な手11圓に即して、ガ城の現次を把

握・分析した上で、地域の実情に応じて圏域(精神医療圏)を設定し、その圏域ビとに不足して

いる医療機能あるいは調整・整理力泌要な医療機能を明確にして、医療機関相互の連携の検討を

行い、最終的には都道府県全体で評価宣行えるようにする必要がある。

第1

1

精祥咳患の現伏

現伏・課題

精神疾患は、近年その患者数が急増しており、平成26年には390万人を超える水準とな

つていず。我が国での調査結果では、国民の4 人に1人(2デ向が生涯でうつ病等の気分

障害、不安障害及て晰質関連障害のい,サしかを経験していることが明らかとなっている.。

自殺者数は、平成10年以降14年連紗、で3万人を超える水準であったが、24年に15年ぶ

りに3万人を下回り、以降4年連続で3万人を下回っている。しかし、日本の自殺死亡率は

主要国の中で高い水準にあり、依然として厳しい状況にある。自殺の原因・動機では健康問

題が最も多く、この中では、うつ病が4割程度を占めている0。

精神疾患にはこのほか、発達障害、高洲畄機能F章害や、高鯏ヒの進行に伴って急増してぃ

るアルツハイマー病等の認知症等も含まれており、精神疾患は住民に広く関わる疾患であ

る。

①統合失調症

神保健医療体制1のあり方ノ斗会にれからの精神保健医療言止のあ

(患者動態)

平成26年に医療機関を紲狩、的に受療している統合失調症の総患者数は7フ.3万人であ

り

入J完患者数は12.1万人である.

うち入1完患者数は16.6万人である1。このうち、精神病床における1年以上の長

かを概観し、「第2

かク倒淘に関する厚生労働手斗学研究班による全国調査では、その6割以上が当該研究

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 オ蒼築の具体的な剥1圓に即して、地域の現伏を把握・

分析し、また各病期に求められる医療機能を理解した上で、針城の実情に応じて圏域を設定し、

その圏域ごとの医療機関とさらにそれらの医療機関相互の連携の検討を行い、最終的には都道府

県全体で評価まで行えるようにする。

班の策定した重症度の基準に該当することが明らかとなっている゛。これにより1年以上

の長期入1完精神F^者(認会虚を除く。)の多くは、ナ也域の精神保健医療樹」躰罰1の基

盤を整備ずることによって、入J完からガ城生活への糊テが可能であると示唆されてぃ

'厚生労働省'「患渚調旬(平成26年)

12 厚生労假科学研究「こころの健康にっいての疫学朝査に関する研究」 佃院代表者川上憲人)(工賊18年閏
'厚生労働省'噛殺対策白書」(司城28年)

る。また、当該基準を満たす症状を軽させる治療法の普及や、当該基準を満たす症状

に至らないように精神科りハビリテーションをはじめとする予防的アプローチの充実

第1

1

関とその連」でどのような医療体削」を構築すべきかを示している。

4

樹申疾患の現状

精神疾患の疫学

り方に関する

入院患者(認会虚を除く。)を対象とした「重度

①精神疾患の範囲

斗,耳

精神疾患にはさまざまな定義が存在するが、本指針では、主に世界保健機関(Ⅷのに

よる国際疾病分類第10版(1ロト10)の「精神およて哘動のF^」に記載されている疾患

「精神障害者の

=)における安西伝

を対象とし、樹止サービス等との連も考慮し、現行の精神1早

なっている「てんかん」も対象とする。また、近年患渚数力§増加している「うつ病」と「認

知症」、さらに、樹申科救急や緩和ケアなど精神医療が関わる分野についても、考慮する

こととする。

1定及

②樹申疾患の現状

提出

正患の治療体希11 に

精ネ申疾患は、近年その患者数カミ急増しており、平成20年には320万人を超える水準と

なっている。我が国での調査佶果では、国民の4 人に1人(25%)が生涯でうつ病等の気

分障害、不安障害及て晰質関連1章害のいずれかを経験していることが明らかとなってい

る。また、椛10によると、世界で1000人に7人(0.フ%)が統合失調症に櫂患している。

自殺者数は、平成10年以降14年連続で3万人を超える水準となっており、その要因う

ち、健康問題の中では、うつ病が多くなっている。

る研究(研究七表者

精神疾患にはこのほか、発迦章害や、高鯏ヒの進イテにイ半って急増しているアルツハイマ

一病等の認会嘘等も含まれており、精神疾患は住民に広く関わる疾患である。

また、精神疾患は、あらゆる年齢層で疾病により生じる負担が大きく、また、精神疾患

にかかると剛昌能力の低下などにより、本人の生活の質の低下をもたらすとともに、ネ士会

経済的な損失を生じている。

西イ

冒止手帳の対象と
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などによって

(政策動向)

厚生労働省'は、平成26年度より縮台性の重症な精神症'を有する患者力

院していても、治療樹亢,1生統合失調症治療薬やmEC「等の専門的治療を受けることので

きる地域吏

兀からガ城生活へのさらなる移行が期侍される

業)を実施している。平成28年度は、大阪府、兵庫県、岡山県、舛縄県が参加し、治

療樹亢性統合失調症治療薬導入数の増加など一定の

の実情をまえた

(医療^体告11に関する検討,課剖

制を構築するために、鮒台性精神疾患」仰職_車携体柳」整備事業(モデル事

第7次医療計画においては、統合失調症に対応できる医療機関を明確にする必要があ

る。また、統合失調症に対応できる専門職を養成するとともに多

を推進するために、ガぢ域_車

る加えて、平成36年度末までに、治療抵抗住統合失調症治療薬やn但CT等の専門的治

療方法を各都道府県の圏域全体に普及することを目指して、モデル事業の嚇且や千葉県

の先行事伊」等を参考にしながら、それぞれのガ城の実情を踏まえたガ丘域車携齢11を構築

jを構している

する必要がある。計画の策定にあたっては、先行している諸外国の実績や、国内で先行

している医療機関の実績をまえて、平成36年度末までに治療抵抗性統合失調症治療

薬の処方率を25%~30%に普及することを目指して

れの都道府県において

点機能及U凱道府県連

①平成32年度末、平成36年度末の精側丙床における入院需要(患者剃及び、地域

をあげながら、それぞれのガ旦域

移行に伴う基盤整備量(利用者捌の目標を設定

②精朔丙床における基澗丙床数を設定

どこに入

する際に、治療お航'性統合失調症治療薬の普及等による効果を

すること。

2 精神疾患の医療

②

①予防

高血圧昊糖尿病、がノνなどの予防はエビデンスに基づいた方1去力聴立しているが、精神

うつ,丙・繰うつ病

点機能の強化を図る必要があ

(患老動態)

疾患については、その必要性1才認識されているものの予防の効果を実証することが困難で

平成26年に医療機関を剤耕撒勺に受療しているうつ1丙・陳うつ病の総鳥老数は112万

人(うち入J完患者数29万人)'であり、平成11年の総患者数の44万人(うち入院患者

あり、具体的な方法は確立されているとはいえない。しかし、適度な運動や、バラン'スの

多

数25万人)'から増加している。

とれた栄養・食生活は身体オごけでなくこころの健康においても重要な基礎となるものであ

(政策動向)

る。これらに、心身の労の回復と充実した人生を目指す「休養」が加えられ、健康のた

口又

めの3つの要素とされてきたところである。さらに、→汾な鵬民をとり、ストレスと上手

生労

厚生労イ動省'は、平成23年度より、「認矧テ動療法研彦事業」として、認会断テ動療法

る必要がある。なお、それぞ

につきあうことはこころの健康に欠力"士ない要素となっている。

②診断

精神疾患、の診断の基本は、充分な観察・問診による精神症状の正確な把握であり、心理

「.」

検査等の査が診断の

(平 11年)

標が乏しいが、近年、神経画像・"轡機能画像などの技術が進歩しており、客觀的診断方法

として期待されている

していることに留意

診断においては、身

ず全身状態の把握も重である

また、身体疾患で内戸階を受診した患者に、うつ病等の精ネ申疾患が疑われる場合には、

速やか1こ}r青ネ申科医に紹介司、ることにより、正確な診断が行われることが、適切な治療選択

として行われている。精神疾患は、内科などに比べ客観的な指

の観点からも重要と考えられる。

③治療

精ネ申疾患の治療においては、梨吻療法が中心となるが、向精神薬(抗精神病薬、抗うつ

患、に起因する症状性精神障害なども考慮し、精神症状のみなら

薬、抗不安薬、鵬民澗を処方ずる際は、必要な投与期間、出現しうるすべての有割乍用

に対司、る対処去、奏功しなかった場合の代替薬物、長期投与の適応などの失戯をもとに、

治療計画を患者とその家族等に説明しておく必、要がある。また、診断、治療の両方におい

て、生物学的、心理学的、社会文化的イ則面を考慮できる視点も必要であり、生活習慣の改

善や、専門的な精1申療法、作業療法、精神科デイ・ケアなど、薬物療法以外の治療法も重

要と考えられる。

④合イ労症の治療

精ネ申疾患、においてはその疾病の特剛、ら身体疾患、の発見が遅れがちになるしたがっ
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の普及を目的に、医師等を対象とした研彦を実施している。平成23年~27年度におけ

る受講参力暗は、4156名である。また、平成20年度より「力功、りつけ医等心の健康対

応力向上研彦事業」として、う刎丙患者の早期発見・早期治療を目的に一般内科医等

力功山つけ医を刻象に研修を実施している。

(医療^体帛11に関する検詩課閥

第7炊医療計画においては、うつy丙・繰うつ病に対応できる医療機関を明確にする必

要がある。また、うつリ丙・繰うつ病に対応できる専門職の養成や多1を雁i車携・多施設連

携の推進のため、賀拶斑車

る。

③認、知症

(患者動態)

我が国における認矣嘘高齢者の数は、動卦1」用可能なデータに基づき推計を行ったと

ころ、平成れ(2012)年で462万人と舶歳以上高齢者の約7人に1人と推計されてい

る。正常と認会皖との中間の状態の軽度認知1^と擢十される約姻万人と合わせると、

点機能及

65歳以上高齢者の約4人に1人が認灸嘘の人又はその予備軍とも言われている。また、

高鯏ヒの進展に半い平成37(2025)年には、約700万人と約5人に1人に上昇すると見

込まれている'。なお、平成26年に医療機関を継紗尚に受療している認会嘘の総患者数

道府

は67.8万人であり、うち入β完患者数は7.7万人である,。このうち、精神病床における

1年以上の長期入1完患者数は3.0万人である.。

(政策動向

点機能の強化を図る必要があ

厚生労イ動省'は、平成37(2025)年を見据え、認会畦の人の意思が尊重され、できる限

り住み,慣れた1也域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができるネ士会の実現を目

指し、平成27年1月27日に認矢剛圭施策描隹総合単鵬(新オレンジプラン、以下「総合

て、診察において11精神症状だけでなく、身体疾患の有無にも注意を払う彪腰がある。こ

戦略」という。)を関係省庁と共同で策定した。

のため、身体疾患を合イ并する患者については、それを担当する内科医等と、ガ城の連携会

総合戦略は7つの柱に沿って施策を推進しており、その柱のーー)として、早期診断・

議等を通じて、日頃から連携している必要がある

しい場所で医療・介護等が提供される循環型の且みの実現を立置付けている

対応を軸に、医療・づ'蔑等の

⑤

循環型の出且みの実現のため、例えぱ、各豊城において、認会雌の発症初期から、状

うつ病の医療

況に応じて医療と介護が一体となった認矣虚の方への支援体削」の

うつ病の診断では、うつ病だけではなく、甲状腺疾患、、冨11腎疾患、隊庚患、謬原病、悪

榔重癌、"尚血管"章害など身体疾患、でもうつ状態を呈することに留意し、また、双極性f^、

的に、平成17年度より、認会碇の人の診療に習熟し、力功由つけ医への助言その他の

認知症、統合失調症などの精神疾患との鑑%1jも考慮ずる必要がある。さらに、アノレコーノレ

支援を行い、専門医療機関弌司也域包括支援センター等との

生

依存症との併存や、身体疾患の治療目的で使用されている薬物によるうつ病にも注意が必

要である。

「豊刃

うつ病の診断には、上記の鑑三1彪断を考慮に入れた詳細な問診が不可欠であり、心理検

査を補的に用いることがある

治療は、抗うつ薬を中心としつつ、認斯テ副療法等の精神療法など非薬物療法も行われ

ている。

により、認灸嘘の容態に応じて最もふさわ

口

⑥認知症の医療

認知症高

認会畦には、アルツハイマー病、血管性認、知症、レビー小体型認知症、前頭倶但E葉型!認

知症、正常圧加7聢など様々なものがあり、治療としては、アルツハイマー病に刻する薬

物療法、BPSD(認臭嘘の行動・心理症状)などの周辺症状に対ずる対応、認会畦の身体合

併广正対応、家族に刻する認失嘘への対応指導などが行われている。

にやさしい賀城づくりに向けて~

平成20年より、認知症の専門的医療の提供体佑ljを強化するため、認矢剛圭疾患、医療セン

ター運営事業を開始し、平成24年3月1日現在、全国で155力所の認会破圭疾患医療セン

ター(基幹并聖5

を図ることを目

の推進役となる医師とし

療センターにおける電話及ひ面談による相談イ牛数は613妬件、鑑"リ診断は23597件となっ

ている。

型15のが設置されている。平成22年度四7力所)の認知症疾患、医

オレンジプラン)
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て、認会畦サポート医を養成している。平成27年度末時点で認知症サポート医養成研

修の受講者数は5068人となっている。

また、平成20年より、認余碇の専門的医療の提供体削」を強イヒするため、認矣剛圭疾患

医療センター運営事業を開始し、平成29年3月時点において全国で375力所の認知症

疾患医療センター(基幹型15、針セh腔335、診療可御'25)が設置されている。

そのほか、平成27年度より、速やかに適切な医療・介護等が受けられる初期の対応

体制が構築されるよう、認知症が疑われる人昊認知症の人及びその家族を、複数の専門

職が訪問し、アセスメント

支援のサポートを行う認知症初期集中支援チームを市畍寸に設置しており、平成27年

度末時点で287市畍寸に設置されている。

(医療提供体佑Ⅲこ関する検計課嗣

第7炊医療計画においては、認矣畦に対応できる医療機関を明確にする必要がある。

また、認知症に対応できる専門職の養成や多

連携拠点機盲服て榔道府県連携拠点機能の強化を図る必要がある。認会畦の人が早期の

診断や周辺症状への対応を含む治療等を受け、できる限り住み慣れた"夘或で生活を剤翫

できるように、介護保険事業伎援)計画と整合性を図るとともに、総合単鵬に掲げる

数値目標に留意し、地域の実情に応じて医療提g躰制」の整備を進める必要がある。具体

援などの

的な内容については、今後、関係、部局から発出される通知に基づいて作成ずること

(4)児童・思春期精神疾患

の支援を包括的、集中的に行、

(患者動態)

平成26年に医療機関を継続的に受療している20歳未満の精ネ申疾患を有する総患者数

は27.0万人'であり、平成11年の総患者数の11.7万人'から

(政策動向)

厚生労働省'は、平成13年度より、↓見童思寿朔の心の問題に関する専門家を養成する

ために、医師、看誰市、保朧市、.精神保健倫言わ比、臨床心理技術者等を対象に「恕唐瑚

精神保健研虜」を行っている。

施設宣の推進のため、台城

平成24年度より、診療報酬において児童・思寿期精れ排キ入β完医療管理米斗が新設され、

自立

平成器年時点では、19都道府県に所在する医療機関において算定されてぃる。

(医療^」に関する検詩課題)

第7次医療計画においては、児童・周

る必要がある。また、児童・思春期精神疾患に対応できる専門職の養成や多職穩_

多施設連携の推進のため、地域車携拠点機能及U都道府鳥車携拠点機能の強化を図る必

酎頃向にある

精神疾患、に対応できる医療機関を明確にす
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要がある。この際、「思唐朔精神保健研虜」を活用すること。

⑤発迦章害

(患者動態)

平成26年に医療機関をま佳続的に受療している発迦章書者支援法(平成16年法律第167

号)に規定する発迦章害(陀住F89,F9住円8)の総患者数は19.5万人.であり、平成11

年の総患者数の2.8万人'から増力Uしている。

(政策動向)

平成17年4月の発迦章害者支援法施行により、国立精神・ネ申経医療研究センターに

おいて、都道府県・政令指定都市の発達障書学多療の指導n殿害4を担う者に対する研虜を

実施している。平成認年8月の改正発達障害者支援法施行により、都絢奇県・政令指

定市力溌趨璋害者の支援(診療等を含む。)に関する情報の共有や

の整備等について

年1月の総務省'による「発迦章害者支援に関する行政詔西・監見1 では、厚生労働省'に

対して、発達障害者の専門的医療機関の確保と公表を積極的に進めることを勧告してい

る。

(医療枦疋含^」に関する検諄課脚

第7次医療計画においては、発達障害に対応できる医療機関を明確にする必要があ

る。また、発迦章害に対応できる専門職の養成や多1^雁1車携・多施設連携の推進のため、

る発迦章害者支援針城協議会の故が立置付けられた。平成29

翅戴連

年度から実施している「力功由つけ医等発達障害対応力向上研彦」を活用すること。

⑥依存症

点機能及U凱道府鳥車

①アノレコーノレ依削主

(患者動態)

平成26年に医療機関を剤獺的に受療しているアルコーノレ依存症者の総患者数は

4.9万人'であり、平成11年の総患者数の3.7万人,から増加している。厚生労働科

学研究においては、医療機関の受療の有無に力功、わらず、アノレコーノ

万人いると推計されている,。

点機能の剃ヒを図る必要がある。この際、平成28

(政策動向)

な連

厚生労

平成26年6月1日に施行されたアルコーノレ鯉康F^刻策基本1去(平成25年法律第

109号)に基,づき、平成28年5月31日に、「アノレコーノ

体制」

学研究「冊玲世 をまえたアノレニールの

存症者1詠り58

刻策に関る総合府院(研究イ七表者樋口進)

対策推進基本ヨヨ十画」
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が閣議決定された本計画の数値目標として、全ての道府県において アノレコーノレ

依存症者に対する適切な医療を提供することができる専門医療機関を1力所以上定

めることが明記されている

厚生労働省'は、平成26年度より存症に対応することのできる医療機関の確保を

図るとともに、関係機関問の連携を樹ヒし、患者・家族,'＼の相談支援や啓発のための

体痢1を充実するなどの負拶弱車携支援齢4の構築するために、「依存症治療拠点機関設

置運営事業(モデル事業)」を実施している全国拠点機関として、久里浜医療セン

ター C鞄切依存症は国立}剛申・ネ申経医療研光九センターに委訟

として神奈川県・神奈川県立精神医療センター、岐阜県・各務原病院、大嚇守・大阪

府立精神矛斗医療センター、岡山県・岡山県精神矛斗医療センター、佐賀県・肥前精神医

療センターの5力所を指定し

のモデル構築

横展開を進めている。また、平成29年度からは、全国67力所の道府県・政令指定

都市に専門医療機関を指定すること等を目、にした、「依存症対策総合支援事業」を

実施する。

1

(医療提供体制」に関する

子症者に対する効果的な凱拶弱車支援体制の「見える化」とその

彪要があるまた、アノレコーノ

7次医療計画におレ アルコール依存症に対応できる医療機関を明確にするては

設連携の推進のため

存症者やその家族に対し適切な支援を届けるため

がある。この際「アノレコーノ

存症に対応できる医療機関を都道府県・政令指定都市ごとに1力ワ〒以上定めることと

し、「依削主治療拠点機関設舌L運営事業(モデル事業)」の嚇且を参考にしっつ、平成

29年度より実施する「存症対策総合支援事業」を活用すること

②薬物依削圭

正1台療拠点機関

(患者動態)

栩圭に対応できる専門職の養成や多耽雁L

点機詐仏及、

平成26年に医療機関を継紗釣に受療している梨吻依存症の総患者数は0.3万人,

であり、平成11年の総患者数の0.1万人'からι勣nしている。

(政策動向

対策

平成25年6月に、刑の一部の剃テぢ酋予郁」度の導入等を内容とする、刑法等の一部

道府埠連携拠点機詐。の強化を図る必要

を改正する法律(斗城25培去律第四号)及て腰鞄吻使用等の罪を犯した者に対ずる刑

の・一部の執行ぢ酋予に関する法律(平成25培去律第50号)が成立(平成28年6月1

日樹テ)した。

画」をまえ、アノレコール依

栩圭者の雨E(再使用)防止は、刑事司荘叢関のみでは不,分

施

、
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であり、保護観察所と、地域の医療・保健・樹止機関及び民間支援団体とのメ かつ

緊密な連

御斤出沙〒昔等の支援に関する

省保細第119号法務省・障発1119第1号fR護局長・矯正局長・厚生労働省'ネ絵・援

護局障害保謝餅嶋"長連器臣知)が策定された。

1の構築が不可欠とされ、平成27年11月19日に「

また、平成28年12月14日に「再和の防止等の推進に関する法律(平成28年法律

第104号。以下「勵巳防止推進法」という)」が公布、同日施行され六副E防止推

進法には、犯罪をした

れるよう、関係機関の体制」整備を図ることが明記されている。

厚生労イ動省'は、平成26年度より「依栩圭治療拠点、機関設習L運営事業(モデル事業)」

を実施している。また、平成29年度からは、全国釘力所の都道府県・政令指定都市

に専門医療機関を指定すること等を目標にした、「存症対策款゛合支援事業」を実施

ガイドライン」(平成27年11月19日付け法務

する。

(医療提供体脚1に関する検剖^

存症者等について、適切な保健医療サービス等が提供さ

第7次医療計画においては

ある。また

のため

際、「栩圭治療拠点機関設置運営事業(モデル事業)」の嚇且を参考にしつつ、平成

29年度より実施する「依削圭対策総合支援事業」を活用すること。

③ギャンブル等依削主

子のある刑

割圭に対応できる専門職の養成や多

(患者動態)

点機能及

平成26年に医療機関を継続的に受療しているギャンブノ

は500人未満'であった。現在、国立研究開発法人日本医療研九九開発機構の委託研究

子症に対応できる医療機関を明確にする彪要力

道府県

(平成28~30年度)により、ギャンブル等依存症者に関する実態れ墾が進められて

いる8。

(政策動向)

(斗Z成28~30'戸度)

平成28年12月15日に、特定複合

点機能の樹ヒを図る必要がある この

推進法)(平成28年法律第115号。以下、「1Rキ隹進法」という。)が成立し、同年12

月26日に公布・樹テされブヒ。 1Rキ隹進法案に対する参糊完内閣委員会(平成28年12

月13 田の附帯決議において、ギャンブル等依存症対策を抜本的に強イヒすることが

立研究,綱発法人日本

求められている

施設 の推進

設建域の整備の推進に関する法律(1R

栩主患者の総患者数

篝の委託研究「ギャンブノ耶 の 生 医療・嵩止・ネ士会的支援のありかたについての石院」研究イ弌表者松下
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厚生労働省'は、平成26年度より「依削主治療拠点機関設置軍営事業(モデル事凋」

を実施している。また、平成29年度からは、全国67力所の道府県・政令指定都市

に専門医療機関を指定すること等を目梗にした

する。

(医療提供体制」に関する検計課題)

第7次医療計画においては、ギャンブル等依存症に対応できる医療機関を明確にす

る必要がある。また、ギャンブノ

多施設宣の推進のため

必要がある。この際、「依存症治療拠点機関設置運営事業(モデル事剰」の財且を参

考にしつつ、平成29年度より実施する「依存症対策総合支援事駒を活用すること。

(フ)外傷後ストレスF章害(prsD)

(患者動態)

平成26年に医療機関を糾痢勘に受療しているPISDの総患者数は0.3万人,であり、

平成11年の総患者数の0.1万人'から増力Ⅸ頃向にある。

(政策動向)

「依割圭対策総合支援

存症に対応できる専門職の養成

厚生労働告'は、平成8年より災害・判牛・事故等による郎Dへの心のケアの重要性

を鑑みて、鵬Dの専門を養成ずるために「PISD対策専門研座」を行ってぃる(平成

機能及U凱道府鳥車

8~27年度における受講者合計:6,妬6人)。また「災害等によるストレス関連疾患対

策情報支援センター事業」(国立*榊・神経医療研究センター委諦を通じて、災害及

てド判牛、事故等力溌生した際に、精神保健喬止センター・昊"呆卸祈等の自治体を文橡に、

被災者・被害者の心のケアに関する助言・技術的支援を行ってぃる

」を実施

平成那年4月に策定された第3次ぢ

定)では、被害者への心のケアを提供することの重要性力§明記されている。

(医療^体告11に関する検剖.課陶

点機能の強化を図る

第7次医療計画においては、P「釦に対応できる医療機関を明確にする必要がある。ま

た、鵬Dに対応できる専門職の養成や多1哉種}車携・多施設

車

拠点機能及て榔道府口'車拠点機能の強化を図る必要がある

⑧高洲畄機能1^

(患者動態)

平成13~平成17年度に行われた高洲畄機能障害支援モデル事業において行われた調

査によると、医療機関の受療の有無にかかわらず、高洲皆機能障害者は、全国に27 万

者等基本計画(平成羽年4月1日閣議決

の推進のため、却獅島車携

r
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人いると推計されている,。

(政策動向)

厚生労働省'は、平成18年度より高洲畄機能障害及びその関連障害に対ずる支援普及

事業を地域生活支援事業において実施している。国立F^者りハビリテーションセンタ

一内に「高洲送機能障害1静&・支援'ヒンター」を設置ナる他、都道府県の支援拠点機関

に相談支援コーディネーターを配置し、専門的な相談支援、関係機関と

行っている。戯台体職員、樹止事業者、医療関俳、者を刻象に高洲尚機能F章害支援に関す

る研彦を行い、翅戴における高洲畄機能f章害支援の普及を図ってぃる

(医療枦疋供体制」に関する検静課剖

第7炊医療計画においては、高炊1畄機能F章害に対応できる医療機関を明確にする必要

がある。また、高洲畄機能f^に対応できる専門職の養成や多

推進のため、貴獣弱車

⑨摂食F章害

(患者動態)

平成26年に医療機関をま佳紗、的に受療している

り、平成H年の総患者数の1.1万人'から横ほし、である。厚生労個呼斗学研究において、

医療機関の受療の有無にかかわらず、摂食

点機能及て鄭道府鳥車

男子中学生の1000人に2~5人いると推計されている,0。

(政策動向

厚生労働省'は、平成26年度より摂食F章害患者力§早期に適切な支援を受けられるよう

に

岡県、福岡県の3県力

として指定し、摂食F章害治療支援センターと県の協働によって、摂食1:章害に関するー」

F:章害治療支援センター設圏軍丹事業を実施している。この事業では宮

点機能の樹ヒを図る必要がある

知識・櫛斤の普及啓発、他医療機関への研彦・櫛融支援、患者

調整を

関俳、機関との

医療研究センターを「全国

指導

関係者昊養護教諭を対象とした摂食F^患者の対応に関する研彦を行ってぃる。

多施肌

章害の総患者数は1.0万人.であ

患者は、女子中学生の100人に1~2人

(医療提供体痢」に関する検言゛課題)

の診療の拠点となる医療機関を「摂剣章害治療支援センタ

「ー

摂食F章割台療支援センターで集積されたデータの分析・副西、全国の医療

第7次医療計画においては

支援体缶"構築のための

の

生労

月

学研究「↓見童・想

ンター」として指定し、摂食障害治療支援センターの

ンドブックー゛今断

を行っている。また、国立精神・神経

F章害に対応できる医療機関を明確にする必要があ

から自

る

の技術的支援

静

まで ψ八→一寺島

イt表者門せ枚元(平成21
ノ玄
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る。また、摂剣章害に対応できる専門職の養成や多

賀Ⅲ勢_車携拠点、機能及て榔道府県連携拠点機能の剃ヒを図る必要がある。この際、「摂食

障割台療支援センター設置運営事業(モデノレ事判

(1のてんかん

(患者動態)

平成26年に医療機関をネ佳続的に受療しているてんかんの総患者数は25.2万人.であ

り、平成11年の総患者数の23.5万人'から」勸Uしている。厚生労働科学研究において

は、医療機関の受療の有無に力功、わらず、てんかん患者は1,000人あたり7.71人いる

とキ隹計されているⅡ。

(政策動向)

厚生労働省は、平成27年度よりてんかん患者力

に、てんかん針抄或診

県、神奈川県、新鳥県、静冊県、鳥取県、岡山県、広島県の8つの県が、ガ城の診療の

拠点、となる医療機関を「てんかん診療拠点機関」として指定し、てんか^点機関

コ

と県との協働によって、てんかんに関する知識の普及啓発、患者昊沫族の相談支援及び

多施却

の嚇且を参考にすること

治療、他医療機関への助言・キ旨導、医療

体制の構築のための協議会の開催などの嚇且を行っている。また、それぞれのてんかん

診療拠点機関に、てんかん診療コーディネーターを配置し、患者及ひ涼族に対し相談援

の推進のため

助を適切に実施するよう努めている。さらに、平成鴉年度より、国立樹申・神経医療

墜備事業を実施している。この事業では、宮県、栃木

研究センターを「てんかん診療全国拠点機関」として指定し、名拠点機関のキ旨導・助言、

てんか^療拠点機関で集積されたデータのノ析・需西などを行っている

(医療提供体柳」に関する検討,課剖

第7次医療計画においては、てんかんに対応できる医療機関を明確にする必腰があ

る。また、てんかんに対応できる専門職の養成や多1^瓶1車携・多旛

に適切な支援を受けられるよう

かん地域診寮_

(1D 精神矛斗救急

機能及U凱道府

(基本1青報)

の研彦、関係機関との

精神科救急医療体制謄備事業報告に基づく平成27年度の夜問・休日の受診イ4数1誹り

4.5万件、入1完イ牛数1詠り2万件となっており、平成22年度の約3.6万件、約1.5万件

厚生労斗学研究「てんかんの有病率等に関する学研究及び診療実態の分析と1台療体痢」α盤備に関ずる研究」伺院イ勺表者

」整備試行事業(モデル事拘」の嚇且を参考にすること

点^能の

支援

ヒを図る必要がある。この際

ーノ'

の推進のため

「て人ノ
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と↓ヒ較して増力Ⅲ頃向にある。また、消防庁の調査では、平成27年中の疾病分類牙リ収容

平均所要時間(ス、電から医師引継ぎまでの断勗において、全体の平均が39.4分であ

つたのに対して、事敞種三1」が「急病」で、さら1こ精祥疾患、を主な理由として搬送された

傷病者の平均は43.1分と長かった蛯。

(政策動向)

都道府県は、精神保健及ぴ精ネ郭章害者福ネ止に関する法律第19条の11に基づき

な医療を必要とする全ての*静,章害者が、迅速力y)適正な医療を受けられるよう、精神

科救急医療体痢1の確保に努める必要がある。都道府県又1才政令指

医療体制整備事業を活用して、精伸科救急医療体削陣絡調整委員会を設置し、樹申科救

急医療施設の確保及びその円滑な運営を図ってきている。また、精神科救急、,f青報センタ

ーを整備し、救急医樹青報センター弌叡急医劉幾関や1肖防機関等からの要請に対し、緊

急な医療を必要とする精神障害者の搬送先医療機関の紹介に努めてきてぃる。厚生労働

省は、平成那年度における精神科救急医療幽も4劉肯事業の実施要綱改正により、精神

科救急医療圏域単位での精神矛斗救急医療体帋1及て鳰体合併症患者の医療提供体制の確

保に向けた検き寸を実施するとともに、関係機関(警察、消防、一般救煮山等)との研彦を

通じた相

(医療提供体御」に関する

第7次医療計画においては、精神科救急に対応できる医療機関を明確にる必要があ

る。また、精神科救急に対応できる専門職の養成や多賠雁連携・多施調車携の描隹のた

の推進を求めている

め

の医療機関に負担力§集中しないように、例えば、夜鳧獣日における精神科救急外来(初

期救急医療)と精ネ鯏救阜完鮪二炊救急医療、第三次救急医療)を区分して受入体

制を構築する等

課剖

神科救急医療体制整備事業を活用すること

機能及

(12)身体合令綻

市は、精神矛斗救急

(基本't哉R)

道府県

C'、

精神病床を有する総合病院における入β完患者を刻象とした厚生'側矛斗学肝究では、身

の実情をまえて連

体疾患と精神疾患ともに入1完による治療を必要とする患者の発生する害恰は人口万対

年間2.5件と推計されている帰。救命救急センターの入院患者を対象とした厚生労イ畍1

点機能のヲ剣ヒを図る必要がある。また、特定

消防庁「救阜

生労億科学研究「

況の

」を検討する必要があるこの際、「精

医療、とくに身体疾患共郡リ矣似圭疾患合,澁例の対応に関る研兜

28

イ弌表者
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(平成那年法律第11号。以下「改正法」という。)が成立し、同年4月1日に施行さ

れた改正法においては、基本的施策が拡充され、良質力y施切な精神医療が提供され

る体痢」の整備や多

厚生労働省'は、司我20年度より、噛殺末遂者ケア研彦」として、主儒哉及て謄支術の

普及を目的に、医Bi陰を対象とした研虜を実施している。斗砧戈20年~平成27年度にお

ける受講参力暗は、1,082人である。また、平成27年度より、哨殺末遂者再企図防止

事業」として、自殺末遂者の再企図防止を図ることを目的に、ケースマネージメントの

講習を受けた者が、自殺未遂者に対し定期的なフォローアップを行う事業を実施してぃ

る。平成27年度のケースマネージメントの講習受講者は、611人である。

の推進等が新たに規定された'

(医療提供体罰」に関する検剖.課剖

第7次医療計画においては、自殺対策に対応できる医療機関を明確にする必要があ

る。また、自殺対策に対応できる専門職の養成

翅域童

2点について留意されたい。

①自殺の大きな危険因子であるうつ病について、早期発見、早期治療に結びつける取

点機能及

組に併せて、精神科医療提供崎4の充実や、ガ城の精神科医療機関を含めた保陰・医

療・樹止・労働・教育・警察等の関係機関・関呼、団体のネットワークの構築を図るこ

と。

②精ネ軒斗救急医療体制の充実を通じた自殺未遂者に対する良質力γつ適切な治療の実

道府三

施、力功、りつけ医等の精神疾患の診断・治療技術の向上、力功山つけ医から専門医に

つなげる医察車

Q4)災害精神医療

点能の強化を図る必要がある加えて、以下の

(基本1酵R)

平成29年2月時点で、全国30都府県において災害訊弓宣精神医療チームΦPAT)先貴

隊が整備されている。

(政策動向

」の整備を推進すること

多旛ル

平成27年7月の防災基本計画の一詔彦正において、厚生労働省'及

害力R避削申医療チームΦPAT)の整備に努めるものとされている。厚生労働省では、DPAT

事務局事業を通じて、災害新弓宣精神医療チームΦPAT)の平時の訓練と、自?台体への技

の推進のため

術的支援、災害発生時の迅速力、つ適切な連繪

(医療炉走^Ijに関する検静課鬮

7次医療計画においては、災害精神医療に対応できる医療機関を明確にする必要力

等の体制」整備を行っている

道府県は災

乃



ある。また、災害精神医療に対応できる専門職の養成や多脂雁}車携・多施調車の推進

のため、漉茸嫡_

(15)医療観察法における刻象者への医療

(基本'情報)

平成17年7月の心ヰ申喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及て陽礫等に

関tる裡紳(平成15培去律第110号。以下「医療領察法」という。)施行力喝平成27

点機能及U凱道府卑

年12月までの地方裁判所の当

は528件となっている而。平成29年1月1日時点における入^は729名であり、そ

の疾病呂1」内訳は、統合失調广正等価2)が約82.9%、炊いで気ノ章害炉3)が約7.4%て

ある17。

(政策動向)

74 -

指定入院医療機関は、予備病床を含めて全国で800床程度、指憲重院医療機関は各

点機能の強化を図る必要がある

道府県に最低2力所、人口100万人当たり2~3力月裡度、指定避完医療機関として全

国で382力所を目標として整備を進めている。平成29年1月1日時点における指定入

院医療機関は全国で32力所、予備病床を含めて825床と目標を達成してぃるが、指定

入院医療機関が近隣にない針鰄が存在している。また、平成器年12月末日時点におけ

1における完列茸昌決定は250H牛、娜完熨M昌決定

る指定臣院医療機関は

必要数を満たしておらず、必要数を満たしたガ城においても対象者dX主み慣れた針城か

らアクセスが容易な指定通院医療機関を確保する必要がある。

平成24年度より、指定即完医側幾関の医療の質の向上及び均て材ヒを図り、医療観

察法対象者の

ムが相互に指定入1完医療機関を訪問し、医療体怖1等の評価や、課題への言等の技術交

流を行う「心ヰ申喪失者等医療観察法指定即完医療機関医療昂」1西・向上事業を実施して

で574力所(511病

いる。

(医療^」に関する検討.課鬮

の市b会復帰を実現するため、指定7、J完医療機関に従事する多廂雁チー

第7次医療計画においては、医療観察制度に基づく遜完医療に対応できる医療機関を

明確にする必要がある。また、入β完医療において治療抵抗性統合失調症治療、を使用し

ている刻象者が円滑に退浣できるように、治療抵抗性統合失調症治療薬の使用可能な指

定遜完医療機関の一層の確保を図る必要がある。

16

63診療而ある力

生

「ぢ 白

士会・援護局F

、

市部を中心に

18~27



2 精神疾患の医療体制

平成26年における精神广丙床を有する病院数は1●生旦病院であり、このうち精神病床のみ

を有する精神矛1病院数は1067病院であるW。平成26年における精神病床数は33万8174

床玲であり、平成Ⅱ年の35万8 U9床四から減少している。

平成26年における精神科・ネヰ軽科・心療内科を主たる診療科とする精神科等診療所数は

3,890診療所Wであり、平成11年の2,001診療戸万.'から加している。平成26年における

医師・看護職員・精神保健棚止士をそれぞれ1人レメ上有している精神邪陛診療所数は、383

診男漸と全体の1害嘱§であるW。

平成26年における精神科及び心療内科を主たる診療矛斗とする精神飛牌医師数は1万

旦四9Ω上生ぞであり、平成16年の1万3353人2'から職Uしている平成16年と平成26年と

を比較すると、病院に劃麻する精神禾瑩医師数の増力噌洽1詠サ1.1倍であるのに対し、診療

所で勤務する精神科等医師数の増力噌1合1緜サ1.6 倍と、診療戸斤に勤務する精ネ軒斗等医師数の

方が増加している。

平成26年における精神科訪ル号看護を行う精神翆W丙院数は1,049病影ヂであり、平成19年

の946病院"から増加している平成28年における訪問看護ステーションは8613事業秒子で

あり、平成16年の4806事業Pワ戸から約1.8倍に増加している。平成27年における精ネ軒1

訪昆曙護を実施している訪鳥見看護ステーションの御洽は59.8%であり、平成18年の35.5%

から増加している訪。

3 精神疾患の医療体制

①精ネ岬1医療機関等の状況

甸院イ弌表者河

18

19

20

生労

病1浣数1お丘年減少ゞ頃向にあるが、平成22年に精ネ判丙床を有する病院数は1667病院、精

21

生労働省'「医療旛取

神弔W丙院(糊申病床のみを有する病陶数は1082病院で、平成8年以降ほぼ横ばいとな

22

生

つている。また、精神病床数は、平成10年以降減少ゞ頃向にあり、平成22年に触万6715

23

厚

厚

厚

労

労

24

床となっている。

25

26

「廊而・歯科師

而・歯矛1廊而

一般診卿斤の数は、平成11年に9万1500診舒斤、平成20年に9万9083診療所、精神

科を標樗ずる診療所の

療所と、精神矛斗を標袴する診療所は一般診療所の増加を上回る率で増加し、平成20年に

(斗牧26年

は・→股診療所の5.フ%を占めている。

円4

止資料(

U

の動向

精神矛斗医師数(精神矛斗を主たる診療科とする医師剃は、平成22年に1万4201人であ

伯

の動向

り、平成12年から平成22年までの問に医師全体の数1詠り3.9万人増加しているのに対し、

「精神疾患の医療計画と果釣な

伯

精神科医師数は3138人増加しており、医師数全体の増力宿洽を上回って増加している。

(平 26 )

平成12年と平成22年とを比較止ると、病院に勤務する精神科医師数の増力噌1合1詠り1.2

倍であるのに対し、診療所で剃務する精神科医師数の増力皓1合ば約2倍と、診卿斤に勤務

する精神科医師数の増加が昆皓である。

26

(平成28年

値複計上)は、平成H年に3682診療所、平成20年に5629診

19

Ⅱ

16

②樹申科救急医療(身体疾患、を合イ并する精神疾患患者含む)

精神矛斗救急医療の状況については、精神科救急医療体罰歴備事業等を通じて体告1整備を

75

図ってきている。平成22年度の事業実績によると、精神科救急医療圏148か所、糊申科

救急医療施設1069施設(常時対応、輪番対応及て凱来対応を含む。)であり、施訟数はほ

ぼ横ばいで推移している。一方、夜間・休日における精神医療相談窓口及ぴ精神矛斗救急清

報センターへの電話相談イ牛数は、平成17年度1才糸り8万件、平成22年度1詠り15万件であ

)(斗減27

り、約2倍弱に増加している。また、夜問・休日の受診イ牛数、入βj劉牛数については、平成

の推進に関る

17年度はそ才しぞれ約3万件、約1万2千1牛、平成22年度はそれぞれ約3万6千1牛、約1

万5千f牛といずれも増加しており、精神科救急医療体制の充実・,剣ヒが求められている。

さらに、近年、身体疾患を合併する精神疾患患者が勅nしている。救命救急センターの



第2

1

医療体制」の構築に必喫な事項

目指すべき方向

前記「第1 精神疾患、の現伏」を踏まえ、精神1章害にも対応したガ城包括ケアシステム及

び、多様な精神疾患、等に対応できる

(D *き神1章害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

①精神科医療機関、その他の医療機関、地域援助事業者、市岡村などとの重層的な連携

による支援体制の構築

②本人の意思の尊重と、1CFの基本的考え方※を踏まえながら、多職陸協働による支援

体制の構築

※ ICF (国務モ生活機能う)類 WH02001年:1nternationalclassificationofFwlctionin

入院患者のうち12%1こ樹申医療の必要性があり、そのうち18.副(全体の2.2%)が身体

Disab丑it andHealth)では、人が生きていくための機能全体を「生活機能」として

疾患と精神疾患ともに入,完医療を要するとの報告があるまた、精ネ判丙床を有する総合病

院の調査から、身体疾煕と精神疾患共に完水準の患者の発生する御洽は、人口万剣年間

とらえる。「生活機能」は、①体の働き弌精神の働きである「心鳴機梱、②ADL・家事・

職業詐劼や屋外歩行といった生活行為全般である「活動」

2.5件との推計がある。一方で、精ネ嫉患を背景に有する患者は、救急搬送において医療

果たすことである「参加」の3つの要素から構成される。それぞれの要素を評価し、そ

機関への受け入れまでに要する時問が、通常の場合に比べて長時問を要している状況にあ

」の構築を進める

②多様な精神疾患等に対応できる医寮車

れぞれの要素にバランスよく働きかけることが重要である。

る。

①多様な精神疾患等ごとに患者に応じた質の高い精神科医療を提供できる体制の構築

以上のような状況をまえ、平成22年の精神保健及ぴ精神障害者福祉に関する法律(昭

和25

②多様な精神疾患等ごとに病院、診癖折、訪鳥見看護ステーション等の役害1分担

務(糊申保嵩餅止法第19条の11)が法律上規定され、司城24年4月から施行されること

となっている。このため、「¥餅軒斗救急、医療体伶"に関する検剖会報告書(平成23年9月30

日)」を踏まえて、「精 1救急医療体罰」の整備に関する指針について」(平成24年3月30

123号)の一部a々正により

日障精発0330第2号キ絵・援護局障害保健謝止音畔討申・障害保健課長通知)が発出され

ており、都道府県力

第2

1

医療機関とその連携

目指ずべき方向

お嬬「第1 精神疾患の現状」を踏まえ、個々の医療機能、それを満たす医療機関、さら

にそれら医療機関相互及

制の構築

実施される体制」を

3

道府県による精神矛斗救急医療体脚1の努力義

①保健サービスや力功、りつけ医等との連により、精神科医を受診できる機能

べき精神矛斗救急医療体制の具体的な方向性が示されている

(2)患者の状態に応じて、外来医療や訪問医療、入β完医療等の必要な医療を提供し、保健・

社会生活で役御1を

;尉'等と連携して地域活や村会生活を支える機能

③糊申科救急患者(体疾患を合併した患者を含む。)、身体疾患を合併した患者や専門

,

する

医療が必要な患者等の態に応じて、速やかに救急医療や専門医療等を提供できる機能

④うつ病の診断及び風者の状態に応じた医療を提供できる機能

(5)・認知症に対して進行予防から凱城生活の維持まで必要な医療を提供できる機能

樹止サービス等との連により、台城において精神医療力

を

76



推進するための体制1の構築

2 各医療機能と連携

"嬬「1 目指ずべき方向」を踏まえ、精神疾患、の医療体制」に求められる医療機能を下記

①から(3)に示す。

都道府県は、多様な精神疾患等ごとに各医療機能の内容姻標、医療機関に求められる事

項)について、"城の実情に応じて柔軟に設定する。

①

①

神矛斗

目標

患者本位の精神科医療を提供すること

1伊の基本的考え方をまえながら多

月

地域の保健医療掛"ト護の関係機関との

② 医療機関に求められる事項(伊D

患者の状況に応じて、適切な精神科医療ψ卜来医療、訪ル膨療を含む。)を提供ず

るとともに、精ネ判苗1犬'割ヒ時等の緊急時の対応体雋11や}聾各体佑1を確保すること

精神矛斗医、薬斉鵬市、看護師、作業療法士、精神保健樹止士、臨床心理技術者等の

脂瓶によるチームによる支援体制」を作ること

医療機関(救急医療、周産期医療を含む。)、F章害福ネ止サ ビス

業所、居宅介護支援事拘ワ〒、地或包括支援センター等と

援を提供すること

刀

による支援を提世けること

協力を行うこと

2 各医療機能と連携

"嬬己「1 目指すべき方向」を踏まえ、精神疾患の医療体術11に求められる医療機能を下記

①から(5)1こ示す。

都道府県は、各医療機能の内容姻標、医療機関に求められる事項等)にっいて、豊城の

実情に応じて柔軟に設定する。

(2)

目標

患者の状態に応じた精神科医療を提供すること

①目標

①保健サービスや力功由つけ医等との連により、精神科医を受診できる機能【予防

点機能

アクセス】

①目標

精神疾患の発症を予防ずること

患者本立の精神科医療を提供すること

し、生活の場で必要な支

. 精神疾患が疑われる患者が、発症してから精神矛斗医に受診できるまでの期間をでき

祈、相談支援事

るだけ短斎'る,、ること

②

精術,1を標袴する医療機関と台城の保健医療サービス等との連携を行うこと

医療機関に求められる事項

住民の精神的健康の増進のための普及啓発、一次予防に協力すること

精神矛斗医との連携を推進していること(GP(内科等身体疾患、を担当する科と精ネ軒羽

連携※への参画等)

精神保健喬止センター・矣0産業保健の関係機関と連携すること

※ GP

かかりつけの医師等の対応力向上のための研彦等に参加していること

師でうつ病患者を発見したときの日常的な連堆体制の構築、ケーススタディ等)の開

③関係機関の例

催、精ネ軒斗医への紹介システムの導入等

の伊」:針戦レベルでの定期的な連絡会議(内科等身体疾患を担当する科の医

保脚二斤、精神保健嵩止センター、ガ含域産業保健ヒンター、メンタルヘノレス対策支

センター、産業保健推進センター等の保健・棚Ⅱ等の関係機関

精神飛脂院、精神科を標樗ずる一般病院、精神科診療所

.

(2)精神疾患等の状態に応じて、外来医療や訪問医療、入1完医療等の必要な医療を提供し、

^の医療機関

保健・嵩止等と連携して翅戴生活やキ捻生活を支える機能Ⅱ台療・回復・キ絵復帰】

①

期



1儒'の基本的考え方をまえながら多脂肝重協働による支援を提供すること

翅戴の保健医療樹"↑護の関係機関とのし

医療車のガ即或拠点の役省1を果たすこと

・1酵R収集劉言の針拶或拠点の役害1を果たすこと

人材育成の鯏戴拠点の役却jを果たすこと

地樹害神矛斗医療提付蟻能を支援する役害4を果たすこと

② 医療機関に求められる事項(伊D

患者の状況に応じて、適切な精神科医療(外来医療、訪見膨療を含む。)を提供す

るとともに、精神症状悪ヒ時等の緊急時の対応体制刷車絡体帛4を確保すること

精神矛斗医、薬郵伯市、看護師、イ乍業療法士、精神保健樹止士、臨床心理技術者等の多

職種によるチームによる支援体柳」を作ること

医療機関(救急医療、周産期医療を含む。)、F章害福ネ止サービス事業P祈、相談支援事

業所、居宅介

協力を行うこと

援を提供すること

極的なt欝R剣言を行うこと

多職種による研彦を企画・実施・ずること

太議の運営支援を行うこと

事拘二斤、負那或包括支援センター等と連携し、生活の場で彪要な支

地嚇計申科医療提供機能を担う医療機関力喝の慨1如談への対応や、縮台性精神疾

患・処墨困難事gιの受入対応を行うこと

③都道府某車携拠点機能

早期の迪完に向けて病状が安定するための退浣支援を提供すること

患者ができるだけ長く、ガ城生活を継紗、できること

① 目標

患者本位の精神矛斗医療を提供すること

② 医療機関に求められる事項

患者の状況に応じて、適切な精神科医療ψ卜来医療、訪ル形療を含む。)を提供t

1伊の基本的考え方をまえながら多脂餅重協働による支援を提供すること

ること

必要に応じ、アウトリーチ(訪問支援)を提供できること

精神科医、薬斉11師、看護師、作業療法士、精神保鐘樹止士、臨床心理技術者等の多

聡雁によるチームによる支援体制を作ること
. 精神症犹割部寺等の緊急時の対応体雋11やi皇絡体柳1を確保すること

早期の週浣に向けて、病状が安定するための"艮薬治療や精神飛H乍業療法等の支援や、

相談支援事業者等との

障害樹止サービス

供ずること

. 産業医等を通じた事業者との連携や、ガ拶或産業保鐘センター、メンタノン＼ルス文昧

支援センター

③医療機関等の例

1_ し、患者の▲

により、退院を支援すること

フ〒、相談支援事業P折等と連し、生活の場で必要な支援を提

精ネ靜斗郷完、精神科を枦

. 在宅医療※を提供ずる病院・診療所

薬局

訪鳥蒲護ステーション.

③精神科救急患者(身体疾患、を合併した患者を含む)、身体疾患を合併した患者や専門医

※在宅医療一般については、「在宅医療の体制構築に係る指針」を参照,

復職等に必要な支援を提供すること

センター

療が必要な患者等の状に応じて、速やかに救急医療や軒ヨ医療等を提供できる機能【精

神科救急・身体合併症・専門医療】

①目標

ローワーク、ガ拶,郊章書者職業センター等と

る一般病兀、精ネ帆1診療所
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24時間365日

24時間365日、身体合,綻を有する救急患者に適切な救急医療を提供できること

神科救急医療を提供できること



翅戴の保健医療喬M'護の関係機関との連

医療連の都道府県拠点の役害"を果たすこと

情報収集剣言

人材育成の都道府県拠点の役害1を果たすこと

吐即弱車

道府県拠点の役胃1を果たすこと

機能を支援する役宵佐果たすこと

② 医療機関に求められる事項(伊D

患、者の状況に応じて、適切な精神科医療峅来医療、訪鳥膨療を含む。)を提供す

るとともに、精神症状割ヒ時等の,、'=時の対応体帋11や連絡bK1も11を確保すること

協力を行うこと

精ネ輯斗医、薬郵伯雨、看護師、作業療法士、精神保健樹止士、臨床心理技訓〒者等の多

耽雁によるチームによる支援体佑11を作ること

医療機関(救急医療、周産期医療を含む。)、f^ネ止サービス事業Fワ〒、相談支援事

詩斤、居宅介護支援事拘ワ〒、賀即或包括支援センター等と連携し、生活の場で必要な支

援を提供すること の

針夘弱車携会議を運営すること

積極的な情報剣言を行うこと

専門職に刻する研彦プログラムを提供すること

遇困難事価'の受入対応を行うこと

拠点機能を担う医察幾関からの個別相談への対応や、縮台性精神疾患・処

により夜間・休日

専門的な身体疾患(腎不全、歯矛嫉患等)を合イ并する精神疾患患者に対して、必要

な医療を提供できること

児童精神医療(思

人等の専門的な樹申科医療を提供できる体制を少なくとも都道府県単位で確保する

こと

心帥喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及て噸察等に関する法律(平

成15培去律第110号。以下「

する指定通院医療機関について、少なくとも道府県単立で必要数※を確保すること

※「,L料喪失者等医療領察法に基づく指定遜完医療機関の

を含む)、アノレコールやその他の薬吻などの存症、てんか

②医療機関に求められる事項

年7月9 部餅青発第0709006号ネ;捻・援護局障害保健倫冒れ賠階神・F章害保俺課長通知)

精神科救急宙、者の受け入れが可能な設備を有すること(

護体制等)

漉城の精神科救急医療システムに参画し、貴城の医側幾関と連携すること

症法指定医療機関は、個別の治療計画を作成し、それに基づき必要な医療の

精神矛斗救急患者を受け入れる施設では、行動制限の実施状況に関する情報を集約し、

外部の評価を受けていることが望ましいこと

法」という。)の遜完列茸邑対象者に医療を提供

. 精神翆"丙院及び精神科診痢折は、織貯釣に診療している自院の患者・家族や精神科

救急情報センター等からの問レ冶、わせ等については

も対応できる体制を有すること

身体疾患を合併した患者に対応する医療機関については、身体疾患と精神疾患、の両

方について適切に診断できる(一般の医療機関と精神科医療機関とが連できる)こ

身体疾患を合併する患者に対応する医療機関であって、精神病床で治療する場合は、

身愉矣患に対応できる医師又は医療機関の診療協力を有すること

について」(平成16

身体疾患を合イ并する患者に対応する医療機関であって、・→没病床で治療する場合は、

精神チ,1リエゾンチーム※又1ネ精神科医療機関の診療協力を有すること

慨城の医療機関や、介護・樹止サービス、行政機関等と連できること

専門医療を提供する医療機関は、各専門領域において、適切な診断・検査・治療を

保護室、手厚い看

行なえる体制を有し、専F噸域ごとに必要な、保健・樹Ⅱ等の行政機関等と連する

こと
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専門医療を提供する医療機関は、他の道府県の専門医療機関とネットワークを有

すること

と
一



提供を行うとともに、保護観察所を含t哘政機関等と連携すること

※精神矛斗りエゾンチーム:精1軒斗医、薬邦拍市、看護師、竹^法士、精ネ申保健樹止士、

臨床心理技術者等からなるチーム。一般病棟に入β完する精ネ申疾患を有サる患渚等に対

して、精神症状の

③関係機関の例

整等を行う。

精神医療相談窓、ロ、精神科救急・1静Rセンター

精神科救急

精神甲翻丙院、糊申科を標樗ナる一般病院、精神科診療所

を行し

救命救急センター、^の医療機関

人工透析等の可な専門医療機関

精神療法や薬物冶療等の診療計画の作成、i邸完後の調

歯矛斗を標袴する病院・歯矛1診療F斤

御歴備事業の精神矛斗救急医療旛設

専門医療を提供ナる医療機関

医療観察法指超臣院医療機関

なお、上記のうち精神科救急医療体制の整備に関しては、「精神矛斗救急医療体伶"の

整備に関ずる指針について」(平成説年3月30 部餅青発0330第2号本絵・援護局障

④

害保健働止割瑞神

①目標

つ病の診断及び

発症してから

うく潴の正確な紗卵ミでき、うつ病の状態に応じた医療を提供できること

②医療機関に求められる事項

関係機関力

の状態に応じた医療を提供できる機能 Bつ病

(・→投の医療機関

通知)を参照すること

料科医に受診するまでの期間をできるだけ短紺首ナること

うつ病の可能性について判断できること

症状が軽しない場合等※に適切に紹介できる専門医療機関と

社会復帰働職、復職等)に向けた支援を提供できることして

内聿階の身

=議等(GP

※ SSR1などの抗うつ'で4週間経過しても改善が見られない場合、他の精神疾患との

うつ病等に対する対応力向上のための研修等に参加していること

識ljが七要と思われる場合、双極幽章害が疑われる場合、自殺念慮が強い場合など

串を担当する医Bi階(救命救急医、産業医を含む)と精ネ嗣医との
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(「自殺予防マニュアル第2版~ガ城医療を担う医師へのうつ状態・うつ病の

見と対応の指針」平成20年日本医師会編集)

事業等)へ参画すること

していること



第3 構築の具体的な判頂

1 現状の拙屋

都道府県は、精神疾患、の医療体帋4を構築するに当たって、①及び(2)に示す項目を参考に、

患者動向、医療資源及び医療連携等について、現伏を把握する。

さらに、(3)に示す、医療機能ビと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムごとに分

類された指標例により、数イ直で塙葛瞰に現状を乳張する。

なお、①~(3)の各項目について、参考として調査名を示しているが、そのイ也必要に応じ

て調査を追力口されたい。

①患者動向に関するt静R

こころの状態(国民生活基礎調査)

(うつ病の診療を担当する精神矛斗医療機関)
. うつ病と双極幽章害等のうつ状態を伴う他の疾患、について鑑"1彫断できること
. うつ病の、他の精神障害や身体疾患の合併などを多面的にi平1西できること
. 患者の状態に応じて、薬吻療法及び精神療法等のヲ巨勲勿療法を含t値切な精ネ軒斗医

療を提供でき、必要に応じて、他の医療機関と連携できること
. 患者の状態IU古じて、生活習慣などの環境調整等に関する助言ができること

力功由つけの医師をはじめとする負城の医療機関と連していること(例えば、地

域の力功由つけの医師等に刻するうつ病の診断・治療に関する研虜会や事伊幟言寸会等

への協力)

産業医等を通じた事業者との連

支援センター、産業保健推進センター、ハローワーク、ガ少鄭章害者職業センター等と

81

の

③医療機関等の例

復職等に必要な支援を提供すること

F^僻止サービス事拘フ〒、相談支援

精料卵●郷完、樹申科を標樗ずる一般病院、精神科診療所

.

⑤

^の医療機関

薬局

認失嘘に対して進行予防から地域生活の維持まで彪要な医療を提供できる機能【認知

症】

認会碇の方が、早期の診断や、周辺症状への対応を含む治療等を受けられ、できる限り

住み慣れた台城で生活をネ佳続できるような医療提供体制の構を目標とする。具体的な内

翅リ或産業保健センター、メンタノレヘノレス刈策

容については、今後、関係部局から発出される通知に基づいて作成すること。

第3 構築の具体的な手順

1 現伏の把握

都道府県は、精神疾患の医療体常」を構築するに当たって、(1)(2)に示す項目を参考に一患

者動向、医療資源及び医療連携等について、現伏を把握する。

さらに、(3)1こ示す、医療機能ビとおよびストラクチャー・プロセス・アウトカムビとに

分類された指標例により、数値で客観的に現伏を托握する。

なお、(1)~(3)の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他必要に応じ

て調査をi勣nされたい。

①患者動向に関する情報

こころの状態(国民生活基礎調査)

フ〒等との により、患者の就職や



精神疾患を有する総患者数の推移伊●ぞタト来三リ内訳、年齢階級"1」内訳、疾病別内調

(患者・調査、精神保健僻止資料)

精捌丙床における入1完患者数の推移(年

入,知rづ榔1」内訓(患者調査、精神保健喬止資料)

精神病床における急性期入院患者(3ケ月末満)の年齢階級呂リ入院受療率の推移(患

者調劃

精神病床における

推移(患者調商

精神病床における慢性期入院患者(1年以」つの年齢階級男1」即完受療率の推移嫉患

別内訳)(患者調査D

精神病床における早期週浣率(精神保健働止資米斗)

3ケ月以内再入β完率(精神保健嵩止資料)

自殺死亡率(人口動態統計、都道府県牙1拝齢調整死亡率(業務・加工紺計))

医療資源・連携等に関する1誹R

従事者数、医療憐関数皓院報告、医療旛設調査、精神保健楙止資料)

(2)

1゛完患者(3ケ月以上1年未満)

11内訳、疾艇lj内訳、在院期間別内訳

往診・訪問診療を提供する精神翆肪院・診療所数(医療施設調査シ

精ネ軒斗訪問看護を提供する病院・診療可i数(医療施設調査、精神保健嵩止資米斗)

精神科救急医療旛設数(事業報告)

精神医療相談窓口及ぴ精神矛斗救急情報センターの開設状況(事業報告)

医療観察法指定通院医療機関数

1」入1完受療率の

③指標による現状喨三握

別表5に掲げるような、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムビと

に分類された指標例により、針城の医療提供体痢」の現伏を溶類的に罰墾し、医療計画に記

載する。

総患者数及てドその内訳(性・年齢1砦級三1」、男誌小分^リ

精神保健喬止資料)

退浣患者平均榔完日数(患者調査D

副傷丙1こ精神疾患を有する患者の御洽(患者調査)

精神チ.1デイ・ケア等の利用者数(精神保健棚Ⅱ資料)
.

2 圏域の設定

^

精ネ嗣訪ル琵誰の利用者数(精ネ申保健樹止資料)

澗申疾剖傭渚調査D

1年未満及び1年上上昶完者の平均運完率(精神保健番止資半斗)

櫛完期間5年以上かつ65歳以上の運完患者数(精;申保健嵩止資料)

3ケ月以内再入1完率(精ネ申保健樹止資半斗)

自殺死亡率(人口動態紺計、都道府県別年齢調整死亡率僕務・加工繊十))

医療資源・i車携等に関する情報

従事者数、医劉幾関数(病院報告、医療施設調査、事業報告)

往診・訪問診療を提供する精神飛拶丙院・診療所数(医療施設調査)

精神矛1訪問看護を提供する病院・診療所数(医療施設調査D

訪ル曙護ステーション数、薬局数(「在宅医療」を参照)

(2)

斯つπ朗1」)('ゑ^査、

精相手斗救急医療施設数(事業報告)

精神医劉明談窓口及ぴ精神矛斗1敘急!1静Rセンターの開設状況(事業報告)

医療観察法指超臣院医療機関数.

GP(内邪陛身体疾を担当する科と精神科)連会議の開イ崔盤拶或数及び、紹介システ

ム構築地区数

クリティカノレパス導入率

向糊申薬(わ跳削制丙薬抗うつ薬、鵬民薬、抗不安澗の薬斉11種類数

③指標による現X財巴握

別表5に掲げるような、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムごと

に分類された指標例により、貞城の医療提供体佑1の現伏を客観的に把握し、医療計画に記

抗精神

により全都道府県で入手可能な指標(必須指標)と、独自調

の単郵悴

載する。その際、公的

査やデータ

2 圏域の設定
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により入手可能な指標(推奨指標)に留意して、把握すること



①都道府県は、精神疾患の医療体告Uを構築するに当たって、「第2 医療齢"の構築に必

要な事項」を基に、育嬬「1 現炭の托握」で収集した情報を分析し、多様な精神疾患等

ごとに求められる医療機能を明確にして、精神疾患患者の病期及ぴ状態IU古じて、求めら

れる医療機能を明確にして、圏域(精神医療圏)を設定ずる。

(2)医療機能を明確イけるに当たって、ひとつの施設が複数の機能を担うこともあり得る。

③圏域(精神医療圏)を設定するに当たっては、患者本立の医療を実現していけるよう

二次医療圏を基本としつつ、それぞれの医療機能及び負城の医療資源等の実情を勘案して

弾力的に設定する。

④検討を行う際には、ガ城医師会等の医療関係団体、現に精神疾患の診療に右停する者、

消防坊災主管部局、福祉関係団体、住民・患者及びその家族、市畍携の名イ弌表が参画す

る。

3 連携の検討

①都道府県は、精坤疾患の医療儁蜷構築するに当たって、多様な精神疾患、等ごとに、患

者本位の医療を提供できるよう、精神科医劉幾関、その他の医劉幾関、保健・樹止等に関

する機関、棚止・介'護サービス施設及Ut事業P祈、ハローワーク、剖姉章害者職業センター

等のガ城の関係機関の連携が醸成されるよう酉己愈する。

また、精神科医療機関、その他の医療機関、消防機関、地或医師会、保健・福社し等に関

する機関等の関係者は、診療技循芹知識の共有、診療情報の共有、連携する医療機関・保

健・ネ餅Ⅱ等に関する機関・蹴市等専門脂瓶の清報の共有に努める。

さらに、都道府県は、多様な精ネ申疾患等ごとに対応できる医療機関を明確にするととも

に、専門職の養成や多脂雁連携・多施調車携の推進のため、翅戴連携拠点機詐丘及て榔道府

①都道府県は、精神疾患の医療体柳」を構築するに当たって、噛2 区癒機閏上竺四連挫」
を基に、前記「1 現伏の証到圏で収集した情報を分析し、精神疾患患者の病期及ぴ状態

に応じて、求められる医療機能を明確にして、圏域を設定する。

県

②保脚折は、「地域保側去第4条第1項の規定に基づく曳包域保健対策の推進に関する基本

的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計画の作成及

て刈佑隹における保磨祈の役御1について」(平成19年7月20日付け健郷゛発第0720001号厚

生労働省'健康局総務,課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施に向けて、ガ城医師会等

と連携して医療機関相互の副盤を行うなど、積極的な役害4を果たすこと。

また、精神保健働止センターにおいては、「精神保健樹止センタ、ア運営要領にっいて」

(平成8年1月19日付け健医発第57号厚生労働省'保健医療局長通知)を参考に、精ネ申保

拠点機能を有する医療機関が1箇所以上あることが望ましし

拠点機能の強化を図るように努める。この際、多様な精神疾患等ごとに都道府県連

(2)医療憐能を明確イヒするに当たって、地域によっては、医療資源の制約等によりひとっ

の施設力液数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が存在しない

他の診療矛斗との

場合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

③圏域を設定するに当たっては、二次医療圏を基本としつつ、F章害保健喬止圏域、老人

樹止圏域等との連携も考慮し、それぞれの医療機能及び針城の医療資源等の実情を勘案し

て弾力的に設定する。

④検討を行う場合は、負戦医師会等の医療関係団体、現に精神疾患の診療に従事する者、

消脚方災主管部局、樹止属張団体、住民・患者及びその家族、市畍ナ等の各イ弌表が参画す

る。

3 1吏携の検討

①都道府県は、精神疾患の医療体制jを構築するに当たって、患者の状態に応じた総合的

な支援が提供できるよう、精ネ軒斗を含む医療機関、保健・樹'等に関する機関、樹止・介

護サービス施設及び事拘折、ハローワーク、針拶鄭章害者職業センター等の"城の関俳、機関

の連携が醸成されるよう酉藹、する。

また、精神矛斗を含む医療機関、消防機関、ナ也域医師会、保健・ネ動'等に関する機関等の

関係者は、診療技術や知識の共有、診療情報の共有、連携する医療機関・保健・樹吐等に

関する機関・医師等専門耽瓶の情報の共有に努める。

さらに、都道府県は、精神疾患患者への対応に関する知識の向上に資する研彦会の実施

部

等により、力功由つけの医師弌味榊科訪ル曙護に従事する職員等の人材育成に努め、また

等が推進されるよう関係機関との連経

医寮車の円滑な実施のため、糊申疾患患者の運完支援昊幅ネ止・介'護サービス事業者との

②保脚フ〒は、「針拶或保幽去第4条第1項の規定に基づく地域保健刻策の推進に関する基

本的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計画の作成

及て冉隹進における保倫祈の役害11について」(平成19年7月20日健総、発第0720001号健康

局総務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施に向けて、地域医師会等と連携して医

療機関相互の調整を行うなど、積極的な役害'を果たすこと。

また、精ネ申保健樹止センターにおいては、「精神保謝謝止センター運営要領について」

(平成8年1月19日健医発第57号保健医療局長通知)を参考に、精ネ申保健樹止関係諸機

に努める



健嵩止関係諸機関と医療機関等との医療連携の円滑な実施のため、精神保健に関する専門

的立場から、保脚二斤及び市畍寸への技術指導弌岐'術援助、関係諸機関と医療機関等との調

整を行うなど、積極的な役省1を果たすこと。

(3)医療計画には、原則として、多様な精神疾患等ビとに各医療機能を担う関俳、機関(病院、

診療所、訪鳥サ看護ステーシヨン等)の名称を記載ナる。ひとつの関係機関力蝮数疾患の屡

療機能を担うこともある。できる限り住民目線の分かりやすい形式でとりまとめ、周知に

努めること。

4 課題の抽出

都道府県は、,「第2

集した情報矣弓昔標により把握した数値から明確となった現伏について分析を行い、精ネ申疾患

に係る針城の医療体制の課題を抽出し、医療計画に記載する。

その際、現状分析に用いたストラクチャー、プロセス、アウトカム指標の関連性も考慮し、

多様な精神疾患、等ごとの医療機能もまえ、可能な限り精神医療圏ごとに課題を抽出する。

5 数値目標

都道府県は、精神疾患に係る良質かつ適切な医療を提供する体市吼こっいて、事後に定量的

医療体制の構築に必要な事項」を踏まえ、「1 現伏の証駐圖で収

な比較評価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、針城の実情に応

じた目標項目やその数値目標、目標時期について別添を踏まえて設定し、医療計画にヨe載中

る。

数値目標の設定に当たっては、各1旨標の全国データ等を参考にするとともに、基本方針第

九に掲げる諸計画に定められる目標を反映するものとする。

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に精神医療圏の課題を解決するた

めに必要な目標を設定することとする。

関と医療機関等との医療連携の円滑な実施のため、精ネ申保健に関する専門的立場から、保

使折及び市畊寸への技術指導弌技'術援助、関係諸機関と医側幾関等との調整を行うなど、

積極的な役睿1を果たすこと。

③医療計画には、原貝11として、各医療機能を担う医療機関等の名称を記載する。

なお、台城によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関力液数の機能を担う

6^

数値目標の達成には、課題に応じた^・事業を実施することが重要である。都道府県は、

「4 課題の抽帥に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成ずるために行う

施策・事業について、医療計画に記載する。

こともある。

7 調而

さらに、医療機関等の名称については、例えほ医療連

療機関等が圏域内に著しく
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とで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

4 課題の抽出

都道府県は、

昊井旨標によりお墾した数値から明確となった現伏について分析を行い、台城の精神疾患の医

療体制」の課題を抽出し、医療計画に記載する。

その際、現状分析に用いたストラクチャー、プロセス、アウトカム指標の関連性も考慮し、

病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出する。

「第2

存在する場合にあっては、針城の実情に応じて記載ずるこ

5・数値目標

都道府県は、良質かイ施切な樹申疾患、の医療を提供する体告ljについて、事後に定量的な比

関とその連」を踏まえ、「1 現伏のれ墾」で収集した・1誕R

較評価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、地域の実情に応じた

目標項目やその捌直目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画に記載する。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本方針第

三に掲げる諸計画に定められる目標を勘室するものとする。

なお、逢戎可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を角歎するために

必要な目標を設定することとする。

制の中で各医療機能を担う医

6 施策

数値目標の達成には、課題に応じた^・事業を実施することが重要である。都道府県は、

「4 課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成するために行う施

策・事業について、医療計画に記載する。

7 副西



計画の実効性を高めるためには、言畔西を行い、彪要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制」を整え、医療計画の評価を行う組織昊時

期を医療計画に記載する。この際、少なくとも^・^の進捗状況の評価にっいては、1

年ごとに行うことが望ましい。また、数値目標の達成伏況、現状乳墾に用いた指標の状況に

ついて、少なくとも旦年ごとに調査、分析及て陰"西を行い、必要があるときは、都道府県は

その医療計画を変更することとする。

8 左濠

都道府県は、住民に分かりやずい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況を周知

する必要がある。このため、指標による現状把握、目標項目、数値目標、施策やその進捗状

況、評価体柳代括平価結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医痔計画の評価を行泌且織や時

期を医療計画に記戟ずる。この際、少なくとも施策・事業の進捗状況の評価にっいては、1

年ビとに行うことが望ましい。また、数値目標の達成状1兄、現状れ張に用いた指標の状況に

ついて、少なくとも旦年ビとに調査、分析及て席平価を行い、必要があるときは、都道府県は
その医療計画を変更することとする。

さらに、医療の質にっいて客観的な評価を行うために、症例登録等を行うことが今後必要
工を亙L

8 左§表

都辿奇県は、住民に分かりやずし肝多で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況を周知

する必要がある。このため、指標による現鼬巴握、目標項目、数値目標、施策やその邇歩状

況、評価体告ljや翻西結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。

85



救急医療の体削騰築に係る指針

我が国の救急医療の需要1コ増力伽頃向にある。救急搬送人数を例に取ると平成27年に1諒母去最

多の約548万人となっており'、この{頃向は今後も続くことが予想されず。救急医療資源に限り

がある中で、この需要に対応しつつ、より質の高い救急医療を提供するためには、地域の救急医

療機関が連携し、"城が一体として小児救急、周産期救急、精神科救急を含め、すべての救急患

者に対応できる救急医療体佑リを構築することが重要である。

本指針では、「第1 救急医療の現伏」で救急医療の需要及て陞端体制にっいて概観し、炊に

~.

改

「第2 医療体制の構築に必要な事項」でどのような医療体制を構築すべきかを示してぃる。

都道府県は、これらを踏まえっっ、「第3 オ篝築の具体的な手j1圓に則して、地域の現伏を把

握・分析し、また必要となる医療機能を理鄭キした上で、針城の実情に応じて圏域を設定し、その

圏域ごとの医療機関とさらにそれらの医療機関間の連携の検討を行い、最終的には都道府県全体

で書F価まで行えるようにする。

第1 救急医療の測犬

1 救急医療をとりまく状況

わが国における救急医療の受療動向は、およそ以下のとおりになってぃる。

①救急患者数

一日の救急患者※は、全国で約5.9万人であり、うち約1.2万人が入院してぃると推担リ
される3。

※救急患者

救急車等によって救急搬送される患者や、休日・夜間等の通常の診療時問外に医療

機関を受診する患者等を措ず。

②救急搬送数

救急搬送人員は、平成17年に約496万人であったが、平成27年にば約瑚万人(52万
人、10.5%増)を数えるなど、勅Ⅲ頃向にある.。その背景として、高捌ヒの進展、国民の

意識の変化等が挙げられている。

③高齢患者の増加

正 後

救急医療の伽制購築に係る指針

我が国の救急医療の需要は増力Ⅲ頃向にある。救急搬送人数を例に取ると平成22年に1寓母去最
多の約498万人となっており、このイ頃向は今後も続くことが予想される。救急医療資源に限りが

ある中で、この需要に対応しっつ、より質の高い救急医療を提供するためには、賀城の救急医療

機関が連携し、台城が^として小児救急、周産期救急、精神科救急を含め、すべての救急患者
に対応できる救急医療体缶11を構築することが重要である。

本撒十では、「第11欺急、医療の現状」で救急医療の需要及U獣ホ合体制にっいて概観し、次に「第

消防庁「平成羽用板救急・救助の現況」(司牧28年12月)
'消防庁「戰ヌ旦年度救急業務虫逸旦'女^検討会報告割(執ヌ2旦制
3

厚生労働省'「患者調査ヨ表番号20及び21(平成26年)

現

2

都道府県は、これらを踏まえっつ、「第3 構築の具体的な判圓に則して、地域の現伏を把握.

分析し、また必要となる医療機能を理解した上で、針城の実情に応じて圏域を設定し、その圏域

ごとの医療機関とさらにそれらの医療機関間の連携の検討を行い、最終的には都道府県全体で評
価まで行えるようにする。

第1 救急、医療の現伏

1 救急医療をとりまく状況

わが国における救急医療の受療動向は、およそ以下のとおりになってぃる。

①救急患者数

一日の救急患者※は、全国で約2.8万人であり、うちおよそ8200人が入院してぃると推

関とその

行

」でどのような医療体制を構築すべきかを示している。

測される。

※救急患者

救急車等によって救急搬送される患者や、休日・夜間等の通常の診療時間外に医療機関

を受診する患者等

②救急搬送数

救急搬送人員は、平成12年に約400万人であったが、平成22年に1詠り498万人四8万

人、24.5%増)を数えるなど、増力Ⅲ頃向にある。その背景として、高鯏ヒの進展、国民の

意識の変化等が挙げられている。

③高齢患者の勅n
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計画の実効性を高めるためには、言肖西を行い、必要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめi平1西を行う体制を整え、医療計画の喜師を行"且織や時

期を医療計画に言己載tる。この際、少なくとも^・^の進捗状況の評価については、 1

年ビとに行うことが望ましい。また、数値目標の達成伏況、現リ謎モ握に用いた指標の状況に

つぃて、少なくとも3年ごとに調査、分析及ひ活平価を行い、必要があるときは、都道府県は

その医療計画を変更することとする。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやずい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況を周知

する必要がある。このため、指標による現状把握、目標項目、数値目標、施策やその進抄状

況、専野西体制尺括平価結果を左法する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ喜P価を行う体制を整え、医療計画の評価を行泌且織や時

期を医療計画に記載ナる。この際、少なくとも施策・^の進捗状況の評価については、1

年ごとに行うことが望ましい。また、数値目標の逸女状況、現状托握に用いた指も雫の状況に

つぃて、少なくとも5年ごとに調査、分析及て階干価を行い、必要があるときは、都道府県は

その医療計画を変更することとする。

さらに、医療の質にっいて答糎的な喜肖西を行うために、症例登録等を行うことが今後必要

である。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況を周知

する必要がある。このため、擶票による現炭把握、目標項目、数値目標、施策やその進捗伏

況、評価体市1やミ、干価結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。
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つたが、平成27年には、約310万人を数え、この10年問で約90万人増となっている。

今後も、高鯏ヒの進展とともに救急搬遡牛数1土噌大し、救急搬送に占める高齢者の害洽も

増力吋るものと見込まれる。

④疾病構造の変化

昭和41年には、救急搬送全体のおよそ半数を交通事故等による外傷患者カミ占め、急病

は39.9%(15.3万人)を占めるに過ぎなかった。ところが、平成17年には急病が59.4%

(294万人)、平成27年には、 63.フ%(349万人)を占めるに至り.、この10年間で^

四救急"腿人員は55万人増加している。今後も急病の対応が増力吋るものと児込まれる。

⑤重症患者の動向

平成27年における急病の救急協継人員のうち、「重症」上「死亡」に分類された数をみ

ると、明畄疾患、」(6.9万人)、「心疾患等」(8.1万人)となっている。また、急病のうち死

亡が最も多いのは、「心咳患等」(38.0%)である.

救急搬送された高齢者(満65歳以上)についてみると、耳城17年に1詠り220万人であ

幻

尚)司牧19年)

したがって、重症患者の救命救急医療体佑"を構築するに当たって、重症外傷等の外因性

疾患への対応に加えて、脳卒中、急性心筋梗塞等の生活、"慣病に起因する急病への対応が

重要である。

(6)軽症患者の動向

救急搬送される傷病者で急病にう瀕されるもののうち、診療の結果として帰宅可能な

じた適切な救急対応を選択できる出且みの

る研究

_!軽症上が50%程度を占める。この中の^には不要不急にもかかわら,生易に救急車を

利用している例も散見される2。救急車の不要不急な利用は、救急搬送を実施する消防機

関に負担をかけるのみならず、救急医療機関にも過分な負担をかけることになり、ひいて

は真に救急対応が必要な者への救急医療に支障を来す結果となる._三四ことについて、住

民に理解を促すことが重要である。

このような状況に対して、総務省消防庁においては、「救急受診ガイド」等の活用によ

⑦精神矛斗救急医療の動向

各都道府県において、地域の実情に応じた精神科救急、医療体御仂^されている。精神

病床を有する総合病院の調査から、身体疾患と精神疾患共に即完7k準の患者の発生する割

救急搬送された高齢者にっいてみると、平成12年に1鄭り149万人であったが、平成釜
年には、約254万人を数え、この10年間で約105万人増となっている。今後も、高鯏ヒ

の進展とともに救急搬遡牛数1才増大し、救急搬送に占める高齢者の割合も増加するものと

見込まれる。

④疾病構L告の変化

昭和41年には、救急搬送全体のおよそ半数を交通事故等による外傷患、者が占め、急病

は39.9%(15.3万人)を占めるに過ぎなかった。ところが、平成12年には急病が54.8%(308

万人)、平成22年には、 61.8%(308万人)を占めるに至り,、この10年間で急病による救

急搬送人員が89万人勅nしている。今後も急病の対応が増力吋るものと見込まれる。

⑤重症患者の動向

り国民の理解を求める等、救急車等のより適切な利用を促すための啓発活動が行われてい

る他、緊急性の高い傷病者に確実に救急医療資源を提供するため、傷病の緊急度に応じた

適切な救急対応について相談に応じる電話相談事業が進められている。

0

⑦精神科救急医療の動向

各都道府県において、地域の実情に応じた精神矛斗救急医療体制仂^されている。精神

病床を有する総合病院における入1完患者を対象とした厚生労假戸斗学研究では、身体疾患と

主

精神疾患、ともに入院による治療を必要とする患者の発生する御恰は人口万対年間2'5件と

推計されている'。救命救急センターの入院患者を刈象とした厚生労イ鄭1学羽〒究では、12%

厚生労 学研究「精神禾唾療、とくに身体疾患共認まr正疾患合,綻例の対応に

のをみると、明畄疾患」(フ.9万N、「心疾患系」(フ.6万人)となっている。また、「急病」

のうち死亡が最も多いのは、「心疾患等」である.。

したがって、重症患名の救命救急医療体制を構築するに当たって、重症外傷等の外因性

疾患への対応に加えて、脳卒中、急性心筋梗塞等の生活習慣病に起因する急病への対応が

重要である。

⑥軽症患者の動向

救急車で搬送される患者のうち、診療の結果として帰宅可能な軽症者が50%程度を占め

る。この中の一部には不要不急にも係わら,汝易に救急庫を利用している例も散見され

る。救急車の不要不急な利用は、救急搬送を実施する消防機関に負担をかけるのみならず、

救急医療機関にも過分な負担をかけることになり、ひいては真に救急討応が必要な者への

救急医療に支障を来,"結果となることを住民に理解を促すことが重要である。

このような状況に対して、「救急軒11用マニュアノレ」等の活用により国民の理解を求め

平成22年における全救急搬送人員のうち、「重淘'「死亡」も含む。)と分類された主

を行っている。

ノ

合は人口万刻年間2.5件と推計されており、また、救命救急センターの入1完患者のうち

12%に樹申医療の必要,櫛ミあり、そのうち18.5%(全体の2.2%)が身体疾患、と精ネ申疾患

る等、救急車等のより適切な利用を促すための啓発活動が各ナ也域で行われている他、国に

おいては、緊急ご性の高い傷病者に確実に救急医療資源を提供するため、傷病の緊急度に応

ノ
」



の入院患者は何らかの精神科医療を必要とし、2.2%の入院患者は身体疾患と精ネ申疾患と

もに入J完による治療を必要とするとの報告三がある。

また、消防庁の調査では、平成27年中の狗丙,

引継ぎまでの時間)において、全体の平均が39.4分であったのに対して、事故種"1」が「急

病」で、さらに精神疾患を主な理由として搬送された傷病者の平均1誤り43.1分と長かっ

た'。このように精神疾患を主な理由として搬送された傷病者の搬送に時間を要してぃる

現状があり、適切なトリアージと精神矛斗救急体制との

2 救急医療の提供体制

救急医療の提供体佑"は、およそ以下のとおりになっている。

①病院お力救護活動

①市民への救急蘇生法の普及と、自動体外式嚇腫堺(AE功の設置

これまで様々な主体によって、救急蕪生法の講習力垳われてきた。例えば、消防機関

が主体となって実施する普通救命講習だけでも、平成27年中、136万人が受講してぃる

この結果、平成27年中に救急隊員によって搬送された心"触能停止傷病者のおよそ

蝿.1%に対して家族等による人工叩及や胸骨圧迫等の救急蘇生法が実施されており、そ

の育洽は毎年上昇している.0

平成16年より・→股住民の使用が可能となった脚については市中皓院外)での設

置が急速に広がり、全国で60万台(累積)が設置されるに至り'、地域住民の病院官嫩

護活動への参加が今後さらに期待される。

②消防機関による救急搬送と救急救命士及びメディカル=ントロール体制

0

1取容平均P 要時間(入電力追医師

が必要とされている

救急隊は、原則として、一定の応急処置に関司、る教育を受けた3名以上の救急隊員に

より構成されている。1隊につき1名以上の救急救命士が配置されることを目標に救急

隊の質の向上が図られており、平成28年4月には98.4%の救急隊工救急救命士が同乗
している 10

救急救命士については、メディカルコントロ「ル体制の整備を剣牛として、救急救命

処置の範囲が拡大され、平成26年4月からは心別機能停止前の傷病者に対司・る輸液等

ともに入β完医療を要するとの報告がある。

が可能となった。

傷病者への対応については、救急救命士を含む救急隊員(以下「救急救命士等」とい

う。)の標準的な活動内容を定めたプロト白ール(活動基準)が策定され、全国に普及

6

生労

2 救急医療の提供体制

救急医療の提供体制」は、およそ以下のとおりになっている。

①病院ヨむ救護活動

①市民＼の救急蘇生法の普及と、自動体外式嚇腫嬬(胆))の設置

これまで様々な主体によって、救急蕪生法の1韓習が行われてきた一例えば、消防機関

生

円4

e羊研究「心

「ネ青神翆"青棟における」

88

0

捌託の生命予後・機6野後を

が主体となって実施ナるものだけでも、近年、亘万人を越える国民が救急蘇生法を受講

27'手度)

している。

この結果、平成22年中に救急隊員によって搬送された心卸触能停止患者のおよそ

42.フ%に対して家族等による人工叩及や胸骨圧迫等の救急蕪生法が実施されており、そ

の耆洽は毎年上昇している。

平成16年より一倒主民の使用が可能となった脚については病院外設置が急速に広

がり、全国で33万台近くが設置されるに至り、針り剣主民の病院育示欺"護活動への参加が

今後さらに期待される。

②消防機関による救急搬送と救急救命士等

救急隊は、一定の応急処置に関する教育を受けた3名以上の救急隊員により構成され

ている。平成3年からは、救急、救命士愉腰の発足により、1隊につき1名以上の救急救

'

と医療内容に

させるための一般市民による脚の

る研究注

プV者坂本也)(

命士が配置されることを目標に救急隊の質の向上が図られており、平成23年4月には

94.3%の救急隊E救急、救命士が同乗している。

救急救命士についくは、メディカノレコントローノレ体制の整備を剣牛として、徐々に業

務範囲が拡大され、平成担年4月からは心卸隈能停止患者に対ずる埜劃投与が可能と

なった。

心卿隈能停止患者への対応については、救急救命士を含む救急、隊員(以下「救急、救命

保坂陶( 18

用に関する研究(

士等」という。)の標準的な活動内容を定めたプロトコーノレ(活動基準)が策定され、全

1
一



している。これによって、救急救命士等が傷病者に対してより適切に観察、判断、処置

を行えるようになり、救急救命士等の資質が向上し、業務が標糾ヒされた。

これらプロトコールの作成、薬邦般与等を行う救急救命士への指示・助言及び救急救

命士の行った活動の事後検証等を行うメディカノレコントローノレ体椒伴については、各都

道府県にメディカルコントロール協議会を設置するなど、全国的に整備されてきた。し

かし台城によっては、プロトコールの策定状況の見直しを定期的に行っていないところ

もあるなど、その活動実態に1挺也域差があることが指摘されている!。

※メディカノレコントローノレ体佑11

病院前救護におけるメディカルコントロール体椒1とは、①事前プロトコールの策

定、②救急、救命士に対する医師虫指示体柳】及び救急活動に対する指導・助言体制、

③救急救命士の再教育及U返激'急活動の医学的観点からの事後検証体制」のことで

あり、これらの充実を図ることにより、病院"徐救護に関わる者の資質向上とガ城に

おける救命効果の更なる向上を目的とする。これらに加えて、メディカルコントロ

ール協議会の役害11として、⑤地域の救急搬送体制」及て激急医療体制に係る検証、⑥

傷病者の受入れに係る連絡体制」の

整を行うこととしている。適正な搬送先の選定や円滑な救急搬送受入体制の構築に

向け、メディカルコントロール協議会等をさらに活用する必要がある

③搬送手段の多樹ヒとその選択

従来の救急車に加え、ドクターカーや、救急医療用へりコプター(ドクター~＼り)※、

消防防災へりコプター等の活用が広まりつつある。

へりコプターによる救急顎良送については、ドクターー＼りが40道府県49機(平成29
^

年2月現在)てS軍用さ才晦間24千イ牛(平成27年度)の出醐4数を数え、消防防災へリ

コプターについても全国で76機(平成27年10月現在)が運用され、救急搬送のため

に年間3.5千1牛近く出動している,0

今後も、緊急度が高く、患者の治療を行う医療機関への搬送が長距眺におよぶ患老に

対しては、へりコプター等の利用が期待される。

※救急医療用へりコプター(ドクターへり)について

救急医療用へりコプター(ドクターへり)を用いた救急医療が傷病者の救命、後

遺症の軽減等に果たす役寄1の重要性をかんがみ、ドクターへりを用いた救急医療の

平成13年以降、メディカノレコントロール体制」の整備が進められ、全都道府県と

243ナ也域にメディカルコントロール協^が設置されている(平成28年10月現佃。

国に普及している。これによって、救急救命士等が心仰滋"鶚止患者に対してより適切

果

に襖察、判断、処置を行えるようになり、救急救命士等の質が向上し、業務が標幽ヒさ

れた

これらプロトコールの作成、,鞘11投与等を行う救急救命士へのキ蹄武・助言及び救急救

命士の行った活動の事後検証等を行うメディカノレコントローノL燧体制については、各都

道府県にメディカルコントロール協議会を設置するなど、全国的に整備されたところで

等救急搬送^リ及び救急医療体帋11に係る調

③搬送手段の多掬ヒとその選択

従来の救急車に加えドクターカー、救急医療用へりコプター(ドクターへり)墜、消防

防災へりコプター等の活用が広まりつつある。

へりコプターによる救急搬送については、ドクターへりが27府県32機(平成説年2

月現在)で運用さ才畔問9千6百イ牛余り(平成22年陶の出酬4数を数え、消防防災

へりコプターについても全国で70機(平成23年10月現在)が運用され、救急搬送の

ために年間生千イ牛近く出動している1。

今後も、緊急度が高く、患者の治療を行う医療機関への搬送が長距雜におよぶ患者に

対しては、へりコプター等の利用が期待される。

※救急医療用へりコプター(ドクターへり)について

救急医療用へりコプター(ドクターへり)を用いた救急医療が傷病者の救命、後迎主の

軽減等に果たす殺害'の重要性をかんがみ、救急医療用へりコプターを用いた救急医療の

ある。しかし盤城によっては、プロトコーノレの策定状況の見直しを定期的に行っていな

いところもあるなど、その活動実態に1批也域差があることが指摘されている。

※メディカノレコントローノレ

病院"な救護における「メディカルコントロール」とは、救急現場から救急医療機関に

消防庁「メディカルコントローノレ体帋11に関する ヨ戟羽年12月28 印

搬送されるまでの間、救急救命士の活動等について医師が指示、キ旨導・助言及て般証す

る、ことにより、郷完a嫩護の質を侠章することを意味するものである。

平成13年より、メディカルコントロール体制の整備のため、各都道府県と台城にメ

ディカルコントロール協議会四設置が開始され左。
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全国的な確保を図ることを目的に、救急医療用へりコプターを用いた救急医療の確

保に関する特別措置法(平成19培1紳第103号)が、平成19年6月27日に施行

された

都道府県が医療計画を策定するに当たって、ドクターへりを用いた救急、医療の確

保について定めるとき又は変更するときには、「救急医療用へりコプターを用いた

救急医療を提供する病院に関する事項」について記載すること、「都道府県におい

て逮戎すべき救急医療用へりコプターを用いた救急医療の確保に係る目標に関す

る事圓及び「関係者の連携に関する事圓について記載することに努めることが

求められる。

④御丙者の搬送及び傷丙者の受入れの実施に関する基準侠施基準)の策定と実施

平成18年から平成20年にかけて、搬送先の病院を探して複数の救急医療機関に饌舌

等でル恥洽わせても受入医療機関が決まらない、いわゆる受入医療機関の選定困難事案

が発生したことを契機として、平成21年5月に消防法(昭和23僻去律第186号)が改

正され、都道府県に、傷病者の搬送及て刈甥丙者の受入れの実施に関する基準(以下「実

施基準」という。)の策定及び実施基準に係る協議、調整等を行う協議会(以下「法定

協議会」という。)の設置等が義務付けられている。現在、全ての都道府県において実

施基準が策定済みとなっており、今後は、実施基準のより円滑な運用及て敞善が必要な

ため、法定協議会(メディカルコントロール協議会等をこれに立付けることも可能)

において実施基準に基づく傷病者の搬送及て隈ネ迅の実施伏況の調査及て職証を行い、

必要があるとき1ネ基準の見直しを行うなどにより、傷病者の状況に応じた適切な搬送及

び受入体市"を構築することが期寺される。

一方、受入医療機関の選定困難事案は依然存在していると指摘されている。

救急医療機関が搬送に応じられない原因として「手術中・患者対応中」、「処置困紬、

「ベッド満床」、「専門外」、「医"市芥牲」等が挙げられている三。

この問題を改善するためには、受入困難の原因を詳細にお嘘分析し、それぞれのガ城

全国的な確保を図る二とを目的に、「救急医療用へりコプターを用いた救急医療の確保

に関する特牙1吋昔置法」(平成19氣去律第103号)が、平成19年6月27日に施行された。

の実伏に応じて消防機関上救急医療機関(小児救急、周産期救急、精中浮斗救急を含む。)

とが一体となり対応する必要がある。

なお、救急医療機関から'情報を収集し、医療機関や1肖防機関等~必要な情報提供を行

い、救急医療に関わる関係、者の円滑な連携を構築することを目的に、救急医療情報セン

ターを整備し、診療矛斗別医師の在否や、手林テ・処置の石搭、病室の空床状況等の情報を

都道府県が医療言緬を策定するに当たって、救急医療用へりコプターを用いた救急医

療の確保について定めるとき又は変更するときには、「救急医療用へりコプターを用い

た救急医療を提供する病院に関する事項」について記載すること、「都道府県において

達成すべき救急医療用へりコプターを用いた救急医療の確保に係る目標に関する事項」

及び「関俳、者の連携に関する事項」についてヨ三載することに努めることが求められる。

,消防庁「平成27年中の救急搬送における医療機関の受入状況等実態調査の結果」(司械26年12月)

④傷病者の搬送及て彪身病者の受入れの実施に関する基準(実施基準)の策定と実施

平成18年から平成20年にかけて、搬送先の郷完を探して複数の救急医療機関に電話

等で問し洽、わせても受入医療機関が決まらない、いわゆる受入医療機関の選定困難事案

力溌生したことを契機として、平成21年5月に消防法(昭和23年法律第186号)が改

正され、都道府県に、傷病者の搬送及び御丙者の受入れの実施に関する基準(以下「実

施基準」という。)の策定及び実施基準に係る協議、調整等を行う協議会(以下「法定

協議会」という。)の設置等が義矧寸けられ&平成24年1月現在、全て4都道府県に

おいて実施基準が策定済みとなっており、今後は、実施基準のより円滑な運用及ひ改善

が図られることになるすなわち、法定協議会において実施基準に基づく傷病者の搬送

及て綬入の実施状況の調査及て殿証を行い、必要があると劃才基準の見直しを行うなど

により、傷病者の状況に応じた適切な搬送及て"受入体制を構築することが期待される。

一方、受入医療機関の選定困難事案は依然存在していると指摘されている。

救急医療機関が搬送に応じられない原因として「手術中・患者対応中」、「処置困熱、

「ベッドのれ告床」、「専門外」、「医師不在」等が挙げられている。

この問題を改善するためには、受入困難の原因を詳細に把握分析し、針城と消防機関、

救急医療機関とが一体となり、それぞれのガ城の実伏に応じて対応する必要がある。

なお、救急医療機関から't誹Rを収集し、医療機関や1肖防機関等~Z要な情報提供を行

い、救急医療に関わる関俳、者の円滑な連携をキ篝築することを目的に、救急医療情報セン

ターを整備し、診療矛斗別医師の在否や、手林テ・処置の石僑、病室の空床状況等の情報を

90



共有している。実施基準の運用により受入医療機関の選定困難事案を解消していくため

には、これらの嚇且について、ガ城に即してより実効的、有効的に改善していく彪要が

ある。

②救命救急医療機関(第三次救急医療機関

①救命救急センター

救命救急医療を担う救命救急センターは、当初100万人に1か所を目途に整備してき

た。

現在、全国に284か所(平成29年1月現在)の施設が指定されている。

②脳卒中弌怠性心筋梗塞等に対する救急医療

救命救急センターを有する病院においては、脳卒中弌怠性心筋梗塞等の専門的な医療

のみならず、重症外傷やその他の複数診療手.1にまたがる重篤な患、者への医療が提供され

てきた。ただし、脳卒中や急性心筋梗塞の医療は、救命救急センターを有する病胞メ外

の病院等においても行われている。

今後も、これらの医療機関を含めて、それぞれの疾患の特性に応じた救急医療体制」を

構築する必要がある。炯畄卒中及び心筋梗塞等の心血管疾患にらいては、それぞれの医
療体痢」構築に係る指針を参照)

③アクセス時問を考慮した体制の整備

救急医療(特に、脳卒中、急性心筋梗塞、重症外傷等の救命救急医療)においては、

アクセス時間(発症から医療機関で診療を受けるまでの時間)の長短が、患者の予後を

左右する重要な因子のーつである。

従って、特に救命救急医療の整備に当たっては、どこで患者が発生したとしても一定

のアクセス時問内に、適切な医療機関に到着できる体制を整備する必要がある。

なお、アクセス時間は、単に医療機関までの搬送時問ではなく、発症から適切な医療

機関て適切な治療が開始されるまでの時間として捉えるべきである。

一定の人口規模を目安にしつつも、台鰹的な配置を考慮して、卦鰹情報システム(GIS

勺等の結果を参考に、地理的空白地帯を埋める形で、適切な治療が可能な救命救急医

療機関の整備を進める必要がある。

共有している。実施基準の運用により受入医療機関の選定困難事案を解消してぃくため

には、これらの嚇且について、盤城に即してより実効的、有亥力的に改善してぃく必、要が

ある。

②救命救急医療機関佛三炊救急医劉幾関

①救命救急センター

救命救急医療を担う救命救急センターは、当初100万人に1か所を目途に整備してき

たところである。

なお、救命救急医療を必要とする患者の発生がそれほど見込めない場合や、十分な診

療体制1を維持できない場合は、例えば、ドクターー＼りや1肖晦方災へりコプターで患者搬

現在、全国に246か所(平成24年旦月現在)の施設が指定されている。

②脳卒中や急性心筋梗塞等に刻司・る救急医療

救命救急センターを有する病院においては、脳卒中や急ゞ性心筋梗塞等の専門的な医療

のみならず、重症外傷やその他の複数診療矛斗にまたがる重篤な患者への医療が提供され

てきたただし、脳卒中や急性心筋梗塞の医療は、救命救急センターを有する病院'峅

の郷完等においても行われてきたところである。

今後も、これらの医療機関を含めて、それぞれの疾患の特性に応じた救急医療体指リを

構築する必要がある。炯畄卒中及び急性心筋梗塞については、それぞれの医療体制井蒜築

に係る指針を参照)

③アクセス時間を考慮した体制」の整備

救急医療(特に、脳卒中、急性心筋梗塞、重症外傷等の救命救急医療)においては、ア

クセス時間(発症から医療機関で診療を受けるまでの時間)の長短が、患者の予後を左右

する重要な因子のーつである。

従って、特に救命救急医療の整備に当たっては、どこで患者が発生したとしても一定

のアクセス断占内に、適切な医療機関に至曙できる体制を整備する必要がある。

なお、アクセス時問は、単に医療機関までの搬送晰胡ではなく、発症から適切な医療

機関で適切な治療が開始されるまでの時間として捉えるべきである。

一定の人口規模を目安にしつつも、台騨的な配置を考慮して、州狸・情報システム(GIS

※)等の結果を参考に、賀互理的空白地帯を埋める形で、適切な治療が可能な救命救急医療

機関の整備を進める必要がある。

※ GIS(Geo e hic lnfor伽tion s ste加

、

地図に相当する盤蛭情報のデータベースと、表示、案内、検索等の機能を一体とする

コンピュータシステムのこと。当該システムの活用により、救急医療機関までのアクセ

ス時間等を計算することが可能となる。
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療体佑1を維持できない場合は、例えば、へりコプターで患名搬送を行うといった搬送手



送を行うといった搬送手段の工夫によりアクセス噺司を短紺百ずる等して、どの針如或で発

生した患者にっいても、一定のア》セス断司内に、必要な救命救急医療を受けられる体

制を構築する必要がある。

今後新たに救命救急医療旛設等の整備を進める際には、盲嬬視点に加え、一施設当た

りの患者数を一定以上1珠隹持ずる等して質の高い救急医療を提供することが重要であ

る。

※ GIS (Geo a hic lnfot血tion s stem)

,

地図に相当する負狸情報のデータベースと、表示、案内、検索等の機能を・→本と

④いわゆる「出口の鳥班」

前述の受入医療機関の選定困難事案の原因のひとつに、「ベット満床」が挙げられて

いる。

その背景として、救急医療機関(特に救命救急医療機関)に搬入された患者が救急医療

用の病床を長期鳥与使用することで、救急医療機関が新たな救急患者を受け入れることが

困難になる、いわゆる救急医療機関の「出口のル鶚動が指摘されている。

具体的には、急性期を乗り越えたものの、重度の"畄機能障害(遷延陛意識障害等)の

後遺症がある場合や、合併する精神疾患によって一般病棟で1ネ管理が困難である場合、

さらには人工叩及管理が必要である場合などに、自宅への運完共弛の病院等への頼浣が

困難とされている。

この問題を改善するには、急性期を脱した患、者で、重度の後遺症等により在宅への復

帰が容易でない患者を受け入れる医療機関尺价護施設等と、救命救急医療機関との連携

の剃ヒが必要である。

また、同様の問題として、救命救急センターを有する病院において、院内の連携が十

分でない等の理由により、急陛期を乗り越えた救命救急センターの患者が、一般病棟へ

円滑に転床できずに、救命救急センターにとどまり、結果として救命救急センターであ

りながら新たな重症患者を受け入れることができないといった点も指摘されている。こ

れについても、救命救急医療の機能は病院全体で担う責任があるという観点から、院内

における連携体雋ιを強化していく必要がある。

③入院を要する救急医療を担う医療機関律二炊救急医療機闘

これまで、病院群輪番御」郷完や共同利用型病院等の整備が進められ、ガ城の入院機能を

担う救急医療機関の確保が図られてきた

多くのガ城でこれらの体柳」が取られているが、その活動の実態1訓羨々である。例えぱ病

するコンピュータシステムのこと。当該システムの活用により、救急医療機関まで

のアクセス断占等を計算することが可能となる。

段の工夫によりアクセス時間を短痢'首ナる等して、どの針城で発生した患者についても、

一定のアクセス時間内に、必要な救命救急医療を受けられる体御」を構築する必要があ

る。

今後新たに救命救急医療旛設等の整備を進める際には、前記視点、に加え、一施設当た

りの患者数を一定以上に維持ずる等して質の高い救急医療を提供することが重要であ

る。

兜

④いわゆる「出口の問題」

前述の受入医療機関の選定困難事案の原因のひとつに、「ベッドの満床」が挙げられ

ている。

その背景として、救急医療機関(特に救命救急医療機関)に搬入された患、者が救急医療

用の病床を長期ルヲ使用することで、救急医療機関が新たな救急患者を受け入れることが

困難になる、いわゆる救急医療機関の「出口の見鶚動が指摘されている。

具体的には、急性期を乗り越えたものの、重度のヨ畄機能障害(遷延性意識F章害等)の

後遺症がある場合弌0、合併する精ネ申疾患によって一般病棟で1才管理が困難である場合、

さらには人工叩及管理が必要である場合などに、自宅への遅完昊一也の病院等への苅完が

困難とされている。

この問題を改善するには、急性期を脱した患者で、重度の後遺症等により在宅への復

帰が容易でない患老を受け入れる医療機関共价護施設等と、救命救急医療機関との連携

の樹ヒが彪要である,

また、同様の問題として、救命救急センターを有する病院において、院内の連携が十

分でない等の理由により、急性期を乗り越えた救命救急、センターの患者が、一般病棟へ

円滑に転床できずに、救命救急センターにとどまり、結果として救命救急センターであ

りながら新たな重症患者を受け入れることができないといった点も指摘されている。こ

れについても、救命救急医療の機能は病院全体で担う責任があるという観点から、院内

における連携体削捲強化していく必腰がある。

③入1完を要する救急、医療を担う医療機関(第二次救急医療機関

これまで、病院群輪番制」病院や共同利用型病院等の整備が進められ、針城の入β完機能を

担う救急医寮幾関の確保が図られてきた

多くの台城でこれらの体告肋ミ取られているが、その活動の実態1ま朕々である。例えぱ病



院群輪番制1において、輪番日であっても救急患者をほとんど受け入れない救急医療機関が

ある」方で、輪番日にかかわらず多くの救急患者を受け入れている救急医療機関があり、

輪番削1という実態を伴わない賀城もある!。

今後は、活動の実見巳に即して、救急医療機関としての役御」を1平1而していく彪要がある。

また、輪番愉」病院制度は、州包域の救急医療を担う人材や設備が限られている中で、医療

資源を分散して整備ずる必要があることや、住民・消防機関にわかりにくいといった問題

もあり、^を通じて、診療ヂ1に係わらず広く救急医療を行う医療機関について検討する

必要がある。

脳卒中弌急性心筋梗塞等に刻司、る専門的な医療については、救命救急センター以外の救

急医療機関においても実施してきたことについて前述したが、これらの郷完も含め、救急

搬送される患者の大部分が、入院を要する救急医療を担う医掬幾関へ搬送されており'、

当該医側幾関の更なる充実が重要である。

④初期救急医療を担う医療機関(初期救急医療機関)

初期救急医療は、診療所及びそれを補完する休日夜間急患センターや在宅当番医制にお

いて、針城医師会等の協力により実施され、救急搬送を必要としない多くの救急患、者の診

療を担ってきた実績がある。

しかし、曜日、時間帯やわ瑚救急を担う医療機関のヨ今療矛1などにより、入院を要する救

急医療を担う医療機関に、多くの軽症患、者が直^診することもあり、結果として、入β完

を要する救急医療を担う医掬幾関が本来担うべき救急医療に邦章を来す可諸生が擶商さ

リー層の強化を図っていく必要がある。

れている。今後も軽症患者の救急需要の増大が予オ昂される中、盤城の実情に応じた杓瑚救

急医療を構築する必要がある。

⑤樹申科救急医療体制」と一般救急医療機関等との連携

19条の11に基づき、緊急な医療を必要とする全ての精神障害者が、迅速かづ適正な医療

道府県は、精神保健及ぴ精神障害者樹止に関する法律(昭和25年法律第123号)第

院群輪番制」において、輪番日であっても救急患者をほとんど受け入れない救急医療機関が

ある一方で、輪番日に伍わらず多くの救急患者を受け入れている救急医療機関があり、輪

番御」という実態を伴わない翅戴もある。

今後は、活動の実見ミに即して、救急医療機関としての役害1を評価していく必要がある。

また、輪番伶"病院制度は地域の救急医療を担う人材や設備が限られている中で、医療資

源を分散して整備する必要があることや、住民・消防機関にわ力由にくいといった問題も

.あり、^を通じて、診療科に係わらず広く救急医療を行う医療機関について検討する必、

要がある。

脳卒中や急性心筋梗塞等に対司、る専門的な医療については、救命救急センター以外の救

急医療機関においても実施してきたことについて前述したが、これらの病院も含め、救急

搬送される患者の大部分が、入1完を要する救急医療を担う医療機関M般送されており'、

当該医療機関の更なる充実が重要である。

④わ瑚救急医療を担う医劉幾関(初期救急医療機闘

初期救急医療は、診療所及びそれを補完する休日夜間急患センターや在宅当番医制にお

いて、ガ城医師会等の協力により実施され、救急搬送を必要としない多くの救急患者の診

療を担ってきた実績がある。

しかし、曜日、噺占帯や初期救急を担う医療機関の診療科などにより、入F完を要する救

急医療を担う医療機関に、多くの軽症患者が直按受診することもあり、結果として、これ

らの医療機関が本来担うべき救急医療に支障を来す可能性が指摘されている。今後も軽症

患者の救急需要の増大が予想される中、剛或の実情に応じた初期救急医療をキ篝築する必要

がある。

⑤精ネ洲救急医療体制」と一般救急医療機関等との連携

精ネ斬ヰ救急医療は、平成7年より、精神科救急医療システム整備事業が倉1殿され、精神

を受けられるよう、精神科救急医療体制の確保に努める必要がある。都道府県又1ネ政令指

定都市は、精神矛斗救急医療体制整備事業を活用して、精神科救急医療体帛11}車絡・調整委員会

を設置し、精ネ軒斗救急医療施設の確保や円滑な運営を図ってきている。また、精ネ岼斗救急

情報センターを整備し、救急医療t静&センタ〕・弌激急医療機関や1肖防機関等からの要請に

対し、緊急、な医療を必要とする精神障害者の搬送先医療機関の紹介に努めてきている。

'厚生労働省'「救急医療対策事業調査ヨ(平成27年)
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科救急情報センターや針城の実情に応じて輪番帋11等による精ネ軒斗救急医療施設の整備が

進められてきており、'さらに、平成17年からは、樹申科救急医療センター事業が倉1殿さ

れ、整備が進められてきた。

しかし、緊急な医療を必要とする精神疾患を持つ患者を24時間365日受け入れる体制

が未だ守分でない盤城もあることから、輪番惰"による{急時における適切な医療及て肌護

の機会を確保するための機能、重度の症状を呈する精神科急性期患者に対応するための中

核的な機能、さらに、休日等を含め躍時問体制」て精神疾患を持つ患者等からの緊急的な

相談に応じ、医療機関との連綣調整等を行う精神科救急1靜Rセンター機能については、よ



平成28年度における精神科救急医療体制整備事業の実施要綱改正により、精神矛斗救急

医療圏域単位での精神科救急医療体帛11及び身体合,綻,患者の医療体制の確保に向けた検

討を実施ずるとともに、関評、機関(警察、消防、一般救急等)との研彦を通じた相

の推進を求めている。

さらに、自殺対策基本法(平成18年法1聿第85号)に定める哨殺総合対策大綱」(平

成19年6月8日閣議決定)に基イづき、自殺末遂者の再度の自殺を防ぐために、救急医療

施設における精神矛斗医等の専門職からなるチームによる診療体椒」、精神保健指定医による

診療協力体制等の充実を図る必要がある。

第2 医療体絢」のに必婁な事項

1 目指すべき方向

前記「1 救急医療の現リU を踏まえ、個々の役害4と医療機能、それを満たす各関係機関、

さらにそれら関俳、機関相互の連携により、病院盲m欺護活動からネ士会復帰までの医療が連携し

織纖して実施される体制」を構築する。

①適切な病院育徐敘護活動が可能な体制

①本人・周囲の者による必要に応じた速やかな救急要請及て兆紋急蕪生法の実施

②メディカルコントローノレ崎1の整備による救急救命士等による適切な活動(観察・判

断・処圖の実施

③実施基準に基づく適切な傷丙者の拙苦及び医療機関の受入れ

④翅戴住民の救急医療＼の理解

②動主度・緊急度に応じた医療が提供可能な体雋11

①患者の状態に応じた適切な救急医療の提供

②救急医療に係る資源の効率的な配置とアクセス時間を考慮した整備

③必要に応じて、より高度・専門的な救急医療機関へ速やかに紹介できる連携崎1

④脳卒中・急性心筋梗塞・園圭タト傷等の、それぞれの疾患、1Uぶじた医療体帛11

⑤急性期を乗り越えた救命救急センターの患者を、一般病棟へ円滑に蔚錬できる体告1

また併せて、身体疾患を合,ける精神疾患患者の受け入れ体帛リを整備ずる必要がある。

都道府児蛙」精神科救急医療体脚墜備事業等を活用し、身体合併症対応施設の整備や、精

神科医索幾関と一般

入れ体佑"の劉詣・充実を図る必要がある。

③救急医療機関等から療養の場へ円滑な樹テが可能な体制

①救命期を脱するも、重度の合,綻、後遺症のある患、者が、救急医療施設から適切な医

療機関に転院できる体制

②重度の合併症、後造症のある患者が、介護施設・在宅で療養を行う際に、医療及て畍

なお、精神科救急

針について」(平成24年3月30 部章精発0330

1章害保健^激口)が発出されており、参照されたい。

さらに、泊殺総合対策大綱」(平成19年6月8日閣議決定)に基づき、自殺未遂者の再

度の自殺を防ぐために、救急医療旛設における精ネ軒斗医等の専門職からなるチームによる

診療体制、精神保健指定医による診療協力体痢」等の充実を図る必要がある。

関の診療協力を推進するための連携会議の実施等により、受け

第2医^^壁^

1 目指すべき方向

育嬬「1 救急医療の現状」を踏まえ、個々の役害11と医療機能、それを満たす各関係機関、

さらにそれら関係機関相互の連携により、病院育伊效護活動からネ絵復帰までの医療が連携し

ネ佳続して実施される体制を構築する。

①適切な病院育証敘,護活動が可能な体制

①本人・周囲の者による必要に応じた速やかな救急要請及て激急蕪生法の実施

②メディカルコントローノレ齢11の整備による救急救命士等による適切な活動(観察・判

断・処圖の実施

③実施基準に基づく適切な傷丙者の掘苦及び医療機関の受入れ

"の整備に関しては、「精神科救急医療体制の整備に関する指

2号ネ^・援護局F早

② 重症度・緊急度に応じた医療が提供可能な体市11

患者の状態に応じた適切な救急医療の提供

救急医療に係る資源の効率的な配置とアクセス時問を考慮した整備

必要に応じて、より高度・専門的な救急医療機関へ速やかに紹介できる連携体惰"

脳卒中・心筋キ更塞・重膨'ト傷等の、それぞれの疾患に応じた医療体痢1

古蜻階神

③救急医療機関等から療養の場へ円滑な糊テが可能な体制

①救命期を脱するも、重度の合併症、後遺症のある患者が、救急医療埼斐から適切な医

療機関に轉完できる体制

②重度の合,澁、後逸主のある患者が、介護施設・在宅で療養を行う際に、医療及て畍
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①
②
③
④



護サービスが相互に連携できる体制

③台城包括ケアシステムの構築に向け、救急医療機関の機能と役害1を明確にし、卦茸域で

連したきめ細やかな嚇且を行うことができる体帛lj

2 各医療機能と連携

"嬬「1 目指すべき方向」を踏まえ、救急の医療体制に求められる医療機能を下記①

から⑤に方卜ず。

都道府県は、各医療機能の内容侶標、医療機関等に求められる事項等)にっいて、台城

の実情に応じて柔軟に設定する。

①病院前救護活動の機能【救護】
、、

①目標

患者あるいは1司囲の者が、必要に応じて、速やかに救急要請及び救急蘇生法を実施

tること

メディカルコントローノレ体帋11の整備により、救急救命,僻の活動が適翊に実施され

ること

実施基準の運用により、傷病者の搬送及ぴ医療機関への受入れが適切に行われるこ

と

^il

②関係者に求められる事項

ア住民等

講習会等の受講により、傷病者に対する応急手当、AEDの使用を含めた救急蘇生

法が実施可能であること

傷病者の救護のため、必要に応じて適切かつ速やかに救急要請を行うこと、ある

い1お商切な医療機関を受診すること

日頃から力功、りつけ医を持ち、また、電話による相談システムを用いて、適切な

針城住民の救急医療への

護サービスが相互に連携できる体制

を深める嚇助垳われること

イ

医療機関の受診、適切な救急車の要請、他の交通手段の利用等を判断ずること

消防機関の救急救命士等

住民等に対し、応急手当、朋Dの使用を含めた救急蕪生法等に関する講習会を実

施するとと

脳卒中、急性心筋梗塞等、早期の救急要請が彪要な疾患について関係機関と協力

して住民教育の実施を図ること

搬送先の医療機関の選定に当たっては、実施基準等により、事前に各救命救急医

療機関の専門性等を把握すること

2 各医療機能と連携

お榔「1 目指すべき方向を踏まえ、救急の医療体制に求められる医療機能を下記①か

ら(3)に月す。

都道府県は、各医療機能の内容姻標、医療機関等に求められる事項等)にっいて、丑城の

実情に応じて柔軟に設定する。

①病院前救護活動の機能【救護】

①目標

患者あるいは周囲の者が、必要に応じて、速やかに救急要請及び救急蘇生法を実施

すること

メディカルコントロール体市"の整備により、救急救命士等の活動が適切に実施され

ること

実施基準の運用により、傷病者の搬送及び医療機関への受入れが適切に行われるこ

と

.

〆
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②関係者に求められる事項

ア住民等

講習会等の受講により、傷丙者に対する応急手当、脚の使用を含めた救急蘇生

法が実施可能であること

傷病者の救護のため、必要に応じて適切力γつ速やかに救急要請を行うこと、ある

い1お商切な医療機関を受診すること

電話による相談システムを用いて、適切な医療機関の受診、救急庫の要請、他の

交通手段の利用等を判断ずること

イ消防機関の救急救命士等

住民等に対し、応急手当、AEDの使用を含めた救急蘇生法等に関する講習会を実

施すること

脳卒中、急性心筋梗塞等、早期の救急要請が必要な疾患について関係機関と協力

して住民數育の実施を図ること

搬送先の医療機関の選定に当たっては、実施基準等により、事前に各救命救急医

療機関の専門性等を把握すること



ガ城メディカノレコントローノレ協^により定められたプロトコーノレに則し、心肺

機能停止、外傷、急病等の患者に対して、適切な観察・判断・処置を実施すること

搬送手段を選定し、適切な急性期医療を担う医療機関を選定し、傷病者を速やか

に顎櫛苦,、ること

緊急、な医療を必要とする精神疾患を有する患老等の搬送に当たっては、精神科救
、、

急「青報センターを活用し、精神矛斗救急医療体佑"と→汾な連携を図ること

メディカルコントローノレ^

救急救命士等の行う処置や、疾患に応じた活動プロトコールを策定し、事後検証

等によって随時改訂,、ること

実施基準を踏まえ、搬送手段を選定し、適切な医療機関に搬送するためのプロト

コールを策定し、事後検証等によって随時改訂すること

医師から救急救命士に刻するi直接指示・助言体痢1が確立されていること

救急救命士等への再教育を実施ナること

ドクターカーやドクターヘリ等の活用の適否について、"城において定期的に検

計ナること

ドクターへりや消防防災へりコプター等の活用に際しては、関俳、者の連携につい

て協議する場を設け、効率的な運用を図ること

ウ

.

賀丘域包括ケアシステムの構築に向け

かりつけ医共价護旛設等の関係機関が1車携・協議する体告"を、メディカルコントロ

ール協議会等を活用して構築しより"川或で

②救命救急医療機関(第三次救急医療)の機能【救命医療】

①目標

24時間365日、救急瓢腿の受入れに応じるとと

患、者の状態に応じた適切な情報や救急医療を提供ずること

②医劉幾関に求められる事項

緊急性・専門性の高い脳卒中、急性心筋梗塞等や、重症外傷等の複数の診療矛斗領域に

わたる疾病等、φ冨広い疾患に対応して、高度な専門的医療を総合的に実施する。

その他の医療機関では対応できない重篤患者への医療を担当し、卦城の救急患者を最

終的に受け入れる^1を果たす。

また」救急救命士等へのメディカルコントロールや、救急医療従事者への教育を行う

拠点となる。
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必要に応じて年間複回以上協議会を開催すること

賀城メディカノレコントローノレ協^により定められたプロトコーノレに貝1」し、心肺

機能停止、外傷、急病等の患者に対して、適切な観察・判断・処置を実施すること

搬送手段を選定し、適切な急性期医療を担う医療機関を選定し、傷丙者を速やか

に搬送すること

緊急な医療を必要とする糊申疾患を有する患者等の搬送に当たっては、精神科救

急情報センターを活用し、精神科救急医療体制」と+分な連携を図ること

メディカルコントローノレ協^

救急救命士等の行う処置や、疾患、に応じた活動プロトコールを策定し、事後検証

等によって随時改訂すること

実施基準を踏まえ、搬送手段を選定し、適切な医療機関に搬送するためのプロト

コーノレを策定し、事後検証等によって随時改訂すること

医師から救急救命士に剣する直按キ旨示・助言体伶肋読潅立されていること

救急救命士等＼の再教育を実施すること

ドクターカーやドクターヘリ等の活用の適否について、畦城において定期的に検

討すること

ドクタ、ー＼りゃ消防防災へりコプター等の活用に際しては、関係者の連携につい

て協議する場を設け、効率的な運用を図ること

二次救急医療機関等の救急医劉幾関、カ

ウ

したきめネ三やかな嚇且を進めるこ

.

(2-1)救命救急医療機関(第三次救急医療)の機能{救命医療】

①目標

24時間365日、救急搬送の受け入れに応じること

傷病者の状態に応じた適切な情報や救急医療を提供ナること

②医療機関に求められる事項

緊急性・専門性の高い脳卒中、急性心筋梗塞等や、重症外傷等の複数の診療矛斗領域に

わたる疾病等、φ冨広い疾患に対応して、高度な専門的医療を総合的に実施する。

その他の医療機関では対応できない重篤患者への医療を担当し、台城の救急患者を最

終的に受け入れる役穿1を果たす。

また救急救命士等へのメディカルコントローノレや、救急医療従事者への教育を行う拠

点となる。

と
一



なお、医療計画において救命救急医療機関として位置付けられたものを救命救急セン

ターとする。

脳卒中、急性心筋梗塞、重症外傷等の患者や、複数の診療矛斗にわたる重篤な救急患

者を、広域災害時を含めて24噺占365日必ず受け入れることが可能であること

集中治療室(1CU)、心臓病専用病室(剣)、脳卒中専用病室(S側)等を備え、常

時、重篤な患者に対し高度な治療が可能なこと

救急医療について相当の知識及て曜験を有司、る医師が常時診療に従事してぃること

(救急矛斗専門医等)

必要に応じ、ドクターへり、ドクターカーを用いた救命救急医療を提供すること

救命救急に係る病床の確保のため、一般病棟の病床を含め、医療機関全体としてべ

ツド調整を行う等の院内の連携がとられていること

急艇棚のりハビリテーションを実施すること

急性期を経た後も、重度の1轡機能1章害 G聾延性意識障害割の後迎主がある患者、

精神疾患を合併する患老、人工叩及器による管理を必要とする患者等の、特ヨリな管理

が必要なため運完が困難な患者を駈錬、輯浣できる体制にあること

実施基準の円滑な運用・改善及て榔道府!具又1ガ也域メディカルコントロール体制」の

充実に当たり積極的な役害11を果たすこと

DNIAT※新弓宣機能を持つ等により、災害に備えて積極的な役御1を果たすこと

救急医療1誹Rセンターを通じて、診療機能を住民・救急搬遡幾関等に周知している

こと

医師、看護師等の医療従事者に対し、必要な研彦を行う体伶"を有し、研修等を通じ

台城の救命救急医療の充実樹ヒに協力していること

急救命士の気管1車管・薬斉1」投与等の病院実習や、就業前研彦、再教育などに協力して

いること

救創丙院等を定める省令(昭和39年厚生省令第8号)によって定められる救急病

道府県又1

なお、医撫十画において救命救急医療憐関として位置付けられたものを救命救急セン

ターとする。

脳卒中、急性心筋梗塞、重症外傷等の患者や、複数の診療科にわたる重篤な救急患

者を、広域災害時を含めて塑時間365日必ず受け入れることが可能であること

集中治療室(1CU)、心臘丙専用病室(卿)、脳卒中専用病室(SCU)等を備え、常時、

重篤な患者に対し高度な治療が可能なこと

救急医療について相当の知識及U軽験を有する医師が常時診療に従事してぃること

(救急矛斗専門医等)

必要に応じ、ドクターへり、ドクターカーを用いた救命救急医療を提供すること

救命救急に係る病床の確保のため、一般病棟の病床を含め、医療機関全体としてべ

ツド調整を行う等の院内の連携がとられていること

急性期のりハビリテーションを実施すること

急性期を経た後も、重度の'畄機能f章害 G要延能意赫章害等)の後迎圭がある患者、

人工叩及器による管理を必要とする患者等の、特号11な管理が必要なため週完が困難な

患者を載錬、韓完できる体帋11にあること

実施基準の円滑なi重用・改善及びガ城のメディカルコントロール体制の充実に当た

り積極的な役害11を果たすこと

DMAT※ヨ備宣機能を持つ等により、災害に備えて積極的な役告11を果たすこと

救急医割青報センターを通じて、診療機能を住民・救急搬送機関等に周知している

こと

医師、看護師等の医療従事者に対し、必要な研虜を行う体佑"を有し、研彦等を通じ

賀城の救命救急医療の充実す剣ヒに協力していること
ι

救急救命士の気管挿管・薬斉11投与等の病院実習や、就業前研虐、再教育などに協力

していること

院であること

※ D遡T(災害派遣医療チーム)については」災害時における医療体佑"の構築に係る

指針を参照町

③即完を要する救急医療を担う医療機関鮪二次救急医療)の機能【入1完救急、医療】

①目標

24断司365日、救急搬送の受け入れに応じること

患者の状態に応じた適切な救急医療を提供すること

メデカルコントロール協^に蹴市を参加させるとともに、救
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「救急病院等を定める省令Lによって定められる救急病院であること

※ DMAT(災害派遣医療チーム)については災害時における医療体佑"の構築指針を参照,

(2-2)入β完を要する救急医療を担う医療機関(第二次救急医療)の機能【入院救急医療】

①目標

24時間365日、救急搬送の受け入れに応じること

傷丙者の状態に応じた適切な救急医療を提供ずること



②医療機関に求められる事項

地域で発生する救急患者への初期診療を行い、必要に応じて即冠台療を行う。医療機

関によっては、脳卒中、急性心筋梗塞等に対する医療等、自施設で対応可能な範囲にお

いて高度な専門的診療を担う。また、自施設で1才対'応困難な救急患者については、必要

な救命処置を行った後、速やかに、救命救急医療を担う医療機関等へ紹介する。救急、救

命士等への教育機能も・一部担う。

救急医療について相当の知識及て曜験を有する医師が常時診療に従事してぃること

救急医療を行うために必要な施設及ひ殷備を有司、ること

救急医療を要する傷病者のために優先的に使用される病床又は専用病床を有するこ

と

救急隊による傷病者の搬送1こ容易な場所に所在し、カ¥つ、傷病者の搬入に適した構

造設備を有すること

急性期にある患者に対して、必要に応じて早期のりハビリテーションを実施するこ

と

初期救急医療機関弌精神矛斗救急医療体制等と連携していること
. 当該病院で1ネ対応できない胸圭救急患者への対応に備え、近隣のより適切な医掬幾

関と連携していること

救急医療情報センターを通じて、診療可能な日時や、診療機能を住民・救急搬送機

関に周知していること

医師、看護師、救急救命士等の医療従事者に対し、必要な研彦を行うこと

数年問、受入実績のない救急医療機関については、そのイ立置付けについて見直しを

.
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.

桧盡比ゑ三七

救急病院等を定める省令によって定められる救急病院であること

③医療機関の例

病院群輪番伶"病院、共伺禾11用型丙院

^を通じて診療科にとらわれ司も放急医療を担う病院又は有床診療所

"城医療支援病院(救命救急センターを有さない)

脳卒中や急性心筋梗塞等に対する急性期の専門的医療を担う病院又は有床診療所

④初期救急医療を担う医療機関の機能【初期救急医療】

①目標

患者の状態に応じた適切な救急医療を提供すること

②医療機関に求められる事項

主に、独歩で郷完ずる軽度の救急患者への夜間及て淋日における外来診療を行う。

.

②医側幾関に求められる事項

台拶或で発生する救急患者への初醐診療を行い、必要に応じて入院治療を行う。医療機

関によっては、脳卒中、急性心筋梗塞等に刻する医療等、自施設で対応可能な範囲にお

いて高度な専門的診療を担う。また、自施設で1コ剣'応困難な救急患者については、必要

な救命処置を行った後、速やかに、救命救急医療を担う医療機関等へ紹介する。救急救

命士等への教育機能も一→郭担う。

救急医療について相当の知識及て曜験を有する医師が常時診療に従事していること

救急医療を行うために必要な施設及ぴ設備を有すること

救急医療を要する傷病者のために優先的に使用される病床または専用病床を有tる

.

(2-3)

①

②

救急隊による傷病者の搬送ιこ容易な場所に所在し、かつ、傷病者の搬入に適した構

造設備を有すること

急性期にある患者に対して、必要に応じて早期のりハビリテーションを実施するこ

と

.

. 初期救急医療機関と連携していること

当該病院で1才刻'応できない動圭救急患者への対応に備え、近隣のより適切な医療機

関と連携していること

救急医樹青報センターを通じて、診療可能な日時や、診療機能を住民・救急搬送機

関に周知していること

医師、看護師、救急救命士等の医療従事者に対し、必要な研修を行うこと

.

.

.

③

. 「救急病院等を定める省令」によって定められる救急病院であること

医療機関の例

二次輪劉丙院、共同罰朔型病院

^を通じて診療矛斗にとらわれ司激急医療を担う病院又は有床診療所

賀拶或医療支援病院(救命救急センターを有さない)

脳卒中昊急性心筋梗塞等に対する急也期の専門的医療を担う病院又は有床診療所

初期救急医療を担う医療機関の機能【初期救急医療1

目標

傷病者の状態に応じた適切な救急医療を提供すること

医療機関に求められる事項

主に、ぢ虫歩で郷完する軽度の救急患者への夜間及て鮴日における外来診療を行う。

.

とこ



救急医療の必要な患者に対し、外来診療を提供ナること

休日・夜間急患センターの設置や、在宅当番医制などと合わせて、翅リ或で診療の空

白時間が生じないように努めること

病態に応じて速や力、に患者を紹介できるよう、近隣の医側幾関昊味誹科救急医療体

制等と連携していること

自治体等との連携の上、診療可能時間や対応可能な診療翆陛にっいて住民等に周知

していること

③医療機関の例

休日・夜間急患センター

休日や夜間に対応できる診療所

在宅当番医制に参力口ずる診療所

⑤救命救急医療機関等からの郷完を受け入れる機能【救命後里医療】

①目標

在宅等での療養を望む患者に対し医療機関からの退浣を支援すること

合台綻、後迪症のある患、者に対しで慢陛期の医療を提供ずること

②医療機関に求められる専頁

救急医劉幾関と連携し、人工叩及器が必要な患者や、気管切開等のある患者を受け

入れる体削」を整備していること

重度の】畄機能β章害(遷延艦戦哉1^等)の1妾j宣症を持つ患者を受け入れる体制を整

備していること

救命期を脱した救急患者で、精神疾患と身体疾患を合併した患者を受け入れる体制」

を整備していること

生活機能の維持及び向上のためのりハビリテーション(訪問及び通所りハビリテー

ションを含む。)が実施可能であること

日常生活動作(AI)D の低下した患者に対し、在宅等での包括的な支援を行う体告リ

を確保していること

遍完困難な患者の場合、訪ル曙護ステーション、薬局等と連携して在宅医療を実施

すること、また居宅介護サービスを調整すること

救急、医療機関及て腔宅での療養を支援ずる医療機関等と診劉青報舸台療計画を共有

するなどして連携していること

診療沙得の維持期における他の医療機関と、診療情報昊ヲ台療計画を共有するなどし

て連携していること

休日・夜間に対応できる薬局と連していること

救急医療の必要な患者に対し、外来診療を提供すること

休日・夜間急患、センターの設置や、在宅当番医制などと合わせて、針城で診療の空

白断司が生じないように努めること

病梼Rに応じて速やかに患者を紹介できるよう、近隣の医療機関と連携してぃること

.

自?台体等との連携の上、診療可能時間や対応可能な診療邪陛にっいて住民等に周知

していること

③医療機関の例

休日・夜間急患センター

休日や夜間に対応できる診療所

在宅当番医制に参加する診療所

③救命救急医樹幾関等からの郷完を受け入れる機能【救命期後医療】

①目標

在宅等での療養を望む患者に対し医療機関からの運完を支援すること

合イ揃圭、後遺症のある患者に対しで堤性期の医療を提供すること

②医療機関に求められる即頁

救急医療機関と連携し、人工叩及器が必要な患者や、気管切開等のある患者を受け

入れる体指11を整備していること

重度の"轡機能障害(遷延1生意識F^等)の後遺症を持つ患者を受け入れる体制を整備

していること

救命期を脱した救急患者で、精神疾患、と身体疾患を合併した患者を受け入れる体帋ι

を整備していること

生活機能の維持及び向上のためのりハビリテーション(訪問及び通所りハビリテー

ションを含む)が実施可能であること

日常生活動作(ADDの低下した患者に対し、在宅等での包括的な支援を行う体削捲

石奄保していること

通院困難な患者の場合、訪見曙護ステーション、薬局等と連携して在宅医療を実施

すること、また居宅介護サービスを調整すること

救急医療機関及て陀三宅での療養を支援する医療機関等と診樹青報や治療計画を共有

するなどして連携していること

診療所等の瓢塒期における他の医療機関と、診療・1齡Eや冶療計画を共有するなどし

て連携していること
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③ 医療機関等の例

療養病床を有司、る病院

精神病床を有ずる病院

回復期りハビリテーション病棟を有する病院

診療所(在宅医療等を行う診療所を含む。)

.

第3 構築の具体的な判頂

1 現炭の井嘘

都道府県は、救急医療の体帛ljを構築するに当たって、①~(3)1こ示す項目を参考に、患者

動向、医療資源及び医獅車携等について、現炭を魂墾する。

さらに、④に示す、医療機能ごと及ぴストラクチャー・プロセス・アウトカムごとに分

類された指標例により、数値で箸宅励に現状を把握する。

なお、(1)~(4)の各項目について、参考として司暄名弌担当部局を示しているが、その他

必要に応じて調査をi助nされたい。

①救急患者動向に関止る情報の収集

救急搬送患者数(年齢別・,圏小疾患、別・重症凱ゆ W肖防防災主管部局)

救急車により搬送された入院患者の流入害洽、流出割合(患者調査)

搬送先医療機関(年齢別・・凱小疾患別・^凱1」、応需率等)(消防防災主管部局、

衛生主管部局)

(2)救急医療の医療資源に関する「青報の収集

病院前救護活動(救急救命士の数等)(消防防災主管部局)

搬送手段に係わる,1靜&(救急車、ドクターカー、ドクターー＼り、消防防災へりコプタ

一等の活用状澱(消防防災主管部局、衛生主管部局)

救急医療に携わる施設とそαX立置(衛生主管部局)

医寮幾関の機能(対応可能な疾患、・診療矛斗を含む。)と体柳】(衛生主管部局)

救急医療機関の人員(衛生主管部局)

③救急医掬_車携に闘ナる1青報の収集

①救急搬送等

貴城メディカルコントロール協議会の活動状況(協議会の開催頻度、第二炊救急医

訪ル曙護ステーション

③医療機関等の例

療養病床を有ずる病院

精神病床を有司、る病院

回復期りハビリテーション病棟を有司、る病院

診療所

訪見サ看護ステーション

第3 構築の具体的な手順

1 現炭の井嘘

都道府県は、救急医療の体告1を構築するに当たって、①~(3)に示す項目を参考に、患者

動向、医療資源及び医宗車携等について、現次を把握する。

さらに、(4)1こ示す、医療機能ごとおよびストラクチャー・プロセス・アウトカムごとに

分類された指標例により、数値で客観的に現状を把握する。

なお、(1)~(4)の各項目について、参考として調査名寒ヰ旦当部局を示しているが、その他

必要に応じて調査を追力口されたい。

①救急患者動向に関する1青報の収集

救急^患者数(年歯拐小セ拐11・疾患呂小重力包棚1」)(消防防災主管部局)

救急車により搬送された入β完患者の流入割合、流出割合(患渚調査)

搬送先医療機関(年鯛小慨小疾棚小重症醐リ、応需率等)(消防防災主管部局、

衛生主管部局)

②救急医療の医療資源に関する「青報の収集

病院前救護活動(救急救命士の数等)(消際方災主管部局)

搬送手段に係わる情報(救急車、ドクターカー、ドクターー＼り、消防防災へりコプタ

一等の活用}ν蛯卿W肖防防災主管部局、衛生主管部局)

救急医療に携わる施設とその位置(衛生主管部局)

医劉幾関の機能(対応可能な疾患・診療科を含む。)とイ輔1」(衛生主管部局)

救急医療機関の人員(衛生主管部局)

③救急医療連携に関するt青報の収集

①救急搬送等

針城メディカルコントロール協議会の活動状況(協議会の剛崔頻度、事後検証の実

施症例数、救急救命士の病院実習の実施状況等)療機関等の救急医療機関、力功、りつけ医矣价護施蔽^の関係機関が参加した開催回

数、朝妾検証の実施1主g轍、救急救命士の病院実習の実施伏況等)

救急車で搬送する病院が決定するまでに、要請開始から、例えぱ30分以上、ある

ー、

救急車で搬送する病院が決定するまでに、要請開始から、例えぱ30分以上、ある
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いは4医劃幾関以上に要請を行った、一定期問におけるイ4数とその原因分析、全搬送

イ4数に占める害恰

救急要請(覚知)から救急医劉幾関へ収容するまでに要した平均断占

救急要請から救命救急センターへの搬送までに要した平均時間

救命救急、センター等の各救急医劉幾関において、消防機関からの救急搬送受入要請

に対して実際に受け入れた人員の害恰

1時間以内に救命救急センターに搬送可能な翅戴の人ロカバー率

②救急医療に関連する施設の連携伏況

救急、医療機関への棚苦手段及て畷送元の分類(現場からの擬苦、轉完搬送)

救急医療機関に搬送された救急患者の運完経路

④指標による現状魂墾

別表6に掲げるような、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムごと

に分類された指標例により、台城の医療提供体帛ljの現状を客観的に托握し、医療計画に記

載ずる。その際、地域住民の健康状態やその改善に寄与すると考えられるサービスに関す

樹東・韓完を

. 休日・荷飼に対応できる薬局の数

、 る擶票匝点指標)、その他が提供ずるデータ制虫自調査データ、データの停

する者を常時酉三置している救命救急センターの数

り入手可能な指樮(参考指t酉)に留意して、托握すること。

2 圏域の設定

①都道府県は、救急医療体制を構築するに当たって、「第2

項」を基に、前記「1 現状の把握」で収集した'「青報を分析し、重傷度・緊急度に応じた

医療機能を明確にして、圏域を設定する。

(2)医療機能を明確イヒずるに当たって、州城によっては、医療資源の制約等によりひとつの

施設が複数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が存在しない場

合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

ただし救命救急医療について、一定のアクセス時間内に当該医療機関に搬送できるよう

に圏域を設定することが望ましい。

③検討を行う場合は、針城医師会等の医療関係団体、現に救急医療・救急搬送に従事する

者、現に精神科救急に従事する者、消防防災主管部局、都道府!具又1才1也域メディカルコン

医寮幾関とその連携」を基

いは4医療機関以上に要請を行った、一定期問におけるイ4数とその原因分析、全#腿

イ4数に占める割合

救急要請(覚知)力喝救急医療機関~佼容するまでに要した平均時間

救急要請から救命救急センターへの搬送までに要した平均時間

救命救急センター等の各救急医療機関において、消防機関からの救急搬送受入要請

に対して実際に受け入れた人員の害洽

1断占以内に救命救急センターに搬送可能な轟城の人ロカバー率

②救急医療に関連する施設の連携伏況

救急医劉幾関への柵苦手段および搬送元の分類(現場からの搬送、柳剣般送)

救急医療機関に搬送された救急患者の潤完経路

トローノレ協議会、住民・患者、市畊寸等の各イ弌表が参画する。

3 連携の検討

医療体制の構築に必要な事

④指標による現状托握

別表6に掲げるような、医療機能ビと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムごと

に分類された指標例により、地域の医療提供体市11の現伏を客矧的にれ墾し、医療計画に記

載する。その際、公的統号陛により全都道府県で入手可能な指標姥須指標)と、独自調

によ 査やデータ

2 圏域の設定

①都道府県は、救急医療体佑"を構築するに当たって、「第2

により入手可能な指標(推奨指標)に留意して、把握すること。

に、育嬬「1 現状の訓嘘」で収集した情報を分析し、重傷度・緊急度に応じた医療機能

を明確にして、圏域を設定する。

②医療機能を明確イヒずるに当たって、ガ城によっては、医療資源の制約等によりひとつ

の施設が複数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が存在しない

場合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

ただし救命救急医療について、一定のアクセス時問内に当該医療機関に搬送できるよう

に圏域を設定することが望ましい。

③検討を行う場合は、曳城医師会等の医療関係団体、現に救急医療・救急搬送に従事す

る者、消晦方災主管部局、メディカノレコントローノレ協議会、住民・患者、市畍寸等の樹弌

表力珍画する。

3 連携の検討
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①都道府県は、救急医療体制1を構築するに当たって、患者の重症度・緊急度に応じて適切

な医療が提供されるよう、また、関俳、機関のイ言頼関係、が醸成されるよう酉改敵する。

また、医掬幾関、消防機関、消防防災主管部局、地域医師会等の関俳、者は、診療情報(提

供可能な救急医療等)の共有、連携する施設・医"市等軒サ窮雁の情報の共有に努める。

②保健所は、「針城保健法第4条第1項の規定に基づくガ伊或保健対策の描隹に関する基本

的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医撫十画の作成及び

推進における保禽ワiの役害11について」(平成19年7月20日付け健絡X発第0720001号厚生

労働省'健康局総務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施に向けて、針城医師会等と

連携して医療機関相互又は医療機関と消防機関との調整を行うなど、積極的な役害4を果た

司、こと。

③医療計画には、原al」として、各医療機能を担う医療機関の名称を記載ずる。

なお、針城によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関力蝮数の機能を担う

こともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えぱ医療連携体術1の中で各医療機能を担う医

療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、ガ城の実情に応じて記載するこ

とで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

4 課題の抽出

都道府県は、「第2 医療体制の構築に必要な事動を踏まえ、「1 現伏の把捜で収集

气

した↑青報共井旨標によりれ嘘した数イ齡追明確となった現伏について分析を行い、"城の救急

医療体制の課題を抽出し、医療計画にヨB載ずる。

その際、現伏把握に用いたストラクチャー・プロセス・アウトカム指標の関連性も考慮し、

病期・医療機能によるろ瀕も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出する。

5 数値目標

都道府県は、良質かつ適切な救急医療を提供する体制について、事後に定量的な比繊平価

を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、1也域の実情に応じた目標項

目やその数値目標、目標達成に要する時間を設定し、医療計画にZ三載ずる。

数値目標の設定に当たっては、名゛旨枦まの全国データ等を参考にするとともに、基本方針第

たに掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決するために

必要な目標を設定することとする。

①都道府県は、救急医療体罰」を構築するに当たって、患者の重症度・緊急度に応じて適

切な医療が提供されるよう、また、関係機関のイ言頼関係が醸成されるよう酉礁する。

また、医療機関、消防機関、消防防災主管部局、負城医師会等の関係者は、診療↑青報(提

供可能な救急医療等)の共有、連携する施設・医Ei礁専門脂雁のt静Rの共有に努める。

②保南二斤は、「1也域保健法第4条第1項の規定に基づくガセ域保健対策の推進に関する基本

的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計画の作成及び

推進における保磨二斤の役害11について」(平成19年7月20日付け健総発第0720001号健康

局総務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施に向けて、針城医師会等と連携して医

療機関相互又は医療機関と消防機関との調整を行うなど、積極的な役害11を果たすこと。

③医療計画には、原具11として、各医療機能を担う医療機関の名称を記載する。

なお、ガ城によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能を担う

こともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療L車携体制の中て洛医療機能を担う医

療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、台城の実情に応じて記載するこ

とで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

4 課題の抽出

都道府県は、「第2

指標により札嘘した数値から明確となった現伏について分析を行い、ガ拶或の救急医療体制の

課題を抽出し、医療ヨ十画に記載する。

その際、現状把握に用いたストラクチャー・プロセス・アウトカム指標の関連性も考慮し、

病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出する。

5 数値目標

都道府県は、良質かつ適切な救急医療を提供する体帛ljについて、事後に定量的な比較副西

を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、ガ城の実情に応じた目標項目

やその数値目標、目標達成に要する時間を設定し、医療計画に記載する。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本方針第

7に掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決するために

必要な目標を設定することとする。

医療機関とその連携」を踏まえ、「1 現伏の把捌で収集したt哉Rや
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6 力包策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、「4

課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を逢女ずるために行う施策に

ついて、医療計画に記載する。

7 三平価

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体帋1を整え、医療計画の評価を行泌月織や時

期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策の進捗状況の評価については、1年ごと

に行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現伏乳嘘に用いた指標の状況について、

少なくとも6年(在宅医療そのイ也必、要な事項については3年)ごとに調査、分析及ひ管科西を

行い、必要があるときは、都道府県はその医療計画を変更することとする。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況を周知

する必要がある。このため、指標による現リぜ巴握、目標項目、数値目標、施策やその進捗伏

況、専細体制や言引西結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。

6 施策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、「4 課

題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を迦戎するために行う施策にっ

いて、医療計画に記載する。

7 訓西

計画の実亥力性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画の評価を行う組織や時

期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策の進捗状況の評価については、1年ごと

に行うことが望ましい。また、数値目標の逸女状況、現伏把握に用いた指標の状1兄について、

少なくとも5年ごとに調査、分析及ひ魯干価を行い、必要があるときは、都道府県はその医療

計画を変更することとする。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況を周知

する必要がある。このため、指標による現状証張、目標項目、数値目標、施策やその進捗状

況、評価体佑"や専畔而結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。
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災害時における医療(以下「災害医療」という。)については、災害発生時に、災害の種類や

規模に応じて利用可能な医療資源を可能な限り有効に使う必要があるとともに、平時から、災害

を念豆頁に置いた関係機関による連携体制をあらかじめ構築しておくことが必要不可欠である。

災害時における医療肺11の構築に係る指針

改

本指針では、

し、次に「第2

正

いる。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 1背築の具体的な弓司1圓に則して、ガ城の現炭を把

握・分析し、また必要となる医療機能を明確に理解した上で、地域の実情に応じて圏域を設定し、

その圏域ごとの医療機関とさらにそれらの医療機関間の連携の検討を行い、最終的には都道府県

全体で手財西まで行えるようにする。

後

「第1 災害医療の現リU で災害医療がどのようなものであるのかにっいて概観

医療体制の構築に必要な事項」でどのような医療体制を構築するのかを示して

第1 災害医療の測犬

1 災害の現炭

災害には、ガ城、風水害、火山災害、雪害等の自然災害から、海上災害、航空災害、鉄道

災害、道路災害、大規模な事故による災害(事故災害)に至るまで様々な種類がある。また、

伺じ種類の災害であっても、発生場所、発生時刻や発生時期等によって襖1Σ・被害の程度は

大きく異なる。

①自然災害(針壊に伴う津波や火事を含む。)

自然災害のイ弌表的なものとして、ガ壊、即k害、火山災害、雪害等があ互

①地震

我が国においては、木造建築物の多い密集市街地が広い範囲で存在するため、州壊に

よって大規模火災力溌生したり建物が崩壊したりするなど、これまでも多大な被害が発

生してきた。

昭和23年の福井豊城の後、死者が一千名を超えるガ壊災害としては、平成7年1月

の阪神・淡路大震災(冱E者6,433名)、平成23年3月の東日本大震災(死者15893名、

104

災害時における医療(以下「災害医療」という。)にっいては、災害発生時に、災害の種類弌親

模に応じて利用可能な医療資源を可能な限り有効に使う必要があるとともに、平時から、災害を

念頭に置いた剛系機関による連携体制」をあらかじめ構築しておくことが必要丁、可欠である。

また、平成23年3月に発・した東日本大震災を踏まえ、平成23年7月~10月に「災害医療等

のあり方に関する

災害時における医療体制」の構築に係る指針

本指針ではこの報告書をまえ、災害医療体指11の構築についてその考え方を示すものこのため

現

である。

本指針では、「第1

炊に「第2

=」を行い、今後の災害医療のあり方について報告書が取りまとめられた

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 構築の具体的な羽鳴に則して、ガ城の現伏を把握・
5

分析し、また彪要となる医療機能を明確に理解した上で、ガ城の実情に応じて圏域を設定し、そ

の圏域ごとの医療機関とさらにそれらの医療機関間の連携の検討を行い、最終的には都道府県全

体で評価まで行えるようにする。

行

災害医療の現伏」で災害医療がどのようなものであるの力斗こっいて概観し、

関とその

第1 災害医療の動犬

1 災害の現伏

災害には、ガ城、即大害、火山災害、雪害等の自然災害から、海上災害、航空災害、鋳首

災害、道路災害、大規模な事故による災害(事故災害)に至るまで様々な種類がある。また、

同じネ重類の災害であっても、発生場所、発生時刻や発生時期等によって被災・被害のネ呈度は

大きく異なる。

①自然災害(地震に伴う津波や火事を含む)

自然災害の代表的なものとして、台壊、風水害、火山災害、雪害等がある。

①地震

我が国においては、木造建築物の多い密集市袿池が広い範囲で存在するため、地震に

よって大規模火災が発生したり建物が崩壊したりするなど、これまでも多大な被害が発

生してきた。

昭和23年の福井地震の後、死者が一千名を超える盡壊災害は、平成7年1月の阪神・

淡路大震災(,諸6,433名)のみであったが、平成23年3月に東日本大震災が発生し、

」でどのような医療体制を構築するのかを示している。

'



行方不明者Z厘旦名(平成三旦年12月旦日現在))がある'。また、平成28年4月14日

と16日に最ブく震1窒7の州壊が熊本県を中心とした九州地方に発生し、その被害1診諸

49名重傷者345名軽傷者1318名(平成28年5月31日時点)に上った2。

このため、遠くない時期に発生することが懸念されている東海地震、東南海・南海地

震、首都直下台堀はもちろんのこと、それ以外の"拶或でも大規模賀壊の発生する可鰍生

を考慮し、すべての封含域で封堀に刻司、る災害医療体告"を構築する必要がある。

②風水害等

近年、短時間強雨の年間発生回§明瞭な増力Ⅲ頃向にあり、大河川の'血も相いで

いる。平成26、27年は、台風については計10個の台風が上陸し大きな被害をもたらし

た。特に、平成26年8月20日の広島土砂災害で1ネる諸・行方不明者76名、負傷者68

名の被害が、平成27年関東・東北豪雨では、,諸・行方不明者8名

害が生じた今後も、大雨の頻度弌熱棚氏知王の強度の増加が予想されている。

また、火山噴火では、平成26年9月、往醸山が噴火し、冱諸63名、負傷者69名の

大きな被害が生じた。また、平成27年5月、口永良部島の新岳が噴火し、島滞在者全

員が屋久島へ避難ずる事鳥Rも発生しだ。

<平成26、27年における風水害等の状況>

平成26年8月

災害名

広島士砂災害

平成26年9月

1'臓山噴火

平成27年5月

口永良部島噴火

平成27年9月

死者15,845名、行方不明者3,375名(平成24年主月24日現在)に上っている。

②事故災害

事故災害として、釧首災害、道路災害、大規模な火事災害、林野災害等の大規模な事故

による災害等が挙げられる。

関東・東北豪雨

死ぎ行方不明者

このため、遠くない時期に発生することが懸念されている東海台堀、東南海・南海地

震、首都直下地震はもちろんのこと、それ男峅の台城でも大規模針嫉の発生する可能性

を考慮し、すべての負単或でガ城に対ずる災害医療体御」を構築する必要がある。

②風水害等

1'平成2428年112月g4旦日警察門邪急災害警備本部

傷者80名の被

1.内閣府「司減ヨ328制板防'災白書」
生'

76名

近年、

加が予想されている。

63名

イ主家全壊

28

中豪雨が著しく勅Uしており、今後も、大雨の頻度共熱棚氏気圧のヲ金度の増

0名

生

平成22年は、台風については発生数が14個と少なかったものの、梅雨前線カミ停滞し

179棟

たため多くの人的被害やイ主宅被害等が発生したまた、火山噴火では、霧島山の新燃岳

8名

白

が噴火し、周辺"城に降灰による被害が生じた。

<平成22年における風水害等の状況>

0棟

確認中

梅雨盲槻による豪雨

80棟

鹿児島県奄美地方における大

雨

災害名

霧島山噺燃岳)の噴火

平成22年Ⅱ月からの大雪

②事故災害

事故災害として、銑首災害、道路災害、大規模な火事災害、林野災害等の大規模な事故

による災害等が挙げられる。

鉄道、海上及て晰空交通等の各分野において、大量・高速輸送システムが進展し、ひと

死者行方不明者

21名
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0名

(負傷者42名)

3名

イ主家全壊

128名

0棟

(空振現象による被害

約900件)

42棟

10棟

9棟



例として、昭和60年に発生した日知滋墜落事故(搭乗員524名中520名死亡)や平成17

年4月に発生したル福知山線尼崎脱線転覆事故(る諸107名、負傷者555名)等が挙げら

れる。

2 災害医療の提供

我が国の災害医療騰11は、国や自治体が・→祁支援しつつ、関係機関(救急医療機関、日本

赤十字ネ士、針城医師会、針拶或歯手斗医師会、針拶或薬却伯市会、都道府県看護協会等)において、

負城の実情に応じた体削仂ゞ整備されてきた。

さらに、平成7年に発生した阪神・淡路大震災を契機に、下記のような整備がなされてお

り、平成23年に発生した東日本大震災を踏まえて見直しが行われたところである。

なお、原子力災害、危r貪物等災害及びテロ等への対策については、関係する法律に基づき

体制慢甕備がなされるものであり、本指針で1捌'象としない。

①災害拠点病院

平成8年度以降、災害拠点病院(基幹災害拠点、病院及び翅戴災害拠点病晩の整備が図ら

れ、平成28年'生月現在、全国で712病院が指定されている。

災害拠点病院は、災害による重篤患者の救命医療等の高度の診宗幾能を有し、被災地か

らの患渚の受入れ、広域医療搬送に係る対応等を行う。

「災害発生時における医療体帋"の充実強化について」(平成24年3月21日付け医政発

船21第2号厚生労働名'医政局長通知以下「災害医療通知」という。)の中で、それぞれ

の災害拠点病院の機能樹ヒを図ることとなっており、同時に災害拠点病院の到牛を充足し

ている力卓這時謄認することが重要である。

たて淳故カミ発生した

例として、昭和60年に発生した日舶識墜落事故(搭乗員524名中520名死亡)や平成17

年4月に発生した凪福知山線尼崎脱線転緩事故(ヲ諸107名、負傷者555名)等が挙げら

れる。

なお、翅倭等の災害時には、外傷、広鮑租梨膓、室^イ鄭羊※等が多く発生するが、平

時においてこれらの診療の多くは救命救急センターが担っていることから、呼具」として、

災害拠点病院は救命救急センター又は第二次救急医療機関の機能を有する必要がある。

2 災害医療の提供

我が国の災害医療体告Ⅲ才、国や自1台体が一部支援しつつ、関係機関(救急医寮幾関、日本

赤十考士、針城医師会等)において、ガ城の実情に応じた体制が整備されてきた。

精神禾脂院については、平成23年の東日本大震災では被災した精れ岼斗病浣から多数の

患者搬送が行われたまた、平成28年の熊本地震でも被災した精神矛斗病院から595人の

チームΦMAT)を保有しておくべきである。

には、重大な事故になるおそれが指摘されている

患者搬送が行われており、今後想定される南海トラフ地震等の大規模災においても、同

様に多数の精神科患者の搬送が必要となる可能版ミある。一方で、災害拠点病院の有する

さらに、平成7年に発生した阪神・淡路大震災を契機に、下記のような整備がなされてお

り、平成23年に発生した東日本大震災を踏まえて見直しが行われたところである。

なお、原子力災害、危険物等災害及びテロ等への対策については、関係する法律に基づき

体伶^がなされるものであり、本才旨針で1才対象としない。

①災害拠点病院

平成8年度以降、災害拠点病院(基幹災害拠点病院及ぴ地域災害拠点病陶の整備が図ら

れ、平成N年三月現在、全国で638病院が指定されている。

災害拠点病院は、災害による重篤患者の救命医療等の高度の診療機能を有し、被災地か

らの患者の受入れ、広域医療搬送に係る対応等を行う。

災害拠点病院の整備始からおよそ15年が経過する中で、災害拠点病院問において

その機能の充実度に

そのため、今般の東日本大震災を踏まえて開催された「災害医療等のあり方に関する

剖会」において、災害拠点、病院についても

の充実強化について」(平成鉱年3月21日医政発0321第2号厚生労働省'医政局長通知)

(以下「災害医療通知」という。)が発出されている。この中で、それぞれの災害拠点病

院の機筋金化を図ることとなっており、今後は災害拠点郷完の到牛を充足している力゛透時

確認することが重要である。

なお、ガ畷等の災害時には、外傷、広範囲熱膓、室剛淀候群※等が多く発生するが、平

時においてこれらの診療の多くは救命救急センターが担っていることから、原則として、

災害拠点病院は救命救急センターもしく1才第二次救急病院の機能を有する必要があり、ま

が生じていると指摘されている

た後途ずる災害栃誼
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行われ、「災害発生時における医療体制



精神病床数1絲サ1万床(全精神病床の約3%)であり、精神邪"丙院からの患者の受入れや、

精神症状の安定イ儁を、災害拠点病古のみで対応することは困難である。このため、精神

秉"丙院においても、災

る彪要がある。

※挫演圭イ鯉羊

身体の^、特に四肢が瓦礫等により圧迫されると筋肉等が損傷を受け、壊死した

餅W胞からカリウム等が漏出する。その後、圧迫が角鵬されると、血液中にそれらが

大量に況凱込むことにより、乃^氏や急性腎不全等を来し致死的になる疾患、

(2)災害υ趙医療チームΦMAT :Disaster Medical Assist舶Ce Teem)

平成17年度以降、災害急陛期(概ね発災後娼時問)にトレーニングを受けた医療チーム

が災害現場へできるだけ早期に出向いて救命医療を行うことが、予防できる被災者の死の

回避につながるとの認識の下、「災害栃龍医療チームΦNIAT)」の養成が開始された

平成那年ご生月1日現在、1■Ω旦チームカ遷成されている。

DMATの果たす任務と役省」は、災害発生後直ちに被災地に入り、「被災地内におけるトリ

アージ共激命処圖、「患者を近隣・広域へ搬送する際における必要な観察・処圖、「被災

地内の病院における診療支捌等を行うことである。

一度に数名から→徽名程度の患者が発生する災害では、必要に応じて近隣のD獣Tが災

害現場＼入り、トリアージ共激命処置等の医療支援を行う。

新潟県中越地震(平成16年)や尼崎列車事故(平成17年)等の規模で人的被害が発生

するような災害では、近隣のDMATが、災害現場で医療支援を行うことに加えて、災害拠

点病院等の負傷者の集まる被災品城の病院で医療支援を行い、場合によっては、患者を近

隣地域の災害拠点病院,q般送する際の医療支援を行う。

また、東日本ナ倭災(平成23年)や平成28年熊本地震(平成28年)、今後発生が懸念、

点病院と剰以の機能を有司、る災 戟青神矛判丙院を今後整備す

される東海ガ堀などによって甚大な人的被害が発生するような災害では、これらの対応に

加えて、遠隔ガ城からもDⅧT力鞁災地或へ入り、被災翅戯で1ネ対応困難な患者を遠隔地

域へ多数広域医療搬送する際の医療支援を行う。

これまでのDNIATの活動実績としては、東日本大震災(平成23年)において47都道府

県のDⅧTが出動し、被災県に約380チームが病院支援昊域内搬送、広域医療搬送を実施

した事g詫、新潟県中越沖翅倭(平成19年)昊妾号手・宮城内陸雉倭(平成20年)におい

て、近隣県からDMATが出動し、病院支援弌覗場活動等が行われた事価4が挙げられる。

平成28年熊本賀城では、 4月14日の最プく震度7の賀城の発生時は、熊本県及び九州地

.」

※挫演圭イ鳳羊

身体の^、特に四肢が瓦礫等により圧迫されると筋肉等が損傷を受け、壊死した筋細

胞からカリウム等が漏出する。その後、圧迫が解除されると、血液中にそれらが大量に流

れ込むことにより、不整序氏尺急性腎不全等を来し致死的になる疾患

(2)災害0趨医療チームΦMAT : Disastet Medical Assistance Te町)

平成17年度以降、災害急性期(概ね発災後48時間)にトレーニングを受けた医療チーム

が災害現場へできるだけ早期に出向いて救命医療を行うことが、予防できる被災者の死の

回避につながるとの認識の下、「災害派遣医療チームΦⅧT)」の養成が開始された。

平成24年旦月30日現在、1002チームが編成されている。

D蹴Tの果たす任務と役害ljは、災害発生後直ちに被災地に入り、「被災地内におけるトリ

アージ弌激命処圖、「患者を近隣・広域へ搬送する際における必要な観察・処置」、「被災

地内の病院における診療支援」等を行うことである。

一度に数名から,徽名程度の患者力溌生する災害では、必要に応じて近隣のDMATが災

害現場へ入り、トリアージ共激命処置等の医療支援を麦撮工行う。

那鳥県中越鎧懐(平成16嗣や尼崎列車事故(平成17年)等の規模で人的被害が発生する

ような災害では、近隣のDMATが、災害現場で医療支援を行うことに加えて、災害拠点病

院等の負傷者の集まる被災針城の病院で医療支援を行い、場合によっては、患者を近隣地

域の災害拠点病院,ゞ般送する際の医療支援を行う。

また、東日本大震災(平成23年)や、今後発生が懸念される東海台城などによって甚

大な人的被害が発生するような災害では、これらの対応に加えて、遠隔ガ城からもDⅧT

が被災貴城へ入り、被災州戴で1才対応困難な患者を遠隔地域へ多数広域医療搬送する際の

医療支援を行う。

これまでのDⅧTの活動実績としては、東日本大震災(平成23年)において47都道府

県のDMATが出動し、被災県に約380チームが病院支援弌域内搬送、広域医療搬送を実施

した事伊」や、綜鳥県中越沖ガ嫉(平成19年)昊芳・手・宮城内陸負城(平成20年)におい

て、近隣県からDMATが出動し、病院支援や現場活動等が行われた事価4が挙げられる。

域のDMATにυ鼬を要請し、 4月16日の最プく震度7の針堀の発生時は、全国のDMATに派

遣を要請し、最大216チーム(平成28年4月17日時'゛りが出動した。
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現地においてDMATは傷病者の応急処置を行うとともに、建物の伊懐りスクやライフラ

イン途絶等により

など、災害急性期医療に対応した。

なおDNIATの活動は、都道府県と医療機関の間で平時において痢需された協定等に基づ

いて運用されている。

送が必要となった'10力所の病院から約1500人の搬送を行う

また、台拶娜方災計画においてDMATの役害4について明示することなどにより、DN仏T活動

が円滑に行われるよう酉三慮することも重要である。

(3)災害υk避青神医療チームΦPAT Chiattic Assistance Team)DisasteT PS

平成23年の東日本大震災における精神保健医療活動支援を通じて、指揮命令系統の改

善、被災精神科医療機関への支援の強化等の課題が明らかとなり、平成24年度に「災害

,k赫青神医療チームΦPAT)」の出且みが倉搬され、平成25年よりその養成が開始されて

いる。DPATは、都道府県と政令指定都市が、被災地に継続して新弓宣する災害新弓宣精神医療

チームであり、精神矛キ医師、看護師、業拶胴整員等から構成される。

DPATは、「被災地での精神科医療の提供」、「被災地での精神保幽舌動への専門的支援」、

「被災した医療機関への専門的支援(」

従事者、救急隊員、自1台体職員等)への専門的支援」等の役害11を担う。DPATのうち、発災

から概ね闘噺胡以内に、被災した奄獅道府県においても活動できるチームを、先遣隊と

定義している。

平成器年の熊本地震においては、全国から被災地にDPATが力誼され、同年10月28日

までに、41都道府県から延12U隊がυ臆された。

平成29年2月時点では、30都府県において先宜隊力墜備されている。今後の災害に備

え、ガ含域防災計画においてDPATの役審1について明示することなどにより、DP肌活動が円

滑に行われるよう酉己慮することも重要である。

(4)医療チーム(救謹弱

災害が沈削ヒした後においても、避軸二斤や救護所等に避難した住民等に対司、る健康管理

を中心、とした医療が必要となるため、日本医師会災害医療チームσMAT:JaP飢 Medical

なおDⅧTの活動は、都道府県と医療機関の問で平時において締結された協定等に基づ

いて運用されており、協定を痢騰した都道府県は現1生41都道府県(平成23年3月現在)と

なっている。

心SodotionT0印φ、日本赤十字〒士昊洛種医療団体等を中心、とした医療チームが、 DMAT、

DPATとも連携しつつ、引き続いて活動を行っている。

特に川Tは、平成23年の東日本大震災の際に初めて結成、訊誼された医療チームであ

の支援を含む。)

災害時におけるDMATの活動基準や費用・補償について明確する点からも、すべての都

道府県において、都道府県とそれぞれの管下のDMATui(遣機能を持つ医療機関との間で、

協定が結ばれていることが必要である。

また、台城防災計画においてDMATの役害tについて明示することなどにより、DMAT活動

が円滑に行われるよう酉礁することも重要である。

「支援者(地域の医療

医療チーム(救護弱

災害が沈捌ヒした後においても、避漕斤や救護所等に避難した住民等に対する健康管理

を中心、とした医療が必要となるため、日本嘩而会UMAT:J叩anMedicolA部ooi航ionT0釦)、

日本赤十考士や各種医療団体等を中心とした医療チームが、DMATとも連携しつつ、引き続

いて活動を行っている。
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り、医師、看護師、事務職員を基本としながら、被災地の二ーズに合わせて薬邦拍市等の多

様な職雁も構成員として派遣される。活動内容としては、主に災害急

康管理活動で、具体的に1ガ腔難P

生対策、在宅患者への診療、健康管理等である。

また、被災地における医療提台鄭綿"の回復を目的として、被災地の実情に応じた長期間

の支援を行う事も特徴で、東日本大震災では1,834日間(平成23年3月15日~平成28

年3月21日)で計2763チーム艇12628名)が、平成28年真を本台壊では104日間(平

成器年4月巧日~平成28年7月26日)で計568チーム艇2556名)が被災地におい

て活動した。

今後、わが国の高鯏ヒの進展とともに、どのような災害におレ.ても、高齢者等の災害時

瓢瞳者の害洽が増加することが見込まれ、健康管理を中心とした活動はより重要とな

る。
L

における被災者の健康処理、避期祈の公衆衛

(5)広域災害・救急医療f詳Rシステム(則IS : Bnergenoy Medica11tlf01血ation system)

災害時の迅速な対応が可能となるよう、患者の医療機関受診状況、ライフラインの稼動

状況等のt静&を、災害時において相互に収集・提供する広域災害・救急医側青報システム

(以下「則IS」という。)が全国的に整備され、平成26年に全都道府県において導入され
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た。

災害時において機能ずる情報システムを構築し、活用するためには、平時から医療関係

者、行政関係者等の災害医療剛系者が、この情報システムについて理解し、日頃から入力

訓練等を行う必要がある。

また、実際に災害が起きた際には、被災した病院に代わって県や保健所等が、1青報シス

テムへのイ弌1テ入力を行うことが可能であり、ガ城全体としてf青報の提供と収集を行う体制

を整備することが重要である。

(6)都道府県災害医療コーデ才ネーター

＼

道府県に

災害医療通知で、様々な医療チームの所弓貴・調整等を行うために、物誼

コーディネート機能を→分に発できる体制整備を各都道府県に求めているすなわち

道府県においては、災害対策本音"のもとに栃龍調整本部を設置し、医療チームの栃誼調

今後、わが国の高鯏ヒの進展とともに、どのような災害においても、高齢者等の災害弱

者の割合が増加することが児込まれ、健康管理を中心とした活動はより重要となる。

なお、こうした医療チームの活動に際しては、災害医療通知に基づき、今後速やかに、

コーディネート機能を担う体制を整備しておくことが必要である。すなわち

おいては、災害対策本部のもとに栃弓貴調整本部を設置し、医療チームのυ謁宣調整等を行い、

超急性期にはDMAT都道府県調整本部とも

轄区域や市町村単位等では、貴城災害医療対策会議を開催し、栃龍・調整本部から派遣され

た医療チームや自主的に集合した医療チームの所註宣・調整等を行う。

(4)広域災害・救急医療'「哉艮システム(剛玲: anergency Medica11nfotlmti伽 System)

災害時の迅速な対応が可能となるよう、患者の医療機関受診状況、ライフラインの稼動

状況等の情報を、災害時において相互に収集・提供する「広域災害・救急医療t青報システ

ム」が全国的に整備されてきた。'平成23年7月現在40都道府県で導入されている。

なお、平成22年には、広域医療搬送を支援するために、剛ISでの広域医療搬送に関す

る入力項目のi助nを行い、運用を開始した

災害時において機能するt静Rシステムを構築し、活用するためには、平時から医療関係

者、行政関俳、者等の災害医療関係者が、この情報システムについて理解し、日頃から入力

訓練等を行う必要がある。

また、実際に災害が起きた際には、被災した病院に代わって県弌H呆脚祈等が、・1静Rシス

テムへのイ弌行入力を行うことが可能であり、針城全体として1静Rの提供と収集を行う体制

を整備するこ.とが重要である。

本部において

しで情報の共有を行う。さらに、保脚7万管



整等を行うとともにt青報の共有を行う。さらに、保轡祈管轄区域や市W附単位等では、保

健沙湾を中心に翅朔淡害医療剣策会議をF

等の派遣調整等を行う。

なお、厚生労働省'では、平成26年度より都道府県災害医療コーディネーター研虜事業

を実施し、都道府県災害医療コーディネーターの養成及びその能力向上に努めている。

平成器年熊本台城においても、計14名α凱道府県災害医療二ーディネーターが、災害

対策本部において医療チームの調整を行っ六

⑦災害時小児周産期りエゾン

東日本大震災後の研究昊畊余討で、被災地や周辺地域におけるt静賑遜岡の遮断や、小

児・周産期医療1こ*齡臣した災害医療従事者の不足等を原因として、現次の災害医療体伶11で

1才ノ」、児・周産期医療に関して準備不足であることが指摘された。

また、小児・周産期医療については平時から独自のネットワークが形成されてぃること

が多く、災害時にも既存のネットワークを活用する必要性が指摘されたそのため、災害

し、新誼

医療コーディネーターのサポートとして、小児・周産期医療に矧ヒした調整役である「災

害時小↓胴産期りエゾン」を養成することとした。

本部から派貴された医療チーム

これを受け、厚生労働省'は平成28年度より「災害時小児周産期りエゾン研座事業」を

開始した。災害時小児周産期りエゾンに認定された者は、各都道府県において平時からの

訓練や災害時の活動を通じて、"城のネットワークを災害時に有効に活用する慨且みを構

築することが期待されている。

第2 医療体脚」の構築に必腰な事項

1 目指すべき方向

育嬬「第1 災害医療の現伏」を踏まえ、個々の役害1と医療機能、それを満たす関係機関、

さらにそれらの関g触関相互の連携により、災害時においても必要な医療力司潅保される体脚1

を構築する。

また構築に当たっては、ガ城の防災計画と整合性を図る。

①災害急セ瑚(発災後48階占以内)において必要な医療力司潅保される体脚」

①被災地の医療確保、被災した地域への医療支援が実施できる体御」

②必要に応じてD蹴T、DPATを直ちにυ臆できる体制」

②急性期を脱した後も住民α^力酔潅保される体帋lj

救護所、避縮フ靜における健康管理が実施される体脚1

2 各医療機能と連携

＼

第2医^^虫^

1 目指ずべき方向

官嬬「第1 災害医療の現伏」を踏まえ、個々の役省1と医療機能、それを満たす関仁f機関、

さらにそれらの関係機関相互の連携により、災害時においても必要な医療が確保される体制

を構築する。

また構築に当たっては、ガ城の防災計画と整合性を図る。

①災害急セ瑚(発災後祁時間以内)において必要な医療が確保される体制

①被災地の医療確保、被災した翅城への医療支援が実施できる体告lj

②必要に応じてDMATを直ちにυ龍できる体制

②急性期を脱した後も住民の健康が確保される体帛1

①救護所、避軸フ博における健康管理が実施される体制
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"嬬「1 目指すべき方向」を踏まえ、災害医療体市11に求められる医療機能を下記①か

ら(3)に万汁。

都道府県は、各医劉幾能の内容姻標、医療機関等に求められる事項等)について、地域の

実情に応じて柔軟に設定する。

①災害時に拠点となる病院

①災害拠点、病院

ア目標

被災した際に、被害状況、診療継紗、石俗等のt青報を、則IS等を用いて道府県災

害対策本部へ共有すること

災害時においても、多発外傷、室^イ鯉羊、広範囲剤膓等の重篤救急,患者の救命

医療を行うための高度の診療機能を有すること

患者等の受入れ及て触出を行う広域医療搬送に対応すること

自己ナ薪吉型の医療チーム(岫T宣含む。)のoi註宣機能を有司、ること

被災しても、早期に診療機能を回復できるよう、業務継耀十画の整備を含め、平

イ医療機関に求められる事項

基幹災害拠点、病院は、都道府県において災害医療を提供する上での中心的な役省1を

担う。"城災害拠点病院は、台城において中心的な役省1を担う。

災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うために必要な施設・設備、医療

従事者を確保していること

多数の患者に対応可能な居室弌摘易べッド等を有してぃること

基幹災害拠点病院は病院の機能を維持ずるために必要な全ての施設、地域災害拠

点病院1才診療に必要な施設が而^であること

被災時においても電気、水、ガス等の生活必需墓盤が維持可能であること

災害時において必要な医療機能を発揮できるよう、自家発電機を保有しているこ

と

災害時においても診療が剤拶、できるよう、適切な容量の受水槽や井戸設備の整備、

優先的なホ合水協定の締結等により、必要な水の確保に努めること

飲料水・食半斗、医薬品、医療樹オ等を備蓄してぃること

加えて、飲料水・食ドト、医薬品、医療謝井等について、関俳、団体と協定を締結し、

災害時に優先的に供給を受けられるようにしておくこと(ただし、医薬品等にっい

ては、都道府県・関評、団体間の協定等※において、災害拠点、病院への対応が含まれ

ている場合は除く。)

時からの備えを行ってぃること

ぢ嬬「1 目指すべき方向」を踏まえ、災害医療体告11に求められる医療機能を下記①か

ら(3)にメ夫ナ。

都道府県は、各医療機能の内容旧標、医療機関等に求められる事項等)にっいて、地域

の実情に応じて柔軟に設定する。

①災害拠点病院としての機能【災害拠点病院1

①目標

多発外傷、挫滅症イ鄭羊、広範囲禦膓等の災害時に多発する重篤救急患者の救命医療

を行うための高度の診療機能を有すること

患者等の受入れ及て触出を行う広鯛般送に対応すること

地域の医療機関への応急用資劉オの出L機能を有すること

自己完結型の医療チーム(岫T含む。)のυ市豊機能を有すること

②医療機関に求められる事項

基幹災害拠点病院は、都道府県において災害医療を提供する上での中心的な役害11を担

う。地域災害拠点郷完は、ガ城において中心的な役唐"を担う。

災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うために必要な施設・設備、医療従

事者を確保していること

多数の患者に対応可能な居室や簡易べッド等を有していること

基幹災害拠点病院は病院の機能を維持ずるために必要な全ての施設、台城災害拠点

病院は診療に必要な施設が而^造であること

被災時においても電気、水、ガス等の生活必需基盤が瓢鯆可能であること

災害時において必要な医療機能を発揮できるよう、自家発電機を保有していること

災害時においても診療が剤狩、できるよう、適切な容量の受水槽や井戸設備の整備、

優先的な給水協定の締結等により、必要な水の確保に努めること

飲料水・食卜斗、医薬品、医療樹オ等を備蓄していること

加えて、飲料水・食ドト、医薬品、医療機材等について、関係団体と協定を痢礁し、

災害時に優先的に燃合を受けられるようにしておくこと(ただし、医薬品等について

は、都道府県・関係団体間の協定等※において、災害拠点病院への対応が含まれてぃ

る場合は除く。)

1 1 1



. 基幹災害拠点病院においては、災害医療に精通した医療従事者の育成(都道府県

医師会等とも連携い主針城の医療従事者への研彦を含む」)の役卸1を担うこと

病院敷地内又は病院近接地にへりコプターの離着陸場(へりポート)を有してい

ること

即Sに加入しており、災害時にデータを入力する複数の担当者を事前に決めてお

き、訓練を行うことでその使用方法に精通していること

.

. 複数の災害時の測言手段を確保tるよう努めること

. 被災後、早期に診療機能を回復できるよう、業獅佳続計画の整備を行うこと

. 整備された業務剤翫計画に基づき、被災した状況を想定した研彦及び副1練を実施

すること

災害急性期を脱した後もネ佳続的に彪要な医療を提供できるよう、日本医師会災害.

医療チーム 0獣T)、日本赤十考士救護班等の医療関俳、団体の医療チームと定期的

な司1陳を実施するなど、適釖な連携をとること

※医薬品等の壱嬬確保については、厚生労働省'防災業務'計画により各都道府県に

おいて策定することとされている「医薬品等の@艷、管理のための計画」に基づ

いて体帛11を整えておくこと

②災害拠寺、精ネ岬1病院

Z』標

被災した際に、被害状況、診療織附.、可否等の情報を、部S等を用いて都道府県災

.

害対策本部へ共有すること

災害対策マニュアルの整備、研盧・訓練等による人材育成を行うこと
. 基幹災害拠点病院においては、災害医療に櫛臣した医療従事者の育成(都道府県医

師会等とも連携し」針城の医療従事者への研彦を含む)の役者1を担うこと

病院敷地内又は病院近接地にへりコプターの冑鰭陸場(へりポート)を有している

こと

災害時においても、医療保護入1完、措置入,'允等の精神保健及び精神障害者樹止に

関する法律(昭和25年法律第123号)に基づく精神科医療を行うための診療機能

.

を有すること
. 災害時においても、精神疾患を有する患者の受入れや、一時永避難場所としての

.

機能を右司、ること

広域災害・救阜

.

する複数の担当者を事前に決めておき、副1練を行うことでその使用方法に精通してい

ること

DPATのυ恵宣機能を有すること

被災しても、早期に診療機能を回復できるよう、業

時からの備えを行っていること

情報システム(則IS)に加入しており、災害時にデータを入力

※医薬品等の懈合確保については、厚生労働省'防災業務計画により各都道府県におい

て策定することとされている「医薬品等の供給、管理のための計画」に基づいてイ稀」

を整えておくこと

③医療機関の例
. 救命救急センター

. 入β完を要司、る救急医療を担う医療機関

ル。画の整備を含め、平

112
J



イ

災害拠赫青神邪肪院は

での中心的な役御1を担"

関に求められる事項

災害時1こ精神疾患を有→、る患者の一時的追謙に対応できる場所を確保しているこ

と(体育館等)

重症な精神疾患、を有する患者に対応可能な保護室等を有していること

診療に必要な施設が而^であること

道府県において災害時における精神科医療を

被災時においても電気、水、ガス等の生活必需基盤が維持可能であること

災害時において必要な医療機能を発揮できるよう、自家発電機を保有しているこ

災害時においても診療が剤翫できるよう、適切な容量の受水槽や井戸設備の整備、

優先的な給水協定の締結等により、必要な水の確保に努めること

飲料水・食ド1、医薬品、医療謝司等を備蓄していること

加えて、飲料水・食料、医薬品、医療機材等について関係団体と協定を締結し、

災害時に優先的に供給を受けられるようにしておくこと(ただし、医薬品等につい

ては、都道府県・関評、団体間の協定等※において、災害拠点精ネ締拶」丙g完への対応が

含まれている場合1才除く。)

災害時における精神科医療に精通した医療従事者の育成(道府県精ネ岼斗病院協

会等とも連携した台城の医療従事者への研彦を含む。)の役脚1を担うこと

別ISに加入しており、災害時にデータを入力する複数の担当者を事前に決めてお

き、訓練を行うことでその使用方法に*齢重していること

る上

複数の災害時の通信手段を確保るよう努めること

被災後、早期に診療機能を回復できるよ"、業獅佳続計画の整備を行うこと

整備された業務剤翫計画に基づき、被災した状況を想定した研盧及び司1練を実施

すること

災害急性期を脱した後もヌ佳続的に必要な医療を提供できるよう、日本医師会災害

医療チーム 0MAT)、日本赤十字ネ土救護班等の医療関係団体の医療チームと

な引1錬を実施するなど、適切ナ

※医薬品等の供給確保については、厚生労假浩'防災業務計画により各都道府県に

②災害時に拠点となる病院ル)ψ卜の病院

おいて策定司、ることとされている「医薬品等の供ホ合、管理のための計画」に基づ

①目標

いて体制を整えておくこと

をとること

的

② DMAT等医療従事者を新弓賢ずる機能【災害急
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被災した際に、被害状況、診矧佳続可否等の1誹Rを、則IS等を用いて都道府県災害

対策本部へ共有ずること

②

時からの備えを行っていること

災をしても、早期に診療機能を回復できるよう、業森佳綣計画の整備を含め、平

医療機関に求められる事項

被災後、早期に診療機能を回復できるよう、業務継而島画の整備を行うよう努める

こと

整備された業券佳続'計画に基づき、被災した状況を想定した研彦及び・1陳を実施す

ること

則IS,~登録し、自らの被リΣ,聨Rを被災地内に劉言ずることができるよう備えること。

また、災害時にデータを入力する複数の担当者を事前に決めておき、引1陳を行うこと

でその使用方法1こ櫛甬していること

災害急竹朔を脱した後も痢拶釣に必要な医療を提供できるよう、日本医師会災害医

療チーム 0磁T)」日本赤十字才士救護班等の医療関俳、団体四医療チームと連携をとる

③都道府県等の戯台体

①目標
ノ

消防、警察等の関係機関や公共蛤送機関等が、実災害時において迅速に適切な対応

がとれ、連できること

保卸

充実させることで、実災害時に救護所、避紬フ〒の被災者に対して感染症のまん延防止、

衛生面のケア、災害時要支援者へのサポート、メンタルヘルスケア等に関してより質

②

の高いサービスを提供ずること

被災地周辺に対し、DMAT等自己完結型の緊急医療チームを派這血・ずること

区域や市田井寸単立での保轡フ博を中心とした

を図ること

自1台体に求められる事項

平時から、災害支援を昌的としたDMAT、DPATの養成とヲ鼬体制の構築に努めるこ

事者の応援折磧をーうこと

患者を受け入れる他の医療機関に被災患者が集中した場合等において、医療従

② 医療機関に求められる事項

国が実施するD琳T研彦等必要な専門的トレーニングを受けてぃる医療従事者チー

. 災害医療コーディネート体帛11の構築要員(都道府県災害医療コーディネーター、災

害時小児周

ムを確保していること

道府県間での相冱J春援協定の締結に努めること

被災地における自己実結型の医療救護に対応できる行式の応急用医療

災害時の医療チーム等の受入れも想定した災害引1練を実施ずること

急用医薬品、テント、発電機等を有していること

リエゾンを含む。)の育成に努めること

災害急性期を脱した後も住民がネ佳続的に必要な医療を受けられるよう、日本医師会

③医療機関の例

コーディネート体帋11を

UMAT)&日本赤十字ネ土、医療関係、団体等を中心とした医療チームと連携を図ること

災害拠点病院

③救誘万、避紬祈等において健康管理を実施する機能 1災害中長期の応援栃誼】

救命救急センターを有する病院

日本去十字才土の開設する病院

①目標

災害発生後

延防止、衛生面のケア、メンタルヘルスケアを適切に行うこと

②

斤、避紬フテに医療従事者をυ體し、被災者に対し、感染症のまん

1練において

医揃幾関に求められる事項

感染症のまん延防止、衛生面のケア、メンタルヘルスケアを適切に行える医療従事

オ、応

者を確保していること

テ式の応急用医療資謝オ、応急朋医薬品を有していること
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は、被災時の関係機関・関評、団体と連の上

祈管轄区域や市佃井寸単立等での保健所等を中心としたコーディネート体制に関し

ても確認を行うこと

. 災害急性期を脱した後も述撲卸祈等の被災者に対して感測圭のまん延防止、衛生面の

ケア、災害時要支援者へのサポート、メンタルヘルスケア等に関してネ佳続的で質の高

いサービスを提供できるよう、保脚フ〒を中心とした体制整備に平時から取り組むこ

と「大規模災害時におけるドクターへりの運用体柳購築に関わる指針について」(平

成28年12月5日付け医政地発1205第1号厚生労働省'医政局

を基に作成された災害時のドクターへりの運用指針に則り、ドクタ、ー＼りの要請窮順

や自ガ城における参集拠点に関しても訓練等を通して確認、を行うこと

その際には、航雪畷傑苦拠点臨時医療施設(S側 以下「SCU」とSta in care unit

道府県を超える広域医療搬送を想定した災害訓練の実施又は参加に努めること

いう。)の設置場所及び協力を行う医療機関との連

道府県としての体柳廿aナでなく、保

第3 構築の具体的な動慎

1 現状の把握

都道府県は、災害時の医療体帛4を構築するに当たって、①に示ず項目を参考に、人口、

医療資源及び医寮車携等について、現状を把握する。

さらに、(2)に示す、医療機能ビと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムビとに分

類された指標例により、数1直で箸署揃に現状を打嘘する。

なお、(2)の各項目について、参考として調査名を示しているが、そのイ也彪、要に応じて調

査を追力口されたい。

①医療資源・i皇携等に関する情報

地勢情報、地質情報

人口分布(時間帯別人口の状況)

過去の災害発生状況(概リ、ガ三棚リ、イ4数)

地域防災計画、管内の各自治体の防災計画、賀城のハザードマップ

他の関係部局における体柳」(救助、搬送に係るシステム、インフラ)

医療計画課長通知)

を行うこと

、_ノ

③医療機関等の例
.

※日本医ヨ市会、大物丙院、日本赤十字ネ士、国立病院樹酵、日本病院会、全日本病院協

病院又は診療所

^
ユ弐、

第3 構築の具憐りな手順

1 現伏の把握

都道府県は、災害時の医療体制を構築するに当たって、(1)1こj武ナ項目を参考に、人口、

医療資源及ひ医療車携等について、現状を把握する。

さらに、(2)1こ示す、医療機能ビとおよびストラクチャー・プロセス・アウトカムビとに

分類された指標例により、数値で客観的に現伏を把握ずる。

なお、(2)の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他必、要に応じて調

査を追力口されたい。

①医療資源・連携等に関する情報

地勢情報、地質情報

人口分布(時間帯別人口の状測

過去の災害発生状況(榔リ、ガ拶錫11、イ牛剃

地域防災計画、管内の各自治体の防災計画、地域のハザードマップ

他の関係部局における体制(救助、搬送に係るシステム、インフラ)

ムが派遣される

日本歯禾斗医師会、日本薬却旧而会、日本看護協会等の医療関係団体からも医療チー
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医療資源(医療機関、緊急、医療チーム)

医薬品、医療(衛制材邪縛の備蓄、g嬬体帛4

② 1三標による現状托握

呂1」表7に掲げるような、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムごと

に分類された指標例により、・ガ城の医療提供体脚」の現炭を客棚的に証嘘し、医療計画に記

載tる。その際、地域住民の健康状態やその改善に寄与すると考えられるサービスに関す

る指標値点指標)、その他国が提供するデータ題虫自調査データ

り入手可能な

2 圏域の設定

①都道府県は、災害時における医療体佑"を構築するに当たって、「第2 医療体罰」の構築

に彪要な事項」を基に、おむ記「1 現伏の把捜で収集したt哉Rを分析し、原則として都

(参考1旨梗)に留意して、把握すること。

道府県全体を圏域として、災害拠点、病院が災害時に担うべき役省1を明確にするとともに、

大規模災害を想定し、自らが被災し医療チーム等を受け入れる受援体帛1や、都道府県をま

たがる広額瑚般送等の支援体制j力追なる広域連携体制」を定める。

また、想定する災害の程度に応じ、災害拠点病院に加え、ガ城の実情に応じ、・→投の医

療機関(救命救急センターを有する郷完、第二次救急医療機関、日本赤十牛才士の開設ずる

病n亮等)の参画も得ることとする。

②検討を行う際には、賀城医師会等の医療関係団体、現に災害医療に携わる者、消防防災

主管部局、住民・患者'、市畍ナ等の各イ弌表が参画する。

3 連携の検討

①都道府県は、災害時における医療体雋1を構築するに当たって、受援あるいほ工ぶ援栃磧、

救命医療、健康管理の名機能が被災時においても確保されるよう、また、関俳、機関のイ言頼

関俳、が醸成されるよう酉論する。

また、医療機関、消防機関、消防防災主管部局、針城医師会等の関係者は、診療↑青報の

共有、連携する施設・医師等専門脂雁の1静Rの共有に努める。

②保幽祈は、「地域保幽去第4条第1項の規定に基づくガ丘域保健対策の推進に関する基本

的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計画の作成及び

推進における保卸ワテの役害11について」(平成19年7月20日付け健総発第0720001号厚生
労働省'健康局総務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施に向けて、ガ城医師会等と

連携して関係機関の調整を行うなど、積極的な役唐怯果たすこと。

③医療計画には、原貝リとして、各機能を担う医療機関の名称を記載することとする。

医療資源(医療機関、緊急医療チーム)

医薬品、医療(衛ξ目材米階の備蓄、"嬬体佑"

②キ旨標による現X財E握

別表7に掲げるような、医療機能ごと及ぴストラクチャー・プロセス・アウトカムごと

にづ瀕された指標例により、豊城の医療提供体伶"の現状を客観的に把握し、医療計画に記

載する。その際、公的統言陛により全都道府県で入手可能な指標(必須指標)と、独自調

査やデータ角鞠得により入手可能な指標(推奨指標)に留意して、把握すること。タ によ

2 圏域の設定

①都道府県は、災害時における医療体帋"を構築するに当たって、「第2 医療機関とその

連携」を基に、前記「1 現吠の把捜で収集した情報を分析し、原則として都道府県全

体を圏域として、災害拠点病院が災害時に担うべき役唐11を明確にするとともに、大規模災

害を想定し、都道府県をまたがる広域搬送等の広域車携体帋11を定める。

また、想定ずる災害の程度に応じ、災害拠点病院に加え、針城の実情に応じ、一般の医

療機関(救命救急センターを有する郷完、第二炊救創丙院、日本赤十字ネ士の開設する病院

等)の参画も得ることとする。

(2)検討を行う場合は、針城医師会等の医療関儒、団体、現に災害医療に携わる者、消防防

災主管部局、住民・患者、市町オ寸等の各イ弌表が参画する。

3 連携の検討

①都道府県は、災害時における医療体柳1を構築するに当たって、救命医療、応援派遣、

健康管理の各機能力鞁災時においても確保されるよう、また、凱系機関のイ言頼剛系が醸成

されるよう酉瞳、する。

また、医側幾関、消防機関、消防防災主管部局、針城医師会等の凱系者は、診療t誹Rの

共有、連携する施設・医師等専門脂雁の情報の共有に努める。

②保卸フ〒は、「1也域保陣法第4条第1項の規定に基づく地域保健刻策の推進に関する基本

的な指針」(平成6年厚生省告方鞘374号)の規定に基づき、また、「医療計画の作成及び

推進における保轡ワテの役御1について」(平成19年7月20日健総発第0720001号健康局総

務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施に向けて、台城医師会等と連携して剛系機

関の調整を行うなど、積極的な役害帷果たすこと。

③医療計画には、原則として、各機能を担う医療機関の名称を記載することとする。
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なお、卦城によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関力蝮数の機能を担う

こともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療連携体制の中で各医療機能を担う医

療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、ガ城の実情に応じて記載するこ

とで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

また記載に当たっては下記の点に留意する。

①災害拠点病院

災害拠点、病院については、地勢的・地質的状況、ガゼ理的バランス(分散により、同時

に被災する郷貪性を低下させる場合がある。)、受入能力、広域医療搬遡レート等を考慮

の上、医療計画にヨ己載する。また、対応するエリアも明記する。

② SCU

広域医療搬送を想定し、SCUの設置場所及び協力を行う医療機関をあらかじめ定める。

6 施策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、「4 課

題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成するために行う施策につ

4 課題の抽出

都道府県は、「第2 医療体制の構築に必要な事項」を踏まえ、「1

したt齡Rや指標により貌墾した数値から明確となった現伏について分析を行い、台城の災害

医療体佑"の課題を抽出し、医療計画に記載する。

その際、現状把握に用いたストラクチャー・プロセス・アウトカム指標の関連性も考慮し、

病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出する。

5 数値目標

都道府県は、良質かつ適切な災害時の医療を提供する体制について、事後に定量的な↓嫩

評価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、地域の実清に応じた目

標項目やその数値目標、目標逮戎に要する期間を設定し、医療計画にき己載ずる。

数値目標の設定に当たっては、各1旨標の全国データ等を参考にするとともに、基本方針第

九に掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を角秩するために

必要な目標を設定することとする。
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なお、針城によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能を担う

こともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えぱ医療連携体制の中で各医療機能を担う医

療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、翅戴の実情に応じて記載ずるこ

とで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

またヨ識に当たっては下記の点に留意する。

①災害拠点病院

災害拠点病院については、地勢きり・地質的状況、台ザ理的バランス(分散により、同時

に被災する危険性を低下させる場合がある。)、受入能力、広域医療搬逸レート等を考

慮の上、医療計画に記載する。また、対応するエリアも明記する。

②広類畷送^、臨時医療旛設

6 施策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、「4

課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成するために行う施策に

現伏の把捜で収集

広域医療搬送を想定し、広域搬送拠点臨時医療施設(sal:stei cateunit)の設置

場所及び協力を行う医療機関をあらかじめ定める。

4 課題の抽出

都道府県は、「第2

指も票によりれ嘘した数値から明確となった現杙について分析を行い、地域の災害医療体制の

課題を抽出し、医療計画に三巳載する。

その際、現伏把握に用いたストラクチャー・プロセス・アウトカム指標の関連性も考慮し、

病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出する。

5 数値目標

都辿奇県は、良質かつ適切な災害時の医療を提供する体制について、事裟に定量的な比較

三平価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、台城の実情に応じた目標

項目やその捌直目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画に記載する。

数値目標の設定に当たっては、名寸樹票の全国データ等を参考にするとともに、基本方針第

Zに掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

な船、迦戎可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決するために

必要な目標を設定することとする。

関とその連」を踏まえ、「1 現炭の把握」で収集した情報や



ついて、医療計画にZe載ずる。

7 1判西

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画の評価を行泌且織や時

期を医療計画にヨ己載する。この際、少なくとも施策の進捗状況の手肖西については、 1年ごと

に行うことが望ましい。また、数値目標の達成伏況、現状把握に用いた指標の状況にっいて、
、

少なくとも6年(在宅医療その他彪、要な事項については3年)ビとに調査、分析及ひ評価を

行い、必要があるときは、都道府県はその医療計画を変更することと司・る。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況を周知

する必要がある。このため、指標による現伏お墾、目標項目、数値目標、施策やその進捗状

況、評価体制や手F価結果を左濠する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。

いて、医療計画にヨB靴手る。

7 副西

計画の実効性を高めるためには、手阿西を行い、必要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ手肖西を行う体制を整え、医療計画のi平1西を行泌月織や時

期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策の進捗状況の調西については、1年ビと

に行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現リ苛巴握に用いた指標の状況にっいて、

少なくとも旦年ビとに調査、分析及て階干価を行い、必要があるときは、都道府県はその医療

計画を変更することとする。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやずい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況を周知

する必要がある。このため、指標による現状把握、目標項目、数値目標、施策やその進抄状

況、評価体帛4や翻而結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。
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へき地における医療の確保については、昭和31年度以来、11炊に渡って「へき地保健医療計

画」を策定し

実情に応じて計画を策定し対策を講じてきた「良質な医療を提供する体御」の確立を図るための

医療法等のー'部を改正する法律」(平成18年法律第84号)により、医療計画では4痴丙・5事

業(現在は5疾病・5事判に係る医療提供施設間の機能の分担及て^の連を確保するため

の体制に関する事項についてヨ巳載することとなり

10次計画(平成18~22年度)からは国で示した指針を基1諸お道府県が賀城の

へき地の医療体制"篝築に係る指針

改

度)より、医療計画においてもへき地の医療体制について定めている。

そのため

正

療計画

生じた。また、へき地保健医療対策はドクター~＼りによる救急患者の搬送なと

後

連動していることから、他事業とより一層の連携を図っていくことが求められている。

道府県は「へき地保健医療計画律11次実加朔間:平成23~29年関」と「医

6炊

以上を踏まえ、平成26年度の「へき地保健医療対策検討会」(以下「へき地医療検討会」とい

う。)において、平成30年度から実施する第7次医療計画策定時,に合わせ、「へき地保健医療

計画」と「医療計画(へき地の医療体制D を一体的に策定ナる方針とされだ

問:平成25~29年度)」をそ才しぞれ策定し、両者の整合性を図る必要'園ミ

上記の方針は、平成28 度の「医療計画の見直しに関する検剖会」においても了承された

ことから、今後、へき地保健医療対策は医療計画(へき地の医療体制D に船いて計画を策定する

こととする。

へき地医療検矛桧において、へき地保健医療計画と医療計画を一体イヒずることによるへき地医

療刻策の後退を懸念する.、見もあったことから、従来、へき地保健医療ヨ十画で示されてぃたへき

道府県1才第5炊医療計画(平成20~24年

地保健医療対策に彪要な項目が、医療計画において欠力口することのないよう、留意されたい。

本キ識+は、へき地保健医療対策のさらなる充実を目指して、人口減少・高鯏ヒ等に対応し、住

民・患者の視点に立った計画を作成するという観点から、その考え方を示ずものである。

具体的には、「第1 へき地医療の現炭」でへき地医療の状況等にっいて概観し、次に「第2

医療体制の構築に必要な事項でどのような医療体制を構築すべきかを示してぃる。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 1湾築の具体的な手11圓に則して、地域の現状を把

握・分析し、また各関件、機関に求められる機能を理解した上で、機能を担う関係機関とさらにそ

れらの関係機関相互の連携の検討を行い、最終的には都道府県全体で喜再西までイテえるようにす

る。

へき地四医療については、これまで、へき地診療所、へき地医療拠点病院、へき地医療支援機

構の整備等を通じて、へき地医療の充実に努めてきた。

各都道府県においては、「第11炊へき地保健医療計画策定指針」(平成22年5月20日医政発

第0516001号厚生労働治'医政局長通知の男1採氏1。以下「へきナ"擁定キ旨針」という。)に基づき、平

成23年度に第Ⅱ次へき地保健医療計画を策定し、その内容を平成25年度までに医療計画に反

へき地保健医療

映することとしている。

医療の嚇且と

現

へき地の医療体脚H鷺築に係る指針

字弐

行

口書 U 斗勾戎27 3月)

本指針は、策定した第11次へき地保健医療計画のうち医療計画に反映すべき事項等にっいて、

住民・患者の視点に立った計画を作成司、ると.いう観点から、その考え方を示すものである。

具体的には、「第1 へき地医療の現伏」でへき地医療の状況等について概観し、次に「第2

療機関とその連推」でどのような医療体帋"を構築すべきかを示している。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 構築の具体的なヨ司恒」に則して、地域の現伏を1巴握・

分析し、また各関係機関に求められる機能を理解した上で、機能を担う関係機関とさらにそれら

の関俳、機関相互の連携の検討を行い、最終的には都道府県全体で喜財西まで行えるようにする。
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第1

1

へき地の医療の現次

へき地医療の現伏

へき地※(離島におけるへき地を含む。)における医療の確保については、昭和31年度か

らへき地保健医療計画を策定し」各種対策を講じてきている。

※無医地区、、準無医地区*、などのへき地保健医療対策を実施することが必要とされて

いる地或

*原則として医療機関のない台城で、当該地区の中心的な場所を起点としておおむね

半径仙nの区域内に50人以上が局主している地区であって、かつ容易に医療機関を

利用することができない地区

**無医地区ではないが、これに準じて医療の確保が必要と都道府県知事が判断し、

厚生労働大臣に協議し適当と認めた地区

(D 無医地区等の現状

無医地区については、昭和41年に2,920地区(人口119万N萄生したが、その後の11

次にわたるへき地保健医療計画の実施により、その解消が継続約に図られ、その結果、平

成26年10月末の無医地区は637地区(人口 12.4万人)となっている2。

交通環境の整備等により無医地区1罰或少を続けているものの、解消には至っていないこ
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とを考慮すると、引き続きへき地保健医療対策を実施することが重要である。

②へき地医療に従事する医師の現状

医Bi晩許取1昌後にへき地で鰍麻することを剣牛とした賀拶動梦を設定しているのは19

道府県、へき地医療に従事することを剣牛としだ手金常】度があるのは勿道府県と

なっていず。また、自治医科大学卒業医師で9年間の義務年f艮終了後もへき地で巌勝を続

第1

1

けている医師は24.フ%となっている4。

畦"瑚皐等により都道府県がへき地医療に従事する医師を確保するとともに、へき地医療

に到^寸けするような嚇且弌弓乗境作りも必要である。

※大学が特定の診療矛民0地域で診療を行うことを剣牛とした選抜枠を設け、都道府県

が学生に対して奨学金を貸与(ガ城医療ヘ一定の年限従事することにより返還免陶

する僻且み。

へき地の医療の現伏

へき地医療の現状

へき地※(雛島におけるへき地を含む。)における医療の確保にっいては、昭和31年度か

らへき地保健医療計画を策定し各種の施策を講じてきており、平成18年度から開始した第
、

10次へき地保健医療計においては、へき地医療支援樹蒜の機能強化、へき地医療拠点、郷完

の整備・運営等を実施しその充実に努めてきた。

生労
生'

4

※無医地区*、準無医地区"その他へき地診療所が設置されている等、へき地保健医療対

生'

策の対象とされている地或

*原則として医療機関のない州城で、当該地区の中心的な場所を起点としておおむね半

径聖血の区域内に50人以上が周主している地区であって、かつ容易に医療機関を利用

することができない地区

**無医地区ではないが、これに準じて医療の確保が必要と都道府県知事が判断し、厚

生労働大臣に協議し適当と認めた地区

①無医地区等の現状

無医地区については、昭和41年に2,920地区(人口 119万人)存在したが、その後の10

次にわたるへきガ凱呆健医療計画の実施により、その解消がネ佳続的に図られ、その結果、平

成21年10月末の無医地区は705地区(人口 13.6万人)となっている。

無医地区1才減少を続けてはいるものの解消には至っていないこと等を考慮すると、引き

続きへき地保健医療対策を実施することが重要である。

②へき地医療に従事する医師の現次

自治医科大学卒業医師で9年間の義務年5艮終・了後もへき地で剃麻を続けているのは

29.5%であり、医師免捌F取1昇1糸にへき地で勤務することを義謝寸けた畦Ⅲ或枠※を設定して

「無医地区等調

'学靭究「道府県へき地保健医療言値の証ならびに

、

(Σ区成26'手度)
28 1月

策定支援に関する研知(平成27与渡)

いるのはⅡ都道府県である。

なお、"三域桙等により都道府県がへき地医療に従事する医師を確保するとともに、へき

地医療に謝^寸けするような取り組み昊弓乗境作りも必要である。

※大学が特定の診療矛斗や地域で診療を行うことを条件とした選抜枠を設け、都道府県が学

生に対して奨学金を貸与(地域医療ヘ一定の年限従事することにより遍最免陶する仕

組み、

2
 
3



③へき地診廊斤の現状妨缶訟数:1105施設り

へき地診療一斤は、無医地区等において整備しようとする場所を中心としておおむね半径

4kmの区内に他に医療機関がなく、その区域内の人口が原則として人口1000人以上で

あり、力γつ、当該診療所から最寄りの医療機関まで通常の交通機関を利用して30分以上

要する等の診療所をいう。

へき地保健医療刻策を実施している都道府県において、1都道府県あたりのへき地診療

所数の平均は26か所であり、巌務する医師数は、多くの診療万で1診療所あたり1人と

なっている'。また、へき地診療所において研修医の受入れや医学生のへき地医療実習等

を行っている茨搬は338施設(30.6%)となっている.。

また、へき地診療所のうち歯矛斗を設置しているのは27都道府県(85施設、フ.フ%)であ

つた'。なお、過疎台城等特定診療所※のうち歯手斗を設置しているのは17道県(フ7施設

96.3%)となっている.

(4)へき地医療拠点病院の現状妨ぜ設数:312施設.)

※過疎謝戴等に開設する眼科、耳いんこう科又1よ歯矛斗の診療戸

へき地医療拠点病院は、無医地区等において、へき地医療支援機構の指導・調整の下に、

巡回診療、へき地診卿斤等の医師訪磧や代診医訊龍等を実施した

度に実施できると認められ

ただし、へき地医療拠点病院の指定を受けてから一定の間が経過した後においても

主たる3事業である巡回診療、医師訪磧、イ七診医派遣について、^の病院において実施

されていないという課題がある。

※へき地医療拠点病一における支援

い施設は221施設(70.8%)、医師0鑓を行っていない施設は200施設(64.1%)、代

診医υ億貴を行っていない施設は218施設(69.9%)。また、いずれも行ってぃない施

⑤

道府県が指定する病院をいう

③へき地診療所の現伏

1都道府県あたりのへき地診癖万数の平均は23.9か所であり、勤務する医師数は、多くこ 0,'P".. P、゛医'は、多く

は1人となっている。

設は77加殿(24.フ%).

へき地を支援するシステム等の現状

へき地医療支援機構は、へき地保健医療政策の中心献機関として、へき地診療所等への

代診医派遣調整等広域的なへき地医療支援事業の企画・司睡等を行い、へき地医療政策の

各種事業を円滑かつ効率的に実施することを目的として

へき地を有司、る43都道府県のうち、へき地医療支援機構を設置してぃるのは40都道府

県であり、 3県が未設置である.

へき地医療支援機構によるへき地医療拠点病院への代診ジ億貴日数の平均は80.7日、ヘ

0

き地診療所への代診医υ再宣日'の平均は89.2日となってぃる.

の実施状況について、巡回診療を行っていな

を有司、る又は当該年

へき地医療支援棚湾の専イ到旦当官の活動リ詫兄1

④へき地医療拠点病院の現状

へき地医療拠点病院における支援事業の実施状況については、巡回診療は166施設

0

(63.1%)、医師oi磧は141施設(53.6%)、代診医,i磧は180施設(68.4%)が行ってい

なし、3

道府県等に設置される

ビとに異なり、専_当官が1週間

⑤へき地を支援するシステム等の現状

へき地医療支援機機を設置しているのは39都道府県であり、へき地を有して未設置で

あるのは4県であった。また、当1亥業務の任者である専任担当官の活動状況については

ナ也域ごとに異なってい六一方、へき地医療支援機構と「全く関わりがない」と回答した

へき地診療所は52.4%であった.。
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のうちへき地医療支援業務に従事する日数は、 4~5日が16都県ある一方、 0~1日未

満が10道!具、 1~3日が 14府県となっている0。

2 へき地の医療提供体脚」

(D 医療枦疋g拡ヨ斐等

①へき地診療所

無医地区、準無医地区等におけるガ城住民への医療の提供

②へき地医療拠点病院

へき地医療支援機構の指導・調整のもとに、巡回診療、へき地診療所等への代診医

等の訪誼係佳続約な医師栃誼も含む。)、へき地医療従事者に対する研座、遠隔医療支

援等の杉療支援事業等を行い、へき地における住民の医療を確保

③へき地保剛旨導所

無医地区、準無医地区等での保健指導の実施

④ネ士会医療法人

②へき地医療を支援ずる機関等

①へき地医療支捌幾構

へき地保健医療政策の中心傑機関として、へき地診療所等への代診医祈磧調整等広

域的なへき地医療支援事業の企画・調整等を行い、へき地医療政策の各種事業を円滑

かつ効率的に実施する

へき地医療に従事する医ei眺保のためのドクタープールの運営や、へき地医療に従

事する医師のキャリアデザインの作成等のキャリア形成支援も担う

へき地医療に関して一定の実績を有するものとしてネ」会医療法人の認定を受け、ヘ

き地診療所やへき地医療拠点病院への医師派遣を実施

2 第11次へき地保健医

へき地医療支援機構へき地医療拠点病院、へき地診療所等にっいては、これらの体制

整備を引き続き推進するとともに、相互間の連携樹ヒを図る。

、

へき地医療支援機構について、各道府県におけるへき地医療の確保のための調整機関

としての役唐"を強化し医師の派遣調整等広域的なへき地医療支援体制を図る

へき地医療を担う医師を確保するために、針城医療への動樹寸けや、へき地医療を担う

医師が安心して歳勝

の概要

都道府県は、各地域の実情を踏まえ、へき地保健医療計画を策定し、へき地保健医療対

策の推進を図る。

3 へき地の医療提供体告り

①^

①へき地診療所

無医地区、準無医地区等におけるナ也域住民への医療の提供

②へき地医療拠点病院

へき地医療支捌鮒諺の指導・調整のもとに、巡回診療、へき地診療戸万等への代診医

等の派宣俳佳続的な医師栃龍も含む)、へき地医療従事者に刻する研彦、遠隔医療支

援等の診療支援事業等を行い、へき地における住民の医療を確保

③へき地保剛B円期〒

無医地区、準無医地区等での保健指導

活できるキャリアパス構築を行う

②へき地医療を支援ずる機関等

①へき地医療支援機構

へき地保健医療政策の中心傑機関として、へき地診療所等への代診医栃龍調整等広

域的なへき地医療支援事業の企画・調整等を行い、へき地医療政策の各種事業を円滑

かつ効率的に実施することを目的とする。

へき地医療に従事する医"市確保のためのドクタープールの運営や、へき地医療に従

事する医師のキャリアデザインの作成等のキャリア形成支援も担う。
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へき地を有する43 道府県のうち、へき地医療支援機構を設置しているのは39



② へき地保健医療刻策に関する協議会

医療計画等の作成のほか、へき地保健医療対策にかかる総合的な意見交換・調整等

を実施することを目的とする。

へき地保健医療対策に関する協議会は、へき地医療支援機構の専任担当官、へき地

医療拠点病院のイ弌表者、地或医師会・歯矛斗廊而会のイ弌表者、剛系市町村の実務者、大

学医学部関係者等により構成する。

へき地保健医療刻策に関する協議会の設置と活用実績があったのは26都道府県

(60.5%)となっている.。

③患者の搬送体制」

①内海離島(沿海國

島内での船舶の確保

自家用船で移動ずる場合の陸上での搬送体制

へりコプターの着剛也点の指定

②外海離島(沿海脚リ園

へりコプターの着陸地点の指定

③陸上

夜間の搬送体制

夜間等に対応する台拶勢卜の当番病院の指定

移動困難侍における医療チームの定期的な派宣

(4)へき地の医療提供体制に関俳、するその他の体削」

①'情報通(言技術(1m)による診療支援体御j

へき地における医療機関の抱える時間的・蹄帥ハンディを鄭艮するためのツール

として、'情報ネットワークの整備があり、へき地医療拠点病院においては1旦都道府

県(29.2%)が遠隔医療を実施している.。

道府県であり、4県が未設置である.。

へき地医療支援機構による代診医υ臆の延べ舮虜日数の平均は115.5日である.。

へき地医療支援機構の専イ到旦当官の活動}伏t兄1ガ也域ごとに異なり、専イ到旦当官が週

のうちへき地医療支援業務に従事する日数は、4~5日が10県ある一方、0~1日が13

②

②へき地保健医療対策に関する協議会

へきガ垪杲健医療計画等の作成のほか、へき地保健医療女陳にかかる総合的な意見交

県、 1~2日が8府県である'。

ドクターヘリ等の活用について

へき地医療においても、ドクターへりや消防防災へりなどを、各ガ城の実情に応じ

て活用している。

へき地における歯矛斗医療体雋"
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換・調整等を実施することを目的とする。

へき地保健医療剣策に関する協議会は、へき地医療支援機構の専イ到旦当官、へき地

医療拠貞、病院のイ弌表者、地域医師会・歯手、斗医師会のイ弌表者、関係市畊ナの実務者、大

学医学部関係者等により構成する。

へき地保健医療対策に関する協議会の設置と活用実績があったのは28都道府県

(65%)である.。

③患者の搬送体佑11

①内海離島(沿海弱

島内での船舶の確保

自家用船で移動手る場合の陸上での搬送体制

へりコプターの着陸地点の指定

②舛海離島(沿海域騎弱

へりコプターの着陸地点の指定

③陸上

夜間の1般送齢1

夜問等に対応するガ拶勢卜の当番病院の指定

移動困難時における医療チームの定期的な祈誼

④へき地の医療提供体制に関係、するその他の体帋11

①・1青細西イ言技術(1T)による診療支援体制

へき地における医療機関の抱える時間的・三鴎帥ハンディを鄭及するためのツール

として、'f酵Rネットワークの整備があり、へき地医療拠点病院においては14.4%が遠

礪医療を実施している'。

②ドクターヘリ等の活用について

へき地医療においても、ドクターへりや防災へりなどを、各地域の実清に応じて活

用している'。

③へき地における歯手斗医療体識1③



へき地における歯矛斗医療体削」について、10都道府県(23.3%)で歯手斗医師会との椿

④

議の場を設置している'。

へき地で剃勝する看護師等への支援体柳」

平成27年より、烏城時にナースセンターへ氏名等の届出を行い、復職に向けたコ

ーディネートを行う制度が開始されている。

⑤へき地患者齢送車・艇による蛤送等実施

へき地患者齢送車は30都道県(118か而、へき地患者輪'苦艇は5県(9か而に

て整備されている'。

第2 医療嚇1」の構築に彪腰な事項

^の都道府県において、患者輪送バスの運行や、通院のための衣ヨ臣費補助等を単

独事業として実施している。

1 目指すべき方向

育嬬「第1 へき地医療の現伏」を踏まえ、個々の役害11とそれを満たす剛系機関、さらに

それら関係機関相互の連携により、へき地に暮らす住民に対する医療サービスが痢翫して実

施される体制1を構築する。

特に、へき地医療支援機構を中心とした、へき地医療拠点病院、へき地診療所等による医

療提供体制1の確保や、当該施設及び関係機関間の連携の,剣ヒも図る。また、へき地医療支援

機構ではへき地医療を担う医師の倒機付け支援とキャリアパス構築についても取り組む。

(D 医療を確保する体制

①へき地の医療及び歯矛斗診療を支える総合診療・プライマリケアを実施ずる医療従事者

いる 3。

④へき地で勤務する看護e市等,＼の支援体制

へき"ぞ看護に従事する看護職については11都道府県(26%)で現状調査が行われ

(医師、,評斗医師、看護師、^伯而等)のる奄保

②へき地医療に従事する医療従事者の継続約な確保(ドクタープーノレ等)

へき地における歯甲1医療体帋"については生都道府県(旦%)で現地調査が行われて

③へき地医療に従事する医療従事者が安心して巌勝・生活できるキャリア形万肢援

④医療従事者の養成過程等における、へき地の医療への囿機付け

②診療を支援する体制」

①へき地医療支援機構の役害如強化と機能の充実

②へき地保健医療刻策に関する協議会における協議

③へき地医療拠点病院からのイ七診医栃註き等の機能強化

ている 3。

へき貴猪護に従事する毛護職に対する研彦支援は9 淘守県(21%)で行われてレ

る 3。

第2 医^閏七壁^

1 目指すべき方向

育嬬「第1 へき地医療の現伏]を踏まえ、個々の役害11とそれを満たす関係機関、さらに

それら関係、機関相互の連携により、へき地に暮らす住民に対する医療サービスがネ佳続して実

施される体制を構築する。

特に、第U次へき地保健医療計画を

医療拠点病院、へき地診療所等による医療提供体制の確保や、当該旛設及び凱系機関問の連

携の強化も図る。また、へき地医療支援機構ではへき地医療を担う医師の動樹寸け支援とキ

ヤリアパス構築についても取り組む。

詳細はへき負蝶定指金携を参照のこと

①

①

医療を確保する体制

へき地医療を担う、プライマリーの診療が可能な医師の確保等

ノ"

ドクタープーノレ等へき地医療に従事する医師をネ佳続して確保する体制整備

まえ、へき地医療支援機構を中心とした、へき地

へき地医療に従事する医師が勤務しやすいキャリア形成支援

②

へき地歯矛斗診療、へき趙渚護に従事する者の確保等

診療を支援する体制

へき地医療支援機構の殺省1の樹ヒと機能の充実

へき地保健医療対策に関する協議会における協議

へき地医療拠点病院からの代診医派遣等の機能強化
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④,1青報重イ言技術(1CT)、ドクターヘリ等の活用

2 各医療機能と連携

育嬬「1 目指すべき方向」を踏まえfへき地医療体告4に求められる医療機能及てド体制jを

下記①から④に示す。都道府県は、各医療機お設て淋制の内容姻標、医療機関等に求め

られる事項等)について、針城の実情に応じて柔軟に設定する。

①へき地における保健指導の機能【保健指導】

①目標

無医地区等において、保剛昔導を提供すること

②関俳、機関に求められる事項

保榔市等が実施し、必要な体制が確保できてぃること

特定賀拶或保健医療システム※を活用していること

地区の保健偉テ生状態を十分把握し、保脚フi及び最寄りのへき地診療所等との緊密な

連携のもとに計画的に地区の実情に即した活動を行うこと

※「へき台"保健医療刈策事業について」(斗牧13年5月16日付け医政発第529号

厚生労働省'医政局長通知)の別添「へき地保健医療刻策実施要綱」(以下「へき地

刻策要綱」という。)に基づく事業

特別豪雪地帯等の無医地区等に伝送装置による保健医劉青報システム体制を整

備し、当該地区住民の保健医療の確保を図るもの。

③関係機関の例

へき地保倒旨導所

へき地診療所

保幽ワ〒

(2)へき地における診療の機能【へき地診療】

①目標

無医地区等において、賢城住民の医療を確保すること

24断占365日対応できる体御]を整備すること

専門的な医療や高度な医療岡般送する体制を整備すること

②医劉幾関に求められる即頁

プライマリケアの診療が可能な医師等がいること又1ネ巡回診療を実施してぃること

必要な診療部門、医療機ヨ跨があること

へき地診療房彫療支援システム※を活用していること

④情幸腿イ言技術(1T)、ドクターヘリ等の活用

2 各医療機能と連携

育嬬「1 目指すべき方向」を踏まえ、へき地医療体制に求められる医療機ヨ設て淋市11を

下記(1)から(4)に示す。都道府県は、各医療機能及び体制の内容帽標、医療機関等

に求められる事項等)について、地域の実情に応じて柔軟に設定ずる。また、へき地保健医

療計画との整合性もとる

①へき地における保健指導の機能【保健指導】

①目標

無医地区等において、保剛昔導を提供すること

②関係機関に求められる即頁

保朧市等が実施し、必要な体制が確保できていること

特定賀拶或保健医療システム※を活用していること

地区の保健衛生状態を→汾把握し、保傭ヨ斤及び最寄りのへき地診療戸折等との緊密な

連携のもとに計画的に地区の実情に即した活動を行うこと

※「へきガ堺杲健医療対策事業について」(斗牧13年5月16日医政発第529号医政局

長通知)の別添「へき地保健医療対策実施要綱」(以下、「へき地対策要綱」という。)

に基づく事業

特別豪雪地帯等の無医地区等に伝送装置による保健医療1静Rシステム体制を整備

し、当該地区住民の保健医療の確保を図るもの。

③関係機関の例

へき地保健指導所

へき地診療所

保卸二斤

(2)へき地における診療の機能【へき地診療】

①目標

無医地区等において、封城住民の医療を確保すること

24時間365日対応できる体痢」を整,肯ずること

専門的な医療や高度な医療,司鰯苦する体議11を整備すること

②医療機関に求められる事項

プライマリーの診療が可能な医師等がいること又は巡回診療を実施していること

必要な診療部門{医療機器等があること

へき地診療所診療支援システム※を活用していること
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特定地域保健医療システムを活用していること

緊急の内科的・外科的処置が可能なへき地医療拠点病院等と連携していること

へき地医療拠点病院等における職員研彦等に計画的に参加していること

※へき飢鯏策要綱に基づく事業へき地医療拠点病院とへき地診療所との間に伝送

装置を設置し、へき地医療拠点病院がへき地診療所の診療活動等を援助ずるもの。

.

③医療機関等の例

へき地診療所及ぴ過疎地域等特定診療所

特伊皓置許可卿完

巡回診療・籬島歯科診療班

③へき地の診療を支援する医療の機能【へき地診療の支援医療】

①目標

診療支援機能の向上を図ること

②医療機関に求められる事項

へき地医療拠点病院支援システム塗を活用してぃること

へき地診療所支援システムを活用していること

巡回診療等によりへき地住民の医療を確保すること

へき地診療可博への代診医等の訪磧俳佳紗山勺な医師新磧も含む。)及て陛ミ術指導、

援助を行うこと

へき地の医療従事者に刻する研彦の実施及て陶仔訪識を提供tること

遠隔診療等の実施により各種の診療支援を行うこと

その丑娜道府県及び市田附がへき地における医療確保のため実施tる事業に対して

協力すること

24時間365日、医療にアクセスできる体制」を整備するため、ガ城の診療,斤を含めた

当番椒」の診療体制を構築すること

高度の診療機能を有し、へき地医療拠点病院の診療活動等を援助すること

へき地医療拠点病院については、その主たる事業である巡回診療、医師栃龍、代診

特定"含域保健医療システムを活用していること

緊急の内科的・外邪舶処置が可能なへき地医療拠点病院絲等と連携していること

へき地医療拠点病院等における職員研彦等に計画的に参加していること

※へき地対策要綱に基づく事業へき地医療拠点病院とへき地診療所との間に伝送装

置を設置し、へき地医療拠点病院がへき地診療F斤の診療活動等を援助するもの。

※※へき針鬪策要綱に基づく事業へき地診療所等への代診医等の栃誼、へき地従事

医り臆を、いずれか月1回以上あるいは年12回以上実施することが望ましいこと。

従って、都道府県は

者に対する研彦

③医療機関等の例

へき地診療所及ぴ過疎針城等特定診療戸斤

特伊姑置許可病院

巡回診療・籬島歯科診療班

③へき地の診療を支援する医療の機能【へき地診療の支援医療】

①目標

診療支援機能の向上を図ること

②医療機関に求められる事項

へき地医療拠点病院支援システム※を活用していること

へき地診療所支援システムを活用していること

巡回診療等によりへき地住民の医療を確保すること

へき地診療所等＼の代診医等の栃誼係朧売的な医師栃誼も含む)及U製術指導、援

助を行うこと

へき地の医療従事者に対する研彦の実施及て陶砂勃桓設を提供すること

遠隔診療等の実施により各種の診療支援を行うこと

、その乳娜道府県及ぴ市田井寸カミへき地における医療確保のため実施する事業に対して

協力すること

24噺司365日、医療にアクセスできる体制を整備するため、ガ城の診療所を含めた

当番制」の診療体帛1を構築すること

高度の診療機能を有し、へき地医療拠点病院の診療活動等を援助すること

あるいは年12回末満であるへき地医療拠点郷完については、その嚇且が向上される

・県知事が指定するもの。

よう、へき地保健医療対策に関する協議会の中でその在り方等について

隔診療支援等の診療支援事業等が実施可能な病院として、都道府
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※へき地対策要綱に基づく事巣小規模なへき地医療拠点病院の機能を強イヒずる

ため、高度の機能を有する病院等医側幾関とへき地医療拠点病院との間に伝送装

置を設置し、へき地医療拠点病院の診療活動等を援助するもの。

③医側幾関の例

へき地医療拠点病院

特定機能病院

・'ナ也域医療支棚丙院

臨床研虜病院

救命救急センターを有する病院

④行政機関等によるへき地医療の支援【行政機関等の支援】

都道府県は、医療計画の策定に当たり、ガ包域や地区の状況に応じて、医療資源を有効に

活用しながら都道府県の実情にあわせて、へき地医療支援機構の強化、へき地医療を担う

医師の馴機イ寸けとキャリアパスの構築、へき地等の医療提供体帋"に刻する支援、へき地等

の歯矛斗医療体佑11及びへき地等の医療機関に従事する医療スタッフへの支援など行政機関

等が担うへき地医療の支援策を明示する。

①都道府県

医療計画の策定及びそれに基づく施策の実施

②へき地医療支援機構

医療計画に基づく施策の実施

ア目標

へき地保健医療政策の中心的機関として、へき地においてX佳続nりに医療サービス

を提供できるよう、関係機関の調整等を行うこと

イ関係機関に求められる事項

へき地診療所から代診医演宣、医師栃誼の要請があった場合の調整と、へき地医

療拠点病院等への栃龍要請を行うこと

へき地医療に従事する医師を確保するためのドクタープール機能を持つこと

へき地医療に従事する医師のキャリア形成支援を行うこと

へき地におけるガ城医寮分析を行うこと

専イ壬担当官としてガ城医療に意識が高く、ある程度長く剤翫して努められる医師

を配置し、へき地医療関連業務に専念できるような環境を整備すること

※へき地対策要綱に基う'く事業小規模なへき地医療拠点病院の機能を強化するた

め、高度の機能を有する病院等医療機関とへき地医療拠点病院との間に伝送装置を設

置し、へき地医療拠点病院の診療活動等を援助するもの。

③医療機関の例

へき地医療拠点病院

特定機胸丙院

地或医療支捜却完

臨床研彦病院

救命救急センターを有する病院

④行政機関等によるへき地医療の支援 1行政機関等の支援】

都道府県は、へき地保健医療計画の策定に当たり、針城や地区の状況に応じて、医療資

負城医療支援センターとのより

ついて、総合的な企画・調整を行うこと

源を有劾に活用しながら都道府県の実情にあわせて、へき地医療支援樹茂の強化、へき地

医療を担う医師の到機イ寸けとキャリアパスの構築、へき地等の医療提供体制に対ずる支

援、へき地等の歯矛斗医療体制及て凡＼き地等の医療機関に従事する医療スタッフについて定

めることから、医療計画にもこれらの方策及て斯テ政機関等が担うへき地医療の支援策を明

示する。

①都道府県

・へき地保健医療計画の策定及びそれに基づく施策の実施

②へき地医療支捌幾構

・へき台娜杲健医療計画に基づく施策の実施

な連 ^化を進め、へき地の医療崎11に

ア 目標

へき地保健医療政策の中心的際関として、へき地においてネ佳続的に医療サービス

を提供できるよう、関係機関の調整等を行うこと

関係機関に求められる事項

へきガ彪療所から代診医訪龍、医師勃誼の要請があった場合の調整と、へき地医

療拠点病院への栃龍要請を行うこと

へき地医療に従事する医師を確保するためのドクタープール機能を持つこと

へき地医療に従事する医師のキャリア形成支援を行うこと

へき地におけるガ城医宗分析を行うこと

専任担当官として"三域医療に意識が高く、ある程度長く継続して努められる医師

を配置し、へき地医療関連業務に専念できるような環境を整備すること

イ

.
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第3 構築の具体的な手順

医療計画の策定に当たっては、患者や住民の視点に立った刻象地域ごとの「青報となるよう、

分かりやすく工夫する必要がある。

128 -

1 現伏の共嘘

都道府県は、へき地の医療体帋11を構築するに当たって、(1)1こ示ず項目を参考に、刈象地

域の地区ビとに、医療資源及び医療連携等について、現伏を嘉嘘する。

さらに、(2)1こ示ず、医療機彬"ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムごとに分

類された指標例により、数イ直で客槻的に現状を把握する。

なお、(2)の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他必要に応じて調

査を追力口されたい。

(D 医療資源・連携等に関する情報

へき地医療支援機構からの支援策

へき地医療拠点病院からの支援策

最寄りへき地診療所

当該地区の解消策とその時期

当該時点の支援策と解消までの支援策(解消策)

類型(外゛毎雛島型、内海離島型等の別)

その他の問題点等

②指標による現状把握

別表8に掲げるような、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムごと

に分類された指標例により、地域の医療提供体帋11の現吠を塙額的に乳嘘し、医療計画に記

載する。その際、地域住民の健康状態やその改善に寄与すると考えられるサービスに関す

2 医}寮機能の明幽ヒ

①都道府県は、へき地医療齢1を構築するに当たって、「第2 医療機関とその連携」を

第3 構築の具体的な羽頂

へき地における医療体帋Ⅲよ、へき地保健医療計画を策定することにより構築されるものであ

る指標値点指標)、その他国が提供ずるデータ制虫自調査データ、データの角鞠湾によ

り入手可能な指標(参考指棚に留意して、托握すること。

るが、医療計画への反映に当たっては、患者や1主民の視点に立った刻象貴城ビとの情報となる

よう、分かりやすく工夫する必要がある。

2 医療機能の明副ヒ

①都道府県は、へき地医療体罰1を構築するに当たって、「第2 医療体罰」の構築に必要な

事項」を基に、官嬬「1 現伏の把捌で収集した,「青報を分析し、刻象地域において、個々

の医療機関や体制に求められる医療機能を明確にする。

②検討を行う際には、へき地医療支捌謝薄の専召瀬当官、へき地医療拠点病院の代表者、

基に、育す記「1 現伏の把捜で収集した情報を分析し、対象ガ城において、個々の医療

機関や体削」に求められる医療機能を明確にする。

②検討を行う場合は、へき地医療支援機構の専イ封旦当官、へき地医療拠点病院のイt表者、

1 現炭の擬嘘

都道府県は、へき地の医療体痢」を構築するに当たって、 a)1こ示ず項目を参考に、刻象地

域の地区ごとに、医療資瀞及び医療連携等について、現伏をれ墾する。

さらに、(2)1こ示ず、医療機能ビとおよびストラクチャー・プロセス・アウトカムごとに

分類された指標例により、数値で客観的に現伏を把握する。

なお、(2)の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他必要に応じて調

査をi勣nされたい。

①医療資源・i車携等に関する情報

へき地医療支援樹警からの支援策

へき地医療拠点病院からの支援策

最寄りへき地診療所

当該地区の解消策とその時期

当該時点の支援策と解消までの支援策(解消策)

類型(外海離島型、内海離島型等の別)

その他の問題点、等

②指標による現状証嘘

別表8に掲げるような、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムごと

にラ瀬された指標例にょり、盤城の医療提供体佑"の現伏を客観的に喨嘘し、医療計画に記

載ずる。その際、公的統晉博により全都道府県で入手可能な指標姥須指標)と、独自調

査やデータ角鞠遵により入手可能な指標(推奨指標)に留意して、把握すること。



地域医師会・歯矛斗医師会のイ弌表者、剛系市町村の実務者、大学医学部関係者、地域イ主民の

代表等により構成される「へき地保健医療対策に関する協議会」の意見を聞き、その意見

空士分踏^協議を行う。

3 連携の検討

(D 都道府県は、へき地の医療体制を構築するに当たって、保剛旨導、へき地診療及びへき

地診療の支援医療が互いに連携するよう、また、関俳機関や医療機関のイ言頼関係を醐戎す

るよう酉論、する。

また、関係機関、赴城医師会等の関係者は、診樹青報の共有、連携する施設・医師等専

門賠瓶の「青報の共有に努める。

②保禽7斤は、「台城保健法第4条第1項の規定に基づく地域保健対策の祥雌に関する基本

的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計画の作成及び

推進における保禽ワ〒の役害11について」(平成19年7月20日付け健総発第0720001号厚生

労側佶'健康局総務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施に向けて、翅戴医師会等と

連携して関係機関の調整を行うなど、積極的な役害11を果たすこと。

③医療計画には、原則として、対象地区及てバ各機能を担う関係機関の名称をヨ巳載すること

とする。

なお、ナ御或によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能を担う

こともあり得る。
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4 課題の抽出

都道府県は、・「第2 医療体制の構築に必要な事項を踏まえ、「1 現伏のれ丑圍で収集

した1静Rやキヨ標により把握した数値から明確となった現伏について分析を行い、へき地の医

療体制」の課題を抽出し、医療計画に記載する。

5 数値目標

都道府県は、良質かつ適切なへき地医療を提供ずる体雋11にっいて、事後に定量的な↓U放評

価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、地域の実情に応じた目標

項目やその数値目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画に記載する。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本方針第

左に掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決するために

必要な目標を設定することとする。

台城医師会・歯矛斗医師会の代表者、関係市畍寸の実務者、大学医学部関俳、者、地域住民の

イ弌表等により構成される「へき地保健医療対策に関する協議会」で協議を行う。

3 i車携の検討

①都道府県は、へき地の医療体制を構築するに当たって、保側着導、へき地診療及びへ

き地診療の支援医療が互いに連携するよう、また、関係機関や医療機関のイ言頼関係を醸成

するよう酉改竜する。

また、関係機関、地域医師会等の関係者は、診療情報の共有、連携する施設・医師等専

門脂雁の情報の共有に努める。

②保禽ワテは、「地域保幽去第4条第1項の規定に基づく地域保健刻策の推進に関する基本

的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計画の作成及び

推進における保偸万の役脚!について」(平成19年7月20日付け健紗'発第0720001号健康

局総務,課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施に向けて、台城医師会等と連携して関

係機関の調整を行うなど、積極的な役害"を果たすこと。

③医療計画には、厚卸」として、対象地区及てド各機能を担う関俳、機関の名称を記載するこ

ととする。

なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能を担う

こともあり得る。

4 課題の抽出

都道府県は、「第2

指標により美嘘した数値から明確となった現状について分析を行い、へき地の医療体御」の課

題を抽出し、医療計画に記載する。

5 数値目標

都道府県は、良質かつ適切なへき地医療を提供ずる体制にっいて、事後に定量的な1嫩評

価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、盤城の実情に応じた目標項

目やその数値目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画に三e載ずる。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本方針第

三に掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

な船、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決するために

必要な目標を設定ずることとする。

関とその連」を踏まえ、「1 現伏の把捜で収集した情報や



6^

数値目標の逸戎には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、「4

課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成するために行う施策に

ついて、医療計画にZ己載ずる。

7 調西

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体市11を整え、医療計画の評価を行うホ且織や時

期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策の進捗状況の書陥については、1年ごと

に行うことが望ましい。また、数値目標の達成伏況、現伏1巴握に用いた指標の状況について、

少なくとも6年在宅医療そのイ也必、要な事項については3年)ごとに調査、分析及て薄引西を

行い、必要があるときは、都道府県はその医療計画を変更することとする。

8 '情報共有

各都道府県は、全国へき地医療支援機構等連絡会議において、へき地保健医療対策にっい

て意見交換等を行うこととする。

9 公表

都道府県は、住民に分かりやずい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況を周知

する必要がある。このため、指標による現伏把握、目標項目、数値目標、施策やその進捗状

況、喜到西体制や調西結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。

6 力缶策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、「4 課

題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成するために行う施策にっ

いて、医療計画にヨB哉手る。

7 調西

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必、要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ書肖西を行う体制を整え、医療計画のヨ平価を行泌旦織や時

期を医療計画にZB載ずる。この際、少なくとも施策の進捗状況の喜陥については、1年ごと

に行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状証嘘に用いた指標の状況について、

少なくとも5年ごとに調査、分析及て随干価を行い、必要があるときは、都道府県はその医療

計画を変更することとする。
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8 公表

都道府県は、住民に分かりやずい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況を周知

する必要がある。このため、指標による現状証晦、目標項目、数値目標、施策やその進捗伏

況、評価体制や評価結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。



周産期とは力壬娠22週から出生後7日末満のことをいい、周産期医療と1激壬娠、分娩に関わる

母体・胎児管理と出生後の新生児管理を主に対象とする医療のことをいう。これまで針城におけ

る総合的な周産期医療齢1を整備し、安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの推

進を図ってきたところであり、これらの達成目標は「健や力親子2U (平成12年)や「子ども・

子育てビジョン」(平成22年)にも目標値として盛り込まれている。また、則ヒ市b会対策大

綱」(平成27年)、「ニッポン→意総括躍プラン」(平成那年)でもネ佳続して周産期医療体制の充

周産期医療の体脚麟築に係る指針

改

実に取り組んでいる。

正

これまで、周

年1月26日付け医政発0126第1号厚生労働省医政局長通知の別添2。以下「周産期整備指針」

という。)に基づき、総合周産期母子医療センター、"Ⅲ剣司産期母子医療センター及て岡筋去崎11

の整備等を行い、"城の実情に応じて、母体・胎児におけるりスクの高い,孜辰に捌司、る医療及び

後

高度な新制旦医療等の周産期医療を推進してきたところである。周産期医療体制」の整備において

は、施設の整備と同時に、周

医療体制jの整備として、具体的には、「周産期医療体制似晝備指針」(平成22

当する医師や助赴市、看護師等の確保が重要である

期整備指針に基づく周産期医療肺11劉肯計画において周産期医療体制の個別具体的な内容を定

道府県はこれまで、医療計画の中でほ1司産期医療体雋Ⅲこ関する基本的な内容を記載し、周産

めてきているが、平成27年度から開崔された「周産期医療体制の在り方に関する検剥会」、平成

28年度の「医療計画の見直し等に関する検言桧」にて、周

救急等の他事業、精神疾患等の他疾患の診療体指"との一層の

て、周

他事業との連剃ヒについて議論がなされた

医療を担う医師、特に分娩を取り扱う医師及て噺生児医療を担

本指針では、周産期の医療体制を構築するに当たり、「第1

療をとりまく状況がどのようなものであるのかを概観し、次に

医療体御^計画と医療計画個産期)の^化により、両計画の整合性をはかり、

事乳で周産期整備指針及び今回の検剖会での議論をまえた道府県の構築すべき医療体罰1に

ついて示している。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 オ篝築の具体的な手j1圓に則して、地域の現代を把

握・分析し、また分娩のりスクに応じて彪要となる医療機能を理解した上で、"城の実情に応じ

て圏域を設定し、その圏域ビとの医療機関とさらにそれらの医療機関相互の連携の検討を行い、

最終的には都道府県全体で手妬まで行えるようにする。

周産期と1激壬娠22週から出生後7日未満のことをいい、周産期医療とι激壬娠、分娩に関わる

母体・胎児管理と出生後の新生児管理を主に刻象とする医療のことをいう。これまでガ城におけ

る総合的な周産期医療体飼」を整備し、安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの推

進を図ってきたところであり、これらの達成目標は「健や力親子2U (平成12年)や「子ども・

子育てビジョン」(平成22年)にも目標値として盛り込まれているところである。

現

周産期医療の体制購築に係る指針

具体的には、賀城の実清に応じた周産期医療体痢」として、「周産期医療体告岨警備指針」(平成22

医療体佑リの整備に関しては、災害

年1月26日医政発0126第1号厚生労働省'医政局長通知の別添2。以下「周産期整備指鉛」とい

う。)に基づき、総合周産期母子医療センター、豊拶窮司産期母子医療センター及て刈般送体制}の整

備等を行い、母体・胎児におけるりスクの高い力致辰に対する医療及ひ高度な新劉旦医療等の周産

期医療を推進してきたところである。

金化が指摘されたこと等を受け

行

周産期医療の現状」で周産期医

「第2 医療体削1の構築に必要な

本指針では、周産期の医療体制を構築するに当たり、周産期整備指金博を考慮に入れつつ、「第

1 周産期医療の現伏」で周産期医療をとりまく状況がどのようなものであるのかを概観し、次

に「第2

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 構築の具体的な羽恒」に則して、1也域の現伏を把握・

分析し、また分娩のりスクに応じて必要となる医療機能を理解した上で、地域の実情に応じて圏

域を設定し、その圏域ごとの医療機関とさらにそれらの医療機謝ヨ互の連携の検討を行い、最終

的には都道府県全体で評価まで,テえるようにする。

関とその連」でどのような医療体御」を構築すべきかを示している。

131



周産期医療体制」は、充実した周産期医療に対ずる需要の増加に対応するため、都道府県におい

て、地域の実情に応じ、保健医療関係機関・団体の合意に基づきその基本的方向を定めた上で、

周産期に係る保健医療の総合的なサービスを提供ずるものとして整備される必要がある厚生労

働省'において周産期医療対策事業の充実を図るとともに、都道府県において、医療関係、者等の協

力の下に、限られた資源を有効に生かしながら、将来を見据えた周産期医療体椒1の整備を図るこ

とにより、台城における周産期医療の適切な提供を図るものである。

第1 周産期医療の現状

1 周産期医療をとりまく状況

わが国における周産期医療の受療動向は、およそ以下のとおりとなっている。

①分媚牛数及び出生の場肝

分媚牛数は、平成17年に約108万件であったが、平成27年にば約102万件と約旦.%減

少している。

出生場所は、昭和25年には「自宅・その他」で95.4%が出生していたが、昭和45年に

は3.9%となり、代わりに「病院・診霧漸」が85.4%、「助^上が10.6%と増えている。

さらに平成27年には「自宅、その仙は0.1%となり、'「病院・診療戸斤」が99.2%、「助

産所」が0.フ%とキ隹移している。

②出生年齢のキ彬・.

全出生中の35歳以上の割合は、昭和25年に15.6%(36.5万Nであったが、昭和妬年

に4.フ%(9.1万人)、平成27年に28.1%(28.2万人)と11勝している。また、第1子出

生時の平均年齢の年次井勝は、昭和25年に24.4歳であったが、昭和45年には25.6歳、

平成12年は28.0歳、平成17年は29.1歳、平成27年には30.7歳と一貫して上昇が継続

している。

③複産の害恰.

全分'娩イ4数中の複産の御洽は、平成12年に1.0%、平成17年に1.2%、平成22年に1.0%

と推移している。

④周産期死亡率及U巧助竃率1

周産期死亡率(出産1,000対)は、昭和55年に20.2、平'成12年に5.8、平成17年に

4.8、平成27・年に3.6 と減少している。

力壬娠満22週以後のヲ畦率(出産1000対)は、昭和耶年に16.4、平成12年に4.5、平

成17年に3.8、平成27年に3.0 と減少している。

1.厚生労働省

第1

1

周産期医療の現伏

周産期医療をとりまく状況

わが国における周産瑚医療の受療動向は、およそ以下のとおりとなっている。

①分蠏牛数及び出生の場所

分媚牛数は、平成12年に約122万件であったが、平成22年に1詠り109万件と約11%減

少している。

出生場所は、昭和25年には「自宅・その仙で95.4%が出生していたが、昭和45年に

は3.9%となり、代わりに「病院・診^」が85.4%、「助^万」が10.6%と増えている。

さらに工円戎22年には「病院・ヨ今療所」が98.9%、「助産所」が0.9%とキ隹移している。
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②出生年齢の推移.

全出生中の35歳以上の割合は、昭和25年に15.6%(36.5万人)であったが、昭和45年

に4.フ%四.1万人)、平成22年に23.8%(25.6万人)と推移している。また、そのうち

『J一」、J-

40歳以上の害1洽は3.3%(3.5万人)となっている。

③複産の者洽.

全分側4数中の複産の害洽は、平成12年に1.0%、平成17年に1.2%、平成22年に1.0%

と推移している。

④周産期死亡率及U巧睡率'

周産期死亡率(出産1000対)は、昭和郭年に20.2、平成12年に5.8、平成22年に4.2

と減少している。

女甑満22週以後の多腔率(出産1000対)は、昭和55年に16'4、平成12年に4.5、平

成22年に3.4 と,詫レ、している。



⑤帝王切開術の害ψ合.

分娩における帝王切開術の害恰は、平成2年に一般病院でⅡ.2%、一般診療所で8.3%、

全分~娩に対しては9.既であったが、平成26年にはそれぞれ24.8%、 13.6%、19.5%と大

幅に上昇している。

⑥低出生体劃見.

低出生体重児(2,500グラム末満)の出生御洽は、平成2年に6.3%、平成12年に8.6%、

平成22年に9.6%と増加している。その後1ま横ほし、であり、平成27年は9.5%であるま

)(51城25 )

た、超低出生体重児'(1LΩΩ旦グラム未満)にっいて上、平成2年に0.19%、平成12年に

0.24%、平成22年に0.30%、平成27年は0.31 と同様の傾向である。

⑦早産児.

早劃見(櫛台期問37週未満)の出生割合は、平成2年に4.5%、平成12年に5.4%、

平成17年に5.フ%、平成27年は5.6%であり、平成17年以降1ま廣ほし、である

⑧新生児死亡率'

新生児死亡率(出生1,000対)は、平成2年に2.6、平成12年に1.8、平成22年に1.1、

平成27年に0.9 と減少している。

⑨力壬凾吊死亡率,

3.8 となっている。

(1の産後うつ病の発生率

力壬凾吊死亡率(出産10万対)は、平成12年の6.3が、平成22年に4.1、平成27年に

,

産後うつ病の発生率は、平成13年の13.4%が、平成21年に10.3%、平成25年に9.畷

となっている3。

2 周産期医療の提供体削】

①周産期医療の提台キ体制」

①施設分娩のうち、診療所と病院での出生がそ才しぞれ45.5%、53.フ%を担い、助産所での

^

⑤帝王切開術の害恰

全分'娩における帝王切開術の害洽は、平成2年に一般病院で11.2%、一般診療所で8.3%

であったが、平成20年にそれぞれ23.3%、 13.0%とブロ1冨に上昇している。

⑥低出生体重児.

低出生体劃旦(2,500グラム未満)の出生害恰は、平成2年に6.3%、平成12年に8.6%、

平成22年に9.6%と1勧Uしている。また、極低出生体副巳(1●Ω_グラム未満)にっいて

言えば、平成2年に0.5%、平成12年に0.フ%、平成22年に0.8%と同様に増加してぃる

出生は0.フ%を担っている'。分娩取扱旛設(病院、診療而の数は、平成8年には病院

1720施設、診療所2271施設であったが、平成26年は病院1041施設、診療折1243

施設と、20年以上一貫して減少が続いている.。

'厚生労働省'「医療施設調査」(円戟名026年)
゜生'斗山「健や功親子21の

分娩取扱診療所の平均常勤産婦人科医"市数の推移は1.5人(平成20年)から1.7人

(平成26年)と、1~2名の医師による診療体佑Ⅲこは大きな変化はなく、全分娩の45.醗

⑦早産児,

早産児(在胎期間37週未満)の出生害"合は、平成2年に4.5%、平成12年に5.4%、

平成22年に5.フ%と^口している。

⑧新生児死亡率,

新生児死亡率(出生1000対)は、平成2年に2.6、平成12年に 1.8、平成22年に1.1

と減少している。

⑨その他(「健や力親子21」各課題の取*且より)

力壬産婦死亡率(出産10万対)は、平成12年の6.3が、平成22年に4.1となっている。

産後うつ病の発生率は、平成13年の13.4%が、平成21年に10.3%となっている。

産婦人科医ni徴^吊人科医及て"竃科医)は、平成12年の11,059人が、平成22年に

析及

10,652人となっている。

助離而数は、平成12年の24,511人が、平成22年に29,672人となっている。

2 周産期医療の提供体帋"

①周産期医療の提供燃11

① 1施設分娩のうち、診療所と病院での出生がそれぞれ約半数を担い、助産所での出生は
^、、、

の推進に

0.9%程度を担っている'

る研究(

また1~2名の医師による有床診療所が全分~娩の約半数を担い、病院に勤務する趣吊人

科医も平均3名程度であり、さらに新生リ諜中治療管理室(N1側)1施設当たりの病床も
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をこのような有床診療目肋§担っている。一方、分娩取扱病院の平均常勤産婦人科医数は

4.3人(平成20年)から6.0人(平成26人).と増力伽頃向であり、分,免取扱病院においては、

勤務環境の整備弌弓弧免体罰」の瓢財寺等のために一定程度の集矧ヒが進んでいると考えら

れる。また、平成15年に1才新生児集中治療室(以下「MCU」という。)をもつ施設のう

ち、1施設当たりの病床だ6床以下の施設数が最も多かった(日本周産期・新劉旦医学

会調査)が、平成26年は6床レメ下の施設は29%(医政局針城医療計面・賞と施設

の規模も拡大傾向にある。

このように、わが国の周産期医療提g淋制は、■ヒ較的小規模な多数の分妓焔設がう)散

的に分娩を担うという特徴を有しているものの、近年は分娩取扱病院については重点

化、集矧ヒが徐々に進んでいる。

② NICUの病床数は、平成14年に265施設、2,122床であったが、平成26年に330施設、

玉Ω段床となっている。また、母体・胎リ諜中治療室(以下「1伊lal」という。)は平成

8年より設置が開始され、平成14年に42施設、 381床であったが、平成26年に110

j缶設、 715床と増加している.。

③このような状況の中で、これまで周産期医療に係る人的・物的資源を充実し、高度な

医療を適切に供給ずる体制を整備するため、各都道府県において、総合周産瑚母子医療

センター、"拶劍司産期母子医療センター及て門般送崎1等に関する周産期医療体制の整備

が進められてきたところである。

④「小児矛斗・産矛斗における医療資源0)集約fヒ・重点化の推進について」(平成17年12

月22日付け医政発 1222007号・刷見発 1222007号・総財

融2号厚生労働省'医政局長・厚生労働省雇用均等・↓尾童衆証V司長・総務省'自治財政局長・

文音酬一'高等教育局長連名通知以下「集約イ吋鰕隹通知」という。)において、小児

科・薗、斗の医"市偏在問題については、医療資源の集矧ヒ・重点化の推進が当面の最も有

効な方策であることを示した

⑤続いて「周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会報告書」(平成21年3月)

を受け、周産期医療対策事業の実施要綱に基づく周産期整備指針の見直しを行うため、

平成22年1月に「周産期医療の確保について」(平成22年1月26日付け医政発0126

第1号厚生労働省'医政局長通知)を発出した

⑥さらに咽産期医療体制のあり方に関する検剖会」を平成27年度から開崔し、平成

3または6床の小規模の施設数力§最も多い(2003年日本周産期・新生児医学会司酢杏D など、

施設の規模(1施設当たりの医師剃が小さい施設が多い。

23年度以降の周産期を取り巻く様々な課題についての議論を行い、周産期医療体制の新

②産婦人科医の実態

たな方針を示した

②産矛斗医の実態

平成12年から平成22年までの間に医師全体の数が約3.9万人増加した一方、産矛斗医(及

このように、わが国の周産期医療提供体制は、比較的小規模な多数の分娩施設が分散的

に分娩を担うという特徴を有している。 '

平成12年から平成26年までの間に医療施設に従事する医師総数が約5.4万人(2器)'

② NICUの病床数は、平成14年に265施設、2122床であったが、平成20年に265施設、

2310床となっている。また、母体・』剖見集中治療室(ⅧICU)は平成8年より設置が開始

され、羽戎14年に42施設、 381床であったが、平成20年に77梅斐、 512床と増加して
いる2

③このような状況の中で、周産期医療に係る人的・物的資源を充実し、高度な医療を適切

にg排合ずる体佑ljを整備するため、各都道府県において、総合周産期母子医療センター、地

樹司産期母子医療センター及て触送体制等に関する周産期医療体制の整備が進められて

きたところである。

④また、平成17年12月22日付け医政局長、雇用均等・児童家庭局長連名通知「小児矛斗・

産矛斗における医療資源αX集約1ヒ・重点化の推進について」(以下「集糊ヒ推進通知」とい

う。)において、小児科・薗.1の医師^問題については、医療資源の集矧ヒ・重点化の

推進が当面の最も有効な方策であることを示したところである。

422号・17文矛斗高第
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⑤「周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会報告書」(平成21年3月)を受け、

周産期医療対策事業の実施要綱に基づく周産瑚整備指針の見直しを行うため、平成22年1

月に「周産期医療の確保について」(平成22年1月26日医政発0126第1号厚生労働省'医

政局長通知)を発出したところである。



増加した一方、凾吊人科医師数^人科医、産矛斗医及て欺吊人科医)は、平成12年の12,870

人が、平成22年に12 369人、平成26年は12888人と 18人(0.1%)の増加である'。分娩

取扱旛設の常勤趣帛人科医師数は、司牧20年は7390人、平成27年は8576人で増力Ⅲ頃

向となっている。

③新生児医療を担当する医師の実見R

新生↓皀医療を担当する小児矛斗医等は、平成12年に2,640人、平成22年に3,173人と増

力畷頃向であったが、平成26年は3289人と、 NCU病床数に比して勵nが緩徐であず。

④ 助赴市の実態

助赴市数は平成8年に1詠り2.4万人であったが、平成26年には3.4万人まで剛口して

いる 6。

助商折の数(助産所四開設者である助産師数)は、平成8年に947施設であったものが、

平成18年に朋3施設まで減少したが、平成26年に902施設まで回復している。しかし、

分娩取扱助産所数は、平成23年には474施設であったが平成27年には如8施設と浦減し

ている'。一方、院内助産所数及び助赴市外来は、平成23年にはそれぞれ160、894であっ

たが、平成26年にはそれぞれ166、 947 と増力叫頃向である.。

第2

1

(D 周産期医療に関する協議会

道府県における周産期医療体帋1の整備

1の

①周産期医療に関する協議会の設置

に必要な事項

都道府県は、周産期医療体制の整備に関する協議を行うため、周産期整備指針に規定

していた周

する上で重要な関評、を有司、る者を構

ものとする。周産期医療体制を劉甫・キ隹進,、る上で重要な関係、を有する者とは、例えば、

び趣吊人科圓の数は逆に約400人減少している'。

保健医療関係機関・団体のイ弌表、中核となる周産期母子医療センター・弌出城の一炊医療

施設等の医師・助産師等看談職及びその他の医療従事者、医育機関関俳、者、消防関停、者、

医療協議会を刑翫させる等により、周

学識経験者、都道府県・市岡村の代表等のことをいうものであり、地域の実情に応じて

③新生児医療を担当する医師の実見E

新生j見医療を担当する小児科医等は、平成12年に26卯人、平成22年に3173人と増加し

ている。

④助酵市の実見呉

昭和30年の5.5万人から平成4年頃の2.3万人まで減少したが、平成22年に3.0万人ま

選定ずる。

②協議事項

周産期医療に関する協議会は、次に掲げる事項について、必要に応じて年に複数回、

として、周産期医療に関する協議会を設臂する

「医百6・歯手斗陛而

で回復している'。

早色弐

助産所の数(助産所開設者捌は、平成8年に947施設であったものが、平成18年に683

施設まで減少したが、平成22年に890施設まで回復している'。

「衛生行

゛24^
ユ=

医療の提供体制」を劉肯・チ隹進

^】(司勾戎27年)
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協議を行うものとする。またその内容について

うものとする。なお、周

れ、災害対策など、他事業・疾患、との連を要する事項については、周

る協議会と、メディカルコントロール協議会、消防防災主管部局等の闘吏団体弌洛事業

の行政担当者と連携し、台城の実胤こ応じて、実施に関する基準等を協議するものとす

る。

周産期医療体制に係る調査分、析に関する事項

医療計画個産期医療)の策定に関する事項佛6次医療計画までの周産期医療体

柵苦、精神疾患を含tP合f并症を有する母体昊噺生児の受入

制整備計画の内容を含む。)

ウ母体及て噺生児の棚苦及て暖入れ(県域を越えた搬送及て暖入れを含む。)、母体や

新生児の死亡や重篤な症例に関する事項

:ニ

オ周

総合周産期母子医療センター及ぴ地域周

道府県は住民に対して情報提供を行

力搬送コーディネーターに関する事項

キ他事業との

医謝青報センター咽産期救急イ青報システムを含む。)に関する事項

る疾患に関する医療等)

ク盤拶剣司産期医療関連施設等の周産期医療関俳、者に対ずる研彦に関する事項

ケそ4X也、特ιこ検討を要する事伊」や周産期医療体柳」の整備に関し必要な事項

③都道府県医療審議^との連携

を要する事項(救急医療、災害医療、精神疾患等の周産期に合併ナ

周産期医療に関する協議会については、医療法第71条の2 1項に規定する都道府

県医療審議会又は同法第30条の23第1項に規定ずるガ即肉匠療対策協議会の竹業部宕△と

医療に関す

して位置付けるなど、都道府県医療

(2)総合周産期母子医療センター及びガ拶剣司産期母子医療センター

ものとする。

母子医療センターに関する事項

①指定及U認定

都道府県は、 2の②の③に定める機能、診療矛斗目、設備等を有司、る医療施設を総合

周産期母子医療センターとして指定ずるものとするまた、都道府県は、 2の(2)の②

に定める機能、診療矛斗目、設備等を有する医療旛設を台拶窮司

て認定するものとする。

②支援及て刈旨導

総合周産期母子医療センター及び針単剣司産期母子医療センターは、本指針の定める機

能、診麝'1目、設備等を満たさなくなった場合は、その旨を速やかに都道府県に報告す

及び賀城医療対策椿議会と癌接な連携を図る

るものとし、当該報告を受けた道府県は、当該医療旛設に対して適な支援及て刈昔導

母子医療センタ」とし
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を行うものとする。

③指定及て駕定の取消し

イに定める道府県による支援及て刈昔導が実施された後も総合周産期母子医療セン

ター又1才ナ也域周産期母子医療センターが改善しない場合は、都道府県は、当該医療旛設

の総合周産期母子医療センターの指定又1力也國司産期母子医療センターの認定を取り

③

消すことができるものとする。

①周産医療情報センターの敲

医療「青報センター

都道府県は、総合周産期母子医療センター等に周産期医療t青報センターを設置するも

のとする。

②周産期救急情報システムの運営

ア周

ンター及び助産所を<tp-・次医療施設弌壮也國司産医療関連施設等と遍言回線等を

接紗、し、周産期救急情報システムを運営tるものとする。

医療t青報センターは、総合周

イ周産期医療情報センターは、次に掲げる清報を収し、関係者に提供するものとす

る。

(ア)周

丘乞^

(ウ)手術、検査及て凱置の可否

(エ)蝕圭例の受入可能吠況

医療に関する診療科別医師の存否及ひ劉勝状況

(オ)救急搬送に同行ずる医師の存否

(カ)その介包地域の周

ウ,1酵R収

母子医療センター、針城周

周産期医療'1青報センターは、電話、FAX、コンピューター等適切な方Υ去により情報

を収集し、関係者に提供ずるものとする。

コニ

提供の力Υ去

救急医療「青報システムとの

周

ノ

のt欝R参照等により、救急医樹青報システムと連を図るものとする。また、周産期

医療の提供に関し必要な事項

救急情報システムと救急医療情報システムを連させることにより、総合周産期母子

救急f青報システムについては、救急医療f誰&システムとの一体的運用弌湘互

医療センター、地國司産期母子医療センターその他のガ如劍司

母子医療セ

救急センター、消防機関等がイ青報を共有できる体制を整備することが望ましい。また、

災害時等、遍言手段が限られた場合の周産期救急情報システムの運用にっいても平時

より関俳、者に周会口ずること。

医療関連施設救命
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(4)^闘去コーディネーター

都道府県は、周

行う搬送コーディネーターを配置することが望ましい。

①医療旛設又は消防機関から、母体又は新生児の受入医療施設の調整の要請を受け、受

入医療施設の選定、確訳い及ひ回答を行うこと。

②医療施設から情報を積極的に収集し、1青報を更新ナるなど、周産期救急情報システム

の活用推進に努めること。

医療清報センター、救急医樹

③必要に応じて、住民に医療旛設の情報提供を行うこと。

④その他母体及て噺生児の搬送及て"受入れに関し必要な業務を行うこと。

⑤周産期における災害対策

これまでの震災の研究昊殺討力喝、現伏の災害医療体佑"で1力」、児・周産期医療に関して

準備不足であることが指摘された。また、周産期医療については平時力追独自のネットワ

ークが形成されていることが多く、災害時にも既存のネットワークを活用する必要嵐ゞ指

摘された7。そのため

として、小児・周産期医療に樹ヒした調整役である「災害時小↓刊司産期りエゾン」を配置

センター等に、次に掲げる業務を

すること。また、災害時小児周産期りエゾンに認定された者は、各道府県において平時

からの副1練や災害時の活動を通じて、針城のネットワークを災時に有効に活用する出且

みを構築すること。なお、副1鯨の実施にあたっては、周

地域の一次医療旛設を含めてガ城全体で行うこと。

⑥周産期医療関係、者に刻tる研彦

道府県は災害対策本部等に災害医療コーディネーターのサポート

都道府県は、ガリ或周産期医療関車施設等の医師、助酬市、看護師、搬送コーディネータ

ー、NICU入g剋尾支援コーディネーター等に対し、州城の保健医療関係機関・団体等と連携

し、総合周産期母子医療センター等において、必要な専門的・基礎的知識及て刈支術を習得

させ、また凱城における母孑イ杲健や樹'等の体制」についての理解を深めるため、到達目標

を定め、研盗を行うものとする。

①到達目標の例

ア周

イ

ウ

急を要する母体及U噺生児に対する的確な判断力及ひ高度な技術の習得

医療に必要とされる基本的な失偏哉及て刈支術の習写

②研座内容の例

整備や

CU等高次医療施設をi即完後、地域で医療的なケアを要する児

ア産矛斗

生労

母子医療センターをはじめ

のために必要な手続き等に関する基礎的ナよ知識の習得

「周 医療体制のあり方に関する コ= 見のとりまとめ」(平成那年度

のための環境
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(ア)胎児及び母体の槻兄の適切な乳墾と逃東な対応

(イ)薗.●ショックとその対策

(ウ)力壬産婦死亡とその防止刻策

(エ)帝王切開の問題点

イ新生児医療

(ア)ハイリスク新生児の医療提供体告11

(イ)新生炉。関連統言ト・疫学データ

(ウ)新生児搬送の迎ぶ

(エ)新生児蘇生法

(オ)ハイリスク新生児の逃末な診断

仂)新生旧、管理の実際

(キ)遍浣後の保健^、フォローアップ実施方^

ウその他

(ア)救急患者の緊急度の判断、救急患者の搬送及て暖Nレーノレ等

(イ)他の診療矛斗との合同の症伊犲余手桧等

(ウ)地域の樹止施設;療育支援施設との

2 医療機関とその連

①目指すべき方向

育嬬「第1 周産期医療の現次」を踏まえ、個々の医療機能、それを満たす医療機関、

さらにそれら医療機関相互の連携により、対応する分娩のりスクに応じた医療が提供され

る体制を構築する。

構築に当たっては、医療機関問の連携、近隣都道府県等との連携昿」或搬送・相互支援

体制の構築等、県域を越えた母体及て噺生児の搬送及て暖ン入れが円滑に行われるための措

圖、輸血の確保(負城の関係機関との連携を図り、血柴重躋11や赤血球製却」等の輪血用血

液重蜘」が緊急時の大量使用の場合も含め安定的に供給されるよう努める)等を推進すると

ともに、これまでのハイリスク分娩等に対司、る嚇且以外にも、正常分娩等に対tる安全な

医療を提供するための体制の確保や、周産期医療関連旛設を遅完した1^児等が生活の場

で療養・療育できる体脚」の確保についても取り組むこととする。

①正常分娯縛に対し安全な医療を提供するための、周産期医療関連施設間の連携

ア正常分娩(りスクの低い帝王切開術を含む。)や々壬婦健診等を含めた分娩育殿の診療

を安全に実施可能な体制

イハイリスク分娩や阜ψ変時に1ネナ也國司産期母子医療センター等へ避密に搬送が可能

=議等
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1 目指すべき方向

育嬬「第1 周産期医療の現状」を踏まえ、個々の医療機能、それを満たす医療機関、さ

らにそれら医療機謝ヨ互の連携により、対応する分娩のりスクに応じた医療が提供される体

制を構築する。

構築に当たっては、周産期整備指針に基づく周産期医療体告リの構築として、医療機関間の

連携、近隣都道府県等との連携昿域搬送・相互支援体制の構築等、県域を越えた母体及び

新豐旦の搬送及て綬ン入れが円滑に行われるための措圖、輸血の確保(地域の関係機関との

連携を図り、血ノj皈等輸血用血液製郵」が緊急時の大量使用の場合も含め安定的に令船される

よう努める)等を推進するとともに、これまでのハイリスク分娩等に刻する嚇且上峅にも、

正常分娩等に対する安全な医療を提供するための体痢1の確保や、周産期医療関連旛設を遇完

した1章害児等が生活の場で療養・療育できる体制の確保についても取り組むこととする。

①正常分娩等に対し安全な医療を提供ずるための、周産期医療関連旛設間の連携

①正常分娩(りスクの低い帝王切開術を含む。)判激吊健診等を含めた分娩前後の診療を

安全に実施可能な体制

②ハイリスク分娩や阜山変時には州戴周産期母子医療センター等へ迅速に搬送が可能な



な体告11

②周産期の救急対応が24断占可能な体缶リ

総合周産期母子医療センター、豊川剣司産期母子医療センター及びそれに準ずる施設を

中心とした周産期医療体伶11による、浜時間対応可能な周産期の救急対応

③新制旦医療の提供が可能な体告11

新豐旦搬送体帛りやNICU、新劉皀回復期治療室(以下「GCI]」という。)の整備を含めた

新生児医療の提供が可能な体雋11。低出生体重児の害洽の

不足する傾向にあることから、都道府県は出生1万人対25床から30床を目標として、

その配置も含めガ城の実情に応じて整備を進めるものとする。特に、安定した雌伽國司産

期医療提供体帋11の構築のために1ネ新生児医療を担う医師の確保、充足が重要であること

から、周

当する医師の充足状況を割丑握した上で、医師の確保のために必要な方策を討し、明示

すること

④ NICUに入室している新生児の療養・療育支援が可能な体帛11

周産期医療関連旛設を運完した障害児等が生活の場で療養・療育できるよう、医療、

保健及て畊勘止サービスが相互に連携した支援

母子医療センター等の賀蜘噺生児医療を担う施設における新生児医療を相

②各医療機能と連携

お婚巳「(D 目指すべき方向」を踏まえ、周産期医療体制に求められる医療機能を下記

①から④に示す。

都道府県は、各医療機能の内容姻標、医療機関等に求められる事項等)にっいて、地域

の実情に応じて柔軟に設定ナる。

①正常分娩等を扱う機能(日常の生活・保謝旨導及て噺生児の医療の相談を含む。)【正

常分娩】

ア目標

正常分娩に対応すること

力壬々吊健診等を含めた分娩育殿の診療を行うこと

周産期母子医療センター及ぴそれに準ずる施設なゼ他の医療機関との連携によ

り、りスクの低レ啼王切開術に対応すること

イ医療機関に求められる事項

産矛斗に必要とされる検査、診断、治療が実施可能であること

正常分娩を安全に実施可能であること

140 -

口や長期入院等により病床力

体制

②周産期の救急対応が説断占可能な体制

①総合周産期母子医療センター迷、賀捌國司産期母子医療センター※及びそれに準ずる施設

を中心とした周産期医療体制による、墜時間対応可能な周産期の救急対応

※周産期整備指針に規定されるもの。

、

③新生児医療の提供が可能な体制

新劉見搬送弌噺制口中治療管理室(NICU)の後方病室確保を含めた新生1旦医療の提供

が可能な体椒」

④ NICUに入室している新生児の療養・療育支援が可能な体制1

周産期医療関連施設を運完した障害児等が生活の場で療養・療育できるよう、医療、保

健及て畔謝止サービスが相互に連携した支援

2 各医療機能と連携

お榔「1 目指すべき方向」を踏まえ、周産期里医療体制に求められる医療機能を下記①

から(4)しこ示ナ。

都道府県は、各医療機能の内容帽標、医療機関等に求められる事項等)にっいて、ガ城の

実情に応じて柔軟に設定する。

Q)'正常分娩等を扱う機能(日常の生活・保剛鶚及て噺制巳の医療の相談を含む。)【正

常分娩1

①目標

正常分娩に対応tること

妊婦健診等を含めた分娩育殿の診療を行うこと

台歩或周産期母子医療センター及びそれに準ずる施設など他の医療機関との連携によ

り、りスクの低い帝王切開術に対応すること

②医療機関に求められる事項

産矛斗に必要とされる検査、診断、治療が実施可能であること

正常分娩を安全に実施可能であること



他の医療機関との連携により、合併症や、帝王切開術その他の手術に適切に対応

できること

力壬産婦のメンタノレヘノレスに対応可能であること

緊急時の搬送にあたっては、周産期救急情報システム等を活用し、病態や緊急度

に応じて適切な医療機関を選定ずること。また平時から近隣の高炊旛設との

ウ医療機関の例

産矛斗又1ネ凾帝人科を標楴する病院又11診療所

連携病院臨約イヒ推進通知に規定されるもの)

助商折

②周産期に係る■嫩的高度な医療行為を行うことができる機能【ガ拶剣司産期母子医療セ,

ンター】

ア目標

周産期に係る比較的高度な医療行為を実施すること

24時間体制での周産期救急医療(緊急帝王切開術、その他の緊急手術を含む。)

に対応すること

イ医療機関に求められる事項

制を構築すること

(ア)機能

針如國司産期母子医療センターは、断.1及び小児手斗噺生児診療を担当するもの)

等を備え、周産期に係る比較的高度な医療行為を行うことができる医療施設を都

道府県が認定ずるものである。ただし、NICUを備える小児専門病院等であって、

都道府県が適当と認める医療旛設については、産矛斗を備えていないものであって

も、ガぢ域周産期母子医療センターとして認定することができるものとする。

b l^1司産期母子医療センターは、負単剣司産期医療関連施^からの救急搬送や

総合周産期母子医療センターその他の地剣司産期医療関連施設等との連携を図

るものとする。

C 都道府県は、各地國司産期母子医療センターにおいて設定された提供可能な新

生児医療の水準について、医療計画に明記するなどにより、関件、者及例主民に情

報提供するものとする。

(イ)整備内容

0 施設数

他の医療機関との連携により、合台綻や、帝王切開術その他の手林テに適切に対応で

きること

★壬産婦のメンタルヘルスに対応可能であること

③医療機関の例

産矛斗又1ネ産婦人科を標袴ずる病院又1*診療所

連携病院喋矧刷隹進通知に規定されるもの)

助産"折

②周産期に係る比較的高度な医療行為を行うことができる機能【針拶剣司産期母子医療セ

ンター】

①目標

周産期に係るH數的高度な医劉テ為を実施すること

24噺司体市1での周産期救急医療(緊急帝王切開術、その他の緊急手犲テを含む。)に対

応すること

②医療機関に求められる事項

などにより、、関停、者及て科主民に1誕R提供するものとする。

イ整備内容

(ア)力包設数
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周産期整備指針 台如媚産期母子医療センターの項を参照されたし2の2

(参考:周産期整備^より)

ア機能

(ア)針拶剣司産期母子医療センターは、産矛斗及び小児矛斗(新生旧,診療を担当するも

の)等を備え、周産期に係る比較的高度な医療行為を行うことができる医療施設

を都道府県が認定するものである。ただし、N1側を備える小児専門郷完等であっ

て、都道府県が適当と認める医療旛設については、産矛斗を備えていないものであ

つても、地域周産期母子医療センターとして認定することができるものとする。

(イ)台り剣司産期母子医療センターは、地國司産期医療闘車旛設等からの救急搬送

や総合周産期母子医療センターその他の批川剣司産期医療関連旛設等との連携を

図るものとする。

(ウ)都道府県は、各"如窮司産期母子医療センターにおいて設定された提供可能な

新生児医療の水推について、医療計画および周産期医療体惰リ整備計画に明記する



台即剣司産期母子医療センターは、総合周産期母子優療センターーか所に対して

数か所の御洽で整備するものとし、ーつ又は複数の二炊医療圏にーか所又は必要

に応じそれ以上整備することが望ましい。

b 診療矛斗目

宝包國司産期母子医療センターは、産矛斗及び小j眸ト(新生児医療を担当するもの)

を有司、るものとし、麻酎岬斗及びその他関連診療矛斗を有することが望ましい。ただ

し、NICUを備える小児専門病院等であって、都道府県が適当と認める医療施設に

ついては、産矛斗を有していなくても差し支えないものとする。

C 設備

地國司産期母子医療センターは、次に掲げる設備を備えるものとする。

(a)産矛斗を有する場合は、次に掲げる設備を備えることが望ましい。

i 緊急帝王切開術等の実施に必要な医療機器

註分娩監見装置

血超音波診断装置(カラードップラー機能を有するものに限る。)

加微量輯箙装置

V その他産矛1医療に必要な設備

(b)小j児科等に1婦i制見病室を有し、次に掲げる設備を備える纈CUを設けるこ

とが望ましい。

i 新生児用叩及循環監見装置

註新生児用人江嫉気装置

血保育器

N その他新劉巳集中治療に必要な設備

(ウ) 1哉員

ガ三域周産期母子医療センターは、次に掲げる職員を配置することが望ましい。

a 小児手斗(新生児医療を担当するもの)について1工討時間体市11を確保するため

に必要な職員

b 薗、斗を有する場合は、帝王切開術が必要な場合にヨ班(おおむね30分以内)

に手術への対応が可能となるような医師(麻酎チ斗医を含む。)及ぴその他の各種

職員

C 新生児病室については、次に掲げる職員

(0) 24時間体柳」で病院内に小↓見科を担当する医師が勤務していること

(b)各ガ拶剣司産期母子医療センターにおいて設定した水準の新生児医療を提供

するために必要な看護師が適当数勤務していること
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"如劇司産期母子医療センターは、総合周産期母子医療センター1か所に対して

数か所の割合で整備ずるものとし、1つ又は複数の旦次医療圏に王か所又1才必要

に応じそれ以上整備することが望ましい。

(イ)診療科目

ガセ國司産期母子医療センターは、産科及び小児矛斗(新制見医療を担当するもの)

を有するものとし、麻酎チ斗及びその他関連診療矛斗を有することが望ましい。ただ

し、MCUを備える小児専門病院等であって、都道府県が適当と認める医療施設に

ついては、産科を有していなくても差し支えないものとする。

(ウ)設備

台三國司産期母子医療センターは、炊に掲げる設備を備えるものとする。

a 薗、斗を有司、る場合は、次に掲げる設備を備えることが望ましい。

(a)緊急帝王切開術等の実施に必要な医療機器

(b)分娩監視装置

(C)超音波診断装置仂ラードップラー機能を有するものに限る。)

(d)微量輸液装置

(e)その他産科医療に必要な設備

b 小↓腎1等に1ネ新生↓見病室を有し、次に掲げる設備を備えるNICUを設けること

が望ましい。

(a)新生児用叩及循環監視装置

⑤新生↓尾用人工換気装置

ω保育器

(d)その他新生炉喋中治療に彪要な設備

ウ職員

地域周産期母子医療センターは、次に掲げる職員を配置することが望ましい。

(ア)小j腎斗噺生児医療を担当するもの)については、24時問体制を確保する

ために必要な職員'

(イ)産矛斗を有する場合は、帝王切開術が必要な場合に迅速(おおむね30分以

内)に手術への対応が可能となるような医師傭割卵斗医を含む。)及びその他

の各種職員

(ウ)新生児病室については、次に掲げる職員

a 24時間体伶11で病院内に小児科を担当する医師が劃勝していること。

b 各ガ拶或周産期母子医療センターにおいて設定した水準の新生児医療を提供

するために必要な看護師が適当数剃勝していること。



い

(エ)連携機能

台Ⅲ或周産期母子医療センターは、総合周産期母子医療センターからの戻り搬送の

受入れ、オ、ープンシステム・セミオープンシステム等の活用、合同症伊験剖会等の

開催等により、総合周産期母子医療センターその他のガ伽剣司産期医療関連施設等と

連携を図るものとする。

臨床心理士等の臨床心理技φ斤者を配置すること

NICUを有する場合は入1兇見支援コーディネーターを配置ずることが望まし

ウ医療機関の例

地國司産期母子医療センター喋矧ヒ描隹通知に規定される

む。)

③母体又は児におけるりスクの高い,動辰に対する医療及び高度な新生炉。医療等の周産

期医療を行うことができる機能【総合周産期母子医療センター】

ア目標

合台叙撒壬娠、胎児・新生児異常等母体又は児にりスクの高い々致辰に対司、る医療、

高度な新生児医療等を行うことができるとともに、必要に応じて当該旛設の関係、診

療科又は他の施設と連携し、産矛斗合イ掬包メ外の合イ并症を有する母体に対応すること

周産期医療体告11の中核として地國司産期医療関連旛設等との連携を図ること

イ医療機関に求められる事項
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(イ)総合周産期母子医療センターは、貴拶劒司産期医療関連旛設等からの救急搬送

を受け入れるなど、周産期医療体雋11の中核として地國司産期母子医療センターそ

の他の卦即剣司産期医療闘車施設等との連携を図るものとする。

(ア)機能

0 総合周産期母子医療センターは、相当規模のWICUを含む産矛判丙棟及びNCU

を含む新生児病棟を備え、常時の母体及て噺生児搬送受入体制を有し、合台判撒壬

娠値危壬娠高血圧症イ戻群、切迫早産等)、胎児・新生児異常鰹低出生体囿見、

先天異常児等)等母体又は児におけるりスクの高い★激辰に対ナる医療、高度な新

生児医療等の周産期医療を行うことができるとともに、必要に応じて当該施設の

関俳、診療矛斗又は他の施設と連携し、ヨ畄血管疾患、心咳患、敗血症、外傷、精神疾

墨等を有司、る母体に対応することができる医療施設を都道府県が指定するもの

である。

b 総合周産期母子医療センターは、ガ単剣司産期医療関連施設等からの救急搬送を

受け入れるなど、周産期医療体制の中核としてガ丘域周産期母子医療センターその

他のガ伊剣司産期医療関連施設等との連携を図るものとする。

強化病院を含

臨床心理士等の臨床心理技っ斤者を配置すること。

工連携機能

"如剰司産期母子医療センターは、総合周産期母子医療センターからの戻り搬送

の受入れ、オープンシステム・セミオ~ープンシステム等の活用、合同症例検討会

等の開催等により、総合周産期母子医療センターその他の針夘剣司産期医療関連施

設等と連携を図るものとする。

③医寮幾関の例

貴単國司産期母子医療センター等

③母体又は児におけるりスクの高い力動辰に対する医療及て塙度な新生L旦医療等の周産期

医療を行うことができる機能【総合周産期母子医療センター】

①目標

合併匙激辰、胎児・新生児異常等母体又は児にりスクの高い力壬娠に対ずる医療、高

度な新生児医療等を行うことができるとともに、必要に応じて当該旛設の剛系診療科

又は他の施設と連携し、産禾恰イ并症レメ外の合イ労症を有司、る母体に対応すること。

周産期医療体雋"の中核として地國司産期医療関連旛設等との連携を図ること

②医側幾関に求められる即頁

周産期整備指針第2の1総合周産期母子医療センターの項を参照されたい。

剣腕院喋矧ヒ推進通知に定されるもの)

(参考:周産期整備^より)

ア機能

(ア)総合周産期母子医療センターは、相当規模のWICUを含む産翆"一丙棟及びNICU

を含む新生児病棟を備え、常時の母体及U噺生児搬送受入体制を有し、合,令撒壬

娠値揖致辰高血圧症イ瓢羊、切迫早産等)、胎児・新制見異常艇イ氏出生体重児、

先天異常児等)等母体又は児におけるりスクの高い力壬娠に刻する医療、高度な新

制尾医療等の周産期医療を行うことができるとともに、彪要に応じて当該施設の

関俳杉療矛斗又は他の旛斐と連携し、脳血管疾患、心疾患、敗血症、外傷等を有ず

る母体に対応することができる医療施設を都道府県が指定するものである。

C
-ω

④



(イ)整備内容

a 施設数

総合周産期母子医療センターは、原則として、三淡医療圏にーか沙^るも

のとする。ただし、都道府県の面積、人口、地勢、交通事情、周産期受療状況及

び翅戴周産期医療関連施設の所在等を考慮し、三次医療圏に複数設置ずることが

できるものとする。なお、三次医療圏に総合周産期母子医療センターを複数設置

する場合は、周産期医療情報センター等に母体搬送及て噺生炉d般送の調整等を行

う搬送コーディネーターを配置する等により、母体及て噺制見の円滑な搬送及び

受入れに留意するものとする。

b 診療ヂ1目

総合周産期母子医療センターは、j卦゛1及て噺生炉。医療を専門とする小↓見科

伽FICU及びN1例を有司、るものに限る。)、麻酎味斗その他の関係診療矛斗を有司、るも

のとする。

0 関係診}厨.1との連携

総合周産期母子医療センターは、当該施設の関係診療科と日頃から緊密な連携

を図るものとする。

総合周産期母子医療センターを設置する医療施設が救命救急センターを設置

している場合又1ネ救命救急センターと同等の機能を有する場合(救急矛1、1畄神経

外科、心臓血管外科又1卸き環器内科、放射線科、内科、外翆階を有することをい

う。)は、都道府県は、その旨を医療計画にヨ識し、関係者及て堆昂こ'「青報提供

するものとする。また、総合周産期母子医療センターを設置する医療施設が救命

救急センターを設置していない場合又1士救命救急センターと同等の機能を有し

ていない場合は、都道府県は、当ヨ亥施設で対応できない母体及て噺生児の疾患並

ぴに当該疾患について連携して対応する協力医療施設を医療計画に記載し、関係

者及て刈主民に情報提供するものとする。

イ整備内容

(ア)力極設数

総合周産期母子医療センターは、原則として、三次医療圏にーか沙^るも

のとする。

ただし、都道府県の面積、人口、地勢、交通事情、周産期受療状況及び地國司

産期医療関連旛設の所在等を考慮し、三次医療圏に複数設置することができるも

のとする。なお、三次医療圏に総合周産期母子医療センターを複数設置ずる場合

は、周産期医療情報センター等に母体搬送及て噺生児搬送の調整等を行う搬送コ

ーディネーターを配置する等により、母体及て噺生児の円滑な搬送及て戸受入れに

留意するものとする。

(イ)診療科目

総合周産期母子医療センターは、産矛斗及て噺制見医療を専門とする小児科

゛1FICU及びN1例を有司、るものに限る。)、麻酎牙斗その他の関係診療科を有するも

のとする。

(ウ)関係診療科との連携

総合周産期母子医療センターは、当該施設の関係診}赫1と日頃から緊密な連携

を図るものとする。

総合周産期母子医療センターを設置ナる医療旛設が救命救急センターを設置

している場合又は救命救急センターと同等の機能を有する場合(救急科、』畄神経

外科、心臓血管外科又1静き環器内科、放射線科、内科、外飛階を有司、ることをい

う。)は、都道府県は、その旨を医療'計画及び周産期医療体制整備計画に記載し、
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また、総合周産期母子医療センターを設置する医療施設においては、当該施設

が精神科を有し施設内連が図られている場合はその旨、有さない場合1ガ車し

て対応する協力医療旛設を医療計画に記載し、精れ嫉患を合イ并する妊産婦にっい

ても対応可能な体制」を整え、関停、者およ主民に1青報提供するものとする

設備等

総合周産期母子医療センターほイ次に掲げる設備等を備えるものとtる。

(エ)設備等

総合周産期母子医療センターは、次に掲げる設備等を備えるものとする。

関係者及て堆民に't青報提供するものとする。また、総合周産期母子医療センター

を設置する医療施設が救命救急センターを設置していない場合又は救命救急セ

ンターと同等の機能を有していない場合は、都道府県は、当該施設で対応できな

い母体及て噺生児の疾患並びに当該疾患、について連携して対応する協力医療施

設を医療計画及び周産期医療体帋"整備計画に記載し、関係者及び住民に情報提供

するものとする。

d
-



(a) 1舮ICU

MFICUには、次に掲げる設備を備えるものとする。なお、 WICUは、必要に

応じ個室とするものとする。

i 分娩謝見装置

註叩及循環監見装置

道超音波診断装置(カラードップラー機能を有司、るものに限る。)

加その他母体・胎児集中治療に必要な設備

(b) NICU

N1例には、次に掲げる装置を備えるものとする。

i 新生児用叩及循環監視装置

五新生炉■人工換気装置

j亘超音波診肉陛置(カラードップラー機能を有司、るものに限る。),

N 新生児搬送用保育器

V その他新生児集中治療に必要な設備

(C) GCU

卿には、N1側から退出した児並びに輸液、酸素投与等の処置及び心舶叩及

監視装置の使用を彪要とする新制見の治療に必要な設備を備えるものとする。

(d)新劉見と家族の愛着乎づ成を支援するための設備

新制旦と家族の愛着升つ成を支援するため、長期間入院する新制見を家族が安

心して見守れるよう、NICU、GCU等への入室面会及び母孚L保育を行うための設

備、家族宿泊施設等を備えることが望ましい。

(e)ドクターカー

医師の監視の下に母体又1才新生児を搬送するために必要な患者監視叢置、人

工叩及暑跨の医療機器を搭載した周産期医療に利用し得るドクターカーを必

要に応じ整備するものとする。

①検査機能

血液一般検査、血液凝固系検査、生化学・明窒検査、血液ガス検査、輸血用検

査、エックス線検査、超音波診幽僕置(カラードップラー機能を有司、るものに

限る。)による検査及て粉娩寄見装置による連紗山勺な監視が常時可能であるも

のとする。

(ウ)病床数

a ⅧICU及びNICUの病床数は、当該施設の過去の患者受入実績やカバーする医療

績等に応じ、総合周産期母子医療センターとしての医療の質を確保するために適圏の人口等1こ1古じ、総合周産瑚母子医療センターとしての医療の質を確保するた

(

ウ
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(ア)細ICU及びNICUの病床数は、都道府県の人口や当該旛設の過去の患者受入実

卿には、Nla1から退出した↓旦並ぴに輸液、酸素投与等の処置及びし粕叩及

監視装置の使用を必要とする新制旦の治療に必要な設備を備えるものとする。

d 新生児と家族の愛着乎づ成を支援するための設備

新生児と家族の愛着形,成を支援するため、長期間入,完する新生児を家族が安

心して見守れるよう、NICU、GCU等への入室面会及び母乳保育を行うための設

備、家族宿泊施設等を備えることが望ましい。

e ドクターカー

医師の監視の下に母体又1才新生児を搬送するために必要な患者監視装置、人

工叩及器等の医療機器を搭載した周産期医療1こ禾1」用し得るドクターカーを必

要に応じ整備するものとする。

f検査機能

血液一樹余査、血液凝固系検査、生化学・→倒金査、血液ガス検査、輸血用検

査、エックス線検査、超音波診断装置(カラードップラー機能を有サるものに

限る。)による検査及て粉娩監視共置による連紗、的な監視が常時可能であるも

のとする。

病床数

a 1佃'1CU

MFICUには、次に掲げる設備を備えるものとする。なお、ⅧICUは、必要に

応じ個室とするものとする。

(0)分娩監視装置

(b)叩及循環監視装置

ω超音波診断装置仂ラードップラー機能を有するものに限る。)

(d)その他母体・』剖見集中治療に必要な設備

b NICU

N1例には、次に掲げる装置を備えるものとする。

(a)新制見用叩及循環監視装置

(b)新生児用人工換気装置

ω超音波診捗僕置(カラードップラー機能を有するものに限る。)

(d)新生児搬送用保育器

(e)その他新生リ諜中治療に必要な設備

C 新生児治療回復室(GCU)



上、 MCUの病床数はg床レメ上(12床以上とすることが望ましい。)とする。ただ

し、三次医療圏の人口力概ね100万人上メ下のガ城に設置されている場合にあって

は、当分の間、 WICUの病床数は3床以上、ⅢCUの病床数は6床レメ上で差し支え

ないものとする。

なお、両室の病床数については、以下のとおり取り扱うものとする。

仏)ⅧICUの病床数は、これと同等の機能を有tる陣痛室の病床を含めて算定し

て差し支えない。ただし、この場合においては、陣痛室以外の1舮ICUの病床数

は6床を下回ることができない。

(b)Ⅲ例の病床数は、新制旦用人工換気装置を有ずる病床について算定ずるもの

とtる。

セ 1舮ICUの後方病室(一般産利J'、丙床等)は、Ⅶ'1CUの2倍以上の病床数を有するこ

とが望ましい。

WJは、 Ma1の2倍以上の病床数を有司、ることが望ましい。

(エ)職員

総合周産期母子医療センターは、次に掲げる職員をはじめとして適切な歳勝体告11

を維持ナる上で彪要な数の職員の確保に努めるものとする。なお、総合周産期母子

医療センターが必要な数の職員を確保できない場合には、都道府県は、当該医療施

設に刻司、る適切な支援及て財旨導を行うものとする。

e N乎'1CU

(0) 24時間体佑4で薗.1を担当する複数皓床数力§6床以下であって男1除オンコー

ルによる対応ができる者が確保されている場合にあっては1名)の医師が勤務
ノ

していること。

(b)ⅧICUの全病床を通じて常時3床に1名の助離而又1才看護師が勤務してぃる

こと。

b NICU

(0) 24時間体市1で新劉見医療を担当する医師が勤務していること。なお、 MCU

の病床数力§16床以上である場合は、24断町体帯11て噺生児医療を担当する複数

の医師が劃麻していることが望ましい。

(b)常時3床に1名の看護師が剃麻していること。

ω臨床心理士等の臨床心理技っ断者を配置すること。

C GCU

常時6床に1名の看護師が勤務していること。

めに適切な病床数とすることを基本とする。施設当たりのⅧICU病床数は6床以
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切な病床数とすることを基本とし、Ⅷla1の病床数は6床以上、NICUの病床数は

9床以上(12東メ上とすることが望ましい。)とする。ただし、三次医療圏の人口

カミ概オユ100万人以下のガ城に設置されている場合にあっては、当分の間、ⅧICU

の病床数は3床以上、NICUの病床数は6床以上で差し支えないものとする。

なお、両室の病床数については、以下のとおり取扱うものとする。

旦 WICUの病床数は、これと伺等の機能を有する陣痛室の病床を含めて算定し

て差し支えない。ただし、この場合においては、陣痛室シメ外の1舮ICUの病床

数は6床を下回ることができない。

セ MCUの病床数は、新生児用人工換気装置を有する病床について算定するも

のとする。

(イ)ⅧICUの後方病室(一般産矛判丙床等)は、Ⅷla1の2倍以上の病床数を有す

ることが望ましい。

(ウ) G側は、NICUの2倍以上の病床数を有することが望ましい。

工職員

総合周産期母子医療センターは、次に掲げる職員をはじめとして適切な勤務体制」

を維持ずる上で必要な数の職員の確保に努めるものとする。なお、総合周産期母子

医療センターが必要な数の職員を確保できない場合には、都道府県は、当該医療施

設に刻する適切な支援及て財旨導を行うものとする。

(ア)ⅦICU

a 24時間体制」で産矛斗を担当する複数(病床数が6床以下であって別途オンコー

ルによる対応ができる者力司潅保されている場合にあっては1名)の医師が勤務

していること。

b ⅧICUの全病床を通じて常時3床に1名の助産師又1才看護師が勤務しているこ

と。

(イ) NICU

0 24時間体伶!jで新生児医療を担当する医師が勤務していること。なお、N1例の

病床数が16床以上である場合は、24時間体制1で新制見医療を担当する複数の

医師が剃麻していることが望ましい。

b 常時3床に1名の看護師が剃麻Lていること。

C 臨床心理づ解の臨床心理技f行者を配置すること。

(ウ) GCU

常時6床に1名の看護師が劃勝していること。



d 分娩室

原則として、助赴市及て曙護師が病棟とは独立して謝勝していること。ただし、

MFICUの勤務を兼ねることは差し支えない。

e 麻酎蟠、斗医

麻副努斗医を配置すること。

f NICU入β完炉、支援コーディネーター

NICU、GCU等に長期入院している児童について、その状態に応じた望ましい療

育・療養環境への円滑な移行を図るため、新生児医療、地域の医療施設、訪問看

護ステーション、療育施設・樹'施,設、在宅医療・樹止サービス等に澗重した看

護師、社会樹止士等を炊に掲げる業務を行うN1側入兇見支援コーディネーター

として配置することが望ましい。

(a) NICU、GC【j等の長期入1鬼旦の状況把握

(b)望ましい樹テ先(他医療梅斐、療育施設・樹吐施設、在宅等)との連携及び

胴整

ω在宅等への樹テに際する個々の家族の二ーズに合わせた支援プログラムの

作成並びに医療的・樹"り環境の調整及ひ生援

(d)その他望ましい療育・療養環境への移行に必要な事項

(オ)連掬幾能

総合周産期母子医療センターは、オ、ープンシステム・セミオープンシステム等の

活用、救急搬送の受入れ、,合同症例検剥会の開催等により、針拶或周産期母子医療セ

ンターその他の盤Ⅲ或で分娩を取りう全ての周産期医療関連施設等と連携を図る

力周産期医療t靜Rセンター

(ア)周産期医療情報センターの設置

都道府県は、総合周産期母子医療センター等に周産期医療情報センターを設置

するものとする。

(イ)周産期救急「青報システムの運営

a

ものとする。

仂)災害刻策

総合周産期母子医療センターは、災害時を見据えて業秘佳続計画を策定ずるこ

(エ)分娩室

原則として、助産師及ひ考誕市が病棟とは独立して勤務していること。

ただし、ⅧICUの勤務を兼ねることは差し支えない。

(オ)麻剛甲十医

麻酔手斗医を配置すること。

(カ)肌CU入院児支援コーディネーター

ⅢCU、GCU等に長期入β完している児童について、その状態に応じた望ましい療

育・療養環境への円滑な移行を図るため、新制旦医療、畦城の医疹j缶設、訪見曙

護ステーション、療育施設・喬'施,設、在宅医療・樹止サービス等に精通した看

護師、キと会樹止士等を次に掲げる業務を行うN1則入;完児支援コーディネーター

として配置することが望ましい。

a NICU、Gclj等の長期7、J鬼巳の状況把握

b 望ましい移行先(他医療旛設、療育施設・福ネⅡ施設、在宅等)との連携及び

調整

C 在宅等への樹テに際する個々の家族の二ードに合わせた支援プログラムの作

成並びに医療的・樹止的環境の調整及U亥援

d その他望ましレ療育・療養環境への移行に必要な事項

オ連掬幾能

総合周産期母子医療センターは、オープンシステム・セミかープンシステム等の

活用、救急搬送の受入れ、合同症伊験討会の剛崔等により、"歩劇司産期母子医療セ

ンターその他のガ那剣司産期医療関連施'設等と連携を図るものとする。

と。またゞ自都道府県のみならず近隣都道府県の被災時においても、災害時小↓圃司

産期りエゾン等を介して物資や人員の支援を積極的に担うこと。

周産期医療t青報センターは、総合周産期母子医療センター、地域司産期母子

医療センターその他の針如剣司産期医療関連旛設等と通信回線等を接続し、周産
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期救急ぐ情報システムを運営するものとする。

b周

のとする。

医療t青報センターは、次に掲げる情報を収集し、関係者に提供するも

(a)周産期医療に関する診療科別医師の存否及ひ凱勝状況



(b)病床の空床状況

ω司啼

(d)重症伊の受入れ可能状況

甸救阜

(ウ) t靜R収集・提供の方1去

①その側リ也域の周産期医療の提供に関し必要な事項

て迦置の五盾

周産期医療

に同行する医師の存否

(エ)救急医療

を収集し、関係者に提供するものとする

周産期救急

相互の「青報参照等により、救急医療{青報システムと

センターは、電話 コンビューター等適切な方1去によりFAX

周

周産期母子医療センター

ンステムとの連携

救急t

関連施設、救救急センター、消防機関等がt静&を共有できる体制を整備するこ

ンステムについては、救急医療情報システムとの一体的運用や

キ搬送コーディーター

とが望ましい。

ンステムと救急医療t誹Rシステムを連携させることにより、総合

都道府県は、'周産期医療1青報センター、救急医療情報センター等に、次に掲げる

業務を行う搬送コーディネーターを配

(ア)医療施設又1詩肖防機関から、母体又1ネ新生児の受入医療旛設の調整の要請を

受け、受入

(イ)医療施設から1青報を積極的に収集し、1誹Rを更新ナるなど、周産期救急1青報

産期母子医療センターその他の畦Ⅲ剣司産期医療

システムの活用推進に努めること

(ウ)必要に応じて、住民に医療旛設の1欝R提供を行うこと

(エ)その他母体及

ク周産医療関停、者に対ずる研彦

を図るものとする。また

の選定、確認及び回答を行うこと

ネーター、ⅢCυ入F完児支援コーディネーター等に対し、盡城の保健医療関係機関・

道府県は

団体等と

ることが望ましV

知識及てド捜術を習得させるため、到達目標を定め、その研彦を行うものとする。

(ア)到達目標の例

生児の搬送及び受入れに関し彪要な事項
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し、総合周産期母子医療センター等において、必要な専門的・基礎的

産期医療

a 周産期

b 緊急、を要する母体及て噺生児に対ずる的確な判断力及び高度な技術を習得

(イ)研彦内容の例

に必要とされる基本的な知識及てド撲術の習得

の医師、助註市、看護師、搬送コーディ



ウ医療機関の例

総合周産期母子医療センター

④周産期医療関連旛設を週浣した障害児等が生活の場施設を含む)で療養・療育でき

るよう支援する機能【療養・療育支援】

ア目標

周産期医療関連施設を運完した障害児等が生活の場施設を含む。)で療養・療

育できる体制を提供すること(地域の保健・樹止との連携等)

在宅において療養・療育を行っている児の家族に対する支援を実施ずること

イ医療機関等に求められる事項

周産期医療関連旛設等と連携し、人工叩及器の管理が必要な児や、気管切開等の

ある児の受入れが可能であること

児の急変時に備え、救急対応可能な病院等との連携が図れていること

訪問看護ステーション、薬局、樹止サービス事業者及び自?台体等との連携により、

医療、保健、樹止サービス及びレスパイト入β完の受入れ等を調整し、地域で適切に

⑤他の診療矛+との合同の症伊剖会等
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且 産矛斗

(a)胎児及び母体の状況の適切な把握と逃東な対応

⑤産科ショックとその対策

(C)力壬融吊死亡とその防止文煉

(d)帝王切開の問題点

療養・療育できる体伶11を提供ずること

地域又1才総合周産期母子医療センター等の周産期医療関連旛設等と連携し、療

養・療育が必要な児の情報(診療・1静Rや治療計画等)を共有していること

b 新劉見医療

(a)ハイリスク新生児の医療提供体削」

(b)新生児関連統言ト・疫学データ

ω新生児搬送の適応

(d)新生1尾蘇生法

甸ハイリスク新制見の迅速な診断

御新生炉,管理の実際

O i即完後の保劉昔導、フォローアップ実施方法等

③医樹幾関の例

総合周産期母子医療センター笠

④周産期医療関連旛設を退浣したF章害児等が生活の場紡缶設を含む)で療養・療育できる

よう支援する機能 1療養・療育支援】

①目標

周産期医療関連施設を運完したf章害児等が生活の場紡缶.設を含む。)で療養・療育で

きる体削」を提供すること(貸城の保健・ネ謝止との連携等)

在宅に粘いて療養・療育を行っている児の家族に対ずる支援を実施すること

②医療機関等に求められる即頁

周産期医療関連施設等と連携し、人工叩及器の管理が必要な児や、気管切開等のあ

る児の受入れが可能であること

児の急変時に備え、救急対応可能な病院等との連携が図れていること

訪ル曙護ステーション、薬局、福祉サービス事業者及ぴ自1台体等との連携により、

医療、保健及て幅祉サービス(レスパイトを含む。)を調整し、適切に療養・療育でき

る体痢」を提ぜけること

地域又1才総合周産期母子医療センター等の周産期医療関連施設等と連携し、療養・

療育が必要な児の「青報(診療t青報や1台療計画等)を共有していること

(a)救急患者の堅急度の判断、救急患者の搬送及て暖Nレーノレ等

C



医療型障害児入,フテ施設等の自宅以外の場においても、障害児の適切な療養・療育

を支援すること

家族に対する精神的サポート等の支援を実施すること

医療機関等のgι

小j腎斗を^る病E宅又は診療戸斤

在宅医療を行っている診療所

訪鳥曙護ステーション

医療型障害↓巳入Pワ〒施設

日中一時支援旛設

第3 構築の具体的な羽頂

1 現伏の把握

都道府県は、周産期医療の体御1を構築するに当たって、①及び(2)に示す項目を参考に、
患渚動向、医療資游及び医寮車携等について、現状を乳張する。

さらに、(3)1こ示す、医療機舮"ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムビとに分

類された指標例により、数値で客槻的に現状を乳墾する。

なお、(1)~(3)の各項目について、参考として調査名を示してぃるが、そのイ也必要に応じ

て調査を追力口されたい。

①患者動向に関する情報

出生率(人口動態統計)

合ヨー侍殊出生率(人口動態統言十)

分娩数(帝王切開イ牛数を含む。)(医痔施,設調査D、正常分娩数

死産率(人口動態統、計)

低出生体重児出生率(人口動態統計)

新制見、乳児、乎勘児の死亡率(人口動態繊十)

周産期死亡率(人口動態統計)

NICU入割見数(医療旛設調査D

ハイリスク新生児の発育発達予後

医療型障害児入,フ〒施設等の自宅上峅の場においても、障害児の適切な療養.療育を

支援すること

家族に対する精神的サポート等の支援を実施すること

③医療機関等の例

小↓見科を標袴する郷完又は診療戸折

在宅医療を行っている診療所

訪見曙護ステーション

医療型F:章害児ネ所施設

周産期闘車疾患患者数と発生率

力壬産婦死亡数、主な死亡の原因(人口動態統計)

産後訪問指導を受けた御洽(ガ城保健・健劇曽進事業報告)

重症心鳴障害児の数、身体障害者手帳交イ寸数(18歳末満)(樹止行政報告glD

小児在宅人工叩及器患者数

第3 棉喋の具体的な羽頂

1 現伏の把握

都道府県は、周産期医療の体制を構築するに当たって、(1×2)に示す項目を参考に、患者

動向、医療資源及び医療連携等について、現状を把握する。

さらに、(3)1こ示す、医療機能ごとおよびストラクチャー・プロセス・アウトカムごとに

分類された指標例により、数値で客観的に現伏を把握する。

なお、(1)~(3)の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他必要に応じ

て調査を追力口されたい。

①患者動向に関する情報

出生率(人口動態統計)

合言階殊出生率(人口動態統計)

分娩数(帝王切開凖徴を含む。)(医療施設調寛、正常分妓数

死産率(人口動態統計)

低出生体重児出生率(人口動態統計)

新生児、乳児、浮L封1児の死亡率(人口動態統計)

周産期死亡率(人口動態統計)

NICU入室レ見数(医療施誇胴査D

妊産婦死亡率(人口動態統計)

産後訪問指導を受けた御洽(ガ城保健・健康増進事業報告)

重症心吻障害児の教、身体障害者手帳交イ寸数(18歳未満)(樹止行政報告g')

小児在宅人工叩及器患者数
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療養療育施設入,ワf児童数

②医療資源・1車携等に関する1誕R

①救急搬送

母体^、新生児搬送等の救急搬遡牛数及て暖入状況

搬送先医療機関

周産期救急オ青報システム等の活用状況

救急要請から医療機関収容までに要した時間

搬送先医療機関の選定において問、哈、わせた周産期医療関連旛設数

ドクターカー及びドクターへりの活用状況

周産期救急情報システム及び救急医療情報システムの活用状況

②医側幾関等

ア正常分娩に対応する病院・診療所

分娩数等の診療内容及て彪療体御」等

産矛斗医及U筵,吊人科医の数

助赴市数等

対応可能な分娩

母体、胎児の剣牛等

医療連携の状況

リスクの低い帝王切開術に対応するための連携状況

メ~ープンシステムへの参加状況

医療機器共伺禾リ用の状況

他の医療機関との診療情報舸台療計画の共有の状況等

イ分娩を取り扱う助産F斤(院内助産所を含む。)

分娯数等の診療内容及び診療体佑11等(助産Ei1汝

搬送コーディネーターの活動状況及び勤務態勢

療養療育施設入,7万児童数

(2)医療資源・i車携等に関する情報

①救急搬送

母体搬送、新生児搬送等の救急搬遡牛数

搬送先医療機関

周産期救急情報システム等の活用状況

駈急要請から医療機関収容までに要した平均時間

搬送先医療機関の選定において問し洽わせた周産期医療関連旛設数

対応可能な分娩(母体、胎児の剣牛等)

医療連携の状1兄(嘱託医、嘱託医療機関及びその他の周

ウ周産期医療機関個産期母子医療センター等)

況周産期医療'情報システムへの参加等)

(ア)所在地、診療科目、病床数

(イ)設備

MFICU、 NICU、 GICUの病床数、稼働率

ドクターカーなど新制見搬送用救急車の配備状況等

②医療機関等

ア正常分娩に対応する病院・診療F斤

分蝮敷等の診療内容及ひ訟療体雋リ等

産矛斗医及U筵力吊人科医の数

助産師数等

対応可能な分娩

母体、胎児の剣牛等

医寮車携の状況

リスクの低い帝王切開術に対応するための連携状況

オープンシステムへの参加状況

医療機器共「司禾1」用の状況

他の医劉幾関との診療情報や冶療計画の共有の状況等

イ分娩を取り扱う助産所(院内助産所を含む。)

分妖敷等の診療内容及ひ杉療体帛"等(助赴市物

対応可能な分娩(母体、胎児の剣牛等)

医宗車携の撹兄(嘱託医、嘱託医療機関の蔚、1医との連携伏況割

母体・胎↓見集中治療管理室(ⅧICU)の病床数

医療機関との連携次

ウ周産期医療施設

設備

新制皀集中治療智浬室(NICのの病床数

ドクターカーなど新生鼎般送用救急車の配備状況等
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(ウ)分妓数等の診療内容及て彪療体痢」等

分妙数

対応可能な分娩母体、胎児の剣牛等)

診療舞責個産期関連疾患、や甜坏嫉患合傑動辰の患者数、入院数等)

MCU、Gaj等の長期入院児の状況

. 産矛斗医及て薩婦人科医の数(嘩市一人あたりの分妓劇

新生児の医療を担当する医Ei徴(医師一人あたりの噸aJ病床数、担当患者捌

助赴市数等

院内助産F斤及び助産師外来の活動状況

麻酎乎斗医師、臨床心理士等の臨床心理技術者、NICU入院児支援コーディネータ

(エ)医療連携の状況

他の医療機関からの搬送受入状況

オ、ープンシステム・セミオープンシステムの実施状況

一等の数及ひ勤務態勢等

.

在宅療養・療育を支援する機能を持った施設等との連携伏況等

(オ)災害刻策の状況

他の医療機関との診療情報や1台療計画の共有、合伺症g

周産期医療施設瞰壬産婦等の被害を想定した災害訓練の実施城兄

工在宅療養・療育を支援する機能を持った施"設

(ア)診療内容及び診療体制等

医師数、看誕市数等

(イ)対応可能な医療内容

人工耶及器管理、気管切開のケア、疲の吸引のある児等

(ウ)医寮車携の状況

他の医療機関からの紹介状況

救急対応可能な病院等との事前の連携け競兄

医療型F:章害児入,フ〒施設等との連^

他の医療機関との診側青報や1台療計画の共有の状況等

都道府県全体の周産期医療体佑盛備に関する情報

業糊佳続'計画の策定状況

医寮車携の加兄

他の医樹幾関からの搬送受入状況

オープンシステムの実施状況

医療機器共厨11用の状況

他の医療機関との診療'「誹Rや1台療計画の共有の状況

在宅療養・療育を支援する機能を持った施設等との連携状況等

分娩数等の診療内容及び診療^"等

工在宅療養・療育を支援する機能を持った施,設

診療内容及び診療体制等

医ei瞰、看護師数等

対応可能な医療内容

人工叩及器管理、気管切開のケア、疲の吸引のある児等

医寮車携の城兄

他の医掬幾関からの紹介状況

救急対応可能な病院等との事前の連携伏況

医療型障害児入Pワ〒施設等との連^況

他の医療機関との診療情報舸台療計画の共有の状況等

③
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①災害時の周産期医療体削」に関する事項

産矛斗医及ひ筵婦人科医の数

新劉見の医療を担当する医師数

助酬市数等

ニー塑^

母体、胎児の剣牛等

災害時小児周産期りエゾンの認定

*の開催等の状況



②近隣都道府県との

④指標による現え財巴握

別表9に掲げるような、医療機能ごと及ぴストラクチャー・プロセス・アウトカムごと

に分類された指標例により、"城の医療提供体柳1の現状を塙観的に乳張し、医療計画に記

載する。その際、地域住民の健康状態やその改善に寄与すると考えられるサービスに関す

る指標値点指標)、その他国が提供ずるデータ昊ぢ虫自調査データ、データ吠鞠博によ

り入手可能な指標(参考指標)に留意して、把握すること。

に関する協議の状況

2 圏域の設定

①都道府県は、周産期医療体制」を構築するに当たって、「第2

事圓を基に、前記「1 現炭の把捜で収集したイ青報を分析し、力壬産婦、胎児及ひ新生

児のりスクや重症度に応じて必要となる医療機能を明確にして、圏域を設定する。

②医療機能を明確イヒずるに当たって、針城によっては、医療資源の制約等によりひとっの

施設が複数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が存在しない場

合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

(3) MCUを有する周

スを一定程度確保しながら基車縮院の機能を適切に分化、重点化させるために、分娩取

医療機関のカバーエリア弌徴壬趣吊人口に刻するカバー率を考慮する。また、圏域の設定に

当たっては、重症例値症の産矛斗疾患、重症の合併揖致辰、胎児異常症例等)を除く産矛斗

症例の診療が圏域内で元佶ナることを目安に、従来の二次医療圏にこだわらず叫城の医療
資源等の実情に応じて弾力的に設定する。

④検討を行う際には、ガ城医師会等の医療関俳、団体、現に周産期医療の診療に従事する者、

住民・患者、市畊携の名イ弌表が参画する。

また、現行の周産期医療に関する協議会を→汾に^・活用する。

母子医療センター等の基幹病院とその

3 連携の撫寸

①都道府県は、周産期医療の体制を構築するに当たって、分娩の安全確保を考慮した上で、

地域の医療機関が★壬凾吊、,創見及ひ漸生児のりスクや重症度に応じて機能を分担する連携

となるよう、また、関係機関・施設のイ言頼関評、を醸成するよう酉a1故ずる。

さらに、医療機関、地域医師会等関件、者は、診療技休↑や知識の共有、診療情報の共有、

連携する施設・医Ei欝専門賠雁の1静Rの共有に努める。

②保脚フ〒は、「封包域保健法第4条第1項の規定に基・づくガ拶或保健刻策の推進に関する基本

的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計画の作成及び

医療体削1の構築に必要な

③指標による現状把握

別表9に掲げるような、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムビと

にづ瀕された指標例により、"城の医療枦疋供体佑11の現状を客観的に把握し、医療計画に記

載ずる。その際、公的統言階により全都道府県で入手可能な指標(必須指標)と、独自調

査やデータ角鞠欝により入手可能な指標(推奨指標)に留意して、把握ずること。

2 圏域の設定

①都道府県は、周産期医療体惰"を構築するに当たって、「第2 医劉幾関とその連携」を

丙院群への適正アクセ

基に、盲嬬「1 現伏の把捌で収集した情報を分析し、力壬凾吊、胎児及ひ噺生児のりス

クや重症度に応じて必要となる医療機能を明確にして、圏域を設定する。

(2)医療機能を明確イヒずるに当たって、凱城によっては、医療資源の制約等によりひとっ

の施設力液数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う旛斐が存在しない

場合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

③圏域を設定するに当たっては、重症例(動圭の産矛斗疾患、重症の合,綻力孜辰、胎児異常

症伊陰)を除く産手1症例の診療が圏域内で完結することを目安に、従来の二次医療圏にこ

だわらす旺也域の医療資源等の実情に応じて弾力的に設定する。

④検討を行う場合は、"城医師会等の医療関係団体、現に周産期医療の診療に従事する

者、住民・患者、市畊携の名イ弌表が参画する。

また、現行の周産期医療協議会を→汾に尊重・活用する。

3 連携の検討

①都道府県は、周産期医療の体制を構築するに当たって、分娩の安全確保を考慮した上

で、ガ城の医療機関が力壬産婦、胎児及ひ新劉見のりスクや重症度に応じて機能を分担する

連携となるよう、また、関係機関・施設のイ言頼関係を醸成するよう酉三慮する。

さらに、医療機関、地域医師会等関係者は、診療技術や会戯の共有、診療情報の共有、

連携する施設・医師等軒ヲ賠雁の情報の共有に努める。

②保鰭折は、「ガ三域保趨去第4条第1項の規定に基づく慨伽或保健対策の推進に関する基本

的な指針」(平成6年厚生省告云蹄374号)の規定に基づき、また、「医療計画の作成及ぴ

153

、



推進における保轡7斤の役告11について」(平成19年7月20日付け健総発第0720001号厚生

ぎ働貧健康局総務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施に向けて、ヨ城医師会等と

連携して医療機関相互の調整を行うなど、積極的な役害1を果たすこと。

③母体及て噺生児の搬送及て暖入(圏域を越えた搬送及て優ν入を含む。)に関する現在の

問題貞、を把握し、都道府県域の県境州城においては、道路状況尺洲Ⅲ或住民の受療動向によ

り、県内医療機関と県外医療機関とのi車携,体柳1を検剖する。

その場合、隣接都道府県関俳、者からなる協議会を設置する等により合意を得る。

④産矛斗合台能P峅の合令綻を有ずる母体への医療施設や診療科問の連携や、救急医療情報

ンステムとの連等、周産期救急1静Rシステムの効率的な活用方法について検討する

(5)医療ヨ十画には、原則として、各医療機能を担う医療機関の名称を記載する。

なお、針城によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関力液数の機能を担う

こともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療連携体制の中で各医療機能を担う医

療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、地域の実情に応じて記載するこ

とで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

⑥集矧ヒ・重点化を実施するための計画との整合性を図る。

①連携強化病院の体告11

②連携病院の体痢1

③連携強化病院と連携病院の連携体帛4

④連携強化病院における地或の周産期医療旛設の支援体制

⑤医療機関間における搬送肺1

4 課題の抽出

都道府県は、「第2 医療体制の構築に必要な事項」を踏まえ、「1 現伏のれ別圏で収集

した・「静暴やキ旨標により叢嘘した数値から明確となった現伏について分析を行い、地域の周産

期医療体帋11の課題を抽出し、医療計画に記載ずる。

その際、現状分析に用いたストラクチャー、プロセス、アウトカム指標の関連性も考慮し、

病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出する。

推進における保卸フ〒の役寄1について」(平成19年7月20日健郷'発第0720001号健康局総
レ,、、

拶課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施に向けて、寅城医師会等と連携して医療機

関相互の調整を行うなど、積極的な役御1を果たすこと。

③都道府県域の県境凱城においては、道路状況や針城住民の受療動向により、県内医療

機関と県外医療機関との連携体例1を検計中る。

5 数値目標

都道府県は、良質か、メ商切な周産期医療を提供ナる体市11について、事後に定量的な↓踵娠平

価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、地域の実情に応じた目標

項目やその数値目標、目標逮戎に要する期間を設定し、医療計画に三e載中るものとする。

その場合、開妾都道府県関係者力追なる協議会を設置する等により合意を得る。

④医療計画には、原則として、各医療機能を担う医療機関の名称を^己載する。

なお、賀城によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関が複数の機能を担う

こともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療L車携体制の中で各医療機能を担う医

療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、地域の実情に応じて記載ずるこ

とで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

⑤鰍引ヒ・重点化を実施ずるための計画との整合性を図る。

①連棚剣ヒ病院の体制

②連掬丙院の体市11

③連棚剣腕院と連掬丙院の連携体制

④連棚金化病院におけるガ城の周産期医療旛設の支援体制

⑤医療機関間における搬送体制」

巧4
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4 課題の抽出

都道府県は、「第2 医療機関とその連携」を踏まえ、「1現状のれ張」で収集した↑青報共指

標により把握した数値から明確となった現状について分析を行い、ガ城の周産期医療体制の

課題を抽出し、医療計画にヨ三載する。

その際、現状分析に用いたストラクチャー、プロセス、アウトカム指標の関連性も考慮し、

病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ビとに課題を抽出する。

5 数値目標

都道府県は、良質かイ殖切な周産期医療を提供ずる体缶Ⅲこついて、事後に定量的な↓b絞評

価を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、賀城の実情に応じた目標項

目やその数値目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画に記載するものとする。



数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本方針第

オレに掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決するために

必要な目標を設定することとする。

6 力諌

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、'「4

課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成するために行う施策に

ついて、医療計画に記載する。

フヨ平価

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、七要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画の評価を行泌且織や時

期を医療計画にZe載ナる。この際、少なくとも施策の進捗伏況の評価にっいては、 1年ビと

に行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状れ嘘に用いた指標の状況について、

少なくとも6年(在宅医療そのイ也必、要な事項については3年)ごとに調査、分析及び育平価を

行い、必要があるときは、都道府県はその医療計画を変更することとする。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況を周知

する必要がある。このため、キ旨標による現伏把握、目標項目、数値目標、施策やその進捗状

況、評価体制や評価結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本方針第

Zに掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を角秩するために

必要な目標を設定ずることとする。

_,A

6 力極策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、「4課

題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成するために行う施策にっい

て、医療計画にぎ巳載する。

7 詔西

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画の評価を行泌旦織や時

期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策の進捗状況の評価にっいては、1年ビと

に行うことが望ましい。また、数値目標の逸女伏況、現伏把握に用いた指標の状況について、

少なくとも5年ごとに調査、分析及て階平価を行い、必要があるときは、都道府県はその医療

計画を変更することとする。

8 左濠

都道府県は、住民に分かりやずい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況を周知

する必要がある。このため、指標による現状把握、目標項目、数値目標、施策やその進捗状

況、評価体制や評価結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。
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小児医療の体柳"篝築に係る指針

小児医療については、これまで未熟児養育医療、小児慢性特定疾患治療研多巳事業、自立支援事

業(育成医療)等に対ナる公費負担事業や重症度に応じた救急医療体制」の整備等の対策を進めて

きたところであり、これらの達成目標は、「健や力親子21」(平成12年)や「子ども・子育てビジ

ヨン」(平成22年)にも目標値として盛り込まれているところである。

さらに、平成17年8月に関係省'庁により発表された「医"ラ確保総合刻策」等において小児科

医の不足が指摘されたことから、都道府県に対し、「小児矛1・薗、斗における医療資源の鱗勺化・
、

重点化の推進について」(平成17年12月22日付け医政発 1222007号・雇児発第1222007号

改

総財

正

総務省噛治財政局長・文音1卵斗学省'高等教育局長連名通知以下「集矧吋隹進通知」という。)に

おいて、小児科・産チ、斗の医師偏在問題については、医療資源の集矧ヒ・重点化の推進が当面の最

も有効な方策であることを示したところである。

また、平成21年7月ιこ示された「重篤な小児患者に刻tる救急医療体制の検ヨ寸会」の中問取

りまとめに基づき、消防法(昭和23培去律第186号)による小児救急患者への対応を含む実施

422号・17文科高第642号厚生労働省医政局長・厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

後

基準の策定や、小児救命救急センターの整備、小児集中治療室(以下「PIW」という。)の整備

等が行われてきたところである。さらに、「少ゞデイヒネ'会対策大綱」(平成27年)、「ニッポン→意

総活躍プラン」(平成28年)においても、キ佳続して小児医療の充実に取りネ且んでいる。

小児医療の体市11については、日本1、リ誹斗与三会が示している「我が国の小児医^体制の構想、」

及び「中核病院」、児矛斗・地域」、児科センター登録事業」を参考に、小児救急医療のみならず"城

での一般の小児医療上四連挫、視野に入れながら、小児の医療体制」を構築する。

本擶+では、小児医療の体痢」キ背築に当たり、「第1 小児医療の現状」で小児医療をとりまく

状況がどのような医療が行われているのかを概観し、次に、「第2 医療体惰"の構築に必要な事

旦でどのような医療体帛リを構築すべきかを示している。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 キ蒜築の具体的な弓司1圓に則して、地域の現伏を把

握・分析し、また各医療機能を理解した上で、ガ城の実情に応じて圏域を設定し、その圏域ごと

の医療機関とさらにそれらの医療機関間の連携の検討を行い、最終的には都道府県全体で評価ま

で行えるようにする。

小児医療の体脚"篝築に係る指針

小児医療については、これまで未熟児養育医療、小児慢性特定疾患治療研究事業、自立支援事

業(育成医療)等に対する公費負担事業や重症度に応じた救急医療体制」の整備等の刻策を進めて

きたところであり、これらの達成目標は、「健や力親子21」(平成12年)や「子ども・子育てビジ

ヨン」(平成22年)にも目標値として盛り込まれているところである。

さらに、平成17年8月にn尋係省'庁により発表された「医ei眺保絲゛合対策」等において小児科

医の不足が指摘されたことから、都道府県に対し、平成17年12月22日付け医政局長、雇用均

等・児童家庭局長連名通知「小児科・蔚、斗における医療資源の集矧ヒ・重点化の推進について」

(以下「集約イヒ,隹進通知」という。)において、小児科・産邪卜の医師伝粧品噛については、医療資

源の集約化・重点化の推進が当面の最も有効な方策であることを示したところである。

第1

1

小児医療の現状

小児医療をとりまく状況

現

また、平成21年7月に示された「重篤な小児患、者に対する救急、医療体制の検予陰」の中間取

りまとめに基づき、改正消防法による小児救急患、者への対応を含む実施基準の策定や、小児救命

救急センターの整備、小児集中治療室(PICU)の整備等が行われてきたところである。

さらに、日本N畔1学会が示している「我が国の小児医療提鉄体市11の構想、」及び「中核病院」、

児科・地或N腎斗センター登録事業」を参考に、小児救急医療のみならず一般の医療も視野に入

れながら、小児の医療体拘1を構築する。

本オ昔針では、小児医療の体削騰築に当たり、「第1、小児医療のチ見伏」で小児医療をとりまく状

況がどのような医療が行われ、ぐいるのかを概観し、炊に、「第2 医療機関とその連携」でどのよ

L

うな医療体制を構築すべきかを示している。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 構築の具体的な羽慎」に則して、地域の現伏を把握・

分析し、また各医療機能を理解した上で、針城の実情に応じて圏域を設定し、その圏域ビとの医

療機関とさらにそれらの医療機関間の連携の検討を行い、最終的には都道府県全体で副西まて行

えるようにする。

第1

1

小児医療の現状

小児医療をとりまく状況
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(D 小児の芳劃丙キ酵造

1日当たりの全国の小児(0歳から14歳までを指す。以下同じ。)患者数(擢十)は、

入;完で約2.8万人、外来で約74万人となっている.。

①入J完については、「周産期に発生した病観(23.1%)のほか、喘息(5.0%)をはじ

めと,、る「叩及器系の疾患」(17.4%)、「先天奇形<変形及てド染色体異常」(11.0%)、「神

②外来については、急性上気道感測圭a5.6%)をはじめとする叩及器系の疾患(38.1%)

が圧怪1的に多い,。

また、小児医療に関連する業務においては、育児不安や小児の成長発達上の相談、親

子の心のケア、予防接種、児童虐侍への対応等の保健活動が占める害恰が大きい。

なお、小児救急診療については、患者の多くが軽症者であり、また、タ刻から準夜帯

(18時から23時まで)にかけて受診者が多くなることが指摘されている。

②死亡の状況

我が国の周産期死亡率(出産1,000対)は3.6、矛U見死亡率(出生1,000対)は1.9、

経系の疾患」(10.0%)が多い'。

幼児(1歳から4歳まで)、児童(5歳から9歳まで)、児童(10歳から 14 まで)の死

亡率(人口 10万対)はそれぞれ、 19.4、 8.6、 8.4 となっている.。

幼児(1歳から4歳まで)の周産期死亡の主な原因は、「先天奇升ヲ、変形及U深色体異

常」(20.6%)、「不慮の事故」(13.9%)、「悪性新生物」(8.舮冷となっている。一方、児

童(10歳から 14歳まで)の主な原因は、「悪す生新生物」(22.6%)、噛殺」(19.0%)、「不

その主な原因は、「先天奇升つ、変形及てド染色体異常」(17.4%)、「不慮の事故」(16.2%)、

「悪老噺生物」四.2%)となっている.。

慮の事故1(15.5%)となっている.。

③小児救急の工見状

少子イヒ(小児人口は、平成12年の1,847万人から平成27年の、上9Ω.万人まで減少して

いる'。)にもかかわらず、18歳未満の救急搬送数1才増力Ⅲ頃向であった。近年は平成17年

の約51万人から平成27年の約46万人と、や矣藏少ゞ頃向にあ岑。

また、同搬送における軽症者の割合1ネ約壁%となっている'。さらに、小児の入β完救急

医療機関佛二次救急医療機関)を訪れる患者数のうち、9割以上は軽症であることが塾

前より指摘されている'。このように、小児救急患者については、その多くが軽症患者であ

り、かつ、重症患者を扱う医療機関においてさえ軽症患者が多数受診している様子がうか

がえる。

①小児の芳副丙キ琶造

1日当たりの全国の小児(0歳から14歳までを指す。以下同じ。)患者数(擢十)は、入J完

で約3.1万人、外来で約70万人となっている。

①入β完については、喘息、(5.フ%)をはじめとする叩及器系の疾患、(21.3%)のほか、「周産
期に発生した病期(19.4%)、「神経系の疾患」四.6%)、「先天奇升つ、変升つ及てド染色体

ノ、ノ

消防庁

日本医
、

厚生労

厚生労

③小リそ救急のモ見伏

少子イヒ(小児人口は、平成12年の1,847万人から平成22年の1邑β旦万人まで減少して

いる。)にも関わらず、18歳未満の救急搬送数1才増力Ⅲ頃向であったが、近年は平成17年の

約51万人から平成22年の約46万人と減少ゞ頃向にある。

また、同搬送における軽症者の御洽1詠り75%となっている'。さらに、小児の入1完救急

医療機関(第二次救急医療機関を訪れる患者数のうち、9割以上は軽症であることが指摘

されている。このように、小児救急患者については、その多くが軽症患者であり、かつ、

重症患者を扱う医療機関においてさえ軽症患者が多数受診している様子がうかがえる。

②また、列来については、急性上気道感蜘圭a7.2%)をはじめとする叩及器系の疾患

(旦旦%)が圧倒的に多い.。

また、小児医療に関連する業務においては、育児不安や小児の成長発達上の相談、親子

の心のケア、予防接種、児音曾侍への対応等の保健活動が占める御洽が大きい。

なお、小児救急診療については、患者の多くが軽症者であり、また、タ刻から準夜帯(18

時から23時まで)にかけて受診者が多くなることが指摘されている。

②死亡の状況

我が国の周産期死亡率(出産1000対)は4.2、乳児死亡率(出生1000対)は2.3、幼児(1

歳から4歳まで)の死亡率(人口 10万対)は22.1となっている。

異常」四.6%)が多い.。

「患渚司§査」(斗城Z026年)
、

「人口動,票統ヨ十(る寉定劾」(ヨ牧ヨヨ27年)
「国勢調薊(司城器27年)

「平成28制仮救急・救助の現伏」(司賊合328年)
云し卜児救急医療鵬11のあり方に関する検討委員会報告書」(司哉14年)ほか

巧7
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※小児救急患者

救急車等によって救急搬送される小児患渚や、休日・夜問等の通常の診療時間外に

医療機関を受診する小児患者等を指す。

小児救急患者の時間帯別の受診状況をみると、平日では夕刻から準夜帯(18時から

22時頃まで)にかけて勅則頃向にあり、さらに土・日では多くなっている'。このよう

に、小児救急患者は、いわゆる時間外受診が多いことが指摘されている。

小児救急における受療行動には、少子イヒ、核家桝ヒ、夫婦共働きといったネ士会,情勢や

家庭環境の変化に加え、保護者等による専門医指向、病院志向が大きく、影響していると

指摘されている'。

このような状況を背景として、夜間や休日に、子どもの病気やけがへの対応について、

保護者等の不安を軽減し、不要不急の受診を括乕1するため、全国共通ダイヤルで看護師

や小児科医師からアドバイスを受けられる「小児救急電話相談事痢を平成16年度か

ら開始している。平成22年度以降は

平成22年度の妬.6万件から、平成27年度には74.9万件と増力口している,。

2 小児医療の提供体制

(D 医療施設の状況

①平成14年から平成26年までの間1ン」、児矛斗を標楴している・→股リ丙院は20.9%減少

(3,359 から 2,656)、診^は 19.3%減少(25,862から 20,872)、小↓皀科が主たるt票傍

②小児慢性特定疾患、を取り扱う医療機関については各都道府県において指定されてぃ

る。

③平成11年度以降、小児救急医療体制の充実を図るため、病院群輪番痢」 a63地区)や

拠削丙院(28か朋の整備を推進している。(数値はい,サしも平成22年9月現舶

④高度な医療を提供ずる新豐見集中治療室(以下「NICU」という。)を有司・る医療機関

数は、平成26年に330施設、PICUを有する医療機関数は、平成26年に41施設となっ

ている 8。

②小児医療に係る医師等の状況

①我が国の小j腎斗を標楴する病院一施設当たりの、小児人口ば約5千人(例えば、英国

で1詠り2万5千人)、小児矛斗医数は平均2名余(英国1詠り20名)と、他の先進諸国に比べ、

である・ー"窒診^は6.6%1勣口(2 991から 3 188)しでいる"。

道府県で実施されており、年問相訓牛数は

※小児救急患者

ここでいう救急患者とは、救急庫等によって救急搬送される小児患者や、休日・夜間

等の通常の診療時間外に医療機関を受診する小児患渚等を指ず。

小児救急、患者の時鳥3帯別の受診状況をみると、平日では夕刻から準夜帯(18時から22

時頃まで)にかけて増力Ⅲ頃向にあり、さらに士・日では多くなっている。このように、

小児救急患者は、いわゆる時間外受診が多いことが指摘されている。

このような小児救急における受療行動には、少ゞデイヒ、核家樹ヒ、夫婦共働きといった社

6
厚生労働丙斗学月〒究「小児救急医療における患者・家族二ーズへの対応策に関ずる研知(主任研究者律藤義勝)(§牧16自渡)

1 . 厚生労働省'「医療施設^」(斗城2026年)
生労

会情勢昊沫庭環境の変化に加え、保護者等による専門医指向、郷鬼志向が大きく影響して

いると指摘されている"。
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2 小児医療の提供体柳」

①医療施設の状況

①平成14年から平成20年までの間に小j腎斗を標袴している一般病院は13.5%減少

(3,359 から 2,905)、診^折は 13%減少(25,862 から 22,503)している。

②小児曼性特定疾患を取り扱う医療機関については各都道府県において指定されてい
"、y

る。

③平成11年度以降、小児救急医療体制の充実を図るため、病際尊兪番帋11(163地國共拠

点病院(28か肋の整備を推進している。(数値はいずれも平成22年9月現在)

④高度な医療を提供tる新制旦集中治療室NCU)を有する医療機関数は、平成20年に

265施設、小リ諜中治療室(PICU)を有する医療機関数は、平成20年に22施設となって

V、る 7

②小児医療に係わる医ヨ市等の状況

①我が国の小↓腎斗を標袴する病院一施設当たりの、小児人口1詠り5千人(例えば、英国

で1詠り2万5千人)、小児矛斗医数は平均2名余(英国1詠り20名)と、他の先進諸国に比べ、



医療資源が広く薄く配置されている状況が指摘されている'。

②平成竺年から平成2旦年までの間に小児科医の数は1生3聖人から亜ι墾人と約2■旦Ω

人勅ヨしている'゜。また、小児人口 1万人当たりの小児矛キ医数でみても、フ.7から 10.3

と増力Ⅲ頃向にある。

第2 医療体脚」の構築に必嬰な事項

1 目指すべき方向

当面、日本卜児科学会が示している「我が国の小児医療提供体告4の構想、」及び「中核病院

小児矛斗・ナ也域卜児手斗センター登録事業」を参考に、すべての小児救急医療圏(平成27年4

旦現在357地國で常時診療できる備柁確保するとともに、一般の小児医療も視野に入れ

ながら、医療体制を構築していく。

その際、圏域ごとに少なくとも一箇所の小児専門医療を取り扱う病院を確保することを目

標に、既存の医療機関相互の連携尺洛事業の効果的な組合せ等によって、豊城における小児

医療の連携の構築を行う。また、医療機関の機能や患者のアクセス等を考慮し、小児医療に

係る医療圏の見直しを適宜行う等により圏域毎の小児医療提供体制」を検ヨ寸ずる(日本」、児科

学会「小児医療"疋g躰制委員会報告」(平成27年)を参考のこと)。

①子どもの健康を守るために、家族を支援する体罰」

①創丙時の対応等について健康相談・支援を実施可能な体伶11

②慢性疾患児やF章書児、心の問題のある児の家族に刻司、る身体的及ぴ精神的サポート等

を実施する体吊11

③家族による救急蕪生法等、不慮の事故や創丙への対応が可能な体制

(2)小児患者に対し、その症状に応じた対応が可能な体痢」

①針城において、初期救急も含め・→殺的な小児医療を実施する体制」

②二次医療圏において、拠点となる病院が、専門医療又は入院を要する小児救急医療を

提供する体制

③三次医療圏において、高度な専門医療又は重篤な小児患者に対司、る救命医療を提供す

る体柳」

④身体機能の改善やADLの向上のため、早期からのりハビリテーションを実施する体制

医療資源が広く薄く配置されている状況が指摘されている。

②平成12.年から平成22.年までの間に小児科医の数は嬰'§旦人から1生望旦人と約上!四
人勵nしている。また、小児人口 1万人当たりの小j見矛斗医数でみても、フ.7から9.4と

増力噸向にある。

第2

※慢性疾患児やF章害児、心の問題のある児等に関しては、上Zこ(i)~@の分類に基づく医

療提供体制が必ずしも当てはまらない場合が想定されることから、地域の実情に応じ、

適宜、体告リの確保を図る。

巧9

'日本」、リ誹、斗学会調べ(斗械18年)

1 '゜厚生労側治'「医師・歯科医師・薬斉1伯市調査訂(平成器26年)

1 目指すべき方向

当面、日本,」、児矛斗学会が示している「我が国の小児医療提g躰制の構想、」及び「中核病院

小j見矛1・台拶動トリ誹斗センター登録事業」を参考に、すべての小児救急医療圏(平成22年現

在3631也國で常時診療できる体告リを確保するとともに、・→股の小児医療も視野に入れなが

ら、医療体制を構築していく。

その際、圏域ごとに少なくとも一箇所の小児専門医療を取り扱う病院を確保することを目

標に、既存の医療機関相互の連携や各事業の効果的な組合せ等によって、1也域における小児

医療の連携の構築を目指すこととする。

関とそ

.

①子どもの健康を守るために、家族を支援する体帋"

①急病時の対応等について健康相談・支援を実施可能な体帋1

②,慢1生疾患児共那章害児、心のル癒のある児の家族に対する精神的サポート等を実施する

体制

③家族による救急蘇生法等、不慮の事故や創丙への対応が可能な体制

(2)小児患者に対し、その症状に応じた対応が可能な体制」

①負戦において、初期救急も含め一般的な小児医療を実施ずる体市1

②二次医療圏において、拠点となる病院が、専門医療又は入院を要する小児救急医療を

提供する体制

③三次医療圏において、高度な専門医療又は重篤な小児患者に対する救命医療を提供す

るイ林11

※'慢性疾患児やβ章害児、心の問題のある児等に関しては、上記①~③の分類に基づく医

療提供体削1が必ずしも当てはまらない場合が想定されることから、畦城の実清に応じ、

適宜、体常11の確保を図る。



③批城の小児医療力読潅保される体削」

①医療資源の集矧ヒ・重点化の実施により、小児専門医療を担う病院力司潅保される体制

②小児医療に係る医師の確保が著しく困難な"城については、医療の連携の構築を図る

ことで、全体で対応できる体佑" ノ

④療養・療育支援が可能な体告11

①小児剰東やNICU、PICU等で療養中の重症心身1章害児等が生活の場で療養・療育でき

るよう、医療、介護及て隔祉サービスが相互に連携した支援を実施

⑤災害時を見据えた小児医療体制

これまでの震災の研究矣喰剖力追、現伏の災害医療噛4では,」、児・周産期医療に関して

準備不足であることが指摘された。また、小児医療については平時から独自のネットワー

クが形成されていることが多く、災害時にも既存のネットワークを活用する必要性力§指摘

されたⅡ。そのため、都道府県は災害対策本部等に災害医療コーディネーターのサポート

として、小児・周産期医療に樹ヒした調整役である「災害時小児周産期りエゾン」を配置

し、次に挙げる事項を整φ堵すること。

①災害時に小↓見及ぴ小児患者に適切な医療尺物資を提供できるよう、災害時小児周産

②自都道府県のみならず近隣都道府県の被災時においても、災害時小卿司産期りエゾ

リエゾンを認定し、平時より訓練を実施

ン等を介して被災県からの搬送受入れや診療に係る医療従事者の支援等を行う体帋1

2 各医療機能と連携

^嬬「1 目指すべき方向」を踏まえ、小児の医療体制に求められる医療機能を下記①

から④に示す。

都道府県は、各医療機能の内容姻標、医療機関等に求められる事項等)について、"城

の実情に応じて柔軟に設定する。

①健康相談等の支援の機能【相談支援等】

①目標

子供の創丙時の対応等を支援すること

,慢1生疾患の診療や心の診療が必要な児童及びその家族に対し、台城の医療資源、福

祉サービス等についで情報を提供すること

不慮の事故等の救急の対応が必要な場合に、救急蘇生法等を実施できること

小児力功由つけ医を持つとともに、適正な受療行動をとること

を構築

"ノ

③台城の小児医療力司渚保される体惰11

①医療資源の集矧ヒ・重点化の実施により、小児専門医療を担う病院が確保される体制

②小児医療に係る医師の確保が著しく困難な1也域については、医療の連携の構築を図る

ことで、全体で対応できる体議11

(4)療養・療育支援が可能な体告11

①小児病棟やMCU、PICU等で療養中の重症心身障害児等が生活の場で療養・療育でき

るよう、医療、介護及てド僻止サービスが相互に連携した支援を実施

11
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生 「周 医療体脚のあり方にする

.

=ヰ

2 各医療機彬0と連携

^嬬「1 目指すべき方向」を踏まえ、小児の医療体罰」に求められる医療機能を下記(Dか

ら④に万÷ず。

都道府県は、各医療機能の内容姻標、医療機関等に求められる事項等)について、地域の

実情に応じて柔軟に設定tる。

①健康相談等の支援の機能【相談支援等】

①目標

子供の創秀時の対応等を支援すること

慢性疾患の診療や心の診療が必要な児童及びその家族に対し、地域の医療資源、福

祉サー,ビス等についで情報を提供すること

不慮の事故等の救急の対応が必要な場合に、救急蘇生法等を実施できること

見のとりまとめ」(η城28自渡)

'



②関係者に求められる事項

(家族等周囲にいる者)

必要に応じ電話相談事業等を活用すること

不慮の事故の原因となるりスクを可能な限り取り除くこと

救急蘇生法等の適切な処置を実施すること

(消防機関等)

心肺蘇生法や不慮の事故予防に刈する必要な知識を家族等に対し、指導すること

急性期医療を担う医療機関へ速やかに搬送すること

救急医療情報システムを活用し、適切な医療機関へ速やかに搬送すること

(行政機関)

休日・夜間等に子供の急病等に関する相談体制を確保すること(小児救急寄舌キロ

談事業)

小児の受劉テ動に基うき、急病等の対応等について啓発を実施すること(小児救

急医療啓発事胸

心肺蘇生法や不慮の事故予防に対ずる必要な会戯を、家族等に対しキ旨導する体帋11

を確保すること偵動体外式赫W軌譜及啓発事業)

慢性疾患の診療や心の診療が必要な児童及びその家族に対し、貴城の医療資源福

祉サービス等について1青報を提供すること

②一般小児医療

貴城において、日常的な小児医療を実施する。

@一般小児医療(初期小児救急医療を除く。)を担う機能【一般小児医療】

ア目標

賀城に必要な一般小児医療を実施すること

生活の場(諦炉設を含む。)での療養・療育が必要な小児に対し支援を実施するこ

と

イ医療機関に求められる事項

一般的な小児医療に必要とされる診断・検査・治療を実施すること

軽症のスJ完診療を実施すること(入1完設備を有する場合)

他の医療機関の小児病棟やNICU、PICU等から運完するに当たり、生活の場施

設を含む。)での療養・療育が必要な小児に対し支援を実施すること

訪問看護ステーション、樹止サービス事業者、行政等との連携により、医療、介

護及てド樹止サービス(レスパイトを含む。)を調整すること

医療型障害児入P7)〒施設等、自宅上馴、の生活の場を含めた在宅医療を実施すること

0゛

②医療機関に求められる專頁

ーゑ勘な小児医療に必要とされる診断・検査・治療を実施すること

軽症の入院診療を実施すること(即完設備を有する場合)

他の医療機関の小児病棟やNICU、PICU等から週完するに当たり、生活の場(施設

を含む)での療養・療育が必要な小児に対し支援を実施すること

訪問看護ステーション、樹止サービス事業者、行政等との連携により、医療、介

護及てド喬止サービス(レスパイトを含む。)を調整すること

医療雪部章害↓旦入P折施設等、自宅以外の生活の場を含めた在宅医療を実施すること

②関係者に求められる寡頁

(家族等周囲にいる者)

必要に応じ電話相談事業等を活用すること

不慮の事故の原因となるりスクを可能な限り取り除くこと

・・救急蘇生法等の適切な処置を実施すること

(消防機関等)

心"^法や不慮の事故予防に対する必要な知識を家族等に対し、指導すること

急性期医療を担う医療機関へ速やかに搬送すること

救急医樹青報システムを活用し、適切な医療機関へ速やかに搬送すること

(行政機闘

休日・夜間等に子心如急病等に関する相談体制を確保すること(小児救急酢舌相談

事凋

小児の受劉テ動に基づき、急病等の対応等について啓発を実施する'こと(小児救急

医療戸'発事胸

心肺蘇生法や不慮の事故予防に対ナる必要な知識を、家族等に対し指導する体雋サを

確保すること伯動体外式除細動器普及啓発事掬

慢性疾患の診療や心の診療が必要な↓巳童及びその家族に対し、赴城の医療資源樹止

サービス等について1哉Rを提供すること

②・一般小児医療

ガ城において、日常的な小児医療を実施する。

(2-D 司受小児医療(わ瑚小児救急、医療を除く。)を担う機能【一般小児医療】

①目標

丑城に必要な一般小児医療を実施すること

生活の場悦炉設を含む)での療養・療育が必要な小児に対し支援を実施すること
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家族に対ずる身体的及ひ沫謝的サポート等の支援を実施すること

慢陛疾患、の急変時に備え、対応可能な医療機関と連携していること

専門医療を担うガ城の病院と、診療「青報や1台療計画を共有するなどして連携して

いること

医療機関等の例

小y靜卜を^る診^(小児力功、りつけ医を含む。)

一般小↓見矛N病院、小児卦"域支援病院※

連携病院喋矧ヒ推進通知に規定されるもの)

訪島蒲護ステーション

小児台三垣肢^院は日本」、児科学会の「*也坊な振興」、児科病院A」に相当する。※

②初期小3見救急医療を担う機能 1初期小児救急】

ア・目標

初期小児救急を実施ずること

イ医療機関に求められる事項

小児杓瑚救急センター、休日夜間急患、センター等において平日昼間や夜間休日に

おける初期小児救急医療を実施すること

緊急手術や入院等を要する場合に備え、対応可能な医療機関と連携していること

封拶或で小児医療に従事する開業医等が、病院の開放施設(オ~ープン制度)や小児

初期救急センター等、夜間休日の初期小児救急医療に参画すること

ウ医療機関の例

(平日昼間)

小↓腎1を^るヨ今男漸

一般小児甲4病院、小児"拶或支援病院

連掬丙院像紺ヒ推進通知に規定されるもの)

(夜問休日)

在宅当番医制に参加している診療F斤、休日夜間急患センター、小児初期救急セン

ター

家族に対ずる精神的サポート等の支援を実施手ること

慢性疾患の急変時に備え、対応可能な医療機関と連携していること

専門医療を担う翅城の病院と、診割青報や冶療計画を共有tるなどして連携して

いること

医療機関等の例

小児矛斗を標袴する診療戸斤

一般小リそ矛1病院※、卦三麺賑興N早邪W」都完※

連携病院喋矧ヒ捕隹通知に規定されるもの)

(夜間休田

在宅当番医制に参加している診療所、休日夜間急患センター、小児わ棚救急セ

ンター

③小児医^砂ミa城の・所皮小児医療を担う機能小1

小児中核病院又1カト児ガ城医療センターがない医療圏において、最大の病院N腎斗で

あり、小児中核病院又1力」、児ガ城医療センターからアクセス不良(車で1断占以■で

連携病院喋矧ヒ描隹通知に規定されるもの)

訪問看護ステーション

平成18年6月日本j、児矛斗学会理事会中間報告書「小児医療提供体告11の改革ビジ※

ヨン」(以下「改革ビジョン」という。)に規定され、平成23年8月日本」、リ誹、斗学

会総会資料「

(2-2)わ瑚小児救急医療を担う機能【杓瑚小児救急1

①目標

初期小児救急を実施すること

②医療機関に求められる事項

小児初期救急センター、休日夜間急患センター等において平日昼間や夜ル獣日に

おけるわ瑚小児救急医療を実施すること

緊急手術や入院等を要する場合に備え、対応可能な医療機関と連携していること

ガ城で小児医療に従事する開業医等が、病院の開放旛設(オープン制度)や小児初

期救急センター等、夜鳥与休日の初期小児救急医療に参画すること

③医療機関の例

(平日廚司)

小↓腎1を標袴する診療所

^小児矛1病院、珂り域振卿」、児邪"丙院(改革ビジョンに規定されるもの)
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できる質の高い小児医療提g淋制に向けて」によりイ彦正されたも

ー'丙院1

③
一

の
一

立



あるものと定義される。小児人口の5.4%をカバーしているに過ぎないものの、医療圏

の面積は全国の約25%と広く、小児医療資源が乏しいため、他瓢城の小児矛斗との統廃合

は不適当である。

小児医療過疎地域において不可欠の小児禾W丙院として、軽症の診療、入1完に対応

イ

すること

医療機関に求められる事項

こと

③小児ガ城医療センター(日本j、児科学会の「ナ也域,N腎斗センター」に相当するもの)

小児医療圏において中心的に小児医療を実施する。

①小児専門医療を担う機能【小児専門医療】

(人的体雋11、新制見医療等その他の事項については、集約イヒ推進通知の連携強イW丙院

に係る言巳載も参照町)

ア目標

一般の小児医療を行う医療機関でほ対応が困難な患者に対ずる医療を実施するこ

と

小児専門医療を実力曾ずること

イ医療機関に求められる事項

高度の診断・検査・治療や巌務医の専門性に応じた専門医療を行うこと

・→股の小児医療を行う機関で1才対応が困難な患者や常時劉見・治療の必要な患者

等に対する入院r多療を行うこと

小児科を標袴する診療所や^病院等の針城における医療機関と、小児医療の連

携体削」を形成することにより、ガ城で求められる小児医療を全体として実施するこ

と

より高度専門的な対応について、高次機能病院と連携していること

療養・療育支援を担う施設との連携や、在宅医療を支援していること

家族に対ずる精神的サポート等の支援を実施ずること

ウ医療機関の例

台セ或N腎斗センター U、11CU動

連携強化病院喋矧ヒ推進通知に規定されるもの)

②ス゛完を要する救急医療を担う機能【入β鬼」、児救急】

(人的体脚」、新制見医療等その他の即頁については、集約化推進通知の連携強化病院

原則として入影誌床を設置し、必要に応じて小児
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小児専門医療を実力曾ずること

②医療機関に求められる即頁

高度の診断・1余査・治療や勤務医の専門性に応じた専門医療を行うこと

一般の小児医療を行う機関では対応が困難な,患者や常時劉見・治療の必要な患、者

等に対する入β完診療を行うこと

小児科を標柳する診療所や・→没病院等の地域における医療機関と、小児医療の連

携体制佐形成することにより、針城で求められる小児医療を全体として実施するこ

と

より高度専門的な対応について、高次機能病院と連携していること

療養・療育支援を担う施設との連携や、在宅医療を支援していること

家族に刻する精神的サポート等の支援を実施ナること

③医療機関の例

針含或」、児矛斗センター(NICU到(改革ビジョンに規定されるもの)

医療センター等へ紹介する

連携強イ腕院喋糊肘雌通知に規定されるもの)

(3-2)入β完を要する救急医療を担う機能【入院」、児救急】

(人的体帋"、新制見医療等その他の事項については、集矧ヒ推進通知の連携強化病院に

③負三國1、児医療センター(日本,」、児科学会の「1也域・N腎斗センターに相当するもの」)

小児医療圏において中心的に小児医療を実施する。

(3-1)小児専門医療を担う機能【小児専門医療】

(人的体市リ、新生児医療等その他の事項については、集矧ヒ推進通知の連携強化病院に

係る記載も参照匂)

①目標

・→投の小児医療を行う医療機関では対応が困難な患者に対ずる医療を実施するこ

と



に係る言識も参照0

ア目標

入院を要する小児救急医療を24時間体制で実施すること
亀4

イ医療機関に求められる事項

d寸,腎斗嘩市昊活・護師などの人員体制を含めて、入院を要する小児救急医療を24

時間365日体制」で実施可能であること

小児科を標袴する診卿斤や一般病浣等のガ城医劉幾関と連携し、ガ城で求められ

る入院を要する小児救急医療を担うこと

高度専門的な対応について、高次機能郷完と連携していること

療養・療育支援を担う施設と連携していること

家族に対ずる精神的サポート等の支援を実施すること

ウ医療機関の例

ガ包國1、児矛斗センター(救急型

連棚剣腕院喋矧酎隹進通知に規定されるもの)

小児救急医療拠点郷完

小児救急医療支援事業により輪番帛11に参加している病院

④小児中核病院(日本N見矛卜学会の「中核病院」、児科」に相当するもの)

三次医療圏において中核的な小児医療を実施ナる。

①高度な小児専門医療を担う機能【高度小児専門医療】

(人的体告11、新制見医療等その他の事項については、集約イ吋隹進通知の高炊機能病院

に係る記載も参照0

ア目標

小児賀城医療センターで1'鯏'応が困難な患者に対する高度な専門入院医療を実施

すること

当該盤城における医療従事者への教育や研究を実施すること

イ医療機関に求められる事項

広域の小児中核病院や小児針城医療センターとの連携により、高度専門的な診

断・検査・治療を実施し、医療人材の育成・交流などを含めて賀戦医療に貢献する

こと

療養・療育支援を担う施設,と連携していること

家族に対ずる精神的サポート等の支援を実施手ること

ウ医療機関の例

中核病院(改革ビジョンに規定されるもの)

係る記載も参照叩)

①目標

入院を要する小児救急医療を24時間体制で実施すること

②医療機関に求められる寡頁

小児矛斗医師弌渚護師などの人員体制を含めて、入1完を要する小児救急医療を24

時問365日体擶Uで実施可能であること

小児科を標樗tる診療所や一般卿完等の"城医療機関と連携し、盤城で求められ

る入院を要する小児救急医療を担うこと

高度専門的な対応について、高次機能病院と連携していること

療養・療育支援を担う施設と連携していること

家族に対ずる精神的サポート等の支援を実施すること

③医療機関の例

ガ三或N畔トセンター(救急型(改革ビジョンに規定されるもの)
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連携強化病院喋矧吋惨隹通知に規定されるもの)

小児救急医療拠点病院

小児救急医療支援事業により輪番痢」に参加している病院

④ソ」、児中核病院(日本卜児矛斗学会の「中核病院N巳矛斗」に相当するもの)

三炊医療圏において中核的な小児医療を実施ずる。

(4-D 高度な小児専門医療を担う^【高度小児専門医療】

(人的体市4、新制見医療等その他の事項については、集矧ヒ推進通知の高次機能病院に

係るヨ己載も参照叩)

①目標

趙拘如」、児医療センターで1才ヌす応が困難な患者に剣する高度な専門入院医療を実施

すること

当該貞城における医療従事者への教育や研究を実施すること

②医療機関に求められる事項

広域の小児中核病院弌司也域」、児医療センターとの連携により、高度専門的な診

断・検査・治療を実施し、医療人材の育成・交流などを含めて地或医療に貢献ずる

こと

療養・療育支援を担う施設と連携していること

家族に対ずる精神的サボート等の支援を実施すること

③医療機関の例

中核病院(改革ビジョンに規定されるもの)



大駒丙院(二村完

小児専門病院

②小児の救命救急医療を担う機能【小児救命救急医療】

(人的体脚」、新生児医療等その他の事項については、集約化推進通知の高次機能病院

に係るヨ巳載も参照,)

ア目標

小児の救命救急医療を24断占体市1で実施すること

イ医療機関に求められる事項

小児州城医療センターからの紹介患者や重症外傷を含めた救急搬送による患者を

中心として、重篤な小児患者に対する救急医療を24時間365日体制」で実施するこ

と

小児の集中治療を専門的に実行できる診療体制」(小児専門施設であればP1側を

運営することが望ましい)を構築することが望ましいこと

療養・療育支援を担う施設と連携していること

家族に対・手る精神的サポート等の支援を実歯ずること

ウ医療機関の例

救命救急センター

小児救命救急センター

小↓旦救急医療拠点病院のうち救命救急医療を提供するもの
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第3 構築の具体的な手順

1 現吠の把握

都道府県は、小児医療四体帋リを構築するに当たって、(1×2)に示す項目を参考に、患者動

向、医療資源及び医療連携等について、現杙を乳別是ずる。

さらに、(3){こ示す、医療機能ごとおよびストラクチャー・プロセス・アウトカムごとに

分類された指標例により、数値で客觀的に現状を魂嘘する。

なお、(D~(3)の各項目について、参考として調査名を示しているが、そのイ也彪要に応じ

て調査を追力口されたい。

①患者動向に関する情報

小児患者数 q芽斤の別、軽症・囿圭の別、外来・入院の別、搬送のネ重類、受診噺占帯)

(患者調査シ

乳児、孚勘児、小児(15才未満)の死亡率(人口動態統計)

小児人口 q主民基本台帳に基づく人口、人口動態及ぴ世帯汝胴査)

第3 構築の具体的な判偵

1 現吠の把握

都道府県は、小児医療体制を構築するに当たって、①及び(2)1こ示す項目を参考に、患者

動向、医療資游及ぴ医宗車携等について、現伏を把握する。

さらに、(3)に示す、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムごとに分

類された指標例により、数li首で茗為満に現状を乳ヨ握ずる。

なお、(1)~(3)の各項目について、参考として調査名を示してぃるが、そのイ也必、要に応じ

て調査をi助nされたい。

(D 患者動向に関する情報

小児患者数(イ主Pフテの別、棚走・動圭の別、外来・入院の別、が識差の^、受診時間帯)

(患者・調査D

孚U見、孚し幼児、小児(15才未満)の死亡率(人口動態冠語+)

小児人口(住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯汝胴査)

大物丙院(都知

小児専門病院

(4-2)小児の救命救急医療を担う機能【小児救命救急医療】

(人的体缶1、新制見医療等その他の事項については、集約化推進通知の高次機能病院に

係る記載も参照。)
、、

①目標

小児の救命救急医療を24時間体脚」で実施すること

②医劉幾関に求められる事項

ガ包或1、児医療センターからの紹介患者や重症外傷を含めた救急搬送による患、者を

中心として、重篤な小児患者に刻司、る救急医療を24時間365日体制で実施するこ

と

小児の集中治療を専門的に実行できる診療体帋1(小児専門施設であればPICUを

運営することが望ましい)を構築することが望ましいこと

療養・療育支援を担う施設と連携していること

家族に対ずる精神的サポート等の支援を実施すること

③医療機関の例

救命救急センター

小児救命救急センター

小児救急医療拠点病院のうち救命救急医療を提供するもの



出生率(人口動態統計)

特別児童扶養手当数等(樹止行政報告伊」等)

②医療資源・連携等に関する↑青報

小↓見チ、斗標袴病院数とその所在

名病院における診療の実態

外来(一般外来、各種専門外来、検診・育児相談・予防接種等)

入β完(一般病床数、NI(刃病床数、PICU病床数、小児入院医療管理料の算定病床数等)

小児医療に係る医師の数(小リ誹斗医等)

小児矛斗標袴診療所数とその所在

時間外の診療対応リ詫兄

休日・夜問診療所の運営状況(診療断占、対応疾病、医師人数等)

小児矛斗を標楴ずる診療所及例丙院の初期救急体制」への関与状況

休日・夜間の薬局の運営状況(開局噺占、薬斉11師人数等)

小児救急医療に携わる施設とその位置(衛生主管部局)

救急医療機関の人員(衛生主管部局)

③指標による現え餅巴握

別表10に掲げるような、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムビ

とに分類された指標例により、針城の医療提供体帋"の現状を客概的に把握し、医療計画に

記載ずる。'その際、ガ城住民の健康状態やその改善に寄与すると考えられるサービスに関

する指標(重点キ旨標)、その他国が提供するデータ昊弓虫自調査データ、データの角鞠博に

より入手可能な指標(参考指標)に留意して、把握すること。

2 医療機能の明幽ヒ及ひ圏域の設定に関する検討

①都道府県は、小児医療体痢1を構築するに当たって、「第2

項」を基に、^嬬「1 現伏のゑ嘘」で収集した情報を分析し、・→投小児医療、小児"城

支援病院、小児針丘域医療センター、小児中核病院といった各種機能を明確にして、圏域を

言窒矢邑,、る。

(2)医療機能を明鬮ヒするに当たって、"城によっては、医療資源の制約等によりひとつの

施設が複数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が存在しない場

合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

③圏域を設定するに当たっては、小児針城医療センターを中心とした診療状況を勘案し、

従来の二次医療圏にこだわらず"城の医療資源等の実情に応じて弾力的に設定する。

④検討を行う場合は、ガ城医師会等の医療関係、団体、現1こノ」、児医療の診療に従事する者、

出生率(人口動態統計)

特ヨ1j児童扶養手当数等(樹止行政報告伊拷)

②医療資源・i車携等に関する「青報

小児矛斗標袴病院数とその所在

各病院における診療の実見.R

外来(一般外来、各種専門外来、検診・育児相談・予防接種等)

入院(一般病床数、ⅥCU病床数、PICU病床数、小児1゛完医療管理料の算定病床数等)

小児医療に係る医師の数(小3腎斗医等)

小リ誹斗標袴診療所数とその所在

時問外の診療対応状況

休日・夜間診療所の運営状況(診療時問、対応疾病、医師人数等)

小児科を標樗ずる診療所及て刈丙院の初期救急体削」への関与状況

休日・夜問の薬局の運営状況(開局時間、薬斉鵬市人数等)

小児救急、医療に携わる施設とそdX立置(衛生主管部局)

救急医劉幾関の人員(衛生主管部局)

③指標による現状れ墾

別表10に掲げるような、医療機能ビと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムご

とにろ)類された指標例により、ナ膨或の医療ザ疋g淋制の現状を客額的に把握し、医療計画に

記載する。その際、公的統言階により全都道府県で入手可能な樹票(必須擶雫)と、独自

調査やデータ角¥ぢ縛に上り入手可能な擶雫(推奨指標)に留意して、把握すること。

に、前記「1 現次の魂嘘」で収集した情報を分析し、一般小児医療、針セ或」、児医療セン

ター、中核病院といった各種機能を明確にして、圏域を設定する。

②医療機能を明確イヒす'るに当たって、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつ

の施設力蝮数の機能を担うこともあり得る。逆に、圏域内に機能を担う施設が存在しない

場合には、圏域の再設定を行うこともあり得る。

③圏域を設定するに当たっては、台三域」、児医療センターを中心とした診療状況を勘案し、

従来の二次医療圏にこだわらずガ城の医療資源等の実情に応じて弾力的に設定ずる。

④検討を行う場合は、台城医師会等の医療関俳、団体、現に小児医療の診療に従事する者、
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医療体告11の構築に必要な事

2 医療機能の明鬮ヒ及び圏域の設定に関する検討

①都道府県は、小児医療体制1を構築するに当たって、「第2 医療機関とその連携」を基



住民・患者、市畍寸等の樹弌表が参画する。

3 連携の検討

①都道府県は、小児医療の体吊11を構築するに当たって、患者の重崖度・緊急度に応じて適

切に医療が提供されるよう、また、関係機関・施設のイ言頼関係が醸成されるよう酉三慮する。

また、都道府県内における医療が必要なF^児の支援に関わる医寮・樹止等の関俳、機関と

連係を図る。

さらに、医療機関、消防機関、消防防災主管部局、地域医師会等の関係、者は、診療情報

の共有、連携する施設・医師等専門職種のt青報の共有に努める。

②保旛折は、「ガ城保幽去第4条第1項の規定に基づく"城保健刈策の推進に関ずる基本

的な指針」(平成6年厚生省告示第374 号)の規定に基づき、また、「医療計画の作成及び

推進における保禽ワ〒の役唐リにっいて」(平成19年7月20日付け健総発第0720001号厚生
労債治'健康局総務課長通知)を参考に、医療L車携の円滑な実施に向けて、ガ城医師会等と

連携して医療機関相互又は医療機関と消防機関との調整を行うなど、積極的な役告"を果た

すこと。

(3)都道府県域の県境地域においては、道路状況やガ城住民の受療動向により、県内医療機

関と県外医療機関との連携体制を検討ずる。

その場合、醐妾都道府県関俳、者からなる協議会を設置する等により合意を得る。

④医療計画には、原則として各医療機能を担う医療機関の名称を記載ずる。

なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関力蝮数の機能を担う

こともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療連携体制の中で各医療機能を担う医

療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、"城の実情に応じて記載をする

ことで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

⑤集矧ヒ・重点化を実施するための計画との整合性を図る。

①連携強化病院の体制

②連掬青院の体罰」

③連携強化病院と連携病院の}車携肺1

④台城の診療所・連携病院の参加による休日・夜間わ瑚小児救急医療体制

⑤連携強化病院における盤城の小児救急、医療の支援体伶11

⑥医療機関問における搬送体帋"

⑦高次機胸丙院のイ賠1

住民・患者、市岡制等の名イt表が参画する。

3 1車携の検討

①都道府県は、小児医療の体帋リを構築するに当たって、患者の動主度・緊急度に応じて

適切に医療が提供されるよう、また、関停、機関・施設のイ言頼関係が醸成されるよう酉論、す

る。

また、医掬幾関、消防機関、消防防災主管部局、1也域医師会等の関係者は、診療「青報の

共有、連携する施設・医師等専門職種の情報の共有に努める。

②イ呆卸フ〒は、「1也域保趨去第4条第1項の規定に基づく地域保健刻策の推進に関する基本

的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計画の作成及び

推進における保儕万の役害11について」(平成19年7月20日健紗'発第0720001号健康局総

琴課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施に向けて、1也域医師会等と連携して医療機

関相互又は医療機関と消防機関との調整を行うなど、積極的な役唐"を果たすこと。

③都道府県域の県境ガ城においては、道路状況弌出城住民の受療動向により、県内医療

機関と県外医療機関との連携体制を検討する。

その場合、隣接都道府県関俳者からなる協議会を設置する等により合意を得る。

④医宗計画には、原貝1」として各医療機能を担う医療機関の名称を記載する。

なお、ガ城によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関力蝮数の機能を担う

こともある。 ぐー

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療連携体制の中で各医療機能を担う医

療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、ガ城の実情に応じて=識をする

ことで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

⑤集矧ヒ・重点化を実施するための計画との整合性を図る。

①連棚剣W丙院の体制

②連掬丙院の体罰」

③連棚剣ヒ病院と連携病院の連携体制

④"城の診療所・連携病院の参加による休日・夜間初期小児救急医療体市11

⑤連棚剣W丙院における台戦の小児救急医療の支援体制

⑥医療機関問における搬送体伶"

⑦高次機胸丙院の役害11
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4 課題の抽出

都道府県は、「第2 医療体制の構築に必、要な事圓を踏まえ、「1 現伏の把捜で収集し

た1青報昊司昔標により把握した数値から明確となった現状について分析を行い、地域の小児医

療体雋11の課題を抽出し、医療計画に記載ずる。

その際、現状分析に用いたストラクチャー、プロセス、アウトカム指標の関連性も考慮し、

病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出する。

5 数値目標

都道府県は、良質かつ適切な小児医療を提供する体制について、事裟に定量的な比鵬平価

を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、地域の実情に応じた目標項

目やその数値目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画に記載する。

数値目標の設定に当たっては、名寺旨標の全国データ等を参考にするとともに、基本方針第

九に掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を角翆決するために

必要な目標を設定することとする。

6 施策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、「4

課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を逢戎tるために行う施策に

ついて、医療ヨ十画に三巳載する。

7 調而

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画の手肖西を行泌旦織や時

期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策の進捗状況の評価については、 1年ごと

に行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状罰張に用いた指標の状況について、

少なくとも6年(在宅医療その他Z要な事項については3年)ごとに調査、分析及び評価を

4 課題の抽出

都道府県は、「第2

^

標により把握した数値から明確となった現炭について分析を行い、台城の小児医療体制1の課

題を抽出し、医療計画に記載する。

その際、現状分析に用いたストラクチャー、プロセス、アウトカム指標の関連性も考慮し、

病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出する。

行い、彪要があるときは、都道府県はその医療計画を変更することとする。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を左法し、医療計画やその進捗状況を周知

する必要がある。このため、指標による現炭井嘘、目標項目、数値目標、施策やその進捗状

況、言肖西体制や調西結果を公表する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。

5 数値目標、

都道府県は、良質かつ適切な小児医療を提供する体帛11について、事後に定量的なj嫩ヨ平価

を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、貧城の実情に応じた目標項目

やその数値目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画に記載する。

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本方針第

Zに掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

なお、逸戎可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を解決するために

必要な目標を設定することとする。

関とその連」を踏まえ、「1 現伏の把握」で収集した,t青報昊指

6 施策

数値目標の達成には、課題に応じた施策を実施することが重要である。都道府県は、「4 課

題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成するために行う施策につい

て、医療計画にき己載する。

7 調西

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必、要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ手再西を行う体制を整え、医療計画の書F価を行泌且織や時

期を医療計画に葡弾ける。この際、少なくとも施策の進捗状況の評価については、1年ビと

に行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状把握に用いた指標の状況について、

少なくとも5年ごとに調査、分析及ひ三平価を行い、必要があるときは、都道府県はその医療

計画を変更することとする。

8 公表

都辿奇県は、住民に分かりやナい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況を周知

する必要がある。このため、指標による現状把握、目標項目、数値目標、施策やその進捗状

況、評価体制や評価結果を左法する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるものとする。
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多くの国民が自宅等住み慣れた環境での療養を望んでいる。高鯏ヒの進展に伴レゞ矣病構造が変

化し、誰もが何らかの病気を抱えながら生活をするようになる中で、「治す医療」から「治し、

支える医療」への転換が求められている。在宅医療は、高齢になっても病気になっても障害があ

つても、住聖慣狂左■^自分らW生活を続けられるよう、入β完医療や列来医療、介誰、樹止

サービスと相互に補完しながら、患者の日常生活を支える医療であり、""或包括ケアシステムの

不可欠の構成要素である。

在宅医療の体削騰築に係る指針

改

また、今後増大する慢性期の医療二ーズに対し、在宅医療はその受け皿として、さらしこ看取り
を含む医療提供体制の県盤のーつとして期待されている。

正

本キ識+では「第1 在宅医療の現状」において、我が国の疾矧篝造及て潅宅医療の二ーズの変

化や在宅医療に係る資源の現伏を概観し、次に「第2 医療体指"の構築に必要な事項」において、

後

どのような医療体制を構築すべきかを示している。

都道府県は、これらを踏まえっつ、「第3 構築の具体的な手11圓に則して、ナ也域の現伏を把

握・分析し、また在宅医療に求められる医療機能を理解した上で、賀城の実情に応じて圏域を設

定し、その圏域ビとの医療機関とそれらの関係機関間の連携の検討を行い、最終的には都道府県

全体で評価まで行えるようにする。

第1 在宅医療の現状

1 在宅医療の現伏

①疾病構造の変化

昭和10~20年代において、我が国の死因の第1位であった結核に代わり、昭和33年以

降は、悪性新生物(がん)、心疾患、脳血管疾患などの生活習慣病(,慢性疾患)が死因の

上位を占めるようになっだ。こうした疾病構廸比の変化や高鯏ヒの進展に伴い、要价誰認定

多くの国民が自宅捌主み慣れた環境での療養を望んでいる。高齢になっても病気になっても自

分らしい生活を支える在宅医療の提供体雋リを構築することは、国民の生活の質の向上に資するも

者寒丑認会剛主患者は大φ冨に増加しており、自宅や針夘或で疾病や障害を抱えっつ生活を送る者

が今後も増加していくことが考えられる。

のである。

1'厚生労働省'「人口動態調査統計(確定捌」(平成器27年)

現

在宅医療の体柳購築に係る指針

また、超高謝士会を迎え、医療機関昊汾護保険施設等の受入れにも限界が生じることが予測さ

れる中で、在宅医療は慢"L 及び回復期患者の受け皿として、さらに看取りを含む医療提供体制

の遍盤のーつとして期待されている。

、本指針では「第1 在宅医療の現伏」において、我が国の疾矧蒜造及て潅宅医療の二ーズの変

化や在宅医療に係る資源の現状を概観し、次に「第2 関係機関とその連携」において、どのよ

行

うな医療体制を構築すべきかを示している。

都道府県は、これらを踏まえつつ、「第3 構築の具体的な剥恒」に則して、地域の現伏を把握・

分析し、また在宅医療に求められる医療機能を理解した上で、針城の実清に応じて圏域を設定し、

その圏域ビとの医療機関とそれらの関係機関間の連携の検討を行い、最終的には都道府県全体で

詔西まで行えるようにする。

第1

1

在宅医療の現炭

在宅医療の現伏

①多副丙構L告の変化

昭和10~20刷弌において、我が国の死因の第1位であった結核に代わり、昭和33年以

降は、悪性新生物(がん)、心疾患、脳血管疾患が死因の上位を占めるようになった。ま

た、要介護状態に至る主な原因疾患、に関する平成22年の報告では、脳血管疾患が約21%、

認知症が約15%、関節疾患が約H%、老衰が約14%となっている。さらに認知症高齢者

の日常生活自立度Ⅱ※以上の人数については、平成27年に250万人、平成37年には323

万人に達すると擢十されている。自宅や豊城で疾病都章害を抱えつつ生活を送る者が今後

も増力Uしていくことが考えられる。

※認会虚高齢者の日常生活自立度Ⅱとは、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思

169



②在宅医療の二ーズの勅口と多樹ヒ

平成三年における価歳以上の高齢者人口は、旦■空万人であるが'、平成54年には3,878

万人となりピークを迎え2、同年の75歳以上の人口割合は、現在の13%から21%に増加す

る。また、価歳以上の高齢者のいる世帯の約6割が、ぢ虫居又は夫婦のみの世帯である。さ

らに、死亡総数は現在の約129万人から約166万人に増える.。今後は、高齢者の世帯動

向、居宅等の形態も踏まえ、医療提供のあり方を検討することが重要である。

在宅人工叩及指導管理料を算定している患者数は、平成21年の13543N月から、平

成24年には21121N月、平成27年には25,184N、月と、年々増加している.。特に、医

療技休テの進歩等を背景として、退1完後も人工叩及器や胃ろう等を使用し、たんの吸引弌経

管栄養などの医療的ケアを受けながら日常生活を営む小児や若年層の患者が増加してい

る。在宅患者訪ル形療料を定している1ケ月あたりの小児(0~9歳)の数は、平成豁

年の91N月から、平成27年の1003N月へと勅Uし'、また訪問看謹を受ける小児(0

)

~9歳)の数は、平成21年の約3千人/月から、平成27年の約8千人/月へと1勧nしてい

る4。

このように、疾病構造の変化や高謝ヒの進展、医療技術の進歩、QOL向上を重視した医

療への期待の高まり等により、在宅医療の二ーズ1ネ増加し、また多捌ヒしている。

2 在宅医療の提供体制

①運完支援

在宅医療は、増大する慢性期の医療二ーズの受け皿としての役寄1を期待されている。近

年、在宅療養を選択司、る人工叩及器を装着した者昊并可らかの医療処置を必要とする者が増

えてきたことから、医療のネ佳続性や運完に伴って新たに生じる心理的・社会的問題の予防

弌附応のために、入1完初期から退β完後の生活を見据えた週浣支援だ重要となる。

具体的には、病院におけるネ月織的な取組(適完支援担当者の配置や潤完困難者のスクリ

ーニングの導入等)や多賠雁による適完前カンファレンス等が行われており、自宅への退

院者の矧)口や平均御完日数の減少、患者や家族のQOL向上等の効果が報告されていず。

(2)在宅医療の二ーズの増加と多捌ヒ

平成22年における65歳以上の高齢者人口は、2,937万人であるが,、平成54年には、3,878

万人となりピークを迎え、同年の75歳以上の人口御洽は、現在の11%から21%に増力nす

る。また、65歳以上の高齢者のいる世帯の約半数が、オ虫居又は知希のみの世帯である。さ

らに、死亡総数は現在の約120万人から約166万人に増える'。今後は、高齢者の世帯動

向、居宅等の形態も踏まえ、医療提供のあり方を検予片ることが重要である。

疎通の困難さが多少られても、誰かが注意すれば自立できる状態をいう

2 国立社会ι黙章・人口昆^珀本の将来推計人口(1月推計)」(司械24年)
'厚生労働省'「ネ士会医療r多療行為昜1鯛旬

5 医療経済研鶚^「退1完準備から在宅ケアを結ぶ支援(りエゾンシステム)のあり方に関ずる研知(羽戎19年)
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在宅療養支援病院・診療所において訪問診療又1士ψを受けている在宅療養者は、介護

保険3施設※に入院・入所中の者よりも、人工叩及器、気管切開、酸素療法等の医療を必

「訪F

要とする者が多いことが報告されている。また、在宅人工叩及指導管理料の1ケ月あたり

の算定イ牛数は、平成13年の2,455件から、平成21年の12,783イ牛＼と約5倍に増加して

いる。

実鰹

※介護保険3施設:介護老人保健旛設、粥1慶護老人ホーム、介護療養型医療施設

さらに近年、疾病昊障害を抱えながらも自宅剣主み慣れた"註域で生活をする小児弌モ皆年

層の在宅療養者が増力nしている。医療郷貪の訪問看護を受ける小児(0~9歳)の数は、平

21 27

成13年の1ケ月あたり842人から、平成21年の2928人へと約3.5倍に増加している。

疾獄韓造の変化や高鯏ヒ、QOL向上を重視した医療への期待の高まり等により、在宅医

療の二ーズ1ユ増加し、主た多捌ヒしている。

2 在宅医療の提台淋制

①運完支援

在宅医療は、'慢注期及び回復期患者の受け皿としての機能を期待されている。近年、在

宅療養を選択する人工呼吸器を装着した者や何らかの医療処置を必要とする者が増えて

きたことから、医療の継続性や運完に伴って新たに生じる心理的・社会的ル班の予防や対

応のために、入院初期から運完後の生活を見据えた運完支援四重要性が高まっている。

具体的には、病院におけるネ旦織的な取り組み(退1完支援担当者の配置や週1完困難者のス

クリーニングの導入等)や多脂雁による適完前カンファレンス等が行われており、自宅へ

の退浣者の増力nや平均都完日数の減少、患者や家族のQOL向上等の効果が報告されている。



週完支援担当者を配置している病院は、平成20年の2,450ケ所(28%)から、平成26

年の3592ケフ〒(42%)へと増加している'。病床規模%吼こみると、300床以上の病院では

74%の病院で巡完支援の担当者を配置しており、病床規模が大きい病院ほど複数の担当者

を配置している傾向がみられる6。

②日常の療養生活の支援

①訪問診療

在宅医療を受けた患者数は、丑生望旦生^で、平脚3年の1聖四ΩNe

に↓嫩し、里%1勸Uしている,。

訪問診療を提供している医療機関は、全診療所100,461ケ所のうち、2生窒ケ所

(20.59'、0)、全病際,493ケ所のうち互69_2ケ所(31.フ%)である0。また、在宅療養支援病

院及て雄宅療養支援診療所数は平成26年3月現在、それぞれ1,060ケ所、14,453ケ所の

届出があり'、年々増加しているものの、都道府馬1」の人口10万人当たりでみると、前者

が0.29から3.6 (全圖直0.8)、後者が5.4から22.8 (全国値11.5)とばらっきが見られる
7
0

病院、診療所を対象とした調査では、在宅医療を実施する上で特に大変なこととして、

嬰%が24時間対応の困難さを挙げた,。在宅医療の多くが診療祈を中心とした小規模な組

織体制」で提供されており、24時間対応、急変時の対応及ひ看取りを行うための連携体帋lj

の構築が求められている。

②訪問看護

訪問看護〒1」用者約56.7万N月のうち、医療保険による利用者1詠り17.1万N月抑、介

護保険による訪見サ看護禾1」用者が約39.6万人ノ月"である。

介護保険における請求事拘ワ〒数でみると、訪問看護ステーションは!■望力所"、訪問
看護を実施する病院・ヨ今療所は1●塑力所であるⅡ。都道府県別に人口10万人当たりの訪

問看護事拘ワ〒数(訪問看護ステーション、訪問看護を実施している医療機関の合計)を

みると、 4.3から12.1とぱらつきがみられる(全圖面.3)稔。

訪問看護ステーションの多くは、従業員が5人未満の小規模な事業F斤であるが、規模
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しかし、実際に退院支援担当者を配置している病院は、2,450 ケ所(28%)である。病
床規模"1」にみると、300床レメ上の病院でι才約半数の病院でa即完支援の担当者を配置してお

り、病床規模が大きい病院ほど複数の担当者を配置している傾向がみられる,。

「医療施訟^(静態)」(司牧20^年)'厚生労働省'

7 厚生労働沼 「患者調旬(斗減鈎墨■旦年)
'厚生労働省'医政局劃城医療計画課鯛べ(斗城27年)
日本医"市会公合

m 厚生労働省

Ⅱ厚生労働省'

②

①

日常の療養生活の支援

訪ル形療・往診

29

在宅医療を受けた患者数は、1旦E9Ξ、四旦_人で、平成17年の皿旦四人に比較し、52.3%
増加している。

訪問診療を提供している医療機関は、全診療所99,083ケ所のうち、 19,501ケ所

(19.フ%)、全病際"'て9_4ケ所のうち2,582ケ所(29.4%)である,。また、在宅療養支援病

院及て潅宅療養支援診療所数は平虎3年7月現在、それぞれ12,848ケ所、 U5ケ所の届け

出があり、年々増加しているものの、都道府県別の人口10万人当たりでみると、前者が

3.9から20.9 (全圖直10. D、後者が0.05から1.25 (全圖直0.4D とばらっきが見られる。

「調占看談療養費実態調浩ヨ(平成部27年)
「介冒鰍計寸費実態調査」(平成部27年6月)

「介談給付費実態調旬(斗轤器2旦年)より算出

「力功、りつけ医

診療所を対象とした調査では、在宅療養支援診療所の届出をしない理由として、約

70%が24時間対応の困難さを挙げた在宅療養支援診廊斤の81%が医師数1名の小規模

と在宅医療についての紗

盆於癒画工逸^24時間対応、急変時の対応及ひ看取りを行うための連携体制の構築が

求められている。

②訪ル曙護

訪ル曙護禾"用者約40.1万N月のうち、医療保険による利用者1詠り9.9万N月、ダ離

保険による訪問看護禾リ用者が約30.2万N月である。

介護保険における請求事拘フ〒数でみると、訪問看護ステーションは旦■空力所、訪問

看護を実施する病院・診療所は1■9旦力所である。都道府県別に人口10万人当たりの訪

問看護事業P祈数(訪鳥曙護ステーション、訪問看護を実施している医療機関の合計)を

みると、 3.5から10.8とばらつきがみられる(全国値6.8)。

従業員が5人耒満の小規模な訪問看護ステーションが60%を占めるが、訪問看護ステ



の大きな訪問看護ステーションほど、難病や末期の悪迦重癌等の利用者が多く、また緊

急の訪問が多い実態がある玲

今後は、看取りや重症度の高い利用者へ対応できるよう、訪問看護ステーション間や

関係機関との連携強化、訪ル曙護ステーションの大規模イヒ等の機能強化による安定的な

訪ル曙護サービスの提供体市110)整0椿が求められている。

③訪問歯矛斗診療

在宅歯矛斗医療を受けた患者は、約4堕ΩΩNe (歯矛斗外来患者総数の3.0%)であり、

そのうち、フフ.6%が65歳以上である'。

全歯矛斗診療所68,592ケ所のうち、訪問歯矛斗診療を提供している歯矛斗診療所は、14,069

ケ所(20.5%)である'。在宅又は介護旛設等における療養を歯矛斗医療面から支援する在

宅療養支援歯矛斗診療所は6,U3ケ所で増力Ⅲ頃向にあるが腔、全歯手斗診療戸斤の約9%にとど
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まっている。

近年は、口腔ケアが誤噂性肺炎の発症予防につながるなど、口腔と全身との関係につ

いて広く指摘されており、医療機関等との連携を更に推進していくことが求められてい

る。

④訪問薬斉」管理指導

全薬局旦左空生力酬'のうち、在宅訪問薬郵謄理指導業務を実施している薬局数は、平

成26年では医療郷貪では3,598 ケ所で算定回数1詠り15万回ノ年、グ蔑保険では11,020

ケ所値複あり)で算定回物ユ約545万回/年となっており玲、実施旛設は年々増加して

いるが薬局全体で1詠り2割程度である。医療機関の薬却」師が実施した在宅訪問薬却」管理

指導掲劣は、医療保険約480回/月Ⅱ、介護保側1り6000回/月 Uとなっている。針城の

薬局には、医薬品等の供私△体制の確保に加え、医療機関等と連携して患者の"艮薬'「青報を

一元的・ネ1既的なお墾とそれに基づく薬学的管理・指導を行うことや、入週浣時におけ

ーション1力所あたり、平均26.8力所の医療機関から訪問看測旨示書が交付されており、

る医療機関等との連携、夜間・休日等の

平均17.3力所の居宅介護支援事業P万から居宅サービス計画書を受け取っている等、多く

③急変時の対応

が求められている。

の医療機関弌价'護事身二万と連携している実態が報告されている狐。

13
厚生労働省保険局医療課調べ(斗城25年)
厚生労働省'保険局医療課調べ

厚生労働省'「衛生行政報告伊1」

③訪問歯矛1診療

在宅歯甲1医療を受けた患者は、約2聖ΩΩNe (歯矛斗外来患者総数の1.9%)であり、

そのうち、 95.フ%が65歳以上である川。

全歯矛斗診療肺7,フ79ケ所のうち、訪問歯矛斗診療を提供している歯矛斗診療所は、8,214

ケ所(12.1%)であ岑。在宅又は介護榔斐等における療養を歯矛斗医療面から支援tる在宅

生

生労働省'「キ上会医療診療行為牙1

保険局老鐘局調、ミ(、

療養支援歯矛斗診療所は生1四ケ所であるが、都道府!閥1」の歯矛斗診療所に占める在宅療養

支援歯科診療所の割合をみると、0.4%から36.1%とぱらつきがみられる(全国値

(斗牧2127年)

(平成g126年)

」や電話相談への対応等の役害リを果たすこと

5.5%)。

要介護高齢者の約9割が歯矛斗治療や専門的口腔ケアが必要とされているが、実際の受

療者1詠り3害」という報告もある。口腔機能の低下弌毛呉噂性肺炎の予防等のためには、在

26年)

宅療養者の歯科受療率の向上が課題となっている。

④訪問薬斉,管理指導

介護保険の居宅療養管理指導を受けた者の数は、約11万人/月である。

(平成27年)

全薬局53,642力所のうち、在宅患者訪問薬邦」管理指導来1届出薬局数は、 42,163 ケ所

(78.4%)であるが゛、都道府馬リに届出割合をみると、 48.5%から98.8%とぱらつき

がみられる(全圖直78.6%)

医療保険の在宅患

る薬局等を対象とした調査によると、患者の薬邦偕理上の問題点として、薬斉4の保管状

況、"艮薬に関する理解不足、薬邦」の飲み忘れ等が挙げられている。

③急変時の対応

問薬斉U管瑠旨導及てド介誰郷貪の居宅療養管理指導を行ってし

^

皿
0

4
 
5

ー
ー



自宅での療養を希望していてもそれが実現できない理由として、急変時の対応に関する

患、者の不安や家族の負担への懸念が挙げられる墾。こうした不安や負担の軽減が、在宅で
の療養をネ佳続するための重要な課題である。

そのため、24時問いつでも往診や訪問看護の対応が可能な連携体御1や、入院医療機関に

^

おける円滑な受入れといった後方支援体痢」の構築が求められている。

④在宅での看取り

堕91,の国民が、治る見込みがなV惰気になった場合に、自宅で最期を迎えることを望ん

でいるがN、場所別の死亡率をみると、医療機関での死亡率が7フ%となっている.。患者

や家族のQOLの瓢鱗向上を図りつつ療養生活を支えるとともに、患者や家族が希望した場

合には、自宅で最期を迎えることを可能にする医療及び介護体制の構築が求められてぃ

る。

また、高鯏ヒの進展に伴い、介護旛設等で最期を迎える者が増えてぃることから、在宅

医療に係る機関が介護旛設等による看取りを必要に応じて支援することが求められる。

IH、

第2 医療体帛1」の構築に必婁な事項

1 目指すべき方向

前記「第1 在宅医療の現状」を踏まえ、個々の役省1や医療機能、それを満たす各関鯏幾

関、さらにそれら関仁粢機関相互の連携により、在宅医療が円滑に提供される体制を構築する。

①円滑な在宅療養移行に向けての退浣支援が可能な体制」

①入院医療機関と在宅医療に係る機関との協働による週浣支援の実施

②日常の療養支援が可能な体制」

①多脂雁協働により患者やその家族の生活を支える観点からの医療の提供

②緩和ケアの提供

③易訪矣への支援

③急変時の対応が可能な体制

①患者の病状急変時における往診や訪問看護の体佑"及ぴ入βjむ1丙床の確保

自宅での療養を希望していてもそれが実現できない理由として、急変時の対応に関する

不安や家族△の負担への懸念が挙げられる。急変時の対応に関する患者の不安の軽減や塞
族の負担の軽減が、在宅での療養を剤翫するための重要な課題である。そのため、訪問診

療や訪鳥曙護にっいては解時間対応が可能な連携体柳1の構築、在宅療養支援病院や有床

診療所については在宅療養患者の病状の急変時における円滑な受け入れが求められてぃ

る。

④在宅での看取り

塑%以上の国民が、終末期においても可能なかぎり自宅での療養を望んでおり、患者や

家族のQOLの維持向上を図りつつ療養生活を支えるとともに、患者昊嫁族が希望した場合

には、自宅で最期を迎えることを可能にする医療及ぴ介護体佑11の構築が求められてぃる。

④患者が望む場所での看取りが可能な体制

18 内閣府「高齢者 に関る

また、高鯏ヒの進展に伴い、介護施設等で最期を迎える者が増えていることから、在宅

医療に係る機関が介護旛設等による看取りを必要に応じて支援tることが求められる。

我が国の在宅死亡率伯宅及び老人ホームでの死亡率)をみると、平成18年の14.5%

から増加に転じ、平成22年の在宅死亡率は 16.1%となっている.。また、東京特別区及

び政令指

平 24年

第2

1 目指すべき方向

前記「第1 在宅医療の現伏」を踏まえ、個々の役御}や医劉幾能、それを満たす各関係機

関、さらにそれら関係機関相互の連携により、在宅医療が円滑に提供される体帛4をキ篝築する。

①円滑な在宅療養移行に向けての運完支援が可能な体制」

①入J完医療機関と在宅医療に係る機関との協働による運完支援の実施

②日常の療養支援が可能な体告1

①多職種協働により在宅療養者やその家族の生活を支える観キ'、力喝の医療の提供

市等の大都市圏における在宅死亡率は 17.9%と全圖直より高くなってぃる

関とそ

②緩和ケアの提供

③家族への支援

③急変時の対応が可能な体制」

①在宅療養者の病状急変時における往診体痢」及び即冠丙床の確保

④患者が望む場所での看取りが可能な体制

,
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①住み慣れた自宅尺汾・護施設等、患者が望む場所での看取りの実施

また、上記①から④の体制」をキ薄築するにあたり、ガ城における多職種連携を図りながら、

24時問体罰1で在宅医療が提供されることが重要である。こうした観点から、在宅医療におい

て積極的役害1を担う医療機関や在宅医療に必要な連携を担う拠点を医療計画に位置付けて

いくことが望まれる。

2 各医療機能と連携

前記「1 目指すべき方向」を踏まえ、在宅医療の提供体脚1に求められる医療機能を下記

①から④に示す。都道府県は、各医療機能の内容恨標、関係機関等に求められる事項等)

について、台城の実情IUぶじて柔軟に設定する。

①円滑な在宅療養移行に向けての運完支援が可能な体伶lj【i即完支援】

①目標

入β完医療機関と、在宅医療に係る機関の円滑な連携により、切れ目のない継紗釣な

医療体制を確保すること

②入β完医療機関に求められる事項

退1完支援担当者を配置すること

避完支援担当者は、できる限り在宅医療に係る機関での研彦や実習を受けること

入β完初期から週浣後の生活を見据えた運完支援を開始すること

週完支援の際には、患者の住み慣れた地域に酉己意した在宅医療及び介護、F章害福ネ止

サービスの調整を十分図ること

週浣後、患者に起こりうる病状の変化やその対応について、週1完前カンファレンス

や文書・電ヨ舌等で、在宅医療に係る機関とのt談献有を→分図ること

(医療機関の例)

病院・有床診療所

※介護老人保健施設においても、在宅への糊テに向けた取ネ助新テわれている。

③在宅医療に係る機関に求められる事項

患者の二ーズに応じて、医療弌罰誰.』童晝橿^亘丕を包括的に提供できるよう

調整すること

在宅医療昊价護、F章害嵩止サービスの担当者問で、今後の方窪十や病状に関する情報

コ

①住み慣れた自宅昊价護施設等、患者が望む場所での看取りの実施

また、上記①から(4)の体市11を構築するにあたり、賀城における多賠舸漏車携を図りながら、

瓔時間体制で在宅医療が提供されることが重要である。こうした観点から、在宅医療におい

て積極的役御1を担う医療機関や在宅医療に必要な連携を担う拠点、を医療計画に位置付けて

いくことが望まれる。

2 各医掬幾能と連携

鵡己「1 目指すべき方向」を踏まえ、在宅医療の提g躰制に求められる医療機能を下記

①から(4)1こ示ず。都道府県は、各医療機能の内容姻標、関係機閔等に求められる事項等)

について、ガ城の実情に応じて柔軟に設定ずる。

①円滑な在宅療養移行に向けての退1完支援が可能な体制」【運完支援】

①目標

入β完医療機関と、在宅医療に係る機関の円滑な連携により、切れ目のない剤獅尚な

医療体椒1を確保すること

②入院医療機関に求められる事項

運完支援担当者を配置武ること

運完支援担当者は、できる限り在宅医療に係る機関での研彦や実習を受けること

入院わ瑚から週喨後の生活を見据えた週完支援を開始すること

退,完支援の際には、患者の住み慣れた地域に酉論、した在宅医療及び介護資源の調整

を心がけること

退院後、患者に起こりうる病状の変化やその対応について、運完前カンファレンス

や文書・電ヨ舌等で、在宅医療に係る機関とのt青報共有を→汾図ること

(医療機関の例)

病院・有床診療戸斤

※介護老人保健施設においても、在宅への糊テに向けた嚇且み力新テわれている。

③在宅医療に係る機関に求められる事項

在宅療養者の二ーズに応じて、医療共价護を包括的に提供できるよう調整すること

や計画を共有し、連携すること

高齢者のみではなく、小児尺若年層の患者に刻する訪問診療、訪ル曙護、訪問薬郵」

指導等にも対応できるような体制」を確保すること

病院・有床診療可〒・介護老人保健施設のi邸完(退所)支援担当者に対し、地域の在

.

.
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問薬斉11指導等にも対応できるような体制を確保すること

病院・有床診療再f・介護老人保健旛設の週完(退所)支援担当者に対し、地域の在

. 在宅医療昊价・護の担当者間で、今後の方金十や病状に関する情報や計画を共有し、連

携すること

高齢者のみではなく、小児弌美皆年層の在宅療養者に対ずる訪問診療、訪ル号看護、訪



宅医療及て杉卜護、F^ネ止サービスに関する情報提供や在宅療養に関する助言を行う

こと

(関俳、機関の伊D

病院・診療戸斤

訪鳥蒲護事拘祈

薬局

居宅介護支援事業P二斤

地域包括支援センター

基幹相談支援センター・相談支援事業Fワ〒

※病院・診療可テには、歯矛斗を標袴ずるものを含む。以下同じ。

②日常の療養支援が可能な体制」【日常の療養支援】

①目標

患者の疾患、重症度に応じた医療(緩和ケアを含む。)が多脂銅重協働により、でき

る限り患者が住み慣れた地域て・剤獅撒勺、包括的に提供されること

②在宅医療に係る機関に求められる即頁

相互の連携により、患者の二ーズに対応した医療昊价護、F^1止サービスが包括

的に提供される体椒」を確保すること

医療関係者は、盤城包括支援センターが針城ケア会議において患者に関する検討を
する際に1コ積極的に参力けること

地域包括支援センター等と協働しつつ、在牛療養に必要な医療や介護、F章書樹止サ

ービス、家族の負担軽減につながるサービスを適切に紹介すること

がん患者緩和ケア体告1の整備)、認知彪患者(身体合イ労症等の初期対応や専門医

療機関への適切な紹介)、/N 患者(小児の入応劉幾能を有する医療機関との

そ才虎'、れの患者の樹致{こ応じた在宅医療の体帋11を整備すること

※がん患者、認会隙走患者及び小児患者の在宅医療にっいては、それぞれがんの医療

宅医療及U价護資源に関する情報提供や在宅療養に関する助言を行うこと

体制騰築に係る指針、精神疾患の医療体制購築に係る指針及び小児医療の体制構築

※がん患者の在宅医療については、がんの医療体帋11構築に係る指針を参邸゛

(関俳、機関の例)

病院・診療所

訪ル曙護事拘二斤

薬局

居宅介護支援事拘祈

貴柳或包括支援センター

災害時にも適切な医療を提供するための計画伏工叩及暑跨の医療機器を使用して

いる患者の搬送等に係る計画を含む。)を策定すること

医渦1や医療・衛生材米階の供給を円滑に行うための体制」を整備すること

身体機能及て陞活機能の維持向上のためのりハビリを適切に提供ずる体制をキ薄築す
ること

(関係機関の例)

に係る指針を参照,

災害時にも適切な医療を提供ずるための計画(人工叩及器等の医療機器をイ吏用して

いる患者の搬送等に係る計画を含む)を策定ずること

医薬品や医療・衛生材邪牌の参蟠合を円滑に行うための体怖リを整備すること

身体機能及て陛活機能の維持向上のためのりハビリを適切に提供する体制をキ篝築す.

ること

(関係機関の例)

※病院・診療沙〒には、歯矛斗を標袴するものを含む。以下伺じ。

②日常の療養支援が可能な体指4【日常の療養支援】

①目標

患者の疾患、重症度に応じた医療(緩和ケアを含む)が多脂凧重協働により、できる

限り患者が住み慣れた針城でネ佳紗釣、包括的に提供されること

②在宅医療に係る機関に求められる事項

相互の連携により、在宅療養者の二ーズに対応した医療や介護が包括的に提供され
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る体制を確保すること

医療関係者は、地域包括支援センターが"城ケア会議において在宅療養者に関する

)等、

検討をする際に1コ積極的に参力けること

地域包括支援センター等と協働しつつ、在宅療養に必要な医療昊价護、家族の負担

軽減につながるサービスを適切に紹介すること

がん(緩和ケア体制の整備)、認会畦(身体合台縛の初期対応や専門医療機関への

適切な紹介)等、それぞれの疾患の特徴に応じた在宅医療の体御」を整備すること



. 病院・診療所

訪ル曙護事拘ワ〒

薬局

居宅介護支援事拘二斤

地域包括支援センター

介護老人保健施設

短期入所サービス提台姑、設

③急変時の対応が可能な体帛111急変時の対応】

①目標

患者の病状急変時に対応できるよう、在宅医療を担う病院・診療所、訪問着謨事業

所及び入J完機能を有→、る病院・診療所との円滑な連携による診療体制を確保すること

談支援センター・相談支援事業P

④

②在宅医療に係る機関に求められる事項

病状急変時における連絡先をあらかじめ患者やその家族に提示し、また、求めがあ

つた際に24時間対応が可能な体帋"を確保すること

24時間対応が自院で難しい場合も、近隣の病院や診療所、訪ル見看護事拘万等との連

携により、触時間対応が可能な体帛11を確保すること

在宅医療に係る機関で対応できない急変の場合は、その症状や状況に応じて、搬送

先として想定される入J完医療機関と協議し入院病床を確保するとともに、搬送につい

て1才針城の消防凱系者,q目談する等連携を図ること

(関俳、機関の例)

病院・診療所

訪ル曙護事拘ワテ

薬局

③入1完医療機関に求められる事項

在宅療養支援郷完、有床診療所、在宅瞭養後方支援病院等において、連携している

病院・診療所

訪見蒲護事拘つ〒

薬局

居宅介護支援事拘フテ

地域包括支援センター

介護老人保健旛設

短期入所サービス提供施設

医療機関(特に無床診痢折)が担当する患者の病状が急変した際に、必要に応じて受

入れを行うこと

重症笠で対応できない場合は、他の適切な医療機関と連携する体制を構築すること

(医療機関の例)

病院・診療可i

患者が望む場所での看取りが可能な体制【看取川④

③急変時の対応が可能な体帋11【急変時の対応】

①目標

在宅療養者の病状急変時に対応できるよう、在宅医療を担う病院・診療所、訪見曙

護事業P祈及び入1完機能を有→、る病院・診痴万との円滑な連携による診療体告"を確保す

ること

②在宅医療に係る機関に求められる事噴

病状急変時における連絡先をあらかじめ在宅療養者やその家族に提示し、また、求

i'^

めがあった際に24時間対応が可能な体制を確保すること

24噺司対応が自院で難しい場合も、近隣の病院や診療所、訪問看護事拘祈等との連

携により、24時鳥制応が可能な体帛1を確保すること

在宅医療に係る機関で対応できない急変の場合は、その症状や状況に応じて、搬送

先として想定される入,完医療機関と協議し入F冠丙床を確保するとともに、搬送につい

て1澁也域の消防関評、者,q凋談する等連携を図ること

(関係機関の例)

病院・診療所

訪問看護事業所

薬局

③入院医療機関に求められる事項

在宅療養支援病院、有床診療所等において、連携している医療機関(特に無床診療

所)が担当する在宅療養者の病状が急変した際に、必要に応じて一時受け入れを行う

こと

重症で対応できない場合は、他の適切な医療機関と連携する体佑蜷構築すること

(医^関d)伊リ)

病院・診療沙i

患都§望む場所での看取りが可能な体擶1」1看取り】
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①目標

住み慣れた自宅昊价護施設等、患者が望む場所での看取りを行うことができる体帋11

を確保すること

②在宅医療に係る機関に求められる事項

人生の最終段階に出現する症伏に対手る患者弌塚族の不安を解消し、患者が望む場

所での看取りを行うことができる体制を構築すること

患、者共沫族に対して、自宅剣主み慣れた台拶或で受けられる医療及び介護、障害樹止

サービス共活取りに関する適切な1青報提供を行うこと

介護施設等による看取りを必要に応じて支援すること

(関係機関の例)

病院・診療戸斤

訪ル曙護事拘祈

薬局

居宅介護支援事業Pフ〒

③入J完医療機関に求められる事項

在宅医療に係る機関で看取りに対応できない場合にっいて、病院・有床診療所で必

要に応じて受け入れること

(医療機関の例)

病院・診療戸斤

⑤在宅医療において積極永殻告"を担う医療機関

前記①から④までに掲げる目標の達成に向けて、自ら24時間対応体制の在宅医療を

提供するとともに、他の医療機関の支援も行いながら、医療や介護、1^ネ止の現場での

多職衝車携の支援を行う病院・診療所を」在宅医療において積極的役寄1を担う医療機関と

して医療計画に位置付けることが望ましい。

基本的には、在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所等の中から位置付けられることを

想定している。

①目標

在宅医療の提伊及て池医療機関の支援を行うこと

多脂雁が連携し、包括的、継紗釣な在宅医療を提供ずるための支援を行うこと

在宅医療E閏丈委△塑^成を行うこと

災害時および災害に備えた体柳購築への対応を行うこと

台単或包括支援センター

基幹相談支援センター 相談支援

①目標

住み慣れた自宅昊价護旛設等、患者カミ望む場所での看取りを行うことができる体帋1

を確保すること

②在宅医療に係る機関に求められる即頁

終末期に出現する症状に対ナる患者や家族の不安を解消し、患者が望む場所での看

取りを行うことができる体制」を構築すること

患者や家族に対して、自宅制主み慣れた地或で受けられる医療及て畍護弌渚取りに

関する適切な清報提供を行うこと

介護施設等による看取りを必要に応じて支援すること

(B勝、機関4)伊")

病院・診療沙〒

訪問看護事業Fワ〒

・薬局

居宅介護支援事拘7〒

豊城包括支援ヒンター

万

災害時および災害に備えた体御騰築への対応を行うこと

③入"完医療機関に求められる事項

在宅医療に係る機関で看取りに対応できない場合にっいて、病院・有床診廊斤で必

要に応じて受け入れること

(医療機関の例)

病院・診療所

⑤在宅医療において積極n殿害4を担う医療機関

お嬬①から④までに掲げる目標の達成に向けて、自ら鎌時間対応体制の在宅医療を

提供するとともに、他の医療機関の支援も行いながら、医療や介護の現場での多職稀車携

の支援を行う病院・診療所を在宅医療において積極的役害"を担う医療機関として医療計画

に位置付けることが望ましい。

基本的には、在宅療養支援病院、在宅療養支援診療沙博の中から位置付けられることを

想定している。

①目標

在宅医療の提供及酬也医療機関の支援を行うこと

多脂雁が連携し、包括的、ネ佳続約な在宅医療を提供ずるための支援を行うこと

在宅医療を担う研座を行うこと
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患者の家族への支援を行うこと

在宅医療に関する翅戴住民への普及啓発を行うこと

②在宅医療において積極的役卸1を担う医療機関に求められる事項

医療機関(特に一人の医師が開業している診療所)が必ずしも対応しきれなし腹間

や医B市府生時、患者の病状の急変時等における診療の支援を行うこと

在宅での療養1こ糊サる患者にとって必要な医療及て肋誰、1章害福ネ止サービスが十

市W附と→汾に協議することが重要である。

なお、育傾の在宅医療において積極的役害11を担う医療機関が在宅医療に必要な連携を担

う拠点となることも想定される。

①目標

多職種協働による包括的かつ織既的な在宅医療の提供体市4の構築を図ること

②在宅医療に必要な連携を担う拠点に求められる事項

地域の医療及び介護関係者による協議の場を定期的に開催し、在宅医療における連

分る食保できるよう、関係機関に働きかけること

在宅医療に係る医療及て杉隈と』童晝^止関係者に必要な^嫉n識・批三に関する

研彦の実施や「青報の共有を行うこと

臨床研彦制度における賀城医療研彦において、在宅医療の現場での研彦を受ける機

会等の確保に努めること

災害時等にも適切な医療を提供するための計画(人工叩及暑跨の医療機器を使用し

ている患者の搬送等に係る計画を含む旦)を策定し、他の医劉幾関等の計画策定等の

支援を行うこと

豊城包括支援センター等と協働しつつ、療養に必要な医療及て畍護、障害樹止サー

ビスや家族の負担軽減につながるサービスを適切に紹介すること

入院機能を有する医療機関においては、患者の病状が急変した際の受入れを行うこ

と

賀城住民に対し、在宅医療の内容やナ也域の医療及び介護、1章害福ネ止サービスに関す

るt誹R提供を行うこと

⑥在宅医療に必要な連携を担う拠点、

ぢ嬬①から④までに掲げる目標の達成に向けて、ガ城の実情に応じ、病院、診療所、

訪鳥見看護事芽斤、地或医師会等関俳、団体、保偸ワ〒、市町キ゛等の主体のいす1しかを在宅医療

に彪要な連携を担う拠点として医療計画に位置付けることが望ましい。

在宅医療に必要な連携を担う拠点を医療計画に位置付ける際には、市三井勃§在宅医療・

介護連

在宅医療に関する翅戴住民への普及啓発を行うこと

②在宅医療において積極的役御1を担う医療機関に求められる事項

医療機関(特に一人の医師が開業している診療柳が必ずしも対応しきれない夜間

や医師司弐在時、患者の病状の急変時等における診療の支援を行うこと

在宅での療養1こ樹サる患者にとって必要な医療及て畍護の資源が→汾確保できる

よう、n脇、機関に働きかけること

在宅医療に係る医療及び介護関係者に必要な基本的主戯・批三に関する研座の実施

や↑青報の共有を行うこと

留意し、事前に市田附と十分に協議することが重要である。

在宅療養者の家族への支援を行うこと

なお、育傾の在宅医療において積極的役審1を担う医療機関が在宅医療に必要な連携を担

う拠点となることも想定される。

①目標

多賠雁協働による包括的力γつネ佳続的な在宅医療の提供体罰」の構築を図ること

②在宅医療に必要な連携を担う拠点に求められる事項

ガ城の医療及て畍護、障害嵩止関評、者による会議を定期的に開催し、在宅医療にお
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事業において実施ずる鵬且や、f章害福ネ止に係る相談支援の嚇且との整合性に

卒後わ弸臨床研修制度(歯矛斗の場合、卒後臨床研彦制度)における台城医療研修に

おいて、在宅医療の現場での研虜を受ける機会等の確保に努めること

災害時等にも適釖な医療を提供するための計画(人工叩及器等の医療機器を使用し

ている患者の搬送等に係る計画を含む)を策定し、他の医療機関等の計画策定等の支

援を行うこと

赴城包括支援センター等と協働しつつ、療養に必要な医療及U价護昊沫族の負担軽

減につながるサービスを適切に紹介すること

入1完機能を有する医療機関においては、在宅療養者の病状が急変した際の一時受入

れを行うこと

賢城住民に対し、在宅医療の内容や地域の医療及ぴ介護資源に関する情報提供を行

うこと

⑥在宅医療に必要な連携を担う拠点

お嬬①から④までに掲げる目標の達成に向けて、地域の実情に応じ、病院、診卿斤、

訪ル曙護事拘フテ、台城医ei陰等関係、団体、保轡ワ〒、市畊寸等の主体のいずれかを在宅医療

に必要な連携を担う拠点として医療計画に位置付けることが望ましい。

在宅医療に必要な連携を担う拠点は、標準的な規模の市畊寸の人口(フ~10万人程度)

へ」」

につき1力フ祠呈度を目に設けられることを想、定しており、医療計画に位置付ける際には



ける連携上の課題の抽出及てドそ'の対応策の検討等を実施すること

地域の医療及て畍護、障害喬止サービスについて、所在地弌機能等を魂雌し、地域

るよう、関係機関との調整を行うこと

質の高V莊宅医療をより効率的に提供するため、関係機関の連携による24時間体

制の構築や多醋雁による「青報共有dX足進を図ること

在宅医療に関する人材育成及び普及啓発を実施ナること

第3 構築の具体的な弓閉頂

1 現状の托握

都道府県は、在宅医療の体制」を構築するに当たって、①及び(2)に示す項目を参考に>患

者動向、医療資游及び医療連携等について、現伏を把握する。

さらに、(3)1こjRす'、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムごとに分

類された指標例により、数1直、で砦葛揃に現状をお三握する。

なお、(D~(3)の各項目、について、参考として調査名を示しているが、その他必、要に応じ

て調査をi助nされたい。

①患者動向に関する情報

避完支援を受けた患者数

包括支援センタ^障害者相談支援

の医療矣价'護、1章害福ネ止サービスにまたがる様々な支援を包括的かく珠佳続約に提供す

と連携しながら、週浣時から看取りまで

往診を受けた患者数

訪鳥形療を受けた患者数

訪問歯手斗診療を受けた患者数

訪問看護禾リ用者数

薬斉鵬市による訪問薬邦」管理指導の利用者数

管理栄養士による訪問栄養食事指導の利用者数

歯釆斗衛生士による訪問歯矛斗衛生指導の利用者数

訪問りハビリテーション禾1】用者数

短期入所サービス(ショートステイ)の利用者数

②医療資源・i車携等に関するイ青報

在宅医療を担う関係機関の数とそdX立置(在宅療養支援診療戸斤、在宅療養支援病院、

在宅療養支援歯手斗診療所、訪殆蒲・護事拘祈等)

携上の課題の抽出及びその対応熊の検剖等を実施すること

賀城の医療及て畍護資源の機能等を托握し、凱城包括支援センター等と連携しなが

ら、週浣時から看取りまでの医療昊介護にまたがる様々な支援を包括的力γコ継続的に

提供するよう、関係機関との調整を行うこと

.

.

質の高し述モ宅医療をより効率的に提供するため、関係機関の連携による24時間体

制の構築や多職種による1青報共有の促進を図ること

在宅医療に関する人材育成及び普及啓発を実施ずること

第3 構築の具備りな判頂

1 現吠の把握

都道府県は、在宅医療の体制を構築するに当たって、(D②に示す項目を参考に、患者動

向、医療資源及び医療連携等について、現伏を罰嘘する。

さらに、(3)1こ示す、医療機能ビとおよびストラクチャー・プロセス・アウトカムごとに

分類された指標例により、数イ直で客観的に現伏を把握する。

なお、(D~(3)の各項目について、参考として調査名を示しているが、その他必、要に応じ

て調査をi助nされたい。

①患者動向に関する清報

(2) 医療資源・1車携等に関する1誹R

在宅医療を担う関評、機関の数とその位置(訪問診療等を実施ずる紗

援診療所、在宅療養支捌丙院、在宅療養支援歯手斗診療所、訪鳥曙・護事拘フ〒訪問薬斉ι管

在宅死亡者数(人口動態統計)
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往診を受けた患者数

訪見膨療を受けた患者数

訪問歯科診療を受けた患者数

訪鳥藷護禾1朔者数

^j師による訪問^4キ旨導の利用者数

管理栄養士による訪問栄養指導の利用者数

歯矛輪テ生士による訪問歯矛斗衛生指導の利用者数

訪問りハビリテーション利用者数

短期入沙子サービス(ショートステイ)の利用者数

運完患者の平均在院日数(患者調査D

在宅療養支

.

.



在宅医療に携わる人員・体制(在完療養支援診療目〒・在宅療養支捌丙院の陛市数、訪

ル見看護ステーションの看護ni蹴、24時問体帋11を取っている訪鳥見看護ステーション数弌渚

護Bi"数等)

連携の状況(関係機関間での診療情報や1台療計画の共有の状測

③指標による現え犬魂張

別表Uに掲げるような、医療^ビと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムご

とに分類された指標例により、武城の医療提供体帋,の現伏を腐類的に把握し、医療計画に

記載する。その際、針城住民の健康状態やその改善に寄与すると考えられるサービスに関

理 を実施ずる 等)

する指標圃点指標)、その他国が提供するデータ昊ぢ虫自調査データ、データの解析等に

より入手可能な指標(参考

2 圏域の設定

①都道府県は、在宅医療提供体制を構築するに当たって、「第2 医療崎1」の構築に必要

な事項」を基に、育嬬「1 現状のれ甜屋」で収集した情報を分析し、週1完支援、生活の場

における療養支援、急変時の対応、看取りといった各区分に求められる医療機能を明確に

して、圏域を設定手る。

圏域の設定は、課題の抽出尺徽値目標の設定、施策の立案の育幌となるものであり、施

)に留意して、お三握すること。

策の実効性を確保する観点から、圏域の設定は確実に行うことが望ましい。

②医療機能を明確イヒ小るに当たって、ガ城によっては、医療資源の制約等によりひとっの

施設が複数の機能を担うこともあり得る。

(3)圏域を設定中るに当たって、在宅医療の場合、医療資源の整備状況矣价護との連携のあ

り方がガ城によって大きく変わることを勘案し、従来の二炊医療圏にこだわらず、できる

限り急卿寺の対応体制」値症例を除く。)や医療と介護の連携体佑1の構築が図られるよう、

市畍寸単位や保禽祈圏域等の台城の医療及て畍護資源等の実情に応じて弾力的に設定す

る。

④検討を行う際には、台城医師会等の関係団体、在宅医療及て杉懐に従事する者、住民・

患者、市田井寸等の名イ弌表が参画する。

在宅医療に携わる人員・体帋U(在宅渡養支援診療所・在宅療養支援病院の医師数、訪

問看護ステーシヨンの看護"市数、24時間体帛1を取っている訪ルヨ看'護ステーション数弌看

護Bi触等)

連携の状況(関係機関間での診療情報や1台療計画の共有の状測

③指標による現状把握

牙1」表11に掲げるような、医療機能ごと及びストラクチャー・プロセス・アウトカムご

とに分類された指標例により、凱城の医療提供体佑11の現伏を箸觀的に把握し、医療計画に

記載する。その際、公的統言陛により全都道府県で入手可能な擶票(必須指標)と、独自

調査やデータ解ぢ欝により入手可能な指標(推奨指標)に留意して、把握すること。

3 }車携の検討

①都道府県は、在宅医療提供体制を構築するに当たって、運完支援から生活の場における

療養支援、急変時の対応、看取りまでネ佳続して医療力垳われるよう、また、関係機関の信

頼関評、が醸成されるよう酉三慮する。
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2 圏域の設定

①都道府県は、在宅医療提供体制をキ蒜築するに当たって、「第2 1揚評、機関とその連携」

を基に、盲嬬「1 現状の把捜で収集した1欝&を分析し、運完支援、生活の場における

療養支援、急変時の対応、看取りといった各区分に求められる医療機能を明確にして、圏

域を設定する。

②医療機能を明確イヒ中るに当たって、針城によっては、医療資源の制約等によりひとつ

の施設力鵯数の機能を担うこともあり得る。

③圏域を設定するに当たって、在宅医療の場合、医療資源の整備状況弌0介'護との連携の

あり方が台城によって大きく変わることを勘案し、従来の二次医療圏にこだわらず、でき

る限り急変時の対応体制唖症例を除く)や医療と介護の連携体制の構築が図られるよう、

市町村単位弌『杲健所圏域等の赴城の医療及び介護資源等の実情に応じて弾力的に設定す

る。

④検討を行う場合は、地域医師会等の関係団体、在宅医療及ぴ介護に従事する者、住民・

患者、市町制等の樹t表が参画する。

3 連携の検討

(D 都道府県は、在宅医療提供体制を構築するに当たって、運完支援から生活の場におけ

る療養支援、急変時の対応、看取りまでネ佳紗、して医療が行われるよう、また、関係機関の

イ言頼関俳、が醸成されるよう酉e慮ずる。



また、医劉幾関、在宅医療及て杉卜護、「章害樹止の関係者及びガ城医師会等の関係団体は、

診療技術や失戚の共有、連携する医療及て畍護、F^ネ止の関係機関等との情報の共有に

努める。

さらに、都道府県は、在宅医療に係る機関の医師、歯科医師、薬邦伯而、看護職員、介護

支援専門員等について、豊城の保健医療関俳、機関・団体等と連携し、必要な専門的・基礎

的知識及て財支術を習得させるための研彦の実施等により人材育成に努める。

②保脚斤は、ra城保健法第4条第1項の規定に基づく翅リ或保健対策の推進に関する基本

的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計画の作成及び

推進における保禽祈の役害11について」(平成19年7月20日付け健総溌第0720001号厚生
労働省'健康局総務課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施に向けて、ガ城医師会等の

関係団体と連携して医療機関相互の調整を行う等、積極的な役害怯果たすこと。

③医療計回こ1ネ原則として、各医療機能を担う医療機関等の名称を記載ずる。

なお、針城によっては、医療資源の制約等によりひとつの医療機関等が複数の機能を担

うこともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療連携肺1の中て洛、医療機能を担う医

療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、ガ城の実情に応じて記載ずるこ

とで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

4 課題の抽出

都道府県は、「第2 医療体制の構築に必要な事項」を踏まえ、「1 現伏のれ甜圏で明確

にした現状について、指標により把握した数値となっている原因の分析を行い、ガ城の在宅

医療の体痢」の課題を抽出し、医療計画に記載する。

その際、現状分析に用いたストラクチャー、プロセス、アウトカム指標の関連性も考慮し、

病期・医療機能によるづ)類も踏まえ、市ヨ井寸と連携しながら、可能な限り医療圏ごとに課題

を抽出する。

特に、将来の在宅医療に係る医療需要について、介護保険事業伎援)計画との整合性の

また、医療機関、在宅医療及て畍護の関俳、者及び翅戴医師会等の関係団体は、診療技術

や知識の共有、連携する医療及て杉懐の関係機関等との情報の共有に努める。

確保のために設置ナる道府県や市畊寸の医療・介護担当者等の関俳、者による協議の場を活

用し、検討を行うこと。

5 数値目標

都道府県は、良質かイメ商切な在宅医療を提供する体制にっいて、事後に定量的な比較言干価

を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、ナ也域の実情に応じた目標項

目やその数値目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画に記載する。

さらに、都道府県は、在宅医療に係る機関の医師、歯矛斗医師、薬却伯市、看護職員、ケア

マネジャー等について、台城の保健医療関係機関・団体等と連携し、必要な専門的・基礎

的失偏哉及てR皮術を習得させるための研彦の実施等により人材育成に努める。

②保轡斤は、「ι也域保健法第4条第1項の規定に基づく台"域保健対策の推進に関する基本

的な指針」(平成6年厚生省告示第374号)の規定に基づき、また、「医療計画の作成及び

推進における保轡祈の役ぎ11について」(平成19年7月20日健総溌第0720001号健康局総

脊課長通知)を参考に、医療連携の円滑な実施に向けて、針城医師会等の関係団体と連携

して医療機関相互の調整を行う等、積極的な役害怯果たすこと。

③医療計画に1才原則として、各医療機能を担う医療機関等の名称を記載する。

なお、地域によっては、医療資源の制約等によりひとっの医療機関等が複数の機能を担
うこともある。

さらに、医療機関等の名称については、例えば医療連携体制の中で各医療機能を担う医

療機関等が圏域内に著しく多数存在する場合にあっては、地域の実情に応じて記載ずるこ

とで差し支えないが、住民に分かりやすい周知に努めるものとする。

4 1果題の抽出

都道府県は、曉2 医癒機閏七曇四i皇挫」を踏まえ、「1 現炭の把捌で明確にした現伏

について、指標により把握した数値となっている原因の分析を行い、封城の在宅医療の体制

の課題を抽出し、医療計画にヨ三載する。

その際、現状分析に用いたストラクチャー、プロセス、アウトカム指標の関車性も考慮し、

病期・医療機能による分類も踏まえ、可能な限り医療圏ごとに課題を抽出する。

5 数値目標

都道府県は、良質かつ適切な在宅医療を提供する体怖ljにっいて、事後に定量的な比較言判西

を行えるよう、「4 課題の抽出」で明確にした課題に対して、ガ城の実情に応じた目標項目

やその数値目標、目標達成に要する期間を設定し、医療計画に記載する。
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数値目標の設定に当たっては、各す旨標の全国データ等を参考にするとともに、基本方針第

九に掲げる諸計画に定められる目標を勘案するものとする。

なお、達成可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を角歎するために

必要な目標を設定することとする。

特に、1寺来の在宅医療に係る医療需要に対する目標について、介三萎保険事業伎捌計画

等と整合性をもって設定し、その考え方を記載していくことが重要であり、介護保険事業伎

援)計画との整合性の確保のために設置する都道府県や市畍寸の医療・介護担当者等の関係

者による協議の場を活用し、検討を行うこと。

6 施策

数値目標の達成には、課題に応じた施策・事業を実施することが重要である。都道府県は、

「4 課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成ずるために行う

施策・事業について、医療計画に記載ずる。

施策の検討にあたっては、在宅医療の提供者側に対司、る施策のみに偏重しないよう、多様

な1哉種・事業者が参力けることを想定して施策を検討すること。

仂諌の例)
. 謝戴住民に対する普及啓発

入β完医療機関に対し在宅医療で対応可能な患者像や療養環境についての研座

入院医療機関と、力功、りつけの医療機関や居宅介護支援事勢祈等との入運完時にお

また、市吻村力牲宅医療・介

ける清報共有のための協議の実施等

係る圏ごとの課題に鑑みて、必要な施策については医療計画にも

の達成に向けた役害扮担を明確にした上で

うこと。

特に、医療に係る専門的・櫛馳りな対応が必要な「切れ目のなし牲宅医療と在宅介護の提

数値目標の設定に当たっては、各指標の全国データ等を参考にするとともに、基本方針第

Zに掲げる諸計画に定めC,れる目標を勘案するものとする。

なお、逮戎可能なものだけを目標とするのではなく、真に医療圏の課題を角歎するために

必要な目標を設定することとする。

供体制の構築推進」や「在宅医寮・づ'随L に関する相談支援」、二炊医療圏等の広域の視

_J

点が必要な「在宅医療・介護

必要である。

フヨ平価

計画の実亥力性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画の評価を行泌且織や時

期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策・:事業の進捗状況の評価にっいては、 1

事業において実施する嚇且について、在宅医療に

6 力桓策

数値目標の達成には、課題に応じた施策・事業を実施することが重要である。都道府県は、

「4 課題の抽出」に対応するよう「5 数値目標」で設定した目標を達成するために行う施

策・事業について、医療計画に記載ずる。

医師会等と

に関する関係市区町村の連」について、重点的な支援力

しながら、必要な支援を行

ることとし、力毎策

7 調西

計画の実効性を高めるためには、評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すことが重

要である。都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、医療計画のi平1西を行泌且織や時

期を医療計画に記載する。この際、少なくとも施策・事業の進捗状況のヨ平価については、1
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年ごとに行うことが望ましい。また、数値目標の達成状況、現状れ嘘に用いた指標の状況に

ついて、計画間の中間年での見直しを見据え、適時に調査、分析及て曙干価を行い、必要が

あるときは、都道府県はその医療計画を変更することとする。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやすい形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況を周知

する必要がある。このため、指標による現状把握、目標項目、数値目標、施策・事業やその

進捗状況、評価体惰4や評価結果を左法する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるもの

とする。

年ごとに行うことが望ましい。また、

ついて、少なくとも5年ごとに調査、

その医療計画を変更することとする。

8 公表

都道府県は、住民に分かりやずし形で医療計画を公表し、医療計画やその進捗状況を周知

する必要がある。このため、指標による現リ苛巴握、目標項目、数値目標、施策・事業やその

進捗伏況、評価体制昊癌平価結果を左法する。その際、広く住民に周知を図るよう努めるもの

とする。

数値目標の南戎状況、現リ詩巴握に用いた指標の状況に

分析及て歸判西を行い、'必要があるときは、都道府県は
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